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まえがき 
 
 

平成 27 年度の法定計量国際化機関勧告審議調査等事業報告書をお届けします。本報告

書は、経済産業省の委託事業として、(一社)日本計量機器工業連合会が実施した事業の

活動をまとめたものです。 
国際法定計量機関（International Organization of Legal Metrology、OIML）は、

1955 年の発足以来、法定計量分野で用いられる計量器の国際規格を作成し、計量器の信

頼性や国際的同等性を確保する活動を行ってきています。こうした計量器には、はかりや、

水道メーター、タクシーメーターなど、日常生活において使用される極めて重要な計測器

が含まれています。また、OIML では、法定計量に関した規範的な仕組みや実施組織の

ガイドライン作成、各国法定計量機関の相互理解のための取り組みなどを行っています。

本事業の目的は、こうした OIML の活動に対し、我が国の意見の集約、対処方針の検討

などを進め、委員会出席や意見の表明を通じ、我が国の意見反映に努めるとともに、調査

や専門家招聘を通じて情勢の把握等を行うことです。 
このために、本事業では国際法定計量調査研究委員会が設置され、同委員会のもとに

10 の作業委員会及び 18 の分科会を設置し、述べ 400 人近くの委員の方々のご協力を得

て、前年度に引き続き今年度も活発な議論を行いました。本報告書にはこれらの活動がま

とめられています。 
海外調査については、昨年度に続き、水素ディスペンサー等について、欧州における試

験技術、検査態勢の調査を行いました。また、近年発展の著しいインドネシアから専門家

を招聘し、法定計量制度について講演会を開催し、相互交流を深め、同国の制度について

情報を得ることができました。 
毎年開催される OIML の各国委員の会議である CIML 委員会（国際法定計量委員会）

では、国際規格や OIML の運営する制度の審議をすることになっています。今年度は

2015 年 10 月フランスのボルドー地方にあるアルカションで開催されました。この会議

で議決された技術文書や規格は、本事業を通じた日本の意見が反映されたものとなってい

ます。今回の CIML 委員会では、OIML の活動について大きな意味を持つ 2 つの動きが

決定されました。一つは、OIML の中心的な活動である技術文書等の議論と作成のプロ

セスを規定する B6 と呼ばれる文書の改訂が決定されたことです。技術文書に日本の意見

が反映されるためにも、この B6 の改訂には注意を払い、日本の意見も表明していく必要

があります。もう一つは OIML 規格に基づいた型式承認の検査成績書の相互受け入れ制

度である MAA 制度と、試験成績書の登録制度である基本証明書制度の統合です。作業の

開始が決定され、日本もこの制度を利用している立場から、検討グループに参加すること

になりました。 
また、アジア太平洋地域における地域法定計量団体である Asia-Pacific Legal 

Metrology Forum（APLMF）の年次総会が米国のハワイで開催され、議長国が中国から

ニュージーランドに替わり、2016 年の年次総会を日本で開催することが決まりました。

日本における会議での活発な議論が期待されるところです。 
本事業は、経済産業省計量行政室のご支援ご指導のもと、委員会、作業委員会、分科会

の委員各位の活発な活動、事務局及び関連企業・団体の貢献と支援によって遂行されまし

た。ここに関係各位の多大なる貢献に感謝申し上げるとともに、本報告書が今後の法定計

量に関連した、国際・国内活動に活かされることを祈念致します。 
 

国際法定計量調査研究委員会 

委員長  三 木 幸 信 
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第1章 調査研究の概要 

1.1 調査研究の目的 
国際法定計量機関（International Organization of Legal Metrology：OIML）は、法定計量制度

をめぐる国際的な諸問題を解決するため、加盟国がその遵守について道義的責任を負う勧告文書や、

遵守義務はないものの加盟国に指針を与えるための文書を発行しており、これらの文書（以下、勧

告文書等という）の案は主に OIML に様々な懸案ごとに設置されている技術委員会（Technical 
Committees：TC）や小委員会（Sub Committees：SC）等で検討がなされている。 
我が国がこれらの勧告文書等を踏まえ、法定計量について適切に国際整合化を図っていくために

は、これらの勧告文書等の案の段階で内容を精査し、対処方針を策定するとともに、可能な限り、

勧告文書等の案に対し我が国の意見を反映させていくことが必要である。 
このため、OIMLのTC、SCなどで検討がなされている委員会草案（Committee Draft：CD）、

作業草案（Working Draft：WD）、国際勧告案（Draft Recommendation：DR）及び国際文書案（Draft 
Document：DD）について、対処方針の策定、我が国の意見決定等、必要な措置を講じるための専

門家等を交えた審議を行うとともに、関連する国際会議に出席し、責任ある規制の執行等を行うた

めに必要となる情報収集・調査等を行い、我が国の意見反映に努める。また、これらの勧告文書等

が策定される国際的な背景や、勧告文書等の技術的内容等を調査するための海外調査又は海外専門

家の招へいを行う。 
これらを通じ、我が国法定計量制度の国際整合化、ひいては我が国における正確計量の確保に資

するものとする。 
なお、上記勧告文書等には、必ずしも我が国現行計量法の規制対象ではない事項も含まれている

が、我が国における正確計量の確保に資するとの観点から、規制対象分野を優先しつつ、そのよう

な問題についても、適切に対応するものとする。 
 
1.2 調査研究の体制及び担当分野 

(1) 調査研究の体制 
OIML が対象とする分野は、計量における行政上、技術上の諸問題及び一般並びに産業用に使

用される計量器等、計量全般に幅広く及んでおり、単に我が国の計量法の範疇だけでなく、環境、

医療等の関連分野まで関わっている。現在、OIML では作業課題ごとに 18 の TC 及び 45 の SC
が設置されている。 
このため、本調査研究事業では国際法定計量調査研究委員会を設置し、同委員会の下に10の作

業委員会及び18の分科会を設置し、OIMLにおけるTC及びSCの全作業課題に対して対応でき

る体制を整えている。 
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〈調査研究体制（組織図）〉 

国際法定計量調査研究委員会

委員長：三木　幸信

[国立研究開発法人産業技術総合研究所／NMIJ]
OIMLとの連絡調整：国際計量室　松本 毅

[国立研究開発法人産業技術総合研究所／NMIJ]

電力量計等作業委員会
　　　委員長：坂野　勝則

計量器証明書分科会

CNG・水素エネルギー分科会

放射温度計測分科会

質量計用ロードセル分科会

燃料油メーター分科会

積算熱量計分科会

質量計作業委員会
　　　委員長：福田　健一

国際計量研究連絡委員会／法定計量分科会

    [事務局：国立研究開発法人産業技術総合研究所／NMIJ]

連携

計量規則等作業委員会
　　　委員長：小谷野　泰宏

電子化計量器作業委員会
　　　委員長：山田　　宏

計量器作業委員会
　　　委員長：三倉　伸介

タクシーメーター分科会

計量器情報化分科会

包装商品分科会　

不確かさ分科会

環境・分析計量器作業委員会
　　　委員長：井原　俊英

濃度計分科会

水分計測分科会

血圧計分科会

音響振動計量器作業委員会
　　　委員長：堀内　竜三

放射線計量器作業委員会
　　　委員長：齋藤　則生

呼気試験機分科会

事務局：一般社団法人日本計量機器工業連合会

体温計分科会

眼圧計分科会

体積計作業委員会
　　　委員長：森中　泰章

水道メーター分科会

ガスメーター分科会

医療用計量器作業委員会
　　　委員長：林　健太郎

 

(2) 作業委員会及び分科会の担当分野 
各作業委員会及び分科会におけるOIML/TC、SCの担当分野は、以下のとおりとし、OIMLの

全作業課題について対応している。 
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作業委員会及び分科会 TC（技術委員会） SC（小委員会） 

計量規則等作業委員会 

 

TC1：用語 
TC2：計量単位 
TC3：計量規則 

 
 
 
 
 
TC4：標準器、校正及び検定装置

 
 
SC1：型式承認及び検定 
SC2：計量取締り 
SC3：標準物質 
SC4：統計的方法の適応 
SC5：適合性評価（証明書制度）

SC6：型式適合性 

不確かさ分科会 TC3：計量規則 SC5：適合性評価（証明書制度）

包装商品分科会 TC6：包装商品  
計量器証明書分科会 MAA：計量器の型式評価国際相互受入れ取り決めの枠組み 

電子化計量器作業委員会 TC5：計量器に関する一般要求事項 SC1：環境条件 

計量器情報化分科会 TC5：計量器に関する一般要求事項 SC2：ソフトウェア 
計量器作業委員会 TC7：長さ関連量の計量器 

 
TC9：質量計及び密度計 
TC10:圧力、力及び関連量の計量器 
 
 
 
TC11：温度関連量計量器 
 
TC17：物理化学測定器 

SC1：長さ計 
SC3：面積計 
SC4：密度計 
SC1：重錘型圧力計 
SC2：弾性感圧素子圧力計

SC3：気圧計 
SC4：材料試験機 
SC1：抵抗温度計 
SC2：接触温度計 
SC5：粘度の測定 

タクシーメーター分科会 TC7：長さ関連量計量器 SC4：道路運送車両計量器

放射温度計測分科会 
 

TC11：温度及び関連量の計量器

 
SC3：放射温度計 
SC1：静的体積測定 

体積計作業委員会 
 
 
 
 
 

TC8：流体量計量器 

 
 
 
 
 

SC3：水以外の液体の動的

体積・質量測定（R117及び

R118を除く） 

SC6：低温液体の計量 

SC7：ガスメータリング

（R137を除く） 
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作業委員会及び分科会 TC（技術委員会） SC（小委員会） 
水道メーター分科会 TC8：流体量計量器 SC5：水道メーター 
ガスメーター分科会 TC8：流体量計量器 SC7：ガスメータリングの

一部（ガスメーター） 
燃料油メーター分科会 
 

TC8：流体量計量器 
 

SC3：水以外の液体の動的

体積・質量測定 
積算熱量計分科会 
 

TC11：温度及び関連量の計量器

の一部（R75） 
 

質量計作業委員会 TC7：長さ関連量の計量器 
TC9：質量計及び密度計 

SC5：形状測定器 
SC1：非自動はかり 
SC2：自動はかり 
SC3：分銅 

質量計用ロードセル分科会 TC9：質量計及び密度計  

電力量計等作業委員会 
 

TC12：電気量の計測 
TC14：光関連量の計量器 

 
 

音響振動計量器作業委員会 TC13：音響及び振動計量器  
放射線計量器作業委員会 TC15：電離性放射線計量器 SC1：医療用電離性放射線

SC2：工業用電離性放射線

環境・分析計量器作業委員会 
 
 
 
 
 
 
 

TC16：汚染度計量器 
 
 
 
TC17：物理化学測定器 
 
 

SC1：大気汚染 
SC2：水質汚濁 
SC3：殺虫剤及び有毒物質

SC4：有害廃棄物 
SC2：糖度計 
SC3：pH計 
SC4：導電率の測定 
SC6：ガス分析計 

濃度計分科会 TC16：汚染度計量器 SC1：大気汚染の一部（濃

度計） 

水分計測分科会 TC17：物理化学測定器 
 

SC1：水分計 
SC8：農産物の品質分析機

器 

呼気試験機分科会 
 
 

TC17：物理化学測定器 
 

SC7：呼気試験機 
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作業委員会及び分科会 TC（技術委員会） SC（小委員会） 
医療用計量器作業委員会 TC18：医療用測定器 SC4：医療用電子計量器 

SC5：医学研究用計測器 

血圧計分科会 TC18：医療用測定器 SC1：血圧計 
体温計分科会 TC18：医療用測定器 SC2：体温計 
眼圧計分科会 TC18：医療用測定器  

 
1.3 委員構成  

(1) 国際法定計量調査研究委員会 
委 員 長  三 木 幸 信 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 理事 

計量標準総合センター長 

委  員  田 中   充 国際度量衡委員会 前委員 

  〃    三 浦 裕 幸 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室長 

  〃    石 川 征 幸 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    谷 口 淳 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    臼 田   孝 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 研究戦略部長 / 国際度量衡委員会 委員 

  〃    日 置 昭 治 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 研究戦略部 国際計量室長 

  〃    高 辻 利 之 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門長 

  〃    齋 藤 則 生 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 分析計測標準研究部門 副研究部門長 

(放射線標準研究グループ長) 

  〃    小谷野 泰 宏 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 総括研究主幹 

  〃    根 本   一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室長 

  〃    上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター

工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

  〃    堀 内 竜 三 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 分析計測標準研究部門 音響超音波標準研究グループ長 
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委  員  福 田 健 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ長 

  〃    森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    太 田 秀 幸 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 認定センター所長 

  〃    戸 谷 嘉 孝 東京都計量検定所 所長 

  〃    後 藤 一 夫 日本電気計器検定所 理事 

  〃    山 田   宏 日本電気計器検定所 経営企画室長 

  〃    坂 野 勝 則 日本電気計器検定所 検定管理部長 

  〃    片 桐 拓 朗 一般財団法人 日本品質保証機構 理事 計量計測センター所長 

  〃    青 山 理恵子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･コンサルタント･ 

 相談員協会 副会長 

  〃    龍 野 廣 道 一般社団法人 日本計量機器工業連合会 国際事業委員会 委員長 

 株式会社 タツノ 代表取締役社長 

  〃    田 中 康 之 一般社団法人 日本計量機器工業連合会 はかり部会 部会長 

 株式会社 田中衡機工業所 代表取締役社長 

  〃    政   文 祐 一般社団法人 日本計量機器工業連合会 技術委員会 委員長 

アンリツインフィビス株式会社 代表取締役社長 

  〃    大 岩   彰 日本ガスメーター工業会 事務局長 

  〃    榊 原 勘 司 日本タクシーメーター工業会 副会長 

  〃    河 住 春 樹 一般社団法人 日本計量振興協会 専務理事 

  〃    吉 原 順 二 一般社団法人 日本電気計測器工業会 専務理事 

  〃    林   健太郎 一般社団法人 日本分析機器工業会 専務理事 

  〃    堀 井   茂 一般社団法人 日本計量機器工業連合会 専務理事 

(2) 計量規則等作業委員会 
委 員 長  小谷野 泰 宏 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 総括研究主幹 

委  員  関 野 武 志 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    日 置 昭 治 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 研究戦略部 国際計量室長 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 
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委  員  岸 本 勇 夫 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準管理センター 

 計量標準普及センター 標準供給保証室長 

  〃    根 本   一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室長 

  〃    上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

  〃    福 田 健 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ長 

  〃    森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

  〃    村 田 浩 美 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 認定センター 

 計量認定課長 

  〃    山 田 敦 久 東京都計量検定所 検査課長 

  〃    坂 野 勝 則 日本電気計器検定所 検定管理部長 

  〃    片 桐 拓 朗 一般財団法人 日本品質保証機構 理事 計量計測センター所長 

  〃    大 岩   彰 日本ガスメーター工業会 事務局長 

(3) 不確かさ分科会 
主  査  三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    田 中 秀 幸 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物質計測標準研究部門 計量標準基盤研究グループ 

  〃    長 野 智 博 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    井 上   太 国立研究開発法人 産業技術総合研究所計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    大 高 広 明 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 

 認定センター 計量認定課専門官 

  〃    中 村   匠 東京都計量検定所 検定課 検定係主任 

  〃    長 澤   淳 日本電気計器検定所 経営企画室課長補佐 

  〃    高 尾 明 寿 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

熱･力学計測課主幹 
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委  員  四角目 和 広 一般財団法人 化学物質評価研究機構 東京事業所 化学標準部長 

(4) 包装商品分科会 
主  査  小谷野 泰 宏 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 総括研究主幹 

委  員  渡 辺 直 行 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    谷 口 淳 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    品 川 由紀子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室法定計量業務専門職員 

  〃    田 中 秀 幸 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物質計測標準研究部門 計量標準基盤研究グループ 

  〃    大 谷 怜 志 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    浅 川 敏 広 東京都計量検定所 検査課課長代理 

  〃    東二町 淳 志 千葉県計量検定所 検定･検査課主事 

  〃    土 橋 芳 和 公益社団法人 日本缶詰びん詰レトルト食品協会 

 常務理事技術部長 

  〃    渕 上 節 子 特定非営利活動法人 日本主婦連合会 副会長 

  〃    青 山 理恵子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･コンサルタント･ 

 相談員協会 副会長 

  〃    鎌 田 浩 司 一般財団法人 日本冷凍食品検査協会 検査部部長 

  〃    金 井 一 榮 金井計量管理事務所 

  〃    吉 野   博 株式会社大丸松坂屋百貨店 本社業務本部 業務推進部 

 首都圏エリア担当 

  〃    髙 橋 夏 樹 株式会社 明治 大阪工場 

  〃    倉 野 恭 充 一般社団法人 日本計量振興協会 事業部部長 

  〃    松 岡 利 幸 アンリツインフィビス株式会社 開発本部第1開発部 

 プロジェクトチーム マネージャー 

  〃    玉 井   裕 株式会社 イシダ 技術統括部 技術規格管理課主任技師 

  〃    和 田 俊 之 株式会社 寺岡精工 技術法務室課長 

  〃    山 下 一 彦 大和製衡株式会社 自動機器事業部 自動機器開発課主任技師 

(5) 計量器証明書分科会 
主  査  上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

委  員  谷 口 淳 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 
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委  員  岸 本 勇 夫 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準管理センター 

 計量標準普及センター 標準供給保証室長 

  〃    根 本   一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室長 

  〃    三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

  〃    福 田 健 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ長 

  〃    森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    手 塚 政 俊 日本電気計器検定所 検定管理部検定管理グループ 

 マネージャー 

  〃    村 田 浩 美 独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター  

 計量認定課長 

  〃    片 桐 拓 朗 一般財団法人日本品質保証機構 理事 計量計測センター所長 

  〃    佐 藤 善 久 愛知時計電機株式会社 R&D本部 商品開発部課長 

  〃    田 尻 祥 子 株式会社 イシダ 技術統括部 技術規格管理課担当課長 

  〃    大 滝   勉 株式会社 タツノ 研究部 基礎開発G 部長 

  〃    和 田 俊 之 株式会社 寺岡精工 技術法務室課長 

(6) 電子化計量器作業委員会 
委 員 長  山 田   宏 日本電気計器検定所 経営企画室長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    島 田 洋 蔵 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物理計測標準研究部門 高周波標準研究グループ長 

  〃    三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

  〃    長 野 智 博 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    高 橋   豊 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    田 中 世 二 株式会社 イーエムシージャパン 測定技術部主任 
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委  員  瀧 田 誠 治 一般社団法人 日本電気計測器工業会 技術･標準部部長 

  〃    戸 田 晋 司 愛知時計電機株式会社 R&D本部 技術開発部部長 

  〃    渡 辺 哲 治 株式会社 イシダ 技術統括部 技術規格管理課課長 

  〃    増 子   功 株式会社 タツノ 設計部電子グループ 課長代理 

  〃    和 田 俊 之 株式会社 寺岡精工 技術法務室課長 

  〃    山 下 富 功 矢崎エナジーシステム株式会社 ガス機器事業部渉外技術部 

 主管 

(7) 計量器情報化分科会 
主  査  渡 邊   宏 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 物質計測標準研究部門 計量標準基盤研究グループ 

委  員  谷 口 淳 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    松 岡   聡 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物質計測標準研究部門 計量標準基盤研究グループ 

  〃    森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

  〃    薊   裕 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ 

  〃    高 橋   豊 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    原 田 克 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    渡 邉 昇 五 日本電気計器検定所 検定管理部 検定研究グループ 

 アシスタントマネージャー 

  〃    竹 田 雅 史 一般社団法人 日本ガス協会 技術部設備技術グループ課長 

  〃    弥 栄 邦 俊 株式会社 東芝 電力流通産業システム事業部 

 スマートメーターシステム技術部参事 

  〃    戸 田 晋 司 愛知時計電機株式会社 R&D本部 技術開発部マネージャー 

  〃    奥 野 啓 道 アズビル金門株式会社 開発本部製品開発部部長  

  〃    渡 辺 哲 治 株式会社 イシダ 技術統括部 技術規格管理課課長 

  〃    島 田 郁 男 株式会社 エー･アンド･デイ 第1設計開発本部 

 第1部11課課長代理 

  〃    瀬 川 浩 一 株式会社 クボタ 精密機器技術部長 

  〃    内 藤 和 文 新光電子株式会社 常務取締役 

  〃    関   広 志 株式会社 タツノ 設計部電子グループ課長 
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委  員  和 田 俊 之 株式会社 寺岡精工 技術法務室課長 

  〃    平 田 年 幸 大和製衡株式会社 技術本部本部長 

  〃    江 﨑 純一郎 三和メーター株式会社 営業サービス部長 

(8) 計量器作業委員会 
委 員 長   三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

委  員   西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    上 田 和 永 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 力トルク標準研究グループ 

  〃    山 田 善 郎 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 物理計測標準研究部門 応用熱計測研究グループ長 

  〃    藤 田 佳 孝 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流体標準研究グループ長 

  〃    尾 藤 洋 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 長さ標準研究グループ長 

  〃    上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    井 上   太 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    戸 田 邦 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹  

  〃    村 田 浩 美 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 認定センター  

 計量認定課長 

  〃    瀧 田 誠 治 一般社団法人 日本電気計測器工業会 技術･標準部部長 

  〃    高 子 昌 貢 株式会社 TJMデザイン 生産本部第一生産部長 

  〃    藤 川 公 成 二葉計器株式会社 システム技術部 技術課課長 

(9) タクシーメーター分科会 
主  査  藤 川 公 成 二葉計器株式会社 システム技術部 技術課課長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    原 田 克 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    堀 越   努 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 
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委  員  有 山 雅 子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･コンサルタント協会  

 理事 

  〃    米 野 剛 司 岡部メーター製造株式会社 専務取締役 

  〃    岡 田   佑 一般社団法人 全国ハイヤータクシー連合会 技術環境委員長 

 宝自動車交通株式会社 代表取締役社長 

  〃    江 﨑 純一朗 三和メーター株式会社 営業サービス部長 

  〃    前 田 哲 夫 株式会社 ニシベ計器製造所 名古屋営業所 技術部 部次長 

  〃    渡 井   正 矢崎エナジーシステム株式会社 計装開発センター 

 第2開発部部長 

(10) 放射温度計測分科会 
主  査  山 田 善 郎 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物理計測標準研究部門 応用熱計測研究グループ長 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局  計量行政室 室長補佐 

  〃    清 水 祐公子 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 物理計測標準研究部門 応用熱計測研究グループ 

  〃    原 田 克 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    東 田 博 之 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 認定センター 

 計量認定課専門官 

  〃    佐 藤 弘 康 日本電気計器検定所 標準部標準研究グループ専任係長 

  〃    村 上 拓 朗 株式会社 佐藤計量器製作所 校正技術課 課長 

  〃    山 本   泰 ジャパンセンサー株式会社 技術部技術3課 

  〃    佐 賀 匡 史 株式会社 チノー スマートソリューション開拓統括部 

 センサ技術担当主任 

  〃    大須賀 直 博 株式会社 堀場製作所 先行開発センター 

(11) 体積計作業委員会 

委 員 長  森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    戸 田 邦 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    菅 谷 美 行 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    島 田 正 樹 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 
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委  員  松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    大 羽 将 之 神奈川県産業技術センター計量検定所 指導グループ副技幹 

  〃    木 村 晋 利 埼玉県計量検定所 検査検定担当課長 

  〃    吉 村 成 一 日本ガスメーター工業会 技術委員長 

 愛知時計電機株式会社 常務執行役員 R&D本部本部長 

  〃    糸魚川   昇 愛知時計電機株式会社 生産統括本部 水機器製造部長 

  〃    大 滝   勉 株式会社 タツノ 研究部 基礎開発G 部長 

(12) 水道メーター分科会 
主  査  糸魚川   昇 愛知時計電機株式会社 生産統括本部水機器製造部長 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    菅 谷 美 行 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    島 田 正 樹 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    土 岐 道 夫 東京都水道局 貯水槽水道対策担当課長 

  〃    西 本 隆 二 横浜市水道局 給水部保全課給水装置担当係長 

  〃    若 林 武 夫 公益社団法人 日本水道協会 工務部規格課長 

  〃    安 西 正 憲 アズビル株式会社 AAC開発2部 6グループ係長 

  〃    荻 生   光 アズビル金門株式会社 製品開発部 開発第二グループリーダー 

  〃    川 瀬 政 樹 大豊機工株式会社 公共システム部次長 

  〃    垣 本 憲 一 柏原計器工業株式会社 取締役工場長 

  〃    吉 村 紀 之 島津システムソリューションズ株式会社 技術部課長 

  〃    和 泉 正 史 株式会社西部水道機器製作所 代表取締役 

  〃    樋 口 隆 司 株式会社 東芝 計測制御機器部 計測機器開発担当主務 

  〃    信 長 章 夫 株式会社Toshin 代表取締役会長 

  〃    唐 沢 進太郎 東洋計器株式会社 理事水道事業部長 

  〃    西 山   壽 株式会社 阪神計器製作所 執行役員経営企画部長 

  〃    田 邊 誠 司 横河電機株式会社 IAプラットフォーム プロダクト事業センター 

 流量計部 製品開発1課マネージャー 

(13) ガスメーター分科会 

主  査  吉 村 成 一 日本ガスメーター工業会 技術委員長 

 愛知時計電機株式会社 常務執行役員 R&D本部本部長 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 
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委  員  菅 谷 美 行 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    藤 本 安 亮 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    島 田 正 樹 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    竹 田 雅 史 一般社団法人 日本ガス協会 技術部設備技術グループ課長 

  〃    浅 田 昭 治 大阪ガス株式会社 導管事業部導管部技術開発チーム 

  〃    鈴 木   守 東京ガス株式会社 基盤技術部スマート･ICTメーター 

 開発グループ主幹研究員 

  〃    石 田   宏 東邦ガス株式会社 商品開発部技術グループ次長 

  〃    大 岩   彰 日本ガスメーター工業会 事務局長 

  〃    佐 藤 恭 宣 アズビル金門株式会社 開発本部本部長 

  〃    田 村 逸 朗 関西ガスメータ株式会社 取締役 

  〃    石 谷   聡 株式会社 竹中製作所 技術部課長 

  〃    岩 尾 健 司 日立オートモティブシステムメジャメント株式会社 設計部 

  〃    寺 西   豊 東洋ガスメーター株式会社 技術開発部トラッドグループ課長 

  〃    秋 山 博 和 東洋計器株式会社 取締役製造本部長 

  〃    山 下 富 功 矢崎エナジーシステム株式会社 ガス機器事業部渉外技術部主管 

(14) 燃料油メーター分科会 

主  査  大 滝   勉 ガソリン計量機器工業会 技術担当 

 株式会社 タツノ 研究部 基礎開発G 部長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    伊 藤   武 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    島 田 正 樹 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    大 羽 将 之 神奈川県産業技術センター計量検定所 指導グループ副技幹 

  〃    石 井 弘 一 全国石油商業組合連合会 業務グループチームリーダー 

  〃    森   和 久 愛知時計電機株式会社 R&D本部 副本部長 

  〃    渡 邉 正 一 株式会社 オーバル マーケティング部課長 

  〃    小 俣 光 男 コモタ株式会社 経営管理部人事マネージャー 

  〃    阿 部   繁 日立オートモティブシステムメジャメント株式会社 静岡事業所 

 設計部 

  〃    冨 岡 伸 行 株式会社富永製作所 設計本部設計2課係長 
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委  員  塩 見 友 康 日東精工株式会社 制御システム事業部 設計課課長 

  〃    永 良 信 和 株式会社ホクセイ 技術部次長 

(15) 積算熱量計分科会 
委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

  〃    伊 藤   武 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    島 田 正 樹 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

(16) CNGメーター・水素エネルギー分科会 
主  査  大 滝   勉 株式会社 タツノ 研究部 基礎開発G 部長 

委  員  谷 口 淳 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    関 野 武 志 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    森 岡 敏 博 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 気体流量標準研究グループ 

  〃    伊 藤   武 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    島 田 正 樹 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    西 井   匠 一般社団法人 日本ガス協会 技術開発部 燃料電池･ 

 水素グループ係長 

  〃    小 野   治 株式会社 オーバル 取締役 横浜事業所長 

  〃    高 本 正 樹 東京計装株式会社 技術本部 取締役本部長 

  〃    櫻 井   茂 日立オートモティブシステムメジャメント株式会社 設計部 

 主任技師 

(17) 質量計作業委員会 
委 員 長  福 田 健 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    植 木 正 明 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 質量標準研究グループ 

  〃    薊   裕 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ 
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委  員  大 谷 怜 志 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ 

  〃    長 野 智 博 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    高 田 慎 吾 東京都計量検定所 検定課 課長代理 

  〃    高 尾 明 寿 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

 熱･力学計測課主幹 

  〃    松 岡 利 幸 アンリツインフィビス株式会社 開発本部第1開発部 

 プロジェクトチーム マネージャー 

  〃    田 尻 祥 子 株式会社 イシダ 技術統括部 技術規格管理課担当課長 

  〃    石 井 哲 生 株式会社 エー･アンド･デイ 第1設計開発本部 第1部次長 

  〃    杉 生 和 紀 鎌長製衡株式会社 計量システム部 課長代理 

  〃    瀬 川 浩 一 株式会社クボタ 精密機器技術部長 

  〃    飯 塚 淳 史 株式会社 島津製作所 分析計測事業部  

 天びんビジネスユニット長 

  〃    内 藤 和 文 新光電子株式会社 常務取締役 

  〃    和 田 俊 之 株式会社 寺岡精工 技術法務室課長 

  〃    村 上   昇 株式会社 村上衡器製作所 代表取締役社長 

  〃    長谷川 正 隆 大和製衡株式会社 生産本部品質管理部部長 

(18) 質量計用ロードセル分科会 

主  査  廣 瀬 明 生 大和製衡株式会社 研究開発部センシング技術課課長 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    福 田 健 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ長 

  〃    神 長   亘 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 質量計試験技術グループ 

  〃    孫   建 新 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 質量標準研究グループ 

  〃    長 野 智 博 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    高 尾 明 寿 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター  

 計量計測部熱･力学計測課主幹 

  〃    田 尻 祥 子 株式会社 イシダ 技術統括部 技術規格管理課担当課長 
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委  員  三 昌 洋 一 株式会社 エー･アンド･デイ 第1設計開発本部第1部15課 

 課長 

  〃    栗 田   聡 株式会社クボタ 精密機器技術部計量開発グループ担当課長 

  〃    冨 高 禎 彦 JFEアドバンテック株式会社 計量事業部開発部部長 

  〃    岡 本 光 平 新光電子株式会社 技術部基礎開発係係長 

  〃    和 田 俊 之 株式会社寺岡精工 技術法務室課長 

  〃    室 橋   章 ミネベア株式会社 計測機器事業部 技術部 

 トランスデューサー技術課主査 

(19) 電力量計等作業委員会 
委 員 長  坂 野 勝 則 日本電気計器検定所 検定管理部長 

委  員  伊 藤 弘 幸 経済産業省 資源エネルギー庁 電力･ガス事業部 

 電力市場整備課課長補佐 

  〃    荒 木   愛 経済産業省 資源エネルギー庁 電力･ガス事業部 

 電力市場整備課電気計器係長 

  〃    安 藤 弘 二 国立研究開発法人産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    越 中   洋 電気事業連合会 工務部副長 

  〃    砂 川 健 治 北陸計器工業株式会社 製造部計器製造グループマネージャー 

  〃    小 堺 克 巳 コニカミノルタ株式会社 

 センシング事業部品質保証部部長 

  〃    中 谷 有 寛 株式会社エネゲート 千里丘事業所 研究開発部 

 計測機器開発グループ マネージャー 

  〃    手 塚 政 俊 日本電気計器検定所 検定管理部検定管理グループマネージャー 

  〃    織 原 隆 夫 日本電気計器検定所 標準部校正サービスグループ 

 マネージャー 

  〃    片 岡 紳 一 日本電気計器検定所 検定管理部型式試験グループ 

 マネージャー 

(20) 音響振動計量器作業委員会 
委 員 長  堀 内 竜 三 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 分析計測標準研究部門 音響超音波標準研究グループ長 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    大 田 明 博 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 工学計測標準研究部門  

 研究部門付 (イノベーション推進本部総括企画主幹) 
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委  員  上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    堀 越   努 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    振 原   崇 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 

 計器検定課主査 

  〃    平     寛 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 

 計器検定課副主査 

  〃    髙 澤 淳 之 株式会社 小野測器 品質保証部技師長 

  〃    大 屋 正 晴 リオン株式会社 環境機器事業部 音響振動計測器営業部 

 計測器営業技術課 担当課長 

(21) 放射線計量器作業委員会 
委 員 長  齋 藤 則 生 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 分析計測標準研究部門 副研究部門長 

(放射線標準研究グループ長) 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    柚 木   彰 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 分析計測標準研究部門 放射能中性子標準研究グループ長 

  〃    上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    吉 澤 道 夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所放射線管理部部長 

  〃    小 嶋 拓 治 ビームオペレーション株式会社 代表取締役社長 

  〃    高 島   誠 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

 電子計測課副主査 

(22) 環境・分析計量器作業委員会 
委 員 長  井 原 俊 英 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物質計測標準研究部門 総括研究主幹 

(有機基準物質研究グループ長) 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    三 浦   勉 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 物質計測標準研究部門 無機標準研究グループ長 
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委  員  黒 岩 貴 芳 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 標準物質認証管理室長  

(物質計測標準研究部門 環境標準研究グループ) 

  〃    分 領 信 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    岡 澤   剛 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 認定センター 

 環境認定課長 

  〃    上 原 伸 二 一般財団法人化学物質評価研究機構 東京事業所 化学標準部 

 技術第一課長 

  〃    若 山   純 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

 計器検定課副主査 

  〃    松 田 耕一郎 株式会社 堀場製作所 産業活性化推進室長 

  〃    岡 崎 成 美 一般社団法人 日本環境測定分析協会 技術部長 

  〃    瀧 田 誠 治 一般社団法人 日本電気計測器工業会 技術･標準部部長 

  〃    林   健太郎 一般社団法人 日本分析機器工業会 専務理事 

幹  事  戸野塚 房 男 一般社団法人 日本分析機器工業会 業務推進グループ 

(23) 水分計測分科会 
主  査  松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準管理センター 

 国際計量室総括主幹 

委  員  西 川 一 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 計量技術専門職 

  〃    湯 村 勇 治 農林水産省 生産局農産部穀物課米麦流通加工対策室課長補佐 

  〃    沼 田 雅 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 物質計測標準研究部門 有機組成標準研究グループ長  

  〃    森 中 泰 章 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ長 

  〃    戸 田 邦 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    井 上   太 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    高 尾 明 寿 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

 熱･力学計測課主幹 

  〃    沓 掛 文 夫 株式会社 ケツト科学研究所 技術部参与 

  〃    古 屋 慎一郎 株式会社 サタケ 執行役員 技術本部技術企画室室長 
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委  員  森   静 一 株式会社 ジェイ･サイエンス東日本 営業企画部部長 

  〃    鈴 木 康 志 株式会社島津製作所 分析計測事業部 

 グローバルアプリケーション開発センター 担当課長 

  〃    瀧 川 隆 介 株式会社 チノー スマートソリューション開拓統括部 

 センサ技術担当主任 

  〃    長谷川 勝 二 日本分光株式会社 社長室課長 

  〃    戸野塚 房 男 一般社団法人 日本分析機器工業会 業務推進グループ 

(24) 濃度計分科会 
主  査  別 府 健 司 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

 計器検定課主幹 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    分 領 信 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    角   心 吾 株式会社 島津製作所 分析計測事業部 環境ビジネスユニット 

 プロダクトマネージャー 

  〃    羽毛田   靖 東亜ディーケーケー株式会社 分析技術部専任次長 

  〃    坂 中 正 雄 富士電機システムズ株式会社 産業インフラ事業本部 

 産業プラント事業部 産業機器技術部 技術第1課主査 

  〃    香 川 明 文 株式会社 堀場製作所 環境プロセス事業戦略室 

 Ambient計測ビジネスオーナー 

  〃    戸野塚 房 男 一般社団法人 日本分析機器工業会 業務推進グループ 

(25) 呼気試験機分科会 
主  査  上 原 伸 二 一般財団法人 化学物質評価研究機構 東京事業所 化学標準部 

 技術第一課長 

委  員  谷 口 淳 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    下 坂 琢 哉 国立研究開発法人産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 物質計測標準研究部門 ガス･湿度標準研究グループ長 

  〃    戸 田 邦 彦    国立研究開発法人産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 流量計試験技術グループ 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    久保田 利 雄 一般財団法人 日本品質保証機構 計量計測センター 計量計測部 

 計器検定課長 

  〃    戸野塚 房 男 一般社団法人 日本分析機器工業会 業務推進グループ 

  〃    渡 邉 敏 弘 光明理化学工業株式会社 開発技術部 部長 
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委  員  望 月   計 株式会社 タニタ 国際商品部 プロジェクトリーダー 

  〃    杉 本 哲 也 東海電子株式会社 専務取締役 

  〃    瀬戸口 泰 弘 フィガロ技研株式会社 営業技術部 兼 営業探索部 部長 

(26) 医療用計量器作業委員会 
委 員 長  林   健太郎 一般社団法人 日本分析機器工業会 専務理事 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    小 畠 時 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 副研究部門長 

(圧力真空標準研究グループ長) 

  〃    三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

  〃    上 田 雅 司 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    松 本   毅 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 計量標準普及センター 法定計量管理室総括主幹 

  〃    川 村 智 一 独立行政法人 医薬品医療機器総合機構 規格基準部 調査役 

(27) 血圧計分科会 
主  査  市 川   勉 オムロンヘルスケア株式会社 CS統轄部許認可部 主事 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    三 倉 伸 介 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ長 

  〃    分 領 信 一 国立研究開発法人産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    川 村 智 一 独立行政法人 医薬品医療機器総合機構 規格基準部 調査役 

  〃    杉 本 まさ子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･コンサルタント･ 

 相談員協会 理事･広報委員長 

  〃    石 塚 繁 廣 株式会社エー・アンド･デイ ME事業本部開発1課長 

  〃    中 西   孝 シチズン・システムズ株式会社 民生機器事業部品質保証室 

  〃    築 田 克 美 テルモ株式会社 研究開発本部 MEセンター 

  〃    臼 田 孝 史 日本光電工業株式会社 生体情報技術センタバイタルセンサ部 

 2課長 

  〃    小 林   忍 フクダ電子株式会社 生産本部課長 

(28) 体温計分科会 
主  査  栗 尾   勝 テルモ株式会社 MEセンター上席主任研究員 

委  員  中 田 幹 夫 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 
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委  員  上 田 雅 司 国立研究開発法人産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ長 

  〃    西 川 賢 二 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 計量器試験技術グループ 

  〃    川 村 智 一 独立行政法人 医薬品医療機器総合機構 規格基準部 調査役 

  〃    杉 本 まさ子 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･コンサルタント協会 

 理事･広報委員長 

  〃    阪 口 雅 章 森下仁丹株式会社 資材購買部主幹 

  〃    藤 田 安 生 オムロンヘルスケア株式会社 生体計測機器開発部マネージャー 

  〃    小 林   勇 シチズン･システムズ株式会社 技術本部健康機器部 

(29) 眼圧計分科会 
主  査  小 畠 時 彦 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 

 工学計測標準研究部門 副研究部門長 

(圧力真空標準研究グループ長） 

委  員  大 木 教 子 経済産業省 産業技術環境局 計量行政室 室長補佐 

  〃    分 領 信 一 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 計量標準総合センター  

 工学計測標準研究部門 型式承認技術グループ 

  〃    川 村 智 一 独立行政法人 医薬品医療機器総合機構 規格基準部 調査役 

  〃    白 井 正一郎 公益社団法人 日本眼科医会 副会長 

  〃    阿 部 隆 士 株式会社 タカギセイコー 技術部技術課 

  〃    服 部   真 ジャパンフォーカス株式会社 業務推進部 

  〃    山 口 徳 芳 株式会社 はんだや 技術部長 

  〃    山 田   秀 株式会社 テイエムアイ 代表取締役社長 

  〃    飯 島   博 株式会社 トプコン アイケア製造部長 
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第２章 国際法定計量機関（OIML）の概要 

2.1 技術委員会（TC及びSC）の構成 

国際勧告の作成作業などを進めるために、分野別に技術委員会（TC）が、また各TC内の研究課

題に対して小委員会（SC）が設置されている。 

各 TC 及び SC の幹事国、日本の参加資格（P メンバー、O メンバー）を表２-１に、各 TC/SC

が所管している刊行物と審議状況を表２-２に示す。 

Pメンバー国は勧告案作成に積極的に参加することが要請されるとともに、国際会議にも出席し、

草案の可否に対して投票する必要がある。Oメンバー国は、勧告案等の研究課題に対して関心を持

つ国で、勧告草案等に意見を提出でき、また国際作業部会に出席することができるが投票権はない。 

現在、課題分野ごとのTC はTC1 からTC18 までの 18 分野があり、2016 年 3 月現在でTC の

下にSCが45設置されている。 

日本は 16 のTC と 33 のSC にP メンバーとして参加しているほか、他の分野にもO メンバー

として登録しており、すべての分野に参加している。 

 

2.2 国際勧告（International Recommendations）と国際文書（International Documents） 

OIMLの最も重要な活動の一つは、法定計量に関わる国際勧告及び国際文書を発行し、加盟国に

対し計量法規の規範を示すことである。 

国際勧告は、計量に係わる国の法規のモデルとなるもので、計量法規の大要、計量器の性能や検

定・検査基準等を規定している。国内法規への導入は各国の選択に任されるが、加盟各国は、採択

された国際勧告を可能な限り国内法規に導入する道義的責任を負うことになる。 

国際文書は法定計量の共通的課題に関する指針を与えるものもあり、国内法規への導入は各国の

選択に任される。 

これらの文書は、｢関税と貿易に関する一般協定（General Agreement on Tariffs and Trade：

GATT）｣に代わって1995年に発足した世界貿易機関（World Trade Organization：WTO）の貿

易の技術的障害に関する協定（TBT協定）における国際規格に該当するものと考えられており、各

国計量法規の国際的調和を確保し、また国際的基準・認証制度の実現を図る上で、重要な役割を果

たしている。 

2016年3月現在の国際勧告一覧を表２-３に、国際文書一覧を表２-４に、基本文書一覧を表２-

５に示す。 
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表２－１ 技術委員会（TC及びSC）の構成と所管している刊行物 
 
（表２－１ Excel  ４ページ分を入れてください。） 
 

名　称 英語名称 幹 事 国 資格＊ 所管出版物

TC1 用語 Terminology ポーランド P V1

V2-200

V2-200
正誤表

計量単位 Units of measurement オーストリア P D2

TC3 計量規則 Metrological control アメリカ P R34

R42

D1

D3

SC1 型式承認及び検定 Pattern Approval and verification アメリカ P D13

D19

D20

D27

SC2 計量取締り Metrological supervision チェコ P D9

D12

D16

SC3 標準物質 Reference materials ロシア P D18

SC4 統計的方法の適用 Application of statistical methods ドイツ P

SC5 適合性評価(証明書制度） Conformity assessment P D29

D30

B3

B3-修正

B10-1

B10-1修正

B10-2

B10

B10修正

SC6 型式適合性（CTT） Conformity to type ニュージーランド P －

TC4 標準器，校正及び検定装置 スロバキア P D5

D8

D10

D23

TC5 計量器に関する一般要求事項
General requirements for measuring
instruments

スロベニア P －

SC1 環境条件 Environmental conditions オランダ P D11

SC2 ソフトウェア Software ドイツ P D31

TC6 包装商品 Prepackaged products 南アフリカ P R79

R87

R87正誤表

TC7 長さ関連量の計量器 イギリス P R35-1

R35-2

R35-3

SC1 長さ計 Measuring instruments for length ロシア P R24

R66

R98

SC3 面積の測定 Measurement of areas イギリス P R136-1

R136-2

SC4 道路運送車両計量器 Measuring instruments for road traffic アメリカ P R21

R55

R91

アメリカ、
BIML

TC2

Measuring instruments for length and
associated quantities

表２－１　技術委員会（TC及びSC）の構成と所管している刊行物

TC/SC

Measurement standards and calibration and
verification devices
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名　称 英語名称 幹 事 国 資格＊ 所管出版物

TC7 SC5 形状測定器 Dimensional measuring instruments オーストラリア P R129

TC8 流体量の測定 Measurement of quantities of fluids 日本 P R40

R41

R43

R63

R119

R120

R138

R138修正

D25

D26

SC1 静的体積・質量測定 Static volume and mass measurement ドイツ P R71

R80-1

R85-1&2

R85-3

R95

R125

SC3 水以外の液体の動的体積・質量測定 P R105

R105-C

R117-1&2&3

R118

SC5 水道メーター Water meters イギリス P R49-1

R49-2

R49-3

SC6 低温液体の計量 Measurement of cryogenic liquids アメリカ O R81

R81-D

SC7 ガスメータリング Gas metering オランダ P R137-1&2

R139-1&2&3

R140

TC9 質量計及び密度計 Instruments for measuring mass and density アメリカ P R60

SC1 非自動はかり Nonautomatic weighing instruments P R76-1

R76-2

SC2 自動はかり Automatic weighing instruments イギリス P R50-1

R50-2

R51-1

R51-1
正誤表

R51-2

R61-1

R61-2

R106-1

R106-2

R107-１

R107-2

R134-1

R134-2

SC3 分銅 Weights ドイツ P R47

R52

R111-1

R111-2

D28

TC/SC

フランス、
ドイツ

Dynamic volume and mass measurement
(liquids other than water)

ドイツ、
アメリカ
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名　称 英語名称 幹 事 国 資格＊ 所管出版物

TC9 SC4 密度計 Densities ロシア P R15

R22

R44

TC10 圧力，力及び関連量の計量器
Instruments for measuring pressure, force
and associated quantities

アメリカ P R23

SC1 重錘型圧力天びん Pressure balances チェコ P R110

SC2 弾性感圧素子圧力計
Pressure gauges with elastic sensing
elements

ロシア P R53

R101

R109

SC3 気圧計 Barometers 中国 P R97

SC4 材料試験機 Material testing machines アメリカ O R65

TC11 温度及び関連量の計量器
Instruments for measuring temperature and
associated quantities

ドイツ P R75-1

R75-2

R75-3

SC1 抵抗温度計 Resistance thermometers ロシア O R84

SC2 接触温度計 Contact thermometers アメリカ P R133

SC3 放射温度計 Radiation thermometers ロシア P R18

R48

R141

D24

TC12 電気量の計量器
Instruments for measuring electrical
quantities

オーストラリア P R46

TC13 音響及び振動の計量器
Measuring instruments for acoustics and
vibration

ドイツ P R58

R88

R102

R102-B&C

R103

R104

R104-F

R122

R122-C

R130

TC14 光関連量の計量器 Measuring instruments used for optics ハンガリー O R93

TC15 電離放射線の計量器 Measuring instruments for ionizing radiations ロシア P －

SC1 医療用電離放射線の計量器
Measuring instruments for ionizing radiations
used in medical applications

ロシア O D21

SC2 工業用電離放射線の計量器
Measuring instruments for ionizing radiations
used in industrial processes

アメリカ O R127

R131

R132

TC16 汚染度計量器 Instruments for measuring pollutants アメリカ P －

SC1 大気汚染 Air pollution オランダ P R99-1&2

R99-3

R143

R144

SC2 水質汚染 Water pollution アメリカ P R83

R100

R116

TC/SC
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名　称 英語名称 幹 事 国 資格＊ 所管出版物

TC16 SC3 殺虫剤及び有毒汚染物質
Pesticides and other pollutant toxic
substances

アメリカ O R82

R112

SC4 有害性汚染物質の環境計測
Field measurements of hazardous (toxic)
pollutants

アメリカ O R113

R123

D22

TC17 物理化学測定器
Instruments for physico-chemical
measurements

ロシア O －

SC1 水分計 Humidity P R59

R92

SC2 糖度計 Saccharimetry ロシア O R14

R108

R124

R142

SC3 pH計 pH-metry ロシア P R54

SC4 導電率の測定 Conductometry ロシア O R56

R68

SC5 粘度の測定 Viscosimetry ロシア O R69

D17

SC6 ガス分析計 Gas analysis ロシア O －

SC7 呼気試験機 Breath testers フランス P R126

SC8 農産物の品質分析機器
Instruments for quality analysis of
agricultural products

オーストラリア P －

TC18 医療用計量器 Medical measuring instruments ドイツ P R128

SC1 血圧計 Blood pressure instruments 中国 P R16-1

R16-2

SC2 体温計 Medical thermometers ドイツ P R7

R114

R115

SC4 医療用電子計量器 Bio-electrical instruments ロシア O R89

R90

SC5 医学研究用計測器
Measuring instruments for medical
laboratories

ドイツ O R26

R78

R135

＊OIMLの技術委員会（TC/SC）への日本の参加資格

中国、
アメリカ

TC/SC
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表２－２ 技術委員会（TC及びSC）が所管している刊行物と審議状況 
 

TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

TC1 V1：国際法定計量用語集（VIML）（仏語-英語） 

V2：国際計量基本用語集（VIM）第 3 版（仏語－英語）（2010 年版

の微修正） 

2013 

2010 

 

TC2 D2：法定計量単位 2007  

TC3 R34：計量器の精度等級 

R42：検定官用金属証印 

D1：計量法に関する考察 

D3：計量器の法定要求事項 

1979 

1981 

2012 

1979 

 

TC3/SC1 D13：検査結果、型式承認及び検定の承認に関する二国間又は多国間

協定のための指針 

D19：型式評価と型式承認 

D20：計量器の当初・後続検定及び手順 

D27：製造事業者の品質管理システムを活用した計量器の初期検定 

1986 

 

1988 

1988 

2001 

 

TC3/SC2 D9：計量取締の原則 

D12：検定対象計量器の使用分野 

D16：計量管理の確保の原則 

2004 

1986 

2011 

 

TC3/SC3 D18：国家法定計量機関による計量管理のための認証標準物質使用に

関する一般原則 

2008  

TC3/SC4 新規：抜き取り検査法に基づく使用中のユーティリティメーターの調査  （4CD） 

TC3/SC5 D29：ISO/IEC ガイド65を計量器認証機関の評価に適用するための

指針 

D30：ISO/IEC 17025 を法定計量に関わる試験機関の評価に適用す

るための指針 

新規：法定計量での適合性評価における測定の不確かさの役割 

B3：計量器のOIML型式承認のためのOIML基本証明書制度 

B10：型式評価国際相互受入れ取決めの枠組み 

2008 

 

2008 

 

 

2011 

2011 

 

 

 

 

（DD） 

TC4 D5：計量器の階級図式制定のための原則 

D8：標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則 

D10：試験所で用いられる計量装置の再校正周期決定のための指針 

D23：検定用設備の法定計量管理の原則 

1982 

2004 

2007 

1993 

 

TC5/SC1 D11：電子計量器の一般要求事項 2013  

TC5/SC2 D31：ソフトウェア制御計量器のための一般要件 2008  

－ 28 －



 
 

TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

TC6 R79：包装商品のラベル表記に関する要求事項 2015  

TC6 R87：包装商品の内容量 

新規：包装商品認証システムに対するシステム要件を定義するための

ガイド 

2004 

 

（DR） 

(2CD) 

TC7 R35-1：一般使用のための長さの実量器 第1部：計量及び技術要求事項 

R35-2：一般使用のための長さの実量器 第2部：試験方法 

R35-3：一般使用のための長さの実量器 第3部：試験報告書の様式 

2007 

2011 

2011 

 

TC7/SC1 R24：検定官用メートル基準直尺 

R66：長さ測定器 

R98：高精度線度器 

1975 

1985 

1991 

 

TC7/SC3 R136-1：皮革面積計 

R136-2：皮革面積計 第2部：試験報告書の様式 

2004 

2006 

 

TC7/SC4 R21：タクシーメーター 計量及び技術要求事項、試験手順及び試験

報告書の様式 

R55：自動車用スピードメーター，機械式オドメーター，及びクロノ

タコグラフ：計量規定 

R91：自動車の速度測定用レーダー装置 

2007 

 

1981 

 

1990 

 

TC7/SC5 R129：荷物の多次元寸法システム 2000  

TC8 R40：検定官用目盛付き基準メスピペット 

R41：検定官用基準ビュレット 

R43：検定官用目盛付きガラス製基準フラスコ 

R63：石油計量表 

R119：水以外の液体用計量システムを試験するための基準体積管 

R120：水以外の液体用基準タンクの性能及び計量システムの試験方法 

R138：商取引に使用される体積容器 

R138修正文書：商取引に使用される体積容器（修正条項2009） 

1981 

1981 

1981 

1994 

1996 

2010 

2007 

2009 

 

TC8/SC1 

 

 

 

 

 

R71：定置型貯蔵タンク：一般要求事項 

R80-1：タンクローリー 第1部：計量及び技術要求事項 

R80-2：タンクローリー 第2部：計量管理及び性能試験 

R80-3：タンクローリー 第3部：報告書の様式 

R85-1&2：定置型貯蔵タンクの液面測定用自動液面計 第1部：計量

及び技術要求事項、第2部：計量管理及び性能試験 

2008 

2009 

 

 

2008 

 

 

 

（2CD） 

（1CD） 
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TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

TC8/SC1 

 

R85-3定置型貯蔵タンクの液面測定用自動液面計 第3部：型式評価

のための報告書様式 

R95：タンカー：一般技術要求事項 

2008 

 

1990 

 

 R125：タンク中の液体質量用計量システム 1998  

TC8/SC3 R105：液体量用の質量流量直接測定装置 付属書A、Bを含む） 

R105-C：液体量用の質量流量直接測定装置 付属書C：試験報告書の

様式 

R117-1：水以外の液体用動的計量システム 第 1 部：計量及び技術

要求事項 

R117-2「水以外の液体用動的計量システム 第 2 部：計量管理及び

性能試験」 

R117-3「水以外の液体用動的計量システム 第 3 部：試験報告書の

様式」 

R118：自動車用燃料油メーターの型式承認試験手順及び試験報告書

の様式 

1993 

1995 

 

2007 

 

2014 

 

2014 

 

1995 

 

 

 

 

 

 

TC8/SC5 R49-1：冷温水用水道メーター 第1部：計量及び技術要求事項 

R49-2：冷温水用水道メーター 第2部：試験方法 

R49-3：冷温水用水道メーター 第3部：試験報告書の様式 

2013 

2013 

2013 

 

TC8/SC6 R81：低温液体用体積計と計量システム 

R81-D：低温液体用体積計と計量システム 付属書D：試験報告書の

様式 

1998 

2006 

 

TC8/SC7 R137-1＆2「ガスメーター 第1部：計量技術要求事項、第2部：計

量管理及び性能試験」 

R139-1：自動車用圧縮ガス燃料の計量システム 第 1 部：計量技術

要求事項 

R139-2：自動車用圧縮ガス燃料の計量システム 第 2 部：計量管理

及び性能試験 

R139-3：自動車用圧縮ガス燃料の計量システム 第 3 部：試験報告

書の様式 

R140：ガス燃料の計量システム 

2012 

 

2014 

 

2015 

 

2015 

 

2007 

 

 

TC9 R60-1＆2：ロードセルの計量規定 第 1 部：計量・技術要件 ロー

ドセルの計量規定 第2部：計量管理及び性能試験 

R60-3：ロードセルの計量規定 第3部：試験報告書の様式 

2000 （4CD） 

 

（WD） 

－ 30 －



 
 

TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

TC9/SC1 R76-1：非自動はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 

R76-2：非自動はかり 第2部：試験報告書の様式 

2006 

2007 

 

TC9/SC2 R50-1：連続式積算自動はかり（ベルトウェア） 第 1 部：計量及び

技術要求事項 

R50-2：連続式積算自動はかり（ベルトウェア） 第 2 部：計量管理

及び性能試験 

R50-3：連続式積算自動はかり（ベルトウェア） 第 3 部：試験報告

書の様式 

R51-1：自動捕捉式はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 

R51-2：自動捕捉式はかり 第2部：試験報告書の様式 

2014 

 

2014 

 

2014 

 

2006 

2006 

 

 

 

 

 

 

 

 

 R61-1：充てん用自動はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験

第2部：計量管理及び性能試験」 

R61-2：充てん用自動はかり 第2部：計量管理及び試験 

R61-3：充てん用自動はかり 第3部：試験報告書の様式 

R106-1：貨車用自動はかり 第 1 部：計量及び技術要求事項－試験

R 106-2：貨車用自動はかり 第2部：試験報告書の様式 

R107-1：不連続式積算自動はかり（積算式ホッパー） 第1部：計量

及び技術要求事項－試験 

R107-2：不連続式積算自動はかり（積算式ホッパー） 第2部：試験

報告書の様式 

R134-1：走行自動車及び軸荷重の自動はかり 第 1 部：計量及び技

術要求事項－試験 

R134-2：走行自動車及び軸荷重の自動はかり 第 2 部：試験報告書

の様式 

2004 

 

2004 

2004 

2011 

2013 

2007 

 

2007 

 

2006 

 

2009 

（2WD） 

 

（2WD） 

（2WD） 

TC9/SC3 R47：大ひょう量はかり検査用基準分銅 

R52：六中角柱分銅-計量技術要求事項→計量及び技術要求事項 

R111-1：精度等級 Ｅ1、Ｅ2、Ｆ1、Ｆ2、Ｍ1、M1-2、Ｍ2、M2-3及び 

Ｍ3の分銅 第1部：計量及び技術要求事項 

R111-2：精度等級 Ｅ1、Ｅ2、Ｆ1、Ｆ2、Ｍ1、M1-2、Ｍ2、M2-3及び 

Ｍ3の分銅 第2部：試験報告書の様式 

D28：空気中での質量の測定に関する協定値（R33の改訂） 

1979 

2004 

2004 

 

2004 

 

2004 

 

TC9/SC4 R15：穀物の100リットル単位質量の計量器 

R22：国際アルコール濃度測定表 

1974 

1975 

 

－ 31 －



 
 

TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

R44：アルコール濃度測定に用いられる濃度計，密度計及び温度計 1985 

TC10 R23：自動車用タイヤ圧力計 1975  

TC10/SC1 R110：重錘型圧力天びん 

新規：外部出力が4～20Ma又は10～50mAの圧力伝送器 

1994  

（4CD） 

TC10/SC2 R53：圧力の測定に使用する弾性受圧素子の計量特性：決定方法 

R101：弾性受圧素子による指示式及び自記式圧力計，真空計，連成

計（普通計器） 

R109：弾性受圧素子による圧力計及び真空計（標準計器） 

新規：弾性感圧素子圧力計 

1982 

1991 

 

1993 

 

 

 

 

（3CD） 

TC10/SC3 R97：気圧計 1990  

TC10/SC4 R65：単軸材料試験機の力計測システム 2006  

TC11 R75-1：積算熱量計 第1部：一般要求事項 

R75-2：積算熱量計 第2部：型式承認試験 

R75-3：積算熱量計 第3部：試験報告書の様式 

2002 

2002 

2006 

 

TC11/SC1 白金，銅又はニッケル抵抗温度計（工業及び商業用） 2003  

TC11/SC2 R133：ガラス製温度計 2002  

TC11/SC3 R18：線状消失式高温計 

R48：放射温度計校正用タングステン・リボン標準電球 

R141：熱画像装置の主要特性の校正及び検定手順 

D24：全放射温度計 

新規：放射温度計校正用の黒体放射源：校正及び検定手順 

1989 

2004 

2008 

1996 

 

 

 

 

 

（5CD） 

TC12 R46-1＆2：有効電力量計 第1部：計量及び技術要求事項、第2部：

計量管理及び性能試験 

R46：有効電力量計  第3部：試験報告書の様式 

2012 

 

2013 

 

TC13 R58：騒音計 

R88：積分平均形騒音計 

R102：音響校正器（付属書Aを含む） 

R102-B&C：音響校正器 付属書 B 及び C 型式評価のための試験

方法と試験報告書の様式 

R103：振動への人体の反応に関する測定装置 

R104：純音オーディオメータ（付属書AからEを含む） 

R104-F：純音オーディオメータ 付属書F：試験報告書の様式 

1998 

1998 

1992 

1995 

 

1992 

1993 

1997 

 

TC14 R93：レンズメーター 1999  

－ 32 －



 
 

TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

TC15/SC1 D21：放射線治療に用いられる線量計の校正のための二次標準線量測

定実験室 

1990 

 

 

TC15/SC2 R127：材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるラジオクロミッ

ク・フィルム線量計測システム 

R131：材料及び製品の電離放射線加工処理に用いる PMMA 線量計

システム 

R132：材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるアラニンEPR線

量計システム 

1999 

 

2001 

 

2001 

 

TC16/SC1 R99-1&2：自動車排ガスの測定器 第1部：計量及び技術要求事項、

第2部：計量管理及び性能試験 

R99-3：自動車排ガスの測定器 第3部：報告書様式 

R143：定置型連続式二酸化硫黄測定器 

R144-1：定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器 第 1 部：計

量及び技術要求事項 

R144-2：定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器 第 2 部：計

量及び性能試験 

R144-3：定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器 第 3 部：試

験報告書の様式 

2008 

 

2008 

2009 

2013 

 

2013 

 

2013 

 

 

TC16/SC2 R83：水中の有機汚染物質分析用ガスクロマトグラフ／質量分析計シ

ステム 

2006 

 

 

TC16/SC2 R100：水中の金属汚染物質測定用原子吸光度計 

R116：水中の金属汚染物質測定に用いる誘導結合プラズマ原子発光

分光分析計 

2013 

2006 

 

 

TC16/SC3 R82：殺虫剤及び有毒物質による汚染測定のためのガスクロマトグラ

フ・システム 

R112：殺虫剤及び有害物質測定用高性能液体クロマトグラフ 

2006 

 

1994 

 

TC16/SC4 R113：有害科学汚染物質の現場測定用可搬式ガスクロマトグラフ 

R123：有害元素を含む汚染物質の現場測定用携帯及び可搬式蛍光 X

線分析装置 

D22：有害廃棄物より発生する大気汚染物質評価のための携帯用測定

器に関する指針 

1994 

1997 

 

1991 

 

TC17/SC1 R59：穀物及び油脂種子の水分計 

R92：木材用水分計-検定方法と装置：一般規定 

1984 

1989 

（7CD） 

－ 33 －



 
 

TC/SC 勧告及び文書名 発行年 審議状況 

TC17/SC2 

 

TC17/SC2 

 

R14：ICUMSA国際糖度目盛に基づいた偏光検糖計 

R108：果汁の糖分測定用屈折計 

R124：ぶどう酒の糖分測定用屈折計 

R142：自動糖度計: 検定の方法及び手段 

1995 

1993 

1997 

2008 

 

TC17/SC3 R54：水溶液のpH目盛 1981  

TC17/SC4 R56：電解液の導電率を再現する標準溶液 

R68：導電率セルの校正方法 

新規：導電率の測定結果に対するトレーサビリティー 

1981 

1985 

 

（WD） 

TC17/SC5 R69：動粘度測定用ガラス細管粘度計：検定方法 

D17：液体の粘度測定器の階級図式 

1985 

1987 

 

TC17/SC7 R126-1＆2：証拠用呼気アルコール分析計 第1部：計量及び技術要

件 第2部：計量管理及び性能試験 

R126-3：証拠用呼気アルコール分析計 第3部：試験報告書の様式 

2012 （1CD） 

 

（1CD） 

TC17/SC8 新規：穀物及び油脂種子の蛋白質計  （DR） 

TC18 新規：眼科医療器具－圧入式及び圧平式眼圧計  （DR） 

TC18/SC1 R16-1：機械式非観血血圧計  

R16-2：非観血自動血圧計 

2002 

2002 

（1CD） 

（1WD） 

TC18/SC2 R7：最高温度保持機能付ガラス製水銀体温計 

R114：連続測定用電子体温計 

1979 

1995 

 

TC18/SC2 R115：最高温度保持機能付電子体温計 1995  

TC18/SC4 R89：脳波計－計量特性-検定のための方法と装置 

R90：心電計-計量特性-検定のための方法と装置 

1990 

1990 

 

TC18/SC5 R26：医療用注射器 

R78：赤血球の沈降速度測定用ウエスタグレン管 

R135：医学研究用分光光度計 

1978 

1989 

2004 

 

 

－ 34 －



 
 

表２－３ 国際勧告（International Recommendations）一覧 
 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
R 7 最高温度保持機能付ガラス製水銀体温計 

Clinical thermometers, mercury-in-glass with maximum device 
1979 18/2 

R 14 ICUMSA国際糖度目盛に基づいた偏光検糖計 
Polarimetric saccharimeters graduated in accordance with the 
ICUMSA International Sugar Scale 

1995 17/2 

R 15 穀物の100リットル単位質量の計量器 
Instruments for measuring the hectolitre mass of cereals 

1974 9/4 

R 16-1 機械式非観血血圧計 
Mechanical non-invasive sphygmomanometers 

2002 18/1 

R 16-2 非観血自動血圧計 
Non-invasive automated sphygmomanometers 

2002 18/1 

R 18 線状消失式高温計 
Visual disappearing filament pyrometers 

1989 11/3 

R 21 タクシーメーター 計量及び技術要求事項、試験手順、及び試験報告書の
様式 
Taximeters. Metrological and technical requirements, test procedures 
and test report format  

2007 7/4 

R 22 国際アルコール濃度測定表 
International alcoholometric tables 

1975 9/4 

R 23 自動車用タイヤ圧力計 
Tire pressure gauges for motor vehicles 

1975 10 

R 24 検定官用メートル基準直尺 
Standard one metre bar for verification officers 

1975 7/1 

R 26 医療用注射器 
Medical syringes 

1978 18/5 

R 34 計量器の精度等級 
Accuracy classes of measuring instruments 

1979 3 

R 35-1 一般使用のための長さの実量器 第1部：計量及び技術要求事項 
Material measures of length for general use. Part 1: Metrological and 
technical requirements  

2007 7 

R 35-1 修正 上記の（修正版）Amendment 2014 7 
R35-2 一般使用のための長さの実量器 第2部：試験方法 

Material measures of length for general use. Part 2: Test methods 
2011 7 

R35-3 一般使用のための長さの実量器 第3部：試験報告書の様式 
Material measures of length for general use. Part 3: Test report format 

2011 7 

R 40 検定官用目盛付き基準メスピペット 
Standard graduated pipettes for verification officers 

1981 8 

R 41 検定官用基準ビュレット 
Standard burettes for verification officers 

1981 8 

R 42 検定官用金属証印 
Metal stamps for verification officers 

1981 3 

R 43 検定官用目盛付きガラス製基準フラスコ 
Standard graduated glass flasks for verification officers 

1981 8 

R 44 アルコール濃度測定に用いられる濃度計、密度計及び温度計 
Alcoholometers and alcohol hydrometers and thermometers for use in 
alcoholometry 

1985 9/4 

R46-1/2 有効電力量計 第1部：計量及び技術要求事項、第2部：計量管理及び性 
能試験 
Active electrical energy meters. Part 1: Metrological and technical 
requirements. Part 2: Metrological controls and performance tests. 

2012 12 

－ 35 －



 
 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
R46-3 有効電力量計 第3部：試験報告書の様式 

Active electrical energy meters. Part 3: Test report format 
2013 12 

R 47 大ひょう量はかり検査用基準分銅 
Standard weights for testing of high capacity weighing machines 

1979 9/3 

R 48 放射温度計校正用タングステン・リボン標準電球 
Tungsten ribbon lamps for the calibration of radiation thermometers 

2004 11/3 

R 49-1 冷温水用水道メーター 第1部：計量及び技術要求事項 
Water meters intended for the metering of cold potable water and hot 
water. Part 1: Metrological and technical requirements 

2013 8/5 

R 49-2 冷温水用水道メーター 第2部：試験方法 
Water meters intended for the metering of cold potable water and hot 
water. Part 2: Test methods 

2013 8/5 

R 49-3 冷温水用水道メーター 第3部：試験報告書の様式 
Water meters intended for the metering of cold potable water and hot 
water. Part 3: Test report format 

2013 8/5 

R 50-1 連続式積算自動はかり（ベルトウェア） 第1部：計量及び技術要求事項 
Continuous totalizing automatic weighing instruments (belt weighers). 
Part 1: Metrological and technical requirements 

2014 9/2 

R 50-2 連続式積算自動はかり（ベルトウェア） 第2部：試験手順 
Continuous totalizing automatic weighing instruments (belt weighers). 
Part 2: Test procedures 

2014 9/2 

R 50-3 連続式積算自動はかり（ベルトウェア） 第3部：試験報告書の様式 
Continuous totalizing automatic weighing instruments (belt weighers). 
Part 3 : Test report format 

2014 9/2 

R 51-1 自動捕捉式はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 
Automatic catchweighing instruments. Part 1: Metrological and 
technical requirements - Tests 

2006 9/2 

R 51-1  
正誤表 

自動捕捉式はかり 第1部：計量技術要求事項－試験に対する正誤表 
Erratum (2010.08.09) to OIML R 51-1:2006 Automatic catchweighing 
instruments. Part 1: Metrological and technical requirements – Tests: 
Erratum 

2010 9/2 

R 51-2 自動捕捉式はかり 第2部：試験報告書の様式 
Automatic catchweighing instruments. Part 2: Test report format 

2006 9/2 

R 52 六中角柱分銅－計量及び技術要求事項 
Hexagonal weights - Metrological and technical requirements 

2004 9/3 

R 53 圧力の測定に使用する弾性受圧素子の計量特性：決定方法 
Metrological characteristics of elastic sensing elements used for 
measurement of pressure. Determination methods 

1982 10/2 

R 54 
 

水溶液のpH目盛 
pH scale for aqueous solutions 

1981 17/3 
 

R 55 自動車用スピードメーター、機械式オドメーター及びクロノタコグラフ：
計量規定 
Speedometers, mechanical odometers and chronotachographs for 
motor vehicles. Metrological regulations 

1981 7/4 

R 56 電解液の導電率を再現する標準溶液 
Standard solutions reproducing the conductivity of electrolytes 

1981 17/4 

R 58 騒音計 
Sound level meters 

1998 13 

R59 穀物及び油脂種子の水分計 
Moisture meters for cereal grains and oilseeds 

1984 17/1 

R 60 ロードセルの計量規定 
Metrological regulation for load cells 

2000 9 

－ 36 －



 
 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
R 61-1 充てん用自動はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 

Automatic gravimetric filling instruments. Part 1 : Metrological and 
technical requirements – Tests 

2004 9/2 

R 61-2 充てん用自動はかり 第2部：試験報告書の様式 
Automatic gravimetric filling instruments. Part 2: Test report format  

2004 9/2 

R 63 石油計量表 
Petroleum measurement tables  

1994 8 

R 65 単軸材料試験機の力計測システム 
Force measuring system of uniaxial material testing machines  

2006 10/4 

R 66 長さ測定器 
Length measuring instruments 

1985 7/1 

R 68 導電率セルの校正方法 
Calibration method for conductivity cells 

1985 17/4 

R 69 動粘度測定用ガラス細管粘度計：検定方法 
Glass capillary viscometers for the measurement of kinematic viscosity. 
Verification method 

1985 17/5 

R 71 定置型貯蔵タンク：一般要求事項 
Fixed storage tanks. General requirements 

2008 8/1 

R 75-1 積算熱量計 第1部：一般要求事項 
Heat meters. Part 1: General requirements 

2002 11 

R 75-2 積算熱量計 第2部：型式承認試験 
Heat meters. Part 2: Type approval tests  

2002 11 

R 75-3 積算熱量計 第3部：試験報告書の様式 
Heat meters. Part 3: Test Report Format  

2006 11 

R 76-1 非自動はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 
Non-automatic weighing instruments. Part 1: Metrological and 
technical requirements – Tests 

2006 9/1 

R 76-2 非自動はかり 第2部：試験報告書の様式 
Non-automatic weighing instruments. Part 2 : Test report format  

2007 9/1 

R 78 赤血球の沈降速度測定用ウエスタグレン管 
Westergren tubes for measurement of erythrocyte sedimentation rate 

1989 18/5 

R 79 包装商品のラベル表記に関する要求事項 
Labeling requirements for prepackaged products 

2015 6 

R 80-1 尺付きタンクローリー及びタンク貸車 第1部：計量及び技術要求事項 
Road and rail tankers with level gauging. Part 1: Metrological and 
technical requirements 

2009 8/1 

R 81 低温液体用動的体積計と計量システム 
Dynamic measuring devices and systems for cryogenic liquids 

1998 8/6 

R 81-D 低温液体用動的体積計と計量システム 付属書D：試験報告書の様式 
Dynamic measuring devices and systems for cryogenic liquids - Annex 
D: Test report format 

2006 8/6 

R 82 殺虫剤及び有毒物質による汚染測定のためのガスクロマトグラフ・システム 
Gas chromatographic systems for the measuring the pollution from 
pesticides and other toxic substances 

2006 16/3 

R 83 水中の有機汚染物質分析用ガスクロマトグラフ／質量分析計システム 
Gas chromatograph/mass spectrometer systems for the analysis of 
organic pollutants in water 

2006 16/2 

R 84 白金、銅又はニッケル抵抗温度計（工業及び商業用） 
Platinum, copper, and nickel resistance thermometers（for industrial 
and commercial use） 

2003 11/1 
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番号 表     題 発行年 TC/SC 
R 85-1&2 定置型貯蔵タンクの液面測定用自動液面計 第1部：計量及び技術要求事

項、第2部：計量管理及び性能試験 
Automatic level gauges for measuring the level of liquid in stationary 
storage tanks. Part 1: Metrological and technical requirements. Part 2: 
Metrological control and tests 

2008 8/1 

R85-3 定置型貯蔵タンクの液面測定用自動液面計 第3部：型式評価の報告書様式 
Automatic level gauges for measuring the level of liquid in stationary 
storage tanks. Part 3: Report Format for type evaluation 

2008 8/1 

R 87 包装商品の内容量 
Quantity of product in prepackages   

2004 6 

R87 
正誤表 

包装商品の内容量 正誤表 
Erratum（2008.06.16） to R87（Edition2004）Quantity of product in 
prepackages 

2008 6 

R 88 積分平均形騒音計 
Integrating-averaging sound level meters  

1998 13 

R 89 脳波計－計量特性－検定のための方法と装置 
Electroencephalographs - Metrological characteristics - Methods and 
equipment for verification 

1990 18/4 

R 90 心電計－計量特性－検定のための方法と装置 
Electrocardiographs - Metrological characteristics - Methods and 
equipment for verification  

1990 18/4 

R 91 自動車の速度測定用レーダー装置 
Radar equipment for the measurement of the speed of vehicles  

1990 7/4 

R 92 木材用水分計－検定方法と装置：一般規定 
Wood-moisture meters - Verification methods and equipment: general 
provisions 

1989 17/1 

R 93 レンズメーター 
Focimeters 

1999 14 

R 95 タンカー：一般要求事項 
Ships' tanks - General requirements  

1990 8/1 

R 97 気圧計 
Barometers  

1990 10/3 

R 98 高精度線度器 
High-precision line measures of length 

1991 7/1 

R 99-1&2 
 
 

自動車排ガスの測定器 第1部：計量及び技術要求事項、第2部：計量管
理及び性能試験 
Instruments for measuring vehicle exhaust emissions. Part 1:  
Metrological and technical requirements. Part 2: Metrological controls 
and performance tests 

2008 16/1 

R 99-3 自動車排ガスの測定器 第3部：報告書様式 
Instruments for measuring vehicle exhaust emissions. Part 3: Report 
Format 

2008 16/1 

R 100-1 水中の金属汚染物質測定用原子吸光光度計 第1部：計量及び技術要求事項 
Atomic absorption spectrometers for measuring metal pollutants in 
water. Part 1: Metrological and technical requirements 

2013 
 

16/2 

R 100-2 水中の金属汚染物質測定用原子吸光光度計 第2部：試験手順 
Atomic absorption spectrometers for measuring metal pollutants in 
water. Part 2: Test procedures 

2013 
 

16/2 

R 100-3 水中の金属汚染物質測定用原子吸光光度計 第3部：試験報告書の様式 
Atomic absorption spectrometers for measuring metal pollutants in 
water. Part 3: Test report format 

2013 16/2 
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番号 表     題 発行年 TC/SC 
R 101 弾性受圧素子による指示式及び自記式圧力計、真空計、連成計（普通計器） 

Indicating and recording pressure gauges, vacuum gauges and 
pressure-vacuum gauges with elastic sensing elements（ordinary 
instruments）  

1991 10/2 

R 102 音響校正器（付属書Aを含む） 
Sound calibrators（including Annex A） 

1992 13 

R102-B&
C 

音響校正器－付属書B及びC：型式評価のための試験方法と試験報告書の
様式 
Sound calibrators - Annexes B and C: Test methods for pattern 
evaluation and test report format  

1995 13 

R 103 振動への人体の反応に関する測定装置 
Measuring instrumentation for human response to vibration   

1992 13 

R 104 純音オーディオメータ（付属書A～Eを含む） 
Pure-tone audiometers（including Annexes A to E） 

1993 13 

R 104-F 純音オーディオメータ 付属書F：試験報告書の様式 
Pure-tone audiometers - Annex F: Test report format  

1997 13 

R 105 液体量用の質量流量直接測定装置（付属書A及びBを含む） 
Direct mass flow measuring systems for quantities of liquids 
（including Annexes A and B）   

1993 8 

R 105-C 液体量用の質量流量直接測定装置 付属書C：試験報告書の様式 
Direct mass flow measuring systems for quantities of liquids - Annex 
C: Test report format   

1995 8 

R 106-1 貨車自動はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 
Automatic rail-weighbridges. Part 1 : Metrological and technical 
requirements – Tests 

2011 9/2 

R 106-2 
 

貨車用自動はかり 第2部：試験報告書の様式 
Automatic rail-weighbridges. Part 2 : Test report format  

2012 9/2 

R 107-1 不連続式積算自動はかり（積算式ホッパー） 第1部：計量及び技術要求
事項－試験 
Discontinuous totalizing automatic weighing instruments （totalizing 
hopper weighers）. Part 1 : Metrological and technical requirements - 
Tests   

2007 9/2 

R 107-2 不連続式積算自動はかり（積算式ホッパー） 第2部：試験報告書の様式 
Discontinuous totalizing automatic weighing instruments （totalizing 
hopper weighers）. Part 2 : Test report format  

2007 9/2 

R 108 果汁の糖分測定用屈折計 
Refractometers for the measurement of the sugar content of fruit juices   

1993 17/2 

R 109 弾性受圧素子による圧力計及び真空計（標準計器） 
Pressure gauges and vacuum gauges with elastic sensing elements 
（standard instruments）  

1993 10/2 

R 110 
 

重錘型圧力天びん 
Pressure balances 

1994 
 

10/1 
 

R 111-1 精度等級E1、E2、F1、F2、M1、M1-2、M2、M2-3及びM3の分銅 第1部：
計量及び技術要求事項 
Weights of classes E1, E2, F1, F2, M1, M1-2, M2, M2-3 and M3 Part 1: 
Metrological and technical requirements   

2004 9/3 

R 111-2 精度等級E1、E2、F1、F2、M1、M1-2、M2、M2-3及びM3の分銅 第2部：
試験報告書の様式 
Weights of classes E1, E2, F1, F2, M1, M1-2, M2, M2-3 and M3  Part 2: Test 
report format  

2004 9/3 

R 112 殺虫剤及び有害物質測定用高性能液体クロマトグラフ 
High performance liquid chromatographs for measurement of pesticides 
and other toxic substances   

1994 16/3 
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番号 表     題 発行年 TC/SC 
R 113 有害化学汚染物質の現場測定用可搬式ガスクロマトグラフ 

Portable gas chromatographs for field measurements of hazardous 
chemical pollutants   

1994 16/4 

R 114 連続測定用電子体温計 
Clinical electrical thermometers for continuous measurement   

1995 18/2 

R 115 最高温度保持機能付電子体温計 
Clinical electrical thermometers with maximum device  

1995 18/2 

R 116 水中の金属汚染物質測定に用いる誘導結合プラズマ原子発光分光分析計 
Inductively coupled plasma atomic emission spectrometers for the 
measurement of metal pollutants in water   

2006 16/2 

R 117-1 水以外の液体用動的計量システム 第1部：計量技術要求事項 
Dynamic measuring systems for liquids other than water. Part 1: 
Metrological and technical requirements  

2007 8/3 

R 117-2 水以外の液体用動的計量システム 第 2 部：計量管理及び性能試験 
Dynamic measuring systems for liquids other than water. Part 2: 
Metrological controls and performance tests 

2014 
 

8/3 

R 117-3 水以外の液体用動的計量システム 第 3 部：試験報告書の様式 
Dynamic measuring systems for liquids other than water. Part 3: Test 
report format 

2014 8/3 

R 118 自動車用燃料油メーターの型式承認試験手順及び試験報告書の様式 
Testing procedures and test report format for pattern examination of 
fuel dispensers for motor vehicles   

1995 8/3 

R 119 水以外の液体用計量システムを試験するための基準体積管 
Pipe provers for testing of measuring systems for liquids other than 
water   

1996 8 

R 120 水以外の液体用基準タンクの性能及び計量システムの試験方法 
Standard capacity measures for testing measuring systems for liquids 
other than water   

2010 8 

R 122 語音オーディオメータ 
Equipment for speech audiometry   

1996 13 

R 122-C 語音オーディオメータ 付属書C：試験報告書の様式 
Equipment for speech audiometry - Annex C: Test report format   

1999 13 

R 123 有害元素を含む汚染物質の現場測定用携帯及び可搬式蛍光Ｘ線分析装置 
Portable and transportable X-ray fluorescence spectrometers for field 
measurement of hazardous elemental pollutants   

1997 16/4 

R 124 ぶどう酒の糖分測定用屈折計 
Refractometers for the measurement of the sugar content of grape 
musts  

1997 17/2 

R 125 タンク中の液体質量用計量システム 
Measuring systems for the mass of liquids in tanks   

1998 8 

R 126 証拠用呼気分析計 
Evidential breath analyzers  

2012 17/7 

R 127 材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるラジオクロミック・フィルム
線量計測システム 
Radiochromic film dosimetry system for ionizing radiation processing 
of materials and products   

1999 15/2 

R 128 脚力測定器 
Ergometers for foot crank work   

2000 18 

R 129 荷物の多次元寸法システム 
Multi-dimensional measuring instruments   

2000 7/5 

R 130 オクターブ及び1/３オクターブ・バンドフィルター 
Octave-band and one-third-octave-band filters   

2001 13 

－ 40 －



 
 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
R 131 材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるPMMA線量計システム 

Polymethylmethacrylate（PMMA）dosimetry systems for ionizing 
radiation processing of materials and products   

2001 15/2 

R 132 材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるアラニンEPR線量計システム 
Alanine EPR dosimetry systems for ionizing radiation processing of 
materials and products   

2001 15/2 
 

R 133 ガラス製温度計 
Liquid-in-glass thermometers  

2002 11/2 

R 134-1 走行自動車及び軸荷重の自動はかり 第1部：計量及び技術要求事項－試験 
Automatic instruments for weighing road vehicles in motion and 
measuring axle loads. Part 1: Metrological and technical 
requirements -Tests   

2006 9/2 

R 134-2 走行自動車及び軸荷重の自動はかり 第2部：試験報告書の様式 
Automatic instruments for weighing road vehicles in motion and 
measuring axle loads. Part 2: Test report format   

2009 9/2 

R 135 医学研究用分光光度計 
Spectrophotometers for medical laboratories   

2004 18/5 

R 136-1 皮革面積計 
Instruments for measuring the areas of leathers   

2004 7/3 

R 136-2 皮革面積計 第2部：試験報告書の様式 
Instruments for measuring the areas of leathers. Part 2: Test Report 
Format   

2006 7/3 

R137-1&2 ガスメーター 第1部：計量技術要求事項, 第２部：計量管理及び性能試験 
Gas Meters. Part 1: Metrological and technical requirements, Part 2: 
Metrological controls and performance tests 

2012 8/7 

R137-1&2 
修正 

修正：ガスメーター 第 1 部：計量技術要求事項, 第２部：計量管理及び
性能試験 
Amendment : Gas Meters. Part 1: Metrological and technical 
requirements and Part 2: Metrological controls and performance tests 

2014 8/7 

R137-3 ガスメーター第3部：試験報告書の様式 
Gas meters. Part 3: Test report format 

2014 8/7 

R 138 
 

商取引に使用される体積容器 
Vessels for commercial transactions 

2007 8 

R138修正 商取引に使用される体積容器（修正条項2009） 
Vessels for commercial transactions （Amendment 2009） 

2009 8 

R 139-1 
 
 

自動車用圧縮ガス燃料の計量システム 第 1 部：計量及び技術要求事項 
Compressed gaseous fuel measuring systems for vehicles   
Part 1: Metrological and technical requirements 

2014 8/7 

R 139-2 
 
 

自動車用圧縮ガス燃料の計量システム  第 2 部：計量管理及び性能試験 
Compressed gaseous fuel measuring systems for vehicles   
Part 2: Metrological controls and performance tests 

2014 8/7 

R 139-3 
 

自動車用圧縮ガス燃料の計量システム  第 3 部：試験報告書の様式 
Compressed gaseous fuel measuring systems for vehicles   
Part 3: Test report format 

2015 8/7 

R 140 ガス燃料の計量システム 
Measuring systems for gaseous fuel 

2007 8/7 

R141 熱画像装置の主要特性の校正及び検定手順 
Procedure for calibration and verification of the main characteristics of 
thermographic instruments 

2008 11/3 

R142 自動糖度計：検定の方法及び手段 
Automated refractometers: Methods and means of verification 

2008 17/2 

    

－ 41 －



 
 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
R143 
 

定置型連続式二酸化硫黄測定器 
Instruments for the continuous measurement of SO2 in stationary 
source emissions 

2009 16/1 

R144-1 定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器 第1部：計量及び技術要求事項 
Instruments for the continuous measurement of CO and NOx in 
stationary source emissions. Part 1: Metrological and technical 
requirements 

2013 16/1 

R144-2 定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器 第 2 部：計量管理及び性能試験 
Instruments for the continuous measurement of CO and NOx in 
stationary source emissions. Part 2: Metrological controls and 
performance tests 

2013 16/1 

R144-3 定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器 第3部：試験報告書の様式 
Instruments for the continuous measurement of CO and NOx in 
stationary source emissions. Part 3: Test report format 

2013 16/1 

R145-1 眼科医療器具－圧入及び圧平式眼圧計 第1部：計量及び技術要求事項 
Ophthalmic instruments - Impression and applanation tonometers. 
Part 1: Metrological and technical requirements 

2015 18 

R145-2 眼科医療器具－圧入及び圧平式眼圧計 第2部：試験手順 
Ophthalmic instruments - Impression and applanation tonometers. 
Part 2: Test procedures 

2015 18 

R145-3 眼科医療器具－圧入及び圧平式眼圧計 第3部：試験報告書の様式 
Ophthalmic instruments - Impression and applanation tonometers. 
Part 3: Test report format 

2015 18 

－ 42 －



 
 

表２－４ 国際文書（International Documents）一覧 

 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
D 1 計量法に関する考察 

Considerations for a law on metrology 
2012 3 

D 2 法定計量単位 
Legal units of measurement 

2007 2 

D 3 計量器の法定要求事項 
Legal qualification of measuring instruments  

1979 3 

D 5 計量器の階級図式制定のための原則 
Principles for the establishment of hierarchy schemes for measuring 
instruments  

1982 4 

D 8 標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則 
Measurement standards. Choice, recognition, use, conservation and 
documentation 

2004 4 

D 9 計量取締の原則 
Principles of metrological supervision 

2004 3/2 

D 10 
ILAC-G24 

試験所で用いられる計量装置の再校正周期決定のための指針 
Guidelines for the determination of recalibration intervals of measuring 
equipment used in testing laboratories 

2007 4 

D 11 計量器に対する一般要求事項－環境要件 
General requirements for electronic measuring instruments - 
Environmental conditions 

2013 5 

D 12 検定対象計量器の使用分野 
Fields of use of measuring instruments subject to verification 

1986 3/2 

D 13 検査結果、型式承認及び検定の承認に関する二国間又は多国間協定のため

の指針 
Guidelines for bi- or multilateral arrangements on the recognition of : 
test results - pattern approvals- verifications 

1986 3/1 

D 14 法定計量従事者の養成、資格及ぴ訓練プログラム 
Training and qualification of legal metrology personnel   

2004   ※ 

BIML 

D 16 計量管理の確保の原則 
Principles of assurance of metrological control 

2011 3/2 

D 17 液体の粘度測定器の階級図式 
Hierarchy scheme for instruments measuring the viscosity of liquids  

1987 17/5 

D 18 国家法定計量機関による計量管理のための認証標準物質使用に関する一

般原則 
The use of certified reference materials in fields covered by metrological 
control exercised by national services of legal metrology. Basic 
principles  

2008 3/3 

D 19 型式評価と型式承認 
Pattern evaluation and pattern approval  

1988 3/1 
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番号 表     題 発行年 TC/SC 
D 20 計量器の当初・後続検定及び手順 

Initial and subsequent verification of measuring instruments and 
processes   

1988 3/1 

D 21 放射線治療に用いられる線量計の校正のための二次標準線量測定実験室 
Secondary standard dosimetry laboratories for the calibration of 
dosimeters used in radiotherapy   

1990 15/1 

D 22 有害廃棄物より発生する大気汚染物質評価のための携帯用測定器に関す

る指針 
Guide to portable instruments for assessing airborne pollutants arising 
from hazardous wastes   

1991 16/4 

D 23 検定用設備の法定計量管理の原則 
Principles for metrological control of equipment used for verification   

1993 4 

D 24 全放射温度計 
Total radiation pyrometers  

1996 11/3 

D 25 流体の計量装置に用いる渦式メーター 
Vortex meters used in measuring systems for fluids   

2010 8 

D 26 ガラス製抽出用メジャｰ：自動ピペット 
Glass delivery measures - Automatic pipettes   

2010 8 

D 27 製造事業者の品質管理システムを活用した計量器の初期検定 
Initial verification of measuring instruments using the manufacturer's 
quality management system   

2001 3/1 

D 28 空気中での質量の測定に関する協定値（R33の改訂） 
Conventional value of the result of weighing in air (Revision of R 33)   

2004 9/3 

D29 ISO/IEC ガイド65 を計量器認証機関の評価に適用するための指針 
Guide for the application of ISO/IEC Guide 65 to assessment of 
measuring instrument certification bodies in legal metrology 

2008 3/5 

D30 ISO/IEC 17025を法定計量に関わる試験機関の評価に適用するための指

針 
Guide for the application of ISO/IEC 17025 to the assessment of Testing 
Laboratories involved in legal metrology 

2008 3/5 

D31 ソウトウェア制御計量器のための一般要件 
General requirements for software controlled measuring instruments 

2008 5/2 

※BIML（国際法定計量機関事務局） 
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表２－５ 基本文書（Basic Publications）一覧 

 

番号 表     題 発行年 TC/SC 
B1 OIML条約 

OIML Convention 
1955 

（1968改正） 
BIML 

B3 計量器のOIML型式承認のためのOIML基本証明書制度 
OIML Basic Certificate System for OIML Type Evaluation of  
Measuring Instruments 

2011 3/5 

B6-1 OIML技術作業指針  第1部：OIML刊行物作成のための機構及び手続き 
Directives for OIML technical work. Part 1: Structures and procedures 
for the development of OIML publications 

2013 
 

BIML 

B6-2 OIML技術作業指針 第2部：OIML刊行物の起草及び提示のための手引き 
Directives for OIML technical work. Part 2: Guide to the drafting and 
presentation of OIML publications 

2012 BIML 

B7 職員規定 
Staff Regulations 

2013 BIML 

B8 財務規定 
OIML Financial Regulations 

2012 
 

BIML 

B10 型式評価国際相互受入れ取決めの枠組み（2012 年発行の修正文書を反映し

た 2011年版） 
Framework for a Mutual Acceptance Arrangement on OIML Type 
Evaluations (Edition 2011 (E) including changes in the 2012 
Amendment) 

2011 
（2013発行） 

3/5 

B11 OIML刊行物の翻訳・使用･販売に関する規則 
Rules governing the translation, copyright and distribution of OIML 
Publications 

2007 BIML 

B12 OIMLと他機関の連携に関する基本文書 
Policy paper on liaisons between the OIML and other bodies 

2004 BIML 

B13 BIML局長及び副局長の選任手続 
Procedure for the appointment of the BIML Director and Assistant 
Directors 

2004 BIML 

B14 CIML委員長及び副委員長の選挙手続 
Procedure for the election of the CIML President and Vice-Presidents 

2013 BIML 

B15 OIML戦略 
OIML Strategy 

2011 BIML 

B16 
 

運営委員会に関する取決め 
Terms of reference for the Presidential Council 

2011 BIML 

B17 OIML 集会に参加する CIML 名誉委員及び招待客の旅費の償還に関する

方針と規則  
Policies and rules for the reimbursement of travel expenses incurred by 
CIML Members of Honor and invited guests in attending OIML events 

2012 BIML 
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第３章 委員会、作業委員会及び分科会の活動 

作業委員会・分科会名 今年度の審議概要（論点）

計量規則等作業委
員会

1)D10 試験所で用いられる計量装置の再校正周期決定のための指針（WD）

①内容：TC4 事務局は ILAC との合同文書でもある現行版 D10 (2007) 「試験所で用いられる計

量装置の再校正周期決定のための指針を改訂するための作業草案（WD）を作成した。

②論点：ここ数年で改正された国際規格やILAC文書を引用するための改正と考えられる。

③結果：メール審議の結果、次のコメントを提出した。
・「序論」で引用されている国際規格にISO 10012(2003)の7.2.3項（トレーサビリティー）も追加する
ことを提案する。
・ISO 10012（1992）の古いバージョンが、まだ参考資料として使われている。我々はこれは必要無
いのではないかと考える。もし必要なら、説明していただきたい
・最低必要な連続した校正の数が3であることが要求されている。我々は最低数は場合により決定さ

れるべきであると考える。この最低数が3であることについて何か理由や背景があるのか？

2)TC1 国際法定計量用語集（VIML）の改訂作業に対するコメント

①内容：幹事国がTC1プロジェクトグループのメンバー（産総研）に個人的な意見を任意に聞いて
いる。

②対応：産総研で簡単なコメントを返す予定としている。

3)D8「標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則」改訂のための作業草案

①内容：TC4 事務局は D8「標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則 」を改訂

するための作業草案（WD）を作成した。

②対応：現在メール審議を依頼している。

不確かさ分科会 TC3/SC5「新規D文書：法定計量における適合性評価の際の測定の不確かさの役割」（DD）

①内容：OIML Rにおいて過去の経験値などから暗示的に既に不確かさが考慮されてMPEが決
定されている場合に、測定の不確かさの二重計算が起こらないようにすることや、検定の現場で都
度不確かさを算出するのではなくOIML Rを作成、改定する場合に幹事国や研究所などが不確か
さの推定をする等が明確化された。

②論点：不確かさの推定は幹事国、研究所がOIML Rを作成又は改定する時にMPEを決定する
ために算出するものであり、検定の現場では不確かさの算出は行わない。

③結果：編集上のコメント及びこの文書の活用方法に関し、幹事国、TC/SC加盟国に対するセミ
ナー開催を要望する旨のコメントを提出した。

3.0　今年度の審議概要（論点）
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作業委員会・分科会名 今年度の審議概要（論点）

包装商品分科会 １．R79「包装商品のラベル表記に関する要求事項」国際勧告案（DR）へのCIML予備投票

①内容：OIML R87で規定されている一定の公称量をもつ包装製品及び事前に包装され、包装量
の説明を記載した不規則な公称量の包装製品のラベル付け要件について規定した国際勧告。
R79 包装商品のラベル表記に関する要求事項は、水切り重量に関する CODEX との整合化、特
定商品（化粧品等）への内容量表示義務の解除、スプレーの内容量に関する考え方等が検討事項
となっている。
②論点：前年は、主表示パネルへの内容量の表示が義務、包装材料と媒体（商品に付属する液体
や氷など）との関係、エアゾール（スプレー缶）の内容量については質量及び体積の両方の表記を
認めるが、その測定の不確かさは公差（T）の0.2倍以下でなければならないという点が議論となっ
た。
③結果：R79 の国際勧告案（DR)のCIML予備投票について、分科会でメール審議を行った結
果、「コメント付賛成」で投票を行った。

２．R87「包装商品の内容量」国際勧告案（DR）へのCIML予備投票
①内容：工場で包装される一定の公称質量等のラベルを付けた包装商品に対する法定計量要件
及び製品量を検証する際に使用するサンプリング計画及び手順を規定している。
②論点：日本は、従来よりサンプリングの方法について統計上の数値など多くの意見を提出してお
り、日本が提案した段階的サンプリング方法は、許容値を超える不足量の規定範囲の内容量をも
つ包装商品の許容数を段階的に規定し、サンプルサイズをできるだけ減らす方法として附属書に
採用されている。
③結果：委員会を開催して審議を行った結果、「コメント付賛成」で投票を行った。

３．G文書「 包装商品認証システムに対するシステム要件を定義するための手引き」GCOP
①内容：GCOPとは、OIML加盟国が新たな包装商品認証システムを導入する際の手引きとなる新

たなガイド文書（G文書）である。

②論点：「GCOPとは特定の制度を設立するためのものではなく、加盟国が何らかの包装商品認証
システムを設計する際の基本的な要件を定めた参考文書である」ということ及び「包装商品認証シ
ステムは既存の管理制度を置き換えるものではなく、その業務量を軽減するためのもの」である。
③結果：今回、投票が求められており、審議の結果、コメント付きで賛成投票することとした。

計量器証明書分科
会

・OIML-CSにおける管理組織としてBoA（上告理事会）、MC（運営委員会）、AP（諮問委員会）、

TLF（試験機関フォーラム）の設置が提案されている。また、MC、AP、TLFにそれぞれ事務長が
置かれる。
・MCはCIML委員から推薦される最小限の構成（12名）である。メンバー構成のバランスは配慮さ
れる。
・B文書の基本原則に基づき、OIML-CSのための新しい基本文書（Bxx）のたたき台となる作業草

案が提案されている。それは既存のB3（計量器のOIML型式承認のためのOIML基本証明書制

度）、B10（型式評価国際相互受入れ取決めの枠組み）を置き換えることになる。

・新しい基本文書（Bxx）を2016年秋のCIML委員会／OIML総会で承認し、2017年1月から新し

いOIML-CSの運用を開始するというスケジュールが提案されている。

③回答：主な日本意見は次のとおり。
・決議2015/xbは賛成するが、BxxはB6（B6-1 OIML刊行物作成のために機構及び手続き、B6-2
OIML刊行物の起草及び提示のための手引き）の規定に従うべきではないか。

・MC委員の選出は議論の公平性を保つために地域バランスを考慮して欲しい。
・証明書収入等の会計処理の透明性を確保すべきである。
・運営上の中立性のためにはMCとAPの事務長は別にすべきである。

・OIML-CSにおける、「スキームB」いわゆる、MAAの普及のためには、参加資格要件を緩和すべ
きである。
・OIML-CSにおいても、これらの古い証明書は有効なのか？ もし新しい制度において、これら（証
明書）が効力を失うのであれば、何らかの経過措置が必要である。

電子化計量器作業
委員会

審議案件はなかった。

計量器情報化分科
会

審議案件はなかった。
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作業委員会・分科会名 今年度の審議概要（論点）

計量器作業委員会 ①TC9/SC4 新規勧告 「密度計の階級図式」4CD
・内容：密度のトレーサビリティ測定手順に用いられる階層図モデルを提示。
・論点：手法やトレーサビリティの階層図であるため勧告として作成するのは馴染まない。文書の位
置づけを国際文書（D）又はガイド（G）に置き換えるべきである。（参考：D17）また、トレサの階層図
の数値を含め、修正すべきである。また、当該文書が国内計量法における密度関係計量器に直接
影響を与えない。
・結果：文書の位置づけを国際文書（D）又はガイド（G）に置き換えるべきである。（参考：D17）ま
た、トレサの階層図の数値を含め、内容を修正すべきであるとの意見を付けて反対投票した。

②TC7/SC4 R91「自動車の速度測定用レーダー装置」付属書案
・国際法定計量調査研究委員会及び傘下の委員会・分科会に当該関係者がいないため、従前より
コメントを提出していない。現在、産総研で内容を確認中。

③意向調査（勧告の存続・改廃）　次の勧告の意向調査について検討した。
R18「線状消失式高温計」 、R48「光高温計用タングステンリボン標準電球」、R141 「画像装置の
主要特性の校正及び検定手順」→回答結果「既存のまま承認」（理由：他国で使われている可能性
があるため）
D24  「全放射温度計」→回答結果「廃止」（理由：使われていない）

タクシーメーター
分科会

審議案件はなかった。

放射温度計測分科
会

審議案件はなかったが、改定意向調査後のアンケートがあり回答した。
アンケートの主旨は、対象の線消失式高温計がどのように法規制されているか。→法規制計量器
ではない旨回答。

体積計作業委員会 審議案件はなかった。

水道メーター分科
会

審議案件はなかった。

燃料油メーター分
科会

審議案件はなかった。

ガスメーター分科
会

審議案件はなかった。

積算熱量計分科会 審議案件はなかった。

CNGメーター・
水素エネルギー分
科会

R139-3「自動車用圧縮ガス燃料計量システム」：第3部 試験報告書の書式（DR)：「コメント無し賛

成」で投票。2015年5月に賛成多数で承認された。

2015年9月から10月にかけて欧州主要国の水素計量性能に関する現状及び技術基準の検討状

況の実態調査、R139改訂に向けた意見交換を行うため、分科会を開催し、調査概要について検
討を行った。

質量計作業委員会 １．R61-1&2「充てん用自動はかり第1部：計量及び技術要求事項／第2部：計量管理及び性能試

験」　第1次作業草案（1WD）

①内容：食品メーカー等で使用される1つ以上の荷重から製品の個別充てんの所定質量を自動計

量によって行う自動はかり。本1WDは2015年3月に1度配信のあった第4次委員会草案（4CD）と

同じ内容であることを確認した。2014年12月の第3次委員会草案に対して提出している日本コメン
トは反映されている。
②論点：国内の関連規格としては、JIS B7604「充てん用自動はかり」（1996年）があり、今年度は、

JIS原案作成委員会を設置し、本JISの改正作業を行っている。
③結果：コメント付き「賛成」で投票をした。
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作業委員会・分科会名 今年度の審議概要（論点）

質量計作業委員会 ２．「充てん用自動はかり 第3部：試験報告書の様式」第1次作業草案（1WD)
①内容：R61「充てん用自動はかり」の報告書様式を規定している。
②論点：報告書の様式なので、誤記等を確認した。
③結果：編集上の修正が多いためコメント付き「反対」で投票をした。

３．R129「荷物の多次元寸法システム」第1次委員会草案（1CD)
①内容：郵便、輸送または保管料金を算出する目的で、物品の寸法及び／又は体積の測定に使
用する多次元測定機の型式承認に必要な計量上及び技術上の要求事項について規定した国際
勧告。
②論点：表示の方法及びEMC試験等について、他の勧告（R76）との相違点があった。
③結果：コメントを提出した。

４．R76「非自動はかり」（2006年版）定期見直し

①内容：非自動はかりについての規定であり、「JIS B 7611-2 非自動はかり-性能要件及び試験方

法-第2部：取引又は証明用」(2015） の基となっている。
②論点：現行版は、曖昧な表現をいくつか含んだままとなっており、本勧告の実施において、曖昧
な表現の解釈が困難となっている。
③結果：コメント付「改訂」で投票した。

５．R111「精度等級 E1, E2, F1, F2, M1, M1-2, M2, M2-3 及び M3 の分銅」(2004年版）定期
見直し
①内容：本勧告では1mg～5000kgの分銅について規定しており、JIS B 7609「分銅」(2008）の基

となっている。現在のR111が発行されてから10年以上が経過しており、現行版は小さな分銅に対
する要求事項に適応していない。
②論点：1mg以下の分銅に対しても、技術要件を追加すべきである。
③結果：コメント付「改訂」で投票した。

６．R61-1，2，3「充てん用自動はかり 第１部：計量及び技術要求事項-試験」第2次作業草案

（2WD）

①内容：１WDに対しての各国からの意見を反映した内容となっている。日本のコメントも大方反映
されていた。
②論点：１WDに比して、内容的には妥当であるが、短い期間で多くの意見を取り入れたため編集
上のミスが散見された。
③結果：論点を踏まえた意見をまとめ、回答をした。

７．R61-1，2，3「充てん用自動はかり　第2部：計量管理及び性能試験」第2次作業草案（2WD）

①内容：１WDに対しての各国からの意見を反映した内容となっている。日本のコメントも大方反映
されていた。
②論点：電磁波試験に関する試験について、周波数範囲が上限3GHzとなっているが、過剰規制

ではないかとの意見がだされ、日本の意見として提出予定となった。また、第1部と同様に編集上の
ミスが多数あった。
③結果：論点を踏まえた意見をまとめ、回答をした。

８．R61-1，2，3「充てん用自動はかり　第3部：試験報告書の様式」第2次作業草案（2WD）

①内容：１WDに対しての各国からの意見を反映した内容となっている。日本のコメントも大方反映
されていた。
②論点：短い期間で多くの意見を取り入れたため編集上のミスが散見された。
③結果：論点を踏まえた意見をまとめ、回答をした。

９．R51「自動捕捉式はかり」の定期見直し

①内容：昨年の2月に提出した、2006年版に対する改定再調査及びアンケート。

②論点：現行のR51に対して後続検定の負担軽減の改定提言があり、そのメリット及びデメリットを
審議し、「検定の品質が保たれる事を条件」に改定とした。
③結果：コメント付き「改訂」で投票。アンケートについては国内の実態に基づき記入。
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質量計作業委員会 １０．R76「非自動はかり」（2006年版）定期見直し

①内容：7月に依頼のあったものの再調査及びアンケート
②論点：４．と同じ
③結果：コメント付き「改訂」で投票。アンケートについては国内の実態に基づき記入。

１１．R111「精度等級 E1, E2, F1, F2, M1, M1-2, M2, M2-3 及び M3 の分銅」（2004年版）定
期見直し
①内容：7月に依頼のあったものの再調査及びアンケート
②論点：５．と同じ
③結果：コメント付き「改訂」で投票。アンケートについては国内の実態に基づき記入。

質量計用ロードセ
ル分科会

R60-1「ロードセルの規定第1部：計量・技術要件第2部：計量管理及び性能試験」（4CD）／R60-1
「ロードセルの規定／第3部：試験報告書様式」（WD）

①内容：（3CD）の日本意見の反映状況について、25件の日本コメントのうち、スパンの安定性

（6.7.2.6）に対するもの以外は受け入れられている。
②論点：訂正の方針に関して一貫性をもった変更を希望することと、スパン安定性試験の方法にお
いて3CDに引き続き日本側の意見を提案した。
③結果：４ＣＤに対してコメント付き反対として投票した。

電力量計等作業委
員会

審議案件はなかった。

音響振動計量器作
業委員会

審議案件はなかった。

放射線計量器作業
委員会

審議案件はなかった。

１．「導電率の測定結果に対するトレーサビリティ」作業草案（WD)
①内容：R56「電解液の導電率を再現する標準液」（1981）とR68「導電率セルの校正方法」(1985)
を統合して改訂するためのものであり、溶液の電気伝導率の測定結果が有すべきトレーサビリティ
についての文書である。階層を伴う校正で使われる電気伝導率の測定標準が国家標準にトレーサ
ブルになることを念頭において、実際に各階層で使われる電気伝導率計の校正方法を規定してい
る。同時にその際に使われる標準液についての要求事項も規定している。
②論点：手順通りに調製した標準液の示す電気伝導率として与えられている表は、現行JIS K
0130 (電気伝導率測定方法通則)でも同じものが採用されており、合理的なものである。大筋は通
常の計量標準の考え方に即しており、表現上の詳細は今後詰められて行くと思われるので、この方
向で成立しても特段の問題はないと考られる。なお、本来は国家標準の電気伝導率の値は定義に
基づく測定から決定されるべきものであるが、当面は標準液の調製によって与えられるとする考え
方もやむを得ないであろう。
③結果：コメントを提出した。

２．新規文書（D)案「標準物質の認証プログラム」第2次委員会草案（2CD)
①内容：継続してロット単位で生産される予定の標準物質の認証プログラムに対する一般要求事項
を定めた文書である。なお、標準物質はロット単位で繰り返し生産される場合が多いが、一時的な
ニーズに応じて単発で生産されることも稀にある。
②論点：ISOガイド30シリーズを大幅に引用しており、標準物質に関する一般要求事項と概ね同様
の方向性の内容である。したがって、このまま成立しても特段の問題はないと考えられる。
③結果：コメントなし「賛成」で投票した。

環境・分析計量器
作業委員会
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作業委員会・分科会名 今年度の審議概要（論点）

水分計測分科会 1．新規R文書「穀物及び油脂種子の蛋白質計」国際勧告案（DR）
①内容：本勧告案は、商取引される小麦や米などの穀物の重要な性質の一つである蛋白質の含有
量を測定するために生産・流通の場で用いられる蛋白質計について、技術基準や法定計量管理
手法を定めた新しいOIML勧告の草案である。測定原理としては、試料の赤外線透過率の違いから
間接的に蛋白質含有量を推定する方法が主体である。この測定方法の標準となる絶対測定法に
は、ケルダール法（科学的分析手法による窒素及び蛋白質の測定方法）、又はデュマ法（試料の燃
焼ガスの分析による窒素及び蛋白質の測定方法）が用いられる。
②論点：この勧告案は、小麦の輸出国である米国、カナダ、オーストラリアが中心となって提案さ
れ、オーストラリアが担当する事務局のもとで2003年に作成作業が始められた。しかし関係国の利
害が一致せず、そのため長い間、議論が続いている。この中で我が国は、我が国を含むアジア地
域で広く使われているケルダール法、及び国内メーカーが高い技術レベルをもつデュマ法を対象
範囲に入れることを要望したが受け入れられなかった。しかしながら我が国の意向はある程度勘案
され、これらの方法は間接的ではあるが義務的な附属書Aにおいて標準測定法として指定されてい
る。
③結果： DRに対して「コメント付き賛成」で回答した（回答日：2015年11月11日）。DRに対するわが
国のコメントの要点は、(a) 曖昧な表現や用語・変数の使い方に関する編集的な修正（多数）、及び
(b) 型式承認のための計量器ソフトウェアに関する文書について、全ての文書の提出を義務づける
のではなく各国が必要なものを選べるようにすることであった。そしてこの投票には 22 カ国から回
答があり、そのうちオランダと米国が反対票を投じた（11月26日）。このDRの取扱いに関する最終判
断は不明である（2016年2月時点）。

濃度計分科会 審議案件はなかった。

1.R126「証拠用呼気アルコール分析計 第1部：計量及び技術要件 第2部：計量管理及

び性能試験　第3部：試験報告書の様式」第1次作業草案(1WD)
①内容：飲酒取締まりに用いられる呼気分析計。対象となっているのは据え置き式の分析
計、移動式の分析計及び携帯式の分析計である。これは小型PCのようなもので、データ
記録装置や印刷装置も備えている。呼気は被験者が直接機械に吹き込む。主な検出方法は
光学式で、呼気に含まれるアルコールによって赤外線の一部が吸収されるので、その減衰
率を測定する。

②論点：日本では計量法には規制がなく、法定計量の対象とはなっていない。したがっ
て、最大許容誤差も含めた計量器に対する技術要件は国内法でなく、国際規格等に依拠し
た自主的基準に基づいており、担当機関と製造事業者との間で個別に定めている。また、
飲酒運転の取締まり現場において風船と検知管を用いた検査方式（風船式）が広く用いら
れている。これは、法令（道路交通法施行令）によりアルコール検査について風船式によ
ることと規定されていたことによるものである。この検知器は非電子式かつ使い捨てタイ
プである（TC17/SC7事務局によると、このようなスクリーニング装置はR126の対象
外）。
2015年1月に、道路交通法政令の改正があり、呼気検査の方法として、「風船式」に「ア
ルコール検知機器を用いる方法」が追加された。
それ以外では電池を使った小型で安価な検知器が広まっている。これについてはR126の
対象なのか否か明確にはなっていない。

③結果：4年ほど前までは「日本で使用している機器はR126対象外である」ことをTC17/SC7に確
認していた。それ以降は、積極的に国際勧告に合わせようという姿勢になってきている。今回は、計
量の性能や機能の保護に対する基本理念が一貫していない、標準ガスを供給する装置に対する
要求事項には、一貫性が無いように見える等のコメントを提出した。

医療用計量器作業
委員合

審議案件はなかった。

血圧計分科会 審議案件はなかった。

体温計分科会 審議案件はなかった。

眼圧計分科会 2015年5月に新規文書「眼科医療器具－圧⼒式及び圧平式眼圧計」DR（勧告案） CIML予
備投票に対して「コメントなし賛成」で投票した。

呼気試験機分科会
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3.1 委員会活動 

3.1.1 国際法定計量調査研究委員会 

(1) 活動の概要 

今年度は委員会を3回開催し、各作業委員会及び分科会の委員構成、今年度の活動方針、海外

調査及び海外計量専門家招へい事業の具体化等について審議したほか、第 50 回国際法定計量委

員会：CIML並びに関連の国際会議、セミナー等について報告を行った。 

なお、今年度のOIML勧告案／草案等に対する回答状況は表３のとおりである。 

(2) 委員会の開催状況 

1) 第 1 回国際法定計量調査研究委員会 

日時：2015年7月8日（水）14時～16時30分 

場所：グランドヒル市ヶ谷 

議題：①委員長について 

②各作業委員会委員長並びに分科会主査について 

③平成27年度事業について 

④事業の進捗状況について 

⑤第50回国際法定計量委員会（CIML）について 

⑥海外調査・専門家招へい事業について 

⑦第22回APLMF総会について 

審議事項： 

委員長及び各作業委員会委員長並びに分科会主査の承認が行われたほか、今年度の事業

活動について審議を行い、海外調査・専門家招へい事業については、水素ディスペンサーの

調査及びインドネシアからの招へいが提案され、今後、具体化を図ることとした。 

また、2015 年 10 月19 日～23 日にフランス・アルカションで開催される第50 回CIML、

同年 10 月 28 日～30 日に米国・ハワイで開催される第 22 回 APLMF 総会について、それ

ぞれスケジュール、日本からの出席予定者、議案等の概要説明が行われ、これを了承した。 

2) 第 2 回国際法定計量調査研究委員会 

日時：2015 年 11 月 11 日（水）13 時 30 分～16 時 30 分 

場所：アルカディア市ヶ谷 

議題：①第 50 回国際法定計量委員会（CIML）出席報告 

②海外調査（欧州）報告について 

③招へい事業の計画について 

④第22回アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）報告について 

⑤事業の進捗状況について 

・各作業委員会及び分科会の進捗状況について 

・OIML TC8（液体量の測定）の活動について 
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審議事項： 

2015 年 10 月にフランス・アルカションで開催された第 50 回CIML、同年に 10 月に米

国・ハワイで開催された第 22 回アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）の開催概要、

さらに事業の進捗状況が説明され、これを了承した。 

海外調査については、2015 年月 9 月 27 日～10 月 3 日に欧州（ドイツ、英国、オランダ）

において実施した法定計量及び水素ディスペンサーの規制状況等に関する調査の報告が行

われ、これを了承した。 

3) 第 3 回国際法定計量調査研究委員会 

日時：2016年3月15日（火）13時30分～16時 

場所：グランドヒル市ヶ谷 

議題：①各作業委員会･分科会の活動報告について 

②海外計量専門家の招へい（インドネシア）の報告 

③国際会議報告（TC6（包装商品）関係者調整会議） 

④平成 27 年度調査研究報告書の取りまとめについて 

審議事項： 

各作業委員会及び分科会の活動報告、海外計量専門家の招へい（インドネシア）、TC6（包

装商品）関係者調整会議及び本年度調査研究報告書の取りまとめについて報告が行われ、こ

れを了承した。 

 
3.2 作業委員会・分科会 

3.2.1 計量規則等作業委員会 

(1) 活動の概要 

計量規則等作業委員会は、TC1「用語」、TC2「計量単位」、TC3「計量規則」及びTC4「標準

器、校正及び検定装置」の分野を担当し、作業委員会の下に「不確かさ分科会」、「包装商品分科

会」及び「計量器証明書分科会」がある。 

今年度は、以下の国際文書について、メールにおいて審議を行い、回答した。 

・TC1「国際法定計量用語集（V1:VIML）」  

・TC4「D8：標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則」 

・TC4「D10：試験所で用いられる計量装置の再校正周期決定のための指針」 

(2) 委員会の開催状況 

今年度は、委員会は開催されなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

1) TC1「国際法定計量用語集（V1:VIML）」 

①内容：国際法定計量用語集（V1:VIML）の改訂作業の進め方に関するコメントを TC1 メン

バーに求めた。 
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②論点：プロジェクト・グループ p3 の活動として TVT（用語検証チーム / Terminology 

Validation Team）を構成し、既存又は改訂中のOIML文書の中から異なる定義をもつ用語

を拾い出し、これらの用語のそれぞれに対する統一された定義について検証（validation）

する作業を行うことを提案している。作業に関する３つの文書（N01-N03）が提示され、こ

れらの文書に対する任意のコメントが求められた。 

文書 N01 - 作業方法に関する付記 

文書 N02 - 表1検証のための用語と定義（R61-1「充てん用自動はかり第1部：計量・技術

要件」第3次委員会草案（3CD）） 

文書 N03 - 表1のための補足説明 

③審議結果：検討した結果、次のようなコメントを提出することとした。 

・最初の検証の題材としてR61が、選ばれている。しかし、この文書は、まず、質量測定

を対象としているため、適切ではない。我々はむしろ、G18「OIML勧告及び文書で定義

されるアルファベット順の用語集」を対象文書として提案する。この文書は、より幅

広い分野の用語を内包しているためである。言うまでもなく、G18はR61の用語も含ん

でいる。 

・特定の計量分野でのみ使われる用語、又は分野によって異なる意味をもつ用語は多く存在

する。それ故に、我々はTVTが、ある程度の用語の曖昧さや冗長性を容認すべきだと考

える。 

・特に内包する意味の範囲が広い又は曖昧な用語については、各国の価値観や理解の相

違に起因する衝突が生じることが予想される。従って我々は、TVT が電子的に送付され

る文書 に加えて、対面での会議やオンライン会議によるコミュニケーションを重視する

ことを提案する。 

 ・質問1：PDF版のV1（VIML: 2013）とホームページ上の電子化されたV1との関係が不 

 明確である。我々は、電子版のV1がPDF版のV1の修正版であると考えるが正しいか。 

 ・質問2：改訂されたV1の発行にかかわらず、既存のOIML文書内の用語はそのまま残る。 

 我々は、TC/SC/PGが次の文書の改定作業において、このような用語の使い方を新しいV1

における定義に適応させれば良いと考えるが正しいか。 

2) TC4「D8：標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則」 

①内容：TC4 事務局は D8「標準器の選択、承認、使用、管理及び文書化に関する原則」を改

訂するための作業草案（WD）を作成した。 

②論点：定期的な見直しに関する調査（2012 年 8 月）の結果、TC4 加盟国の多くはこれらの

文書の改訂を要望した。 

③審議結果：コメントを提出。 

3) TC4「D10：試験所で用いられる計量装置の再校正周期決定のための指針」 

①内容：TC4事務局は ILACとの合同文書でもある現行版D10(2007)「試験所で用いられる計
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量装置の再校正周期決定のための指針を改訂するための作業草案（WD）を作成した。 

②論点：定期的な見直しに関する調査（2012 年 8 月）の結果、TC4 加盟国の多くはこれらの

文書の改訂を要望した。 

③審議結果：検討した結果、次のようなコメントを提出することとした。 

・「序論」で引用されている国際規格に ISO 10012(2003)の7.2.3項（トレーサビリティー）

も追加することを提案する。 

・ISO 10012（1992）の古いバージョンが、まだ参考資料として使われている。我々はこれ

は必要無いのではないかと考える。もし必要なら、説明していただきたい。 

 ・最低必要な連続した校正の数が３であることが要求されている。我々は最低数は場合により 

 決定されるべきであると考える。この最低数が 3 であることについて何か理由や背景があ

るのか？ 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.1.1 不確かさ分科会 

(1) 活動の概要 

不確かさ分科会は、TC3/SC5「適合性評価（証明書制度）」が所管する分野のうち、新規D文

書となる「法定計量における適合性評価の際の測定の不確かさの役割」を担当している。 

今年度は、2CD の結果を反映して CIML 予備投票として提案された「法定計量における適合

性評価の際の測定の不確かさの役割」（DD）について、分科会を開催して審議し、コメント付の

「賛成」として投票した。 

(2) 分科会の開催状況 

第1回不確かさ分科会 

日時：2015年9月1日（火）14時～15時30分 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：「法定計量における適合性評価の際の測定の不確かさの役割」（DD）について 

審議事項： 

新規D文書「法定計量における適合性評価の際の測定の不確かさの役割」（DD）について、委

員から提出された意見に基づき内容を検討し、CIML 予備投票に係る国内意見を取りまとめた。 

(3) 検討した国際勧告案等 

新規提案「法定計量における適合性評価の際の測定の不確かさの役割」（DD） 

検討結果：「賛成」（コメント付：別紙１２） 

検討内容： 

1) 2CD に対する日本コメントの反映状況と投票結果 

日本は2CDに対してコメント付賛成で投票しており、その投票結果は、Pメンバー13ヶ国の
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賛成（反対2ヶ国）で承認された。また、審議するDD（国際文書案）は2CDに対する日本コ

メントが概ね盛り込まれる形となった。例えば、OIML R において過去の経験値などから暗示

的に既に不確かさが考慮されてMPEが決定されている場合に、測定の不確かさの二重計算が起

こらないようにすることや、検定の現場で都度不確かさを算出するのではなくOIML Rを作成、

改定する場合に幹事国や研究所などが不確かさの推定をする等が明確化された。 

2) DDの検討 

DD は、2CD への日本コメントが概ね反映されていたことから、より詳細な数式と字句修正

を中心に審議した。審議は委員から提出された修正コメントについて議論する形で行われ、コメ

ントの妥当性が確認されたものを日本コメントとしてまとめた。また、予備投票については、前

述のとおり概ね日本の考え方が反映されているため、分科会の審議結果として「賛成」するもの

とした。審議の結果であるコメントと追加の意見を以下に示す。 

a) 主な検討結果（コメント） 

(ア)目次： 3.5のMPEsをMaximum Permissible Errors(MPEs)に修正する。 

7のMaximum Permissible Errors(MPEs)を、MPEsに修正する。 

(イ)2.a： TUR Test Uncertainty RationのRationをRatioに修正する。 

(ウ)3.5： in 8→in Clause 8に修正する。 

(エ)5.3.6： MPEUIを、“MPUEI”に修正する。 

(オ)5.1、5.2、5.3.3： 図 3 と図 4 の縦軸の説明文を図 2 の縦軸説明文”probability 

density that the measured value of the error of indication corresponds to the 
‘true’ value of the error of indication”に合わせて修正する。横軸の説明文は図

の意味を考慮し修正が望ましい。（JCGM106が参考になると思われる） 

(カ)附属書G： 

・G.4式ルート内の第3項について     に修正する。 

・G.16式ルート内の第2項について         に修正する。 

・G.17式ルート内の第3項について          に修正する。 

・附属書群で使用されている略語、変数などの一覧がある方が読者には理解が容易 

になる（例えば、附属書Gの”UmCP”, ”UmCL” など） 

b) コメント以外の要望事項（追加意見） 

この文書の技術的内容、構成について、国際勧告（R）を作成する上で有用なものに

なっていると思われる。また、我々が継続して懸念を表明しているこの文書の使用に際

する注意点についても適用範囲などから十分に書き込まれたことを理解した。その上で、

今後のこの文書の使用にあたり、文書作成とは別の作業になるが、OIML幹事国及びコ

ンビナー、並びに TC/SC メンバーを対象とした研修会などを開催すれば、この文書の

広報普及につながるものと思われる。 

c) 各委員からの主な意見 

22
Ji ff →+
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 ・この文書はD文書で、R文書へ対する横断的な文書という位置付けであり拘束力はない。 

・合否判定の必要な法定計量器に対しこの文書をどう扱っていけばよいか、各国とも悩ん

でいるのではないか。 

・図2の横軸はG-106とも異なっており気になる。図の横軸も確認してください、と意見

だけを提出するのはどうか。 

・普及活動として、R 文書作成者（TC・SC・PG 幹事国）に対し、このD 文書の使い方

をレクチャーするセミナーを開催して欲しいと要望したい。 

・以前はBIML（国際法定計量事務局）が幹事国向けの研修を開催していたが、最近はあ

まり行われていない。幹事国に対する研修、教育は必要である。 

・このD文書は、不確かさについて共有リスクや合否判定など細部にわたってしっかり解

説している良い文書だと評価できる。他にこのような文書はあまり見かけない。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.1.2 包装商品分科会 

(1) 活動の概要 

包装商品分科会は、TC6「包装商品」を担当しており、R79「包装商品のラベル表記に関する

要求事項」、R87「包装商品の内容量」、G「包装商品認証システムに対するシステム要件を定義

するための手引き（GCOP）」について検討を行った。 

(2) 分科会の開催状況 

1) 第1回包装商品分科会 

日時：2015年9月4日（金）14時～16時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：R87「包装商品の内容量」国際勧告案（DR）について 

審議事項： 

本勧告案も起案から長い期間検討が行われており、DR という文書ステージであるので、

提出する意見は、編集上の意見を中心に、コメント付で賛成投票を行うこととした。 

2) 第2回包装商品分科会 

日時：2016年2月24日（水）14時～16時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：1. OIML TC ６ 包装商品 関係者調整会議（ブラジル、リオデジャネイロ）報告 

2.新ガイド（G）文書「包装商品認証システムに対するシステム要件を定義するための

手引き / Guidance for defining the system requirements for a certification system 

for prepackages (GCOP)」の第二次委員会草案（2CD）について 

3．その他 
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審議事項： 

1．2016年10月のOIML総会でFDR（最終勧告案）の最終承認を実現するために、R 87 

の 2DR（第 2 次国際勧告案）を 4 月に提示し、再度オンラインによるCIML 予備投票に

かけることを提案した。その一方で、草案をTC 6に差し戻し、5CD（第5次委員会草案）

として審議を続けるという手続きはとらないことを確認した。そのためTC 6メンバーの

協力が要請された。わが国の要請に基づき、2DR の作成過程においては日本、ブラジル、

スイス、米国の統計専門家が 2DR の統計的な記述の妥当性について再確認することで合

意した。その方法はオンライン（PG Workspaceを利用）または電子メールによる。 

2．審議の結果、システム構成の分かりにくさ、生産システム全てにかかる認証の必要性等

についてコメントするとともに賛成投票することとした。 

(3) 検討した国際勧告案、文書案等 

1) R79「包装商品のラベル表記に関する要求事項」国際勧告案（DR）へのCIML予備投票 

①内容：公称量など包装製品のラベル付け要件について規定した国際勧告 

②論点：包装材料と媒体、スプレー缶の内容量について議論となった 

③審議結果： 

CIML予備投票について、メール審議を行い、「コメント付賛成」とした。 

2) R87「包装商品の内容量」 

①内容：限られた商品サンプル（例えば１つのロット）を用いて適合性評価を行う場合のOIML 

R87の修正・改善及び「Studentの t検定」（※統計学的検定法で、取得されたサンプルから

真（本当）の平均値が、ある値より大きいかどうかを調べる検定）を採用することに基づい

て改定案が作成された。 

②論点：2010年に行われたTC 6会議で、R87「包装商品の内容量」は改訂されることとなっ

た。今まで、不適切な包装商品、媒体、包装材料、SCF、T2 誤差をもつ商品の数、ロット

サイズの制限、誤解を招く包装商品等について議論が続けられてきた。特に、CIML予備投

票における否決の主な原因は、R87のDRに含まれる表２が二つに分離されたことが原因で

あった。そのためこの点を最優先課題として議論が行われた。 

③審議結果： 

R87（DR）の否決の大きな原因となった表2a及び表2bについては、表2bのみを残すこ

とで合意が得られた。 

表2bに加えて、詳細な表を新たな附属書として追加することで合意した。 

今後はTC 6 事務局に主に日本、ブラジル、スイスが協力する形で、R87（2DR）を作成

し、CIML委員による予備投票を再度実施する。その中で、我が国に対する追加作業も要請

された。 

改定草案を2DRとしてTC 6に差し戻す手続きはとらないことを確認した。 

3) G文書「包装商品認証システムに対するシステム要件を定義するための手引き」GCOP 
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①内容：GCOPとは、OIML加盟国が新たな包装商品認証システムを導入する際の手引きとな

る新たなガイド文書（G文書）である。この文書に関わる経緯は長く、10年以上もの間TC6

で議論が続けられていた。当初TC6は、「IQマーク制度」として新たな包装商品の国際相互

認証制度を発足させようと考えていた。そのための基本文書は ISCP「国際包装商品認証シ

ステム」と呼ばれ、2CDまで改訂が進められた。しかしCIML委員によるオンライン投票、

及び第48回CIML委員会（2013年）において多くの加盟国が反対し、その結果 ISCPを強

制力のないガイド文書として新たに作成し直すこととなった。 

②論点：「GCOP とは特定の制度を設立するためのものではなく、加盟国が何らかの包装商品

認証システムを設計する際の基本的な要件を定めた参考文書である」ということ及び「包装

商品認証システムは既存の管理制度を置き換えるものではなく、その業務量を軽減するため

のもの」である。さらに GCOP は製品ではなく制度を認証するための基本要件であり、用

語は ISO/IEC 17000（適合性評価・用語及び一般原則）に準拠する。 

③審議結果：今回、投票が求められており、審議の結果、コメント付きで賛成投票することと

した。 

(4) 国際会議への出席 

1) 会議名：OIML TC６ 包装商品 関係者調整会議 

2) 日程：2016年1月27日（水）～28日（木） 

3) 場所：ブラジル、リオデジャネイロ、ブラジル計量協会 

4) 出席者：4カ国＋1機関 13名 

経済産業省計量行政室 谷口 淳子 

産業技術総合研究所 計量標準総合センター 松本 毅 

5) 会議概要(審議内容等) 

CIML予備投票における否決の主な原因は、R 87のDRに含まれる表2が二つに分離された

ことが原因であった。そのためこの点を最優先課題に置いて議論が行われた。 

DRの表２は包装商品に対するサンプリング試験において必要とされるパラメーター、即ち最

小サンプルサイズ（n）、許容できるT1誤差をもつ包装商品の最大数（AC）、試料補正係数（SCF）

を、検査対象となる包装商品ロットに含まれる商品の数（N）について規定したものである。元々

は一つであった表が2014年のTC 6会議における日本の提案により、R87の第4次委員会草案

（4CD）において表 2a（範囲指定された N で表示）と表 2b（離散的な N で表示）に分離さ

れた。この提案は、国によって大きく異なるロット数の範囲に対応するためであった。しかし、

これら二つの表の違いが分かりにくく、混乱を来すことになるという指摘がスイス、ドイツ、ブ

ラジル、米国、オーストラリア、ノルウェー、ポーランドから出ていた。 

今後はTC 6 事務局に主に日本、ブラジル、スイスが協力する形で、R87（2DR）を作成し、

CIML委員による予備投票を再度実施する。その中で、我が国に対する追加作業も要請された。 
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3.2.1.3 計量器証明書分科会 

(1) 活動の概要 

計量器証明書分科会は、新しい 証明書制度 OIML-CS が提案されたので、論点をまとめ、そ

の検討を行い、CIML委員会へのコメント文書を作成し提出した。 

(2) 分科会の開催状況 

第1回OIML計量器証明書分科会委員会 

日 時：2015年9月7日（月）15時～17時 

場 所：グランドヒル市ヶ谷 

議 題 ：MAA制度及びOIML証明書制度の改革について（2015年10月開催／第50回CIML 

    委員会対応） 
①MAA制度概要説明及び国内の現状について 

②MAA制度改革の進捗状況について 

③CIMLの配付資料アジェンダ9.1について 

(3) 検討した証明書制度OIML-CS 

証明書制度OIML-CSとは、AHWG（MAA制度改革のための臨時作業部会）の提案書で、基

本証明書制度と MAA 制度を統合した新しい証明書制度（OIML-CS）への移行が提案されてい

る。MAA制度のカテゴリーに対応した3つのCPR（参加資格審査委員会）は消滅し、OIML-CS 

に吸収される。しかしOIML-CS において基本証明書制度とMAA 制度は、それぞれスキームA

及びBと名前を変えて実質的に残る。ただし将来的には、全てのカテゴリーでスキームB（MAA

相当）に移行することが推奨されている。 

MAA 制度の問題点として、その基本理念、運営と管理、必要に応じた改善など、全体につい

て責任をもち検討を行う組織や担当者の不在が指摘されていた。そのためOIML-CSにおいては、

全ての計量器カテゴリーを対象とした管理組織として運営委員会（MC/Management 

Committee）の設立が提案されている。MCに加えて、上告理事会（BoA/Board of Appeal）、諮

問委員会（AP/Advisory Panel）、試験機関フォーラム（TLF/Test Laboratories Forum）の設置

も提案されている。なおBoAとAPは常設ではなく、CIML委員から事前に選ばれたメンバーが

必要な際にオンラインで招集される形となる。TLFは証明書の発行機関と利用機関の代表とオブ

ザーバーによって構成される。 

AHWG の提案書には、以下の第 50 回 CIML 委員会で承認を求める２つの決議案が含まれて

いる。 

・決議案 2015/xa の要約：新しいOIML-CS への移行に向けた提案（追補 9.1 B）をCIML と

して受け入れる。AHWGは解散し、その作業はCSPGに移行する。 

・決議案 2015/xb の要約：OIML-CS のための 3 つの基本文書（基本文書 Bxx、運用規定、参   

加メンバー規定）を作成する証明書制度プロジェクトグループ（CSPG）を組織する。そして

Bxx の最終文書案を第 50 回CIML 委員会へ提出し、2017 年 1 月からOIML-CS の運用を目
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指す。 

(4) AHWGの提案書における論点 

・AHWG から、新しい CSPG（証明書制度プロジェクトグループ）の設立と合意事項への承認

が求められている。 

・AHWGから基本証明書制度とMAA制度を統合した新しい証明書制度（OIML-CS）への移行

が提案された。 

・OIML-CSは任意の制度である。 

・MAA制度のカテゴリーに対応した3つのCPR（参加資格審査委員会）は消滅しOIML-CSに

吸収される。 

・OIML-CS において基本証明書制度と MAA 制度はそれぞれ「スキーム A」、「スキーム B」と

名前を変えて実質的に残る。 

・発行機関に対する要件への適合性評価の手法が「スキームA」では“自己宣言”に対し、「スキ

ーム B」では“第三者認証”が求められている。しかし将来的にスキーム B（MAA 相当）に

移行することが推奨されている。 

 ・OIML-CSにおける管理組織としてBoA（上告理事会）、MC（運営委員会）、AP（諮問委員会）、 

 TLF（試験機関フォーラム）の設置が提案されている。また、MC、AP、TLFにそれぞれ事務

長が置かれる。 

・MC は CIML 委員から推薦される最小限の構成（12 名）である。メンバー構成のバランスは

配慮される。 

・B 文書の基本原則に基づき、OIML-CS のための新しい基本文書（Bxx）のたたき台となる作

業草案が提案されている。それは既存のB3（計量器のOIML型式承認のためのOIML基本証

明書制度）、B10（型式評価国際相互受入れ取決めの枠組み）を置き換えることになる。 

＜審議結果＞ 

次の内容をコメント表に取り纏めた。 

①決議 2015/xb は賛成するが、Bxx は B6（B6-1 OIML 刊行物作成のために機構及び手続き、

B6-2 OIML刊行物の起草及び提示のための手引き）の規定に従うべきではないか。 

②MC委員の選出は公平性を保つために、地域バランスを考慮して欲しい。 

③証明書収入等の会計処理の透明性を確保すべきである。 

④公運営上の中立性のためには、MCとAPの事務長は別にすべきである。 

⑤OIML-CSにおける、「スキームB」いわゆる、MAAの普及のためには、参加資格要件を緩和

すべきである。 

⑥OIML-CSにおいても、これらの古い証明書は有効なのか？ もし新しい制度において、これら

（証明書）が効力を失うのであれば、何らかの経過措置が必要である。 

コメントは文書形式に構成し直し、AHWGにコメントを提出するにあたり、三木CIML副委

員長に確認し、10月6日にコメントを提出した。 
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・当分科会として、決議案 2015/xa 及び決議案 2015/xb の賛否の判断については、三木 CIML

副委員長へ一任することとした。 

(5) 第50回CIML委員会 

AHWGによる提案書（追補9.1）に対して我が国は、計量器証明書分科会における議論を経て

AHWGへコメントを提出した（2015年10月）。それらのうち重要なコメントは以下の通りであ

った。 

①新しい4つの組織（MC、AP、BoA、TLF）による運営が提案されているが、重要案件につい

ては、依然としてCIML委員会等の公開された会議で議論されるべきである。 

②新しい組織のメンバーの選定の手続きが不明瞭である。またメンバーについては、先進国／途

上国、発行国／受入国、地政学的地域についてバランスを考慮すべきである。 

③適切な運営のために、BIMLはOIML-CS専属のスタッフを新たに採用すべきだ。 

④実際にはスキーム A（基本証明書相当）を B（MAA 相当）に統合することになると思われる

が、現実的ではない。むしろ第三者認定というスキームBへの現在の参加基準を緩和すべきだ。 

⑤スキームA又はBによる証明書の発行／利用において、”宣言”を要求している。しかしこれ

は前者（基本証明書相当）には厳しすぎる。 

⑥R49,R60,R76 のカテゴリーでは、OIML-CS が運用された後も 2 つのスキームA とB は併行

して残ると思われるが、前者を終了する期限又は条件が不明確である。 

⑦OIML-CS が運用された後の既存の OIML 証明書（基本・MAA）の位置づけについて検討す

べきだ。一部の製造事業者は古い証明書を修正しながら使い続けている。 

⑧新しい基本文書Bxxの作成手続きはB6に従うべきだ。たとえBxxが第15回総会（2016）に

間に合わなくても、加盟国に受け入れられる新しい制度を熟慮の末に設計すべきである。 

 これらの我が国のコメントに対してKool氏とSchwartz氏はAHWGとしての回答を付け加

え、我が国のコメントと共に委員会資料として公開した。この回答文書の中でAHWG は我が

国のコメントの一部に理解を示し、一部には引き続き検討中であると回答したものの、④、⑤、

⑧の意見については受け容れられない旨の回答を行った。また⑥については、迅速にスキーム

B（MAA相当）へ移行することを目指すべきだという回答を行った。 

 委員会では AHWG の提案書に対してチェコ、CECIP、フランス、インド、スウェーデン、

南アフリカ、チュニジア、米国から多数の意見があった。それらの内容は、発行機関や利用機

関の曖昧な定義、文書的な完成度は高いが実現性に乏しい提案内容、任意制度としての実現性

への疑問、4 つの新組織の効率的な運営に対する懸念、加盟国に対する人的及び予算的な負担

増への懸念、証明書の利用状況に対する再調査の必要性、財政面から見た検討の不備、既存証

明書の有効性への要望、既存のCPR構造の継承とTC3/SC5（適合性評価）による文書作成作

業の必要性（米国）といったものであった。我が国も改めて、B6 に基づいた時間をかけた文

書作成の手続きやスキームAからBへの移行期間の必要性について主張した。 

 これに対してMason 氏とSchwartz 氏からは、既にOIML には証明書制度に関する人的資
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源があり電子メールやオンライン・システムも活用するので予算も含めて各国の負担増にはな

らない、IEC 等の他機関では既に同様の認証制度を運用している、移行期間については既に

B10（MAA制度）にも規定があるので導入可能である、基本文書の承認は2016年の総会以降

でも可能なので提案したスケジュールは状況に応じて調整可能である、といった説明があった。 

 決議案2015/17と2015/18について挙手による採決が行われた結果、前者については7カ国

が棄権し、後者については3カ国が棄権し、その他の加盟国は全て賛成した。その結果、二つ

の決議案が共に承認された（決議 2015/17-18）。なお我が国は、これらの採決において全て棄

権した。 

 尚、委員会の前には、BIMLよりCSPGへの参加メンバーの募集が行われ（回答期限10月

20 日）、既に 9 カ国が名乗りを上げているという報告があった。これについて BIML からは、

今後も引き続きメンバーを募集するというコメントがあった。 

 
3.2.2 電子化計量器作業委員会 

(1) 活動の概要 

電子化計量器作業委員会は、TC5/SC1「環境条件」を担当し、D11「計量器に対する一般要求

事項 － 環境条件」について検討を行っている。作業委員会の中には別途、計量器情報化分科会

がある。 

現行の D11（2013 年版）は、2011 年から改訂作業が行われ、第 48 回 CIML 委員会（2013

年）において承認され、発行されたものである。 

(2) 作業委員会の開催状況 

今年度は、作業委員会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

なし。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.2.1 計量器情報化分科会 

(1) 活動の概要 

計量器情報化分科会は、TC5/SC2「計量器に関する一般要求事項」の「ソフトウェア」を担当

する。本分科会の検討文書は、D31「ソフトウェア制御計量器のための一般要件」である。今年

度は審議案件がなかったため、活動は行わなかった。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 
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(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.3 計量器作業委員会 

(1) 活動の概要 

計量器作業委員会は、TC7「長さ関連量の計量器」、TC9/SC4「密度計」、TC10「圧力、力及

び関連量の計量器」、TC11「温度及び関連量の計量器」及びTC17/SC5「粘度の測定」の分野を

担当しており、作業委員会の下にタクシーメーター分科会（TC7/SC4「道路運送車両計量器」）、

放射温度計測分科会（TC11/SC3「放射温度計」）が設置されている。 

今年度は、改訂作業中のR91「自動車の速度測定用レーダー装置」に付け加えるべき3つの新

しい附属書（N003, N004, N005）についての審議を関係者により行い回答した。また、新規R

文書「密度計の階級図式」（4CD）については関係者での検討を行った上で回答した。その他、

新規文書「粘度計の校正・検定用ニュートン性粘度標準液」（3CD）の検討と、R69「動粘度測定

用ガラス細管粘度計：検定方法」、D17「液体の粘度測定器の階級図式」などの粘度測定に関する

参考文書の募集があり、法規制計量器に直接関係しないことから特段のコメントはしない方向で

検討中。R66「長さ測定器」（WD）の検討について依頼があり、2014 年度の意向調査の際に提

出したコメントを基に関係者による検討を行う予定。 

放射温度計測分科会については、R18「線状消失式高温計」の定期見直しに関する意向調査が

あり、関係者による検討の結果、「既存のまま承認」として回答した。 

タクシーメーター分科会については、審議議案がなかったため活動はなかった。 

(2) 作業委員会の開催状況 

今年度は、メールによる審議を中心に活動したため、委員会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

1) R91「自動車の速度測定用レーダー装置」 

a) 検討結果：「回答：コメント無し」 

b) 検討内容及び審議経過： 

自動車の速度取締に使用する速度測定用レーダー装置について規定した R91「自動車の速

度測定用レーダー装置」は現在改定作業中であるが、規格の本体が技術進歩に依存しない形式

となるように新規附属書（N003, N004, N005）が作成された。新規附属書は、現行文書にお

ける測定の方法などをまとめたものとなっている。 

2) R66「長さ測定器」 

a) 検討結果：「検討中」 

b) 検討内容及び審議経過： 

2014年度に文書改訂の意向調査があり検討したが、R66は一般的な長さの計量器に適用さ

れるもので、R35-1との区別が不明確との意見を受けて以下のコメントを回答とした。今回の
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改定作業では、このコメントがどのように反映されているかを精査した上で回答する予定。 

コメント（2014年度）： 

①R66 の対象範囲と目的、並びに R35-1「一般使用のための長さの実量器」（第 1 部：計

量及び技術要求事項）との違いが不明確である。 

②もし、その対象範囲が R35-1 に近いならば、R66 の内容を R35-1 に追加し、R66 は廃

止しても良いのではないか。 

③もし、幹事国がR66の対象範囲が異なると主張するならば、R66は改訂すべきであり、

その違いを改訂版において明確にすべきである。 

④長さ関連の計量器の多くは、日本では規制の対象外である。しかし我々は、このような

長さに関する勧告を必要とするOIML加盟国もあると考えている。故に、そのような加

盟国の利益のために、R66の対象範囲と目的を明確化すべきである。  

3) 新規R文書「密度計の階級図式」（4CD） 

a) 検討結果：「反対」（コメント付：別紙０） 

b) 検討内容及び審議経過： 

「密度計の階級図式」新規R 文書の第 4 次委員会草案（4CD）が幹事国から送付され、当

委員会において審議することとなった。この「密度計の階級図式」は、密度のSIトレーサビ

リティの階層概念を基本として、密度に関連する技術的事項が規定されたもので、1996年に

プロジェクトが開始され、2002 年に 1CD が提案されている。2003 年に提案された 2CD ま

ででは、活発に議論がされた形跡があるが、その後、改訂作業が停滞している。この4CD検

討にあたって、まず図式の数値などが既に古くなっていることが関係者から指摘されていて、

他の国際勧告と文書の目的、構成などが異なることから、文書の位置づけを含めた全面的な見

直しを指摘する方向で以下のコメント付で反対投票を行った。 

コメント： 

① 本文書の基本的目的について再考し、更に一部の値や定数は改定されるべきであると

考える。次のコメントが前向きに考慮されるならば、我々は将来の委員会草案の改定

版を支持するであろう。 

② この文書（4CD）の内容は、密度のトレーサビリティ測定手順に用いられる階層図モ

デルを提示することかと思われる。したがって、この文書の目的は、特定の計量器の

技術要求事項を規定することを目的としたOIML勧告の範疇には該当しない。こうし

た理解に基づいて、我々はこの文書を国際文書（D）又はガイド（G）として起草され

ることを強く要請する。参考までに、OIML は、似たような目的で、D17「液体の粘

度測定器の階級図式」を既に規定している。 

③ この草案で使われている数値や定数は、現在では使用されていない。最新のトレーサ

ビリティの階層図を提示するために、これらは再考・修正されるべきである。 

4) 新規文書「粘度計の校正・検定用ニュートン性粘度標準液」（3CD） 
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a) 検討結果：「検討中」 

b) 検討内容及び審議経過： 

新規文書「粘度計の校正・検定用ニュートン性粘度標準液」（3CD）の検討と、R69「動粘

度測定用ガラス細管粘度計：検定方法」、関連してD17「液体の粘度測定器の階級図式」など

の粘度測定に関する参考文書の募集があり、法規制計量器に直接関係しないことから特段のコ

メントはしない方向で検討中。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.3.1 タクシーメーター分科会 

(1) 活動の概要 

タクシーメーター分科会では、TC7/SC4「道路運送車両計量器」が所管する分野うち、R21「タ

クシーメーター」を担当している。 

今年度は、審議案件がなかったため、分科会の活動は行っていない。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.3.2  放射温度計測分科会 

(1) 活動の概要 

R18「線状消失式高温計」の定期見直しに関する意向調査があり、関係者による検討の結果、

「既存のまま承認」として回答した。その後、改定に関連してアンケートが実施され、関係者に

よって検討の上回答した。 

(2) 分科会の開催状況 

分科会は開催しなかったが、メールによる審議を実施した。 

(3) 検討した国際勧告案等 

R18「線状消失式高温計」 

a) 検討結果：「既存のまま承認」 

b) 検討内容： 

R18「線状消失式高温計」の定期見直しに関する意向調査があり、関係者による検討の結果、

法規制計量器ではないこと等から、「既存のまま承認」として回答した。その後、改定に関連

してアンケートが実施され、関係者によって検討の上、次のとおり回答した。 
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文書改定に係るアンケート： 

R18  線状消失式高温計: 1989  

  Please answer the following questions:  

Q1: Does your country regulate the instruments covered by this publication?  
（貴国は、この勧告の対象となる計量器を規制しているか） No    

Q2: Does your national legislation for these instruments conform with the OIML  
publication?（国家の法規制はOIML文書に適合しているか） No    

Q3: Do you have any national requirements in addition to the OIML requirements?  
（貴国には、OIML勧告に加えて独自の要求事項があるか）  No    

Q4: Do you have manufacturers of these instruments in your country?  
（貴国には、この計量器の製造事業者があるか）  Yes  

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.4 体積計作業委員会 

(1) 活動の概要 

体積計作業委員会は、TC8「液体量の計量器」の分野を担当しており、作業委員会の中には別

途水道メーター分科会、燃料油メーター分科会、ガスメーター分科会、積算熱量計分科会、CNG

メーター・水素エネルギー分科会が設置されている。 

今年度は、CNG メーター・水素エネルギー分科会を開催し、欧州海外調査の実施について対

応を図った。 

 
3.2.4.1 水道メーター分科会 

(1) 活動の概要 

水道メーター分科会では、TC8/SC5「水道メーター」の分野を担当している。 

第48回CIML（2013年）委員会にてR49-1、2 &3「冷温水用水道メーター」の最終国際勧告

案が承認され、2014年に正式発行された。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 
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3.2.4.2 燃料油メーター分科会 

(1) 活動の概要 

燃料油メーター分科会では、TC8/SC3「水以外の液体の動的体積・質量測定」の分野を担当し

ている。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

(5) TC8/SC3/p4「R117水以外の液体用動的計量システム」の改定作業 

2014年にR117-2及びR117-3が改定された。しかし、十分な改定ではなかったため、再度改

定作業に入ることになった。改定作業は PG を 16 の検討チームに分割して行うことになり、我

が国は3項目の検討チームに参加することになった。また、今後必要に応じ他の検討チームへの

参加の可能性も残している。 

 
3.2.4.3 ガスメーター分科会 

(1) 活動の概要 

ガスメーター分科会では、TC8/SC7「ガスメータリング」が所管する分野のうち、R137「ガ

スメーター」を担当している。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.4.4 積算熱量計分科会 

(1) 活動の概要 

積算熱量計は、TC11「温度及び関連量の計量器」が所管する R75「積算熱量計」を担当して

いる。R75については、第44回CIML委員会（2009年）で承認されている。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 
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(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.4.5 CNGメーター・水素エネルギー分科会 

(1) 活動の概要 

CNGメーターは、TC8/ SC7が所管するR139-1&2 and-3「自動車用圧縮ガス燃料計量システ

ム 第1部：計量及び技術要求事項 第2部：計量管理及び性能試験 第3部：試験報告書の様

式」を担当している。 

(2) 分科会の開催状況 

今年度、欧州主要国の水素ディスペンサーの規制状況等に関する海外調査を、2015 年 9 月 27

日～10月3日に実施した。これに伴う分科会を、調査の前後に、計2回開催した。 

1) 第1回OIML CNGメーター・水素エネルギー分科会 

日時：2015年6月26日（金）14時～16時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：海外調査について 
2) 第2回OIML CNGメーター・水素エネルギー分科会 

日時：2016年3月1日（火）14時～16時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：海外調査結果について 

海外調査の報告の詳細を、第5章に示す。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 

3.2.5 質量計作業委員会 

(1) 活動の概要 

質量計作業委員会は、TC9/SC1「非自動はかり」、SC2「自動はかり」及び SC3「分銅」の分

野を担当し、作業委員会の中には別途「質量計用ロードセル分科会」がある。 

今年度は、R61-1&2「充てん用自動はかり」第1部：計量及び技術要求事項／第2部：計量管

理及び性能試験（1WD）及びR61-3「充てん用自動はかり」第3部：試験報告書の様式（1WD）

への回答及び、R129-1,2,3「荷物の多次元寸法システム」(1WD)への回答及び、R76「非自動は

かり」、R111「精度等級E1,E2,F1,F2,M1,M1-2,M2,M2-3及びM3の分銅」の定期見直しへの回

答及び、R61-1,2,3「充てん用自動はかり」（2WD）への回答及び、R51「自動捕捉式はかり」、

R76「非自動はかり」、R111「精度等級E1,E2,F1,F2,M1,M1-2,M2,M2-3及びM3の分銅」の定
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期見直しの最投票及びアンケート調査について検討を行い、回答をした。 

(2) 作業委員会の開催状況 

1) 第1回質量計作業委員会 

日時：2015年10月15日（月）14時～16時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：①R61-1,2,3「充てん用自動はかり」（2WD）について 

   ②その他 

審議事項： 

議題 1 について、R61-1,2,3「充てん用自動はかり」（1WD）への提出した日本意見反映の

確認が行われた。大谷委員から2015年6月及び8月に提出した日本意見についてほぼ反映さ

れていることが説明された。その後、事前に提出された委員からの意見について検討を行い、

意見を提出することとした。（(3)検討した国際勧告案、文書案等＊）を参照） 

議題 2 について、参加委員より事務局に対して JIS 委員等に関連する内容のものについて

は、JISの委員等にも周知を希望との要望があった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

1) R61-1&2「充てん用自動はかり」第1部：計量及び技術要求事項／第2部：計量管理及び性能

試験（1WD） 

論点：日本では自動はかりについては法規制が無く試験内容の解釈が困難な部分もあり、また、

文書的に難解な部分もあり、内容の確認について慎重に討議した。また、JIS 原案作成委員会

で改正作業が行われているので、その内容についても確認しながらの議論となった。 

a) 検討結果：コメント（別紙４－１，４－２）付き賛成で投票。 

b) 審議内容：前年度の委員会（2015.3）で審議済の4CDと内容は同じである。 

2) R61-3「充てん用自動はかり」 第3部：試験報告書の様式（1WD） 

論点：試験報告書様式に関する事項なので、特に論点等はないが、誤記があまりに多いのでコ

メントを付記して投票を行った。 

a) 検討結果：反対（コメント付き、別紙６） 

b) 審議内容：メール審議で検討を行った。 

3) R129-1,2,3「荷物の多次元寸法システム」（1CD） 

論点：表示の方法及び EMC 試験について、他の勧告（R76）との相違があったので、その点

についての意見及び修正を希望した。 

a) 検討結果：コメントを提出 

b) 審議内容：メール審議で検討を行った。 

4) R76「非自動はかり」（2006年版）定期見直し意向調査 

論点：商取引が複雑になっていく状況において、現行版の規定だけでは対応出来ない事例が散

見されて来た為、明確な判断を求めるべく見直しを希望した。 
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a) 検討結果：コメント付き「改定」で投票 

b) 審議内容：メール審議で検討を行った。 

5) R111「精度等級E1,E2,F1,F2,M1,M1-2,M2,M2-3及びM3の分銅」（2004年版）の定期見直

し意向調査 

論点：1mg未満の微小分銅に対しても、技術要件を追加すべきとの意見が多数あった。 

a) 検討結果：コメント付き「改定」で投票 

b) 審議内容：メール審議で検討を行った。 

6) R61-1,2,3充てん用自動はかり第1部：計量及び技術要求事項／第2部：計量管理及び性能試

験／第3部：試験報告書の様式（2WD）（別紙１７，１８，１９） 

論点：1WD に対して各国からの意見を反映した内容となっている。また、日本からのコメン

トについても大方反映され内容的には妥当と思われるが、短い期間で多くの意見を取り入れた

ため編集上のミスが散見された。 

a) 検討結果：コメント提出 

b) 審議内容： 

R61-1,2,3「充てん用自動はかり」（1WD）への提出した日本意見反映の確認が行われた。2015

年6月（R61-1&2）及び8月（R61-3）に提出した日本意見はほぼ反映されていることが確認

された。 

その後、事前に提出された委員からの意見について検討した結果、以下の意見を中心に提出

することとなった。 

①R61-1 5.8.3.2（自動ゼロ設定） 

誤解を招くような文章であったので、修正案を提示した。 

②R61-1 5.8.5.3（自動風袋設定） 

5.8.3.2（自動ゼロ設定）と同じく誤解を招くような文章であったので、修正案を提示。 

③R61-2 10.3.5.2（伝導電磁界に対するイミュニティ） 

試験レベルが現行のR76等の2000MHzではなく、3000MHzと厳しくなっており、メーカ

ーの現有試験設備では試験対応が出来ないため、また、自然界においては過剰な試験レベル

ではないかとの意見があったため、試験レベルを2000MHzとするように要望した。 

7) R51「自動捕捉式はかり」（2006年度版）に対する再意向調査及びアンケート 

論点：現行のR51（自動捕捉式はかり）に対して後続検定の負担軽減のための改定提言があっ

た。現行のR51では、後続検定に要する時間及び費用の負担が大きいと提言者は発信しており、

後続検定の簡略化及び効率化による、メリット・デメリットを審議した。メーカー委員からは

「詳細は把握していないが、実情に合った内容に改定は可」、「後続検定の簡略化は関係者にメ

リット」という意見もあり、「検定の品質が保たれる事を条件として」のコメント付きでの改

定で回答をした（意向調査については、前年度の審議結果を引用。） 

検討結果：回答（別紙２３） 
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審議内容：メール審議で検討を行った。 

8) R76「非自動はかり」（2006年版）再意向調査及びアンケート 

論点：商取引が複雑になっていく状況において、現行版の規定だけでは対応出来ない事例が散

見されて来た為、明確な判断を求めるべく見直しを希望した（意向調査については、4）の審

議結果を引用）。 

a) 検討結果：回答（別紙１０） 

b) 審議内容：メール審議で検討を行った。 

9) R111「精度等級E1,E2,F1,F2,M1,M1-2,M2,M2-3及びM3の分銅」(2004年版)の再見直し意

向調査及びアンケート 

論点：1mg未満の微小分銅に対しても、技術要件を追加すべきとの意見が多数あった（意向調

査については、5）の審議結果を引用）。 

a) 検討結果：回答（別紙１１） 

b) 審議内容：メール審議で検討を行った。 

(4) 国際会議への出席 

なし。 

 

3.2.5.1 質量計用ロードセル分科会 

(1) 活動の概要 

質量計用ロードセル分科会では、TC9「質量計及び密度計」が所管しているR60「ロードセル

の計量規定」に対する検討を行っている。 

今年度は1回の分科会が開催された。TC9（イギリス）から送付されたR60-1&2「ロードセル

の規定／第1部：計量および技術要件、第2部：計量管理及び性能試験」第4次委員会草案（4CD）、

及びR60-1「ロードセルの規定／第3部：試験報告書様式」作業草案（WD）の検討が行われ、 分

科会での議論を行い回答した。 

(2) 分科会の開催状況 

1) 第1回質量計用ロードセル分科会 

日時：2016年1月22日（金）14時～15時30分 

場所：グランドヒル市ヶ谷 

議題：R60-1&2「ロードセルの規定第 1 部：計量・技術要件第 2 部：計量管理及び性能試験」

（4CD）及びR60-3「ロードセルの規定／第3部：試験報告書様式」（WD）の検討について 

(3) 検討した国際勧告案 

1) R60-1&2「ロードセルの規定 第1部：計量・技術要件 第2部：計量管理及び性能試験」（4CD）

の検討について 

・R60-1&2「ロードセルの規定」（3CD）の日本意見の反映状況について、25件の日本コメント

のうち、スパンの安定性（6.7.2.6）に対するもの以外は受け入れられている。検討の結果、以
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下の意見を提出することとなった。 

①全般的に変更された表現について変更理由を明確にして欲しい。 

②用語において複数の追加があるが規格内で使用していないものは削除して欲しい。また、掲

載順序の基準を明確にして欲しい。 

③草案ではロードセルを「非電子式／電子式／デジタル式」の3つに分類しているが、非電子

式と電子式前をアナログ式に統合し、「アナログ式／デジタル式」の二つに分類した分けた

方が使われているロードセルの実態に合っている。 

④範囲／容量を表すE（Emin, Emax）及びD（Dmin, Dmax）という記号の使用について我々

は、まずロードセルの能力に基づいて製造事業者によってEが決定され、Eに基づいて実際

の試験や使用のために D が決定されるべきだと考える。D の範囲は E の範囲と同じか、ま

たはより狭くなくてはならない。 

⑤ロードセル測定範囲、ロードセル検定目量の最大数（nLC）、最小死荷重出力戻り、最小ロ

ードセル検定目量それぞれの項目について表現を変更する。 

⑥3CDにて提出した意見を再提出する。すなわち、スパン安定性試験の期間内に加湿試験を行う

ことは試験の意義において適切ではなく、加湿試験はスパン安定性試験の完了後に別の工程にお

いて実行されるべきである。スパン安定性試験は計量器の評価方法である R76 で定められた

方法であり、同じ基準を計量器の構成要素を取り出しての評価方法であるR60に適用するべ

きではない。 

2) R60-3「ロードセルの規定／第3部：試験報告書様式」（WD）の検討について 

①内容について、誤り、不整合箇所について指摘を行った。 

3) 当分科会としては、4CD に対して「コメント付き反対」で投票することとなった。一方で投

票については今後の関係者での確認により変更になる旨の了承を得た。 

 
3.2.6 電力量計等作業委員会 

(1) 活動の概要 

電力量計等作業委員会は、TC12「電気量の計量器」及びTC14「光関連量の計量器」の分野を

担当している。現在，TC12及びTC14関連ともに審議文書はない。 

TC12関連については、R46「直接接続式2級電力量計」の改訂作業が2002年から始まり、第

47 回CIML 委員会（2012 年）においてR46「有効電力量計」第 1 部 計量及び技術要求事項、

第 2 部 管理及び性能試験が、第 48 回 CIML 委員会（2013 年）において第 3 部 報告書様式

が承認され、2014年1月に発行された。 

・第1部 計量及び技術要求事項 

・第2部 管理及び性能試験 

・第3部 報告書様式 

2013年4月に幹事国からの新プロジェクトに関する意向調査に以下のように回答しているが、
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その後はほとんど動きがない。 

プライオリティ1：無効電力量／無効電力量計、需要電力／需要電力計 

プライオリティ2：EV（電気自動車）の充電に関する計量、 

         直流電力量／直流電力量計、変成器 

TC14関連については、ほとんど審議はない。 

(2) 委員会の開催状況 

審議文書がないことから委員会は開催していない。 

(3) 検討した国際勧告案等 

なし。 

(4) 国際会議への出席 

本年度は、国際会議の開催はなかった。 

(5) その他 

国際勧告R46「有効電力量計」の国内技術基準への導入のため、JIS原案作成委員会が6月に

立ち上り、審議をしている。2016 年 2 月現在、最終 JIS 原案を審議しており、3 月以降に JSA

提出予定となっている。審議において、大筋で国際勧告の導入は了承されたが、詳細事項の一部

で国内状況に適応した要求事項（関連機器等のJISや法令の適用）への変更や新しい要求事項へ

の対応についてなどが検討された。使用（設置）環境と関連する試験、時間の正確性、ソフトウ

ェア、高周波電磁界、DC 磁界などが大きな議論となった。JIS 発行後、特定計量器検定検査規

則が改正される予定である。以下に改正及び制定となる JIS を示す。下線を引いたものが R46

導入のJISである。 

JIS C 1211-2:201x 電力量計（単独計器）―第2部：取引又は証明用 

JIS C 1216-2:201x 電力量計（変成器付計器）―第2部：取引又は証明用 

JIS C 1263-2:201x 無効電力量計―第2部：取引又は証明用 

JIS C 1283-2:201x 電力量、無効電力量及び最大需要電力表示装置（分離形） 

― 第2部：取引又は証明用 

JISC1271-2:201x 交流電子式電力量計―精密電力量計及び普通電力量計― 第2部：取引又

は証明用 

JISC1272-2:201x 交流電子式電力量計―超特別精密電力量計及び特別精密電力量計― 第 2

部：取引又は証明用 

JISC1373-2:201x 交流電子式無効電力量計― 第2部：取引又は証明用 

 

3.2.7 音響振動計量器作業委員会 

(1) 活動の概要 

音響振動計量器作業委員会は、TC13「音響及び振動の計量器」の分野を担当し、産業技術総

合研究所、日本品質保証機構、計測器製造事業者等の委員で構成されている。 
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今年度は審議案件がなかったことから、作業委員会の活動は行っていない。 

(2) 委員会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、作業委員会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議は開催されなかった。 

(5) その他 

IEC 60942（音響校正器）は改正に向けCDを審議している。 

 
3.2.8 放射線計量器作業委員会 

(1) 活動の概要 

放射線計量器作業委員会は、放射線関連の計測器を対象にする TC15「電離放射線の計量器」

を担当しており、産業技術総合研究所、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所及び

計測器製造事業者等の委員構成で、草案等に対する意見の取りまとめを中心に活動している。 

(2) 委員会の開催状況 

今年度は、審議する具体的な草案等が提案されなかったため、作業委員会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

放射線関係のOIML 勧告及び文書等は以下の 4 件があるが、今年度においては、文書改訂、

新規提案等はなかった。 

・D 21 ： 放射線治療に用いられる線量計の校正のための二次標準線量測定実験室 

・R127 ： 材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるラジオクロミック・フィルム線量計測

システム 

・R131 ： 材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるPMMA線量計システム 

（補足：PMMAとはポリメチルメタクリレートのこと。一般にはアクリル樹脂であ

るが、ここで用いられているものは、放射線計測用に特殊な加工をしたものである。） 

・R132 ： 材料及び製品の電離放射線加工処理に用いるアラニン線量計システム 

(4) 国際会議への出席 

2015 年度は、下記の国際会議に参加予定。 

IEC/TC45「原子力計測」ワーキンググループおよびプレナリーミーティングの開催 

日 程：2016年3月3日（木）～12日（土） 

場 所：韓国・慶州 

会議概要：ディジタル式放射線測定器のリストモードデータの新規提案（NP）及び据置形

中性子線量当量率計及び監視装置（IEC 61322）の改正原案（CD）を審議する予定。

(5) その他 
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JIS Z 4343「体内放射能測定装置」（ホールボディカウンタ）が 2015 年 10 月に新規制定さ

れた。試験方法、トレーサビリティについて記載。 

JIS Z 4821-1「密封放射線源－第 1 部：一般要求事項及び等級」が 2015 年 11 月に改正され

た。 

 
3.2.9 環境・分析計量器作業委員会 

(1) 活動の概要 

環境・分析計量器作業委員会は、TC16「汚染度計量器」、TC17「物理化学測定器」（TC17/SC1

（水分計）、TC17/SC8（農産物の品質分析機器）等いくつかのSCを除く）等の分野を担当しており、

今年度は次の4件についてメール審議を行い、日本から回答を行った。 

・新規R文書「導電率の測定結果に対するトレーサビリティー」作業草案（WD） 

・新規R文書「認証物質認証プログラム」第2次委員会草案（2CD） 

・新規提案：勧告（R）又は文書（D）案 

「大気中の微粒子濃度測定器のための階級図式 / Hierarchy scheme for instruments 

measuring the mass concentration of suspended particles in the ambient air」 

・新規勧告案：「微粒子濃度測定器のための校正手順 / Calibration procedure for instruments 

measuring the mass concentration of suspended particles」 

(2) 作業委員会等の開催状況 

今年度は、メール審議等で対応したため、作業委員会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案 

1) 新規R文書「導電率の測定結果に対するトレーサビリティー」作業草案（WD） 

①検討結果：回答（コメント、別紙１） 

②審議内容：委員会でメール審議を行った結果、コメントを提出することとなった。 

2) 新規R文書「認証物質認証プログラム」第2次委員会草案（2CD） 

検討結果：コメントなし「賛成」で投票 

審議内容：委員会でメール審議を行った結果、コメントはなかった。第1次草案で編集上の

意見を提出済みである。 

3) 新規提案：勧告（R）又は文書（D）案 

「大気中の微粒子濃度測定器のための階級図式 / Hierarchy scheme for instruments 

measuring the mass concentration of suspended particles in the ambient air」 

①検討結果：コメントなし 

②審議内容：本件は、文書の標題だけでコメントを求められており、幹事国から文書案は提案

されていない。委員会でメール審議を行った結果、コメントはなかった。 

4) 新規勧告案：「微粒子濃度測定器のための校正手順 / Calibration procedure for instruments 

measuring the mass concentration of suspended particles」 

－ 76 －



 
 

①検討結果：コメントなし 

②本件は、文書の標題だけでコメントを求められており、幹事国から文書案は提案されていな

い。委員会でメール審議を行った結果、コメントはなかった。 

(4) 国際会議への出席 
今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 

3.2.9.1  水分計測分科会 

(1) 活動の概要 

水分計測分科会は、OIMLのTC17/SC1「水分計」及びTC17/SC8「農産物の品質分析機器」

の分野を担当している。そして、TC17/SC1によるR59「穀物及び油脂種子の水分計」の改訂作

業、及びTC17/SC8「農産物の品質分析機器」による新規R文書「穀物及び油脂種子の蛋白質計

量器」の作成作業に対応している。 

今年度は、「穀物及び油脂種子の蛋白質計量器」（DR）の検討が行われた。この分科会はこの

勧告草案について電子メールを使って検討し、賛成投票とコメントを提出した。 

(2) 分科会の開催状況 

今年度の開催はなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

1) 新規R文書「穀物及び油脂種子の蛋白質計」（DR） 

①内容：この文書は、商取引される小麦や米などの穀物の重要な性質の一つである蛋白室の含

有量を測定するために生産・流通の場で用いられる蛋白室計に関する、技術基準や法定計量

管理の手法を定めた新しい国際勧告の草案である。測定原理としては、試料の赤外線透過率

の違いから間接的に蛋白室含有量を推定する方法が主体である。この測定方法の標準となる

絶対測定法には、ケルダール法（化学的分析手法による窒素及び蛋白室の測定法）、又はデ

ュマ法（試料の燃焼ガスの分析による窒素及び蛋白室の測定法）が用いられる。 

②論点：この勧告案は、小麦の輸出国である米国、カナダ、オーストラリアが中心となって提

案され、オーストラリアが担当する事務局のもとで 2003 年から作成作業が始められた。し

かし関係国の利害が一致せず、長い議論が続いている。この中で、わが国は日本やアジア地

域の農産物の生産・流通過程で広く使われているケルダール法、及び我が国のメーカーが高

い技術レベルをもっているデュマ法を対象範囲に入れることを要望した。しかし欧米諸国は、

対象範囲を赤外線方式に限定することを望んだ。最新の草案では、我が国の要望もある程度

取り入れられ、ケルダール法及びデュマ法共に間接的ではあるが勧告案の対象範囲に入って

いる。DRに対するわが国のコメントの要点は、(a) 曖昧な表現や用語・変数の使い方に関す

る編集的な修正（多数）、及び (b) 型式承認のための計量器ソフトウェアに関する文書につ

いて、全ての文書の提出を義務づけるのではなく各国が必要なものを選べるようにすること

であった。 
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③審議経過・結果：DR に対して 2015 年 11 月 11 日に「コメント付き賛成」で回答した（コ

メントは別紙１４を参照）。そしてこの投票には 22 カ国から回答があり、そのうちオランダ

と米国が反対票を投じた（11 月 26 日）。この DR の取扱いに関する最終判断は不明である

（2016年2月時点）。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、TC17/SC1及びTC17/SC8の国際会議は開催されなかった。 

 

3.2.9.2 濃度計分科会 

(1) 活動の概要 

濃度計分科会は、TC16/SC1「大気汚染」が所管しているR143「定置型連続式二酸化硫黄測定

器」及びR144「定置型連続式一酸化炭素・窒素酸化物測定器」に対する検討を行っている。 

R143 は 2009 年、R144 は 2013 年にそれぞれ国際勧告が発行されて以降、国際勧告の改訂等

の提案はなく、今年度は審議案件がなかったことから、分科会としての活動は行っていない。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

国際会議は開催されなかった。 

 
3.2.9.3 呼気試験機分科会 

(1) 活動の概要 

呼気試験機分科会は、TC17/SC7「呼気試験機」の分野を担当している。この分野において日

本はPメンバーとして参加している。 

今年度の活動としては、4 件の審議勧告/草案等に対して、2 回の分科会開催及びメール審議に

より、2件を回答し、2件を継続審議（回答期限：2016年4月6日）にした。また本分科会から

初めて国際会議へ出席した。 

(2) 分科会の開催状況 

分科会の開催状況は、次のとおりである。 

1)第 1 回呼気試験機分科会 

日時：2015 年 6 月 9 日（火）14 時～16 時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：① R126「証拠用呼気アルコール分析計」第 1 次作業草案（1WD）について 

② 国際会議について 

審議事項： 
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 事前に各委員へ同作業草案を配信し、同作業草案への意見を募った。この意見を基に、幹

事国への回答について議論した。 

 国際会議（6 月 30 日－7 月 1 日）への出席は、今回は見送ることとした。 

 アルコール検知器協議会が 2015 年 4 月 8 日に発足し、活動を開始した旨の報告が行われ

た。 

 2015 年 1 月 23 日に道路交通法施行令の一部が改正され、呼気中のアルコールを検査する

ために、アルコール検知器を用いることが可能になったことを、事前に事務局から各委員に

連絡し、情報を共有した。 

2)第 2 回呼気試験機分科会 

日時：2016 年 1 月 21 日（木）13 時 45 分～16 時 

会場：グランドヒル市ヶ谷 

議題：①R126「証拠用呼気アルコール分析計」第 1 次委員会草案（1CD）について 

②国際会議（ドイツ・ベルリン）について 

審議事項： 

第 1 次作業草案への日本提出意見の反映状況の確認を行った。事前に各委員へ同作業草案

を配信し、同作業草案への意見を募った。この意見を基に、幹事国への回答について議論し

た。回答期限が、2016 年 4 月 6 日に延期になったため、今回の議論及び国際会議（2 月 23

日～2 月 24 日）を踏まえて書面審議を行い、回答を作成することになった。 

TC17/SC7「呼気試験機」国際会議の審議内容は、議事録等では十分に把握することは難

しい状況であり、会議への出席は重要である。本分科会から、国際会議への初の出席である

ことから、情報収集を第一の目的とすることを確認した。 

(3) 検討した国際勧告案等 

1) R126「証拠用呼気アルコール分析計 第 1 部：計量及び技術要件 第 2 部：計量管理及び性

能試験 第3部：試験報告書の様式」第1次作業草案（1WD） 

本国際勧告は、1998年版を改正するために、長期間にわたり審議を繰り返してきたが、加盟

国の意見が一致することはなかった。しかし1998年版から10年以上も経過していることから、

2012年開催の第47回CIML委員会において、加盟国の意見が一致されていないことを認めた

上で、最終国際勧告案（FDR）の発行及び改訂作業の継続が合意された。 

第1次作業草案は、2012年版から大幅な変更を必要とする内容になっていた。事前に各委

員へ同作業草案を配信し、同作業草案への意見を募った。この意見を基に、幹事国への回答に

ついて議論した。機能の保護に対する基本理念が一貫していないこと、標準ガスを供給する装

置に対する要求事項に一貫性がないこと、本文と附属書で内容の整合性が取れていないこと及

び記載内容、文言の意味が不明確なこと等13項目について、コメント及び提案をした。その

結果、「上部気道中のアルコールの存在の検知機能」に関しては、日本がこの機能は任意とす

べきという主旨の提案をしたのに対して、既に2013年10月に会議に出席したPメンバーの
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同意が得られているという事務局からの回答であった。その他の技術的な要求事項に関しては、

多くの項目が今後のミーティングで話し合われるということであった。 

2) R126「証拠用呼気アルコール分析計」に関する調査 

TC17/SC7から届いた呼気試験機に関する調査への回答案について書面審議した結果、日本

には該当する基準文書及び技術文書が存在しないという回答を行った。 

3) R126「証拠用呼気アルコール分析計 第 1 部：計量及び技術要件 第 2 部：計量管理及び性

能試験 第3部：試験報告書の様式」第1次委員会草案（1CD） 

第1次作業草案への日本提出意見の反映状況の確認を行った。「上部気道中のアルコールの

存在の検知機能」に関しては、日本の提案は通らなかった。しかしSC7事務局の意図が明確で

はない部分があったので、今後はその意図を確認していくことになった。回答期限が延期にな

ったので、2月の国際会議の状況を踏まえて意見を幹事国に回答することとなった。 

(4) 国際会議への出席 

以下のとおり 2 回の国際会議が開催された。 

1) 会議名：TC17/SC7「呼気試験機」国際会議 

開催日：2015 年 6 月 30 日（火）～7 月 1 日（水） 

開催場所：VSL（オランダ計量研究所）（オランダ・デルフト） 

日本からの出席者：なし 

2) 会議名：TC17/SC7「呼気試験機」国際会議 

開催日：2016 年 2 月 23 日（火）～2 月 24 日（水） 

開催場所：PTB（ドイツ物理工学研究所）（ドイツ・ベルリン） 

日本からの出席者：光明理化学工業株式会社 渡邉 敏弘 

         東海電子株式会社 杉本 哲也 

会議概要：・D11 に関する小ワーキング・グループの報告 

・ソフトウェアに関する小ワーキング・グループの報告 

・擾乱物質に関する小ワーキング・グループの報告 

・CD1 の各構成部分に関する議論、及びこれまで受け取ったコメントへの対応 

 
3.2.10 医療用計量器作業委員会 

(1) 活動の概要 

医療用計量器作業委員会は、TC18「医療用計量器」のうち、TC18/SC4「医療用電子機器」及

びTC18/SC5「医学研究用計測器」の分野を担当しており、作業委員会の下に血圧計分科会、体

温計分科会、眼圧計分科会がある。 

(2) 委員会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、作業委員会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 
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審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.10.1 血圧計分科会 

(1) 活動の概要 

血圧計分科会では、TC18/SC1「血圧計」の分野を担当している。 

①R16-1「機械式非観血血圧計」（1CD） 

SC1事務局は、2010年にOIML会員ホームページで第1次委員会草案（1CD）を公開した。 

この1CDではタイトルが現行版（2002年版）の「機械式非観血血圧計」から「非観血式非自

動血圧計」に変更された。ただし、何らかの通信上のトラブルにより、この文書に対する検討

依頼のメールは我が国には届かなかった。この 1CD は 2012 年のSC1 国際会議においても検

討されたことを考慮して、その後、2013年に我が国はタイトルを元に戻すことを要求するコメ

ントを提出した。 なお、その後、幹事国から次の草案が送付されていない。 

②R16-2 非観血自動血圧計（1WD） 

2011年にTC18/SC1「血圧計」に対してR16-2（1WD）への日本コメントを提出した。 

なお、その後、2012 年に TC18/SC1 国際会議が開催されているが、それ以降、幹事国から国

際勧告案は送付されていない。 

(2) 分科会の開催状況 

審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

(5) その他 

IEC/ISO血圧計委員会は、2014年11月に米国・ニューオリンズで国際会議を開催し、カフレ

ス、連続、24時間血圧の使用（ABPM）、運動負荷下、公共用と言ったジャンルの議論を開始し

た。 

 
3.2.10.2 体温計分科会 

(1) 活動の概要 

体温計分科会では、TC18/SC2「体温計」の分野を担当しているが、2003 年 12 月に今後の活

動方針についての調査結果とそれに基づく幹事国の方針案が各国に送付されて以降、全く動きが

ないことから、分科会の活動は行っていない。 

(2) 分科会の開催状況 
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審議する具体的な勧告草案等が提案されなかったため、分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

審議する具体的な勧告草案等は提案されなかった。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

 
3.2.10.3 眼圧計分科会 

(1) 活動の概要  

眼圧計分科会では、TC18の新規国際勧告案である「眼科医療器具－圧力式及び圧平式眼圧計」

について検討を行っているが、2012年5月に5CDに対して「コメントなし賛成」で投票したの

を最後に審議案件がないことから、今年度は分科会の活動を行っていない。 

(2) 分科会の開催状況 

分科会は開催しなかった。 

(3) 検討した国際勧告案等 

新規国際勧告案「眼科医療器具－圧力式及び圧平式眼圧計」CIML予備投票を経てR145とし

て発行された。 

(4) 国際会議への出席 

今年度は、国際会議が開催されなかった。 

(5) その他 

特になし。 
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＜参考＞ 

本文中で使われる略語を以下に記す。 

 
OIML（国際法定計量機関） 

BIML（国際法定計量機関事務局） 

CIML（国際法定計量委員会） 

TC（CIML技術委員会） 

SC（TC下の小委員会） 

PG（国際勧告案等を審議するプロジェクトグループ） 

CD（勧告草案） ※1CDは第1次委員会草案を指す。 

R（国際勧告）※R文書は第1部（計量及び技術的要求事項）、第2部（試験方法）、第3部（試験

報告書の様式）の3部から構成される。（例：R76-1） 

D（国際文書） 

DR（国際勧告案） 

FDR（最終国際勧告案） 

DA（国際修正文書案） 

WD（作業文書） 

G（ガイド文書）  

Pメンバー（TC及びSCの正参加国） 

Oメンバー（TC及びSCオブザーバー参加国） 
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ル

コ
ー

ル
分

析
計

　
第

１
部

：
計

量
及

び
技

術
要

件
　

第
２

部
：
計

量
管

理
及

び
性

能
試

験
　

第
３

部
：
試

験
報

告
書

の
様

式
　

第
１

次
作

業
草

案
（
１

W
D

)
1
5
/
4
/
2

1
5
/
6
/
3
0

1
5
/
6
/
2
9

環
境

・
分

析
計

量
器

作
業

委
員

会
呼

気
試

験
機

分
科

会

分
科

会
開

催
6
月

9
日

翻
訳

回
答

別
紙

５

1
0

T
C

9
/
S
C

2
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
1
-
3
 充

て
ん

用
自

動
は

か
り

　
第

３
部

：
試

験
報

告
書

の
様

式
 第

１
次

作
業

草
案

（
1
W

D
)

1
5
/
5
/
8

1
5
/
8
/
8

1
5
/
8
/
6

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

反
対

別
紙

6

1
1

T
C

7
/
S
C

5
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

P
R

1
2
9
-
1
,2

,3
　

「
荷

物
の

多
次

元
寸

法
シ

ス
テ

ム
」
　

第
１

次
委

員
会

草
案

（
１

C
D

)
1
5
/
6
/
1

1
5
/
9
/
4

1
5
/
8
/
3
1

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

回
答

別
紙

7

1
2

T
C

6
南

ア
フ

リ
カ

P
R

8
7
「
包

装
商

品
の

内
容

量
」
 国

際
勧

告
案

（
D

R
)へ

の
C

IM
L

予
備

投
票

1
5
/
6
/
2
5

1
5
/
9
/
2
4

1
5
/
9
/
2
4

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

包
装

商
品

分
科

会
分

科
会

開
催

9
月

4
日

翻
訳

賛
成

別
紙

8

1
3

B
IM

L
－

P
M

A
A

改
革

の
た

め
の

提
案

文
書

1
5
/
4
/
1
6

1
5
/
1
0
/
9

1
5
/
1
0
/
6

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

証
明

書
作

業
分

科
会

分
科

会
開

催
9
月

7
日

翻
訳

回
答

別
紙

9
 

1
4

T
C

1
1
/
S
C

3
ロ

シ
ア

P
R

1
8
「
線

状
消

失
式

高
温

計
」
定

期
見

直
し

1
5
/
7
/
3

1
5
/
1
0
/
2

1
5
/
9
/
2
4

計
量

器
作

業
委

員
会

放
射

温
度

計
測

分
科

会
メ

ー
ル

審
議

－
既

存
の

ま
ま

承
認

コ
メ

ン
ト

な
し

1
5

T
C

9
/
S
C

1
フ

ラ
ン

ス
・
ド

イ
ツ

P
R

7
6
「
非

自
動

は
か

り
」
定

期
見

直
し

1
5
/
7
/
3

1
5
/
1
0
/
2

1
5
/
9
/
2
4

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

改
定

別
紙

1
0

表
３

　
O

IM
L
国

際
勧

告
案

／
文

書
案

等
に

対
す

る
回

答
状

況
 (

2
0
1
5
.4

～
2
0
1
6
.3

)
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N
o
.

T
C

／
S
C

幹
事

国
参

加
資

格
審

議
勧

告
／

草
案

等
検

討
依

頼
日

回
答

期
限

回
答

日
審

議
作

業
委

員
会

審
議

対
応

翻
訳

回
答

状
況

コ
メ

ン
ト

1
6

T
C

9
/
S
C

3
ド

イ
ツ

P
R

1
1
1
「
精

度
等

級
　

E
1
, 
E
2
, 
F
1
, 
F
2
, 
M

1
, 
M

1
-
2
, 
M

2
, 
M

2
-
3

及
び

 M
3
 の

分
銅

」
定

期
見

直
し

1
5
/
7
/
3

1
5
/
1
0
/
2

1
5
/
9
/
2
4

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

改
定

別
紙

1
1

1
7

T
C

3
/
S
C

5
ア

メ
リ

カ
P

（
新

規
D

文
書

）
「
法

定
計

量
で

の
適

合
性

評
価

に
お

け
る

測
定

の
不

確
か

さ
の

役
割

」
国

際
文

書
案

（
D

D
)C

IM
L
予

備
投

票
1
5
/
7
/
1
4

1
5
/
1
0
/
1
3

1
5
/
1
0
/
9

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

不
確

か
さ

分
科

会
分

科
会

開
催

9
月

1
日

翻
訳

賛
成

別
紙

1
2

1
8

T
C

1
ポ

ー
ラ

ン
ド

P
V

1
 (

V
IM

L
)　

国
際

法
定

計
量

用
語

集
の

改
訂

作
業

に
対

す
る

コ
メ

ン
ト

1
5
/
8
/
2
4

1
5
/
1
0
/
3
1

1
5
/
1
2
/
1
0

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

回
答

別
紙

1
3

1
9

T
C

1
7
/
S
C

8
オ

ー
ス

ト
ラ

リ
ア

P
（
新

規
R

文
書

）
 「

穀
物

及
び

油
脂

種
子

の
蛋

白
質

計
」
国

際
勧

告
案

（
D

R
) 

C
IM

L
 予

備
投

票
1
5
/
8
/
1
4

1
5
/
1
1
/
1
3

1
5
/
1
1
/
1
1

環
境

・
分

析
計

量
器

作
業

委
員

会
水

分
計

測
分

科
会

メ
ー

ル
審

議
－

賛
成

別
紙

1
4

2
0

B
IM

L
,

T
C

8
/
S
C

3
&

T
C

8
/
S
C

7

B
IM

L
,

ア
メ

リ
カ

・
ド

イ
ツ

＆
オ

ラ
ン

ダ
P

R
1
1
7
「
水

以
外

の
液

体
用

動
的

計
量

シ
ス

テ
ム

」
 &

 R
1
4
0

「
ガ

ス
燃

料
の

計
量

シ
ス

テ
ム

」
 勧

告
文

書
の

改
訂

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

参
加

資
格

確
認

1
5
/
8
/
2
4

1
5
/
1
1
/
2
1
?

1
5
/
1
2
/
7

体
積

計
作

業
委

員
会

燃
料

油
メ

ー
タ

ー
分

科
会

体
積

計
作

業
委

員
会

燃
料

油
メ

ー
タ

ー
分

科
会

ガ
ス

メ
ー

タ
ー

分
科

会

関
係

者
で

審
議

－
回

答
（
P

メ
ン

バ
ー

で
参

加
）

－

2
1

T
C

7
/
S
C

4
ア

メ
リ

カ
P

R
9
1
 附

属
書

 「
自

動
車

の
速

度
測

定
用

レ
ー

ダ
ー

装
置

」
 付

属
書

案
1
5
/
1
0
/
6

1
5
/
1
1
/
3
0

1
5
/
1
2
/
1
0

計
量

器
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

回
答

コ
メ

ン
ト

な
し

2
2

T
C

1
7
/
S
C

7
フ

ラ
ン

ス
・
ド

イ
ツ

P
R

1
2
6
「
証

拠
用

呼
気

ア
ル

コ
ー

ル
分

析
計

」
に

関
す

る
調

査
1
5
/
1
1
/
1
7

1
5
/
1
1
/
3
0

1
6
/
1
/
4

呼
気

試
験

機
分

科
会

メ
ー

ル
審

議
－

回
答

別
紙

1
5

2
3

T
C

4
ス

ロ
バ

キ
ア

P
D

8
「
標

準
器

の
選

択
、

承
認

、
使

用
、

管
理

及
び

文
書

化
に

関
す

る
原

則
」
作

業
草

案
(W

D
)

1
5
/
1
0
/
6

1
6
/
1
/
1

1
6
/
3
/
9

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

回
答

別
紙

1
6

2
4

T
C

9
/
S
C

2
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
1
-
1
 「

充
て

ん
用

自
動

は
か

り
 第

1
部

：
計

量
・
技

術
要

件
－

試
験

 」
第

2
次

作
業

草
案

(2
W

D
)

1
5
/
9
/
3

1
6
/
1
/
2
2

1
6
/
1
/
2
0

質
量

計
作

業
委

員
会

委
員

会
開

催
1
0
月

1
5
日

翻
訳

回
答

別
紙

1
7

2
5

T
C

9
/
S
C

2
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
1
-
2
 「

充
て

ん
用

自
動

は
か

り
 第

2
部

：
試

験
手

順
 」

第
2

次
作

業
草

案
(2

W
D

)
1
5
/
9
/
3

1
6
/
1
/
2
2

1
6
/
1
/
2
0

質
量

計
作

業
委

員
会

委
員

会
開

催
1
0
月

1
5
日

翻
訳

回
答

別
紙

1
8

2
6

T
C

9
/
S
C

2
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
1
-
,3

 「
充

て
ん

用
自

動
は

か
り

 第
3
部

：
試

験
報

告
書

の
様

式
 」

第
2
次

作
業

草
案

(2
W

D
)

1
5
/
9
/
3

1
6
/
1
/
2
2

1
6
/
1
/
2
0

質
量

計
作

業
委

員
会

委
員

会
開

催
1
0
月

1
5
日

翻
訳

回
答

別
紙

1
9

2
7

T
C

8
/
S
C

3
ア

メ
リ

カ
・
ド

イ
ツ

P
R

1
1
7
「
水

以
外

の
液

体
用

動
的

計
量

シ
ス

テ
ム

」
 改

定
の

た
め

の
特

別
チ

ー
ム

へ
の

参
加

募
集

1
6
/
2
/
6

1
6
/
2
/
1
8

1
6
/
2
/
2
6

体
積

計
作

業
委

員
会

燃
料

油
メ

ー
タ

ー
分

科
会

メ
ー

ル
審

議
－

回
答

（
参

加
）

－

2
8

T
C

9
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
0
-
1
&
2
「
ロ

ー
ド

セ
ル

の
規

定
　

第
1
部

：
計

量
・
技

術
要

件
第

2
部

：
計

量
管

理
及

び
性

能
試

験
」
第

4
次

委
員

会
草

案
(4

C
D

)
1
5
/
1
1
/
1
9

1
6
/
2
/
2
8

1
6
/
3
/
8

質
量

計
作

業
委

員
会

質
量

計
用

ロ
ー

ド
セ

ル
分

科
会

委
員

会
開

催
1
月

2
2
日

翻
訳

反
対

別
紙

2
0

2
9

T
C

9
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
0
-
3
「
ロ

ー
ド

セ
ル

の
規

定
　

第
3
部

：
試

験
報

告
書

様
式

」
作

業
草

案
(W

D
)

1
5
/
1
1
/
1
9

1
6
/
2
/
2
8

1
6
/
3
/
8

質
量

計
作

業
委

員
会

質
量

計
用

ロ
ー

ド
セ

ル
分

科
会

委
員

会
開

催
1
月

2
2
日

－
反

対
別

紙
2
1

3
0

T
C

6
南

ア
フ

リ
カ

P
（
新

規
G

文
書

）
包

装
商

品
認

証
シ

ス
テ

ム
の

た
め

の
手

引
き

（
G

C
O

P
）
第

2
次

委
員

会
草

案
（
2
C

D
)

1
5
/
1
2
/
3

1
6
/
3
/
2

1
6
/
3
/
2

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

包
装

商
品

分
科

会
委

員
会

開
催

2
月

2
4
日

翻
訳

賛
成

別
紙

2
2

3
1

B
IM

L
－

P
R

1
8
「
線

状
消

失
式

高
温

計
」
定

期
見

直
し

1
5
/
1
2
/
7

1
6
/
3
/
4

1
5
/
1
2
/
9

計
量

器
作

業
委

員
会

放
射

温
度

計
測

分
科

会
メ

ー
ル

審
議

－
既

存
の

ま
ま

承
認

コ
メ

ン
ト

な
し
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N
o
.

T
C

／
S
C

幹
事

国
参

加
資

格
審

議
勧

告
／

草
案

等
検

討
依

頼
日

回
答

期
限

回
答

日
審

議
作

業
委

員
会

審
議

対
応

翻
訳

回
答

状
況

コ
メ

ン
ト

3
2

B
IM

L
－

P
R

5
1
「
自

動
捕

捉
式

は
か

り
」
定

期
見

直
し

1
5
/
1
2
/
7

1
6
/
3
/
4

1
6
/
3
/
1

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

改
訂

別
紙

2
3

3
3

B
IM

L
－

P
R

7
6
「
非

自
動

は
か

り
」
定

期
見

直
し

1
5
/
1
2
/
7

1
6
/
3
/
4

1
6
/
3
/
1

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

改
訂

別
紙

1
0
＊

3
4

B
IM

L
－

P
R

1
1
1
「
精

度
等

級
　

E
1
, 
E
2
, 
F
1
, 
F
2
, 
M

1
, 
M

1
-
2
, 
M

2
, 
M

2
-
3

及
び

 M
3
 の

分
銅

」
定

期
見

直
し

1
5
/
1
2
/
7

1
6
/
3
/
4

1
6
/
3
/
1

質
量

計
作

業
委

員
会

メ
ー

ル
審

議
－

改
訂

別
紙

1
1
＊

3
5

B
IM

L
－

P
R

5
1
, 
R

7
6
, 
R

1
1
1
へ

の
追

加
の

質
問

1
5
/
1
2
/
7

1
6
/
3
/
4

1
6
/
3
/
1

質
量

計
作

業
委

員
会

関
係

者
で

審
議

－
回

答
別

紙
2
4

3
6

T
C

9
/
S
C

2
イ

ギ
リ

ス
P

R
6
1
-
2
「
充

て
ん

用
自

動
は

か
り

　
第

2
部

：
試

験
手

順
」
附

属
書

C
へ

の
オ

ラ
ン

ダ
意

見
へ

の
コ

メ
ン

ト
1
6
/
2
/
1
9

1
6
/
3
/
1
8

1
6
/
3
/
9

質
量

計
作

業
委

員
会

関
係

者
で

審
議

－
回

答
別

紙
2
5

3
7

T
C

1
7
/
S
C

6
ロ

シ
ア

O
(新

規
R

ま
た

は
D

文
書

）
微

粒
子

測
定

に
関

す
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

「
大

気
中

の
微

粒
子

濃
度

測
定

器
の

た
め

の
階

級
図

式
」

1
6
/
1
/
4

1
6
/
3
/
2
4

1
6
/
3
/
7

環
境

・
分

析
計

量
器

作
業

委
員

会
メ

ー
ル

審
議

－
回

答
コ

メ
ン

ト
な

し

3
8

T
C

1
7
/
S
C

6
ロ

シ
ア

O
(新

規
R

文
書

）
微

粒
子

測
定

に
関
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濃
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境
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/
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文
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法

定
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で
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評
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測
定
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さ
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役
割
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へ

の
意

向
調

査
1
6
/
2
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2
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1
6
/
3
/
2
4

計
量

規
則

等
作

業
委

員
会

不
確

か
さ

分
科

会

4
0

T
C

1
7
/
S
C

7
フ

ラ
ン

ス
・
ド

イ
ツ

P
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1
2
6
-
1
&
2
 証

拠
用

呼
気

ア
ル

コ
ー

ル
分

析
計

　
第

１
部

：
計

量
及

び
技

術
要

件
　

第
２

部
：
計

量
管

理
及

び
性

能
試

験
」

第
1
次

委
員

会
草

案
（
1
C

D
)

1
5
/
1
2
/
1
9

1
6
/
4
/
6

環
境

・
分

析
計

量
器

作
業

委
員

会
呼

気
試

験
機

分
科

会

委
員

会
開

催
2
月

2
1
日

翻
訳

4
1

T
C

1
7
/
S
C

7
フ

ラ
ン

ス
・
ド

イ
ツ

P
R

1
2
6
-
3
 証

拠
用

呼
気

ア
ル

コ
ー

ル
分

析
計

　
第

３
部

：
試

験
報

告
書

の
様

式
　

第
1
次

委
員

会
草

案
(１

C
D

)
1
5
/
1
2
/
1
9

1
6
/
4
/
6

環
境

・
分

析
計

量
器

作
業

委
員

会
呼

気
試

験
機

分
科

会

委
員

会
開

催
2
月

2
1
日

－

※
回

答
状

況
欄

「
賛

成
」
で

、
コ

メ
ン

ト
欄

に
「
別

紙
○

」
と

あ
る

の
は

、
「
別

紙
○

」
の

コ
メ

ン
ト

を
付

け
て

「
賛

成
投

票
」
し

た
こ

と
を

示
し

ま
す

。
＊

国
際

法
定

計
量

事
務

局
（
B

IM
L
）
か

ら
依

頼
の

あ
っ

た
既

存
文

書
の

見
直

し
に

関
す

る
意

向
調

査
に

関
し

て
、

幹
事

国
か

ら
の

検
討

依
頼

時
と

同
じ

コ
メ

ン
ト

を
付

け
て

回
答

し
ま

し
た

。
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 d
ra

ft.

我
々
は
、

本
文

書
の
基

本
的

目
的
及

び
概

念
に
つ

い
て

、
再
考

さ
れ

る
べ
き

で
あ

る
と
考

え
る

。
以
下

の
我

々
の
コ

メ
ン

ト
が
前

向
き

に
考
慮

さ
れ

る
な
ら

ば
、

我
々
は
将

来
の

委
員
会

草
案

の
改
定

版
を

支
持
す

る
で

あ
ろ
う

。

JP
Th

e 
co

nt
en

t o
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 p
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ro
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 p
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st
ru

m
en

ts
 m

ea
su

rin
g 

th
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vi
sc

os
ity

 o
f l

iq
ui

ds
) w

ith
 a

 s
im

ila
r o

bj
ec

tiv
e.

こ
の
文
書

（
4C

D
）

の
内
容
は

、
密
度

の
ト

レ
ー
サ

ビ
リ

テ
ィ
測

定
手

順
に
用

い
ら

れ
る
階

層
図

モ
デ
ル

を
提

示
す
る

こ
と

か
と
思

わ
れ

る
。

し
た
が
っ

て
、

こ
の
文

書
の

目
的
は

、
特

定
の
計

量
器

の
技
術

要
求

事
項
を

規
定

す
る
こ

と
を

目
的
と

し
た

O
IM

L
勧

告
の
範
疇

に
は

、
該
当

し
な

い
。
こ

う
し

た
理
解
に

基
づ

い
て
、

我
々

は
こ
の

文
書

を
国
際

文
書

（
D
）

又
は

ガ
イ
ド

（
G
）

と
し
て
起

草
さ
れ

る
こ

と
を
強

く
要

請
す
る

。
参

考
ま
で

に
、

O
IM

L
は

似

た
よ
う
な

目
的

で
、

D
17

「
液
体
の

粘
度

測
定
器

の
階

級
図
式

」
を

既
に
規

定
し

て
い
る

。

JP
Th

e 
va
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nd
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 u
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 d
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he
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ld
 b

e 
re
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ed
 a

nd
 re
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d 
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 o
rd

er
 to

 p
ro
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de

 a
n 

up
-to

-d
at

e
hi

er
ar

ch
y 

sc
he

m
e 

fo
r t

ra
ce

ab
ili

ty
.  

こ
の
草
案

で
使

わ
れ
て

い
る

数
値
や

定
数

は
、
現

在
で

は
使
用

さ
れ

て
い
な

い
。

最
新
の

ト
レ

ー
サ
ビ

リ
テ

ィ
の
階

層
図

を
提
示

す
る

た
め
に

、
こ

れ
ら
は

再

考
・
修
正

さ
れ

る
べ
き

で
あ

る
。
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 S
ch

em
e"

 が
本

文
に

無
い
。

添
付

さ
れ
た

図
（

di
ag

ra
m
）

が
そ
れ

に
該

当
す
る

の
か

も
し
れ

な
い

が
、
確

信
が

な
い
。

こ

の
節
に
関

し
て

、
修
正

が
必

要
。
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Comments and proposal from Japan
on the Working Draft

TC17SC4 “Traceability of results obtained in measurements of electrolytic conductivity”

TC17SC4「導電率の測定結果に対するトレーサビリティー」

作業草案への日本のコメントと提案

Submitted on: 15 May, 2015
Organization: National Metrology Institute of Japan
Contact persons: Dr. Yukinobu Miki and Dr. Tsuyoshi Matsumoto

<ty-matsumoto@aist.go.jp>

Although Japan replied that 'we had no comments' on May13, 2015, we would like to add minor 
and editorial comments as followings.

我が国は 2015 年 5 月 13 日に「コメントなし」で回答したが、以下の編集的で微小なコ

メントを追加したい。

1. Clause 1 of terminology (p.2)
The definition of "electrolytic conductivity" seems to be written for "electrical conductivity" of 
solid. It should be rewritten for electrolytic conductivity (EC) of electrolyte. We therefore 

propose a simple correction by replacing “substance” with “electrolyte.” (There are two places 
to be corrected.)

１．用語の第１項（p.2）
「電解伝導率」の定義は「電気伝導率」の定義として書かれているように見える。これ

は電解伝導率（EC）のために書かれるべきである。我々は簡単な修正、即ち「物質」

を「電解質」に修正することを提案する。

2. Principle of measurements (p.3)

Correct the unit of current density vector (J) from “A/m” to “A/m2” using a square meter for the 
denominator. This unit appears in the description “where j - current density vector, A/m” in the 
fourth line of page 3.

２．測定原理（p.3）
電流密度ベクトル（J）の単位を、分母に平方メートルを使って「A/m」から「A/m2」

に修正する。この単位は３ページの第 4 行「ここで j は電流密度ベクトル A/m である」

という記述に現れる。
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る
。

 

N
ot

e 
2:

 T
hi

s 
te

rm
 re

la
te

s 
to

 s
pe

ci
fic

at
io

ns
 o

n 
a 

pr
ep

ac
ka

ge
 a

nd
 d

oe
s 

no
t a

cc
ou

nt
 fo

r 
th

e 
ac

tu
al

 q
ua

nt
ity

 in
 a

n 
in

di
vi

du
al

 p
re

pa
ck

ag
e.

 T
he

 p
ro

ce
du

re
s 

fo
r d

et
er

m
in

in
g 

w
he

th
er

 a
n 

in
sp

ec
tio

n 
lo

t m
ee

ts
 re

gu
la

to
ry

 re
qu

ire
m

en
ts

 u
nd

er
 a

 d
ec

la
ra

tio
n 

of
 a

 
co

ns
ta

nt
 n

om
in

al
 q

ua
nt

ity
 a

re
 p

ro
vi

de
d 

in
 O

IM
L 

R
 8

7.
 

付
記

2：
 こ

の
用

語
は
、
包

装
の
仕

様
に
関

連
し
て
い
る
が
、
個

々
の
包

装
に
含

ま
れ
る
実

際
の
数

量
を
明

ら
か
に
し
て
い
な
い
。
検

査
ロ
ッ
ト
が
規

制
要

件
を
満

た
し
て
い
る
か
否

か
を
判

断
す

る
手

順
は
、
一

定
の
公

称
量
の
表
示

の
下
に

O
IM

L 
R 

87
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。

 

 

JP
 

5 
Q

ua
nt

ity
 

de
cl

ar
at

io
ns

 
5.

4 
量
の
表
示

 

A
n 

ex
pl

an
at

io
n 

of
 th

e 
am

bi
gu

ou
s 

ex
pr

es
si

on
 “t

he
 la

rg
es

t w
ho

le
 u

ni
t” 

in
 5

.4
 a

) i
s 

ne
ce

ss
ar

y 
fo

r n
on

-E
ng

lis
h-

sp
ea

ki
ng

 c
ou

nt
rie

s.
 W

e 
pr

ov
id

ed
 a

n 
ex

am
pl

e 
of

 th
e 

ex
pl

an
at

io
n 

in
 N

ot
e 

2 
as

 s
ho

w
n 

be
lo

w
 (u

nd
er

lin
ed

). 
P

le
as

e 
co

rr
ec

t t
he

 e
xa

m
pl

e 
if 

ou
r 

un
de

rs
ta

nd
in

g 
is

 in
co

rr
ec

t. 
In

 a
dd

iti
on

, w
e 

pr
op

os
e 

a 
re

vi
si

on
 o

f 5
.4

 b
) f

or
 c

la
rif

ic
at

io
n 

as
 s

ho
w

n 
be

lo
w

. N
o 

ch
an

ge
s 

ar
e 

pr
op

os
ed

 fo
r t

he
 it

em
s 

c)
 a

nd
 d

). 
5.

4 
a)
の
曖
昧
な
表
現
「
最
大

単
位
」
に
関
す

る
説
明
が
、
非

英
語
圏
の
国

々
の
た
め
に
は
必
要

で
あ
る
。

説
明
の
例
を
以
下
の
通
り

N
ot

e 
2
に
示

し
た
（
下

線
）
。
も
し
我
々

の
理

解
が
正

し
く
な
け
れ
ば

、
こ
の
例
を

修
正
し
て
い
た
だ
き
た
い
。
さ
ら
に
明
確
化

の
た
め
、

5.
4 

b)
の
修

正
を
以

下
の
通

り
提

案
す

る
。
項

目
c)
と

d)
に
は
修
正

提
案
は
な
い
。

 

5.
4 

Th
e 

no
m

in
al

 q
ua

nt
ity

 s
ha

ll:
 

公
称

量
は
、
次

の
通

り
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

a)
 b

e 
ex

pr
es

se
d 

in
 te

rm
s 

of
 th

e 
la

rg
es

t w
ho

le
 u

ni
t o

f m
as

s,
 v

ol
um

e,
 le

ng
th

, a
re

a,
 o

r a
 

co
m

bi
na

tio
n 

of
 th

es
e 

un
its

 in
 th

e 
de

ci
m

al
 s

ys
te

m
 in

 a
cc

or
da

nc
e 

w
ith

 A
nn

ex
 A

; 
a)

 附
属
書

A
に
従

っ
て
、
質

量
、
体

積
、
長

さ
、
面

積
の
公

称
量

を
超

え
な
い
最

大
単

位
又

は
そ
れ
ら
単

位
の
組

合
せ

を
用

い
、
（端

数
は
分

数
で
な
く
）十

進
法

の
小

数
で
表

わ
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
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3 
 

N
ot

e 
1:

 L
en

gt
h 

in
cl

ud
es

 a
ll 

lin
ea

r m
ea

su
re

m
en

ts
 s

uc
h 

as
 w

id
th

, h
ei

gh
t, 

th
ic

kn
es

s 
an

d 
di

am
et

er
. 

備
考
１
：長

さ
に
は
、
幅
、
高

さ
、
太
さ
及

び
直
径

な
ど
の
す

べ
て
の
直

線
測
定
が
含

ま
れ
る
。

 

N
ot

e 
2:

 T
he

 te
rm

 ‘t
he

 la
rg

es
t w

ho
le

 u
ni

t’ 
m

ea
ns

 a
 n

um
er

ic
al

 e
xp

re
ss

io
n 

w
ith

 a
 n

um
be

r 
eq

ua
l o

r m
or

e 
th

an
 u

ni
ty

, f
or

 e
xa

m
pl

e 
1.

23
 k

g 
or

 1
2.

3 
kg

 a
nd

 n
ot

 0
.1

23
 k

g.
 

備
考

２
：「

最
大

単
位

」と
い
う
語

は
、

1
以

上
の
数
に
よ
る
数
値
的
表

現
を
意
味
す
る
。
例
え
ば
、

1.
23

 k
g
あ

る
い
は

12
.3

 k
g
で
あ
っ
て
、

0.
12

3 
kg

で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

 

b)
 n

ot
 h

av
e 

m
or

e 
th

an
 th

re
e 

si
gn

ifi
ca

nt
 fi

gu
re

s 
irr

es
pe

ct
iv

e 
of

 w
he

re
 a

 d
ec

im
al

 
in

di
ca

to
r i

s 
pl

ac
ed

, p
ro

vi
de

d 
th

at
 th

e 
de

cl
ar

at
io

n 
co

m
pl

ie
s 

in
 c

om
pl

ia
nc

e 
w

ith
 th

e 
ru

le
s 

sp
ec

ifi
ed

 b
y 

Ta
bl

e 
A

.2
 a

nd
 u

nl
es

s 
th

e 
re

qu
ire

m
en

ts
 e

xc
ep

t f
or

 th
e 

ca
se

 o
f 5

.4
 c

) a
pp

ly
, 

fo
r e

xa
m

pl
e 

5.
55

 k
g 

an
d 

no
t 5

.5
55

 k
g.

 T
hi

s 
ru

le
 h

ow
ev

er
 d

oe
s 

no
t a

pp
ly

 to
 th

e 
ca

se
 o

f 
5.

4 
c)

; 

表
示
が
表

A.
2
に
準
拠
し
て
い
る
こ
と
及
び

5.
4 

(c
)の

要
件

が
適

用
さ
れ
な
い
こ
と
を
条

件
と
し
て
、
小

数
点

が
置
か
れ
て
い
る
位

置
に
か
か
わ
ら
ず

有
効
桁
数

3
桁

以
上

を
も
っ
て
い
て
は
な
ら
な
い
。
例

え
ば

、
5.

55
 

kg
で
あ
っ
て
、

5.
55

5 
kg

で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
こ
の
規
則
は

5.
4 

(c
)の

場
合

に
お

い
て
は
適

用
さ
れ
な
い
。

 

c)
 w

he
re

 in
di

ca
te

d 
by

 m
ea

ns
 o

f a
 la

be
l p

rin
te

d 
by

 a
 m

ea
su

rin
g 

in
st

ru
m

en
t t

he
 ru

le
 in

 
5.

4 
b)

 d
oe

s 
no

t a
pp

ly
 a

nd
 th

e 
qu

an
tit

y 
de

cl
ar

at
io

n 
m

ay
 b

e 
le

ss
 th

an
 a

 w
ho

le
 n

um
be

r, 
fo

r e
xa

m
pl

e 
0.

98
8 

kg
; 

測
定
器
に
よ
っ
て
印
字
し
た
ラ
ベ
ル
を
使
っ
て
指

示
す

る
場
合
、

5.
4 

(b
)の

規
定

は
適

用
さ
れ
ず

、
そ
の
量

の
表
示
は
、
例

え
ば
、

0.
98

8 
kg

の
よ
う
に
整
数
未
満

で
あ
っ
て
も
よ
い
。

 

d)
 w

he
n 

in
 te

rm
s 

of
 c

ou
nt

, b
e 

ex
pr

es
se

d 
in

 w
ho

le
 n

um
be

rs
.  

計
数
で
表
す

場
合
、
公
称

量
は
整

数
で
示
さ
れ
る
。

 
JP

 
A

nn
ex

 A
  

Ta
bl

e 
A

.2
 

Fo
ot

no
te

 

C
or

re
ct

 m
is

pr
in

ts
 a

s 
sh

ow
n 

be
lo

w
. 

以
下

に
示

す
よ
う
に
、
誤

記
を
修

正
。
（
以

下
省

略
）

 

P
re

se
nt

: 
a)

 S
ee

 5
.5

 a
), 

c)
, d

), 
f) 

an
d 

g)
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4 
 

b)
 S

ee
 5

.5
 b

), 
c)

, d
) a

nd
 g

) 
c)

 S
ee

 5
.5

 f)
 

C
or

re
ct

: 
a)

 S
ee

 5
.5

 a
), 

c)
, e

), 
f) 

an
d 

g)
 

b)
 S

ee
 5

.5
 b

), 
c)

, e
) a

nd
 g

) 
c)

 S
ee

 5
.5

 f)
 

 
JP

 
A

nn
ex

 B
 

B
.4

.5
 

W
e 

pr
op

os
e 

th
e 

fo
llo

w
in

g 
ch

an
ge

s 
(u

nd
er

lin
ed

) f
or

 c
la

rif
ic

at
io

n 
of

 th
e 

w
or

di
ng

 “s
tic

k 
on

”. 
P

le
as

e 
co

rr
ec

t t
hi

s 
pr

op
os

al
 if

 o
ur

 u
nd

er
st

an
di

ng
 is

 in
co

rr
ec

t. 

B
.4

.5
 W

he
re

 th
e 

ne
t c

on
te

nt
 a

pp
ea

rs
 o

n 
a 

st
ic

k 
on

 s
tic

ky
 la

be
l p

rin
te

d 
by

 a
 m

ea
su

rin
g 

in
st

ru
m

en
t a

pp
ro

ve
d 

fo
r u

se
 in

 tr
ad

e 
th

e 
he

ig
ht

 o
f t

he
 in

di
ca

tio
n 

sh
al

l b
e 

no
t l

es
s 

th
an

 
or

 n
ee

d 
ex

ce
ed

 2
 m

m
 ir

re
sp

ec
tiv

e 
of

 th
e 

si
ze

 o
f t

he
 p

re
pa

ck
ag

e.
 

以
下
の
文
章

の
st

ic
k 

on
の
意
味
が
分
か
り
に
く
い
の
で
、
下
記
の
修
正

を
提
案
す
る
。
も
し
我
々
の
理

解

が
正

し
く
な
け
れ
ば

、
こ
の
提

案
を
修

正
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

 

正
味
容
量
が
取
引
で
の
使

用
を
承
認
さ
れ
た
測
定

器
に
よ
っ
て
印
字

さ
れ
た
ラ
ベ

ル
上
の
ス
テ
ィ
ッ
ク
シ
ー

ル
状

の
ラ
ベ

ル
に
示

さ
れ
て
い
る
場

合
、
そ
の
表

示
の
高

さ
は
、
包

装
商

品
の
寸

法
と
は
か
か
わ
り
な
く
、

2 
m

m
よ
り
大

き
く
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
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B
IM

L 
 

1 
 C
om

m
en

ts
 o

n:
  

O
IM

L
 T

C
 4

/ D
 1

0 
W

D
   

   
 G

ui
de

lin
es

 fo
r 

th
e 

de
te

rm
in

at
io

n 
of

 c
al

ib
ra

tio
n 

in
te

rv
al

s o
f m

ea
su

ri
ng

 in
st

ru
m

en
ts

 
Se

cr
et

ar
ia

t: 
SL

O
V

A
K

IA
 

C
irc

ul
at

io
n 

da
te

: 1
6 

M
ar

ch
 2

01
5 

C
lo

si
ng

 d
at

e 
fo

r c
om

m
en

ts
: 1

6 
Ju

ne
 2

01
5 

M
em

be
r 

St
at

e’
s C

on
ta

ct
 In

fo
rm

at
io

n:
 

Y
uk

in
ob

u 
M

ik
i (

y.
m

ik
i@

ai
st

.g
o.

jp
) a

nd
 T

su
yo

sh
i M

at
su

m
ot

o 
(ty

-m
at

su
m

ot
o@

ai
st

.g
o.

jp
) 

N
at

io
na

l M
et

ro
lo

gy
 In

st
itu

te
 o

f J
ap

an
 

 Pa
ge

 
C

la
us

e 
C

om
m

en
ts

 
C

om
m

en
ts

 (N
IT

E)
（
削

除
予

定
）

 
6 

1.
 In

tro
du

ct
io

n 
W

e 
pr

op
os

e 
to

 a
dd

 C
la

us
e 

7.
2.

3 
(tr

ac
ea

bi
lit

y)
 o

f I
SO

 1
00

12
 (2

00
3)

 in
to

 th
e 

in
te

rn
at

io
na

l 
st

an
da

rd
s c

ite
d 

in
 "

in
tro

du
ct

io
n"

. 
 「

序
論

」
で

引
用

さ
れ

て
い

る
国

際
規

格
に

IS
O

 1
00

12
の

7.
2.

3
項

（
ト

レ
ー

サ
ビ

リ
テ

ィ

ー
）

も
追

加
す

る
こ

と
を

提
案

す
る

。
 

導
入

と
し

て
さ

ま
ざ

ま
な

規
格

の
校

正
・
ト

レ
ー

サ
ビ

リ

テ
ィ

要
件

を
引

用
し

、
今

回
17

02
0,

 1
70

43
, 1

51
89

、

ガ
イ

ド
34

の
要

求
事

項
も

追
加

し
て

い
ま

す
が

、

10
01

2 
7.

3.
2

も
入

れ
た

方
が

よ
い

の
で

は
な

い
で

し
ょ

う
か

。
 

7 

1.
 In

tro
du

ct
io

n 
 9th

 li
ne

 fr
om

 th
e 

bo
tto

m
 

下
か

ら
9
行

目
 

In
 th

e 
do

t p
oi

nt
 c

ite
d 

be
lo

w
, t

he
 te

rm
 "

in
di

re
ct

" 
in

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s s

ee
m

s  
un

ne
ce

ss
ar

y.
 

Pl
ea

se
 e

xp
la

in
 if

 it
 is

 n
ee

de
d.

 
• s

ig
ni

fic
an

ce
 o

f m
ea

su
ri

ng
 in

st
ru

m
en

t i
n 

re
la

tio
n 

to
 m

ea
su

re
m

en
t r

es
ul

t o
f (

in
di

re
ct

) 
m

ea
su

re
m

en
t o

f q
ua

nt
ity

; 
以

下
に

引
用

さ
れ

て
い

る
箇

条
書

き
の

「
間

接
的

に
」

と
い

う
用

語
は

不
要

で
は

な
い

か
。

も
し

必
要

な
ら

説
明

し
て

ほ
し

い
。

（
以

下
省

略
）

 

決
定

要
因

と
し

て
、

「
測

定
対

象
量

の
測

定
結

果
に

関

す
る

測
定

器
の

重
要

性
」
に

つ
い

て
追

加
す

る
の

に

異
論

は
あ

り
ま

せ
ん

が
、

(in
di

re
ct

)が
つ

い
て

い
る

意

味
が

不
明

で
す

。
 

8 

1.
 In

tro
du

ct
io

n 
an

d 
bi

bl
io

gr
ap

hy
 11

th
 li

ne
 fr

om
 

th
e 

to
p 

上
か

ら
11

行
目

Th
e 

ol
d 

ve
rs

io
n 

of
 IS

O
 1

00
12

-1
 (1

99
2)

 is
 st

ill
 c

ite
d 

as
 th

e 
re

fe
re

nc
e 

[2
]. 

W
e 

co
ns

id
er

 it
 

m
ay

 n
ot

 b
e 

ne
ce

ss
ar

y.
 P

le
as

e 
ex

pl
ai

n 
if 

it 
is

 n
ee

de
d.

  
IS

O
 1

00
12

（
19

92
）

の
古

い
バ

ー
ジ

ョ
ン

が
、

ま
だ

参
考

資
料

[2
]と

し
て

使
わ

れ
て

い
る

。

我
々

は
こ

れ
は

必
要

無
い

の
で

は
な

い
か

と
考

え
る

。
も

し
必

要
な

ら
、

説
明

し
て

い
た

だ

き
た

い
。

 

敢
え

て
IS

O
 1

00
12

の
旧

規
格

を
残

し
て

い
る

意
図

は
？

 

8 
 

下
か

ら
１

５
行

目
の

追
記

 
（
削

除
）

 
特

に
異

論
な

し
。

 

8 
 

下
か

ら
１

０
行

目
、

１
２

行
目

 
（
削

除
）

 
７

ペ
ー

ジ
に

列
挙

さ
れ

た
決

定
要

因
に

併
せ

て
重

要

度
の

順
番

を
揃

え
る

た
め

の
入

れ
替

え
で

あ
れ

ば
、
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別
紙
３



 
Pa

ge
 2

 o
f 2

 

特
段

異
論

な
し

。
 

9 

3.
 M

et
ho

ds
 o

f 
re

vi
ew

in
g 

ca
lib

ra
tio

n 
in

te
rv

al
s 

 7th
 li

ne
 fr

om
 th

e 
to

p 
上

か
ら

７
行

目
 

In
 th

e 
fir

st
 se

nt
en

ce
, m

in
im

al
 3

 c
on

se
cu

tiv
e 

re
su

lts
 o

f c
al

ib
ra

tio
n 

ar
e 

re
qu

ire
d.

 W
e 

co
ns

id
er

 th
is

 m
in

im
al

 n
um

be
r s

ho
ul

d 
be

 d
ec

id
ed

 c
as

e 
by

 c
as

e.
 A

re
 th

er
e 

an
y 

re
as

on
s o

r 
ba

ck
gr

ou
nd

s t
ha

t t
he

 m
in

im
al

 n
um

be
r s

ho
ul

d 
be

 th
re

e?
 

最
初

の
文

章
で

、
最

低
必

要
な

連
続

し
た

校
正

の
数

が
３

で
あ

る
こ

と
が

要
求

さ
れ

て
い

る
。

我
々

は
最

低
数

は
場

合
に

よ
り

決
定

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

と
考

え
る

。
こ

の
最

低
数

が

３
で

あ
る

こ
と

に
つ

い
て

何
か

理
由

や
背

景
が

あ
る

の
か

？
（

産
総

研
：

N
IT

E
委

員
の

ご
主

張
が

曖
昧

で
あ

っ
た

の
で

こ
の

よ
う

に
解

釈
し

ま
し

た
が

、
宜

し
い

で
し

ょ
う

か
？

）
 

定
期

的
校

正
が

確
立

さ
れ

た
と

い
う

の
は

（
最

低
で

も

３
回

の
継

続
し

た
校

正
結

果
に

基
づ

く
）
と

い
う

（
）
中

、

３
回

と
は

妥
当

な
線

で
し

ょ
う

か
？

 

9 
 

下
か

ら
１

１
行

目
の

追
記

 
（
削

除
）

 
特

に
異

論
な

し
。

 

14
 

 
引

用
文

献
 

（
削

除
：
既

に
質

問
済

み
。

）
 

10
01

2
の

旧
規

格
を

残
し

て
い

ま
す

が
、

国
際

文
書

と

し
て

旧
版

引
用

は
許

容
さ

れ
る

の
で

し
ょ

う
か

？
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ng

 D
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O
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L
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C

 9
/S

C
 2

/ p
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/ R
 6

1 

C
om

m
en

ts
 o

n:
  

O
IM

L
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C
 9

/S
C

 2
/ p

8/
R

 6
1-

1 
W

or
ki

ng
 D

oc
um

en
t: 

 
O

IM
L 

R
 6

1 

Ti
tle

:  
Au

to
m

at
ic

 g
ra

vi
m

et
ri

c 
fil

lin
g 

in
st

ru
m

en
ts  

Pa
rt

 1
: 

M
et

ro
lo

gi
ca

l a
nd

 te
ch
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ca

l 
re

qu
ir

em
en

ts
 

Pr
oj

ec
t: 

p 
8 

: R
ev

is
io

n 
of

 R
 6

1:
 A

ut
om

at
ic

 
gr

av
im

et
ri

c 
fil

lin
g 

in
st

ru
m

en
ts  

1 
W

D
 d

at
e:

  
16

 M
ar

ch
 2

01
5 

C
irc

ul
at

io
n 

da
te

:
16

 M
ar

ch
 2

01
5 

C
lo

si
ng

 d
at

e 
fo

r c
om

m
en

ts
:  

18
 J

un
e 

20
15

 

Se
cr

et
ar

ia
t: 

U
K

  
M

r M
or

ay
o 

A
w

os
ol

a 
 

M
or

ay
o.

aw
os

ol
a@

nm
o.

go
v.

uk
, N

at
io

na
l M

ea
su

re
m

en
t O

ffi
ce

, U
ni

te
d 

K
in

gd
om

 
 O

rg
./L

ia
si

on
 

C
la

us
e/

pa
ra

gr
ap

h/
ta

bl
e 

ge
n.

/ 
ed

it.
/ 

te
ch

n.
 

C
O

M
M

E
N

T
S 
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O
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SE

D
C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S
O

F
T

H
E

SE
C

R
E

T
A

R
IA

T
 

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed
 

JP
 

Ite
m

 4
.5

 in
 C

on
te

nt
s 

 目
次
の
項
目

4.
5 

ed
it.

 
C

or
re

ct
 a

 m
is

pr
in

t “
m

ut
lim

ul
ti”

 a
s s

ho
w

n 
on

 
th

e 
rig

ht
 c

ol
um

n.
  

右
列

の
通

り
誤

記
「

m
ut

lim
ul

ti」
を

修
正

。
 

“E
rr

or
 li

m
its

 fo
r m

ul
ti-

lo
ad

 A
G

FI
s”

 
（

和
訳

は
省

略
）

 
 

JP
 

Ite
m

 A
nn

ex
 A

 in
 

C
on

te
nt

s 
目
次
の
附
属
書

A
 

ed
it.

 
B

ib
lio

gr
ap

hy
 is

 n
ot

 A
nn

ex
 A

 b
ut

 A
nn

ex
 B

. 

参
考

資
料

は
附

属
書

A
で

は
な

く
B
で

あ

る
。

 

C
or

re
ct

 a
nd

 a
dd

 th
e 

ite
m

s i
n 

th
e 

co
nt

en
ts

 
fo

r A
nn

ex
es

 A
 a

nd
 B

. 

目
次

の
附

属
書

A
と

B
に

相
当

す
る

項
目

を
追

加
及

び
修

正
す

る
。

 

 

JP
 

C
on

te
nt

s, 
co

ve
r p

ag
e 

an
d 

1.
 In

tro
du

ct
io

n 
目
次
、
表
紙
、
及
び

1 
序
文

 

ed
it.

 
C

or
re

ct
 th

e 
tit

le
 o

f p
ar

t 1
 a

s s
ho

w
n 

on
 th

e 
rig

ht
 c

ol
um

n 
by

 a
dd

in
g 

“-
Te

st
s”

. 

第
1
部

の
タ

イ
ト

ル
を

、
「

－
試

験
」

を
追

加

し
て

右
列

の
通

り
修

正
す

る
。

 

“P
ar

t 1
: M

et
ro

lo
gi

ca
l a

nd
 T

ec
hn

ic
al

 
R

eq
ui

re
m

en
ts

 –
 T

es
ts

” 
（

和
訳

は
省

略
）

 

 

JP
 

1.
 In

tro
du

ct
io

n 
1 
序
文

 
ed

it.
 

C
or

re
ct

 th
e 

tit
le

 o
f p

ar
t 2

 a
s s

ho
w

n 
on

 th
e 

rig
ht

 c
ol

um
n.

 
“P

ar
t 2

: T
es

t p
ro

ce
du

re
s”

 
（

和
訳

は
省

略
）

 
 

－ 96 －

別
紙

4
-
1



 
Pa

ge
 2

 o
f 8

 

O
rg

./L
ia

si
on

 
C

la
us

e/
pa

ra
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H
A

N
G

E
O

B
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R
V

A
T
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S
O

F
T

H
E

SE
C

R
E

T
A

R
IA

T
 

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed
 

第
2
部

の
タ

イ
ト

ル
を

、
右

列
の

通
り

修
正

す

る
。

 

JP
 

1.
 In

tro
du

ct
io

n 
1 
序
文

 
ed

it.
 

Th
e 

pe
rio

d 
at

 th
e 

en
d 

of
 “

Pa
rt3

: R
ep

or
t 

Fo
rm

at
 fo

r T
yp

e 
Ev

al
ua

tio
n.

” 
is

 
un

ne
ce

ss
ar

y.
 

「
第

3
部

～
」

の
最

後
の

ピ
リ

オ
ド

は
不

要
で

あ
る

。
 

D
el

et
e 

th
e 

pe
rio

d.
 

ピ
リ

オ
ド

を
削

除
す

る
。

 

 

JP
 

3.
1.

9,
  

3.
3.

8,
  

3.
3.

11
.1

 a
nd

 
3.

3.
11

.1
.1

 

ed
it.

 
Th

e 
ex

pr
es

si
on

 fo
r t

he
 re

fe
re

nc
es

 to
 O

IM
L 

R
 

60
 [5

] a
nd

 D
 3

1 
[2

9]
 is

 to
o 

si
m

pl
e 

an
d 

th
ey

 
sh

ou
ld

 b
e 

m
or

e 
el

ab
or

at
ed

. I
n 

ad
di

tio
n,

 th
e 

re
fe

re
nc

e 
D

 3
1 

[2
9]

 is
 n

ot
 in

cl
ud

ed
 in

 th
e 

bi
bl

io
gr

ap
hy

 o
f p

ar
t 1

. 

O
IM

L 
R

60
[5

]や
D

31
[2

9]
へ

の
参

照
の

表
現

は
簡

単
す

ぎ
る

の
で

、
も

っ
と

説
明

す
べ

き
で

あ
る

。
ま

た
文

献
D

31
[2

9]
は

第
1
部

の
参

考

文
献

に
含

ま
れ

て
い

な
い

。
 

U
se

 a
n 

ex
pr

es
si

on
 su

ch
 a

s “
R

ef
er

 to
 

O
IM

L 
R

 6
0 

[5
]/D

 3
1 

[2
9]

 fo
r f

ur
th

er
 

de
ta

ils
”.

 A
dd

 D
 3

1 
in

to
 th

e 
bi

bl
io

gr
ap

hy
 

of
 p

ar
t 1

. 

「
詳

細
は

O
IM

L 
R

 6
0 

[5
]/D

 3
1 

[2
9]
を

参

照
せ

よ
」

の
よ

う
な

表
現

を
使

う
。

D
31

を
第

1
部

の
参

考
資

料
に

追
加

す
る

。
 

 

JP
 

3.
3.

1.
3.

3 
an

d 
5.

5 
(f

in
al

 fe
ed

 c
ut

-o
ff

 
de

vi
ce

) 
9.

2.
3 

(c
on

di
tio

n 
of

 
te

st
s )

 

Ed
it,

 
Te

ch
. 

Th
e 

m
ea

ni
ng

s o
f t

er
m

s “
fli

gh
t”

 a
nd

 “
in

-f
lig

ht
 

co
rr

ec
tio

n”
 a

re
 a

m
bi

gu
ou

s. 
O

ur
 

un
de

rs
ta

nd
in

g 
is

 th
at

 th
e 

fo
rm

er
 in

di
ca

te
s t

he
 

m
at

er
ia

l i
n 

ai
r, 

w
hi

ch
 is

 d
ro

pp
in

g 
in

to
 th

e 
w

ei
gh

in
g 

m
od

ul
e,

 a
nd

 th
e 

la
tte

r m
ea

ns
 a

 
co

m
pe

ns
at

io
n 

m
et

ho
d 

(o
r d

ev
ic

e)
 fo

r t
he

 
m

as
s o

f t
he

 m
at

er
ia

l i
n 

ai
r. 

Pl
ea

se
 c

la
rif

y 
if 

ou
r u

nd
er

st
an

di
ng

 is
 in

co
rr

ec
t. 

「
飛

行
」

ま
た

は
「

飛
行

中
の

補
正

」
と

い
う

Th
is

 is
 a

 q
ue

st
io

n 
an

d 
w

e 
do

 n
ot

 re
qu

es
t 

an
y 

ch
an

ge
s. 

こ
れ

は
質

問
で

あ
り

、
修

正
は

要
求

し
な

い
。

 

産
総
研
：

JI
S
委
員
会
か
ら
の
要
請
に
基

づ
い
て
、
こ
の
質
問
を
追
加
し
ま
し

た
。
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R
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H
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SE
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R
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T
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R
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T
 

on
 e

ac
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co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed
 

用
語

の
意

味
が

曖
昧

で
あ

る
。

我
々

は
前

者
が

計
量

モ
ジ

ュ
ー

ル
に

落
下

し
つ

つ
あ

る
空

中
の

試
料

を
意

味
し

、
後

者
は

空
中

に
あ

る
試

料
の

質
量

の
補

正
方

法
（

又
は

装
置

）
を

意
味

す
る

と
理

解
す

る
。

も
し

理
解

が
間

違
っ

て
い

た
ら

説
明

願
い

た
い

。
 

JP
 

Ta
bl

e 
1 

in
 3

.3
.1

1 
m

od
ul

e 
 

 3.
3.

11
モ
ジ
ュ
ー
ル

 
図
１

 

Te
ch

. 
C

la
us

e 
3.

3.
11

.1
.1

 re
fe

rs
 to

 a
 d

ig
ita

l l
oa

d 
ce

ll.
 

Th
e 

ro
w

 “
lo

ad
 c

el
l”

 in
 T

ab
le

 1
 th

er
ef

or
e 

sh
ou

ld
 b

e 
se

pa
ra

te
d 

in
to

 tw
o 

ro
w

s f
or

 
an

al
og

ue
 a

nd
 d

ig
ita

l l
oa

d 
ce

lls
 in

 c
om

pl
ia

nc
e 

w
ith

 th
e 

ex
pr

es
si

on
 u

se
d 

in
 F

ig
ur

e 
1 

in
 

C
la

us
e 

T.
2.

2 
of

 R
 7

6 
(2

00
6)

.  

3.
3.

11
.1
項

は
デ

ジ
タ

ル
・

ロ
ー

ド
セ

ル
に

つ

い
て

触
れ

て
い

る
。

し
た

が
っ

て
、

R
76

 
(2

00
6)
の

第
T.

2.
2
項

の
図

１
の

表
現

に
合

わ

せ
て

、
表

１
の

「
ロ

ー
ド

セ
ル

」
の

行
を

ア
ナ

ロ
グ

と
デ

ジ
タ

ル
の

二
行

に
分

け
る

べ
き

だ
。

 

Se
pa

ra
te

 th
e 

ro
w

 in
to

 “
di

gi
ta

l l
oa

d 
ce

ll”
 

an
d 

“a
na

lo
gu

e 
lo

ad
 c

el
l”

. 

こ
の

行
を

「
ア

ナ
ロ

グ
」

と
「

デ
ジ

タ

ル
」

に
分

割
す

る
。

 

 

JP
 

4.
3.

3 
M

ax
im

um
 

pe
rm

is
si

bl
e 

pr
es

et
 

va
lu

e 
er

ro
r 

 最
大
許
容
事
前
設
定
値

誤
差
（

m
ps

e）
 

ed
it.

 
Th

e 
ex

pr
es

si
on

 o
f t

he
 fi

rs
t s

en
te

nc
e 

is
 st

ill
 

un
cl

ea
r. 

W
e 

re
co

m
m

en
d 

ad
di

ng
 a

 c
om

m
a 

af
te

r t
he

 fi
rs

t p
re

se
t v

al
ue

 a
s s

ho
w

n 
on

 th
e 

rig
ht

 c
ol

um
n.

  

最
初

の
文

章
の

表
現

は
依

然
と

し
て

分
か

り
に

く
い

。
右

列
の

よ
う

に
、

最
初

の
「

プ
リ

セ
ッ

ト
値

」
の

後
に

カ
ン

マ
を

入
れ

る
こ

と
を

提
案

す
る

。
 

Fo
r A

G
FI

s s
et

 w
ith

 a
 p

re
se

t v
al

ue
, t

he
 

m
ax

im
um

 d
iff

er
en

ce
 b

et
w

ee
n 

th
e 

pr
es

et
 

va
lu

e 
(9

.6
) a

nd
 th

e 
av

er
ag

e 
m

as
s o

f a
ll 

th
e 

fil
ls

 in
 a

 te
st

 se
qu

en
ce

 (9
.7

) s
ha

ll 
no

t 
ex

ce
ed

 0
.2

5 
m

pd
 in

-s
er

vi
ce

 fo
r t

he
 p

re
se

t 
va

lu
e 

(4
.3

.1
). 

（
和

訳
は

省
略

）
 

 

JP
 

5.
5 

Fi
na

l f
ee

d 
cu

t-o
ff

 E
di

t, 
Th

e 
co

nt
en

ts
 c

ite
d 

be
lo

w
 a

re
 d

iff
ic

ul
t t

o 
W

e 
ca

nn
ot

 p
ro

po
se

 a
n 

al
te

rn
at

iv
e 

be
ca

us
e 

産
総
研
：
こ
れ
は
初
め
て
見
る
者
に
は

－ 98 －



 
Pa

ge
 4

 o
f 8

 

O
rg

./L
ia

si
on

 
C

la
us

e/
pa

ra
gr

ap
h/

ta
bl

e 
ge

n.
/ 

ed
it.

/ 
te

ch
n.

 

C
O

M
M

E
N

T
S 

PR
O

PO
SE

D
C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S
O

F
T

H
E

SE
C

R
E

T
A

R
IA

T
 

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed
 

de
vi

ce
 

 最
終
供
給
遮
断
装
置

 

Te
ch

. 
un

de
rs

ta
nd

. C
on

cr
et

e 
m

ea
ni

ng
s o

f t
he

 
un

de
rli

ne
d 

te
rm

s a
re

 n
ot

 c
le

ar
. 

Th
e 

fin
al

 fe
ed

 c
ut

-o
ff 

de
vi

ce
 sh

al
l b

e 
cl

ea
rl

y 
di

ffe
re

nt
ia

te
d 

fr
om

 a
ny

 o
th

er
 d

ev
ic

e.
 T

he
 

di
re

ct
io

n 
of

 m
ov

em
en

t c
or

re
sp

on
di

ng
 to

 th
e 

se
ns

e 
of

 th
e 

de
si

re
d 

re
su

lt 
sh

al
l b

e 
sh

ow
n,

 
w

he
re

 a
pp

lic
ab

le
. 

Fo
r a

ut
om

at
ic

 m
ec

ha
ni

ca
l s

ca
le

s t
he

 fi
na

l 
fe

ed
 c

ut
-o

ff 
de

vi
ce

 m
ay

 in
cl

ud
e 

an
 a

dj
us

ta
bl

e 
co

m
pe

ns
at

io
n 

be
am

 fo
r t

he
 m

at
er

ia
l i

n 
fli

gh
t.

以
下

に
引

用
し

た
中

身
の

理
解

は
難

し
い

。
下

線
を

引
い

た
用

語
の

具
体

的
な

意
味

が
不

明
で

あ
る

。
 

最
終

供
給

遮
断

装
置

は
，

他
の

い
か

な
る

装
置

か
ら

も
明

確
に

区
別

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

該
当

す
る

場
合

は
，

求
め

ら
れ

る
結

果
の

意
味

に
対

応
す

る
移

動
方

向
を

示
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

自
動

は
か

り
の

場
合

は
，

最
終

供
給

遮
断

装
置

は
，

（
落

下
途

中
の

）
空

中
に

あ
る

材
料

（
商

品
）

に
対

す
る

調
整

可
能

な
補

償
ビ

ー
ム

を
含

ん
で

も
よ

い
。

 

its
 m

ea
ni

ng
 is

 n
ot

 c
le

ar
. 

そ
の

意
味

が
不

明
な

の
で

修
正

案
を

提
示

で
き

な
い

。
 

分
か
り
に
く
い
文
章
で
す
。
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5.
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D
at

a 
st

or
ag

e 
 デ

ー
タ
記
憶
装
置

 

ed
it.

 
Th

e 
fir

st
 p

ar
ag

ra
ph

 c
ite

d 
be

lo
w

, p
ar

tic
ul

ar
ly

 
th

e 
fir

st
 se

nt
en

ce
 (u

nd
er

lin
ed

), 
is

 u
nc

le
ar

.  
Th

e 
or

ig
in

al
 se

nt
en

ce
s c

an
 b

e 
in

te
rp

re
te

d 
th

at

Pr
op

os
ed

: 
If 

th
e 

in
st

ru
m

en
t h

as
 a

 d
at

a 
st

or
ag

e 
de

vi
ce

 a
nd

 if
 it

s m
ea

su
re

m
en

t d
at

a 
is

 

産
総
研
：
分
科
会
委
員
の
「

sto
ra

ge
 

de
vi

ce
 と

its
 m

ea
su

re
m

en
t の

間
を

an
d

で
つ
な
ぐ
」
と
い
う
提
案
を
生
か
し
つ
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C
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e/
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ra
gr
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h/

ta
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e 
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/ 

ed
it.

/ 
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ch
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C
O

M
M

E
N

T
S 

PR
O

PO
SE

D
C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S
O

F
T

H
E

SE
C

R
E

T
A

R
IA

T
 

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed
 

it 
is

 re
qu

ire
d 

to
 st

or
e 

m
ea

su
re

m
en

t d
at

a 
if 

th
e 

in
st

ru
m

en
t h

as
 a

 d
at

a 
st

or
ag

e 
de

vi
ce

.  
 

W
e 

pr
ov

id
e 

a 
re

vi
se

d 
ex

pr
es

si
on

 a
s a

n 
ex

am
pl

e 
sh

ow
n 

on
 th

e 
rig

ht
 c

ol
um

n.
  

O
ri

gi
na

l: 
If 

th
e 

in
st

ru
m

en
t h

as
 a

 d
at

a 
st

or
ag

e 
de

vi
ce

, 
its

 m
ea

su
re

m
en

t d
at

a 
sh

al
l b

e 
st

or
ed

, t
hi

s 
m

ay
 b

e 
in

 in
te

rn
al

 m
em

or
y 

of
 th

e 
AG

FI
 o

r 
on

 e
xt

er
na

l s
to

ra
ge

 fo
r s

ub
se

qu
en

t u
se

 (e
.g

. 
in

di
ca

tio
n,

 p
rin

tin
g,

 tr
an

sfe
r, 

to
ta

lis
in

g,
 

et
c.

). 
In

 b
ot

h 
ca

se
s, 

th
e 

st
or

ed
 d

at
a 

sh
al

l b
e 

ad
eq

ua
te

ly
 p

ro
te

ct
ed

 a
ga

in
st

 in
te

nt
io

na
l a

nd
 

un
in

te
nt

io
na

l c
ha

ng
es

 d
ur

in
g 

th
e 

da
ta

 
tr

an
sm

is
si

on
 a

nd
/o

r s
to

ra
ge

 p
ro

ce
ss

 a
nd

 
sh

al
l c

on
ta

in
 a

ll 
re

le
va

nt
 in

fo
rm

at
io

n 
ne

ce
ss

ar
y 

to
 re

co
ns

tr
uc

t a
n 

ea
rl

ie
r 

m
ea

su
re

m
en

t. 

下
記

に
引

用
し

た
第

一
段

落
は

、
特

に
最

初
の

文
章

が
不

明
確

で
あ

る
（

下
線

）
。

元
の

文
章

は
、

計
器

が
デ

ー
タ

記
録

装
置

を
も

つ
場

合
に

は
デ

ー
タ

記
録

が
要

求
さ

れ
る

と
も

解
釈

で
き

る
。

我
々

は
、

一
例

と
し

て
右

列
の

よ
う

な
表

現
を

提
案

す
る

。
 

元
の

文
章

：
 

も
し

計
器

が
デ

ー
タ

記
憶

装
置

を
備

え
、

（
か

つ
）

そ
の

測
定

デ
ー

タ
を

記
憶

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
場

合
、

こ
れ

（
デ

ー
タ

）
は

AG
FI

の
内

部
メ

モ
リ

に
あ

る
か

、
又

は
そ

の
後

の
使

用

st
or

ed
: t

hi
s m

ay
 b

e 
in

 in
te

rn
al

 m
em

or
y 

of
 

th
e 

AG
FI

 o
r o

n 
ex

te
rn

al
 st

or
ag

e 
fo

r 
su

bs
eq

ue
nt

 u
se

 (e
.g

. i
nd

ic
at

io
n,

 p
ri

nt
in

g,
 

tr
an

sf
er

, t
ot

al
is

in
g,

 e
tc

.).
 In

 b
ot

h 
ca

se
s, 

 
th

e 
st

or
ed

 d
at

a 
(1

) s
ha

ll 
be

 a
de

qu
at

el
y 

pr
ot

ec
te

d 
ag

ai
ns

t i
nt

en
tio

na
l a

nd
 

un
in

te
nt

io
na

l c
ha

ng
es

 d
ur

in
g 

th
e 

da
ta

 
tr

an
sm

is
si

on
 a

nd
/o

r s
to

ra
ge

 p
ro

ce
ss

 a
nd

 
(2

) s
ha

ll 
co

nt
ai

n 
al

l r
el

ev
an

t i
nf

or
m

at
io

n 
ne

ce
ss

ar
y 

to
 re

co
ns

tr
uc

t a
n 

ea
rl

ie
r 

m
ea

su
re

m
en

t. 
Th

e 
da

ta
 m

ay
 b

e 
st

or
ed

 in
 

in
te

rn
al

 m
em

or
y 

of
 th

e 
AG

FI
 o

r o
n 

ex
te

rn
al

 st
or

ag
e 

fo
r s

ub
se

qu
en

t u
se

 (e
.g

. 
in

di
ca

tio
n,

 p
rin

tin
g,

 tr
an

sfe
r, 

to
ta

lis
in

g,
 

et
c.

). 

修
正

案
：

 
も

し
計

器
が

デ
ー

タ
記

録
装

置
を

備
え

、
そ

し
て

も
し

測
定

デ
ー

タ
が

記
録

さ
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

場
合

、
こ

れ
（

デ
ー

タ
）

は
AG

FI
の

内
部

メ
モ

リ
に

あ
る

か
、

又
は

そ
の

後
の

使
用

（
例

え
ば

…
.）

の
た

め
に

AG
FI

の
外

部
記

憶
装

置
の

中
に

あ
っ

て
よ

い
。

両
方

の
場

合
、

 (1
) 保

存
さ

れ
た

デ
ー

タ
は

転
送

又
は

記
録

の
過

程
に

お
け

る
意

図
的

あ
る

い
は

偶
発

的
な

変
更

か
ら

適
切

に
保

護
さ

れ
、

そ
し

て
 (2

) 元
の

測
定

結
果

を
再

構
築

す
る

た
め

の
必

要
な

全
て

の
情

報
を

維
持

し
な

く
て

は
な

ら
な

い
。

こ
の

デ
ー

タ
は

AG
FI

の
内

部
メ

モ
リ

に
記

つ
、
ま
た
こ
の
項
が
「
デ
ー
タ
記
録
」

で
あ
る
と
い
う
こ
と
を
勘
案
し
て
、
デ

ー
タ
転
送
に
深
く
踏
み
込
ま
な
い
範
囲

で
修
正
を
行
い
ま
し
た
。

 

し
か
し
、
第

1
文
の
「

If～
」
を
受
け
て

「
～
す
る
」
に
相
当
す
る
部
分
は
依
然

と
し
て
曖
昧
で
す
。
そ
れ
は
デ
ー
タ
を

保
護
す
る
と
い
う
こ
の
段
落
の
主
旨
か

ら
見
て
、
第

1
文
の
「

th
is 

m
ay

 b
e 

in
 

in
te

rn
al

 m
em

or
y…

. 」
で
は
な
く
第

2
文

の
「

th
e 

sto
re

d 
da

ta
 sh

al
l b

e 
ad

eq
ua

te
ly

 p
ro

te
ct

ed
」
だ
と
思
わ
れ
ま

す
。
そ
こ
で
記
録
装
置
の
場
所
や
用
途

に
関
す
る
補
足
説
明
「

th
is 

m
ay

 b
e 

in
 

…
.(e

.g
. i

nd
ic

at
io

n,
 …

et
c.

) 」
の
部
分
を

別
の
文
章
に
分
離
し
、
「

If…
.」

と
「

th
e 

sto
re

d 
da

ta
 sh

al
l…

」
を
繋
ぎ
ま

し
た
。
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R
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R
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ac
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co
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m
en
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ub

m
itt

ed
 

（
例

え
ば

，
指

示
，

印
字

，
転

送
，

合
計

な
ど

）
の

た
め

に
AG

FI
の

外
部

記
憶

装
置

の
中

に
あ

っ
て

よ
い

。
両

方
の

場
合

、
保

存
さ

れ
た

デ
ー

タ
は

転
送

又
は

記
録

の
過

程
に

お
け

る
意

図
的

あ
る

い
は

偶
発

的
な

変
更

か
ら

適
切

に
保

護
さ

れ
、

そ
し

て
元

の
測

定
結

果
を

再
構

築
す

る
た

め
の

必
要

な
全

て
の

情
報

を
維

持
し

な
く

て
は

な
ら

な
い

。
 

録
さ

れ
る

か
、

又
は

そ
の

後
の

使
用

（
例

え
ば

，
指

示
，

印
字

，
転

送
，

合
計

な
ど

）
の

た
め

に
外

部
記

憶
装

置
の

中
に

あ
っ

て
よ

い
。
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5.
12

.2
 P

re
se

nt
at

io
n 

of
 d

es
cr

ip
tiv

e 
m

ar
ki

ng
s  

 記
述
的
マ
ー
キ
ン
グ
の

提
示

 

ed
it.

 
Th

e 
fir

st
 se

nt
en

ce
 c

ite
d 

be
lo

w
 is

 u
nc

le
ar

. W
e 

pr
op

os
e 

a 
re

vi
se

d 
ex

pr
es

si
on

 a
s s

ho
w

n 
on

 
th

e 
rig

ht
 c

ol
um

n.
  

Pr
es

en
t:

 
Th

e 
de

sc
ri

pt
iv

e 
m

ar
ki

ng
s s

ha
ll 

be
 in

de
lib

le
 

an
d 

of
 a

 si
ze

, s
ha

pe
 a

nd
 c

la
ri

ty
 to

 e
na

bl
e 

le
gi

bi
lit

y 
un

de
r n

or
m

al
 c

on
di

tio
ns

 o
f u

se
 o

f 
th

e 
in

st
ru

m
en

t. 
 下

記
に

引
用

し
た

第
一

文
は

不
明

確
で

あ
る

。

右
列

の
よ

う
な

表
現

を
提

案
す

る
。

 
 記

述
的

マ
ー

キ
ン

グ
は

，
消

す
こ

と
が

で
き

ず
，

計
器

の
通

常
の

使
用

条
件

下
で

，
視

認
で

き
る

大
き

さ
，

形
状

及
び

鮮
明

さ
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

Pr
op

os
ed

: 
Th

e 
de

sc
ri

pt
iv

e 
m

ar
ki

ng
s s

ha
ll 

be
 

in
de

lib
le

 a
nd

 sh
al

l h
av

e 
of

 a
 si

ze
, s

ha
pe

 
an

d 
cl

ar
ity

 to
 e

na
bl

e 
le

gi
bi

lit
y 

un
de

r 
no

rm
al

 c
on

di
tio

ns
 o

f u
se

 o
f t

he
 

in
st

ru
m

en
t. 

 記
述

的
マ

ー
キ

ン
グ

は
，

消
す

こ
と

が
で

き
ず

，
計

器
の

通
常

の
使

用
条

件
下

で
，

視
認

で
き

る
大

き
さ

，
形

状
及

び
鮮

明
さ

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
左

列
の

原
文

和
訳

か
ら

変
更

は
あ

り
ま

せ
ん

。
）

 

産
総
研
：
国
内
委
員
の
コ
メ
ン
ト
は

「
an

d
を
取
る
」
と
い
う
も
の
で
し
た

が
、
別
の
方
法
で
修
正
を
提
案
し
ま

す
。
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N
um

be
r o

f f
ill

s 
 充
填
回
数

 

ed
it.

 
D

el
et

e 
th

e 
ex

tra
 “

sh
al

l b
e”

 a
s s

ho
w

n 
on

 th
e 

rig
ht

 c
ol

um
n.

  
 余

分
な

「
sh

al
l b

e」
を

削
除

す
る

。
 

D
el

et
e 

“s
ha

ll 
be

” 
as

 sh
ow

n 
be

lo
w

. 
 W

he
re

 2
 o

r m
or

e 
AG

FI
s a

re
 in

te
gr

at
ed

 in
 

a 
ca

ro
us

el
, t

he
 m

ax
im

um
 n

um
be

r o
f t

es
t 

fil
ls

 sh
al

l b
e 

sh
al

l b
e 

th
e 

gr
ea

te
st

 o
f 
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C
O

M
M

E
N

T
S 

PR
O

PO
SE

D
C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S
O

F
T

H
E

SE
C

R
E

T
A

R
IA

T
 

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed
 

ei
th

er
: 

（
和

訳
は

省
略

）
 

 
9.

3 
N

um
be

r o
f f

ill
s 

 充
填
回
数

 

ed
it.

 
Fi

ve
 in

eq
ua

lit
y 

si
gn

 w
ith

 e
qu

al
ity

 si
gn

 (i
n 

re
d)

 n
ee

d 
to

 b
e 

co
rr

ec
te

d 
as

 sh
ow

n 
in

 th
e 

rig
ht

 c
ol

um
n.

 
    

   
   
≦

 F
p 
≦

 1
 k

g 
1k

g 
≦

 F
p 
≦

 1
0 

kg
  

10
 k

g 
≦

 F
p 
≦

 2
5 

kg
  

25
 k

g 
≦

 F
p 
≦

 1
00

0 
kg

  
10

00
 k

g 
≦

 F
p 

 

M
ak

e 
fiv

e 
co

rr
ec

tio
ns

 a
s s

ho
w

n 
be

lo
w

 (i
n 

re
d)

. 
 

＜
 F

p 
≦

 1
 k

g 
1k

g 
＜

 F
p 
≦

 1
0 

kg
  

10
 k

g 
＜

 F
p 
≦

 2
5 

kg
  

25
 k

g 
＜

 F
p 
≦

 1
00

0 
kg

  
10

00
 k

g 
＜

 F
p 

 上
記

不
等

式
５

箇
所

の
修

正
 

 

 
9.

3 
a)

 
N

um
be

r o
f f

ill
s 

充
填
回
数

 

ed
it.

 
Th

e 
as

te
ris

k 
in

 “
4*

N
” 

is
 c

on
fu

si
ng

 a
s a

  
m

ul
tip

lic
at

io
n 

si
gn

. 
 「

4*
N
」

の
星

印
は

、
掛

け
算

の
記

号
と

し
て

は
 分

か
り

に
く

い
。

 

C
or

re
ct

 “
4*

N
” 

to
 “

4×
N

”.
 

 a)
 「

4*
N
」

 を
 「

4×
N
」

 に
修

正
。
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Pr
es

et
 v

al
ue

 ・
・

・
 

自
動
計
量
の
事
前
設
定

値
誤
差

 

ed
it.

 
D

ef
in

ite
 a

rti
cl

e 
“t

he
” 

is
 re

du
nd

an
t. 

 ...
 th

e 
co

nv
en

tio
na

l m
as

s v
al

ue
 o

f t
he

 th
e 

te
st

 
fil

ls
 ..

. 
 「

th
e」

が
重

複
し

て
い

る
。

 

D
el

et
e 

“t
he

” 
as

 sh
ow

n 
be

lo
w

. 
 ...

 th
e 

co
nv

en
tio

na
l m

as
s v

al
ue

 o
f t

he
 th

e 
te

st
 fi

lls
 ..

. 
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け
が

採
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さ

れ
る

こ
と
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。
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の

綴
り
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す
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き

で

あ
る
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ッ
ダ
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で

は
「
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er
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が

用
い

ら
れ
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他
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所

で
は
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と
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て
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。
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。
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る
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In
 a

dd
iti

on
, 
産

総
研

事
務

局
の

提
案

に
よ
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(e
di

to
ri

al
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na
m

e 
“b

re
at

h 
al
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ho

l a
na

ly
ze

rs
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ho
w

ev
er
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s 
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nt
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 u

se
d 

th
ro

ug
ho

ut
 1

W
D

 i
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di

ng
 

its
 h

ea
de

rs
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Th
e 

na
m

e 
of

 t
he

 i
ns

tr
um

en
t 

sh
ou

ld
 b

e 
co

ns
is

te
nt

. 

こ
の

文
書

の
表

題
は

「
証

拠
用

呼
気

ア
ル

コ
ー

ル
分

析

計
」
で

あ
る

。
し

か
し

な
が

ら
少

し
違

っ
た

名
称

、「
呼

気
ア

ル
コ

ー
ル

分
析

計
」

が
ヘ

ッ
ダ

ー
も

含
め

文
書

の

多
く

の
箇

所
で

使
わ

れ
て

い
る

。
計

器
の

名
称

に
一

貫

性
が

必
要

で
あ

る
。
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BA
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 p
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文
書

中
で

は
一

貫
性

の
あ

る
名

称
が

使
わ

れ
る

べ

き
で

あ
る

。
加

え
て

3.
3
節

に
お

い
て

、「
EB

A」
は

「
証

拠
用

呼
気
ア

ル
コ

ー
ル

分
析

計
」

の
略

語

で
あ

る
べ

き
だ

。
ヘ

ッ
ダ

ー
や

章
タ

イ
ト

ル
を

除

き
、
現

在
の

長
い

名
称

、「
証
拠

用
呼

気
ア

ル
コ

ー

ル
分

析
計

」
又

は
「

呼
気

ア
ル

コ
ー

ル
分

析
計

」

を
こ

の
略

称
（

EB
A）

で
置

き
換

え
て

も
よ

い
。

 り
追

加
し

ま
し

た

（
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15
/6

/2
5）

。
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計
量

の
性

能
や

機
能

の
保

護
に

対
す

る
基

本
理

念
が

一

貫
し

て
い

な
い

よ
う

に
見

え
る

。
3.

2.
9
項

は
、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
モ

ー
ド

に
て

計
量

パ
ラ

メ
ー

タ
の

修
正

が
可

能

で
あ

る
と

規
定

し
て

い
る

。
6.

2
項

は
、

メ
ン

テ
ナ

ン

W
e 

pr
op

os
e 

th
at

 t
he

 m
as

ki
ng

 f
un

ct
io

n 
w

ou
ld

 b
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ef
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マ
ス

キ
ン

グ
機

能
に

つ
い

て
も

3.
2.

9
で

定
義

さ

れ
る

べ
き

で
あ

る
。

さ
ら

に
7.

1.
2
に

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
モ

ー
ド

の
使

用
は

権
限

を
付

与
さ

れ
た

者

（
検

定
官

及
び

メ
ー

カ
ー

の
担

当
者

）
の

み
に

限

定
さ

れ
る

こ
と

を
明

記
す

る
た

め
の

文
章

を
加

え

る
べ

き
で

あ
る

。
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ス
モ

ー
ド

で
は

マ
ス

キ
ン

グ
（

目
隠

し
）

機
能

を
作

動

さ
せ

な
い

と
記

述
し

て
い

る
。

し
か

し
こ

の
機

能
は

3.
2.

9
で

は
触

れ
ら

れ
て

い
な

い
。

7.
1.

2
は

機
器

の
意

図
的

な
誤

操
作

に
対

す
る

基
本

理
念

を
述

べ
て

い
る

。
 

我
々

は
、

計
量

パ
ラ

メ
ー

タ
の

修
正

は
権

限
を

付
与

さ

れ
た

者
の

み
に

限
ら

れ
、

一
般

ユ
ー

ザ
ー

に
は

許
可

し

な
い

こ
と

を
望

む
。
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明
確

化
の

た
め

に
、

1W
D

で
削

除
さ

れ
た

「
11

.4
.1

で
定

義
さ

れ
た

」
と

い
う

参
照

を
復

活
さ

せ
る

こ
と

を

要
求

す
る

。
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e 
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項
番

号
を

修
正

し
た

上
で

、「
11

.3
.2

で
定

義
さ

れ

た
」

と
い

う
参

照
を

復
活

す
る

。
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m
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ac
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タ
イ

ト
ル

の
「

最
小

要
求

事
項

」
の

意
味

は
不

明
確

で

あ
る

。
表

の
項

目
で

は
、

jが
不

明
確

で
あ

る
。「

5p
pm

」

と
い

う
値

に
よ

り
、

ど
の

よ
う

な
範

囲
が

規
定

さ
れ

る

の
か

？
5p

pm
 の

根
拠

は
、

何
か

？
「

メ
タ

ン
等

価
」

と
い

う
用

語
は

具
体

的
に

何
を

意
味

す
る

の
か

？
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タ
イ

ト
ル

は
「

定
格

動
作

条
件

」
だ

け
で

十
分

で

は
な

い
か

。
範

囲
に

つ
い

て
は

SI
単

位
を

使
っ

て
例

え
ば

、「
5 
µ 

m
ol

/m
ol

 以
下

」
の

様
に

表
現

す
る

こ
と

を
提

案
す

る
。「

メ
タ

ン
等

価
」
に

つ
い

て
は

説
明

し
て

い
た

だ
き

た
い

。
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ス
モ

ー
ド

で
は

マ
ス

キ
ン

グ
（

目
隠

し
）

機
能

を
作

動

さ
せ

な
い

と
記

述
し

て
い

る
。

し
か

し
こ

の
機

能
は

3.
2.

9
で

は
触

れ
ら

れ
て

い
な

い
。

7.
1.

2
は

機
器

の
意

図
的

な
誤

操
作

に
対

す
る

基
本

理
念

を
述

べ
て

い
る

。
 

我
々

は
、

計
量

パ
ラ

メ
ー

タ
の

修
正

は
権

限
を

付
与

さ

れ
た

者
の

み
に

限
ら

れ
、

一
般

ユ
ー

ザ
ー

に
は

許
可

し

な
い

こ
と

を
望

む
。
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ed
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 1

1.
4.

1”
, w

hi
ch

 w
as

 d
el

et
ed

 in
 1

W
D

, 
fo

r 
cl

ar
ifi

ca
tio

n.
 

明
確

化
の

た
め

に
、

1W
D

で
削

除
さ

れ
た

「
11

.4
.1

で
定

義
さ

れ
た

」
と

い
う

参
照

を
復

活
さ

せ
る

こ
と

を

要
求

す
る

。
 

 

Re
in

se
rt

 t
he
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ef

er
en

ce
 w

ith
 a

 c
or

re
ct

io
n 

of
 

th
e 

cl
au

se
 

nu
m

be
r 

“a
s 

de
fin

ed
 

in
 

11
.3

.2
”. 

項
番

号
を

修
正

し
た

上
で

、「
11

.3
.2

で
定

義
さ

れ

た
」

と
い

う
参

照
を

復
活

す
る

。
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イ
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ル

の
「

最
小
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求

事
項

」
の

意
味

は
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明
確

で

あ
る

。
表

の
項

目
で

は
、

jが
不

明
確

で
あ

る
。「

5p
pm

」

と
い

う
値

に
よ

り
、

ど
の

よ
う

な
範

囲
が

規
定

さ
れ

る

の
か

？
5p

pm
 の

根
拠

は
、

何
か

？
「

メ
タ

ン
等

価
」

と
い

う
用

語
は

具
体

的
に

何
を

意
味

す
る

の
か

？
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 t
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定
格

動
作

条
件

」
だ

け
で

十
分

で

は
な

い
か

。
範

囲
に

つ
い

て
は

SI
単

位
を

使
っ

て
例

え
ば

、「
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m
ol

/m
ol

 以
下

」
の

様
に

表
現

す
る

こ
と

を
提

案
す

る
。「

メ
タ

ン
等

価
」
に

つ
い

て
は

説
明

し
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い
た

だ
き

た
い

。
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re
sp

ir
at

or
y 

tr
ac

t 
An

ne
x 

B 
(e

xa
m

pl
es

 o
f 

de
te

ct
io

n)
 

op
tio

na
l. 

Th
is

 c
la

us
e 

sh
ou

ld
 b

e 
co

ns
is

te
nt

 
w

ith
 

An
ne

x 
B,

 
w
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ch
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pr
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id

ed
 

as
 

“in
fo

rm
at

iv
e”

. 

上
部

気
道

の
ア

ル
コ

ー
ル

検
知

機
能

は
任

意
と

す
べ

き

で
あ

る
。
こ

の
項

は
、「

参
考

」
と

し
て

提
供

さ
れ

て
い

る
附

属
書

B
と

整
合

化
さ

せ
る

べ
き

で
あ

る
。

 
 

eq
ui

pp
ed

 w
ith

…
. 

以
下

の
よ

う
に
「

sh
al

l／
べ

き
で

あ
る

」
を
「

m
ay

／
し

て
も

よ
い

」
に

修
正

す
る

。
（

以
下
省

略
）
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l 
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g 
m

et
ro

lo
gi

ca
l 

tr
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r 
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e 
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pa
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fie
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g 

a 
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c 
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ed
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e 
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 o
rd

er
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at
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 s

ur
el

y 
pr

ov
id
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t 

ga
s 
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 t

he
 t

ar
ge

t 
co

nc
en

tr
at

io
n 

w
ith

in
 a

n 
ac

ce
pt

ab
le

 v
al

ue
 o

f 
un

ce
rt

ai
nt

y. 

試
験

サ
ン

プ
ル

供
給

装
置

及
び

ガ
ス

分
析

計
に

関
し

て
、

ト
レ

ー
サ

ビ
リ

テ
ィ

ー
を

含
む

技
術

要
求

事
項

が

不
明

確
で

あ
る

よ
う

に
見

え
る

。
こ

の
装

置
が

目
的

の

濃
度

の
試

験
ガ

ス
を

妥
当

な
不

確
か

さ
の

範
囲

内
で

正

し
く

供
給

す
る

こ
と

を
、

科
学

的
な

手
法

を
用

い
て

裏

付
け

る
べ

き
で

あ
る

。
 

 

W
e 

ca
nn

ot
 p

ro
po

se
 a

 p
ra

ct
ic

al
 c

ha
ng

e 
at

 
pr

es
en

t. 
Th

is
 

is
 

an
 

im
po

rt
an

t 
an

d 
lo

ng
-te

rm
 q

ue
st

io
n 

to
 b

e 
so

lv
ed

 b
y 

th
is

 
pr

oj
ec

t g
ro

up
. 

我
々

は
現

時
点

で
修

正
案

を
提

案
で

き
な

い
。

こ

れ
は

、
こ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
グ

ル
ー

プ
が

解
決

す

べ
き

長
期

的
か

つ
重

要
な

課
題

で
あ

る
。
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11
.2

.1
.1

 
Ch

ar
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ri

st
ic

 
re

fe
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nc
e 

va
lu

es
 

…
 (e

di
to

ri
al

) 

Th
e 

to
ta

l 
du

ra
tio

n 
of

 t
he

 i
nj

ec
tio

n,
 w

hi
ch

 i
s 

de
fin

ed
 a

s 
5 

s 
± 

0.
5 

s 
(fr

om
 4

.5
 to

 5
.5

 s
), 

is
 n

ot
 

fu
lly

 co
ns

is
te

nt
 w

ith
 th

e 
m

in
im

um
 e

xh
al

at
io

n 
tim

e 
(5

 s
) i

n 
7.

1.
6 

(C
on

di
tio

ns
 o

f e
xh

al
at

io
n)

. 
 

（
呼

気
）
注

入
の

持
続

時
間

が
5 

s ±
 0

.5
 s 

(4
.5

 か
ら

 
5.

5 
s)
と

規
定

さ
れ

て
い

る
が

、
7.

1.
6（

排
出

条
件

）

の
最

小
排

気
持

続
時

間
（

5s
）
と

整
合

化
し

て
い

な
い

。 
 

Ex
te

nd
 th

e 
du

ra
tio

n:
 i.

e.
 6

 s
 ±

 0
.5

 s
. 

こ
の

時
間

を
、
例

え
ば

6 
s ±

 0
.5

 s
に

延
長

す
る

。
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 r
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 c
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 c
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 c

la
ri

fie
d.

 

1.
Th

e 
re

qu
ir

em
en

t 
of

 
th

e 
ap

pa
ra

tu
s 

of
 

Ty
pe

 1
 a

nd
/o

r 
Ty

pe
 2

 i
s 

no
t 

co
ns

is
te

nt
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.3
.3

). 
It

 a
ls

o 
sp

ec
ifi

es
 th

at
 b

ot
h 

ty
pe

s 
ar

e 
re

qu
ir

ed
 fo

r a
 c

om
pl

et
e 

te
st

. 

11
.3

.3
 m

en
tio

ns
 tw

o 
br

ea
th

 p
ro

fil
es

 fo
r f

lo
w

 
ra

te
 a

nd
 c

on
ce

nt
ra

tio
ns

. 

Fr
om

 
ab

ov
e 

su
m

m
ar

y, 
w

e 
co

ns
id

er
 

th
at

 
fo

llo
w

in
g 

th
re

e 
po

in
ts

 s
ho

ul
d 

be
 c

la
ri

fie
d.

 

1.
Th

e 
re

qu
ir

em
en

t 
of

 
th

e 
ap

pa
ra

tu
s 

of
 

Ty
pe

 1
 a

nd
/o

r 
Ty

pe
 2

 i
s 

no
t 

co
ns

is
te

nt
. 

Bo
th

 
ty

pe
s 

ar
e 

re
qu

ir
ed

 
in

 
11

.2
.1

.2
. 

Cl
au

se
 1

1.
2.

1.
3,

 h
ow

ev
er

, m
en

tio
ns

 t
ha

t 
ei

th
er

 
on

e 
or

 
bo

th
 

of
 

th
em

 
m

ay
 

be
 

se
le

ct
ed

. 
 

2.
Th

e 
m

ea
ni

ng
 

of
 

“p
ro

fil
e”

 
is

 
un

cl
ea

r. 
W

hi
ch

 o
f 

th
e 

fo
llo

w
in

g 
it 

in
di

ca
te

s;
 (

1)
 

pr
of

ile
 

in
 

flo
w

 
ra

te
, 

(2
) 

pr
of

ile
 

in
 

co
nc

en
tr

at
io

n 
or

 
(3

) 
bo

th
 

pr
of

ile
s 

in
 M

or
e 

co
ns

is
te

nt
 d

es
cr

ip
tio

ns
 a

re
 n

ee
de

d 
re

ga
rd

in
g 

th
e 

em
pl

oy
m

en
t 

of
 

te
st

 
ap

pa
ra

tu
s 

un
de

r 
Ty

pe
 1

 o
r 

2.
 W

e 
re

qu
es

t 
th

at
 a

 b
as

ic
 p

ol
ic

y 
sh

al
l 

be
 m

ai
nt

ai
ne

d 
th

at
 th

e 
lo

ca
l a

ut
ho

ri
ty

 se
le

ct
 e

ith
er

 T
yp

e 
1 

or
 T

yp
e 

2.
 M

or
e 

ge
ne

ra
lly

, R
 1

26
 s

ho
ul

d 
pr

op
os

e 
th

e 
m

in
im

um
 

re
qu

ir
em

en
ts

 
ap

pl
ic

ab
le

 to
 th

e 
ap

pa
ra

tu
s,

 a
nd

 th
e 

lo
ca

l 
au

th
or

ity
 sh

ou
ld

 se
le

ct
 a

pp
ro

pr
ia

te
 it

em
s 

am
on

g 
th

em
. 

If
 S

C7
 d

ec
id

es
 th

at
 a

n 
ap

pa
ra

tu
s 

of
 T

yp
e 

2 
is

 r
eq

ui
re

d,
 m

or
e 

de
ta

ile
d 

te
ch

ni
ca

l 
sp

ec
ifi

ca
tio

n 
to

 
th

e 
pr

of
ile

 
sh

ou
ld

 
be

 
ad

de
d,

 
pr

ef
er

ab
ly

 
in

 
An

ne
x 

C.
 

In
 

ad
di

tio
n,

 
th

e 
m

ea
ni

ng
 

of
 

th
e 

te
rm

 
“p

ro
fil

e”
 s

ho
ul

d 
be

 c
la

ri
fie

d.
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flo
w

ra
te

 
an

d 
co

nc
en

tr
at

io
n?

 
Cl

au
se

 
11

.3
.3

, 
w

hi
ch

 i
s 

re
fe

rr
ed

 f
ro

m
 1

1.
2.

1.
2 

an
d 

11
.2

.1
.3

, i
nc

lu
de

s 
bo

th
 p

ro
fil

es
. 

3.
Pr

ac
tic

al
 a

nd
 t

ec
hn

ic
al

 s
pe

ci
fic

at
io

ns
 t

o 
th

e 
pr

of
ile

 o
f 

flo
w

ra
te

 o
r 

co
nc

en
tr

at
io

n 
ar

e 
un

cl
ea

r. 
N

ei
th

er
 C

la
us

e 
11

.3
.3

 n
or

 
An

ne
x 

C 
pr

ov
id

es
 s

uc
h 

sp
ec

ifi
ca

tio
ns

. 

D
ue

 to
 a

bo
ve

 p
oi

nt
s,

 it
 is

 n
ot

 c
le

ar
 w

ha
t k

in
d 

of
 

ap
pa

ra
tu

s 
is

 
m

in
im

um
 

re
qu

ir
ed

. 
Pr

ep
ar

at
io

n 
of

 
an

 
ap

pa
ra

tu
s,

 
w

hi
ch

 
is

 
co

m
pl

ia
nt

 w
ith

 b
ot

h 
Ty

pe
s 

1 
an

d 
2,

 g
iv

es
 r

is
e 

to
 s

ig
ni

fic
an

t 
bu

rd
en

 t
o 

th
e 

m
an

uf
ac

tu
re

rs
 

an
d 

th
e 

lo
ca

l 
au

th
or

ity
 i

n 
le

ga
l 

m
et

ro
lo

gy
. 

As
su

m
in

g 
th

at
 T

yp
e 

2 
is

 r
eq

ui
re

d,
 d

et
ai

le
d 

sp
ec

ifi
ca

tio
ns

 t
o 

th
e 

pr
of

ile
 a

re
 n

ec
es

sa
ry

 i
n 

or
de

r t
o 

de
si

gn
 a

 p
ro

pe
r t

es
tin

g 
ap

pa
ra

tu
s.

 
JP

 
11

.2
.1

.1
 

Ch
ar

ac
te

ri
st

ic
 

re
fe

re
nc

e 
va

lu
es

 
…

 

11
.2

.1
.2

 
Ca

pa
bi

lit
y 

of
 th

e 
te

st
in

g 
ap

pa
ra

tu
s,

 a
nd

 

11
.2

.1
.3

 T
yp

e 
of

 
te

st
in

g 
ap

pa
ra

tu
s 

11
.3

.3
 B

re
at

h 
pr

of
ile

 

An
ne

x 
C 

(b
re

at
h 

【
上

記
に

英
訳

あ
り

】
 

標
準

ガ
ス

を
供

給
す

る
装

置
に

対
す

る
要

求
事

項
に

は
、

一
貫

性
が

無
い

よ
う

に
見

え
る

。
参

考
ま

で
に

、

こ
れ

に
関

わ
る

記
述

の
要

約
を

以
下

に
示

す
。

 

11
.2

.1
.1

 項
は

一
定

の
流

量
と

濃
度

で
供

給
さ

れ

る
標

準
ガ
ス

へ
の

要
件

を
定

め
て

い
る

。
  

11
.2

.1
.2

 項
は

、
一

定
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

(1
1.

2.
1.

1)
と

変
化

す
る

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

(1
1.

3.
3)
の

ガ
ス

を
供

給
す

る
両

方
の

装
置

に
つ

い
て

述
べ

て
い

る
。

  

11
.2

.1
.3

 項
は

、
装

置
が

タ
イ

プ
1（

一
定

プ
ロ

フ

ァ
イ

ル
）

か
タ

イ
プ

2（
11

.3
.3

へ
の

参
照

を
含

む

変
化

す
る

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

）
の

ど
ち

ら
か

で
あ

る
と

規
定

し
て

い
る

。
ま

た
完

全
な

試
験

に
は

、
両

方
の

【
上

記
に

英
訳

あ
り

】
 

タ
イ

プ
1
又

は
2
に

基
づ

く
試

験
装

置
の

採
用

に

つ
い

て
は

、
更

に
一

貫
性

の
あ

る
記

述
が

必
要

で

あ
る

。
我

々
は

、
地
域

機
関

が
タ

イ
プ

1
と

2
の

ど
ち

ら
か

一
つ

の
タ

イ
プ

の
み

を
選

ぶ
と

い
う

基

本
理

念
が

維
持

さ
れ

る
こ

と
を

要
求

す
る

。
よ

り

一
般

的
に

は
、

R1
26

が
試

験
装

置
に

適
用

で
き

る
最

低
の

基
本

要
件

を
提

案
し

、
地

域
機

関
が

そ

の
中

か
ら

適
切

な
も

の
を

選
ぶ

べ
き

で
あ

る
。

 

も
し

SC
7

が
タ

イ
プ

２
の

装
置

を
必

要
と

す
る

と
決

定
す

る
な

ら
ば

、
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
に

対
す

る

詳
細

な
規

格
を

、
で
き

れ
ば

附
属

書
C
に

追
加

す

べ
き

で
あ

る
。

更
に

用
語

「
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
」

の

意
味

を
明

確
化

す
べ

き
で

あ
る

。
 

産
総

研
（

20
15

/6
/2

5）
：
国

内

委
員

の
「

プ
ラ

ト
ー

と
明

記
す

べ
き

だ
」
と

い
う

ご
意

見
に

つ

い
て

、
用

語
「

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

」

の
曖

昧
さ

を
指

摘
し

て
お

き

ま
す

。
ま

た
6/

18
版

で
は

二

つ
に

分
か

れ
て

い
た

11
.2

.1
1

（
他

）
に

対
す

る
多

数
の

コ
メ

ン
ト

を
整

理
し

て
統

合
し

ま

し
た

。
 

－ 115 －



7 
 

pr
of

ile
) 

タ
イ

プ
が

必
要

で
あ

る
と

も
規

定
し

て
い

る
。

 

11
.3

.3
は

流
量

及
び

濃
度

の
二

つ
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

に
つ

い
て

述
べ

て
い

る
。

 

上
記

の
要

約
か

ら
、

我
々

は
以

下
の

３
点

が
明

確
化

さ

れ
る

べ
き

だ
と

考
え

る
。

 

1.
タ

イ
プ

1
又

は
2
の

装
置

へ
の

要
求

事
項

に
は

一

貫
性

が
な

い
。

11
.2

.1
.2

で
は

両
方

が
要

求
さ

れ

て
い

る
。

し
か

し
11

.2
.1

.3
項

は
、

片
方

又
は

両

方
を

選
ん

で
よ

い
と

述
べ

て
い

る
。

 

2.
「

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

」
の

意
味

が
不

明
確

で
あ

る
。

そ
れ

は
次

の
3
つ

の
意

味
の

う
ち

ど
れ

を
指

す
の

か
？

 (
1)
流

量
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

、
(2

)濃
度

の
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
、

(3
)流

量
と

濃
度

の
両

方
の

プ
ロ

フ

ァ
イ

ル
。

11
.3

.3
項

は
、

11
.2

.1
.2

 及
び

11
.2

.1
.3

 
項

か
ら

参
照

さ
れ

て
い

る
が

、
両

方
の

タ
イ

プ
を

含
ん

で
い

る
。

 

3.
流

量
又

は
濃

度
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

に
対

す
る

具
体

的
で

技
術

的
な

規
格

が
不

明
確

で
あ

る
。

11
.3

.3
も

附
属

書
C
も

こ
の

よ
う

な
規

格
を

提
供

し
て

い

な
い

。
 

上
記

の
点

に
起

因
し

て
、

最
低

限
ど

の
よ

う
な

装
置

が

必
要

と
さ

れ
る

の
か

分
か

り
に

く
い

。
タ

イ
プ

1
と

2
の

両
方

に
適

合
し

た
試

験
装

置
を

用
意

す
る

こ
と

は
、

製
造

事
業

者
や

地
域

法
定

計
量

機
関

に
新

た
な

負
担

を

生
じ

さ
せ

る
こ

と
に

な
る

。
タ

イ
プ

２
が

要
求

さ
れ

る

と
仮

定
し

た
場

合
、

適
正

な
試

験
装

置
を

設
計

す
る

た

め
に

は
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
の

詳
細

な
規

格
が

必
要

で
あ

る
。
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pr
of

ile
) 

タ
イ

プ
が

必
要

で
あ

る
と

も
規

定
し

て
い

る
。

 

11
.3

.3
は

流
量

及
び

濃
度

の
二

つ
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

に
つ

い
て

述
べ

て
い

る
。

 

上
記

の
要

約
か

ら
、

我
々

は
以

下
の

３
点

が
明

確
化

さ

れ
る

べ
き

だ
と

考
え

る
。

 

1.
タ

イ
プ

1
又

は
2
の

装
置

へ
の

要
求

事
項

に
は

一

貫
性

が
な

い
。

11
.2

.1
.2

で
は

両
方

が
要

求
さ

れ

て
い

る
。

し
か

し
11

.2
.1

.3
項

は
、

片
方

又
は

両

方
を

選
ん

で
よ

い
と

述
べ

て
い

る
。

 

2.
「

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

」
の

意
味

が
不

明
確

で
あ

る
。

そ
れ

は
次

の
3
つ

の
意

味
の

う
ち

ど
れ

を
指

す
の

か
？

 (
1)
流

量
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

、
(2

)濃
度

の
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
、

(3
)流

量
と

濃
度

の
両

方
の

プ
ロ

フ

ァ
イ

ル
。

11
.3

.3
項

は
、

11
.2

.1
.2

 及
び

11
.2

.1
.3

 
項

か
ら

参
照

さ
れ

て
い

る
が

、
両

方
の

タ
イ

プ
を

含
ん

で
い

る
。

 

3.
流

量
又

は
濃

度
の

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

に
対

す
る

具
体

的
で

技
術

的
な

規
格

が
不

明
確

で
あ

る
。

11
.3

.3
も

附
属

書
C
も

こ
の

よ
う

な
規

格
を

提
供

し
て

い

な
い

。
 

上
記

の
点

に
起

因
し

て
、

最
低

限
ど

の
よ

う
な

装
置

が

必
要

と
さ

れ
る

の
か

分
か

り
に

く
い

。
タ

イ
プ

1
と

2
の

両
方

に
適

合
し

た
試

験
装

置
を

用
意

す
る

こ
と

は
、

製
造

事
業

者
や

地
域

法
定

計
量

機
関

に
新

た
な

負
担

を

生
じ

さ
せ

る
こ

と
に

な
る

。
タ

イ
プ

２
が

要
求

さ
れ

る

と
仮

定
し

た
場

合
、

適
正

な
試

験
装

置
を

設
計

す
る

た

め
に

は
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
の

詳
細

な
規

格
が

必
要

で
あ

る
。
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JP
 

11
.2

.1
.3

 

(e
di

to
ri

al
) 

In
 t

he
 c

ita
tio

n 
be

lo
w,

 i
t 

is
 n

ot
 c

le
ar

 w
ha

t 
ne

ed
s 

to
 b

e 
“c

on
st

an
t”

 (
un

de
rl

in
ed

). 
Sh

ou
ld

 
on

ly
 m

as
s 

co
nc

en
tr

at
io

n 
be

 c
on

st
an

t?
 T

hi
s 

“c
on

st
an

t”
 m

ig
ht

 n
ot

 b
e 

ne
ce

ss
ar

y. 

ty
pe

 1
: t

he
 a

pp
ar

at
us

 d
el

iv
er

s 
co

ns
ta

nt
 t

es
t 

ga
se

s 
w

ith
 c

on
st

an
t 

m
as

s 
co

nc
en

tr
at

io
ns

 o
f 

al
co

ho
l; 

以
下

の
引

用
で

、
何

を
一

定
（

下
線

あ
り

）
に

す
べ

き

か
が

不
明

で
あ

る
。

濃
度

だ
け

が
一

定
で

あ
れ

ば
よ

い

の
か

？
 こ

の
「

一
定

」
は

不
要

で
は

な
い

か
。
（

以
下

省
略

）
 

Cl
ar

ify
 t

he
 m

ea
ni

ng
 o

f 
th

e 
un

de
rl

in
ed

 
“c

on
st

an
t”

. O
r, 

de
le

te
 t

he
 “

co
ns

ta
nt

” 
if 

it 
is

 u
nn

ec
es

sa
ry

. 

下
線

の
あ

る
「

一
定

の
」

の
意

味
を

明
瞭

化
し

て

ほ
し

い
。

あ
る

い
は

、
も

し
こ

の
語

が
不

必
要

で

あ
れ

ば
、

削
除

す
る

。
 

産
総

研
事

務
局

の
提

案
に

よ

り
追

加
し

ま
し

た

（
20

15
/6

/2
5）

。
 

JP
 

11
.5

.3
 

c)
 

(e
di

to
ri

al
) 

Th
e 

en
tir

e 
co

nt
en

t 
of

 p
.3

1 
of

 t
he

 p
re

se
nt

 R
 

12
6 

(2
01

2)
 is

 m
is

si
ng

 in
 1

W
D

. 
 

 現
行

の
R

12
6

(2
01

2)
の

p.
31

全
体

の
内

容
が

抜
け

て

い
る

。

Ad
d 

th
e 

fo
llo

w
in

g 
co

nt
en

ts
 o

f 
p.

31
 o

f 
R1

26
 (2

01
2)

 to
 th

e 
1W

D
: 

“s
ec

on
d 

te
st

” o
f “

c)
 In

flu
en

ce
 o

f v
ar

ia
tio

ns
 

in
 t

he
 f

lo
w

ra
te

 d
ur

in
g 

ex
ha

la
tio

n”
, 

“d
) 

In
flu

en
ce

 
of

 
du

ra
tio

n 
of

 
th

e 
pl

at
ea

u 
du

ri
ng

 in
je

ct
io

n”
, a

nd
 “

e)
 I

nf
lu

en
ce

 o
f a

n 
in

te
rr

up
tio

n 
in

 th
e 

br
ea

th
 fl

ow
”. 

 R
 1

26
 (2

01
2)

 p
.3

1の
以

下
の

内
容

を
1W

D
に

追

加
す

る
：

「
呼

気
中

の
流

量
変

動
の

影
響

」
の

中

の
「

第
二

の
試

験
」
、
「

d）
呼

気
中

の
プ

ラ
ト

ー

継
続

時
間

の
影

響
」
及

び
「

e）
呼

吸
フ

ロ
ー

中
の

中
断

の
影

響
」

。

産
総

研
事

務
局

の
提

案
に

よ

り
、

1W
D

に
て

抜
け

て
い

た

範
囲

を
拡

大
し

ま
し

た

（
20

15
/6

/2
5）

。
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1

T
em

pl
at

e 
fo

r 
co

m
m

en
ts

 o
n 

O
IM

L
 T

C
 9

/S
C

 2
/p

 8
/ R

 6
1-

3

C
om

m
en

ts
 o

n:
O

IM
L

 T
C

 9
/S

C
 2

/ p
8/

R
 6

1-
3

W
or

ki
ng

 D
oc

um
en

t: 
O

IM
L 

R
 6

1-
3

Ti
tle

: 
Au

to
m

at
ic

 g
ra

vi
m

et
ric

 
fil

lin
g 

in
st

ru
m

en
ts

Pa
rt

 3
: T

es
t r

ep
or

t 
fo

rm
at

Pr
oj

ec
t: 

p 
8 

: R
ev

is
io

n 
of

 R
 6

1:
 A

ut
om

at
ic

 g
ra

vi
m

et
ric

 
fil

lin
g 

in
st

ru
m

en
ts

C
irc

ul
at

io
n 

da
te

:
20

15
-0

5-
07

C
lo

si
ng

 d
at

e
fo

r 
co

m
m

en
ts

: 
20

15
-0

8-
07

Se
cr

et
ar

ia
t: 

U
K

M
r M

or
ay

o 
A

w
os

ol
a 

M
or

ay
o.

aw
os

ol
a@

nm
ro

.g
ov

.u
k,

N
at

io
na

l M
ea

su
re

m
en

t O
ffi

ce
,U

ni
te

d 
K

in
gd

om

O
rg

./
L

ia
sio n

C
la

us
e/

 p
ar

ag
ra

ph
/

ta
bl

e
ge

n.
/

ed
it.

/
te

ch
n.

C
O

M
M

E
N

T
S

PR
O

PO
SE

D
 C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S 
O

F 
T

H
E

 S
E

C
R

E
T

A
R

IA
T

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed

JP
1 

G
en

er
al

 
G

en
. 

W
e 

ha
ve

 to
 s

ub
m

it 
a 

ne
ga

tiv
e 

vo
te

 to
 1

W
D

 
be

ca
us

e 
m

an
y 

ed
ito

ri
al

 a
m

en
dm

en
ts

 a
re

 
st

ill
 n

ee
de

d 
on

 th
is

 d
ra

ft 
un

til
 fi

na
l 

pu
bl

ic
at

io
n.

 
我
々
は

1W
D

に
反

対
投

票
を

せ
ざ

る
を

得
な

い
。

こ
の
草
案

は
、

さ
ら

に
多

く
の

編
集

的
な

修
正

を
最

終
発
行
ま

で
に

必
要

と
す

る
た

め
で

あ
る

。
 

(C
om

m
en

t o
nl

y)
 

（
コ

メ
ン

ト
の

み
）

 

JP
2 

Th
ro

ug
h-

ou
t t

he
 

do
cu

m
en

t 
Ed

it.
 

Th
re

e 
di

ffe
re

nt
 a

bb
re

vi
at

io
ns

 (N
°, 

N
o.

, a
nd

 
no

.) 
ar

e 
us

ed
 fo

r 
“n

um
be

r.
” 

N
°, 

N
o.

, a
nd

 n
o.
が

混
在

し
て

い
る

。
 

U
se

 o
ne

 a
bb

re
vi

at
io

n 
fo

r c
on

si
st

en
cy

 u
nl

es
s 

th
er

e 
is

 a
 re

as
on

 fo
r n

ot
 d

oi
ng

 s
o.

 
理

由
が

あ
っ

て
使
い
分
け
て
い
る
の
で
な
け
れ
ば
、

統
一

し
た

方
が

よ
い
。

 

JP
3 

5.
2.

2 
Bu

rs
t/f

as
t 

tr
an

si
en

ts
 …

 
(p

.3
4)

,  
5.

4 
El

ec
tr

o-
m

ag
ne

tic
 

su
sc

ep
tib

ili
ty

 (p
. 

38
), 

an
d 

ot
he

rs
 

Ed
it.

 
So

m
e 

tit
le

s 
w

ith
 “(

co
nt

in
ue

d)
” a

re
 n

ot
 th

e 
sa

m
e 

as
 th

e 
or

ig
in

al
 o

ne
s.

  C
or

re
ct

 th
es

e 
tit

le
s 

fo
r c

on
si

st
en

cy
. O

r, 
re

pe
tit

io
n 

of
 th

e 
tit

le
 w

ith
 “(

co
nt

in
ue

d)
” m

ay
 n

ot
 b

e 
ne

ce
ss

ar
y.

 
一
部
の
「

（
続

き
）

」
が

つ
い

た
標

題
は

、
元

の
標

題
と
異
な

っ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
表

題
を

統
一

し
修

Co
rr

ec
t o

r 
de

le
te

 th
e 

tit
le

s 
as

 n
ee

de
d.

 
必

要
に

応
じ

て
、
表
題
を
修
正
ま
た
は
削
除
す
る
。
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Pa
ge

 2
of

 1
2

正
す
る
。

ま
た

は
、

「
（

続
き

）
」

を
付

け
た

表
題

の
繰
り
返

し
は

不
要

か
も

知
れ

な
い

。
 

JP
4 

Ty
pe

 E
va

lu
at

io
n 

Re
po

rt
 

(p
.5

) 

Te
ch

. 
In

 th
e 

ex
am

pl
es

 o
f t

ab
le

, h
ou

r, 
m

in
ut

e,
 a

nd
 

se
co

nd
 a

re
 s

up
po

se
d 

to
 b

e 
re

co
rd

ed
. S

ec
on

d 
se

em
s 

un
ne

ce
ss

ar
y 

to
 b

e 
re

co
rd

ed
, h

ow
ev

er
. 

表
の
例
の

中
で

時
間

、
分

、
秒

ま
で

書
く

こ
と

を
想

定
し
て
い

る
。

し
か

し
、

秒
ま

で
記

載
す

る
必

要
は

な
い
と
思

わ
れ

る
。

 

W
e 

pr
op

os
e 

to
 d

el
et

e 
ss

 a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
hh

:m
m

:ss
 

以
下

の
通

り
、

ss
を
削
除
す
る
こ
と
を
提
案
す
る
。

（
以

下
省

略
）

 

JP
5 

Su
m

m
ar

y 
of

 ty
pe

 
ev

al
ua

tio
n 

te
st

s 
(p

.1
3-

14
) 

Ed
it.

 
So

m
e 

tit
le

s 
in

 th
e 

co
lu

m
n 

“t
es

ts
” d

o 
no

t 
m

at
ch

 th
e 

tit
le

s 
in

 P
ar

t 1
, P

ar
t 2

 a
nd

 th
e 

m
ai

n 
te

xt
 (C

ha
pt

er
s 

1-
9)

 o
f P

ar
t 3

. 
「
試
験
」

列
の

表
題

に
は

、
Pa

rt
 1

, P
ar

t 2
及

び

Pa
rt

 3
本

文
（

第
1-

9
章

）
の

標
題

と
一

致
し

て
い

な
い
も
の

が
あ

る
。

 

Ti
tle

s 
sh

ou
ld

 b
e 

m
at

ch
ed

 in
 P

ar
t 1

, P
ar

t 2
 

an
d 

th
e 

m
ai

n 
te

xt
. F

or
 d

et
ai

ls
, p

le
as

e 
re

fe
r 

tw
o 

cr
os

s-
re

fe
re

nc
e 

ta
bl

es
 a

tt
ac

he
d 

as
 

A
pp

en
di

xe
s 

1 
an

d 
2 

at
 th

e 
en

d 
of

 th
is

 
co

m
m

en
t f

or
m

. 
標

題
を

第
1
部

、
第

2
部
あ
る
い
は
本
文
の
中
で
一

致
さ

せ
る

。
詳

細
に
つ
い
て
は
、
こ
の
コ
メ
ン
ト
用

紙
の

最
後

に
追

補
1
と

追
補

2
と
し
て
添
付
し
た
相

互
参

照
表

を
参

照
の
こ
と
。

 

JP
6 

Su
m

m
ar

y 
of

 ty
pe

 
ev

al
ua

tio
n 

te
st

s,
 

Ta
bl

e 
(p

.1
3)

 

Ed
it.

 
Th

e 
do

cu
m

en
t n

um
be

r 
R 

50
-3

 in
 th

e 
fir

st
 

ro
w

 o
f t

he
 ta

bl
e 

se
em

s 
in

co
rr

ec
t. 

表
の

1
行

目
の

文
書

番
号

R 
50

-3
は

誤
記

。
 

Co
rr

ec
t R

 5
0-

3 
to

 R
 6

1-
3.

 
R 

50
-3

を
R 

61
-3

に
修
正
。

 

JP
7 

2 
Ze

ro
-s

et
tin

g 
(p

.1
7)

 
Ed

it.
/T

ec
h.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s 

of
 th

e 
tit

le
, R

 6
1-

2,
 9

.2
.3

 
se

em
s 

m
or

e 
ap

pr
op

ri
at

e 
th

an
 R

 6
1-

2,
 9

.2
 

ba
se

d 
on

 th
e 

co
nt

en
t o

f t
he

 te
st

. 
標
題
の
カ

ッ
コ

内
の

R 
61

-2
, 9

.2
は

、
試

験
内

容

か
ら

R 
61

-2
, 9

.2
.3

の
方

が
適

切
と

思
わ

れ
る

。
 

Co
rr

ec
t t

he
 n

um
be

r a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
Pr

es
en

t: 
(R

 6
1-

1,
 5

.8
, R

 6
1-

2,
 9

.2
) 

Co
rr

ec
t: 

(R
 6

1-
1,

 5
.8

, R
 6

1-
2,

 9
.2

.3
) 

以
下

の
と

お
り

番
号
を
修
正
。
（
以
下
省
略
）

 

JP
8 

4.
1 

St
at

ic
 te

m
p.

 
(2

0 
ºC

) 
(p

.1
9)

 

Ed
it.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s 

of
 th

e 
tit

le
, t

he
 

nu
m

be
ri

ng
 “4

.8
.1

” i
s 

in
co

rr
ec

t. 
標
題
の
カ

ッ
コ

内
の

4.
8.

1
は

誤
記

。
 

Co
rr

ec
t R

 6
1-

1,
 4

.8
.1

 to
 R

 6
1-

1,
 4

.8
.2

.1
, 

4.
8.

2.
2.

 
R 

61
-1

, 4
.8

.1
を

R 
61

-1
, 4

.8
.2

.1
, 4

.8
.2

.2
に
修

正
。

 

JP
9 

4.
1.

1 
St

at
ic

 te
m

p.
 

(2
0 

ºC
) (

p.
19

) 
Ed

it.
 

Al
l o

f d
at

e,
 ti

m
e,

 p
re

ss
ur

e 
(B

ar
. P

re
s.

), 
te

m
pe

ra
tu

re
 a

nd
 r

el
at

iv
e 

hu
m

id
ity

 (R
el

. h
.) 

Al
l c

el
ls

 in
 th

e 
fo

ur
 ta

bl
es

 fo
r r

ec
or

di
ng

 
da

te
, t

im
e,

 p
re

ss
ur

e,
 te

m
pe

ra
tu

re
 a

nd
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Pa
ge

 3
of

 1
2

4.
1.

2 
St

at
ic

 te
m

p.
 

(s
pe

c.
 h

ig
h)

 (p
.2

0)
 

4.
1.

3 
St

at
ic

 te
m

p.
 

(s
pe

c.
 lo

w
) (

p.
21

) 
4.

1.
3 

St
at

ic
 te

m
p.

 
(5

 ºC
) (

p.
22

) 

sh
al

l b
e 

re
co

rd
ed

 w
he

n 
a 

te
st

 s
ta

rt
s 

an
d 

en
ds

. S
om

e 
ce

lls
 in

 th
e 

fo
ur

 ta
bl

es
 in

 th
es

e 
cl

au
se

s 
ar

e 
un

ab
le

 to
 b

e 
re

co
rd

ed
 (f

ill
ed

 in
 

gr
ey

) h
ow

ev
er

.  
試
験
開
始

及
び

終
了

時
の

日
付

, 時
間

, 圧
力

, 温
度

, 
湿
度
の

全
て

記
録

す
る

必
要

が
あ

る
。

し
か

し
こ

れ

ら
の
項

の
４

つ
の

表
の

一
部

の
セ

ル
は

記
入

不
可

（
灰
色

）
と

な
っ

て
い

る
。

 

hu
m

id
ity

 n
ee

d 
to

 b
e 

bl
an

k 
(s

ho
ul

d 
no

t b
e 

fil
le

d 
in

 g
re

y)
. 

４
つ

の
表

中
の

日
付
、
時
間
、
圧
力
、
温
度
、
湿
度

に
関

す
る

全
て

の
記
録
箇
所
は
空
白
に
す
べ
き
で
あ

る
（

灰
色

の
塗

り
つ
ぶ
し
を
や
め
る
）
。

 

JP
10

 
4.

1.
3 

St
at

ic
 te

m
p.

 
(s

pe
c.

 lo
w

) (
p.

21
) 

4.
1.

3 
St

at
ic

 te
m

p.
 

(5
 ºC

 if
 ..

.) 
(p

.2
2)

 
4.

1.
4 

St
at

ic
 te

m
p.

 
(2

0 
ºC

) (
p.

23
) 

Ed
it.

 
Th

er
e 

ar
e 

tw
o 

cl
au

se
s 

w
ith

 a
n 

id
en

tic
al

 
cl

au
se

 n
um

be
r 

(4
.1

.3
). 

 
同
じ
番
号

（
4.

1.
3）

の
項

目
が

二
つ

存
在

し
て

い

る
。

 

Th
e 

th
re

e 
cl

au
se

s 
sh

ou
ld

 b
e 

re
nu

m
be

re
d 

as
 

4.
1.

3,
 4

.1
.4

 a
nd

 4
.1

.5
. 

３
つ

の
項

を
4.

1.
3,

 4
.1

.4
 及

び
4.

1.
5.
の
よ
う
に
修

正
す

る
。

 

JP
11

 
4.

1.
3 

St
at

ic
 te

m
p.

 
(s

pe
c.

 lo
w

) (
p.

21
) 

Ed
it.

 
In

 th
e 

tit
le

, m
or

e 
sp

ac
e 

is
 n

ec
es

sa
ry

 
be

tw
ee

n 
th

e 
eq

ua
lit

y 
si

gn
 (=

) a
nd

 s
ym

bo
l o

f 
Ce

ls
iu

s 
(ºC

) a
s 

it 
is

 g
iv

en
 in

 4
.1

.2
. 

4.
1.

2
に
お

い
て

追
加

さ
れ

て
い

る
よ

う
に

、
表

題

の
等
号
記

号
（

＝
）

と
摂

氏
記

号
（

ºC
）

と
の

間

に
、
よ
り

大
き

な
ス

ペ
ー

ス
が

必
要

。
 

Ad
d 

a 
sp

ac
e 

as
 s

ho
w

n 
be

lo
w

. 
4.

1.
3 

St
at

ic
 te

m
pe

ra
tu

re
s (

sp
ec

ifi
ed

 lo
w

  
= 

 ºC
) 

以
下

の
通

り
ス

ペ
ー
ス
を
追
加
。
（
以
下
省
略
）

 

JP
12

 
4.

2 
Te

m
p.

 e
ffe

ct
 

on
 n

o-
lo

ad
 

in
di

ca
tio

n 
(p

.2
4)

 

Ed
it.

 
In

 th
e 

tit
le

, “
R 

61
-1

, 4
.8

.2
.3

” i
s 

m
is

si
ng

 
al

th
ou

gh
 it

 is
 li

st
ed

 in
 th

e 
ch

ec
kl

is
t i

n 
Ch

ap
te

r 
9.

 
第

9
章
の

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
に

は
記

載
さ

れ
て

い
る

も
の
の
、

表
題

に
は

R 
61

-1
, 4

.8
.2

.3
の

記
載

が
な

い
。

 

Ad
d 

th
e 

cl
au

se
 n

um
be

r a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
Te

m
pe

ra
tu

re
 e

ffe
ct

 o
n 

no
-lo

ad
 in

di
ca

tio
n 

(R
 

61
-1

, 4
.8

.2
.3

 , 
R 

61
-2

, 1
0.

2.
3)

 
下

記
の

と
お

り
項
目
番
号
を
追
記
（
以
下
省
略
）
。

 

JP
13

 
4.

3 
D

am
p 

he
at

 
te

st
s 

(p
.2

5)
 

Ed
it.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s,

 it
 s

ee
m

s 
ap

pr
op

ri
at

e 
to

 
ad

d 
“R

 6
1-

1,
 4

.8
.1

.” 
カ
ッ
コ
内

に
R 

61
-1

, 4
.8

.1
を

記
載

す
る

こ
と

が
適

切
と
思
わ

れ
る

。
 

Ad
d 

th
e 

cl
au

se
 n

um
be

r a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
4.

3 
D

am
p 

he
at

 te
st

s (
R 

61
-1

, 4
.8

.1
, R

 6
1-

2,
 

10
.2

.4
) 

以
下

の
通

り
項

目
番
号
を
追
記
。
（
以
下
省
略
）

 

JP
14

 
4.

3.
1 

D
am

p 
he

at
, 

Ed
it.

/ 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s,

 “7
.5

” s
ee

m
s 

un
ne

ce
ss

ar
y 

D
el

et
e 

“7
.5

” a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
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Pa
ge

 4
of

 1
2

st
ea

dy
 s

ta
te

 (p
.2

5)
 

Te
ch

. 
if 

“R
 6

1-
1,

 4
.8

.1
” i

s 
ad

de
d 

in
 th

e 
pa

re
nt

he
si

s 
of

 C
la

us
e 

4.
3 

(r
ef

er
 o

ur
 a

bo
ve

 co
m

m
en

t).
 

4.
3
項

に
R 

61
-1

, 4
.8

.1
を

追
記

す
れ

ば
、

7.
5
は

不
要
と
思

わ
れ

る
。

（
上

記
コ

メ
ン

ト
参

照
。

）
 

4.
3.

1 
D

am
p 

he
at

, s
te

ad
y 

st
at

e 
(7

.5
, R

 6
1-

2,
 

10
.2

.4
.1

) 
以

下
の

と
お

り
、

7.
5
を
削
除
す
る
。
（
以
下
省

略
）

 

JP
15

 
4.

3.
1 

Lo
w

er
 ta

bl
e 

(fo
r 

re
co

rd
in

g)
 

(p
.2

5)
 

Ed
it.

 
A 

ro
w

 fo
r 

re
co

rd
in

g 
Re

f 5
0 

%
 a

fte
r 

Re
f 5

0 
%

 
an

d 
H

ig
h 

85
 %

 is
 m

is
si

ng
. 

Re
f 5

0 
%

, H
ig

h 
85

 %
の

後
の

Re
f 5

0 
%
の

記
録

欄
が
抜
け

て
い

る
。

 

Ad
d 

a 
ro

w
 fo

r 
re

co
rd

in
g 

Re
f 5

0 
%

 a
nd

 
50

 %
RH

 u
nd

er
 H

ig
h 

an
d 

85
 %

 R
H

. 
H

ig
h 

an
d 

85
 %

 R
H

 の
下
に

Re
fe

re
nc

e 
an

d 
50

 %
 R

H
の

記
録

行
を
追
加
。

 

JP
16

 
4.

4 
Vo

lta
ge

 
va

ri
at

io
n 

(p
.2

6)
 

Ed
it.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s 

of
 th

e 
tit

le
, t

he
 

nu
m

be
ri

ng
 “4

.8
.2

” i
s 

in
co

rr
ec

t a
nd

 it
 s

ho
ul

d 
be

 “4
.8

.3
”. 

In
 a

dd
iti

on
, “

R 
61

-2
, 1

0.
2.

5”
 (A

C 
m

ai
ns

 v
ol

ta
ge

 v
ar

ia
tio

n)
 s

ho
ul

d 
be

 d
el

et
ed

 
be

ca
us

e 
10

.2
.5

 in
 P

ar
t 2

 c
or

re
sp

on
ds

 to
 

Cl
au

se
 4

.4
.1

 o
f P

ar
t 3

, n
ot

 to
 th

e 
en

tir
e 

Cl
au

se
 4

.4
. 

表
題
の
括

弧
内

の
番

号
 4

.8
.2

は
誤

記
で

4.
8.

3
と

す
べ
き
で

あ
る

。
更

に
”R

 6
1-

2,
 1

0.
2.

5”
（

AC
主

電
源
変

動
）

は
削

除
す

べ
き

で
あ

る
。

な
ぜ

な
ら

ば
、
第

2
部

の
10

.2
.5

は
第

3
部

の
4.

4.
1
項

に
対

応
す
る

も
の

で
、

4.
4
項

全
体

に
対

応
す

る
も

の
で

は
な
い

か
ら

。
 

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s 
sh

ow
n 

be
lo

w
. 

4.
4 

Vo
lta

ge
 v

ar
ia

tio
n 

(R
 6

1-
1,

 4
.8

.2
 4

.8
.3

, R
 

61
-2

, 1
0.

2.
5)

 
以

下
の

と
お

り
修
正
す
る
。
（
以
下
省
略
）

 

JP
17

 
4.

4.
4 

Po
w

er
 fr

om
 

ex
te

rn
al

 …
 (p

.2
9)

 
Ed

it.
 

In
 th

e 
tit

le
, t

he
 co

m
m

a 
af

te
r 

“b
at

te
ri

es
” i

s 
un

ne
ce

ss
ar

y.
 

標
題
の

ba
tt

er
ie

sの
後

の
 カ

ン
マ

は
不

要
。

 

D
el

et
e 

th
e 

co
m

m
a.

 
カ

ン
マ

を
削

除
。

 

JP
18

 
4.

4.
5 

Ca
te

go
ry

 o
f 

…
 (p

.2
9)

 
Ed

it.
 

In
 th

e 
tit

le
, l

at
te

r 
ha

lf 
of

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s,

 ),
 

is
 m

is
si

ng
. 

後
ろ
カ
ッ

コ
) が

抜
け

て
い

る
。

 

Ad
d 

th
e 

la
tt

er
 h

al
f o

f t
he

 p
ar

en
th

es
is

 a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
...

po
w

er
 su

pp
ly

) 
後

ろ
カ

ッ
コ

)を
追

加
。

 
JP

19
 

4.
5 

Ti
lti

ng
 

(p
.3

0)
 

Ed
it.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s 

of
 ti

tle
, t

he
 n

um
be

ri
ng

 
“4

.8
.3

” i
s 

in
co

rr
ec

t a
nd

 it
 s

ho
ul

d 
be

 “4
.8

.4
”. 

表
題
の
括

弧
内

の
番

号
4.

8.
3
は

誤
記

で
、

4.
8.

4
と

Co
rr

ec
t “

4.
8.

3”
 to

 “4
.8

.4
”. 

4.
8.

3
を

 4
.8

.4
に
修
正
。
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Pa
ge

 5
of

 1
2

す
べ
き

で
あ

る
。

 

JP
20

 
5.

1 
AC

 m
ai

ns
 

vo
lta

ge
…

 (p
.3

1)
 

Ed
it.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

si
s 

of
 ti

tle
, t

he
 n

um
be

ri
ng

 
“1

0.
2.

5”
 is

 in
co

rr
ec

t a
nd

 it
 s

ho
ul

d 
be

 
“1

0.
3.

1”
. 

表
題
の

括
弧

内
の

番
号

10
.2

.5
は

誤
記

で
、

10
.3

.1
と
す
べ

き
で

あ
る

。
 

Co
rr

ec
t “

10
.2

.5
” t

o 
“1

0.
3.

1”
. 

10
.2

.5
を

10
.3

.1
に
修
正
。

 

JP
21

 
5.

1 
AC

 m
ai

ns
 

vo
lta

ge
…

 (p
.3

1)
 

Ed
it.

/ 
Te

ch
. 

In
 th

e 
ta

bl
e,

 n
um

be
rs

 o
f c

yc
le

 in
 th

e 
co

lu
m

n 
“d

ur
at

io
n”

 a
re

 g
iv

en
 o

nl
y 

fo
r 

a 
po

w
er

 s
up

pl
y 

w
ith

 th
e 

fr
eq

ue
nc

y 
of

 5
0 

H
z.

 A
dd

 n
um

be
rs

 
co

rr
es

po
nd

 to
 6

0 
H

z 
w

hi
ch

 is
 u

se
d 

in
 m

an
y 

co
un

tr
ie

s.
 

表
中
の

「
持

続
時

間
」

列
の

サ
イ

ク
ル

の
数

値
は

、

周
波
数

が
50

 H
zの

電
源

に
の

み
に

つ
い

て
与

え
ら

れ
て
い

る
。

多
く

の
国

で
使

わ
れ

て
い

る
60

 H
zに

対
応
す

る
値

も
追

加
し

て
ほ

し
い

。
 

Ad
d 

th
e 

nu
m

be
rs

 o
f c

yc
le

 fo
r 6

0 
H

z 
as

 
sh

ow
n 

be
lo

w
 (u

nd
er

lin
ed

). 
0.

5/
0.

6,
 1

0/
12

, 2
5/

30
, 2

50
/3

00
, 2

50
/3

00
 

以
下

の
通

り
60

H
zの

た
め
の
値
を
追
加
す
る
（
下

線
）

。
（

以
下

省
略
）

 

JP
22

 
5.

3.
1 

D
ir

ec
t 

Ap
pl

ic
at

io
n 

(p
.3

5)
 

Ed
it.

 
U

se
 lo

w
er

 ca
se

 fo
r 

Ap
pl

ica
tio

n.
 

Ap
pl

ic
at

io
n 
の

 A
を

小
文

字
に

す
る

。
 

Ch
an

ge
 th

e 
ca

se
. 

文
字

形
式

を
変

え
る
。

 

JP
23

 
5.

3.
2 

Co
nt

ac
t 

D
is

ch
ar

ge
 

(p
.3

6)
 

Ed
it.

 
U

se
 lo

w
er

 ca
se

 fo
r 

D
is

ch
ar

ge
. 

D
is

ch
ar

ge
 の

 D
 を

小
文

字
に

す
る

。
 

Ch
an

ge
 th

e 
ca

se
. 

文
字

形
式

を
変

え
る
。

 

JP
24

 
5.

4 
Im

m
un

ity
 to

 
…

 (p
.3

8)
 

Te
ch

. 
/E

di
t. 

In
 th

e 
pa

re
nt

he
si

s 
of

 ti
tle

, i
t s

ee
m

s 
in

ap
pr

op
ri

at
e 

to
 in

cl
ud

e 
“R

 6
1-

1,
 7

.2
”. 

表
題
の

括
弧

内
に

R 
61

-1
, 7

.2
の

記
載

が
あ

る
こ

と
は
不
適

切
と

思
わ

れ
る

。
 

D
el

et
e 

“R
 6

1-
1,

 7
.2

” a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 
5.

4 
Im

m
un

ity
 to

 e
le

ct
ro

m
ag

ne
tic

 fi
el

ds
 (R

 
61

-1
, 7

.2
, R

 6
1-

2,
 1

0.
3.

4)
 

以
下

の
と

お
り

R 
61

-1
, 7

.2
を
削
除
。

 
（

以
下

省
略

）
 

JP
25

 
5.

5.
3 

Su
rg

es
 o

n 
…

 
(p

.4
4)

 
Ed

it.
 

In
 th

e 
tit

le
, “

su
rg

es
 o

n”
 is

 r
ed

un
da

nt
. 

標
題
の

su
rg

es
 o

n
が

重
複

し
て

い
る

。
 

Co
rr

ec
t t

he
 ti

tle
 b

y 
de

le
tin

g 
“s

ur
ge

s 
on

”. 
標

題
の

su
rg

es
 o

n
を
削
除
。

 

JP
26

 
5.

6.
1 

Co
nd

uc
tio

n 
al

on
g 

…
 (p

.4
5)

 
Te

ch
. 

In
 th

e 
lo

w
er

 ta
bl

e,
 “T

es
t p

ul
se

 4
” s

ee
m

s 
un

ne
ce

ss
ar

y 
as

 R
 6

1-
1,

 1
0.

3.
6.

1 
sp

ec
ifi

es
 u

p 
to

 th
e 

te
st

 p
ul

se
 3

. 

D
el

et
e 

“T
es

t p
ul

se
 4

”. 
試

験
パ

ル
ス

4
を
削
除
す
る
。
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Pa
ge

 6
of

 1
2

下
の
表

に
つ

い
て

、
R 

61
-1

 1
0.

3.
6.

1
は

試
験

パ
ル

ス
3
ま
で

し
か

規
定

し
て

い
な

い
た

め
、

試
験

パ
ル

ス
4
は
不

要
と

思
わ

れ
る

。
 

JP
27

 
5.

6.
1 

Co
nd

uc
tio

n 
al

on
g 

…
 

(p
.4

5)
 

Ed
it.

 
Ac

co
rd

in
g 

to
 IS

O
 7

63
7-

2,
 th

e 
vo

lta
ge

 v
al

ue
 

“-5
0 

V”
 in

 th
e 

te
st

 p
ul

se
 2

a 
of

 2
4 

V 
is

 
in

co
rr

ec
t i

n 
its

 s
ig

n.
 

IS
O

 7
63

7-
2
に

よ
る

と
、

24
V
の

Te
st

 p
ul

se
 2

a 
の
電
圧
値

「
-5

0V
」

は
誤

記
で

、
符

号
が

違
う

。
 

Co
rr

ec
t “

-5
0 

V”
 to

 “+
50

 V
” i

n 
th

e 
te

st
 p

ul
se

 
2a

 o
f 2

4 
V.

 
24

V
の

Te
st

 p
ul

se
 2

a 
の
電
圧
値
「

-5
0V

」
 を

「
+5

0」
に

修
正

す
る
。

 

JP
28

 
7 

M
at

er
ia

l t
es

tin
g 

(p
.5

8)
 

Ed
it.

 
In

 th
e 

pa
re

nt
he

se
s 

of
 ti

tle
, s

om
e 

nu
m

be
ri

ng
s 

ar
e 

in
co

rr
ec

t. 
表
題
の

括
弧

内
に

お
い

て
、

一
部

の
番

号
付

け
が

間

違
っ
て

い
る

。
 

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s 
sh

ow
n 

be
lo

w
. 

Pr
es

en
t: 

(R
 6

1,
 8

.2
.3

.1
 &

 9
, R

 6
1-

2,
 1

2)
 

Co
rr

ec
te

d:
 (R

 6
1-

1,
 8

.2
.3

.1
 &

 9
, R

 6
1-

2,
 1

2.
1)

 
以

下
の

通
り

修
正
（
以
下
省
略
）
。

 

JP
29

 
7.

1.
2 

an
d 

7.
2.

2 
on

 
Te

st
 2

 (p
.6

2,
 p

.7
6)

 
Te

ch
. 

In
 th

e 
tit

le
, a

 r
ev

is
ed

 te
rm

 “r
at

ed
 m

in
im

um
 

fil
l” 

se
em

s 
m

or
e 

ap
pr

op
ri

at
e 

th
an

 th
e 

pr
es

en
t t

er
m

 “m
in

im
um

 c
ap

ac
ity

”. 
表
題
に

あ
る

現
在

の
用

語
m

in
im

um
 c

ap
ac

ity
は
、

ra
te

d 
m

in
im

um
 fi

ll
と

改
訂

し
た

方
が

適
切

だ
と
思

わ
れ

る
。

 

Re
pl

ac
e 

th
e 

te
rm

 to
 “r

at
ed

 m
in

im
um

 fi
ll”

. 
用

語
を

ra
te

d 
m

in
im

um
 fi

ll
に
修
正
。

 

JP
30

 
7.

1.
3 

(p
. 6

6,
 6

9)
 

an
d 

7.
2.

3 
(p

. 8
2)

 
on

 T
es

t 3
 

Ed
it.

 
Tw

o 
ex

pr
es

si
on

s 
“M

id
-r

an
ge

” a
nd

 “m
id

 
ra

ng
e”

 a
re

 u
se

d 
in

 th
e 

sa
m

e 
m

ea
ni

ng
. T

he
 

sa
m

e 
ex

pr
es

si
on

 s
ho

ul
d 

be
 u

se
d.

 
２
つ
の

表
現

“M
id

-r
an

ge
” と

 “m
id

 r
an

ge
”が

同

じ
意
味
で

使
わ

れ
て

い
る

。
同

じ
表

現
を

使
う

べ
き

で
あ
る
。

 

U
se

 th
e 

sa
m

e 
ex

pr
es

si
on

. 
同

じ
表

現
を

使
う
。

 

JP
31

 
Ch

ec
kl

is
t 

(p
.9

1)
 

Ed
it.

 
Th

e 
tit

le
 fo

r C
ha

pt
er

 9
 is

 m
is

si
ng

. 
第

9
章
の

標
題

が
抜

け
て

い
る

。
 

Ad
d 

th
e 

tit
le

 “9
 C

he
ck

lis
t”

 o
n 

th
e 

to
p 

of
 th

e 
pa

ge
. 

「
9 
チ

ェ
ッ

ク
リ
ス
ト
」
と
加
筆
。
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Pa
ge

 7
of

 1
2

5
Au

gu
st

, 2
01

5 
A

pp
en

di
x 

1 
S u

pp
le

m
en

ta
ry

 in
fo

rm
at

io
n 

fo
r t

he
 J

ap
an

es
e 

co
m

m
en

t (
JP

5)
 to

 P
ar

t 3
 (R

 6
1-

3 
1W

D
) 

C
ro

ss
-r

ef
er

en
ce

 ta
bl

e 
fo

r t
he

 ti
tle

s 
in

 “S
um

m
ar

y 
of

 ty
pe

 e
va

lu
at

io
n 

te
st

s”
 

追
補

１
：

第
3
部

（
R6

1-
3 

1W
D
）

へ
の
日

本
コ

メ
ン
ト

（
JP

5）
へ
の

追
加

情
報

：
「

型
式

承
認

試
験

の
要

約
」

の
表
題
に

関
す

る
相

互
参

照
表

 

In
 “s

um
m

ar
y 

of
 ty

pe
 e

va
lu

at
io

n 
te

st
s”

 o
n 

pa
ge

s1
3-

14
 in

 P
ar

t 3
, s

om
e 

tit
le

s 
in

 th
e 

co
lu

m
n 

“t
es

ts
” d

o 
no

t m
at

ch
 th

e 
tit

le
s 

in
 P

ar
t 1

, P
ar

t 2
 a

nd
 th

e 
m

ai
n 

te
xt

 (C
ha

pt
er

s 
1-

9)
 o

f P
ar

t 3
. T

he
se

 ti
tle

s 
sh

ou
ld

 b
e 

co
ns

is
te

nt
 in

 th
e 

en
tir

e 
se

ri
es

 o
f R

 6
1 

(1
W

D
). 

Th
e 

fo
llo

w
in

g 
ta

bl
e 

pr
ov

id
es

 a
 c

ro
ss

-r
ef

er
en

ce
 o

f a
ll 

tit
le

s 
in

 th
e 

su
m

m
ar

y 
to

 th
e 

co
rr

es
po

nd
in

g 
ex

pr
es

si
on

s 
in

 th
e 

m
ai

n 
te

xt
 o

f P
ar

t 3
, P

ar
t 1

 a
nd

 P
ar

t 2
. I

n 
ad

di
tio

n,
 a

no
th

er
 cr

os
s 

re
fe

re
nc

e 
fo

r c
la

us
e 

nu
m

be
rs

 in
 th

e 
Pa

rt
 1

, P
ar

t 2
 a

nd
 P

ar
t 3

 is
 g

iv
en

 in
 A

pp
en

di
x 

2.
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e 

nu
m

be
rs

 in
 P

ar
t 1

, P
ar

t 2
 a

nd
 P

ar
t 3

 o
f R

 6
1 

追
補

２
：
第

3
部

（
R6

1-
3 

1W
D
）

へ
の
日

本
コ

メ
ン
ト

（
JP

5）
へ
の

追
加

情
報
：

R
61

の
第

1
部

、
第

2
部
、

第
3
部

の
項

目
番

号
に
関

す
る

相
互
参

照
表

 
 

C
la

us
e 

in
 

Pa
rt

 3
 

Ti
tle

s 
in

 th
e 

m
ai

n 
te

xt
 o

f P
ar

t 3
 

C
la

us
e 

in
 

Pa
rt

 1
 

C
la

us
e 

in
 

Pa
rt

 2
 

1 
W

ar
m

-u
p 

tim
e 

7.
8 

10
.2

.1
 

2 
Ze

ro
-s

et
tin

g 
5.

8 
9.

2.
3 

3 
Ta

re
-s

et
tin

g 
5.

8 
9.

2.
4 

4 
In

flu
en

ce
 fa

ct
or

s 
4.

8 
 

4.
1 

St
at

ic
 te

m
pe

ra
tu

re
s 

4.
8.

2 
10

.2
.2

 
4.

2 
Te

m
pe

ra
tu

re
 e

ffe
ct

 o
n 

no
-lo

ad
 in

di
ca

tio
n 

4.
8.

2.
3 

10
.2

.3
 

4.
3 

D
am

p 
he

at
 te

st
s 

4.
8.

1 
10

.2
.4

 
4.

3.
1 

D
am

p 
he

at
, s

te
ad

y 
st

at
e 

 
10

.2
.4

.1
 

4.
3.

2 
D

am
p 

he
at

, c
yc

lic
 (c

on
de

ns
in

g)
 

 
10

.2
.4

.2
 

4.
4 

Vo
lta

ge
 v

ar
ia

tio
n 

4.
8.

3 
 

4.
4.

1 
AC

 m
ai

ns
 v

ol
ta

ge
 v

ar
ia

tio
n 

te
st

 
 

10
.2

.5
 

4.
4.

2 
D

C 
m

ai
ns

 v
ol

ta
ge

 v
ar

ia
tio

n 
te

st
 

 
10

.2
.6

 
4.

4.
3 

Ba
tt

er
y 

vo
lta

ge
 v

ar
ia

tio
n,

 n
ot

 co
nn

ec
te

d 
to

 th
e 

m
ai

ns
 (D

C)
 

 
10

.2
.7

 
4.

4.
4 

Po
w

er
 fr

om
 e

xt
er

na
l 1

2V
 a

nd
 2

4V
 r

oa
d 

ve
hi

cl
e 

ba
tt

er
ie

s 
 

10
.2

.8
 

4.
4.

5 
Ca

te
go

ry
 o

f p
ow

er
 s

up
pl

y 
(if

 a
n 

in
st

ru
m

en
t h

as
 m

or
e 

th
an

 o
ne

 p
ow

er
 s

up
pl

y)
 

 
 

4.
5 

Ti
lti

ng
 

4.
8.

4 
10

.2
.9

 
5 

D
is

tu
rb

an
ce

s 
7.

2 
10

.3
 

5.
1 

AC
 m

ai
ns

 v
ol

ta
ge

 d
ip

s,
 s

ho
rt

 in
te

rr
up

tio
ns

 a
nd

 r
ed

ut
io

ns
 

 
10

.3
.1

 
5.

2 
Bu

rs
ts

/fa
st

 tr
an

si
en

ts
 o

n 
m

ai
ns

 p
ow

er
 li

ne
s 

an
d 

on
 s

ig
na

l, 
da

ta
 a

nd
 c

on
tr

ol
 li

ne
s 

 
10

.3
.2

 
5.

3 
El

ec
tr

os
ta

tic
 d

is
ch

ar
ge

 
 

10
.3

.3
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Pa
ge

 1
2

of
 1

2

5.
4 

Im
m

un
ity

 to
 e

le
ct

ro
m

ag
ne

tic
 fi

el
ds

 
 

10
.3

.4
 

5.
4.

1 
Ra

di
at

ed
 e

le
ct

ro
m

ag
ne

tic
 fi

el
ds

 
 

10
.3

.4
.1

 
5.

4.
2 

Co
nd

uc
te

d 
el

ec
tr

om
ag

ne
tic

 fi
el

ds
 

 
10

.3
.4

.2
 

5.
5 

Su
rg

es
 o

n 
m

ai
ns

 p
ow

er
 li

ne
s 

an
d 

on
 s

ig
na

l, 
da

ta
 a

nd
 c

on
tr

ol
 li

ne
s 

 
10

.3
.5

 
5.

6 
El

ec
tr

ic
al

 tr
an

si
en

t c
on

du
ct

io
n 

fo
r i

ns
tr

um
en

ts
 p

ow
er

ed
 fr

om
 1

2V
 a

nd
 2

4V
 r

oa
d 

ve
hi

cl
e 

ba
tt

er
ie

s 
 

10
.3

.6
 

5.
6.

1 
Co

nd
uc

tio
n 

al
on

g 
su

pp
ly

 li
ne

s 
of

 e
xt

er
na

l v
ol

ta
ge

 s
up

pl
y 

 
10

.3
.6

.1
 

5.
6.

2 
Co

nd
uc

tio
n 

vi
a 

lin
es

 o
th

er
 s

up
pl

y 
lin

es
, f

or
 e

xt
er

na
l v

ol
ta

ge
 s

up
pl

y 
 

10
.3

.6
.2

 
5.

7 
Ri

pp
le

 o
n 

D
C 

m
ai

ns
 p

ow
er

 
 

10
.3

.7
 

5.
8 

Lo
ad

 d
um

p 
te

st
 

 
10

.3
.8

 
6 

Sp
an

 s
ta

bi
lit

y 
te

st
 

7.
10

.3
 

11
 

7 
M

at
er

ia
l t

es
tin

g 
8.

2.
3.

1&
9 

12
.1

 
7.

1 
Se

pa
ra

te
 v

er
ifi

ca
tio

n 
m

et
ho

d 
9.

5.
1 

12
.2

.2
 

7.
1.

1 
Te

st
 1

 (l
oa

d 
va

lu
e 

cl
os

e 
to

 m
ax

im
um

 ca
pa

ci
ty

) 
9.

2.
1a

 
 

7.
1.

2 
Te

st
 2

 (l
oa

d 
va

lu
e 

cl
os

e 
to

 r
at

ed
 m

in
im

um
 fi

ll)
 

9.
2.

1a
 

 
7.

1.
3 

Te
st

 3
 (m

id
 r

an
ge

 cr
iti

ca
l l

oa
d 

va
lu

e)
 

9.
2.

1c
 

 
7.

2 
In

te
gr

al
 v

er
ifi

ca
tio

n 
m

et
ho

d 
9.

5.
2 

12
.2

.2
 

7.
2.

1 
Te

st
 1

 (l
oa

d 
va

lu
e 

cl
os

e 
to

 m
ax

im
um

 ca
pa

ci
ty

) 
9.

2.
1a

 
 

7.
2.

2 
Te

st
 2

 (l
oa

d 
va

lu
e 

cl
os

e 
to

 r
at

ed
 m

in
im

um
 fi

ll)
 

9.
2.

1a
 

 
7.

2.
3 

Te
st

 3
 (m

id
 ra

ng
e 

cr
iti

ca
l l

oa
d 

va
lu

e)
 

9.
2.

1c
 

 
8 

Lo
ad

 in
di

ca
to

r 
pe

rf
or

m
an

ce
 

9.
5.

2 
12

.2
.2
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1

T
C

7/
SC

5 
W

or
ki

ng
 d

ra
ft

 fo
r 

R
ev

is
io

n 
of

 O
IM

L
 1

29
 -

Pa
rt

ic
ip

at
in

g 
co

un
tr

y 
co

m
m

en
ts

C
om

m
en

ts
 o

n:
T

C
7/

 S
C

 5
C

D
1

O
IM

L
 R

12
9

“M
ul

ti-
di

m
en

sio
na

l m
ea

su
ri

ng
 in

st
ru

m
en

ts
”

TC
 7

/ S
C

 5
Se

cr
et

ar
ia

t: 
 A

us
tra

lia
D

at
e 

of
 c

irc
ul

at
io

n:
 M

ay
29

, 2
01

5
C

om
m

en
ts

 d
ue

 d
at

e:
Se

pt
em

be
r 4

, 2
01

5

O
rg

an
iz

at
io

n:
C

on
ta

ct
 In

fo
rm

at
io

n:
N

at
io

na
l M

ea
su

re
m

en
t I

ns
tit

ut
e 

(N
M

IA
) L

eg
al

 M
et

ro
lo

gy
 P

ol
ic

y

In
te

rn
at

io
na

lL
eg

al
@

m
ea

su
re

m
en

t.g
ov

.a
u

C
ou

nt
r

y 
co

de
Pa

g e
C

la
us

e
G

en
/T

ec
h/

Ed
it

C
om

m
en

t
R

ea
so

n 
fo

r 
co

m
m

en
t

JP
13

5.
2.

1(
e)

In
di

ca
ti

on
 a

nd
 

pr
in

tin
g 

de
vi

ce
s

/g
en

er
al

Te
ch

C
ha

ng
e 

th
e 

se
nt

en
ce

sa
s s

ho
w

n 
be

lo
w

.

(e
) T

he
 p

re
vi

ou
s d

isp
la

ye
d 

in
di

ca
tio

ns
 sh

al
l n

ot
 p

er
si

st
 fo

r l
on

ge
r 

th
an

 1
 s

 a
fte

r 
a 

ne
w 

ob
je

ct
 is

 d
et

ec
te

d
in

 th
e 

m
ea

su
re

m
en

t a
re

a.
 

Th
e 

in
di

ca
tio

n 
sh

al
l r

em
ai

n 
ho

w
ev

er
un

til
 th

e 
ne

xt
 n

ew
 o

bj
ec

t i
s 

de
te

ct
ed

.

文
章

を
以

下
の
通
り
修
正
。

 

(e
) 
直

前
の

表
示

値
は

、
測

定
領

域
に

お
い

て
新

し
い

対
象

物
が

検
出

さ
れ

て
か
ら

1
秒
よ
り
長
い
時
間
、
表
示
さ
れ
続
け
て
い
て
は
な

ら
な

い
。

し
か

し
次

の
新

し
い

対
象

物
が

検
出

さ
れ

る
ま

で
の

間
、

そ
の

表
示

値
は
維
持
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

 

Th
e 

m
ax

im
um

 ti
m

e 
of

 1
s 

sh
ou

ld
 b

e 
ex

te
nd

ed
 to

 a
ss

is
t r

ea
di

ng
 o

f 
th

e 
in

di
ca

tio
n

on
ly

 i
n 

th
e 

ca
se

 t
he

re
 i

s 
no

 d
et

ec
tio

n 
of

 a
 n

ew
 

ob
je

ct
.

1
秒

と
い

う
最

大
値

は
、

新
し

い
対

象
物

の
検

出
が

無
い

場
合

に
の

み
、

表
示

の
読

み
取

り
を

助
け

る
た

め
に

延
長

さ
れ

る
べ

き
で

あ

る
。

 

産
総

研
事

務
局

コ
メ

ン
ト
：

通
常

試
料

（
荷

物
）

は
多

次
元

測
定

器
の

中
を

移
動

し
な

が
ら

通
過

し
、

計
量

段
階

で
は

停
止

し
ま

せ
ん

。
も

し
そ

こ
を
通

過
す

る
一

瞬
だ

け
計

量
値

が
表

示
さ

れ
る

の
で

あ
れ

ば
、

作
業

者
は

正
し

く
値

を
読

み
取

る
こ

と
が

で
き

ま
せ

ん
。

も
ち

ろ
ん

測
定

デ
ー

タ
は

自
動

転
送

さ
れ

ま
す

が
、

作
業

者
が

別
途

目
視

確
認

で
き

る
こ

と
が

必
要

で
す

。
し

か
し

な
が

ら
試

料
が

連
続

か
つ

高
速

に
（

た
と

え
ば

毎
秒

１
個

）
流

れ
て

く
る

場
合

は
論

外
で

、
表

示
は

直
ち

に
更

新
さ

れ
る

べ
き

で
す

。
現

在
の

文
章

で
は

「
ch

an
ge

 
in

 th
e 

ob
je

ct
」

の
意

味
が

曖
昧

な
の

で
、

「
次

の
試

料
が

検
出

さ
れ

た
場

合
」

と
い

う
意

味
を

強
調

し
て

修
正

案
を

提
案

し
ま

す
。
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JP
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5.
4.

1
V

er
ifi

ca
tio

n 
m

ar
k

Te
ch

C
op

y 
th

e 
no

te
 in

 7
.2

 o
f 

R
 7

6-
1 

(2
00

6)
,w

hi
ch

 is
 c

ite
d 

be
lo

w
, a

t 
th

e 
en

d 
of

 th
is

 c
la

us
e.

N
ot

e:
 If

 te
ch

ni
ca

l r
ea

so
ns

 re
st

ri
ct

 o
r l

im
it 

th
e 

ve
ri

fic
at

io
n 

m
ar

k(
s)

 to
 b

e 
fix

ed
 o

nl
y 

in
 a

 “
hi

dd
en

” 
pl

ac
e 

(e
.g

. w
he

n 
an

 
in

st
ru

m
en

t –
in

 c
om

bi
na

tio
n 

w
ith

 a
no

th
er

 d
ev

ic
e 

–
is

in
te

gr
at

ed
 

in
 o

th
er

 e
qu

ip
m

en
t) 

th
is

 c
an

 b
e 

ac
ce

pt
ed

 if
 th

es
e 

m
ar

ks
 a

re
 e

as
ily

 
ac

ce
ss

ib
le

, a
nd

 if
 th

er
e 

is
 a

 le
gi

bl
e 

no
tic

e 
pr

ov
id

ed
 o

n 
th

e 
in

st
ru

m
en

t i
n 

a 
cl

ea
rly

 v
is

ib
le

 p
la

ce
 th

at
 p

oi
nt

s t
o 

th
es

e 
m

ar
ks

 o
r 

if 
its

 lo
ca

tio
n 

is 
de

fin
ed

 in
 th

e 
op

er
at

io
n

m
an

ua
l, 

th
e 

O
IM

L 
C

er
tif

ic
at

e 
an

d 
O

IM
L 

Te
st

 R
ep

or
t.

下
記
に
引
用
し
た

R
76

-1
 7

.2
の
付
記
を
項
の
最
後
に
コ
ピ
ー
す
る
。
 

注
：

技
術

的
理

由
で

こ
の

検
定

証
印

を
“隠

れ
た

”場
所

だ
け

に
取

り
付

け
る

制
限

が
あ

る
場

合
（

例
え

ば
，

他
の

装
置

と
組

み
合

わ
さ

っ
た

は
か

り
が

，
他

の
装

置
と

結
合

さ
れ

て
い

る
場

合
）

，
使

用
者

が
こ

れ
ら

証
印

に
道

具
を

使
わ

ず
簡

単
に

ア
ク

セ
ス

で
き

，
使

用
者

に
こ

の
証

印
を

指
し

示
す

読
み

易
い

掲
示

が
，

は
か

り
上

の
は

っ
き

り
見

や
す

い
場

所
に

取
り

付
け

ら
れ

て
い

る
か

，
そ

の
場

所
が

操
作

説
明

書
，

O
IM

L 
証

明
書

及
び

O
IM

L 
評

価
報

告
書

に
規

定
さ

れ
て

い
る

場
合

，
こ
れ
は
受
容
可
能
で
あ
る
。

 

W
he

n 
it 

is
 d

iff
ic

ul
t 

to
 p

ut
 a

 v
er

ifi
ca

tio
n 

m
ar

k 
on

 a
 v

is
ib

le
 

su
rf

ac
e,

 it
 s

ho
ul

d 
be

 a
llo

w
ed

 to
 p

ut
 it

 o
n 

a 
hi

dd
en

 p
la

ce
 u

nd
er

 a
 

co
nd

iti
on

. R
76

-1
 a

lre
ad

y 
pe

rm
its

 su
ch

 a
 c

as
e.

検
定

証
を

見
え

る
場

所
に

貼
る

こ
と

が
難

し
い

場
合

に
は

、
条

件
付

き
で

隠
れ

た
場

所
に

添
付

す
る

こ
と

を
認

め
る

べ
き

で
あ

る
。

R
76

-
1
は

既
に

こ
の

よ
う

な
場

合
を

認
め

て
い

る
。

 

JP
17

5.
6.

2
In

di
ca

ti
on

ch
ec

k

Te
ch

In
di

ca
tio

n 
ch

ec
k 

sh
ou

ld
 

be
 

co
nd

uc
te

d 
au

to
m

at
ic

al
ly

 
w

he
n 

tu
rn

in
g 

on
 th

e 
po

w
er

 a
s w

el
l a

s “
on

 d
em

an
d”

.

表
示

器
の

チ
ェ

ッ
ク

に
つ

い
て

は
、

要
求

が
あ

っ
た

場
合

に
加

え

て
、

電
源

投
入
時
に
も
自
動
的
に
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

 

O
nl

y 
a 

ch
ec

k 
on

 d
em

an
d 

is
 n

ot
 e

no
ug

h.
 In

 th
e 

pr
es

en
t s

ta
te

m
en

t, 
th

e 
in

iti
al

 c
he

ck
 m

ig
ht

 n
ot

 a
lw

ay
s b

e 
co

nd
uc

te
d.

要
求

が
あ

っ
た

場
合

の
チ

ェ
ッ

ク
だ

け
で

は
不

十
分

で
あ

る
。

現
在

の
表

現
で

は
、

初
期

チ
ェ

ッ
ク

が
常

に
行

わ
れ

な
い

可
能

性
が

あ

る
。
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he
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f t
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 c
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Th
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s 
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t 
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pl
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le
 f

or
 d

is
pl

ay
s 

on
 w

hi
ch

 f
ai

lu
re

 b
ec

om
es

 
ev

id
en

t, 
e.

g.
 n

on
-s

eg
m

en
te

d 
di

sp
la

ys
, 

sc
re

en
-d

is
pl

ay
s, 

m
at

rix
-

di
sp

la
ys

, e
tc

.  

R
76

-1
(2

00
6)

 5
.3

.1
の
付
記
を
項
の
最
後
に
コ
ピ
ー
す
る
。

 

表
示

の
エ

ラ
ー

が
起

き
た

ら
明

ら
か

に
わ

か
る

表
示

（
非

セ
グ

メ
ン

ト
表

示
、

ス
ク

リ
ー

ン
表

示
、

マ
ト

リ
ッ

ク
ス

表
示

な
ど

）
で

は
、

表
示

の
チ

ェ
ッ
ク
を
除
外
す
る
べ
き
で
あ
る
。

 

C
he

ck
 o

f 
in

di
ca

tio
n 

is
 u

nn
ec

es
sa

ry
 t

o 
th

e 
di

sp
la

ys
 o

n 
w

hi
ch

 a
 

fa
ilu

re
 is

 e
vi

de
nt

. W
e 

re
qu

es
t t

o 
co

py
 th

e 
st

at
em

en
t i

n 
R

76
-1

. 

そ
の

不
具

合
が

明
確

に
分

か
る

表
示

に
つ

い
て

は
、

表
示

の
チ

ェ
ッ

ク
は

必
要

な
い

。
R
76

-
1

の
記

述
を

コ
ピ

ー
す

る
こ

と
を

要
求

す

る
。

JP
21

Ta
bl

e 
A

.1
A

pp
lic

a
bl

e 
te

st
s

Te
ch

In
 t

he
 t

ab
le

 A
.1

, 
th

e 
ro

w
 o

f 
A

.2
.4

 (
ba

tte
ry

 v
ol

ta
ge

 v
ar

ia
tio

n)
 

sh
ou

ld
 

be
 

fil
le

d 
w

ith
 

"X
" 

in
cl

ud
in

g 
th

e 
ce

lls
 

of
 

"o
pt

ic
al

 
m

ea
su

rin
g 

de
vi

ce
" 

an
d 

"a
co

us
tic

 m
ea

su
rin

g 
de

vi
ce

".

表
A.
1
の

A
.2

.4
行
（
バ
ッ
テ
リ
ー
電
圧
変
動
）
に
つ
い
て
、
「
光

学
計

測
器
」
、
「
音
響
計
測
器
」
の
セ
ル
を
含
む
全
て
に

X
を
記
入

す
る

。
 

Te
st

 o
f 

ba
tte

ry
 v

ol
ta

ge
 v

ar
ia

tio
n 

sh
ou

ld
 b

e 
co

nd
uc

te
d 

on
 a

ll 
ty

pe
s r

eg
ar

dl
es

s t
he

 p
ri

nc
ip

le
 o

f o
pe

ra
tio

n.

バ
ッ

テ
リ

ー
電

源
変

動
の

試
験

は
、

動
作

原
理

の
如

何
に

関
わ

ら
ず

全
て

の
タ

イ
プ

に
つ

い
て

実
施

す
べ

き
で

あ
る

。

JP
27

A
.3

.3
 

Te
st

 
pr

oc
ed

u
re

s f
or

 
El

ec
tro

s
ta

tic
 

di
sc

ha
rg

e 
te

st

Ed
it

Th
re

e 
ite

m
s(

a)
-(

c)
 a

re
 g

iv
en

 in
 th

e 
ro

w
 “

te
st

 se
ve

rit
y”

in
 th

e 
ta

bl
e 

of
el

ec
tro

st
at

ic
 d

is
ch

ar
ge

te
st

.T
he

se
 it

em
s w

er
e 

ho
w

ev
er

 
or

ig
in

al
ly

 p
ro

vi
de

d 
fo

r e
le

ct
ric

al
 b

ur
st

s t
es

ta
nd

 n
ot

 fo
r d

is
ch

ar
ge

 
te

st
.

放
電

試
験

の
表

の
「

試
験

の
厳

し
さ

」
の

行
に

３
つ

の
項

目
が

(a
)
-

(
c)

と
し

て
与

え
ら

れ
て

い
る

。
し

か
し

こ
れ

ら
の

項
目

は
元

々
電

気
バ

ー
ス

ト
試

験
の

た
め

に
用

意
さ

れ
た

も
の

で
、

放
電

試
験

の
も

の
で

は
な

い
。

D
el

et
e 

th
e 

th
re

e 
ite

m
s (

a)
-(

c)
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Th
e 

EU
T 

sh
al

l b
e 

te
st

ed
 a

s s
pe

ci
fie

d 
in

 A
.1

.3
 a

t a
 te

st
 v

ol
ta

ge
 u

p 
to

 a
nd

 in
cl

ud
in

g 
6 

kV
 fo

r t
he

 c
on

ta
ct

 m
od

e 
an

d 
8 

kV
 fo

r t
he

 a
ir

 
m

od
e.

(a
) 1

 k
V 

fo
r p

ow
er

 su
pp

ly
 li

ne
s;

 a
nd

(b
) 0

.5
 k

V 
fo

r i
np

ut
/o

ut
pu

t c
on

tr
ol

 c
ir

cu
its

 a
nd

 c
om

m
un

ic
at

io
n 

lin
es

(c
) w

ith
 a

 re
pe

tit
io

n 
fr

eq
ue

nc
y 

of
 th

e 
im

pu
ls

es
 o

f 5
 k

H
z ±

 2
0 

%
.

以
下

に
示

す
よ

う
に

３
つ

の
項

目
を

削
除

す
る

。
（

以
下

省
略

）
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4

C
ou

nt
r

y 
co

de
Pa

g e
C

la
us

e
G

en
/T

ec
h/

Ed
it

C
om

m
en

t
R

ea
so

n 
fo

r 
co

m
m

en
t

JP
34

Ta
bl

e 
B

.1
A

pp
lic

a
bl

e 
ob

je
ct

 
lim

ita
tio

ns

Te
ch

In
 T

ab
le

 B
.1

, i
te

m
s o

f B
.4

 a
re

 m
is

si
ng

.

B
.4

項
の
項
目
が

T
ab

le
 B

.1
か
ら
抜
け
て
い
る
。

 

A
dd

 it
em

s 
of

 B
.4

 to
 T

ab
le

 B
.1

 a
s 

it 
is

 in
 th

e 
pr

es
en

t R
12

9 
(2

00
0 

ve
rs

io
n)

.

現
行

の
R
12

9
（

20
00

年
版

）
と

同
じ

よ
う

に
B.

4
の

項
目

を
表

B
.1

に
追

加
す

る
。
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1

C
om

m
en

ts
on

O
IM

L
T

C
6/

p3
-R

87
/D

R
da

te
d

9
Se

pt
em

be
r

20
15

–
Q

ua
nt

ity
of

pr
od

uc
ti

n
pr

ep
ac

ka
ge

s

O
IM

L
TC

6
D

ue
D

at
e:

24
Se

pt
em

be
r2

01
5

Se
cr

et
ar

ia
t:

So
ut

h
A

fr
ic

a

M
em

be
r

C
la

us
e

C
om

m
en

t
Se

cr
et

ar
ia

tc
om

m
en

t

JP
1

2.
1.

3
in

ad
eq

ua
te

 
pr

ep
ac

ka
ge

不
適
切
な
包

装
商
品

Th
e 

ite
m

 “
in

ad
eq

ua
te

 p
re

pa
ck

ag
e”

 sh
ou

ld
 b

e 
co

rr
ec

te
d 

as
 sh

ow
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t：

pr
ep

ac
ka

ge
 c

on
ta

in
in

g 
an

 a
ct

ua
l q

ua
nt

ity
 (s

ee
 2

.1
) t

ha
t i

s l
es

s t
ha

n 
th

e 
no

m
in

al
 q

ua
nt

ity
 (s

ee
 

2.
7)

C
or

re
ct
：

pr
ep

ac
ka

ge
 c

on
ta

in
in

g 
an

 a
ct

ua
l q

ua
nt

ity
 (s

ee
 2

.1
.1

) t
ha

t i
s l

es
s t

ha
n 

th
e 

no
m

in
al

 q
ua

nt
ity

 
(s

ee
 2

.1
.7

)

参
照
先
に
誤

記
が
あ
る
の
で
以

下
の
通

り
修

正
す

る
。
（
以

下
省

略
）

JP
2

2.
1.

9
Pr

ep
ac

ka
ge

N
ot

e
1

包
装
商
品

備
考

1

Th
e 

no
te

 1
m

en
tio

ns
 “

pr
ep

ac
ka

ge
s 

in
cl

ud
e

pa
ck

ag
es

 m
ar

ke
d 

w
ith

 a
 c

on
st

an
t

no
m

in
al

qu
an

tit
y”

. T
he

 
sc

op
e 

de
fin

es
,

ho
w

ev
er

,
th

at
 t

hi
s 

re
co

m
m

en
da

tio
n 

ta
rg

et
s 

“p
ro

du
ct

s 
la

be
le

d 
w

ith
 p

re
de

te
rm

in
ed

 
co

ns
ta

nt
no

m
in

al
 q

ua
nt

iti
es

”.
W

e 
be

lie
ve

 t
ha

t 
R

 8
7 

ta
rg

et
s

on
ly

th
e 

pr
od

uc
ts

 w
ith

 c
on

st
an

t 
no

m
in

al
 

qu
an

tit
y.

 T
he

 n
ot

e 
th

er
ef

or
e 

sh
ou

ld
 b

e 
re

vi
se

d 
as

 sh
ow

n 
be

lo
w.

N
ot

e 
1:

 F
or

 th
e 

pu
rp

os
e 

of
 th

is
 d

oc
um

en
t,

pr
ep

ac
ka

ge
s 

in
cl

ud
e

ar
e 

eq
ui

va
le

nt
 to

 th
e

pa
ck

ag
es

 m
ar

ke
d 

w
ith

 a
 c

on
st

an
t n

om
in

al
qu

an
tit

y. 

付
記
１
に
は
、
「
包

装
商

品
は
一

定
の
公

称
量

を
表

示
し
た
包

装
を
含

む
」
と
記

載
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
適
用
範

囲
に

は
、
こ
の
勧

告
は
「
事

前
に
決

め
た
一

定
の
公

称
量

の
ラ
ベ

ル
を
付

け
た
包

装
商

品
」
を
対

象
と
す

る
と
規

定
さ
れ
て

い
る
。
我

々
は
、

R
87

が
一

定
量

の
商

品
の
み

を
対

象
と
す

べ
き
だ
と
考

え
る
。
従

っ
て
付

記
は
以
下

の
通

り
修

正
す

べ
き
で
あ
る
。

付
記
１
：
こ
の
勧
告
の
目

的
に
お

い
て
、
包

装
商

品
は
一

定
の
公

称
量

を
表

示
し
た
包

装
に
等
し
い
を
含
む
。

JP
3

4.
3.

1
Te

st
 o

f 
av

er
ag

e 
A

s 
a 

ge
ne

ra
l 

pr
ac

tic
e

in
 a

ss
es

sm
en

t
in

 l
eg

al
 m

et
ro

lo
gy

, 
an

 e
xt

re
m

e 
ca

se
is

 s
til

l 
ac

ce
pt

ed
 w

he
n 

th
e 

m
ea

su
re

d 
(o

r c
om

pu
te

d)
 v

al
ue

 is
 e

qu
iv

al
en

tt
o 

th
e 

m
ax

im
um

/m
in

im
um

va
lu

e 
of

 th
e 

ra
ng

e 
of

 to
le

ra
nc

e.
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2

M
em

be
r

C
la

us
e

C
om

m
en

t
Se

cr
et

ar
ia

tc
om

m
en

t

re
qu

ire
m

en
t

平
均
要
件

試

験

B
as

ed
 o

n
th

is
 p

ra
ct

ic
e 

an
d 

co
ns

id
er

in
g 

th
at

 th
e 

eq
ua

tio
n 

in
 th

is
 c

la
us

e 
sp

ec
ifi

es
a 

ca
se

 w
he

n 
th

e
lo

t i
s 

re
je

ct
ed

, t
he

 in
eq

ua
lit

y 
si

gn
 sh

ou
ld

 n
ot

in
cl

ud
e 

a 
ca

se
 w

he
n 

th
e 

va
lu

e
of

 th
e 

eq
ua

tio
n

eq
ua

ls
to

 z
er

o.
 W

e 
th

er
ef

or
e

pr
op

os
e 

a 
ch

an
ge

 o
f t

he
 in

eq
ua

lit
y 

si
gn

 a
s s

ho
w

n 
be

lo
w.

Pr
es

en
t:

e a
ve

//
s +

SC
F

≤
0

R
ev

is
ed

:e
av

e
/s

+
SC

F
< 

0

A
ls

o,
 p

le
as

e 
ch

an
ge

 th
e

in
eq

ua
lit

y 
w

ith
 a

n 
eq

ua
l s

ig
n 

(≤
) t

o 
an

in
eq

ua
lit

y 
si

gn
 (<

) i
n 

N
ot

e 
1.

法
定
計
量
に
お
け
る
判

定
の
一

般
的

な
考

え
方

と
し
て
、
測

定
（
又

は
計

算
）
さ
れ
た
数
値
が
許
容

範
囲
の
上
限

／
下

限
に
等
し
い
極
端

な
場

合
も
受

け
入

れ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
考

え
方

の
元

に
、
こ
の
項

の
式
が
ロ
ッ
ト
を
拒
絶
す
る
場
合

を
規
定
し
て
い
る
こ
と
を
考

え
る
と
、
不

等
号

は
こ
の
式

の
値

が
零

に
等

し
い
場

合
を
含
む
べ
き
で
は
な
い
。
故
に
以

下
の
通
り
不

等
号
記

号
を
修

正
す

る
こ
と
を
提

案
す

る
。
（
以

下
、
数

式
を
省

略
）

ま
た
、
付
記
１
の
等
号

付
き
不

等
号

を
不

等
号

に
修

正
。

JP
4

4.
5 

Sa
m

pl
in

g 
ch

ar
ac

te
ris

tic
s サ
ン
プ
リ
ン
グ

の
特
性

B
ot

h 
Ta

bl
es

 2
a 

an
d 

2b
 a

re
 p

ro
vi

de
d 

as
 sa

m
pl

in
g 

pl
an

s t
o 

be
 u

se
d 

in
 th

is
 re

co
m

m
en

da
tio

n.
Ex

is
te

nc
e

of
 su

ch
 si

m
ila

r t
ab

le
s w

ith
 a

 sm
al

l d
iff

er
en

ce
,h

ow
ev

er
,c

on
fu

se
st

he
 re

ad
er

s.
W

e 
re

co
m

m
en

d 
ad

di
ng

 a
n 

ex
pl

an
at

io
n 

fo
r s

el
ec

tin
g 

an
 a

pp
ro

pr
ia

te
on

e 
to

 th
e 

be
gi

nn
in

g
of

 4
.5

. 
Fo

llo
w

in
g 

is
 a

n 
ex

am
pl

e 
of

 th
e 

ex
pl

an
at

io
n.

 

4.
5 

Sa
m

pl
in

g 
ch

ar
ac

te
ris

tic
s

Th
is

 c
la

us
e 

pr
ov

id
es

 tw
o 

sa
m

pl
in

g 
pl

an
s f

or
 in

sp
ec

tio
n.

 C
la

us
e 

4.
5.

1 
in

cl
ud

in
g 

Ta
bl

e 
2a

 sh
ou

ld
 

be
 se

le
ct

ed
 w

he
n 

th
e

in
sp

ec
to

r d
et

er
m

in
es

 a
n 

ap
pr

op
ri

at
e 

in
sp

ec
tio

n 
lo

t s
iz

e 
(N

) a
t t

he
 p

la
ce

 o
f 

in
sp

ec
tio

n.
C

la
us

e 
4.

5.
2

in
cl

ud
in

g 
Ta

bl
e 

2b
sh

ou
ld

 b
e 

se
le

ct
ed

 w
he

n 
an

in
sp

ec
tio

n 
lo

t s
iz

e 
w

ith
 

a 
co

nv
en

ie
nt

ly
-r

ou
nd

ed
 n

um
be

r h
as

 b
ee

n 
de

te
rm

in
ed

be
fo

re
 in

sp
ec

tio
n.

 F
in

al
 se

le
ct

io
n,

ho
w

ev
er

,s
ho

ul
d 

be
 a

 d
is

po
sa

lo
f t

he
 in

sp
ec

to
r.

こ
の
勧
告
案
で
は

、
表

2a
と

2b
の
両
方
が
サ
ン
プ
リ
ン
グ
計
画
と
し
て
提
供
さ
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
こ
の
よ
う
な

一
部
が
異
な
る
類
似
し
た
表
の
存
在
は
読
者
に
混
乱
を
招
く
。
我
々
は
、
こ
れ
ら

の
表
か
ら
適
切
な

も
の
を
選
ぶ
た
め
の
説
明
を
、

4.
5の

最
初
に
追
加
す
る
こ
と
を
提
案
す
る
。
以
下
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3

M
em

be
r

C
la

us
e

C
om

m
en

t
Se

cr
et

ar
ia

tc
om

m
en

t

は
説
明
文
の
例
で

あ
る
。

4.
5サ

ン
プ
リ

ン
グ

特
性

こ
の
項
は
２
種
類

の
サ
ン
プ
リ
ン
グ
計
画
を
提
供
す
る
。
表

2a
を
含
む

4.
5.

1項
は
、
検
査
官
が
検
査

の
場
で
適
切
な
ロ
ッ
ト
数
（

N
）
を
決
定
す
る
場
合
に
選
択
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
表

2b
を
含
む

4.
5.

2項
は
、
検
査

の
前
に
、
ロ
ッ
ト
数
が
切
り
の
良
い
丸
め
ら
れ
た
数
字
と
し
て
既
に
決
ま
っ
て
い

る
場
合
に
選
択
す
べ
き
も
の
で
あ
る
。
た
だ
し
最
終
的
な
選
択
は
、
検
査
官
に
委
ね
ら
れ
る
べ
き
で

あ
る
。

 

JP
5

4.
5.

1
Sa

m
pl

in
g 

us
in

g 
th

e 
lo

t 
si

ze
 

de
te

rm
in

ed
 a

t 
th

e 
tim

e 
of

 
in

sp
ec

tio
n

Ta
bl

e 
2a

 -
Sa

m
pl

in
g 

pl
an
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Comments from Japan to the ad-hoc working group (AHWG) on  
review of the OIML Mutual Acceptance Arrangement (MAA) 

OIML 相互受け入れ取り決め制度（MAA）の見直しに関する 
臨時作業部会（AHWG）への日本からのコメント 

6 October, 2015 

1 Operation of the OIML-CS / OIML-CS の運営体制 

(1) It is proposed that OIML-CS would be operated jointly with the four small new organizations (MC, AP, 
BoA and TLF). Framework, rules and important issues on procedures, however, shall be still discussed in 
an open meeting such as the CIML. We should avoid closed discussions and decisions on the above 
matters only in the four organizations. 
OIML-CS は、新しい小さな 4 つの組織（MC、AP、BoA、TLF）が連携しながら運営されることが提案さ

れている。しかし枠組み、ルール、手続きのための重要案件については、依然として CIML 委員会等の

公開された会議で議論されるべきである。４つの組織内だけの非公開な議論や上記の案件に関する決

定は避けるべきである。 

(2) For impartiality, it is not desirable that the four organizations consist of only issuing participants mainly 
from developed counties in Europe. Balances in the selection of members of the organizations should be 
considered in respect to developed/developing countries, issuing/utilizing countries and geographical 
regions (Asia, America, Africa, Europe, Middle-East and Oceania). 
議論の公平性を保つため、主に欧州の先進国からの発行機関のみが組織を構成するのは望ましくな

い。MC, AP, BoA, TLF のメンバーの選考については、先進国／途上国、発行国／受入国、地政学的

地域（アジア、アメリカ、アフリカ、欧州、中東、オセアニア）についてバランスを考慮すべきである。 

(3) Procedures for nominating and selecting members of the four organizations are not clear. In the principle 
No. 6 in AHWG-MAA-Doc-1, the number of members of the MC is limited to 12. But this principle also 
mentions that members are nominated and elected by the CIML. How and by whom are the members 
selected? 
４つの組織のメンバーの推薦や選定の手続きが不明瞭である。AHWG-MAA-Doc-1 の原則６では、

MC の定員は１２名に制限されている。しかしこの原則は、CIML 委員会がメンバーを推薦し選挙すると

も述べている。誰がどのようにメンバーを選考するのか？  

(4) The human resource is crucial to manage the four organizations appropriately. BIML should recruit new 
staff members dedicated only to the OIML-CS.  
４つの組織を適切に運営するための人材が重要な問題である。BIML は OIML-CS のみを担当する専

属スタッフを新たに採用すべきではないか。 

(5) The OIML-CS seems to be operated only with the registration fees of OIML certificates without any 
increase of the fees. The registration fees are considered to be managed separately from the regular OIML 
contributions. A more realistic financial plan, however, shall be examined. A financial report on the 
registration fees should be provided for the CIML at least. 
OIML-CS は証明書登録料のみで運営され、その登録料の値上げもないと解釈できる。この登録料は、

通常の OIML 分担金とは別に管理されていると考えられる。しかしながら、より現実的な予算計画が検

討されるべきである。最低限でも、登録料に関する会計報告が CIML 委員会に提出されるべきである。 

2 Proposed new certificate system in OIML-CS  
OIML-CS で提案された新しい証明書制度 

(6) The difference between Schemes A and B is not clear. The current proposal seems practically a merger of 
Scheme A (basic system) into Scheme B which is equivalent to the MAA. This plan, however, seems not 
realistic to be achieved in all categories of instrument. Instead, the present criteria to participate in the 
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MAA (Scheme B) should be lowered. We propose to loosen the present criterion to the MAA which 
requires an accreditation by a third party.  
スキーム A と B の違いが明確ではない。今回の提案は実際には、スキーム A（基本証明書）を MAA に

相当するスキーム B に統合することになるのではないか。しかしこの計画を全ての計量器カテゴリーで

実現することは現実的ではない。その代わりに、現在の MAA（スキーム B）へ参加するための資格基準

を下げるべきである。我々は第三者認定という現在の MAA への資格基準を緩和することを提案する。 

(7) Basic policies No. 16 and 17 of AHWG-MAA-Doc-1 require a “declaration” to issue/accept certificates 
under Schemes A or B. This requirement is, however, too strict to Scheme A (basic system). Declaration 
is not required in the present basic system. 
AHWG-MAA-Doc-1 の原則１６と１７は、スキーム A 又は B による証明書の発行／利用において、”宣
言”を要求している。しかしこれはスキーム A（基本証明書）には厳しすぎる。現在の基本制度では宣言

は要求されていない。 

(8) Utilizing participants should be expanded to all OIML member countries (full and corresponding) 
regardless the schemes.  
利用参加機関については、スキームにかかわらず、無条件に全ての OIML 加盟国（正&準加盟国）へ

拡大すべきである。（かつて AHWGでこのような意見が出ていましたが、今は消滅しています。） 

(9) Both Schemes A and B are likely to continue in parallel in the three categories of R 49, R 60 and R 76 
even after OIML-CS is operated. Date or criteria of expiration, however, is not clear for Scheme A.  
R49, R60, R76 の３つのカテゴリーについて、OIML-CS が運用された後も、２つのスキーム A と B は併

行して残ると思われる。しかしスキーム A を終了する期限又は条件が不明確である。 

(10) Status of the present OIML certificates (basic and MAA) after the OIML-CS is brought into operation 
should be considered. Some manufacturers continue to use old certificates with minor changes. Are these 
old certificates still effective under the OIML-CS? If they become invalid in the new system, it should be 
necessary to take some kind of transitional measures. 
OIML-CSが運用開始された後の既存のOIML証明書（基本／MAA）の位置づけについて考慮する必

要がある。一部の製造事業者は古い証明書を修正しながら使い続けている。OIML-CS においても、こ

れらの古い証明書は有効なのか？ もし新しい制度において、これら（証明書）が効力を失うのであれば、

何らかの経過措置が必要である。 

3 Process for drafting basic documents / 基本文書作成の手続き 

(11) New basic document Bxx (AHWG-MAA-Doc-3) contains important rules for OIML. The proposed new 
project group (CSPG) therefore should follow the procedure specified in B 6-1 (2013) in the process of 
drafting Bxx. In addition, the voting rules should follow B 1 and B 6. Even if Bxx would not be 
sanctioned at the 15th Conference (2016), we should proceed with careful consideration to design a new 
system acceptable to the member countries.  
新しい基本文書 Bxx (AHWG-MAA-Doc-3)は OIML にとって重要なルールを含む。故に Bxx の作成

過程において、提案された新しいプロジェクト・グループ（CSPG）は B6-1（2013）で規定された手続きに

従うべきである。更に投票ルールは B1 と B6 に従うべきである。たとえ Bxx が第 15 回総会（2016）で承

認されなくとも、加盟国が受け入れられるような新しい制度を、注意深い考慮の末に設計すべきである。 

(12) ToR of CSPG proposes to draft a new “procedures and operational document” which seems an update of 
the present document (MAA 01). Preparation of such a separate document, however, causes an additional 
confusion and therefore, it may be merged into Bxx. 
CSPG の ToR では、Bxx に加えて「手続きと運用の文書」を作成することになっており、これは既存の文

書（MAA01）の更新版であるように見える。しかしこのような別文書の作成は新たな混乱を招くので、

Bxx に統合しても良いのではないか？  
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Comments from Japan to OIML R76 (2006) under a periodical review 
定期見直しされる R76(2006)への日本のコメント 

24 September, 2015 
General comment: 
We choose “revision” to R76 (2006). There are still several ambiguous expressions in the present R76. 
We therefore have difficulties in comprehending the expressions in practical applications. In addition, 
new functions of weighing instruments should be accepted for the benefit of the end users as far as 
they would not lead misuse or fraud. Specific comments are shown below. 

一般コメント： 
我々は R76（2006 年版）の「改訂」を選択する。現在の R76 は依然として曖昧な表現をいくつか含んで

いる。故に我々は、この勧告の具体的実施において、このような表現の解釈に困難さを抱いている。更

に、使用者の利便に応じたはかりの新機能についても、不正の生じない程度で認めるべきである。個別

の項目に対するコメントを、以下に示す。 
 
Clause 4.2.3: Limits of indication (p. 44) 

In the last sentence cited below, the maximum negative value of indication is “-20 d.” This value 
should be increased.  

It is also possible that negative values down to –20 d are displayed even if there is no tare device in 
operation, provided these values cannot be transmitted, printed or used for a price calculation. 

The reason of this request is that we sometimes need to measure negative value of weight. A typical 
example is such that a zero position is set with a sample is loaded on the weighing instrument and 
then, a part of the sample is removed. In this case, we hope to display and transfer the negative 
measurement data correspond to the removed sample. The last sentence, however, does not allow 
such a usage. We propose revising the sentence in the next revision procedure to allow a 
display/transfer of a negative value. 

Also in the same sentence, which of the three verbs “transmitted, printed or used” does “for a price 
calculation” correspond? Though it may cover all of the three, we are not sure. We hope the 
expression should be clearer in the next revision procedure. 

4.2.3 項: 表示の制限(p. 44) 

以下に引用された最後の文章にて、表示される負の値の最大値は「-20d」とある。この値は増やすべき

である。 

－20 d までの負の整数も、たとえ風袋引き装置が機能してない場合でも、これらの数値が価格の算出を

目的として送信、印刷又は使用されないのであれば、可能である。 
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この要求の理由として、我々は時として負の値を測定したい場合がある。典型的な例として、試料を載

せたままはかりの零点を調整し、その後、一部の試料を取り去るような場合がある。この場合、我々は

除去された試料に等しい負の荷重値を表示し転送したいと考える。しかし最後の文章はこのような使用

を認めていない。次の改定においては、この文章を改定し、負の値の表示／転送を認める事を要望する。 

また同じ文章にて、「価格の算出を目的として」は「送信、印刷又は使用する」のうち、どの動詞に関わ

るのか？ これら３つ全てを対照するとも解釈できるが、明確ではない。次の改定においては、この表現

を更に明確にすることを望む。 
 
4.20 Modes of operation (p. 61)

The last paragraph cited below mentions that “actual weight value may be displayed” and “correct 
zero position has been automatically checked”.  

When returning from the switch-off condition (display or instrument switch-off) to the weighing 
mode, zero shall be displayed (automatic zero- or tare-setting). Alternatively the actual weight value 
may be displayed, but only if the correct zero position has been automatically checked before. 

In regard to these expressions, how is the actual value re-displayed after power-off?  How is the zero 
position measured again without unloading the instrument? We would appreciate it if the new R76 
shows practical criteria, principles and methods when such a ‘resume’ function would be installed 
and activated. We consider that this function would be very useful particularly for the weighting 
instruments with a large capacity, in which loading/unloading of the weight is difficult. 

4.20 操作モード (p. 61) 
以下に引用された最後の段落にて、「実計量値が表示されてもよい」、「正しい零点の位置が自動的に正し

くチェックされる」と書いてある。 

スイッチオフ状態（表示又ははかりスイッチオフ）から計量モードに戻るとき、ゼロが表示されなけれ

ばならない（自動ゼロ設定又は自動風袋設定）。代わりに、実計量値が表示されてもよいが、既に正し

いゼロ位置が自動的にチェックされている場合に限られる。

これらの記述について、電源遮断の後にどのようにして実際の測定値を再表示するのか？ 荷重を除去す

ることなく、どのように零点を再度測定するのか？ このような「復帰」機能について、新しい R76 が具

体的な判断基準、原理、実施方法を提示していただければありがたい。我々はこのような機能が、分銅

の載せ下ろしが難しい大荷重用の質量計においては特に有用であると考える。 
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Comments from Japan to OIML R111 (2004) under a periodical review 
定期見直しされる R111 (2004)への日本のコメント 

24 September, 2015 
General comment: 
We choose “revision” to R 111 (2004). More than ten years have passed since the 
publication of the present R 111. The current version therefore does not adopt recent 
requirements to small weights. Technical requirements including structure and MPE 
should be added also to the weights less than 1 mg. In addition, this recommendation 
specifies different materials and shapes depending on the class. Practical proposals are 
given to the following clauses as shown below. 

一般コメント： 
我々は R 111（2004 年版）の「改訂」を選択する。現在の R111 が発行されてから 10 年以

上が経った。それゆえに、現行版は小さな分銅に対する最近の要求事項に適応していない。 
1 mg 以下の分銅に対しても、構造要件や MPE などの技術要件を追加すべきである。更に、

この勧告は等級によって異なる材質と形状を規定している。以下に、具体的な提案を個別

の項目について示す。 
 
1.2 Application (p. 4), 5 MPE (p. 11) and other clauses

Small weights from 0.05 mg to 1 mg should be added to the range of weights covered by 
R 111. Such small weights should be covered also in the table 1 for MPE. 

1.2 適用範囲(p. 4), 5 MPE (p. 11) その他の項目 

0.05 mg から 1 mg までの小さな分銅を R 111 の対象に加えるべきである。このような小

型分銅は MPE のための表１においても対象とされるべきである。 

2. Terminology (p. 5) 

The 3rd Edition of International Vocabulary of Metrology - Basic and General Concepts 
and Associated Terms (VIM) was published in 2007. The terms defined in this clause 
therefore should be updated based on the latest version of VIM. 

2. 用語 (p. 5) 

国際計量基本用語集（VIM）第 3 版が 2007 年に発行されている。従って、この項で規定さ

れた用語も VIM の最新版に従って更新されるべきである。 
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6. Shape and Annex A

Clause 6.3 specifies shapes of weight with references to Annex A. In this annex, Figure 
A.1 specifies cylindrical shapes and Figures A.2 and A.3 specify rectangular shapes. 
However, these figures seem not illustrate all shapes. All shapes covered by R 111, 
including the entire range of mass, should be illustrated. 

6. 形状と付属書 A 

6.3 項では、附属書 A への参照と共に分銅の形状が規定されている。この附属書では、A.1
が円筒形の形状を規定し、A.2 と A.3 が長方形の分銅の形状を規定している。しかしこれら

の図は、全ての形状を説明しているようには見えない。R111 の対象となる全ての分銅の全

ての質量範囲について、形状を図示すべきである。 

8 Material (coating) 

In 8.4, coating is merely specified to be “suitable” to the weights in the Class M and 
lower classes. Because coating affects the accuracy of weight, it should be specified in 
more detail as it is specified to Class F. 

8 材料 (コーティング) 

8.4 において、等級 M またはそれ以下の等級に対するコーティングは単に「適したもの」

としか規定されていない。コーティングは分銅の精度にも影響するので、等級 F で規定さ

れているように、もっと詳細に規定すべきである。 

8 Material (whole body) 

Austenitic stainless steel (or equivalent) is specified to Class E in 8.2.1, while 
conventional stainless steel is specified to Class F in 8.3.2. Because the latter is 
magnetized easily, austenitic stainless steel should be specified to both classes of E and 
F. 

8 材料 (全体) 

8.2.1 にてオーステナイト系ステンレス鋼（又は等価なもの）が等級 E に対して規定されて

いるのに対して、8.3.2 では等級 F について通常のステンレス鋼が規定されている。後者は

容易に磁化するので、等級 E と F の両方についてオーステナイト系ステンレス鋼が規定さ

れるべきである。 
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Comments from Japan to OIML TC 1/p 3 project  
(TVT/Terminology Validation Team) 

プロジェクト OIML TC 1/p 3 （TVT/用語検証チーム）への日本のコメント 

As of 10 December, 2105 

We deeply appreciate the convener of TC 1/p 3 for selecting Japan as a member of TVT. 
Considering the fact that terms used in OIML documents are not fully consistent, we recognize 
the importance of TVT’s roles and we would like to support its activities. 

TC 1/p 3 世話人が日本を TVT メンバーに選んだことに深く感謝する。OIML 文書で使われて

いる用語の意味が十分に統一されていないという事実を考えて、我々はTVTの役割が重要で

あると認識し、その活動を支援する。 

R 61 has been selected as the first document to be validated. This document might not be 
appropriate however, for it primarily targets mass measurement. We rather recommend G 18 
“Alphabetical list of terms defined in OIML Recommendations and Documents” as the target 
document because it encompasses a wider range of terms. It is needless to say that the terms in 
R 61 are included in G 18. 

最初の検証の題材として R61 が選ばれている。しかし、この文書はまず質量測定を対象として

いるため、適切ではない。我々はむしろ、G18「OIML 勧告及び文書で定義されるアルファベッ

ト順の用語集」を対象文書として提案する。（）この文書は、より幅広い分野の用語を内包して

いるためである。言うまでもなく、G18 は R61 の用語も含んでいる。 

There are many terms which are used only in a specific field of metrology or have different 
meanings depending on the field. We therefore propose that TVT should accept ambiguity 
and/or redundancy in terms to a certain extent. 

特定の計量分野でのみ使われる用語、又は分野によって異なる意味をもつ用語は多く存在す

る。それ故に、我々は TVT が、ある程度の用語の曖昧さや冗長性を容認すべきだと考える。 

It is expected a conflict in values and/or understanding among the member countries would take 
place particularly on the terms which have wide and/or ambiguous meaning. We therefore 
propose that TVT would prioritize communication in a face-to-face meeting or an online 
meeting in addition to the documents transmitted by email (or uploaded on a website). 

特に内包する意味の範囲が広い又は曖昧な用語については、各国の価値観や理解の相違

に起因する衝突が生じることが予想される。従って我々は、TVT が電子的に送付される文書

に加えて、対面での会議やオンライン会議によるコミュニケーションを重視することを提案す

る。 

We have following questions about the role and position of V 1. We would appreciate it if you 
could confirm our understanding. 
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V1 の役割や位置づけについて、以下のとおり質問がある。我々の理解について確認していた

だければありがたい。 

Question 1: Relationship between V 1 (VIML: 2013) in PDF and the electronic V 1 on the 
website is not clear. We consider that the electronic V 1 is an amendment to the V 1 in PDF. Is 
our understanding correct? 

質問１：PDF 版の V1（VIML: 2013）とホームページ上の電子化された V1 との関係が不明確で

ある。我々は、電子版の V1 が PDF 版の V1 の修正版であると考える。それで正しいか？  

Question 2: The terms in the present OIML documents will remain for the time being even after 
publishing a revised V 1. We consider that TC/SC/PG may adapt usage of such terms to the 
definitions in a new V 1 in the next revision procedure of the document. Is our understanding 
correct? 

質問２：改訂された V1 の発行にかかわらず、既存の OIML 文書内の用語はそのまま残る。

我々は、TC/SC/PG が次の文書の改定作業において、このような用語の使い方を新しい V1 に

おける定義に適応させれば良いと考える。それで正しいか？ 
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ro
ny

m
s

M
,M

B
(p

.1
0)

Ed
it.

It 
is

 p
re

fe
rr

ed
 to

 c
la

rif
y 

th
at

 th
e 

va
lu

e 
of

 m
oi

st
ur

e 
co

nt
en

t i
s 

ex
pr

es
se

d 
in

 %
.

百
分

率
を

単
位

に
し

た
数

値
で

あ
る

こ
と

を
明

示
し

た
ほ

う
が

よ
い

。

A
dd

 “
in

 %
”

in
 th

e 
en

d 
of

 th
e 

de
fin

iti
on

s 
of

 “
M

”
an

d 
“M

B
”.

「
M
」

及
び

「
M

B
」

の
定

義
の

最
後

に
「

in
 %

」
を

加
筆

。

JP
2.

3
A

bb
re

vi
at

io
ns

 
an

d 
ac

ro
ny

m
s

SE
P,

 S
D

, 
SD

D
I

(p
.1

0)

Ed
it.

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n

of
 re

fe
re

nc
e.

誤
記

修
正

。

Pr
es

en
t:

se
e 

C
.7

.1
C

or
re

ct
: s

ee
 P

ar
t 2

, A
.7

.1

（
省

略
）

JP
2.

4 
A

dd
iti

on
al

 
sy

m
bo

ls
 a

nd
 

su
bs

cr
ip

ts
 

us
ed

 in
 

eq
ua

tio
ns

(p
.1

0)

Ed
it.

D
el

et
e 

“(
ba

r)
”

fr
om

 “
y(

ba
r)

i”
. 

U
se

 t
he

 s
am

e 
ex

pr
es

si
on

 
w

ith
 th

e 
va

ria
bl

e 
ap

pe
ar

s i
n 

Pa
rt 

2,
 A

.7
.1

, E
qu

at
io

n 
1.

“y
(b

ar
)i”

の
“(

ba
r)

”を
削

除
す

る
。

Pa
rt 

2,
 A

.7
.1

Eq
ua

tio
n 

1
に

お
け

る
変

数
と

同
じ

記
号

を
使

う
べ

き
で

あ
る

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

tw
o 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

C
or

re
ct

io
n 

1/
2:

Pr
es

en
t: 

y(
ba

r)
i;

m
ea

n 
y 

fo
r.

..
C

or
re

ct
:y

i;
m

ea
n 

y 
...

C
or

re
ct

io
n 

2/
2:

Pr
es

en
t: 

y(
ba

r)
;y

(b
ar

)i
av

er
ag

ed
...

C
or

re
ct

: y
(b

ar
);

yi
av

er
ag

ed
 ..

.

－ 152 －



 
Pa

g
e 

3 
o
f 
14

 

C
ou

nt
ry

C
od

e
C

la
us

e/
 

pa
ra

gr
ap

h/
ta

bl
e
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/
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te
ch

n.

C
O

M
M

E
N

T
S

PR
O
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SE

D
 C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S 
O

F 
T

H
E

 S
E

C
R

E
T

A
R

IA
T

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t 
su

bm
itt

ed

以
下

に
示

す
よ

う
に

修
正

。
（

以
下

省
略

）

JP
3.

1
(c

le
an

: p
.1

1)
Ed

it.
Th

e
ex

pr
es

si
on

 “
%

 w
/w

”
is

 n
ot

 r
ec

om
m

en
de

d 
to

 e
xp

re
ss

 
m

as
s 

fr
ac

tio
n 

in
 S

I.
W

e 
re

co
m

m
en

d 
“%

 (
m

as
s 

fr
ac

tio
n)

“.
H

ow
ev

er
, 

if 
su

ch
 e

xp
re

ss
io

n 
is

 u
se

d 
cu

st
om

ar
y

in
 p

ro
te

in
 

m
ea

su
re

m
en

ts
, w

e 
do

 n
ot

 re
qu

es
t t

hi
s c

or
re

ct
io

n 
st

ro
ng

ly
.

SI
に

お
い

て
は

、
重

量
分

率
に

「
%

 w
/w

」
を

使
う

こ
と

は
推

奨
さ

れ
な

い
。

我
々

は
「

%
（

重
量

分
率

）
」

を
推

奨
す

る
。

し
か

し
蛋

白
計

測
定

で
慣

用
的

に
こ

の
よ

う
な

表
現

が
使

わ
れ

て
い

る
な

ら
、

我
々

は
強

く
修

正
を

要
求

し
な

い
。

R
ec

om
m

en
d 

to
 c

ha
ng

e 
th

e 
ex

pr
es

si
on

 a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

.

Pr
es

en
t:

Th
e 

un
it 

of
 m

ea
su

re
m

en
t 

us
ed

 f
or

 t
he

 p
ro

te
in

 
co

nt
en

t 
of

 a
 g

ra
in

 s
am

pl
e 

is
 p

er
ce

nt
ag

e 
pr

ot
ei

n 
by

 
m

as
s

(s
ee

 
2.

2.
13

). 
Th

e 
ab

br
ev

ia
tio

n 
fo

r 
pe

rc
en

ta
ge

 b
y 

m
as

si
s %

 w
/w

.

Su
gg

es
te

d:
 

Th
e 

un
it 

of
 m

ea
su

re
m

en
t 

us
ed

 f
or

 t
he

 p
ro

te
in

 
co

nt
en

t 
of

 a
 g

ra
in

 s
am

pl
e 

is
 m

as
s 

fr
ac

tio
n 

of
 

pr
ot

ei
n

(s
ee

 2
.2

.1
3)

. 
Th

e 
ab

br
ev

ia
tio

n 
fo

r 
m

as
s

fr
ac

tio
n

is
%

(m
as

s f
ra

ct
io

n)
.

以
下

の
と

お
り

、
表

現
の

修
正

を
提

案
す

る
。

（
以

下
省

略
）

JP
4.

4.
1(

g)
4.

4.
2 

(c
), 

(d
), 

(h
)

Ed
it.

U
se

 t
he

 s
am

e 
ex

pr
es

si
on

 f
or

 a
 r

an
ge

 f
or

 c
on

si
st

en
cy

. 
W

e 
re

co
m

m
en

d 
re

pl
ac

in
g

“-
(h

yp
he

n)
”

w
ith

 
“t

o”
fo

r 
th

e 
ex

pr
es

si
on

 o
f 

ra
ng

e.
 A

ls
o,

 t
he

re
 a

re
 s

om
e 

pl
ac

es
 w

he
re

 t
he

 
un

it 
is

 m
is

si
ng

 a
fte

r t
he

 fi
rs

t n
um

be
r f

or
 a

 ra
ng

e.
  

数
値

の
範

囲
の

表
記

を
統

一
す

る
。

数
値

の
範

囲
を

表
記

す
る

際
、

ハ
イ

フ
ン

を
to

に
置

き
換

え
る

。
ま

た
、

範
囲

を
表

す
最

初
の

数
値

の
値

の
後

の
単

位
が

抜
け

て
い

る
箇

所
が

あ
る

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t:

 
4.

4.
1

(g
)9

 V
 -

16
 V

16
V

 -
32

 V
4.

4.
2

(c
)2

6(2
) M

H
z 

-2
 G

H
z

4.
4.

2
(d

)0
.1

5 
M

H
z 

-8
0(3

)
M

H
z

4.
4.

2 
(h

)  
10

-1
50

 H
z

10
-2

0 
H

z
20

-1
50

 H
z
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V
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O
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H
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 S
E

C
R

E
T

A
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on
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m

m
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t 
su
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itt

ed

C
or

re
ct

ed
: 

4.
4.

1
(g

)9
 V

 to
16

 V
16

V
 to

32
 V

4.
4.

2
(c

)2
6(2

) M
H

z 
to

2 
G

H
z

4.
4.

2
(d

)0
.1

5 
M

H
z 

to
80

(3
)
M

H
z

4.
4.

2 
(h

)  
10

 H
z

to
15

0 
H

z
10

H
z

to
20

 H
z

20
H

z
to

15
0 

H
z

以
下

の
よ

う
に

修
正

。
（

以
下

省
略

）

JP
4.

5.
4 

R
ef

er
en

ce
 

m
et

ho
d 

–
sp

ec
ifi

ca
tio

n
Ta

bl
e 

4 
tit

le
(c

le
an

: p
.1

6)

Ed
it.

“P
er

ce
nt

ag
e 

pr
ot

ei
n 

by
 m

as
s”

is
 n

ot
 r

ec
om

m
en

de
d.

 “
M

as
s 

fr
ac

tio
n”

is
 p

re
fe

rr
ed

.

Pe
rc

en
ta

ge
 b

y 
m

as
s 
は

推
奨

さ
れ

な
い

。
M

as
s

fr
ac

tio
n
が

望

ま
し

い
。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t: 

...
ex

pr
es

se
d 

in
pe

rc
en

ta
ge

 p
ro

te
in

 b
y 

m
as

s (
%

)

Su
gg

es
te

d:
 ..

.e
xp

re
ss

ed
 in

 m
as

s f
ra

ct
io

n 
of

 
pr

ot
ei

n 
(%

)

以
下

の
よ

う
に

修
正

。
（

以
下

省
略

）
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JP
4.

5.
4

R
ef

er
en

ce
 

m
et

ho
d 

–
sp

ec
ifi

ca
tio

n
Ta

bl
e 

4
(c

le
an

: p
.1

6)

Ed
it.

Th
e 

de
sc

rip
tio

n 
ab

ov
e 

“c
ol

um
n 

4”
is

 s
up

po
se

d 
be

 “
M

ax
 y

 
(w

ith
 b

ar
)”

. I
t w

as
 h

ow
ev

er
 g

ar
bl

ed
 a

s 
“M

ax
 □

(s
qu

ar
e)

”
as

sh
ow

n 
be

lo
w

. 

C
ol

um
n 

4
の

上
の

表
記

は
M

ax
 y

 （
ba

r
付

き
）

と
な

る
べ

き

だ
。

し
か

し
下

記
の

よ
う

に
文

字
化

け
し

て
、

M
ax

 □
（

四

角
）

と
な

っ
て

い
る

。

Th
e 

ca
us

e 
of

 
th

is
 

pr
ob

le
m

 
m

ay
 

be
 

du
e 

to
 

ch
an

gi
ng

 t
he

 f
on

t 
fr

om
 G

ot
hi

c 
(5

th
C

D
) 

to
 T

im
e 

N
ew

 R
om

an
 (D

R
). 

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n.

 

原
因

は
G

ot
hi

c（
5
版

）
か

ら
Ti

m
es

 N
ew

 R
om

an
（

D
R
）

へ
字

体
を

変
更

し
た

た
め

で
あ

る
可

能
性

が
あ

る
。

修
正

が
必

要
。

JP
4.

5.
4

R
ef

er
en

ce
 

m
et

ho
d 

–
sp

ec
ifi

ca
tio

n
Ta

bl
e 

4
N

ot
e 

(3
)

(c
le

an
: p

.1
7)

Ed
it.

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n

of
 re

fe
re

nc
e.

誤
記

修
正

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t:

A
nn

ex
 C

C
or

re
ct

: P
ar

t 2
, A

nn
ex

 A

以
下

の
と

お
り

修
正

。

JP
6.

5 
So

ftw
ar

e 
do

cu
m

en
ta

tio
n

Te
ch

W
e 

ac
ce

pt
ed

 t
he

 e
xp

la
na

tio
ns

 b
y 

th
e 

se
cr

et
ar

ia
t 

to
 o

ur
 

co
m

m
en

ts
 o

n 
6.

5 
an

d 
A

nn
ex

 D
 in

 5
C

D
. T

he
re

fo
re

, w
e 

do
 n

ot
 

re
qu

es
t a

ny
 c

ha
ng

es
 to

 A
nn

ex
 D

 (P
ar

t 2
, A

nn
ex

 B
 in

 D
R

). 

H
ow

ev
er

, 
th

e 
de

sc
rip

tio
n 

in
 C

la
us

e 
6.

5 
sh

ou
ld

 b
e 

al
ig

ne
d 

w
ith

 C
la

us
e 

1.
2.

3 
of

 P
ar

t 2
. T

he
 la

tte
r 

(1
.2

.3
) 

m
en

tio
ns

 th
at

 
“t

he
 n

at
io

na
l 

re
sp

on
si

bl
e 

bo
dy

m
ay

 o
pt

 t
o 

co
m

pl
et

e 
va

lid
at

io
n

(s
of

tw
ar

e 
ex

am
in

at
io

n)
...

“.
It 

th
er

ef
or

e 
m

ea
ns

 W
e 

pr
op

os
e 

to
 c

ha
ng

e 
th

e 
se

nt
en

ce
 in

 C
la

us
e 

6.
5 

as
 sh

ow
n 

be
lo

w
. W

he
re

, [
 ] 

in
di

ca
te

s a
dd

iti
on

s.

In
 a

dd
iti

on
 t

o 
th

e 
re

qu
ir

em
en

ts
 i

n 
Pa

rt
 2

, 
1.

1.
2 

th
e 

m
an

uf
ac

tu
re

r 
sh

al
l s

ub
m

it 
[a

pp
ro

pr
ia

te
 it

em
s

in
]

th
e 

so
ftw

ar
e 

do
cu

m
en

ta
tio

n 
de

sc
ri

be
d 

in
 

Ta
bl

e 
5 

[in
 c

om
pl

ia
nc

e 
w

ith
 t

he
 t

es
t 

ite
m

s 
of

 
va

lid
at

io
n 

op
te

d 
by

 
th

e 
na

tio
na

l 
re

sp
on

si
bl

e 
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th
at

 a
ll

of
 th

e 
do

cu
m

en
ts

 in
 T

ab
le

 5
 a

re
 n

ot
re

qu
ire

d,
 a

nd
 th

e 
re

sp
on

si
bl

e 
bo

dy
 

m
ay

 
op

t 
ap

pr
op

ria
te

 
do

cu
m

en
ts

. 
In

 
ad

di
tio

n,
 T

ab
le

 5
 is

 a
lre

ad
y 

tit
le

d 
as

 “
ex

am
pl

es
”.

5C
D

の
6.

5
及

び
附

属
書

D
に

対
す

る
我

々
の

コ
メ

ン
ト

に
つ

い
て

の
説

明
は

受
け

入
れ

た
。

従
っ

て
、

附
属

書
D
（

D
R
で

は

附
属

書
B
）

に
つ

い
て

の
変

更
を

求
め

な
い

。

し
か

し
、

6.
5
節

の
表

現
は

第
2
部

の
1.

2.
3
節

に
添

っ
た

も
の

で
あ

る
べ

き
で

あ
る

。
後

者
（

1.
2.

3
節

）
で

は
「

国
家

担
当

機

関
が

検
証

（
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
認

証
）

の
た

め
…

を
選

択
し

て
も

よ
い

」
と

あ
る

。
従

っ
て

そ
れ

は
、

表
5
の

全
て

の
文

書
が

必

要
と

さ
れ

る
わ

け
で

は
な

く
、

担
当

機
関

が
適

切
な

文
書

を
選

択
し

て
よ

い
こ

と
を

意
味

す
る

。
加

え
て

、
表

5
に

は
、

既
に

「
例

」
と

題
さ

れ
て

い
る

。

bo
dy

 in
 P

ar
t 2

, 1
.2

.3
].

6.
5
節

の
文

章
の

変
更

を
以

下
に

示
す

よ
う

に
提

案

す
る

。
[ ]
は

加
筆

部
分

を
示

す
。

（
以

下
省

略
）
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 o

n:
O

IM
L

 T
C

 1
7/

SC
 8

/P
01

/ N
02

/D
R

D
ra

ft
R

ec
om

m
en

da
tio

n:
 

O
IM

L 
R

xx
x

D
R

(N
ew

 R
ec

om
m

en
da

tio
n)

Ti
tle

: 
Pr

ot
ei

n 
m

ea
su

rin
g 

in
st

ru
m

en
ts

 fo
r 

ce
re

al
 g

ra
in

 a
nd

 o
ils

ee
ds

–
Pa

rt
 2

Pr
oj

ec
t: 

p1
:M

ea
su

ri
ng

 in
st

ru
m

en
ts

 u
se

d 
fo

r p
ro

te
in

 
de

te
rm

in
at

io
n 

in
 g

ra
in

s

D
R

da
te

: 
13

 A
ug

us
t 2

01
5

C
irc

ul
at

io
n 

da
te

:
13

 A
ug

us
t 2

01
5

C
lo

si
ng

 d
at

e
fo

r c
om

m
en

ts
: 

13
 N

ov
 2

01
5

C
on

ve
ne

r:
M

rs
. L

ei
da

 Q
ue

dd
en

g
(A

U
)

C
ou

nt
ry

C
od

e
C

la
us

e/
 p

ar
ag

ra
ph

/
ta

bl
e

ge
n.

/
ed

it.
/

te
ch

n.

C
O

M
M

E
N

T
S

PR
O

PO
SE

D
 C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S 
O

F 
T

H
E

 
SE

C
R

E
T

A
R

IA
T

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed

JP
1.

1
A

pp
lic

at
io

n
(c

le
an

: p
. 5

)
Ed

it.
Th

e 
he

ad
in

gs
 (

a)
 a

nd
 (

b)
 a

re
 n

ot
 i

n 
th

e 
rig

ht
 

po
si

tio
n.

見
出

し
の

(a
)と

(b
)が

ず
れ

て
い

る
。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n 

to
 b

e 
in

 th
e 

rig
ht

 p
os

iti
on

.

正
し

い
位

置
に

く
る

よ
う

に
修

正
。

JP
1.

1.
2 

D
oc

um
en

ta
tio

n 
fil

e 
(p

.6
)

Ed
it.

In
 

th
e 

m
id

dl
e 

of
 

th
e 

ta
bl

e,
 

th
e 

ro
w

 
tit

le
d 

“R
eq

ui
re

d 
do

cu
m

en
ta

tio
n

&
A

pp
lic

at
io

n 
no

te
s a

nd
/o

r 
ex

am
pl

es
”

ap
pe

ar
s a

ga
in

.

表
の

途
中

に
「

R
eq

ui
re

d 
do

cu
m

en
ta

tio
n

&
 

A
pp

lic
at

io
n 

no
te

s 
an

d/
or

 e
xa

m
pl

es
」

と
い

う
行

が
再

び
出

て
く

る
。

D
el

et
e 

th
e 

du
pl

ic
at

ed
 ro

w
.

重
複

し
た

行
を

削
除

。

JP
1.

2.
3 

So
ftw

ar
e 

ex
am

in
at

io
n

(c
le

an
 v

er
si

on
: 

p.
7)

Ed
it.

A
 re

fe
re

nc
e 

to
 a

nn
ex

 is
 in

co
rr

ec
t.

誤
記

修
正

。

C
or

re
ct

 “
A

nn
ex

 D
”

to
 “

A
nn

ex
 B

”.

「
附

記
D
」

を
「

附
記

B
」

に
修

正
。

JP
1.

3 
Pe

rf
or

m
an

ce
 

te
st

s (
cl

ea
n:

 
p.

7)

Ed
it.

Th
e 

ta
bl

e 
nu

m
be

r i
s i

nc
or

re
ct

.

誤
記

修
正

。

C
or

re
ct

 “
Ta

bl
e 

7”
to

 “
Ta

bl
e 

2”
.

「
表

７
」

を
「

表
２

」
に

修
正

。
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JP
2.

1,
 2

.2
 a

nd
 2

.3
Ed

it.
Th

e 
he

ad
in

gs
 (

a)
, (

b)
, (

c)
 a

nd
 (

d)
 a

re
 n

ot
 in

 th
e 

rig
ht

 p
os

iti
on

.

見
出

し
(a

), 
(b

), 
(c

), 
(d

) が
ず

れ
て

い
る

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n 

to
 b

e 
in

 th
e 

rig
ht

 p
os

iti
on

.

正
し

い
位

置
に

く
る

よ
う

に
修

正
。

JP
2.

3
Te

st
 p

ro
ce

du
re

(c
le

an
: p

. 8
)

Ed
it.

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n.

誤
記

修
正

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t: 

A
nn

ex
 B

C
or

re
ct

: P
ar

t 1
, A

nn
ex

 B

以
下

の
と

お
り

修
正

。
（

以
下

省
略

）

JP
A

.3
.1

 
R

ef
er

en
ce

 
co

nd
iti

on
s

(c
le

an
: p

. 1
2)

Ed
it.

B
ot

h 
V

no
m

an
d 

U
no

m
ar

e 
de

fin
ed

 a
s 

no
m

in
al

 
m

ai
ns

 o
r 

te
st

 v
ol

ta
ge

in
 A

.3
.1

. 
Ev

en
 s

o,
 V

no
m

do
es

 n
ot

 a
pp

ea
r i

n 
th

e 
en

tir
e 

do
cu

m
en

t.

V
no

m
及

び
U

no
m

が
A

.3
.1
で

定
義

さ
れ

て
い

る

が
、

V
no

m
は

文
章

全
体

に
お

い
て

使
わ

れ
て

い

な
い

な
い

。

V
no

m
m

ay
 n

ot
 b

e 
ne

ce
ss

ar
y.

V
no

m
 

は
不

要
か

も
し

れ
な

い
。

JP
A

.3
.1

“R
ef

er
en

ce
co

nd
iti

on
s”

(c
le

an
: p

. 1
2)

,

A
.6

.3
“R

ad
ia

te
d 

ra
di

of
re

qu
en

cy
, 

el
ec

tro
m

ag
ne

tic
 

fie
ld

s”
(c

le
an

: p
. 1

9)
,

A
.6

.4
. “

Te
st

 
Se

ve
rit

y”
in

 
“C

on
du

ct
ed

 
ra

di
o-

fr
eq

ue
nc

y,
 

Ed
it.

U
se

 
th

e 
sa

m
e 

ex
pr

es
si

on
 

fo
r 

a 
ra

ng
e 

fo
r 

co
ns

is
te

nc
y.

 
W

e 
re

co
m

m
en

d 
re

pl
ac

in
g

“-
(h

yp
he

n)
”

w
ith

 “
to

”
fo

r t
he

 e
xp

re
ss

io
n 

of
 ra

ng
e.

 
A

ls
o,

 t
he

re
 a

re
 s

om
e 

pl
ac

es
 w

he
re

 t
he

 u
ni

t 
is

 
m

is
si

ng
 a

fte
r t

he
 fi

rs
t n

um
be

r f
or

 a
 ra

ng
e.

数
値

の
範

囲
の

表
記

を
統

一
す

る
。

数
値

の
範

囲

を
表

記
す

る
際

、
ハ

イ
フ

ン
を

to
に

置
き

換
え

る
。

ま
た

、
範

囲
を

表
す

最
初

の
数

値
の

値
の

後

の
単

位
が

抜
け

て
い

る
箇

所
が

あ
る

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

co
rr

ec
tio

ns
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t:

 
A

.3
.1

20
 °C

 –
27

 °C
30

 %
 –

70
 %

A
.6

.3
26

M
H

z 
–

2 
G

H
z

26
–

80
 M

H
z

A
.6

.4
0.

15
 –

80
* 

M
H

z
26

–
80

 M
H

z
A

.6
.7

10
 H

z 
–

15
0 

H
z

   
   

   
   

 1
0 

H
z 

-2
0 

H
z

20
 H

z 
-1

50
 H

z

C
or

re
ct

ed
: 

A
.3

.1
20

 °C
 to

27
 °C

30
 %

 to
70

 %
A

.6
.3

26
M

H
z 

to
2 

G
H

z
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el
ec

tro
m

ag
ne

tic
 

fie
ld

s”
(c

le
an

: p
. 2

0)

A
.6

.7
“T

es
t 

se
ve

rit
y”

in
 

“R
an

do
m

 
vi

br
at

io
n”

(c
le

an
: p

. 2
2)

26
M

H
z

to
80

 M
H

z
A

.6
.4

0.
15

 M
H

z
to

80
* 

M
H

z
26

M
H

z
to

80
 M

H
z

A
.6

.7
10

 H
z 

to
15

0 
H

z
   

   
   

   
 1

0 
H

z 
to

 2
0 

H
z

   
   

   
   

 2
0 

H
z 

to
 1

50
 H

z

以
下

の
よ

う
に

修
正

。
（

以
下

省
略

）

JP
A

.6
.1

A
C

 m
ai

ns
 

vo
lta

ge
 d

ip
s, 

sh
or

t 
in

te
rr

up
tio

ns
 

an
d 

vo
lta

ge
 

va
ria

tio
ns

(c
le

an
: p

. 1
8)

Ed
it.

Th
e 

ex
pr

es
si

on
 “

U
no

m
to

 7
0 

%
 r

ed
uc

tio
n”

in
th

e 
te

st
 

co
nd

iti
on

 
c)

is
 

am
bi

gu
ou

s.
It 

m
ay

 
be

 
un

de
rs

to
od

 to
 se

t t
he

 te
st

 v
ol

ta
ge

 a
t 3

0 
%

 o
f U

no
m

af
te

r a
 re

du
ct

io
n

of
 7

0 
%

.

“U
no

m
to

 7
0 

%
 r

ed
uc

tio
n”
と

い
う

表
現

は
曖

昧
で

あ
る

。
70

%
を

差
し

引
い

た
後

に
試

験
電

圧
を

U
no

m
の

30
%
に

設
定

す
る

と
も

解
釈

で
き

る
。

C
ha

ng
e 

th
e 

ex
pr

es
si

on
 t

o 
“r

ed
uc

tio
n 

to
 7

0%
”

w
hi

ch
is

 
us

ed
 in

 P
ar

t 1
, 4

.4
.2

.

第
一

部
の

4.
4.

2
で

用
い

ら
れ

て
い

る
「

70
%
ま

で
削

減
」

と
い

う
表

現
に

変
更

。

JP
A

.7
.1

 R
es

ul
t: 

A
cc

ur
ac

y 
te

st
 -

av
er

ag
e 

bi
as

 o
f 

m
ea

n 
an

d 
SE

P
(c

le
an

: p
.2

3)

Ed
it.

“y
(b

ar
)j=

1”
is

 a
n 

av
er

ag
e 

of
 “

yi
j=

1”
ov

er
 t

he
 

sa
m

pl
e 

nu
m

be
rs

i=
1 

to
 i

=n
. 

So
, 

th
is

av
er

ag
e 

do
es

 n
ot

 d
ep

en
d 

on
 i.

n
個

の
サ

ン
プ

ル
の

平
均

値
は

サ
ン

プ
ル

番
号

iに
よ

ら
な

い
値

で
あ

る
。

R
ep

la
ce

 “
y(

ba
r)

i,j
=1

”
w

ith
 “

y(
ba

r)
j=

1”
by

 d
el

et
in

g 
“i

”
as

 
sh

ow
n 

be
lo

w
. T

he
re

 a
re

 tw
o 

pl
ac

es
 to

 b
e 

co
rr

ec
te

d.

Pr
es

en
t(

1/
2)

:

C
or

re
ct

(1
/2

):
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Pr
es

en
t(

2/
2)

:

C
or

re
ct

(2
/2

):

二
か

所
の

「
y(

ba
r)

i,j
=1

」
を

「
y(

ba
r)

j=
1」

に
修

正
す

る
。

JP
A

7.
1 

(c
le

an
: 

p.
23

Ed
it

C
or

re
ct

 th
e 

nu
m

be
rin

g
of

 e
qu

at
io

n
as

 s
ho

w
n 

in
 

th
e 

rig
ht

 c
ol

um
n.

右
欄

に
示

す
と

お
り

式
の

番
号

の
誤

記
修

正
。

In
 t

he
 3

rd
lin

e 
of

 R
es

ul
t: 

In
st

ru
m

en
t r

ep
ea

ta
bi

lit
y 

te
st

 -
Av

er
ag

ed
 S

D
 o

f 
re

pl
ic

at
es

, 
co

rr
ec

t
“E

qu
at

io
n 

5”
to

 
“E

qu
at

io
n 

3”
.

In
 th

e 
2nd

lin
e 

of
 R

es
ul

t: 
In

st
ru

m
en

t r
ep

ro
du

ci
bi

lit
y 

te
st

 -
SD

 
of

 
di

ffe
re

nc
es

 
be

tw
ee

n 
tw

o 
in

st
ru

m
en

ts
,

co
rr

ec
t 

“E
qu

at
io

n 
6”

to
 “

Eq
ua

tio
n 

4”
.

In
 A

cc
ep

ta
nc

e 
re

qu
ir

em
en

ts
, c

or
re

ct
;

“E
qu

at
io

n 
3”

to
 “

“E
qu

at
io

n 
1”

,
“E

qu
at

io
n 

4”
to

 “
Eq

ua
tio

n 
2”

,
“E

qu
at

io
n 

5”
to

 “
Eq

ua
tio

n 
3”

,  
an

d
“E

qu
at

io
n 

6”
to

 “
Eq

ua
tio

n 
4”

.

省
略

。
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JP
A

.7
.2

Sa
m

pl
e 

te
m

pe
ra

tu
re

 
se

ns
iti

vi
ty

 
(S

TS
)

(p
.2

4)

Ed
it

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n.

誤
記

修
正

。

In
 “

Te
st

 p
ro

ce
du

re
 (i

n 
br

ie
f)

”,
 c

or
re

ct
 “

Tt
re

f(
2)

”
to

 
“t

re
f(

2)
”.

In
 “

Te
st

 s
ev

er
ity

 (s
am

pl
e 

an
d 

in
st

ru
m

en
t t

em
pe

ra
tu

re
s)

”,
co

rr
ec

t “
Δ

tT
”

to
 “
Δ

t”
.

大
文

字
T
の

消
し

忘
れ

2
箇

所
を

訂
正

。
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T
em

pl
at

e 
fo

r 
co

m
m

en
ts

 o
n 

D
ra

ft
 R

ec
om

m
en

da
tio

n
O

IM
L

 T
C

 1
7/

SC
 8

/P
01

/N
04

C
IM

L 
M

em
be

r c
om

m
en

ts
 o

n:
O

IM
L

 T
C

 1
7/

SC
 8

/P
01

/ N
02

/D
R

D
ra

ft
R

ec
om

m
en

da
tio

n:
 

O
IM

L 
R

xx
x

D
R

(N
ew

 R
ec

om
m

en
da

tio
n)

Ti
tle

: 
Pr

ot
ei

n 
m

ea
su

rin
g 

in
st

ru
m

en
ts

 fo
r 

ce
re

al
 g

ra
in

 a
nd

 o
ils

ee
ds

–
Pa

rt
 3

Pr
oj

ec
t: 

p1
:M

ea
su

ri
ng

 in
st

ru
m

en
ts

 u
se

d 
fo

r p
ro

te
in

 
de

te
rm

in
at

io
n 

in
 g

ra
in

s

D
R

da
te

: 
13

 A
ug

us
t 2

01
5

C
irc

ul
at

io
n 

da
te

:
13

 A
ug

us
t 2

01
5

C
lo

si
ng

 d
at

e
fo

r c
om

m
en

ts
: 

13
 N

ov
 2

01
5

C
on

ve
ne

r:
M

rs
. L

ei
da

 Q
ue

dd
en

g
(A

U
)

C
ou

nt
ry

C
od

e
C

la
us

e/
 

pa
ra

gr
ap

h/
ta

bl
e

ge
n.

/
ed

it.
/

te
ch

n.
C

O
M

M
E

N
T

S
PR

O
PO

SE
D

 C
H

A
N

G
E

O
B

SE
R

V
A

T
IO

N
S 

O
F 

T
H

E
 S

E
C

R
E

T
A

R
IA

T
on

 e
ac

h 
co

m
m

en
t 

su
bm

itt
ed

JP
3

G
U

ID
A

N
C

E 
FO

R
 T

H
E 

A
PP

LI
C

A
TI

O
N

 
O

F 
TH

IS
 

R
EP

O
R

T

11
th

lin
e

(p
. 6

)

Ed
it.

Th
e

ex
pr

es
si

on
 o

f p
er

ce
nt

ag
e 

“%
(m

as
s 

fr
ac

tio
n)

”
sh

ou
ld

 b
e 

us
ed

. (
A

ls
o 

se
e 

ou
r 

co
m

m
en

t t
o 

Pa
rt 

1,
 3

.1
.)

表
現

と
し

て
「

％
（

重
量

分
率

）
」

を
使

う

べ
き

で
あ

る
。

（
第

1
部

3.
1
へ

の
コ

メ
ン

ト
を

参
照

。
）

W
e 

re
co

m
m

en
d

to
 c

ha
ng

e 
th

e 
ex

pr
es

si
on

.

表
現

の
修

正
を

提
案

す
る

。

JP
5.

3.
(c

le
an

: 
p.

28
)

6.
4.

1(
b)

(c
le

an
: p

.2
9)

Ed
it.

W
he

re
 d

oe
s “

6.
4.

1(
a)

^”
re

fe
r t

o?
 

「
6.

4.
1(

a)
^」

は
ど

こ
を

さ
す

の
か

？

N
on

e

な
し

。
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Ti
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ea
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 m
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n.
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記
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。
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 m
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.

Pr
es

en
t: 

“C
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IM
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R
xx
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ex
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, A
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]”
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or
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C

ol
d 

[O
IM

L 
R

xx
x-

2,
 A

nn
ex

 A
, A

.5
.2

]”

以
下

の
と

お
り

修
正

。

JP
6.

3.
1 

Ta
bl

e
Te

st
 v

ol
ta

ge
(p

.4
1)

G
en

./
Ed

it.
W

ha
t d

oe
s “

fil
l c

el
l C

12
”

m
ea

n?

「
fil

l c
el

l C
12
」

は
ど

の
よ

う
な

意
味

か
？

N
on

e

な
し

。
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3.
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ta

bl
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.4
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, 6
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th
re

e 
ta

bl
es
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58

)

Ed
it.

It 
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 p
re

fe
rr

ed
 to

 c
la

rif
y 

w
he

re
 to

 re
co

rd
 th

e 
m

ea
su

re
m

en
t r

es
ul

ts
 o

f “
fa

ul
t”

.

Fa
ul

t値
の

記
入

欄
が

明
確

で
あ

る
方

が
よ

い
。

In
di

ca
te

 th
e 

ce
lls

 to
 re

co
rd

 th
e 

re
su

lts
 o

f f
au

lt 
by

 a
dd

in
g 

a 
la

be
l “

Fa
ul

t”
to

 a
 su

ita
bl

e 
pl

ac
e 

in
 th

e 
ta

bl
e.

表
の

適
切

な
箇

所
に

「
Fa

ul
t」

と
加

筆
し

て
、

Fa
ul

t値
の

記

入
欄

を
明

確
に

す
る

。

JP
6.

3.
2
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aw

 d
at

a 
en

try
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ur
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s 

(tr
an

si
en

ts
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A
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 m
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IM
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 x
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an
: p
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3)

Ed
it.

W
ha
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“L
→

G
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“
N
→

G
”
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d 

“P
E
→

G
”

in
 th

e 
ro

w
 “

C
on

ne
ct

io
n”

m
ea

n?

「
C

on
ne

ct
io

n」
の

列
の

「
L
→

G
」

「
N

→
G
」

及
び

「
PE

→
G
」

は
何

を
意

味
す

る
か

？

Pl
ea

se
 e

xp
la

in
“L

→
G
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“

N
→

G
”

an
d 

“P
E
→

G
”.

「
L
→

G
」

「
N
→

G
」

及
び

「
PE

→
G
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説
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し

て
ほ

し
い

。

JP
6.

3.
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p.
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It 
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ed
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ペ
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52
ペ
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で
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8
ペ
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式
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ペ
ー

ジ
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て

い
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よ
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え
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。

D
el

et
e 
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e 
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pl
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if 
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不
要

で
あ

れ
ば

、
重

複
し

て
い

る
表

を
削

除
。

JP
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3.
4
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an
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.5
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Ed
it.

Pl
ea
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 m
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誤
記

修
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。

C
or
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A

.6
.5

”
to
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A

.6
.4

”.

「
6.

35
」

を
「

6.
3.

5」
に

修
正

。

JP
6.

3.
4

(c
le

an
:p

.5
4)

Ed
it.

Pl
ea

se
 m
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e 

a 
co

rr
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誤
記

修
正

。

Pr
es

en
t: 

R
aw

 d
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en

try
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R
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d,
 ra
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R
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 d
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以
下

の
と

お
り

修
正

。
（

以
下

省
略

）

JP
6.

3.
5

(c
le

an
:p

.5
5)

Ed
it.

Pl
ea

se
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ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n.

誤
記

修
正

。

C
or

re
ct

 “
6.

35
”

to
 “

6.
3.

5”

「
6.

35
」

を
「

6.
3.

5」
に

修
正

。

JP
6.

3.
5

(c
le

an
:p

.5
6)

Ed
it.

Pl
ea

se
 c

or
re

ct
 th

e 
he

ad
in

gs
 o

f r
ow

s.

列
の

見
出

し
を

修
正

。

M
ov

e 
“V

ol
ta

ge
 (k

V
)”

to
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-r
ow
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bo

ve
.

「
V

ol
ta

ge
 (k

V
)」

を
一

行
上

へ
移

動
す

る

JP
6.

3.
5

(c
le

an
:p

.5
7-

58
)

Ed
it.

Pl
ea

se
 c

or
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 th

e 
he

ad
in

gs
 o

f r
ow

s.

列
の

見
出

し
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修
正

。

D
el

et
e 

“P
ol

ar
ity

”.
 M

ov
e 

“V
ol
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ge

 (k
V
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w
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n.

  A
dd
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pl
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g 
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e 
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e 

ro
w
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f “

V
1”

,“
V

2”
an

d
“V

3”
(p

.5
7)

 a
nd

”V
4”

an
d 

“H
”

(p
.5

8)
.

“P
ol

ar
ity

”を
消

し
て

、
”P

ol
ar

ity
”が

有
っ

た
位

置

へ
”V

ol
ta

ge
 (k

V
)”
を

移
動

。

「
V

1 
」

「
V

2 
」

「
V

3」
お

よ
び

「
V

4 
」

「
H
」

の
左

に

「
C

ou
pl

in
g 

pl
an

e 
po

si
tio

n」
と

加
筆

。

JP
6.

3.
5

(c
le

an
:p

.5
8)

Ed
it.

Pl
ea
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 m

ak
e 
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co

rr
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n.

誤
記

修
正

。

C
or

re
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 “
V

3”
to

”V
4”

.

“V
3”
を

”V
4”
に

訂
正

。
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 c
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re
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 re
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 b
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N
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A
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d 
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es
 D
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ar
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en

t o
f T

ra
ns
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rta
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n)

.

基
準
文
書
や
技
術
基
準
は
な
い
が
、
慣
例
的
に
乾
燥
ガ
ス
が

試
験

の
た

め
に

用
い

ら
れ

て
き

た
。

こ
の

よ
う

に
基

準
文

書
が
な
い
た
め
に
、
一
部
の
製
造
事
業
者
は

N
H

TS
A
（
ア
メ
リ

カ
合

衆
国

運
輸

省
）

の
技

術
要

件
を

参
照

し
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い

る
。
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 b
at

h 
w

ith
 g

as
-w

as
hi

ng
 

bo
ttl

es
 ( 

fo
r z

er
o 

ga
s)

Th
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r o
f t

es
t g

as
 is

 n
ot

 sp
ec

ifi
ed

.  
In

 th
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f d
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 b
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試
験
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ス
の
供
給
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置
は
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定
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れ
て
い
な
い
。
し
か
し
ド

ラ
イ

ガ
ス

の
場
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に

は
、
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想

的
に
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、
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給

装
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又
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準
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。
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。
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。

 

NM
I 

国
家

 計
量

的
／

計
量

／
計

測
 機

関
 

 

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

説
明

不

要
だ

と
思

い
ま

す
。

 

JP
 

3.
2 

M
et

ro
lo

gi
ca

l 
re

qu
ire

m
en

ts
 

Ed
it.

 
Th

e 
te

rm
 ‘

O
bl

ig
at

or
y’

 w
as

 a
dd

ed
 in

 th
e 

be
gi

nn
in

g 
of

 th
is 

cl
au

se
. W

e 
re

co
m

m
en

d 
ho

w
ev

er
 c

ha
ng

e 
th

e 
ex

pr
es

sio
n 

m
ild

er
 

be
ca

us
e 

ea
ch

 m
em

be
r c

ou
nt

ry
 u

su
al

ly
 h

as
 

an
 o

rig
in

al
 m

et
ro

lo
gi

ca
l 

co
nt

ro
l 

sy
ste

m
 

in
cl

ud
in

g 
le

ga
l m

et
ro

lo
gy

. 

こ
の

項
の

最
初

に
「

強
制

的
な

」
と

い
う

W
e 

pr
op

os
e 

a 
re

vi
sio

n 
as

 s
ho

w
n 

be
lo

w
 fo

r e
xa

m
pl

e.
 

O
bl

ig
at

or
y 

m
et

ro
lo

gi
ca

l 
re

qu
ire

m
en

ts 
ge

ne
ra

lly
 re

fe
r t

o 
th

e 
fo

llo
wi

ng
 m

et
ro

lo
gi

ca
l 

ch
ar

ac
te

ris
tic

s o
f a

 st
an

da
rd

 
in

cl
ud

in
g 

its
 a

cc
es

so
rie

s:
 

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

「
ob

lig
at

or
y」

は
D

文
書

と
し

て
は

や
や

強
い

表
現

だ

と
思

い
ま

す
。

よ
り

曖
昧

な

表
現

の
方

が
無

難
で

し
ょ

う
。
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用
語

が
追

加
さ

れ
た

。
し

か
し

各
加

盟
国

は
通

常
、

法
定

計
量

を
含

む
固

有
の

計
量

管
理

制
度

を
有

し
て

い
る

の
で

、
表

現
を

緩
や
か
に
変
更
す
る
こ
と
を
推
奨
す
る
。

 

例
え

ば
以

下
の

よ
う

な
修

正
を

提

案
す
る
。

 

計
量

に
お

け
る

強
制

的
な

要
求

事
項

は
、

一
般

に
周

辺
機

器
を

含
む

以
下

の
よ

う
な

計
量

標
準

の
特

性
を
示
す
。

 
 

JP
 

4 
Tr

ac
ea

bi
lit

y 
of

 a
 st

an
da

rd
 

Ed
it.

 
Th

e 
tit

le
 

w
as

 
ch

an
ge

d 
in

 
W

D
 

fro
m

 
‘re

co
gn

iti
on

 o
f a

 s
ta

nd
ar

d’
 to

 ‘t
ra

ce
ab

ili
ty

 
of

 
a 

sta
nd

ar
d’

. 
H

ow
ev

er
, 

an
 

ac
tiv

e 
m

ea
ni

ng
 w

ith
 th

e 
w

or
d 

‘re
co

gn
iti

on
’ 

w
as

 
lo

st 
in

 th
e 

ne
w

 ti
tle

. W
e 

th
er

ef
or

e 
pr

op
os

e 
an

 a
m

en
dm

en
t o

f t
he

 ti
tle

. 

W
D

に
お

い
て

タ
イ

ト
ル

が
「

計
量

標
準

の
承

認
」

か
ら

「
計

量
標

準
の

ト
レ

ー
サ

ビ
リ

テ
ィ

ー
」

へ
変

更
さ

れ
た

。
し

か
し

「
認

識
」

と
い

う
言

葉
に

よ
る

能
動

的
な

意
味

は
新

タ
イ

ト
ル

で
は

失
わ

れ
た

。
故

に
、
タ
イ
ト
ル
の
修
正
を
提
案
す
る
。

 

R
ev

ise
 t

he
 t

itl
e 

as
 s

ho
w

n 
be

lo
w

 
fo

r e
xa

m
pl

e.
 

4 
As

su
ra

nc
e 

of
 t

ra
ce

ab
ili

ty
 f

or
 a

 
sta

nd
ar

d 

例
え

ば
、

タ
イ

ト
ル

を
下

記
の

よ

う
に
修
正
す
る
。

 

4.
 標

準
の
た
め
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ

テ
ィ
ー
の
確
保

 

 

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

こ
の

項

は
、

現
行

版
に

比
べ

て
全

面

的
に

書
き

換
え

ら
れ

て
い

ま

す
。

 
し

か
し

今
の

タ
イ

ト
ル

で

は
、

能
動

的
な

意
味

が
欠

け

て
い

る
の

で
、

A
ss

ur
an

ce
を

加
え

て
「

ト
レ

ー
サ

ビ
リ

テ
ィ

ー
を

確
保

す
る

」
と

い

う
意

図
を

強
め

た
い

と
思

い

ま
す

。
 

JP
 

4.
5 

Eq
ui

pm
en

t 
an

d 
re

fe
re

nc
e 

st
an

da
rd

s 
sh

al
l  

…
 

Ed
it.

 
1.

 W
e 

un
de

rs
to

od
 th

at
 C

la
us

e 
4.

5 
in

te
nd

ed
 

to
 

pr
ov

id
e 

a 
lis

t 
of

 
la

bo
ra

to
rie

s 
fo

r 
ca

lib
ra

tin
g 

th
e 

re
fe

re
nc

e 
sta

nd
ar

d.
 

W
e 

re
co

m
m

en
d 

th
er

ef
or

e 
a 

re
vi

sio
n 

in
 t

he
 

cl
au

se
 

tit
le

 
to

 
ex

pl
ai

n 
th

is 
ob

je
ct

iv
e 

cl
ea

rly
. 

1.
 

C
ha

ng
e 

th
e 

tit
le

 
as

 
sh

ow
n 

be
lo

w
. 

4.
5 

Eq
ui

pm
en

t 
an

d 
re

fe
re

nc
e 

st
an

da
rd

s 
sh

al
l 

be
 c

al
ib

ra
te

d 
by

 
th

e 
fo

llo
w

in
g 

in
st

itu
te

s 
an

d/
or

 

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

項
タ

イ

ト
ル

を
、

よ
り

分
か

り
や

す

く
修

正
提

案
し

て
い

ま
す

。
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2.
 T

he
 ‘i

te
m

 4
)’ 

sh
ou

ld
 b

e 
tit

le
d 

as
 a

 ‘n
ot

e 
3’

 
be

ca
us

e 
th

is 
is 

no
t 

a 
ca

lib
ra

tio
n 

la
bo

ra
to

ry
. 

1.
 我

々
は
、

4.
5
項
が
参
照
標
準
を
校
正
す

る
た

め
の

試
験

所
の

リ
ス

ト
を

提
供

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

い
る

と
理

解
す

る
。

故
に

、
こ

の
目

的
を

明
確

に
説

明
す

る
た

め
項
タ
イ
ト
ル
の
修
正
を
提
案
す
る
。

 

2.
 項

目
4)
は

校
正

機
関

で
は

な
い

の
で

「
付
記

4」
と
題
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

 

la
bo

ra
to

ri
es

 b
as

ed
 o

n 
th

e 
IL

AC
 

Po
lic

y 
[6

]:
 

2.
 C

ha
ng

e 
th

e 
‘it

em
 4

)’
 to

 a
 ‘n

ot
e 

3’
. 1.
 タ

イ
ト

ル
を

以
下

の
通

り
修

正

す
る
。

 

4.
5 
装
置
や
参
照
標
準
は

IL
AC

の
考

え
方

[6
]に

基
づ

い
て

以
下

の
機

関
及

び
／

又
は

試
験

所
に

よ
り

校
正
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

2.
 項

目
4)
を

「
付

記
4」

に
変

更

す
る
。

 
 

JP
 

4.
6 

Eq
ui

pm
en

t 
an

d 
w

or
ki

ng
 

st
an

da
rd

s 
sh

al
l  

…
 

Ed
it.

 
W

e 
re

co
m

m
en

d 
a 

re
vi

sio
n 

in
 t

he
 c

la
us

e 
tit

le
 to

 e
xp

la
in

 th
e 

ob
je

ct
iv

e 
of

 th
is 

cl
au

se
 

cl
ea

rly
. 

こ
の

項
の

目
的

を
明

確
に

説
明

す
る

た
め

項
タ
イ
ト
ル
の
修
正
を
提
案
す
る
。

 

 

C
ha

ng
e 

th
e 

tit
le

 a
s s

ho
w

n 
be

lo
w

. 

4.
6 

Eq
ui

pm
en

t 
an

d 
w

or
ki

ng
 

st
an

da
rd

s 
sh

al
l 

be
 c

al
ib

ra
te

d 
by

 
th

e 
fo

llo
w

in
g 

la
bo

ra
to

ri
es

: 

タ
イ

ト
ル

を
以

下
の

通
り

修
正

す

る
。

 

4.
6 
装
置
や
実
用
標
準
は
以
下
の
試

験
所

に
よ

り
校

正
さ

れ
な

く
て

は
な
ら
な
い
。

 

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

4.
5
と

同
様

に
、

項
タ

イ
ト

ル
を

、

よ
り

分
か

り
や

す
く

修
正

提

案
し

て
い

ま
す

。
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) 
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W
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O
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C
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R
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W
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O
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Ti
tle

: 
Au

to
m

at
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 g
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et
ri

c 
fil
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g 
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ru
m

en
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 P

ar
t 1

: 
M

et
ro
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l 
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en
ts

Pr
oj

ec
t: 

p 
8 

: R
ev

is
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n 
of

 R
 6

1:
 A

ut
om

at
ic

 
gr

av
im

et
ri

c 
fil

lin
g 

in
st

ru
m

en
ts

2 
W

D
da

te
: 

3 
Se

pt
em

be
r 2

01
5

C
irc

ul
at

io
n 

da
te

:
3 

Se
pt

em
be

r2
01

5
C

lo
si

ng
 d

at
e

fo
r c

om
m

en
ts

: 
22

 J
an

ua
ry

 2
01

6

Se
cr

et
ar

ia
t: 

U
K

M
rM

or
ay

o 
A

w
os

ol
a 

M
or

ay
o.

aw
os

ol
a@

nm
o.

go
v.

uk
, N

at
io

na
l M

ea
su

re
m

en
t O

ff
ic

e,
 U

ni
te

d 
K

in
gd

om

M
em

be
r 

/L
ia

si
on

C
la

us
e/

 
pa

ra
gr

ap
h/

ta
bl

e

ge
n.

/
ed

it.
/

te
ch

n.

C
O

M
M

E
N

T
S

PR
O

PO
SE

D
 C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
V

A
T

IO
N

S
O

F 
T

H
E

 
SE

C
R

E
T

A
R

IA
T

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed

JP
 1

3.
1.

3 
fil

l 
(F

)(
cl

ea
n:

 
p.

 5
)

Ed
it.

In
 “

4.
2 

A
cc

ur
ac

y 
cl

as
se

s”
 (p

.1
9)

, t
hi

st
er

m
 is

 e
xp

re
ss

ed
 

as
 “

va
lu

e 
of

 m
as

s o
f t

he
 fi

lls
 (3

.1
.3

)”
.  

Th
er

ef
or

e,
 u

se
 

th
e 

sa
m

e 
ex

pr
es

si
on

 fo
r t

hi
s t

er
m

 fo
r c

on
si

st
en

cy
.

4.
2 
項

（
p.

19
）

「
精

度
等

級
」

で
は

こ
の

用
語

は
「

va
lu

e 
of

 m
as

s o
f t

he
 fi

lls
 (3

.1
.3

)」
と

表
現

さ
れ

て
い

る
。

従
っ

て
こ

の
用

語
に

同
じ

表
現

を
使

う
。

R
ep

la
ce

 “
fil

l (
F)

” 
w

ith
 “

m
as

s o
f t

he
 fi

lls
”.
 

 fil
l (

F)
 を

m
as

s o
f t

he
 fi

lls
 に

修
正

。
 

JP
 2

3.
2.

2.
1

A
ss

oc
ia

tiv
e 

w
ei

gh
er

8.
2.

2 
G

en
er

al
 

Ed
it
. 

Th
e 

te
rm

 “
se

le
ct

iv
e 

co
m

bi
na

tio
n 

w
ei

gh
er

” 
is

 u
se

d 
m

or
e 

co
m

m
on

ly
 th

an
 “

as
so

ci
at

iv
e 

w
ei

gh
er

” 
in

 th
is

 d
oc

um
en

t.
Th

e 
la

tte
r s

ho
ul

d 
be

 d
ef

in
ed

 a
s a

 su
pp

le
m

en
ta

ry
 te

rm
.

こ
の

文
書

で
は

「
選

択
組

み
合

わ
せ

は
か

り
」

と
い

う
用

語
が

「
連

結
は

か
り

」
よ

り
も

多
く

用
い

ら
れ

て
い

る
。

後
者

は
補

助
的

な
用

語
と

し
て

定
義

さ
れ

る
べ

き
で

あ

る
。

C
ha

ng
e 

th
e 

cl
au

se
 ti

tle
as

 sh
ow

n 
be

lo
w

.

Pr
es

en
t: 

as
so

ci
at

iv
e 

(s
el

ec
tiv

e 
co

m
bi

na
tio

n)
w

ei
gh

er
 

Su
gg

es
te

d:
 se

le
ct

iv
e 

co
m

bi
na

tio
n

w
ei

gh
er

(a
ss

oc
ia

tiv
e 

w
ei

gh
er

)

In
 8

.2
.2

, r
ep

la
ce

 “
as

so
ci

at
iv

e 
w

ei
gh

er
” 

w
ith

 
“s

el
ec

tiv
e 

co
m

bi
na

tio
n 

w
ei

gh
er

”.
 

以
下

の
よ

う
に

修
正

す
る

。

国
際
室
に
よ
る
追
加
コ
メ
ン

ト
。
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A
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 m
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r c
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4.
2 
項

（
p.

19
）

「
精

度
等

級
」

で
は

こ
の

用
語

は
「

va
lu

e 
of

 m
as

s o
f t

he
 fi

lls
 (3

.1
.3

)」
と

表
現

さ
れ

て
い

る
。

従
っ

て
こ

の
用

語
に

同
じ

表
現

を
使

う
。

R
ep

la
ce

 “
fil

l (
F)

” 
w

ith
 “

m
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s o
f t
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 fi

lls
”.
 

 fil
l (

F)
 を

m
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s o
f t

he
 fi

lls
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修
正

。
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3.
2.

2.
1

A
ss

oc
ia

tiv
e 

w
ei

gh
er

8.
2.

2 
G

en
er

al
 

Ed
it
. 

Th
e 

te
rm

 “
se

le
ct

iv
e 

co
m

bi
na

tio
n 

w
ei

gh
er

” 
is

 u
se

d 
m

or
e 

co
m

m
on

ly
 th

an
 “

as
so

ci
at

iv
e 

w
ei

gh
er

” 
in

 th
is

 d
oc

um
en

t.
Th

e 
la

tte
r s

ho
ul

d 
be

 d
ef

in
ed

 a
s a

 su
pp

le
m

en
ta

ry
 te

rm
.

こ
の

文
書

で
は

「
選

択
組

み
合

わ
せ

は
か

り
」

と
い

う
用

語
が

「
連

結
は

か
り

」
よ

り
も

多
く

用
い

ら
れ

て
い

る
。

後
者

は
補

助
的

な
用

語
と

し
て

定
義

さ
れ

る
べ

き
で

あ

る
。

C
ha

ng
e 

th
e 

cl
au

se
 ti

tle
as

 sh
ow

n 
be

lo
w

.

Pr
es

en
t: 
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so

ci
at

iv
e 

(s
el

ec
tiv

e 
co

m
bi

na
tio

n)
w

ei
gh

er
 

Su
gg

es
te

d:
 se

le
ct

iv
e 

co
m

bi
na

tio
n

w
ei

gh
er

(a
ss

oc
ia

tiv
e 

w
ei

gh
er

)

In
 8

.2
.2

, r
ep

la
ce

 “
as

so
ci

at
iv

e 
w

ei
gh

er
” 

w
ith

 
“s

el
ec

tiv
e 

co
m

bi
na

tio
n 

w
ei

gh
er

”.
 

以
下

の
よ

う
に

修
正

す
る

。

国
際
室
に
よ
る
追
加
コ
メ
ン

ト
。
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O
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V

A
T

IO
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S
O
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H
E
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C
R

E
T

A
R

IA
T

on
 e

ac
h 

co
m

m
en

t s
ub

m
itt

ed

現
在

：
連

結
（

選
択

組
み

合
わ

せ
）

は
か

り

提
案

：
選

択
組

み
合

わ
せ

は
か

り
（

連
結

は
か

り
）

8.
2.

2
に

お
い

て
、

「
連

結
は

か
り

」
を

「
選

択
組

み
合

わ
せ

は
か

り
」

に
置

き
換

え
る

。
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3.
3.

11
m

od
ul

e:
Fi

gu
re

 1
(p

.1
1)

Te
ch

.
O

ut
pu

t d
at

a 
fr

om
 A

D
 c

on
ve

rte
r i

s u
su

al
ly

 in
 m

as
s o

r 
fo

rc
e.

 T
he

re
fo

re
, t

he
 e

xp
re

ss
io

n 
“D

ig
ita

l d
at

a 
(e

.g
.,

sp
ee

d,
 p

os
iti

on
)”

is
 in

ap
pr

op
ria

te
.  

A
D
コ

ン
バ

ー
タ

ー
の

出
力

デ
ー

タ
は

、
通

常
質

量
ま

た
は

力
で

あ
る

。
し

た
が

っ
て

、
「

デ
ジ

タ
ル

デ
ー

タ
（

例
え

ば
、

速
度

、
位

置
）

」
と

い
う

表
現

は
不

適
切

で
あ

る
。

D
el

et
e

(e
.g

. s
pe

ed
, p

os
iti

on
)a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Pr
es

en
t: 

D
ig

ita
l d

at
a 

(e
.g

. s
pe

ed
, p

os
iti

on
)

Su
gg

es
te

d:
 D

ig
ita

l d
at

a

(e
.g

. s
pe

ed
, p

os
iti

on
)を

削
除

し
、

「
D

ig
ita

l d
at

a 
(e

.g
. s

pe
ed

, p
os

iti
on

)」
を

、

「
D

ig
ita

l d
at

a」
に

変
更

す
る

。
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3.
3.

11
m

od
ul
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Fi

gu
re
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(p

. 1
1)

Ed
it.

Th
e 

te
rm

 in
 th

e 
bo

x 
1 

is
 e

xp
re

ss
ed

 d
iff

er
en

tly
 in

 
3.

3.
11

.7
.  
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e,
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se
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e 
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m
e 
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m

e
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r c
on
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.

B
ox

 1
の

名
称

が
3.

3.
11

.7
と

異
な

っ
て

い
る

た
め

、

3.
3.

11
.7
の

名
称

に
合

わ
せ

る
。

C
ha
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e 
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x 
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“M
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 c
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g 
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“w
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g 

m
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w
hi
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d 
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 3
.3

.1
1.

7.

Fi
gu
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 1
の
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x 

1
の

「
M
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ha

ni
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l e
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ct
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nn
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tin

g 
el
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」

を
、

3.
3.

11
.7
に

使
わ

れ

て
い

る
「

lo
ad

 re
ce

pt
or

, l
oa

d-
tra

ns
m

itt
in

g 
de

vi
ce
」

と
い

う
名

称
に

変
更

す
る

。

国
際
室
コ
メ
ン
ト
：

3.
3.

11
.7
の

名
称
を
直
接
使
っ
た
ほ
う
が
分

か
り
や
す
い
の
で
、
そ
の
よ
う

に
修
正
し
た
。
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D
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r d
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2
行

目
の

“l
oa

d 
ce

ll”
と

い
う

の
は

曖
昧

な
表

現
で

あ
る

。

ア
ナ

ロ
グ

又
は

デ
ジ

タ
ル

の
タ

イ
プ

を
示

す
の

か
？
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 c
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 to
 

“d
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l l
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d 
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 m

ak
e 
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nt
ra
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w
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 “
an

al
og

 lo
ad

 c
el

l”
 in

 th
e 

1st
lin

e.

表
１

の
１

行
目

の
「

an
al

og
 lo
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 c

el
l」

と
対

照
と

な
る

よ
う

、
項

目
名

の
「

lo
ad

 c
el

l」
を

、
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に

変
更

す
る

。
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3.
3.

11
 

3.
3.

11
.2

3.
3.

11
.3

 
3.

3.
11

.6
3.

4.
1

3.
5.

1.
3

An
ne

x 
B.

1.
1

Ed
it.

B
ot

h 
of

 t
w

o 
ex

pr
es

si
on

s 
“a

na
lo

g”
 a

nd
 “

an
al

og
ue

” 
ar

e 
us

ed
 in

 th
e 

do
cu

m
en

ts
. 

２
つ

の
表

現
「

an
al

og
」

と
「

an
al

og
ue
」

の
両

方
が

文
書

で
用

い
ら

れ
て

い
る

。

U
se

 o
nl

y 
on

e 
of

 th
e 

tw
o 

ex
pr

es
si

on
s i

n 
th

e 
sa

m
e 

do
cu

m
en

t. 
“A

na
lo

gu
e”

 is
 u

se
d 

in
 th

e 
fo

llo
w

in
g 

pl
ac

es
.

3.
3.

11
 m

od
ul

e
5th

lin
e 

&
 T

ab
le

1
2

pl
ac

es
(p

. 1
1)

 
3.

3.
11

.2
in

di
ca

to
r (

p.
 1

2)
3.

3.
11

.3
 a

na
lo

gu
e 

da
ta

 p
ro

ce
ss

in
g 

de
vi

ce
2

pl
ac

es
(p

. 1
2)

3.
3.

11
.6

te
rm

in
al

(p
. 1

2)
3.

4.
1

sc
al

e 
in

te
rv

al
 (d

) a
)(

p.
 1

3)
3.

5.
1.

3
an

al
og

ue
 in

di
ca

tio
n

(p
.1

4)
An

ne
x 

B.
1.

1 
So

ftw
ar

e 
id

en
tif

ic
at

io
n 

2nd
a)

(p
. 

43
)

同
じ

文
章

で
は

、
２

つ
の

表
現

の
１

つ
の

み
を

用

い
る

べ
き

で
あ

る
。

「
an

al
og

ue
」

は
次

の
部

分

で
使

わ
れ

て
い

る
（

以
下

省
略

）
。

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

主
に

「
an

al
og

ue
」

を
使

う
英

国
の

SC
2
事

務
局

に
配

慮
し

て
、

判
断

は
事

務
局

に
委

ね
た

い
。
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 7
 

4.
3.

3 
 

M
ax

im
um

 
pe

rm
is

si
bl

e 
pr

es
et

 
va

lu
e 

er
ro

r
(p

. 2
0)

Ed
it.

Th
e 

te
xt

 re
fe

rs
 c

la
us

e 
nu

m
be

rs
 9

.2
.6

 a
nd

 9
.2

.7
 in

 R
61

-2
. 

Th
es

e 
tw

o 
cl

au
se

s d
o 

no
t e

xi
st

 in
 R

61
-2

, h
ow

ev
er

.

R
61

-2
の

9.
2.

6
及

び
9.

2.
7
に

言
及

し
て

い
る

が
、

R
61

-2
に

は
こ

れ
ら

の
項

は
存

在
し

な
い

。

C
or

re
ct

 th
e 

cl
au

se
 n

um
be

rs
 to

 re
fe

r.
Th

e 
co

rr
ec

t c
la

us
e 

nu
m

be
rs

 m
ig

ht
 b

e 
“8

.6
 

Pr
es

en
t v

al
ue

” 
an

d 
“8

.7
 M

as
s a

nd
 a

ve
ra

ge
 m

as
s 

va
lu

e 
of

 th
e 

te
st

 fi
lls

”.

参
照

す
る

節
番

号
を

修
正

す
る

。
R

61
-2

の
「

8.
6 

Pr
es

et
 v

al
ue
」

及
び

「
8.

7 
M

as
s a

nd
 a

ve
ra

ge
 

m
as

s v
al

ue
 o

f t
he

 te
st

 fi
lls
」

が
正

し
い

節
番

号
で

は
な

い
か

？

JP
 8
 

4.
5.

1.
2 

M
ul

ti-
lo

ad
 

A
G

FI
s..

.

Ed
it.

“A
nd

” 
is

 u
nn

ec
es

sa
ry

.
D

el
et

e 
“a

nd
” 

as
 sh

ow
n 

be
lo

w
.

Th
e 

ex
am

pl
es

 in
 O

IM
L 

R 
61

-2
, A

nn
ex

 A
.2

 a
nd

sh
ow

ho
w 

to
 d

et
er

m
in

e…
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に
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(p
. 2

1)
「

an
d」

は
不

要
。

以
下

の
と

お
り

「
an

d」
を

削
除

。
（

以
下

省
略

）

JP
 9
 

4.
8.

1 
H

um
id

ity
(p

. 2
2)

Te
ch

.
In

 1
0.

3.
1 

of
 R

61
-2

, d
am

p 
he

at
 te

st
 (c

on
de

ns
in

g)
is

 
ca

te
go

riz
ed

 a
s o

ne
 o

f t
he

 d
is

tu
rb

an
ce

 te
st

s.

R
61

-2
の

10
.3

.1
で

は
、

湿
潤

試
験

が
妨

害
試

験
の

一
つ

と

し
て

分
類

さ
れ

て
い

る
。

It 
m

ay
 b

e 
be

tte
r t

o 
m

ov
e 

4.
8.

1,
 w

hi
ch

 sp
ec

ifi
es

 
th

e 
co

nd
iti

on
 o

f 9
3%

 (c
on

de
ns

in
g)

, t
o 

6.
2 

D
is

tu
rb

an
ce

si
n 

R
61

-1
.

93
%
（

凝
縮

）
の

要
件

に
つ

い
て

規
定

し
て

い
る

4.
8.

1
を

、
R

61
-1

の
6.

2
妨

害
に

移
動

し
た

ほ
う

が
良

い
の

で
は

な
い

か
。

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

具
体

的

提
案

は
、

4.
8.

1
の

内
容

を
6.

2
に

移
動

さ
せ

る
こ

と
だ

と
解

釈
し

、
コ

メ
ン

ト
を

作
成

。

JP
 1

0
5.

8.
3.

2
A

ut
om

at
ic

 
ze

ro
-

se
tti

ng
de

vi
ce

(p
.2

7-
8)

Te
ch

./E
di

t.

Th
e 

1s
t a

nd
 3

rd
 p

ar
ag

ra
ph

s a
re

 u
nc

le
ar

. T
he

 o
rig

in
al

 
te

xt
 re

ad
s a

s f
ol

lo
w

s.

1s
t p

ar
ag

ra
ph

 (o
ri

gi
na

l):
An

 a
ut

om
at

ic
 ze

ro
-s

et
tin

g 
de

vi
ce

 m
ay

 o
pe

ra
te

 a
t t

he
 

st
ar

t o
f a

ut
om

at
ic

 o
pe

ra
tio

n,
 a

s p
ar

t o
f e

ve
ry

 a
ut

om
at

ic
 

w
ei

gh
in

g 
cy

cl
e,

 o
r a

fte
r a

 p
ro

gr
am

m
ab

le
 ti

m
e 

in
te

rv
al

. .
...

...
...

..

3r
d 

pa
ra

gr
ap

h 
(o

ri
gi

na
l):

W
he

re
 th

e 
au

to
m

at
ic

 ze
ro

-s
et

tin
g 

de
vi

ce
 o

pe
ra

te
s a

s 
pa

rt
 o

f e
ve

ry
 a

ut
om

at
ic

 w
ei

gh
in

g 
cy

cl
e,

 it
 sh

al
l n

ot
 b

e 
po

ss
ib

le
 to

 d
isa

bl
e 

th
is

 d
ev

ic
e 

or
 to

 se
t t

hi
s d

ev
ic

e 
to

 
op

er
at

e 
at

 ti
m

e 
in

te
rv

al
s.

W
e 

co
ns

id
er

 th
at

 th
er

e 
ar

e 
tw

o 
am

bi
gu

ou
s p

oi
nt

s 
as

su
m

in
g 

th
at

 (A
) m

ea
ns

 a
n 

“o
pe

ra
tio

n 
at

 e
ve

ry
 

au
to

m
at

ic
 w

ei
gh

in
g 

cy
cl

e”
 a

nd
 (B

) m
ea

ns
 a

n 
“o

pe
ra

tio
n 

at
 a

n
ar

bi
tra

ry
 c

yc
le

 w
ith

 a
 p

ro
gr

am
m

ab
le

 ti
m

e 
in

te
rv

al
”.

1.
 W

e 
be

lie
ve

 th
at

 th
e 

tw
o 

op
er

at
io

ns
 (A

) a
nd

 (B
) 

W
e 

pr
op

os
e 

to
 re

vi
se

 th
e 

1st
an

d 
3rd

pa
ra

gr
ap

hs
 

as
 sh

ow
n 

be
lo

w
.

1s
t p

ar
ag

ra
ph

 (r
ec

om
m

en
de

d)
:

An
 a

ut
om

at
ic

 ze
ro

-s
et

tin
g 

de
vi

ce
 m

ay
 o

pe
ra

te
 a

t 
th

e 
st

ar
t o

f a
ut

om
at

ic
 o

pe
ra

tio
n 

as
 a

pa
rt

 o
f 

ei
th

er
(A

)e
ve

ry
 a

ut
om

at
ic

 w
ei

gh
in

g 
cy

cl
e,

 o
r 

af
te

r(
B

)a
n 

ar
bi

tr
ar

y 
cy

cl
e 

w
ith

a
pr

og
ra

m
m

ab
le

 ti
m

e 
in

te
rv

al
. .

...
...

...
..

3r
d 

pa
ra

gr
ap

h 
(r

ec
om

m
en

de
d)

:
W

he
re

 th
e 

au
to

m
at

ic
 ze

ro
-s

et
tin

g 
de

vi
ce

 
op

er
at

es
 a

s a
pa

rt
 o

f (
A

)e
ve

ry
 a

ut
om

at
ic

 
w

ei
gh

in
g 

cy
cl

e,
 it

 sh
al

l n
ot

 b
e 

po
ss

ib
le

 to
 

di
sa

bl
e 

th
is

 d
ev

ic
e

or
 to

 se
t t

hi
s d

ev
ic

e 
to

 
op

er
at

e 
at

 ti
m

e 
in

te
rv

al
s.

我
々

は
、

第
1段

落
及
び
第

3段
落
を
以
下
の
と
お
り

改
訂

す
る

こ
と

を
推
奨
す
る
。

第
1段

落
（

推
奨

案
）
：

自
動

運
転

の
開

始
時
に
お
い
て
自
動
ゼ
ロ
設
定
装
置

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

メ
ー

カ

ー
委

員
の

意
見

を
反

映
し

た
。
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 T
he

 1
st

 p
ar

ag
ra

ph
 h

ow
ev

er
, d

oe
s 

no
t m

en
tio

n 
th

is
 re

la
tio

ns
hi

p 
cl

ea
rly

.

2.
 If

 th
e 

re
la

tio
ns

hi
p 

is
 d

ef
in

ed
 a

s e
xc

lu
si

ve
 in

 th
e 

1st

pa
ra

gr
ap

h,
 th

er
e 

is
 n

o 
ne

ed
 to

 m
en

tio
n 

ab
ou

t o
pe

ra
tio

n 
(B

) i
n 

th
e 

3rd
pa

ra
gr

ap
h 

be
ca

us
e 

th
is

 p
ar

ag
ra

ph
 o

nl
y 

m
en

tio
ns

 o
pe

ra
tio

n 
(A

).

第
1
段

落
及

び
第

3
段

落
が

不
明

確
で

あ
る

。
元

の
文

章

は
次

の
通

り
。

第
1段

落
（
元
の
文

章
）

：
自
動
運
転
の
開
始

時
に

お
い

て
自

動
ゼ

ロ
設

定
装

置
は

、
各

自
動
計
量
サ
イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
、

又
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
可

能
な
時
間
間
隔
の

後
に

動
作

し
て

よ
い

。

第
3段

落
（
元
の
文

章
）

：
自
動
ゼ
ロ
設
定
装

置
が

各
自

動
計

量
サ

イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
動
作
す
る
場
合

，
こ

の
装

置
を

無
効

に
す

る
こ

と
、

又
は

こ
の
装
置
を
時
間

間
隔

で
動

作
す

る
よ

う
に

設
定

す
る

こ
と

が
可
能
で
あ
っ
て

は
な

ら
な

い
。

（
A
）
が
「
各
自
動
計

量
サ

イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
の

動
作
」
、
そ
し
て
（

B
）

が
「

プ
ロ

グ
ラ

ム
可

能
な

時
間

間
隔

に
お
け
る
任
意
の
周

期
の

一
部

と
し

て
の

動
作

」
を

意
味

す
る

と
仮
定
す
る
と
、

以
下

の
と

お
り

不
明

瞭
な

２
点

が
あ

る
と

考
え
る
。

１
．
我
々
は
、
２

つ
の

動
作

（
A
）

及
び

（
B
）

は
排

他
的

で
あ
る
べ
き
だ
と
確

信
す

る
。

し
か

し
、

第
1段

落
は

こ
の

関
係

に
つ
い
て
明
記
し

て
い

な
い

。

２
．
も
し
第

1段
落

に
お

い
て

、
こ

の
関

係
が

排
他

的
で

あ
る

は
、

(A
) 各

自
動

計
量
サ
イ
ク
ル
、
又
は

(B
) プ

ロ
グ

ラ
ム

可
能

な
時

間
間
隔
を

も
つ

任
意
の

サ
イ

ク
ル

の
ど

ち
ら

か
一

方
の

み
で
の
後
に
動
作
し
て
よ
い
。

第
3段

落
（

推
奨

案
）
：

自
動

ゼ
ロ

設
定

装
置
が
（

A）
各
自
動
計
量
サ
イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
動
作
す
る
場
合
、
こ
の
装
置
を
無

効
に

す
る

こ
と

又
は
こ
の
装
置
を
時
間
間
隔
で
動
作

す
る

よ
う

に
設

定
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
て
は
な

ら
な

い
。
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 T
he

 1
st

 p
ar

ag
ra

ph
 h

ow
ev

er
, d

oe
s 

no
t m

en
tio

n 
th

is
 re

la
tio

ns
hi

p 
cl

ea
rly

.

2.
 If

 th
e 

re
la

tio
ns

hi
p 

is
 d

ef
in

ed
 a

s e
xc

lu
si

ve
 in

 th
e 

1st

pa
ra

gr
ap

h,
 th

er
e 

is
 n

o 
ne

ed
 to

 m
en

tio
n 

ab
ou

t o
pe

ra
tio

n 
(B

) i
n 

th
e 

3rd
pa

ra
gr

ap
h 

be
ca

us
e 

th
is

 p
ar

ag
ra

ph
 o

nl
y 

m
en

tio
ns

 o
pe

ra
tio

n 
(A

).

第
1
段

落
及

び
第

3
段

落
が

不
明

確
で

あ
る

。
元

の
文

章

は
次

の
通

り
。

第
1段

落
（
元
の
文

章
）

：
自
動
運
転
の
開
始

時
に

お
い

て
自

動
ゼ

ロ
設

定
装

置
は

、
各

自
動
計
量
サ
イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
、

又
は

プ
ロ

グ
ラ

ム
可

能
な
時
間
間
隔
の

後
に

動
作

し
て

よ
い

。

第
3段

落
（
元
の
文

章
）

：
自
動
ゼ
ロ
設
定
装

置
が

各
自

動
計

量
サ

イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
動
作
す
る
場
合

，
こ

の
装

置
を

無
効

に
す

る
こ

と
、

又
は

こ
の
装
置
を
時
間

間
隔

で
動

作
す

る
よ

う
に

設
定

す
る

こ
と

が
可
能
で
あ
っ
て

は
な

ら
な

い
。

（
A
）
が
「
各
自
動
計

量
サ

イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
の

動
作
」
、
そ
し
て
（

B
）

が
「

プ
ロ

グ
ラ

ム
可

能
な

時
間

間
隔

に
お
け
る
任
意
の
周

期
の

一
部

と
し

て
の

動
作

」
を

意
味

す
る

と
仮
定
す
る
と
、

以
下

の
と

お
り

不
明

瞭
な

２
点

が
あ

る
と

考
え
る
。

１
．
我
々
は
、
２

つ
の

動
作

（
A
）

及
び

（
B
）

は
排

他
的

で
あ
る
べ
き
だ
と
確

信
す

る
。

し
か

し
、

第
1段

落
は

こ
の

関
係

に
つ
い
て
明
記
し

て
い

な
い

。

２
．
も
し
第

1段
落

に
お

い
て

、
こ

の
関

係
が

排
他

的
で

あ
る

は
、

(A
) 各

自
動

計
量
サ
イ
ク
ル
、
又
は

(B
) プ

ロ
グ

ラ
ム

可
能

な
時

間
間
隔
を

も
つ

任
意
の

サ
イ

ク
ル

の
ど

ち
ら

か
一

方
の

み
で
の
後
に
動
作
し
て
よ
い
。

第
3段

落
（

推
奨

案
）
：

自
動

ゼ
ロ

設
定

装
置
が
（

A）
各
自
動
計
量
サ
イ
ク

ル
の

一
部

と
し

て
動
作
す
る
場
合
、
こ
の
装
置
を
無

効
に

す
る

こ
と

又
は
こ
の
装
置
を
時
間
間
隔
で
動
作

す
る

よ
う

に
設

定
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
て
は
な

ら
な

い
。
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ch

n.

C
O

M
M

E
N

T
S

PR
O

PO
SE

D
 C

H
A

N
G

E
O

B
SE

R
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C
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on
 e

ac
h 

co
m

m
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t s
ub

m
itt

ed

と
定
義
さ
れ
れ
ば

、
第

3段
落

に
お

い
て

動
作

（
B
）

に
つ

い
て
述
べ
る
必
要
は
な

い
。

な
ぜ

な
ら

ば
、

こ
の

段
落

は
動

作
（

A
）
の
み
に
つ
い
て

述
べ

て
い

る
か

ら
。

JP
 1

1 
5.

8.
5.

3 
A

ut
om

at
ic

 
ta

re
 d

ev
ic

e
(p

. 2
8)

Te
ch

./E
di

t.

Th
e 

st
ru

ct
ur

e 
of

 th
is

 c
la

us
e 

is
 si

m
ila

r t
o 

th
at

 o
f 5

.8
.3

.2
. 

Th
e 

1s
t a

nd
 3

rd
 p

ar
ag

ra
ph

s a
re

 u
nc

le
ar

 a
s w

e 
al

re
ad

y 
po

in
te

d 
ou

t i
n 

5.
8.

3.
2.

こ
の

節
の

構
造

は
5.

8.
3.

2
と

同
様

で
あ

る
。

5.
8.

3.
2
で

も

指
摘

し
た

よ
う

に
、

第
1
段

落
と

第
3
段

落
は

不
明

瞭
で

あ
る

。

W
e 

pr
op

os
e 

th
e 

sa
m

e 
re

vi
si

on
s w

ith
 th

os
e 

in
 

5.
8.

3.
2.

5.
8.

3.
2
と

同
じ

修
正

を
提

案
す

る
。

JP
 1

2 
5.

8.
5.

3 
A

ut
om

at
ic

 
ta

re
 d

ev
ic

e
(p

. 2
8)

Ed
it.

Pl
ea

se
 c

or
re

ct
 a

 ty
po

. A
ls

o,
 A

G
FI

 is
 e

xp
re

ss
ed

 in
 

si
ng

ul
ar

 a
nd

 p
lu

ra
l f

or
m

s.

ス
ペ

ル
ミ

ス
の

修
正

。
ま

た
、

A
G

FI
が

単
数

形
で

表
さ

れ

て
い

る
箇

所
と

複
数

形
で

表
さ

れ
て

い
る

箇
所

が
あ

る
。

C
or

re
ct

 “
A

FG
I”

 to
 “

A
G

FI
”

an
d 

us
e 

ei
th

er
 

“A
G

FI
” 

or
 “

A
G

FI
s”

 fo
r c

on
si

st
en

cy
 in

 th
e 

fo
llo

w
in

g 
pl

ac
es

.

6 
R

eq
ui

re
m

en
ts

 fo
r A

FG
Is

w
ith

 re
sp

ec
t t

o 
th

ei
r 

en
vi

ro
nm

en
t(

p.
 3
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表
２
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表

題
を
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け

て
、
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ロ
グ
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ー

ド
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o
m
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en

ts
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n 
R
 6

1-
2 

(2
W

D
) 

ル
に

適
用

す
る

こ
と

を
明

確
に

す
る

。
以

下
は

表
題

の
例

で
あ

る
：

ア
ナ

ロ
グ

ロ
ー

ド
セ

ル
を

用
い

た
AG

IF
Iの

3
つ

の
モ

ジ
ュ

ー
ル

に
対

す
る

性
能

基
準

に
適

用
さ

れ
る

pi
の

係
数

。
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.
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.

上
限

温
度

の
欄

に
は

、
二

つ
の

温
度

の
値

（
40

 ºC
及

び

55
℃

）
が

示
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
R

61
-1

の
4.

8.
2.

1
に

示
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れ

て
い

る
標

準
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限
温

度
は

40
℃

の
み

で
あ

る
。
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“5
5 

ºC
”.
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。
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el

ec
tro

ni
c 

in
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ra
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 c
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「
試

験
レ

ベ
ル

」
の

行
に

お
い

て
、

周
波

数
帯

域
の

上
限

が
2

G
H

zか
ら

3 
G

H
zに

拡
大

さ
れ

た
。

し
か

し
、

こ
の

値
は

高

す
ぎ

る
と

考
え

る
。

こ
の

拡
大

は
、

2.
4 

G
H

zで
電

磁
波

を
発

R
eq

ue
st

 to
 c
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ng

e 
th

e 
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pe
r f
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qu

en
cy

 ra
ng

e 
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 to

 2
 G

H
z 

as
 sp
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ifi
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 in

 th
e 

pr
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en
t R

 
61

-1
 (2

00
4)

.

現
行

版
の

R
61

-1
（

20
04

年
）

に
規

定
さ

れ
て

い
る

よ
う

に
、

周
波

数
範

囲
の

上
限

を
2G

H
z

に
戻

し
て

い
た

だ
き

た
い

。
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C
o
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en

ts
 o

n 
R
 6

1-
2 

(2
W

D
) 

生
す

る
電

子
機

器
に

対
応

す
る

た
め

だ
と

考
え

ら
れ

る
。

し

か
し

、
こ

の
よ

う
な

機
器

の
2.

4 
G

H
zに

お
け

る
出

力
は

通

常
、

小
さ

な
レ

ベ
ル

に
制

限
さ

れ
て

お
り

、
A

G
FI

に
影

響
を

与
え

る
こ

と
は

な
い

。
従

っ
て

、
こ

の
よ

う
な

周
波

数
範

囲

の
拡

大
は

必
要

な
い

と
考

え
る

。

更
に

、
R

 6
0 

(2
00

0)
 及

び
R

 7
6 

(2
00

6)
 の

ど
ち

ら
も

、
2

G
H

zを
越

え
る

周
波

数
で

の
試

験
は

要
求

し
て

い
な

い
。

ゆ

え
に

R
61

 に
お

け
る

要
求

事
項

も
、

こ
れ

ら
の

勧
告

文
書

と

整
合

化
さ

せ
る

べ
き

で
あ

る
。

JP
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0
10

.3
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.2
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bl
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 E
le

ct
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al
 

tra
ns
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nt
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(p

. 
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)

B
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Se
le

ct
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of

 E
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Ts
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. 
57

)

Ed
it.
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ot

h 
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ex
pr

es
si
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“a
na

lo
g”

 a
nd

 “
an

al
og

ue
” 

ar
e 

us
ed

 
in

 th
e 

do
cu

m
en

ts
. 

２
つ

の
表

現
「

an
al

og
」

と
「

an
al

og
ue
」

の
両

方
が

文
書

で

用
い

ら
れ

て
い

る
。

U
se
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nl
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of

 th
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tw
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pr

es
si

on
s i

n 
th

e 
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 u
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 th

e 
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w

in
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pl
ac

es
.

10
.3

.7
.2

 T
ab

le
 1

6b
Ap

pl
ic

ab
ili

ty
 (p

. 4
4)

B
.1

: 5
th

lin
e 

 (p
. 5

7)

同
じ

文
章

で
は

、
２

つ
の

表
現

の
１

つ
の

み
を

用
い

る
べ

き
で

あ
る

。
「

an
al

og
ue
」

は
次

の

部
分

で
使

わ
れ

て
い

る
（

以
下

省
略

）
。

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

主
に

「
an

al
og

ue
」

を
使

う
英

国
の

SC
2
事

務
局

に
配

慮
し

て
、

判
断

は
事

務
局

に
委

ね
た

い
。

JP
 1

1
10

.3
.9

B
at

te
ry

 
vo
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ge

 …
10

.3
.1

0
Lo

ad
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um
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(p
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47

)

Te
ch

.
Th

er
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te
st
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ar
di

ng
 th

e 
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st
ru
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 p

ow
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ed
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ba
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3.
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an
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10
.3

.1
0.

 W
e 

w
on

de
r i

f t
he

se
 te

st
s a

re
 

ne
ce

ss
ar

y 
fo

r A
G

FI
. 

車
両

搭
載

バ
ッ

テ
リ

ー
に

関
す

る
試

験
項

目
が

10
.3

.9
及

び

10
.3

.1
0
に

存
在

す
る

。
充

て
ん

用
自

動
は

か
り

に
こ

れ
ら

の

試
験

が
必

要
な

の
か

？

If
 su

ch
 te

st
s a

re
 n

ec
es

sa
ry

, w
e 

w
ill

 n
ot

 
re

qu
es

t a
ny

 c
ha

ng
es

.

も
し

こ
れ

ら
の

試
験

が
必

要
で

あ
る

の
で

あ
れ

ば
、

我
々

は
変

更
を

求
め

な
い

。

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

草
案

の

修
正

を
強

く
は

求
め

な
い

形

に
し

た
。
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 c
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G
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R
ep
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ce
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th
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ea
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rin
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ru
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en
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 w
ith

 
“t

he
 A

FG
I”

.

「
th
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m

ea
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rin
g 

in
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ru
m

en
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を
「

th
e 
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に

存
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す
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自

動
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れ
ら

の
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が
必

要
な

の
か
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If
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ill
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ng
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も
し

こ
れ

ら
の

試
験

が
必

要
で

あ
る

の
で

あ
れ

ば
、

我
々

は
変

更
を

求
め

な
い

。

国
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室
コ

メ
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ト
：

草
案

の

修
正

を
強

く
は

求
め

な
い

形

に
し

た
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(2
W

D
) 
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f:
(p

. 4
9)

下
か

ら
6
行

目
の

th
e 

m
ea

su
rin

g 
in

st
ru

m
en

tを
”A

G
FI

”を
使

っ
た

他
の

表
記

に
合

わ
せ

る
。

A
FG

I」
に

修
正

。
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 th
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th
lin
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 th
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 a
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行

目
の
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の
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3.
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2.

1)
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 a
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ed
, i
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ou
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 fa
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lit

at
e 

un
de
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nd
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g 
of
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n.

選
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組
み

合
わ

せ
は

か
り

se
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ct
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e 
co

m
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na
tio

n 
w
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gh

er
 

(R
61

-1
: 3

.2
.2

.1
) の

例
が

あ
れ

ば
、

規
定

の
理

解
が

容
易

に
な

る
。

W
e 

pr
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dd
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ct
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w

ei
gh
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3.

選
択

組
み

合
わ

せ
は

か
り

の
例

を
例

3
と

し
て

加
筆

す
る

こ
と

を
提

案
す

る
。

JP
 1

5
A

nn
ex

 E
C

on
ve

rs
io

n 
of

 
N

A
W

I 
(I

nd
ic

at
or

) .
..(

p.
 6

1)

G
en

.
U

si
ng

 p
ar

en
th

es
es

 is
 p

re
fe

rr
ed

 w
he

n 
m

en
tio

ni
ng

 sp
ec

ifi
c 

re
gi

on
’s

 re
gu

la
tio

ns
 in

 O
IM

L 
do

cu
m

en
ts

.

O
IM

L
文

書
に

特
定

地
域

の
規

定
を
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参
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 p
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行
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室
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IM
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文
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に
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の
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と
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を

提
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Ed
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se

 m
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.
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fo
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e

is
 sh

ow
s t

he
 a

bs
ol

ut
e 

…

1
行

目
「

Th
e 

fo
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w
in
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ta

bl
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削
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。
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fo
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61
-3

.

下
段
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を
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61
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正
。
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tro
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th
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ut
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ra
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at
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。
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ra
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R
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、
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at
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r r
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こ

れ
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い
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入
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。

ま
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ra
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を
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こ

れ
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FI
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と
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す
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と
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う

文

言
を

入
れ

る
。

ま
た
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箇
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to
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ra
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et

ric
 fi

lli
ng
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ru
m

en
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FI
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置
き

換
え

る
。
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m
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en

ts
 o
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R
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JP
 3

In
tr
o
d
uc

ti
o
n 

lin
e 

6-
7 

(p
. 5

) 

Ed
it
. 

In
st

ea
d 

of
 “

Pa
rt 

1”
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R
61

-1
” 
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 u

se
d 

in
 o

th
er

 p
la

ce
s.

他
の

箇
所

で
は

「
Pa

rt 
1」

で
は

な
く

、
「

R
61

-1
」

が
使

わ
れ

て
い

る
。

R
ep

la
ce

 “
Pa

rt 
1”

 w
ith

 “
R

61
-1

”.

「
Pa

rt 
1」

を
「

R
61

-1
」

に
置

き
換

え
る

。

（
以

下
省

略
）

JP
 4

Th
e 

ty
pe

 
ev

al
ua

tio
n 

re
po

rt
3rd

lin
e 

(p
. 7

)

Ed
it.

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n.
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記

修
正
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C
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re
ct
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ex
pr
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si
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f “
nu

m
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r”
 a

s s
ho

w
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w
.
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en
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or

re
ct
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pp

lic
at
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n 

N
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N
um

be
r の

表
記

を
以

下
に

示
す

よ
う

に
修

正
。

（
以

下
省

略
）

JP
 5

fo
ot

er
(p

. 7
)

Ed
it.
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 th
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ot
er
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he

 fo
nt

 a
nd

 si
ze

 o
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1)
 is

 d
iff

er
en

t f
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m
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os

e 
of

 (2
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フ
ッ

タ
ー

の
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) の
フ

ォ
ン

ト
が

(2
)と

異
な

る
。

C
or

re
ct

th
e 

fo
nt

 a
nd

 si
ze

 o
f (

1)
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(1
)の

フ
ォ

ン
ト
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字
サ

イ
ズ

を
修

正
。
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en

er
al

 
in
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at
i
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ty
pe
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ea
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修
正
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re
ct
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tio
n 
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rio
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al
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tio
n 
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d”
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al

ua
tio

n 
pe

rio
 を
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al

ua
tio

n 
pe

rio
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に

修

正
。

JP
 7

Th
ro

ug
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ut
 th

e 
do

cu
m

en
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Ed
it

B
ot

h 
“N

o.
” 
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d 

“n
o.
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en
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cu

m
en
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N
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」

と
「
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.」
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表
記
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れ
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U
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ith

er
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N
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or
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.”
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r c
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cy

.

N
o.
あ

る
い

は
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.の
ど
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か
に
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JP
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P.
12

, 1
3

Ed
it.

Th
e 

le
tte

rs
 “
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A
pp

lic
at

io
n 
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.”

 a
re
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id

de
n 
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ca
nn

ot
 b
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「
A

pp
lic

at
io

n 
no

.」
の

「
no

.」
と

い
う

文
字

が
隠

れ
て

い
て

読
め

な
い

。

Pl
ea

se
 m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n 

so
 th

at
 th

e 
le

tte
rs

 
ap

pe
ar

 c
or

re
ct

ly
.

文
字

が
読

め
る

よ
う

に
修

正
。

国
際

室
に

よ
る

追
加

コ
メ

ン
ト

。
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 c
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 c
el

ls
 E

M
C

 p
ro

te
ct

io
n 

op
tio

ns
Pr

es
en

t: 
EM

C
 p

ro
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ro
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 c
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「
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。
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 b
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at
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at
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at
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ad

 （
20

ºC
）

に
修

正
。

JP
 1

1
4.

1.
3

 
 

 
Te

m
pe

ra
t

ur
e 

w
ith

 
st

at
ic

 
lo

ad
an

d 
ot

he
rs

Ed
it.

In
 th

e 
sq

ua
re

 o
f “

R
em

ar
ks

”,
 u

se
 th

e 
sa

m
e 

fo
nt

 fo
r 

“M
ax

im
um

 v
al

ue
 o

f  
Ec

/m
pe

(1
)”

.  
Th

e 
fo

nt
 fo

r 
“E

c/
m

pe
(1

)”
 is

 d
iff

er
en

t f
ro

m
 th

e 
re

st
 o

f t
he

 e
qu

at
io

n.

R
em

ar
ks

 の
四

角
の

中
の

M
ax

im
um

 v
al

ue
 o

f  
Ec

/m
pe

(1
) の

フ
ォ

ン
ト

が
異

な
る

。

C
or

re
ct

 th
e 

fo
nt

 fo
r “

Ec
/m

pe
(1

)”
 in

 th
e 

fo
llo

w
in

g 
pa

ge
s:

 p
. 2

1,
 p

.2
2,

 p
.2

3,
 p

. 2
4,

 p
. 2

5,
 

p.
27

, p
.2

8,
 p

. 2
9,

 a
nd

 p
.3

0.

以
下

の
ペ

ー
ジ

の
Ec

/m
pe

(1
) の

フ
ォ

ン
ト

の
修

正
。

JP
 1

2
4.

2 
Te

m
pe

ra
t

ur
e 

ef
fe

ct
 

on
no

-
lo

ad
 

in
di

ca
tio

n

Ed
it.

A
cc

or
di

ng
 to

Te
st

 p
ro

ce
du

re
 in

 b
ri

ef
in

 1
0.

2.
3 

Ta
bl

e 
3b

 in
 R

61
-2

 (p
.2

2)
, f

iv
e-

st
ep

s o
f t

em
pe

ra
tu

re
 se

qu
en

ce
 

ar
e 

sp
ec

ifi
ed

. A
m

on
g 

th
es

e 
st

ep
s, 

bo
th

 1
) a

nd
 5

) 
co

rr
es

po
nd

 th
e 

sa
m

e 
re

fe
re

nc
e 

te
m

pe
ra

tu
re

 o
f 2

0 
ºC

. 
Th

er
ef

or
e,

 th
er

e 
sh

ou
ld

 b
e 

at
 le

as
t f

ou
rr

ec
or

di
ng

 
ta

bl
es

. O
nl

y 
th

re
e

re
co

rd
in

g 
ta

bl
es

 a
re

 p
re

pa
re

d 
in

 th
is

 

A
dd

 o
ne

 m
or

e 
re

co
rd

in
g 

ta
bl

e 
fo

r t
he

 st
ep

 4
) a

t 
th

e 
te

m
pe

ra
tu

re
 o

f 5
 ºC

. 

5
ºC

に
対

応
し

た
記

録
表

を
１

つ
追

加
す

る
。
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C
o
m

m
en

ts
 o

n 
R
 6

1-
3 

(2
W

D
) 

JP
 9

co
nf

ig
ur

a
tio

n 
fo

r 
te

st
(p

. 1
3)

Ed
it.

Th
e 

ex
pr

es
si

on
 “

lo
ad

 c
el

ls
 E

M
C

 p
ro

te
ct

io
n 

op
tio

ns
” 

is
 

co
nf

us
in

g.

「
lo

ad
 c

el
ls

 E
M

C
 p

ro
te

ct
io

n 
op

tio
ns
」

と
い

う
表

現
は

分
か

り
に

く
い

。

W
e 

pr
op

os
e 

to
 c

ha
ng

e 
th

e 
ex

pr
es

si
on

 a
s 

sh
ow

n 
be

lo
w

.

Pr
es

en
t: 

lo
ad

 c
el

ls
 E

M
C

 p
ro

te
ct

io
n 

op
tio

ns
Pr

es
en

t: 
EM

C
 p

ro
te

ct
io

n 
op

tio
ns

 fo
r l

oa
d 

ce
lls

ロ
ー

ド
セ

ル
に

対
す

る
EM

C
 p

ro
te

ct
io

n
の

op
tio

n
で

あ
る

こ
と

が
分

か
る

よ
う

に
、

以
下

の

よ
う

に
表

現
を

修
正

。
（

以
下

省
略

）

国
際

室
コ

メ
ン

ト
：

委
員

の
元

の

意
見

で
は

「
an

d」
を

挿
入

し
て

「
lo

ad
 c

el
ls

 a
nd

 E
M

C
 

pr
ot

ec
tio

n 
op

tio
ns
」

と
す

る
も

の
で

し
た

が
、

こ
れ

は
「

lo
ad

 
ce

lls
 」

に
対

す
る

修
飾

句
だ

と

思
わ

れ
た

の
で

、
「

EM
C

 
pr

ot
ec

tio
n 

op
tio

ns
 fo

r l
oa

d 
ce

lls
」

と
い

う
改

定
案

に
変

更
し

た
。

JP
 1

0
4.

1.
1

St
at

ic
 

te
m

pe
ra

tu
re

 (p
. 2

1)

Ed
it.

It 
is

 b
et

te
r t

o 
us

e 
th

e 
sa

m
e 

ex
pr

es
si

on
 “

Te
m

pe
ra

tu
re

 
w

ith
 st

at
ic

 lo
ad

” 
as

 u
se

d 
in

 th
e 

tit
le

 o
f 4

.1
.2

.

4.
1.

2
タ

イ
ト

ル
の

「
Te

m
pe

ra
tu

re
 w

ith
 st

at
ic

 lo
ad
」

と

い
う

表
現

を
使

っ
た

方
が

良
い

。

C
or

re
ct

 th
e 

tit
le

 o
f 4

.1
.1

.

Pr
es

en
t: 

St
at

ic
 te

m
pe

ra
tu

re
 (2

0 
ºC

)
Su

gg
es

te
d:

 T
em

pe
ra

tu
re

 w
ith

 st
at

ic
 lo

ad
 (2

0 
ºC

)

4.
1.

1
の

タ
イ

ト
ル

を
St

at
ic

 te
m

pe
ra

tu
re
（

20
ºC
）

を
Te

m
pe

ra
tu

re
 w

ith
 st

at
ic

 lo
ad

 （
20

ºC
）

に
修

正
。

JP
 1

1
4.

1.
3

 
 

 
Te

m
pe

ra
t

ur
e 

w
ith

 
st

at
ic

 
lo

ad
an

d 
ot

he
rs

Ed
it.

In
 th

e 
sq

ua
re

 o
f “

R
em

ar
ks

”,
 u

se
 th

e 
sa

m
e 

fo
nt

 fo
r 

“M
ax

im
um

 v
al

ue
 o

f  
Ec

/m
pe

(1
)”

.  
Th

e 
fo

nt
 fo

r 
“E

c/
m

pe
(1

)”
 is

 d
iff

er
en

t f
ro

m
 th

e 
re

st
 o

f t
he

 e
qu

at
io

n.

R
em

ar
ks

 の
四

角
の

中
の

M
ax

im
um

 v
al

ue
 o

f  
Ec

/m
pe

(1
) の

フ
ォ

ン
ト

が
異

な
る

。

C
or

re
ct

 th
e 

fo
nt

 fo
r “

Ec
/m

pe
(1

)”
 in

 th
e 

fo
llo

w
in

g 
pa

ge
s:

 p
. 2

1,
 p

.2
2,

 p
.2

3,
 p

. 2
4,

 p
. 2

5,
 

p.
27

, p
.2

8,
 p

. 2
9,

 a
nd

 p
.3

0.

以
下

の
ペ

ー
ジ

の
Ec

/m
pe

(1
) の

フ
ォ

ン
ト

の
修

正
。

JP
 1

2
4.

2 
Te

m
pe

ra
t

ur
e 

ef
fe

ct
 

on
no

-
lo

ad
 

in
di

ca
tio

n

Ed
it.

A
cc

or
di

ng
 to

Te
st

 p
ro

ce
du

re
 in

 b
ri

ef
in

 1
0.

2.
3 

Ta
bl

e 
3b

 in
 R

61
-2

 (p
.2

2)
, f

iv
e-

st
ep

s o
f t

em
pe

ra
tu

re
 se

qu
en

ce
 

ar
e 

sp
ec

ifi
ed

. A
m

on
g 

th
es

e 
st

ep
s, 

bo
th

 1
) a

nd
 5

) 
co

rr
es

po
nd

 th
e 

sa
m

e 
re

fe
re

nc
e 

te
m

pe
ra

tu
re

 o
f 2

0 
ºC

. 
Th

er
ef

or
e,

 th
er

e 
sh

ou
ld

 b
e 

at
 le

as
t f

ou
rr

ec
or

di
ng

 
ta

bl
es

. O
nl

y 
th

re
e

re
co

rd
in

g 
ta

bl
es

 a
re

 p
re

pa
re

d 
in

 th
is

 

A
dd

 o
ne

 m
or

e 
re

co
rd

in
g 

ta
bl

e 
fo

r t
he

 st
ep

 4
) a

t 
th

e 
te

m
pe

ra
tu

re
 o

f 5
 ºC

. 

5
ºC

に
対

応
し

た
記

録
表

を
１

つ
追

加
す

る
。

C
o
m

m
en

ts
 o

n 
R
 6

1-
3 

(2
W

D
) 

(p
. 2

6)
dr

af
t, 

ho
w

ev
er

. 

R
61

-2
の

10
.2

.3
表

3b
に

あ
る

試
験

手
順

の
要

約
に

よ

る
と

、
5
段

階
の

温
度

の
順

序
が

規
定

さ
れ

て
い

る
。

こ

れ
ら

の
う

ち
、

1)
 と

5)
は

同
じ

20
 ºC

の
基

準
温

度
で

あ

る
。

従
っ

て
、

少
な

く
と

も
4
つ

の
記

録
表

が
必

要
で

あ

る
。

だ
が

、
草

案
に

は
3
つ

の
記

録
表

し
か

用
意

さ
れ

て

い
な

い
。

JP
 1

3
5.

4.
1

D
ire

ct
 

A
pp

lic
at

i
on (p

. 3
8)

Ed
it.

Th
e 

fo
nt

 o
f f

oo
tn

ot
e 

fo
r 1

0 
an

d 
11

 is
 d

iff
er

en
t f

ro
m

 
th

at
 o

f o
th

er
 p

ag
es

.

脚
注

10
及

び
11

の
フ

ォ
ン

ト
が

他
と

異
な

っ
て

い
る

。

C
ha

ng
e 

th
e 

fo
nt

 fr
om

 T
im

es
 N

ew
 R

om
an

 to
 

A
ria

l N
ar

ro
w

.

フ
ォ

ン
ト

を
Ti

m
es

 N
ew

 R
om

an
か

ら
A

ria
l 

N
ar

ro
w
に

修
正

。
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1

O
IM

L 
TC

9/
p1

 C
om

m
en

t T
em

pl
at

e
TC

9 
C

om
m

en
ts

 o
n:

O
IM

L 
R

60
-1

,4
C

D
: M

et
ro

lo
gi

ca
l R

eg
ul

at
io

n 
fo

r L
oa

d 
C

el
ls

 

TC
9 

S
ec

re
ta

ria
t: 

 U
ni

te
d 

S
ta

te
s 

of
 A

m
er

ic
a 

 jo
hn

.b
ar

to
n@

ni
st

.g
ov

To
 b

e 
re

tu
rn

ed
 b

y:
28

Fe
br

ua
ry

, 2
01

6

M
em

be
r S

ta
te

/L
ia

is
on

 O
rg

an
is

at
io

n:
C

on
ta

ct
 In

fo
rm

at
io

n:
JA

PA
N

Y
uk

in
ob

u 
M

ik
i (

y.
m

ik
i @

ai
st

.g
o.

jp
) a

nd
 T

su
yo

sh
i M

at
su

m
ot

o 
(ty

-m
at

su
m

ot
o@

ai
st

.g
o.

jp
)

Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

G
en

.
W

e 
ha

d 
to

 s
ub

m
it 

a 
ne

ga
tiv

e 
vo

te
 o

n 
4C

D
 d

ue
 to

 th
e 

fo
llo

w
in

g 
re

as
on

s. 
Pr

ac
tic

al
 s

ug
ge

st
io

ns
 a

re
 m

en
tio

ne
d 

in
 re

sp
ec

tiv
e 

ca
llu

se
s.

1.
It 

se
em

s t
ha

t o
ur

 e
ar

lie
r i

m
po

rta
nt

 c
om

m
en

ts
 o

n 
3.

5 
an

d 
8.

10
.7

.1
1w

er
e 

no
t f

ul
ly

 a
cc

ep
te

d.
2.

W
e 

co
ns

id
er

 th
at

 c
on

te
nt

s 
of

 th
e 

pr
es

en
t d

ra
ft 

ar
e 

st
ill

 p
re

m
at

ur
e 

to
 b

e 
pu

bl
is

he
d 

as
 it

 w
as

 d
es

cr
ib

ed
in

 
ou

r e
di

to
ria

l/t
ec

hn
ic

al
 c

om
m

en
ts

.

我
々

は
以

下
の

理
由

に
よ

り
、

4C
D

に
対

し
て

反
対

投
票

を
提

出
せ

ざ
る

を
得

な
か

っ
た

。
具

体
的

な
提

案
は

該

当
す
る
項

に
記

載
さ
れ

て
い

る
。

1.
3.

5
及
び

8.
10

.7
.1

1
に
対
す
る

我
々
の

過
去

の
重
要

な
コ

メ
ン

ト
が
、

十
分

に
反
映

さ
れ

て
い
な

い
よ

う
に

見

受
け
ら
れ

る
。

2.
我

々
の

編
集

的
／

技
術

的
な

コ
メ

ン
ト

に
記

載
さ

れ
て

い
る

よ
う

に
、

こ
の

草
案

の
内

容
は

、
発

行
す

る
に

は
未
熟
で

あ
る

と
思
う

。

4
2.

3
Fi

gu
re

 1
1.

C
op

y 
th

e 
ta

bl
e 

un
de

r 
Fi

gu
re

 1
 o

f 
R

76
-1

 (
20

06
) 

an
d 

ad
d 

it 
un

de
r 

Fi
gu

re
 1

 o
f 

th
is

 d
ra

ft.
 A

s 
A

us
tra

lia
 

su
gg

es
te

d,
 w

e 
al

so
 p

ro
po

se
 to

 a
dd

 th
is

 ta
bl

e 
to

 fa
ci

lit
at

e 
un

de
rs

ta
nd

in
g.

 

2.
D

ef
in

iti
on

s 
of

 lo
ad

 c
el

ls
 w

er
e 

ad
de

d 
in

 3
.1

.5
.1

-3
.1

.5
.3

. T
he

re
fo

re
, i

t i
s 

be
tte

r 
to

 e
xp

la
in

 th
re

e 
ty

pe
s 

of
 

lo
ad

 c
el

l w
ith

 a
 re

la
tio

ns
hi

p 
to

 th
ei

r c
om

po
ne

nt
s 

in
 th

e 
ta

bl
e 

re
qu

es
te

d 
in

 1
. T

he
 s

im
ila

r e
xp

la
na

tio
n 

is
 

al
re

ad
y 

pr
ov

id
ed

in
 th

e 
ta

bl
e 

un
de

r F
ig

ur
e 

1 
of

 R
 7

6-
1.

 

3.
O

ut
pu

t d
at

a 
fr

om
 th

e 
da

ta
 p

ro
ce

ss
in

g 
un

it 
(#

4)
 is

 n
ot

 a
lw

ay
s 

ex
pr

es
se

d 
in

 th
e 

un
it 

of
 m

as
s. 

Th
er

ef
or

e,
 

th
e 

la
be

l “
(in

 m
as

s u
ni

ts
)”

in
 F

ig
ur

e 
1 

is
 n

ot
 n

ec
es

sa
ry

.

1.
R

76
-1

:(2
00

6)
の

図
1
下

の
表

を
コ
ピ

ー
し

、
こ
の

草
案

の
図

1
の
下

に
追

加
す
る

。
オ

ー
ス
ト

ラ
リ

ア
が
推

奨
し
た
よ

う
に

、
我
々

も
又

、
理
解

を
促

進
す
る

た
め

に
、
こ

の
表

を
追

加
す
る

こ
と

を
提
案

す
る

。
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別
紙

2
0



2

Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

2.
ロ

ー
ド

セ
ル

の
定

義
が

3.
1.

5.
1-

3.
1.

5.
3
に

追
加

さ
れ

た
。

故
に

、
1.
で

要
望

し
た

表
の

中
で

、
３

つ
の

タ
イ

プ
の
ロ
ー

ド
セ

ル
を
そ

れ
ら

の
構
成

要
素

と
関
連

づ
け

て
説
明

し
た

方
が

良
い
。

R
76

-1
の
図

1
の

下
の

表
で

は
、
既
に

同
様

な
説
明

が
提

供
さ
れ

て
い

る
。

3.
デ

ー
タ

処
理

装
置

（
#4

）
の

出
力

デ
ー

タ
は

常
に

質
量

の
単

位
で

は
な

い
。

従
っ

て
、

図
１

の
ラ

ベ
ル

「
質

量
の
単
位

で
」

は
不
要

で
あ

る
。

4
3.

 T
er

m
in

ol
og

y
To

 f
ac

ili
ta

te
 u

se
rs

’
un

de
rs

ta
nd

in
g 

of
 th

is
 r

ec
om

m
en

da
tio

n,
 w

e 
pr

op
os

e 
to

 a
rr

an
ge

 th
e 

te
rm

s 
in

 th
e 

or
de

r o
f 

ei
th

er
 o

ne
 o

f t
he

 tw
o 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 

1.
R

76
-1

 (2
00

6)
 

T1
. G

en
er

al
 d

ef
in

iti
on

s
T2

. C
on

st
ru

ct
io

n 
of

 in
st

ru
m

en
t

T3
. M

et
ro

lo
gi

ca
l c

ha
ra

ct
er

is
tic

s o
f a

n 
in

st
ru

m
en

t
…

2.
V

IM
L

0.
 B

as
ic

 te
rm

s
1.

 M
et

ro
lo

gy
 a

nd
 it

s l
eg

al
 a

sp
ec

ts
2.

 L
eg

al
 m

et
ro

lo
gy

 a
ct

iv
iti

es
…

こ
の

勧
告

の
利

用
者

の
理

解
を

助
け

る
た

め
、

用
語

の
順

番
を

以
下

の
ど

ち
ら

か
に

変
更

す
る

こ
と

を
提

案
す

る
。

1.
 R

76
-1

 (2
00

6)
の
順
序

に
合

わ
せ
る

。
（

以
下
省

略
）

2.
 V

IM
L
の
順

序
に
合

わ
せ

る
。
（

以
下

省
略
）

4
3.

 T
er

m
in

ol
og

y
Se

ve
ra

l t
er

m
s 

ar
e 

ad
de

d 
to

 th
e 

te
rm

in
ol

og
y.

 A
m

on
g 

th
em

, u
nu

se
d 

te
rm

s 
in

 th
is

 d
ra

ft 
sh

ou
ld

 b
e 

de
le

te
d 

as
 

sh
ow

n 
be

lo
w

. 

3.
1.

2.
 d

ur
ab

ili
ty

 te
st

 [V
IM

L 
5.

22
]

3.
1.

3.
 in

sp
ec

tio
n 

by
 sa

m
pl

in
g 

[V
IM

L 
2.

18
]

3.
1.

10
. p

re
lim

in
ar

y 
ex

am
in

at
io

n 
[V

IM
L 

2.
10

]
3.

1.
13

. s
en

si
tiv

ity
 o

f a
 m

ea
su

rin
g 

sy
st

em
 [V

IM
 4

.1
2]

3.
1.

14
. t

es
t p

ro
gr

am
 [V

IM
L 

5.
20

]
3.

1.
17

. v
er

ifi
ca

tio
n 

by
 sa

m
pl

in
g 

[V
IM

L 
2.

11
]

3.
1.

18
. v

er
ifi

ca
tio

n 
of

 a
 m

ea
su

rin
g 

in
st

ru
m

en
t [

V
IM

L 
2.

09
]
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Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

3.
7.

13
. m

ea
su

re
m

en
t r

ep
ea

ta
bi

lit
y 

[V
IM

 2
.2

1]
3.

7.
17

. r
es

ol
ut

io
n 

of
 a

 d
is

pl
ay

in
g 

de
vi

ce
 [V

IM
 4

.1
5]

用
語

に
複

数
の

用
語

が
追

加
さ

れ
て

い
る

が
、

草
案

内
で

使
用

し
て

い
な

い
も

の
に

つ
い

て
は

以
下

の
通

り
削

除

す
る
。
（

以
下

省
略
）

5
3.

1.
5 

Lo
ad

 c
el

l
1.

A
na

lo
g 

lo
ad

 c
el

ls
 a

re
 c

om
m

on
ly

 u
se

d 
co

m
pl

em
en

ta
ry

 to
 d

ig
ita

l l
oa

d 
ce

lls
.T

he
re

fo
re

, t
he

 p
re

se
nt

 tw
o 

ca
te

go
rie

s 
fo

r 
an

al
og

 t
yp

e 
(3

.1
.5

.1
 a

nd
 3

.1
.5

.2
) 

sh
ou

ld
be

 m
er

ge
d 

in
to

 o
ne

 c
at

eg
or

y 
an

d 
sh

ou
ld

 b
e 

re
na

m
ed

 a
s 

“a
na

lo
g 

lo
ad

 c
el

l”
. 

W
e 

co
ns

id
er

 t
ha

t 
a 

ca
te

go
riz

at
io

n 
sc

he
m

e 
w

ith
 “

an
al

og
/d

ig
ita

l”
fit

s 
cu

rr
en

t s
itu

at
io

n 
of

 lo
ad

 c
el

ls
 m

or
e 

pr
ac

tic
al

ly
 th

an
 a

no
th

er
sc

he
m

e 
w

ith
 “

el
ec

tro
ni

c/
no

n-
el

ec
tro

ni
c”

.
Pr

op
os

ed
 re

vi
si

on
 is

 sh
ow

n 
be

lo
w

 fo
r u

nd
er

st
an

di
ng

. 

Pr
es

en
t:

3.
1.

5.
1.

 n
on

-e
le

ct
ro

ni
c 

lo
ad

 c
el

l
3.

1.
5.

2.
 e

le
ct

ro
ni

c 
lo

ad
 c

el
l

3.
1.

5.
3.

 d
ig

ita
l l

oa
d 

ce
ll

Pr
op

os
ed

:
3.

1.
5.

1.
 a

na
lo

g 
lo

ad
 c

el
l

3.
1.

5.
1.

1
no

n-
el

ec
tro

ni
c 

lo
ad

 c
el

l,
3.

1.
5.

1.
2 

 e
le

ct
ro

ni
c 

lo
ad

 c
el

l
3.

1.
5.

2.
 d

ig
ita

l l
oa

d 
ce

ll

2.
Th

e 
te

rm
 “

lo
ad

 c
el

l e
qu

ip
pe

d 
w

ith
 e

le
ct

ro
ni

cs
”

w
as

 d
ef

in
ed

 in
 te

rm
in

ol
og

y 
in

 3
C

D
 b

ut
 it

 w
as

 d
el

et
ed

 
in

 4
C

D
. H

ow
ev

er
, t

hi
s 

te
rm

 is
 s

til
l u

se
d 

in
 th

e 
cu

rr
en

t d
ra

ft.
 In

st
ea

d,
 a

 n
ew

 te
rm

 “
el

ec
tr

ic
 lo

ad
 c

el
l”

is
 

de
fin

ed
 in

 3
.1

.5
.2

. U
se

ei
th

er
 o

ne
 o

f t
he

se
 te

rm
s i

n 
th

e 
sa

m
e 

do
cu

m
en

t.

1.
ア

ナ
ロ

グ
・

ロ
ー

ド
セ

ル
は

、
デ

ジ
タ

ル
・

ロ
ー

ド
セ

ル
と

は
補

完
的

な
関

係
に

て
多

く
使

わ
れ

て
い

る
。

故
に
、
ア

ナ
ロ

グ
形
式

に
対

す
る
現

在
の

二
つ
の

カ
テ

ゴ
リ
ー

(3
.1

.5
.1

 と
3.

1.
5.

2)
を
統

合
し

、
そ
の

名
前
を

「
ア

ナ
ロ

グ
・

ロ
ー

ド
セ

ル
」

に
変

更
す

べ
き

で
あ

る
。

我
々

は
、

「
ア

ナ
ロ

グ
／

デ
ジ

タ
ル

」
に

よ
る

カ

テ
ゴ

リ
ー

分
け

手
法

の
方

が
、

「
電

子
式

／
非

電
子

式
」

と
い

う
手

法
よ

り
も

ロ
ー

ド
セ

ル
の

現
状

に
よ

り

合
っ
て
い

る
と

考
え
る

。
提

案
す
る

修
正

案
を
以

下
に

示
す
。

（
以

下
省

略
）

2.
用

語
「
電

子
機

能
を
装

備
し

た
ロ
ー

ド
セ

ル
」
は

3C
D
に
て
定

義
さ

れ
て

い
た

が
4C

D
で

削
除

さ
れ

た
。

し

か
し
こ

の
用
語

は
、

依
然
と

し
て

こ
の
草

案
で

多
く
用

い
ら

れ
て

い
る
。

そ
の

代
わ
り

に
3.

1.
5.

2
に
お

い
て

は
新

し
い

用
語

「
電

子
式

ロ
ー

ド
セ

ル
」

が
定

義
さ

れ
た

。
一

つ
の

文
書

で
は

、
こ

れ
ら

の
用

語
の

う
ち

ど

ち
ら
か
一

方
の

み
を
使

う
べ

き
で
あ

る
。
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r
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m
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t

8
3.

5
R

an
ge

, c
ap

ac
ity

 
an

d 
ou

tp
ut

 te
rm

s

範
囲
，
容

量
及

び
出
力
の

用
語

Th
is 

is 
pa

rtl
y 

a 
re

pe
tit

io
n 

of
 o

ur
 c

om
m

en
t o

n 
3C

D
 b

ec
au

se
 th

es
e 

co
m

m
en

ts
 w

er
e 

no
t c

om
pl

et
el

y 
re

fle
ct

ed
 in

 
4C

D
. 

Th
e 

te
rm

s
an

d 
sy

m
bo

ls 
us

ed
 t

o 
sp

ec
ify

ra
ng

e,
 c

ap
ac

ity
 a

nd
 o

ut
pu

t 
te

rm
s 

ha
ve

 b
ee

n 
re

vi
se

d 
in

co
ns

ist
en

tly
 d

ur
in

g 
th

e 
re

vi
sio

n 
pr

oc
ed

ur
es

 f
ro

m
 2

C
D

 to
 3

C
D

, a
nd

 th
es

e 
ex

pr
es

sio
ns

 w
er

e 
m

ai
nt

ai
ne

d 
in

 
4C

D
. A

s 
a 

re
su

lt 
of

 th
es

e 
re

vi
sio

ns
, t

he
re

 e
xi

st
s 

a 
sig

ni
fic

an
t 

la
ck

 o
f 

co
ns

ist
en

cy
am

on
g 

su
ch

 te
rm

s 
an

d 
sy

m
bo

ls,
 a

nd
 it

 m
ak

es
 d

iff
ic

ul
t t

o 
un

de
rs

ta
nd

 th
e 

pr
es

en
t d

ra
ft 

co
rr

ec
tly

. 

Th
e 

us
e 

of
 s

ym
bo

ls 
E

(E
m

in
,E

m
ax

,E
R
) a

nd
 D

(D
m

in
,D

m
ax

,D
R
) f

or
 ra

ng
e/

ca
pa

ci
ty

 s
ee

m
s 

to
 b

e 
co

nf
us

in
g.

 W
e 

be
lie

ve
 th

at
 E

sh
ou

ld
 p

rim
ar

ily
 b

e 
sp

ec
ifi

ed
 b

y 
th

e 
m

an
uf

ac
tu

re
r b

as
ed

 o
n 

th
e

pe
rf

or
m

an
ce

of
 lo

ad
 c

el
l a

nd
 

th
en

, D
is

 d
et

er
m

in
ed

 b
as

ed
 o

n 
E

fo
r p

ra
ct

ic
al

te
st

s 
an

d 
us

es
.T

he
 ra

ng
e 

of
 D

sh
al

l b
e 

eq
ua

l o
r n

ar
ro

w
er

 th
an

 
th

at
 o

f E
ba

se
d 

on
 th

e 
pr

in
ci

pl
e 

[E
m

in
 ≤

D
m

in
 ≤

0.
1 

E m
ax

an
d 

0.
9 

E m
ax

 ≤
D

m
ax

 ≤
E m

ax
] i

n 
8.

7.
3.

4 
(M

ea
su

rin
g 

ra
ng

e 
lim

its
). 

It 
is 

be
ca

us
e 

th
e 

ra
ng

e 
of

 D
is

 li
m

ite
d 

by
 th

e 
ca

pa
bi

lit
y 

of
 a

 te
sti

ng
 la

bo
ra

to
ry

 a
s w

el
l a

s t
he

 c
on

di
tio

n 
in

 p
ra

ct
ic

al
 u

se
. T

es
t f

or
 ty

pe
 a

pp
ro

va
l s

ho
ul

d 
id

ea
lly

 b
e 

pe
rfo

rm
ed

 f
or

 th
e 

en
tir

e 
ra

ng
e 

of
 E

.S
om

e 
te

st
in

g 
la

bo
ra

to
ry

 h
ow

ev
er

 m
ay

 n
ot

 h
av

e 
a 

su
ff

ic
ie

nt
 te

sti
ng

 c
ap

ab
ili

ty
 to

 c
ov

er
 th

e 
en

tir
e 

ra
ng

e.
 T

he
 a

bo
ve

 p
rin

ci
pl

e 
w

as
 p

re
pa

re
d 

fo
r s

uc
h 

a 
ca

se
 to

 p
ro

vi
de

 a
n 

al
te

rn
at

iv
e 

te
st 

m
et

ho
d 

in
 a

 n
ar

ro
w

er
 ra

ng
e.

 

M
et

ro
lo

gi
ca

l r
eq

ui
re

m
en

ts 
fo

r t
yp

e 
ap

pr
ov

al
/v

er
ifi

ca
tio

n 
in

cl
ud

in
g 

th
e 

im
po

rta
nt

 p
ar

am
et

er
s 

(M
PE

, v
an

d 
n)

sh
al

l b
e 

de
fin

ed
 b

as
ed

 o
n 

‘E
’

w
hi

ch
 is

 s
pe

ci
fie

d 
by

 th
e 

m
an

uf
ac

tu
re

r
an

d 
no

t o
n 

‘D
’

w
hi

ch
 is

 a
ff

ec
te

d 
by

 
te

sti
ng

 c
ap

ab
ili

ty
. 

If 
th

is 
po

lic
y 

co
ul

d 
no

t 
be

 m
ai

nt
ai

ne
d,

 t
he

 s
pe

ci
fic

at
io

ns
 o

f 
lo

ad
 c

el
l 

in
cl

ud
in

g 
th

e 
im

po
rta

nt
 p

ar
am

et
er

s, 
in

 p
ar

tic
ul

ar
 v

w
hi

ch
is 

pr
op

or
tio

na
lly

 re
la

te
d 

to
 M

PE
, m

ay
 b

e 
af

fe
ct

ed
 b

y 
th

e 
te

sti
ng

 
ca

pa
bi

lit
y.

 W
e 

be
lie

ve
 t

ha
t 

th
e 

sp
ec

ifi
ca

tio
ns

 d
ef

in
ed

 b
y 

th
e 

m
an

uf
ac

tu
re

r 
sh

al
l 

no
t 

be
 a

ffe
ct

ed
 (

ev
en

 
in

di
re

ct
ly

) b
y 

th
e 

ca
pa

bi
lit

y 
of

 a
 te

sti
ng

 la
bo

ra
to

ry
.

こ
の
コ
メ

ン
ト

の
一
部

は
、

我
々
の

3C
D
に

対
す
る
コ

メ
ン
ト

の
繰

り
返

し
で
あ

る
。

な
ぜ
な

ら
ば

我
々
の

3C
D

に
対
す
る

コ
メ

ン
ト

が
4C

D
に

お
い
て
反

映
さ
れ

て
い

な
か
っ

た
か

ら
。

測
定
範

囲
、

最
大
容

量
、

出
力
項

目
を

規
定
す

る
用
語
は

2C
D

か
ら

3C
D

に
至
る

過
程
に

お
い

て
、
整

合
性

を
欠

い
た
ま

ま
改

訂
さ
れ

て
お
り

、
こ

れ

ら
の
表
現

は
4C

D
に

お
い
て

も
維
持

さ
れ

て
い
る

。
こ

れ
ら
の

改
訂

の
結

果
、
こ

の
よ

う
な
用

語
や

記
号
に

対
す

る
整
合
性

が
著

し
く
欠

け
た

状
態
に

な
っ

て
お
り

、
そ

れ
が
こ

の
文

書
の

正
し
い

理
解

を
難
し

く
し

て
い
る

。

範
囲

／
容

量
を

表
す

E 
(E

m
in

, 
Em

ax
) 
及

び
D

 (
D

m
in

, 
D

m
ax

)と
い

う
記

号
の

使
用

に
つ

い
て

混
乱

が
あ

る
。

我
々

は
、

ま
ず

ロ
ー
ド

セ
ル

の
能
力

に
基

づ
い
て

製
造

事
業
者

に
よ

っ
て

E
が
決

定
さ
れ

、
E

に
基

づ
い

て
実

際

の
試

験
や

使
用

の
た

め
に

D
が

決
定

さ
れ

る
べ

き
だ

と
信

じ
て

い
る

。
D

の
範

囲
は

8.
7.

3.
4（

限
界

測
定

レ
ン

ジ
）

の
原
則

[E
m

in
 ≤

 D
m

in
 ≤

 0
.1

 E
m

ax
 及

び
0.

9 
Em

ax
 ≤

 D
m

ax
 ≤

 E
m

ax
] に

基
づ
い

て
、

E
の

範
囲
と

同
じ

か
、

ま
た

は
よ

り
狭

く
な

く
て

は
な

ら
な

い
。

な
ぜ

な
ら

、
D

の
範

囲
は

試
験

機
関

の
能

力
、

並
び

に
実

際
の

使

用
条

件
に

よ
っ

て
制

限
さ

れ
る

か
ら

で
あ

る
。

型
式

承
認

の
た

め
の

試
験

は
、

理
想

的
に

は
E

の
全

範
囲

に
つ

い

て
行

わ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。
し

か
し

一
部

の
試

験
機

関
は

全
範

囲
を

カ
バ

ー
で

き
る

試
験

能
力

を
持

っ
て

い
な

い

こ
と

が
あ

る
。

上
記

の
原

則
は

、
こ

の
よ

う
な

場
合

に
、

よ
り

狭
い

範
囲

に
お

け
る

代
替

的
な

試
験

を
提

供
す

る

－ 189 －



5

Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en
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た
め
に
用

意
さ

れ
て
い

る
。

重
要

な
パ

ラ
メ

ー
タ

ー
（

M
PE

, 
v,

 n
）

を
含

む
型

式
承

認
／

検
定

の
た

め
の

要
求

事
項

は
、

製
造

事
業

者
が

規
定

す
る

「
E」

に
基

づ
い

て
定

義
さ

れ
る

べ
き

で
、

試
験

能
力

に
影

響
さ

れ
る

「
D
」

に
基

づ
く

べ
き

で
は

な
い

。
も

し
こ
の
考

え
方

が
守
ら

れ
な

い
な
ら

ば
、

特
に

M
PE

 に
比
例
関

係
に

あ
る

v
と

い
っ
た

重
要
な

パ
ラ

メ
ー
タ

ー
を

含
む

ロ
ー

ド
セ

ル
の

仕
様

は
、

試
験

能
力

に
よ

っ
て

影
響

を
受

け
る

こ
と

に
も

な
り

得
る

。
我

々
は

、
製

造
事

業

者
が

規
定

し
た

仕
様

が
（

た
と

え
間

接
的

で
あ

っ
て

も
）

試
験

機
関

の
能

力
に

よ
っ

て
影

響
を

受
け

て
は

な
ら

な

い
と
信
じ

る
。

8
3.

5.
2

lo
ad

 c
el

l 
m

ea
su

rin
g 

ra
ng

e

ロ
ー
ド
セ

ル
測

定
範
囲

C
ha

ng
e 

th
e 

ex
pr

es
si

on
 b

y 
de

le
tin

g 
th

e 
fir

st
 h

al
f a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

3.
5.

2 
lo

ad
 c

el
l m

ea
su

ri
ng

 ra
ng

e 
ra

ng
e 

of
 v

al
ue

s 
of

 th
e 

m
ea

su
re

d
qu

an
tit

y 
fo

r 
w

hi
ch

 th
e 

re
su

lt 
of

 m
ea

su
re

m
en

t i
s 

no
t a

ffe
ct

ed
 b

y 
an

 e
rr

or
 

ex
ce

ed
in

g 
th

e 
m

ax
im

um
 p

er
m

is
si

bl
e 

er
ro

r (
M

PE
) (

se
e 

3.
7.

10
).

N
ot

e:
Lo

ad
 c

el
l 

m
ea

su
ri

ng
 r

an
ge

 i
s 

th
e

ra
ng

e 
be

tw
ee

n 
th

e 
m

ax
im

um
 l

oa
d 

of
 t

he
 m

ea
su

ri
ng

 r
an

ge
 D

m
ax

 a
nd

 
m

in
im

um
 lo

ad
 o

f t
he

 m
ea

su
ri

ng
 ra

ng
e 

D
m

in
Lo

ad
 c

el
l m

ea
su

ri
ng

 ra
ng

e 
=

 (D
m

ax
 –

D
m

in
)

R
ea

so
n:

 “
lo

ad
 c

el
l m

ea
su

rin
g 

ra
ng

e”
is

 th
e 

ra
ng

e 
us

ed
 f

or
 p

ra
ct

ic
al

 te
st

 o
r 

us
e.

 I
t s

ho
ul

d 
no

t b
e 

re
la

te
d 

to
 

M
PE

. T
he

re
fo

re
, t

he
 fi

rs
t h

al
f o

f t
he

 d
ef

in
iti

on
 is

 u
nn

ec
es

sa
ry

.S
ee

 a
ls

o 
ou

r c
om

m
en

t o
n 

3.
5.

以
下
の
よ

う
に

前
半
を

削
除

し
て
表

現
を

変
更
。

3.
5.

2 
ロ
ー
ド
セ

ル
測
定

範
囲

測
定
結
果

が
最

大
許
容

誤
差

（
M

PE
）
（

3.
7.

10
を
参

照
）
を

超
え

る
誤

差
に
よ

っ
て

影
響
さ

れ
て

は
な
ら

な
い
測
定

量
の

値
の
範

囲
備

考
：

ロ
ー
ド
セ

ル
測

定
範
囲

は
，

測
定
範

囲
の

最
大
荷

重
D

m
ax

 と
最
小

荷
重

D
m

in
 と

の
間
の

範
囲

で
あ

る
。

ロ
ー
ド
セ

ル
測

定
範
囲

＝
（

D
m

ax
 -

D
m

in
）

理
由
：
「

ロ
ー

ド
セ
ル

測
定

範
囲
」

具
体

的
な
試

験
や

使
用
の

た
め

の
範

囲
で
あ

る
。

そ
れ
は

M
PE

に
関

係
づ

け

ら
れ
る
べ

き
で

は
な
い

。
故

に
前
半

部
分

は
不
要

で
あ

る
。
我

々
の

3.
5
に

つ
い

て
の

コ
メ
ン

ト
も

参
照
。

9
3.

5.
8

m
ax

im
um

 
Th

e 
de

fin
iti

on
 o

f 
n L

C
sh

ou
ld

 b
e 

co
ns

is
te

nt
 w

ith
 t

ha
t 

of
 “

m
ax

im
um

 m
ea

su
rin

g 
ra

ng
e”

(3
.5

.7
). 

C
ha

ng
e 

th
e 

ex
pr

es
si

on
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.
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6

Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

nu
m

be
r o

f l
oa

d 
ce

ll
ve

rif
ic

at
io

n 
in

te
rv

al
s(

nL
C

)
3.

5.
8.

 m
ax

im
um

 n
um

be
r o

f l
oa

d 
ce

ll 
ve

ri
fic

at
io

n
in

te
rv

al
s (

nL
C

)
m

ax
im

um
 n

um
be

r o
f l

oa
d 

ce
ll 

ve
ri

fic
at

io
n 

in
te

rv
al

s i
nt

o 
w

hi
ch

 th
e 

lo
ad

 c
el

lm
ax

im
um

m
ea

su
ri

ng
 ra

ng
e 

m
ay

 
be

 d
iv

id
ed

 fo
r 

w
hi

ch
 th

e 
re

su
lt 

of
 m

ea
su

re
m

en
t w

ill
 n

ot
 b

e 
af

fe
ct

ed
 b

y 
an

 e
rr

or
 e

xc
ee

di
ng

 th
e 

M
PE

 (
se

e 
3.

7.
10

).

n L
C
の
定

義
は
「

最
大

測
定
範

囲
」

の
定
義

（
3.

5.
7）

と
合
わ

せ
る
べ

き
で

あ
る

。
し
た

が
っ

て
、
以

下
の

よ
う

に

表
現
を
変

更
。

3.
5.

8.
 ロ

ー
ド
セ

ル
検
定

目
量

の
最
大

数
（

nL
C
）

ロ
ー

ド
セ

ル
最

大
測

定
範

囲
を

分
割

す
る

こ
と

が
で

き
る

ロ
ー

ド
セ

ル
検

定
目

量
の

最
大

数
で

，
測

定
の

結
果

は
最

大
許
容

誤
差

M
PE

（
3.

7.
10

 を
参
照
）
を

超
え
る

誤
差

に
よ
っ

て
影

響
さ

れ
な
い

。

9
3.

5.
10

m
in

im
um

 d
ea

d 
lo

ad
 o

ut
pu

t 
re

tu
rn

(D
R

)

C
ha

ng
e 

th
e 

ex
pr

es
si

on
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

3.
5.

10
. m

in
im

um
 d

ea
d 

lo
ad

 o
ut

pu
t r

et
ur

n 
(D

R)
ob

se
rv

ed
di

ffe
re

nc
e 

of
 lo

ad
 c

el
l o

ut
pu

t, 
ex

pr
es

se
d 

in
 u

ni
ts 

of
 m

as
s 

at
 th

e 
m

in
im

um
 d

ea
d

lo
ad

 (E
m

in
)o

f t
he

 
m

ea
su

ri
ng

 ra
ng

e 
(D

m
in

), 
m

ea
su

re
d 

be
fo

re
 a

nd
 a

fte
r a

pp
lic

at
io

n 
of

 a
 lo

ad
 o

f D
m

ax
 E

m
ax

.

R
ea

so
n:

 D
R

 sh
ou

ld
 b

e 
de

fin
ed

 b
as

ed
 o

n 
Em

in
/E

m
ax

. S
ee

 a
ls

o 
ou

r c
om

m
en

t o
n 

3.
5.

以
下
の
よ

う
に

表
現
を

変
更

。

3.
5.

10
. 最

小
死

荷
重
出

力
戻

り
（

D
R）

D
m

ax
の

荷
重

を
加
え

る
前

及
び
後

に
測

定
し
た

ロ
ー

ド
セ
ル

の
出

力
の

観
察
さ

れ
た

差
で
，

測
定

範
囲
の

最
小
死

荷
重
（

E
m

in
）

に
お
け

る
質

量
の
単

位
で

表
さ
れ

る
。

理
由
：

D
R
の

定
義
は

、
Em

in
/E

m
ax

に
基
づ
い

て
定

義
さ
れ

る
べ

き
で

あ
る
。

我
々

の
3.

5
に

つ
い

て
の

コ
メ

ン

ト
も
参
照

。

9
3.

5.
11

m
in

im
um

 lo
ad

 
ce

ll 
ve

rif
ic

at
io

n 
in

te
rv

al
 (v

m
in

)

C
ha

ng
e

th
e 

ex
pr

es
si

on
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
.

Sm
al

le
st

 lo
ad

 c
el

l v
er

ifi
ca

tio
n 

in
te

rv
al

 in
to

 w
hi

ch
 th

e 
lo

ad
 c

el
l m

ea
su

ri
ng

m
ax

im
um

m
ea

su
ri

ng
 r

an
ge

 D
R 

(D
m

ax
 –

D
m

in
) (

Em
ax

-E
m

in
）

ca
n 

be
 d

iv
id

ed
.

R
ea

so
n:

 v
m

in
sh

ou
ld

 b
e 

de
fin

ed
 b

as
ed

 o
n 

Em
in

/E
m

ax
. S

ee
 a

ls
o 

ou
r c

om
m

en
t o

n 
3.

5.
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Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

以
下
の
よ

う
に

表
現
を

変
更

。

3.
5.

11
. 最

小
ロ

ー
ド
セ

ル
検

定
目
量

（
vm

in
）

ロ
ー
ド
セ

ル
の

最
大

測
定
範
囲

D
R（

D
m

ax
 –

D
m

in
）
（

E
m

ax
 –

E
m

in
）

を
分

割
す

る
こ
と

が
で

き
る
最

小
ロ

ー
ド
セ
ル

検
定

目
量

理
由
：

vm
in

の
定
義
は

、
Em

in
/E

m
ax

に
基
づ
い

て
定

義
さ
れ

る
べ

き
で

あ
る
。

我
々

の
3.

5
に

つ
い

て
の

コ
メ

ン
ト
も
参

照
。

10
3.

5.
14

re
la

tiv
e 

m
in

im
um

 d
ea

d 
lo

ad
 o

ut
pu

t 
re

tu
rn

 o
r Z

C
ha

ng
e 

th
e 

ex
pr

es
si

on
 o

f t
he

 d
ef

in
iti

on
 a

ss
ho

w
n 

be
lo

w
.

3.
5.

14
. r

el
at

iv
e 

m
in

im
um

 d
ea

d 
lo

ad
 o

ut
pu

t r
et

ur
n 

or
 Z

Ra
tio

 o
f t

he
 lo

ad
 c

el
lm

ax
im

um
m

ea
su

ri
ng

 ra
ng

e,
 to

 tw
o 

tim
es

of
th

e 
m

in
im

um
 d

ea
d 

lo
ad

 o
ut

pu
t r

et
ur

n,
 D

R.

R
ea

so
n:

 D
ef

in
iti

on
 sh

ou
ld

 b
e 

co
ns

is
te

nt
 w

ith
 th

os
e 

of
 3

.5
.7

 a
nd

 3
.5

.1
0.

定
義
の
表

現
を

以
下
の

よ
う

に
変
更

。

3.
5.

14
. 相

対
的

最
小
死

荷
重

出
力
戻

り
又
は

Z
最

小
死
荷

重
戻
り

D
R
の

2
倍
に
対

す
る

ロ
ー
ド

セ
ル
最

大
測
定
範

囲
の

比
率

理
由
：
定

義
を

3.
5.

7
及
び

3.
5.

10
と
合

わ
せ
る

べ
き

で
あ
る

。

10
,1

8
3.

6 
Ill

us
tra

tio
n 

of
 c

er
ta

in
 

de
fin

iti
on

s
Fi

gu
re

 3

“D
R
”

is
 n

ot
 u

se
d 

in
 th

is
 d

ra
ft.

 T
he

re
fo

re
, d

el
et

e 
“D

R
”

un
de

r t
he

 la
be

l “
Lo

ad
 C

el
l M

ea
su

rin
g 

R
an

ge
”

「
D

R
」

は
こ

の
草

案
で

は
使

用
さ

れ
て

い
な

い
。

従
っ

て
、

ラ
ベ

ル
「

ロ
ー

ド
セ

ル
測

定
範

囲
」

の
下

の
「

D
R
」

を
削
除
す

る
。

11
3.

7.
2

ap
po

rti
on

in
g 

fa
ct

or

Th
e 

na
m

e 
of

 P
LC

in
 t

er
m

in
ol

og
y 

w
as

 c
ha

ng
ed

 f
ro

m
 “

ap
po

rti
on

m
en

t 
fa

ct
or

”
to

 “
ap

po
rti

on
in

g 
fa

ct
or

”.
H

ow
ev

er
, o

nl
y 

th
e 

fo
rm

er
 is

 u
se

d 
in

 th
e 

re
st

 o
f t

hi
s d

ra
ft.

 U
se

 e
ith

er
 “

ap
po

rti
on

m
en

t f
ac

to
r”

or
 “

ap
po

rti
on

in
g 

fa
ct

or
”.

用
語
に
お

い
て

PL
C
の

名
称
が
「

配
分

し
た
係

数
」

か
ら
「

配
分

す
る

係
数
」

に
変

更
さ
れ

た
。

し
か
し

、
こ

の

草
案

の
他

の
部

分
で

は
前

者
の

み
が

用
い

ら
れ

て
い

る
。

「
配

分
し

た
係

数
」

か
「

配
分

す
る

係
数

」
の

ど
ち

ら

か
一
つ
を

使
う

べ
き
で

あ
る

。

10
Fi

gu
re

 3
Si

nc
e 

“F
ig

ur
e 

2”
is

 d
el

et
ed

 in
 4

C
D

, “
Fi

gu
re

 3
”

sh
ou

ld
 b

e 
co

rr
ec

te
d 

to
 “

Fi
gu

re
 2

”
in

 th
e 

fig
ur

e 
tit

le
 (p

. 1
2)

 a
s 
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Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

Ill
us

tra
tio

n 
of

 
ce

rta
in

de
fin

iti
on

s

w
el

l a
s i

n 
th

e 
m

ai
n 

te
xt

 o
f 3

.6
.

Fi
gu

re
 2

.が
消

さ
れ
て

欠
番

と
な
っ

て
い

る
の
で

、
図

の
番
号

を
繰

り
上

げ
、
本

文
及

び
図
の

番
号

の
Fi

ru
re

 3
.を

Fi
gu

re
 2

.に
変

更
す
る

。

12
3.

7.
11

M
ea

su
re

m
en

t 
er

ro
r

Th
e 

no
te

 in
 5

.3
 c

ite
d 

be
lo

w
 sh

ou
ld

 b
e 

m
ov

ed
 to

 3
.7

.1
1.

N
ot

e:
 T

he
 te

rm
 “

m
ea

su
re

m
en

t e
rr

or
” 

in
 th

is
 R

ec
om

m
en

da
tio

n 
re

fe
rs

 to
 lo

ad
 c

el
l m

ea
su

re
m

en
t e

rr
or

s.

5.
3
に

記
載
の
以

下
の
付

記
は

、
3.

7.
11

に
移
動
す

べ
き

で
あ
る

。
（

以
下

省
略
）

12
3.

7.
12

. 
m

ea
su

re
d 

qu
an

tit
y 

va
lu

e
(a

nd
 o

th
er

 
pl

ac
es

)

Th
e 

te
rm

 “
m

ea
su

re
d 

qu
an

tit
y 

va
lu

e”
is

 n
ot

 u
se

d 
in

 th
is

 d
ra

ft,
 w

he
re

as
 “

m
ea

su
re

d 
qu

an
tit

y”
is

 u
se

d 
tw

ic
e 

(3
.5

.2
 a

nd
 3

.7
.1

1)
. U

se
 th

e 
sa

m
e 

ex
pr

es
si

on
 in

 th
e 

te
rm

in
ol

og
y.

本
委

員
会

草
案

で
は

"m
ea

su
re

d 
qu

an
tit

y 
va

lu
e"
と

い
う

表
現

は
使

用
さ

れ
て

お
ら

ず
、

そ
の

一
方

"m
ea

su
re

d 
qu

an
tit

y"
と
い

う
表
現
は

2
回
使
わ

れ
て

い
る
（

3.
5.

2
及
び

3.
7.

11
）

。
Te

rm
in

ol
og

y
と

同
じ
表

現
に

す
る
。

13
3.

8.
5.

 re
fe

re
nc

e 
op

er
at

in
g 

co
nd

iti
on

“R
ef

er
en

ce
 o

pe
ra

tin
g 

co
nd

iti
on

”
is

 n
ot

 u
se

d 
in

 th
is

 d
ra

ft,
 w

he
re

as
 “

re
fe

re
nc

e 
co

nd
iti

on
”

is
 u

se
d 

fr
eq

ue
nt

ly
. 

U
se

 th
e 

sa
m

e 
ex

pr
es

si
on

.

"参
照

条
件

"は
多

用
さ

れ
て

い
る

が
、

"参
照

動
作

条
件

"は
こ

の
草

案
で

は
使

わ
れ

て
い

な
い

。
同

じ
表

現
を

使

う
べ
き
で

あ
る

。

14
3.

9 
A

bb
re

vi
at

io
ns

Li
ke

 C
la

us
e 

T.
9 

in
 R

76
-1

 (2
00

6)
, t

hi
sc

la
us

e 
co

ul
d 

in
cl

ud
e 

m
or

e
ab

br
ev

ia
tio

ns
.

R
76

-1
（

20
06
）
の

T.
9
項
の

よ
う
に

、
略

称
に
つ

い
て

、
も
っ

と
広

範
囲

に
載
せ

る
べ

き
で
は

な
い

か
。

14
3.

10
Li

ke
 C

la
us

e 
“T

.8
 In

de
x 

of
 te

rm
s 

de
fin

ed
”

in
 R

76
-1

 (2
00

6)
, i

nd
ex

 o
f a

ll 
te

rm
s 

us
ed

 in
 th

is
 re

co
m

m
en

da
tio

n 
sh

ou
ld

 b
e 

ad
de

d 
fo

r c
on

ve
ni

en
ce

.

R
76

-1
（

20
06
）

の
T.

8
項
「

定
義
さ

れ
た

用
語
の

見
出

し
」
の

よ
う

に
、

利
便
性

の
た

め
、
こ

の
勧

告
で
使

わ
れ

て
い
る
全

て
の

用
語
の

見
出

し
を
追

加
す

べ
き
で

あ
る

。

15
5.

1.
2

M
ax

im
um

 
nu

m
be

r o
f …

C
ha

ng
e 

th
e 

ex
pr

es
si

on
 a

s s
ho

w
n 

be
lo

w
 b

y 
de

le
tin

g 
“l

oa
d 

ce
ll”

.
Th

e 
m

ax
im

um
 n

um
be

r 
of

 lo
ad

 c
el

l v
er

ifi
ca

tio
n 

in
te

rv
al

s, 
n L

C
, i

nt
o 

w
hi

ch
 th

e
lo

ad
 c

el
lm

ax
im

um
 m

ea
su

ri
ng

 
ra

ng
e 

ca
n 

be
 d

iv
id

ed
 in

 a
 m

ea
su

ri
ng

 sy
st

em
 sh

al
l b

e 
w

ith
in

 th
e 

lim
its

 p
re

se
nt

ed
 in

 T
ab

le
 1

.
R

ea
so

n:
 T

he
 d

ef
in

iti
on

 o
f n

LC
sh

ou
ld

 b
e 

co
ns

is
te

nt
 w

ith
 th

at
 o

f m
ax

im
um

 m
ea

su
rin

g 
ra

ng
e 

(3
.5

.7
).

以
下
の
よ

う
に

lo
ad

 c
el

lを
削
除
し

表
現

を
変
更

。
（

以
下
省

略
）
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Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

16
5.

1.
5.

 C
om

pl
et

e 
lo

ad
 c

el
l 

cl
as

si
fic

at
io

n
f)

, F
ig

ur
e 

4,
5.

1.
7

M
ul

tip
le

 
cl

as
si

fic
at

io
ns

C
or

re
ct

 “
Fi

gu
re

 4
”

to
 “

Fi
gu

re
 3

”
bo

th
 in

 th
e 

m
ai

n 
te

xt
 a

nd
 th

e 
fig

ur
e 

tit
le

 b
ec

au
se

 “
Fi

gu
re

 3
”

sh
ou

ld
 b

e 
co

rr
ec

te
d 

to
 “

Fi
gu

re
 2

”.

Fi
gu

re
 3

.を
Fi

gu
re

 2
.に

変
更

し
た
の

で
、

文
中
及

び
図

の
番
号
を

Fi
gu

re
 4
か

ら
Fi

gu
re

 3
に

繰
り

上
げ
る

。

19
5.

5.
1

C
re

ep
In

 o
rd

er
 t

o 
m

at
ch

 t
he

 f
or

m
ul

a 
be

lo
w

, 
m

ak
e 

a 
co

rr
ec

tio
n 

as
 s

ho
w

n 
be

lo
w

. 
 T

he
re

 a
re

 t
w

o 
pl

ac
es

 t
o 

be
 

co
rr

ec
te

d 
in

 th
is

 c
la

us
e.

Ex
am

pl
e:

 (p
LC

de
cl

ar
ed

 b
y 

m
an

uf
ac

tu
re

r =
 0

.7
5

0.
7)

下
部

の
数

式
と

合
っ

て
い

な
い

の
で

以
下

の
よ

う
に

修
正

す
る

。
こ

の
項

に
修

正
は

2
箇

所
あ

る
。

（
以

下
省

略
）

32
8.

4 
Se

le
ct

io
n 

of
 

lo
ad

 c
el

ls
 w

ith
in

 
a 

fa
m

ily

Fi
gu

re
 n

um
be

r 
an

d 
tit

le
 a

re
 m

is
si

ng
. 

 A
dd

 “
Fi

gu
re

 4
 E

xa
m

pl
es

 o
f 

Lo
ad

 C
el

l 
D

es
ig

n 
Sh

ap
es

”
un

de
r 

th
e 

fig
ur

es
.

図
の
番
号

と
タ

イ
ト
ル

が
抜

け
て
い

る
。

「
Fi

gu
re

 4
 E

xa
m

pl
es

 o
f 

Lo
ad

 C
el

l D
es

ig
n 

Sh
ap

es
」

と
図

の
下
に

加

筆
す
る
。

57
8.

10
.7

.1
1

Sp
an

 st
ab

ili
ty

ス
パ
ン
安

定
性

試
験

W
e 

co
ns

id
er

 b
ot

h 
sp

an
 s

ta
bi

lit
y 

te
st

 a
nd

 h
um

id
ity

 t
es

t 
ar

e 
im

po
rta

nt
. 

Ev
en

 s
o,

 c
on

du
ct

in
g 

hu
m

id
ity

 t
es

t 
du

rin
g 

sp
an

 s
ta

bi
lit

y 
te

st
 is

 n
ot

 a
pp

ro
pr

ia
te

 d
ue

 to
 th

e 
fo

llo
w

in
g 

re
as

on
s. 

H
um

id
ity

 te
st

 s
ho

ul
d 

be
 c

on
du

ct
ed

 
af

te
r c

om
pl

et
in

g 
sp

an
 st

ab
ili

ty
 te

st
. 

Te
st

s 
fo

r 
th

e 
hi

gh
-c

ap
ac

ity
 l

oa
d 

ce
ll 

ar
e 

us
ua

lly
 c

on
du

ct
ed

 u
si

ng
 a

 l
ar

ge
-c

ap
ac

ity
 t

es
te

r 
fo

r 
ge

ne
ra

l 
us

e.
R

es
ul

t 
of

 s
pa

n 
st

ab
ili

ty
 t

es
t 

ca
n 

be
 a

ff
ec

te
d 

ev
en

 b
y 

a 
sm

al
l 

di
ff

er
en

ce
 i

n 
th

e
fo

rc
e 

ap
pl

ic
at

io
n 

po
in

t.
Th

er
ef

or
e,

 u
ni

ns
ta

lli
ng

/in
st

al
lin

g 
of

 t
he

 l
oa

d 
ce

ll 
fr

om
 t

he
 t

es
te

r 
ca

n 
le

ad
 a

n 
am

bi
gu

ity
 i

n 
th

e 
fo

rc
e 

ap
pl

ic
at

io
n 

po
in

t a
nd

 re
su

lts
 in

 a
 si

gn
ifi

ca
nt

 e
rr

or
.

Pl
ea

se
 b

e 
no

te
d 

th
at

th
e 

pr
es

en
t R

60
(2

00
0)

 re
m

in
ds

 th
at

 in
st

au
ra

tio
n

of
 lo

ad
 c

el
ls

 s
ho

ul
d 

be
 d

on
e 

ca
re

fu
lly

 
as

 c
ite

d 
be

lo
w

.

A.
3.

2.
13

 S
pa

n 
st

ab
ili

ty
: 

th
e 

in
st

al
la

tio
n 

of
 th

e 
lo

ad
 c

el
l i

n 
th

e 
fo

rc
e-

ge
ne

ra
tin

g 
sy

st
em

 s
ha

ll 
be

 d
on

e 
w

ith
 

pa
rt

ic
ul

ar
 c

ar
e,

 si
nc

e 
th

e 
ai

m
 o

f t
hi

s t
es

t i
s n

ot
 to

 m
ea

su
re

 th
e 

in
flu

en
ce

 o
n 

th
e 

m
et

ro
lo

gi
ca

l p
er

fo
rm

an
ce

s o
f 

m
ou

nt
in

g/
di

sm
ou

nt
in

g 
th

e 
lo

ad
 c

el
l o

n/
fro

m
 th

e 
fo

rc
e-

ge
ne

ra
tin

g 
sy

st
em

.

W
ith

 th
e 

re
as

on
sa

bo
ve

, w
e 

w
ou

ld
 li

ke
 to

 p
ro

po
se

 fo
llo

w
in

g 
ch

an
ge

s i
n 

th
e 

fir
st

 p
ar

ag
ra

ph
.
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Pa
ge

nu
m

be
r

D
oc

um
en

t 
cl

au
se

C
om

m
en

t

Te
st

 p
ro

ce
du

re
 in

 b
ri

ef
:

Th
e 

te
st

 c
on

si
st

s 
in

 o
bs

er
vi

ng
 t

he
 v

ar
ia

tio
ns

 o
f 

th
e 

ou
tp

ut
 o

f 
th

e 
lo

ad
 c

el
l 

un
de

r 
re

as
on

ab
ly

 c
on

sta
nt

 
(±

2 
°C

 °
) c

on
di

tio
ns

 (e
.g

., 
in

 a
 n

or
m

al
 la

bo
ra

to
ry

 e
nv

ir
on

m
en

t) 
at

 v
ar

io
us

 in
te

rv
al

s b
ef

or
e,

 d
ur

in
g 

an
d 

af
te

r 
th

e 
lo

ad
 c

el
l h

as
 b

ee
n 

su
bj

ec
te

d 
to

 p
er

fo
rm

an
ce

 te
st

s. 
Th

e 
pe

rf
or

m
an

ce
 te

st
s 

sh
al

l i
nc

lu
de

 (a
s 

a 
m

in
im

um
) 

th
e 

te
m

pe
ra

tu
re

 te
st

 a
nd

, i
f a

pp
lic

ab
le

,t
he

 d
am

p 
he

at
 te

st
.A

 p
er

fo
rm

an
ce

 te
st

 sh
al

l i
nc

lu
de

 te
m

pe
ra

tu
re

 te
st

 
(a

t m
in

im
um

). 
 D

am
p 

he
at

 te
st

 m
ay

 b
e 

co
nd

uc
te

d 
af

te
r a

se
ri

es
 o

f s
pa

n 
st

ab
ili

ty
 te

st
s, 

if 
ap

pl
ic

ab
le

.

わ
れ

わ
れ

は
、

ス
パ

ン
安

定
性

試
験

、
加

湿
試

験
は

い
ず

れ
も

重
要

な
試

験
で

あ
る

と
考

え
る

。
し

か
し

そ
れ

で

も
な

お
、

以
下

に
述

べ
る

理
由

に
よ

り
、

ス
パ

ン
安

定
性

試
験

の
期

間
内

に
加

湿
試

験
を

行
う

こ
と

は
適

切
で

は

な
く
、
加

湿
試

験
は
ス

パ
ン

安
定
性

試
験

の
完
了

後
に

別
の
工

程
に

お
い

て
実
行

さ
れ

る
べ
き

だ
と

考
え
る

。

特
に

高
容

量
ロ

ー
ド

セ
ル

に
お

い
て

は
汎

用
的

な
大

容
量

試
験

機
で

評
価

試
験

が
行

わ
れ

る
が

、
試

験
機

上
で

着

力
点

が
変

動
す

る
こ

と
に

よ
り

ス
パ

ン
が

変
動

す
る

場
合

が
あ

る
。

こ
の

た
め

ス
パ

ン
安

定
性

試
験

の
期

間
内

に

試
験
機
か

ら
ロ

ー
ド
セ

ル
の

取
り
外

し
を

行
う
場

合
に

、
ス
パ

ン
安

定
性

の
要
求

に
満

た
な
い

場
合

が
あ
る

。

現
行

R
60

 (2
00

0)
は
以
下
の

よ
う
に

、
ロ

ー
ド
セ

ル
の

取
り
付

け
は

注
意

深
く
行

う
よ

う
に
喚

起
し

て
い
る

こ
と

に
注
目
し

て
ほ

し
い
。

A
.3

.2
.1

3 
ス

パ
ン

安
定

性
:荷

重
負

荷
装

置
へ

の
ロ

ー
ド

セ
ル

の
設

置
は

特
に

注
意

し
て

行
う

こ
と

、
な

ぜ
な

ら
ば

こ
の

テ
ス

ト
の

目
的

は
荷

重
負

荷
装

置
へ

の
ロ

ー
ド

セ
ル

の
取

り
付

け
・

取
り

外
し

が
計

量
特

性
に

及
ぼ

す
影

響
を

測
定
す

る
こ

と
で
は

な
い

。

以
上
の
理

由
に

よ
り
、

最
初

の
段
落

に
対

し
て
以

下
の

よ
う
な

変
更

を
提

案
す
る

。

試
験
手
順

要
約

：
こ

の
試

験
は

，
ロ

ー
ド

セ
ル

を
性

能
試

験
に

か
け

る
前

，
そ

の
間

及
び

そ
の

後
に

，
適

度
に

一
定

（
± 

2 
°C

）
の

条
件

（
例

え
ば

，
通

常
の

試
験

所
環

境
）

に
お

い
て

，
さ

ま
ざ

ま
な

間
隔

で
，

ロ
ー

ド
セ

ル
の

結
果

の
変

動
を

観
察

す
る

こ
と

か
ら

な
る

。
性

能
試

験
は

，
（

最
低

限
で

）
温

度
試

験
及

び
，

該
当

す
る

場
合

は
，

高
温

湿
潤

試
験

を
含

ま
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

性
能

試
験

は
，

（
最

低
限

で
）

温
度

試
験

を
含

ま
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

ま
た

，
該

当
す
る

場
合

に
実
行

さ
れ

る
高
温

湿
潤

試
験
は

一
連

の
ス
パ

ン
安

定
性

試
験
の

完
了

後
に
行

っ
て

も
良
い

。

59
8.

11
Te

st
 se

qu
en

ce
C

or
re

ct
 “

Fi
gu

re
 3

5”
to

 “
Fi

gu
re

 5
”

in
 th

e 
te

xt
.

文
中
の

Fi
gu

re
 3

5.
を

Fi
gu

re
 5

.に
修

正
す
る

。
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Y
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jp
)

Pa
ge

 
nu

m
be

r
D

oc
um

en
t 

cl
au

se
C

om
m

en
t

2
A

pp
lic

ab
ili

ty
 

of
 th

is
 R

ep
or

t 
Fo

rm
at

W
e 

co
ns

id
er

 th
at

 th
e

co
nt

en
ts

 o
f 

C
la

us
e 

2 
m

ay
 n

ot
 a

pp
ro

pr
ia

te
fo

r 
Pa

rt 
3 

(te
st

 r
ep

or
t f

or
m

at
). 

Su
ch

 c
on

te
nt

s 
ar

e 
us

ua
lly

 
pl

ac
ed

 u
nd

er
 P

ar
t 1

 o
r 2

 in
 m

an
y 

O
IM

L 
R

ec
om

m
en

da
tio

ns
. W

e 
ci

te
 th

e 
pr

es
en

tt
itl

es
 u

nd
er

 C
la

us
e 

2 
fo

r y
ou

r r
ef

er
en

ce
.

2.
 A

pp
lic

ab
ili

ty
 o

f t
hi

s R
ep

or
t F

or
m

at
2.

1.
 C

al
cu

la
tio

n 
pr

oc
ed

ur
es

2.
2.

 A
dd

iti
on

al
 te

st
s f

or
 lo

ad
 c

el
ls

 e
qu

ip
pe

d 
w

ith
 e

le
ct

ro
ni

cs
2.

3.
 G

en
er

al
 n

ot
es

2.
4.

 F
or

m
ul

a 
si

gn
s a

nd
 li

st
 o

f s
ym

bo
ls

第
２

章
の

内
容

は
試

験
報

告
書

の
様

式
に

関
す

る
第

３
部

に
は

適
当

で
は

な
い
と

考
え

る
。

O
IM

L
文

書
で

は
、

こ
の
よ

う
な

内

容
は

通
常

、
第

1
部

又
は

2
部

に
記

載
さ

れ
る

。
参

考
の

た
め

、
現

在
の

２
章

の
タ

イ
ト

ル
を

以
下

に
引

用
す

る
。

（
以

下
省

略
）

6
2.

1.
5.

8.
D

el
et

e 
“E

m
in

”
as

 it
 is

 u
nn

ec
es

sa
ry

. C
or

re
ct

 th
e 

eq
ua

tio
n 

as
 sh

ow
n 

be
lo

w
.

D
R

 =
(E

m
ax

-E
m

in
×

C
D

R
) /

 n
m

ax

Em
in
は

不
要

な
の

で
消

去
す

る
。

以
下

の
通

り
式

を
修

正
す

る
（

以
下
省
略

）
。

10
2.

4
an

d 
th

ro
ug

ho
ut

th
e 

do
cu

m
en

t

In
 P

ar
t 1

an
d 

2,
 “

n m
ax

”
w

as
 c

ha
ng

ed
 to

 “
n L

C
”.

 T
he

re
fo

re
, “

n m
ax

”
sh

ou
ld

 b
e 

re
pl

ac
ed

 w
ith

 “
n L

C
”

in
 P

ar
t 3

. 

第
１
と
２

部
に

て
"n

m
ax

"
が

"n
LC

"に
変

更
さ

れ
た

。
故

に
第

3
部

で
も

"n
m

ax
"
を

"n
LC

"に
置
き

換
え
る

べ
き

で
あ
る

。

10
, 5

3,
 

54
, 5

7,
 6

9 
an

d 
72

Fo
r t

he
 e

xp
re

ss
io

n 
of

 “
M

PE
”,

 b
ot

h 
up

pe
r a

nd
 lo

w
er

 c
as

es
 a

re
 u

se
d.

 C
or

re
ct

 “
m

pe
”

to
 “

M
PE

”
(p

.1
0,

 5
3,

 5
4,

 5
7,

 6
9 

an
d 

72
) 

fo
r c

on
si

st
en

cy
. 

大
文
字
で

"M
PE

"と
小

文
字

の
"m

pe
"の

表
現

が
見

ら
れ

る
。

“m
pe

”
を

“M
PE

”と
修

正
し
て

揃
え

る
。
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Ｒ５１，Ｒ７６，Ｒ１１１の見直しに関するアンケートについて 

 

国法調 質量計分科会 

 

○ Ｒ５１ 

Q1: Does your country regulate the instruments covered by this publication? 
（貴国は、この勧告の対象となる計量器を規制しているか）      Yes      No 
Q2: Does your national legislation for these instruments conform with the OIML  
publication?（国家の法規制は OIML文書に適合しているか）      Yes      No 
Q3: Do you have any national requirements in addition to the OIML requirements? 
（貴国には、OIML勧告に加えて独自の要求事項があるか）     Yes      No 
Q4: Do you have manufacturers of these instruments in your country? 
（貴国には、この計量器の製造事業者があるか）   Yes      No 
 
○ Ｒ７６ 

Q1: Does your country regulate the instruments covered by this publication? 
（貴国は、この勧告の対象となる計量器を規制しているか）      Yes      No 
Q2: Does your national legislation for these instruments conform with the OIML  
publication?（国家の法規制は OIML文書に適合しているか）      Yes      No 
Q3: Do you have any national requirements in addition to the OIML requirements? 
（貴国には、OIML勧告に加えて独自の要求事項があるか）     Yes      No 
Q4: Do you have manufacturers of these instruments in your country? 
（貴国には、この計量器の製造事業者があるか）   Yes      No 
 
○ Ｒ１１１ 

Q1: Does your country regulate the instruments covered by this publication? 
（貴国は、この勧告の対象となる計量器を規制しているか）      Yes      No 
Q2: Does your national legislation for these instruments conform with the OIML  
publication?（国家の法規制は OIML文書に適合しているか）      Yes      No 
Q3: Do you have any national requirements in addition to the OIML requirements? 
（貴国には、OIML勧告に加えて独自の要求事項があるか）     Yes      No 
Q4: Do you have manufacturers of these instruments in your country? 
（貴国には、この計量器の製造事業者があるか）   Yes      No 
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TC 9/SC 2/p 8 Workspace

Revision of R 61: Automatic gravimetric filling instruments

Comment from the Netherlands regarding R 61-2, Annex C Metrological control.

“The durability issue needs discussion. As it is written now it will be not valid for EU”

Can members please review Annex C text and propose some alternative wording in order to 
address the Netherlands’ comment. Please respond by 18th March 2016.

R 61-2, Annex C (Informative)

Metrological control

A durability assessment performed under type evaluation should take into account that (lack 
of) durability may be a characteristic of a particular installation. Hence a decision not to 
perform durability assessment under type evaluation for an AGFI may only be justified where 
the unacceptable level of durability is clearly a characteristic of the type. 

Where measures to ensure durability are taken, this shall be recorded in the report format for 
type evaluation OIML R 61-3.

Should an AGFI (installed in a particular location) be found to be of unacceptable durability, 
that AGFI shall be withdrawn from use. If unacceptable durability was found to be a 
characteristic of the type (unacceptable durability regardless of the installation), withdrawal 
of the type approval shall be considered.

Member Comments by 18 March 2016

JP We could not propose an amendment because it was difficult to comprehend 
the present text correctly.

Our understanding is that Annex C mentions matters regarding conformity to 
type (CTT), and it refers both technical requirement and metrological 
supervision. We therefore recommend SC 2 treat this annex as a general 
topic in legal metrology in cooperation with TC 3/SC 6/p 1 on CTT.

In the case of R 76, there is no document for durability test in its annexes 
which is applicable to a modular approach on weighbridges (truck scales). We 
also recommend SC 2 ensure alignment to the descriptions in other related 
OIML Recommendations.

On the other hand, as a general comment considering the basic nature of the 
instrument, each AGFI has its own design/structure. We therefore consider 
that treatment of durability, which strongly depends on the type, should be 
decided by each country or NMI.

この文章を正しく理解することが難しかったので、我々は修正案を提案でき

ない。

我々の理解では、附属書 C は型式適合性（CTT）に関する内容に言及してお

り、計量要件と計量規制の両方について述べている。よって我々は SC2 がこ

の附属書を法定計量における一般的な案件として扱い、CTT を担当する TC 
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3/SC 6/p1 とも連携することを提案する。

R76 の事例では、大型はかり（トラックスケール）のモジュール評価にも適

用される附属書には、耐久性に関する文書は無い。我々はまた SC2 が、他の

関連した R 文書における記述との整合性を確保することを勧める。

一方、この機器の基本的な特徴を考えた一般コメントとして、それぞれの

AGFI は固有の設計／構造を有している。故に型式に強く依存する耐久性の取

扱については、各国又は各 NMI が判断すべきではないかと考える。
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第４章  国際法定計量機関（OIML）等の活動 

4.1 第50回 国際法定計量委員会（CIML委員会）の報告 

(1) 会期： 2015年10月19日（月）～22日（木） 

(2) 開催都市： フランス・アルカション 

(3) 出席者： 2015 年 11 月現在のOIML 加盟国は、正加盟国 60 カ国、準加盟国 68 カ国である。事

務局が事前に公表した参加者リスト及び会議直前の参加国の確認作業によると、第 50

回CIML委員会への参加国・参加者は、正加盟国42カ国（代理参加を含めて52カ国）

101 名、準加盟国 13 カ国 21 名、及びBIML やその他の参加者も含めて合計 147 名で

あった。うち我が国からの参加者は以下の5名であった。 

三木幸信， 産業技術総合研究所 計量標準総合センター（NMIJ）代表／CIML第二副

委員長 

谷口淳子  経済産業省 産業技術環境局 知的基盤課 計量行政室 室長補佐 

高辻利之  産業技術総合研究所 計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 部門長 

小谷野泰宏 産業技術総合研究所 計量標準総合センター、工学計測標準研究部門 総括

研究主幹 

松本 毅   産業技術総合研究所 計量標準総合センター、計量標準普及センター 法定計

量管理室 総括主幹 

(4) スケジュール 

第50回 国際法定計量委員会のスケジュールは表4-1のとおり。 

 
表4-1 第50回CIML委員会のスケジュール 

 10月18日 
（日） 

10月19日 
（月） 

10月20日 
（火） 

10月21日 
（水） 

10月22日 
（木） 

10月23日 
（金） 

午前  OIML 
セミナー 

CIML委員会

（1/5） 
CIML委員会

（3/5） 
CIML委員会

（5/5） 
運営委員会

（PC）*1 
午後 運営委員会

（PC）*1 
OIML 

セミナー 
CIML委員会

（2/5） 
CIML委員会

（4/5） 
ホスト主催の

見学 
 

夕方  RLMO 
円卓会議*2 

ホスト 
懇談会 

 OIML 
懇談会 

 

会場： アルカション会議センター（Palais des Congrès, Arcachon, France） 
*1 PC委員のみ。*2 RLMO（地域法定計量機関）代表のみ。 

 
4.1.1 OIMLセミナー（10月19日） 

第48回委員会（2013年）において、CIML運営委員会のメンバーであり、APLMF議長でもある

中国AQSIQのPu Changcheng 氏は、途上国のための新しいCEEMS諮問部会の設立を提唱し、承

認された。CEEMSは新しい途上国の略称で、正式な名称は4.1.5を参照。CEEMS諮問部会は2015

年 5 月に中国でOIML セミナーを開催した。そして委員会前の 10 月 19 日には以下の内容でセミナ
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ーを開催した。 

セミナー題目： OIMLセミナー「CEEMS諸国を支援するOIMLパッケージの進展」 

開会： Mason氏が開会の挨拶を行い、BIML副事務局長の Ian Dunmill氏が2015年5月の中国・

成都（Chengdu）におけるOIMLセミナーの報告を行った。同セミナーには外国から20名、中国

から80名が参加した。ここでは話題提供者による講演に加えて、Anna Cypionka氏（ドイツPTB）

の司会によるグループ・ディスカッションも行われた。そしてOIMLが今後取り組むべき課題とし

て、(1) 能力開発（capacity building）、(2) 法定計量における効率向上、(3) 型式承認制度・証明書

制度の充実が提案された。 

(1) セッション 1 「能力開発」：Cypionka 氏がドイツ PTB と同国の途上国支援活動の紹介を行い、

資金や施設以上に人的資源の不足が問題となっており、その点でOIMLやRLMOによる支援と連

携が大切であると訴えた。Andy Henson氏（BIPM）は、CBKTを含むBIPMによる途上国支援

活動の紹介を行った。そこには、OIML も協力機関として参加している。Juan Pablo Davila 氏

（UNIDO）は、持続的で包括的な産業と市場の育成、品質基盤制度（quality infrastructure）の構

築、AFRIMETS 等に対する途上国支援活動を含む同機関の活動を紹介した。Irina Kireeva 氏

（ACP-EU TBT プログラム代表）は、計量を含む品質基盤制度の拡充、認定・認証・適合性評価の

ための制度の必要性について述べた。これに対して一部の途上国からは、各種の支援制度へ申請・参

加するための手続きや情報の不足、計量における技術革新への対応といった問題が指摘された。 

(2) セッション 2 「CEEMS 諸国における市場規制改善のための支援」：Manfred Kochsiek 氏（元

PTB／OIML 名誉会員）は、25 の途上国に対してコンサルタントとして助言を行ってきた経験か

ら得られた途上国支援活動における重要項目について説明した。Magdalena Chuwa氏（タンザニ

ア）は、OIML表彰「法定計量に対する顕著な貢献賞」の2013年の受賞機関（Tanzania Weights 

& Measures Agency）を代表して講演を行い、途上国のOIML TC/SC活動への積極的参加、計量

制度の重要性に対する啓蒙活動、型式承認制度の拡充について訴えた。更に同氏は、今年からCIML

運営委員に任命された。Stephen O’Brien氏（ニュージーランド）は最近のフォルクスワーゲン社

の問題を例に挙げて、政府による産業界に対する規制や管理の重要性、及び法定計量におけるCTT

（型式適合性）審査の意義を訴えた。これに対しては、市場投入前の調査（pre-market surveillance）、

計量器ソフトウェア認証の重要性、政治家への啓蒙活動、計量に関する法体系の整備などについて

質問やコメントがあった。 

(3) セッション3 「法定計量制度改革のための新しい考え方」：Stuart Carstens氏（南アフリカの元

CIML委員）は、計量のための新しい形の法制度、OIML証明書制度の活用、デスクトップ市場調

査（オンラインで生産過程の情報を収集する）について報告した。Himba Cheelo氏（ザンビア）

は同国で活用されている MEDA と呼ばれる特殊計量容器、トラックからの積み卸しのためのメー

ター（unloading meter）について紹介した。Guo Su氏（中国AQSIQ）は、計量に関わる大都市

及び地方の企業を支援するための中央政府と地方計量機関が連携した取り組みについて紹介した。

政府は、社会の自律的な監視と管理の仕組みを利用した計量器に対する自主的な管理体制の構築を

－ 205 －



 

提案している。 

(4) セッション 4： 「パネルディスカッション」：Mason 氏を座長とした総合討論が行われ、次のよ

うな問題提起が行われた。OIML D1「計量法に関する考察」を活用した途上国支援、途上国を意識

したOIML証明書制度の改革、計量に関する啓蒙活動、計量器に対する市場調査、自主的な計量管

理制度（中国の例）の提案、TC/SC 活動への途上国の参加、BIPM の DCMAS と OIML の連携、

途上国支援活動を提供する機関相互の連携など。 

 
4.1.2 RLMO（地域法定計量機関）円卓会議（10月19日） 

RLMO 円卓会議には通常、地域法定計量機関の代表者が参加し、前回（2014 年）から三木氏が第

二副委員長として議長を務めている。今回の円卓会議は10月19日の夕方に開催され、我が国代表団

も参加した。今回の円卓会議には、AFRIMETS（SADCMEL代表）、APLMF、ARAMEL、COOMET、

SIM、WELMEC 及び BIML を代表して、合計 11 カ国（カナダ、中国、ドイツ、日本、オランダ、

ニュージーランド、ロシア、スウェーデン、南アフリカ、チュニジア、米国）から 22 名が参加した

（略称の説明は II章）。 

円卓会議ではまず、三木議長が RLMO ホームページの進捗状況について報告し、予備的なホーム

ページの原案を提示した。これに続いて 6 名の RLMO の代表・代理（南アフリカ、中国、チュニジ

ア、ロシア、米国、オランダ）が報告を行った。これらの報告の多くは、各 RLMO の歴史、加盟国

の構成、内部機構、地域における役割、域内研修活動を含むものであった。 

その後の質疑応答において、南アフリカは既に研修制度が確立している他の RLMO へ準加盟国と

して加盟することを通して、その RLMO が実施する研修制度へ参加することを要望した。ロシアは

OIML文書の定期的な改訂作業について、一部には古くても価値のある文書も含まれるため、その内

容を吟味した上で慎重に進めることを提言した。ロシアはまた、OIML文書D1が科学的計量標準の

ための制度も含めたより広い範囲を対象とすべきであると提言した。今回から参加したARAMELは

2011年にモロッコで設立された新しい地域法定計量機関であるが、以前から存在する中東地域の計量

機関であるGULFMETとは別組織であるという説明があった。 

結論として、RLMO 相互の情報交換の継続、RLMO ホームページの作成作業の継続、そして次回

のRLMO円卓会議を第51回委員会（2016年）の前後に開催することで合意した。 

 
4.1.3 第50回CIML委員会の報告（10月20日～22日） 

(1) 開会 

フランス経済・財政・産業省（Ministère de l'économie, des finances et de l'industrie）のNogier

氏が開会の挨拶を行った。それに続いて同国 DIRECCTE（企業・競争・消費・労働・雇用の地域総

局）を代表して Isabelle Notter氏が講演を行い、フランスの紹介、フランス政府による計量制度への

取り組み、法定計量制度における認定制度の活用などについて紹介した。 

(2) 前回議事録の確認 

－ 206 －



 

第 49 回委員会（2014 年 11 月）の議事録が承認された（決議 2015/1）。この議事録の我が国に関

わる記述は、法定計量の恩恵に関するオーストラリアの報告へのコメント（議事録 6.4 項）、RLMO

円卓会議の報告（議事録 7.4 項）、世話人のいないプロジェクトへのコメント（議事録 13 項・決議

2014/14）であった。 

(3) CIML委員長の報告 

委員長の Mason 氏がプレゼンテーションを行った（決議 2015/2）。主な内容は加盟国・CIML 委

員の変遷、基本文書B6「技術作業指針」の改訂作業、MAA制度検討のための臨時作業部会（AHWG）

の活動、CEEMS諮問部会の活動、他機関との連携、気候変動に対応したBIPMとの連携、運営委員

会（PC）メンバーの変遷、今回60周年となるOIMLの歴史であった。Mason氏は今後OIMLが取

り組むべき課題として、(1) 文書改定作業の迅速化、(2) OIML証明書制度の改革、(3) 途上国支援活

動の促進を挙げた。 

(4) BIMLの活動 

1) 一般報告 

BIML 局長の Patoray 氏が報告を行った（決議 2015/3）。主な内容は、加盟国数の変遷、B6 改

定作業、MAA 制度改定のための臨時作業部会の活動、BIML ホームページの改修、途上国支援で

あった。 

2) OIMLの新ホームページの進展 

Ptoray 氏が、ここ数年の OIML ホームページの改訂作業の経緯を報告した。更に 2015 年 2 月

にBIMLは、TC/SC/PG世話人のための新しい会員ホームページであるPGワークスペースを設立

した。このPGワークスペースは改訂作業中の文書に関する情報共有やPG内の採決のための機能

を有している。さらに将来はB6改定作業、OIML証明書制度、RLMO円卓会議、CEEMS諮問部

会のためにも新たなワークスペースを用意するという報告もあった。 

これに対してCharles Ehrlich氏（米国NIST）は、PGワークスペースが提供する機能の多くは

B6 に規定された文書の改定作業と重複しており、そこで用いられている改訂案のバージョンを指

す用語（WD, CD等）もB6と同じなので、TC/SC/PG世話人に大きな混乱を与えていると指摘し

た。同氏はPGワークスペースの位置づけと用いられる用語について、BIMLが明確な説明を行う

べきだと主張した。更に我が国の三木氏は、BIMLが全ての世話人のために研修やオンライン教育

を実施することを提案した。オランダもBIMLの責任における説明の必要性と、リエゾン（連携機

関）の PG ワークスペースへの参加権限の追加を要望した。これらの指摘に対して Patoray 氏は、

PG ワークスペースは B6 に基づいた公式な改定作業を支援するための非公式な位置づけにあり、

CD や DR 等の承認作業は今後も公式ホームページを使って行われ、用いられる用語についても定

義を加えると説明した。 

3) BIML副局長（Kool氏）の任期更新 

副局長のWillem Kool氏は2016年末で5年の任期を迎えるため、副局長の任期延長に関する議

題が提案された。局長・副局長選任の手続きはB13「BIML局長及び副局長の選任手続」に規定さ

－ 207 －



 

れており、その要点は次の通り。 

①局長の任期を単に延長する場合には、CIML 委員長は委員会において任期延長を提案できる。 

②もし局長ポストが空席になることが分かっている場合には、任期が切れる1年前の委員会まで

に候補者の公募手続きを始める。 

③公募する場合、任期が切れる 1 年前の委員会において選考委員会（Selection Committee）を

組織する。そのメンバーは委員長または副委員長（1名）と4名のCIML委員である。 

④採決のルールは、OIML条約（B1） 第17条に基づく。 

⑤副局長に対する手続きについてはB7「BIML 職員規定：2013」の7.2.2項も参照。 

委員会ではPatoray氏から、Kool氏の過去の功績も含めた状況説明が行われ、最終的に同氏の5

年間の任期延長が承認された（決議2015/4）。 

しかし、委員会終了後の2016年2月12日にKool氏は急逝した。後継者については、2016年2

月の時点で未定である。 

4) BIML局長（Patoray氏）の任期更新 

2011 年に局長に就任したStephen Patoray 氏は 2015 年末で 5 年の任期を迎えるため、既に第

49 回 CIML 委員会において任期延長に関する議論があり、上限を 5 年として任期を延長すること

が合意された（決議 2014/4）。今回の委員会では Mason 氏が状況説明を行い、更に Patoray 氏自

身が任期の延長を求める提案を行った。ただ任期について同氏は、より短い3年間の延長を求めた。

結果的にこの提案は承認されPatoray氏の2018年末までの任期延長が承認された（決議2015/5）。 

(5) 加盟国及び準加盟国 

BIML局長より、OIML加盟国の変遷について報告があった。それによると、この1年間に加盟国・

準加盟国に変化はなかった。CIML委員については、アルジェリア、ブルガリア、エジプト、ハンガ

リー、イラン、オランダ、マルタ、ロシア、スイス、南アフリカ、ザンビアの委員が交代した。なお

英国については、NMOがNMROへと組織改編された。 

(6) 財務に関する案件 

1) 2014年の会計報告 

Patoray 氏より 2014 年度の会計報告が行われ、その内容が承認された（決議 2015/6）。ちなみに第

47 回委員会では、中国、インドなど一部の加盟国の分担金クラスを引き上げた。その反面、2013-2016

年の正加盟国の基本分担金は、前の会計期間から3％値下げされ€14000となった（日本のクラスは4等

級=8 倍）。準加盟国の分担金は、この基本分担金の 1/10 である。OIML 基本証明書／MAA 証明書の

登録手数料についても値下げされ、現在は€350／件である。またBIML職員の年金制度については既

に第44-45回CIML委員会にて議論があり、OIML分担金を年金制度に充当しないという合意がある。 

2) OIML翻訳センターの管理 

OIML 翻訳センターは 1975 年に設立され、その業務は外部の翻訳業者に委託されている。翻訳

センターの設立当初は、OIMLの公用語であるフランス語で文書が作成されていたので、英語への

翻訳が業務の主体であった。そのため、当時は英語を必要とする加盟国が自発的に分担金を支払っ
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ていた。しかし近年では文書は主に英語で作成され、発行された文書がフランス語に翻訳される場

合が多いため翻訳作業は減少し、分担金の残高にも余裕がある。我が国は同センター発足当時から

継続的に最高レベルの分担金を支払っていたが、現在は中止している。翻訳センターの運営方針に

ついては主に第46-47回委員会において活発な議論が行われた。それ以降、BIMLは出版物の未処

理分を減らすための翻訳作業（英語・フランス語）や文書の電子化作業を積極的に行い、2011年に

最大100,000ユーロに達していた余剰金総額は、2015年6月の時点で39,000ユーロにまで減少し

た。 

2015 年 6 月に BIML は 15 カ国の出資国に対して意向調査を行い、翻訳センター余剰金の取り

扱いに対する選択肢として、(1) 翻訳対象文書を拡大して使い切る、(2) 出資国へ返金する、(3) 預

かり金として保管するのという３つの選択肢の中から回答することを求めた。これに対して我が国

は、「2016年に日本が支払う加盟国分担金から預かり金を減額する」というBIMLとの合意の元に、

選択肢(3)にて回答した。 

委員会では、この意向調査について Patoray 氏より、10 カ国が選択肢(1)を、2 カ国が選択肢(2)

を、3カ国が選択肢(3)を選んだという報告があった。さらに同氏は、剰余金を全て使い切った時点

でCIML委員会へ会計報告を行い、その後は分担金の募集は行わないと述べた。これは翻訳センタ

ーの廃止を意味する。 

3) 2015年度予算の執行状況 

Patoray 氏が 2015 年度予算の見通しについて報告した。これについてはカナダ、スロベニア、

チェコから、BIML職員旅費の節約、利率の高い定期預金の利用、加盟国分担金の更なる低減を求

める意見があった。 

4) 加盟国及び準加盟国の未払い滞納金 

最近では第46回委員会／第14回OIML総会（2012年）において、参加国の拡大と長期滞納の

抑止というOIMLの相反する目的に関連して、滞納金の扱いに関する活発な議論があった。その結

果、滞納に伴う退会及び再加盟のルールについて再確認が行われた（第14回総会決議10, 11, 12）。

今回の委員会では、滞納金のある11の正加盟国及び22の準加盟国の名前が公表され、催促が行わ

れた（決議2015/7）。 

(7) 開発途上国に関する報告 

1) 他の国際機関と連係したBIMLの活動 

ここ数年、BIMLはAFRIMETS計量学校に対して積極的に協力を続けている。2014年10月にも計

量学校が開催され、Dunmill氏から報告が行われた。更にUNIDO、ACP-EU TBTプログラム、BIPM

のDCMASとの連携についても簡単な報告があった（決議2015/8）。なおDCMASはBIPM, IAF, IEC, 

ILAC, ISO, ITC, ITU, OIML, UNECE, UNIDOにより構成され、UNIDOやOIMLとも協力した研

修活動を行っている（略称の説明は IIを参照）。 

2) 途上国（CEEMS）諮問部会 

3) 開発途上国に向けた特別プロジェクト 

－ 209 －



 

第48回委員会（2013年）において、CIML運営委員会のメンバーであり、APLMF議長でもあ

る中国 AQSIQ の Pu Changcheng 氏は、途上国のための新しい諮問部会を提案し、承認された。

この部会はその後、「CEEMS諮問部会」と改称された。 

今回の委員会では、この CEEMS 諮問部会について AQSIQ の Guo 氏より活動報告が行なわれ

た（決議2015/9）。それによると、まず同諮問部会が主催して2015年5月に中国の成都市（Chengdu）

で開催された OIML セミナー、及び今回の委員会の直前に開催された OIML セミナーの概要報告

が行われた。また同氏は、今後の諮問部会の活動として新たにOIML研修センターを中国に設立し、

国際的な研修活動の拠点とすることを提案した。ただ当面の間、この研修センターは情報共有を中

心とした仮想的なもので、ここを通して各加盟国および各 RLMO の研修活動や講師との間で連携

を図る。また研修のための教材やビデオなどの情報共有を促進する。費用面では、中国政府が支援

を行う旨の提案があった。これに対してはケニアから、このような活動を支援し、積極的に参加す

る旨のコメントがあった。 

更にMason氏は、21日の午前中にCEEMS諮問部会の活動について予定外の時間を割き、今後

OIMLとして取り組むべき活動項目について、当初は予定されていなかった新しい決議案を提案し

た。これは決議案としては異例とも言える詳細なもので、その内容は各計量機関における能力開発、

計量器に対する適正な市場管理、計量に関する法整備の支援、新しい法定計量管理手法の検討、途

上国のための OIML 文書の作成、TC/SC 活動への途上国の参加、OIML 証明書制度の改革、品質

基盤制度の一角を担う法定計量の重要性に関する政府や関係機関への啓蒙活動、市場調査や CTT

制度の拡充、包装商品制度における国際整合化、OIMLによる各地域の研修活動への支援活動など

多岐にわたった。 

これらの報告に対しては米国、ニュージーランド、インド、フランスから、研修センターの実態

が曖昧である、予算支援の裏付けが不明確である、決議案が長い割には内容が不明確である、TC/SC

に途上国支援活動を期待するのは無理である、製造事業者の意見を聞くべきであるなどの意見があ

った。しかしこの決議案は、ほぼ提案された内容のまま、英語表現の修正を経て承認された（決議

2015/10）。 

なお途上国支援活動の背景として、過去にドイツPTBがOIMLの開発途上国ファシリテータ（世

話人）を担当していたが、個人レベルでの活動継続の困難から第47回委員会（2012年）において、

その役割は解消された。一方で同委員会において途上国支援を目的とした新たな OIML 特別基金

（€35,000/年）が承認された。第 49 回委員会においては、新たなOIML による途上国支援プロジ

ェクト「CoP2013：法定計量基盤が未発達である国を対象とした協力プロジェクト」が提案され承

認され、取り組むべき課題として包装商品制度の整備が提案された。 

(8) 他機関との協力関係（リエゾン） 

1) リエゾン（連携）活動に関するBIMLの報告 

Kool氏がOIMLと連携関係にある国際機関、すなわちBIPM、WTO、ILAC/IAF、ISO、IEC、

Codex、UNIDO、DCMAS、ITC、ACP-EU-TBT Program について概要報告を行った。これら
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の報告に関連して、ISO/IEC 17025「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」の改訂に

関わる ISO と OIML との連携、及び途上国が同規格に適合してゆくための支援について問題が提

起された。 

2) リエゾン（連携）機関による報告 

OIML と連携関係にある国際機関の代表が、次の報告を行った（決議 2015/11）。BIPM につい

てはAndy Henson氏が報告し、その概要は加盟国の変化、CIPM MRAの進展とKCDBの更新、

SIの定義改訂の動向、ISO/IEC 17025の改定作業、研修制度CBKT及びOIMLとの連携などであ

った。 

欧州のはかり工業会であるCECIPからは、法定計量部長であるKarlheinz Banholzer氏（ドイ

ツ・ザルトリウス社）が活動報告を行った。CECIP のメンバーは欧州が中心だが、それ以外の地

域の日本や中国を含む計量機器団体とも連携しており、この中で同氏は 2015 年に 6 月に東京で行

われた（一社）日本計量機器工業連合会との会合について報告した。これについては Schwartz 氏

や O’Brien 氏から、他地域の工業会との連携を歓迎する旨のコメントがあった。これ以外にも

ILAC/IAFからは、フランスの国家認定機関であるCofracを代表してLaurent Vinson氏が報告を

行い、更にEURAMETについてはチェコ代表が報告を行った。 

3) RLMO円卓会議の報告 

毎年、委員会の前にRLMO（地域法定計量機関）円卓会議が開催されている。今回の円卓会議は

10月19日の夕方、すなわち委員会の直前に開催された（0章参照）。委員会においては、円卓会議

議長の三木氏から資料と共に概要報告が行い、その内容が承認された（決議2015/12）。この報告に

対してチュニジアは概要報告の微小な訂正を要求し、インドは輸出入される計量器のOIML証明書

に対する適合性評価の徹底を要求した。 

(9) 技術活動 

1) プロジェクト・グループ・ワークスペース他の事項に関するB6の再検討 

既に0でも述べたように、BIMLはOIMLホームページ上にPGワークスペースを構築し、2015

年 6 月には、この会員サイトを使うためのガイド「Guidance for conveners on the new PG 

Workspaces」を加盟国に送付した。Dunmill 氏の報告によると、既にBIML は一部の加盟国を対

象にして、このワークスペースの使用法に関する 1 日の講習会を開催した。BIML は今後の

TC/SC/PG における文書の改訂に関わる草案の公開、コメント提出、PG 内の承認手続きは全てこ

のサイトを用いてオンラインで行うことを提案している。ここでは、他国の投票結果やコメントを

即時に閲覧することもできる。 

これに対して Ehrlich 氏（米国）は再び、ワークスペースと B6「技術作業指針」との関係が曖

昧であり、そこで使用される用語もB6と重複している点を指摘した。更に同氏はTC9/SC2（自動

はかり：英国）が担当するR61「充てん用自動はかり」の改定作業において、勧告案の第1-3部が

全て揃っていなかったということを理由として BIML の指示により 3CD（第 3 次委員会草案）が

1WD（第1次作業草案）まで差し戻された例を挙げ、B6は3部揃えて改訂作業を進めることを明
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確には要求していないと訴えた。 

2) B6改定のための新しいプロジェクト・グループの提案 

B6「OIML 技術作業指針」はOIML の重要な基本文書の一つであり、TC/SC/PG の構造や技術

活動の基本的な枠組みを規定している。BIML は 2010 年頃から B6 の改定作業を開始し、その改

訂版を2011, 2012, 2013年と立て続けに発行した。第48回委員会（2013年）においては日本、米

国、ドイツを中心とした加盟国が「現在は B6 が対象としていない B（基本）文書についても、一

部の重要文書を対象とすべきだ」と要求したが、受け入れられなかった。このとき Mason 氏は、

OIML の重要な基本文書であるB6 が毎年改訂されるという事態は好ましくないという理由から、

改定作業を当面の間停止することを提案した。そして一部の重要なコメントが、「ステップ2」と呼

ばれる検討課題として残された。 

2015年3月にパリで開催されたCIML運営委員会では、B6改定作業を再開することが提案され、

そのための臨時作業部会（WG）が組織された（我が国は不参加）。このWGは今後の活動として、

第 48 回委員会において CIML 委員から指摘され現行版の B6-1（2013）には反映されていない重

要コメント（ステップ 2）を再検討し、それと共に決定プロセスの効率化や B6 への編集的なコメ

ントも考慮することで合意した。更にWGはB6自体も含めたB文書の改定の手続きのあり方につ

いて検討し、今回の委員会に備えて以下の二つの手続きが代案（Variant）として提案された。 

代案1： ToR（合意事項）として、CIML委員長を主査とし、BIMLを事務局とし、正／準加盟国か

ら指名されたメンバーにより構成される PG により B6 の改訂作業を進める。PG はできるだけ合

意に基づいて議論を進めるが、採決が必要な場合は、B6-1（2013）の 5.12 項の複数ルールの中か

ら最適なものを選ぶ。改訂の手順としては、B6-1には規定されていない迅速化された独自のスケジ

ュールに従う。そして新しいB6 の最終草案が第 51 回委員会（2016 年）において承認されること

を目標にする。 

代案 2： ToR は代案１と同じ。しかし改訂作業においては B6-1（2013）の手順を遵守する。即ち、

PG メンバーを公募し、最低でも 2 段階の委員会草案（1&2 CD）を作成し、それぞれの過程で 3

ヶ月以上の審議期間をおき、そのうち 2CD 以降は投票対象とする。そのため改定作業には時間が

かかり、新しいB6 の最終草案は早くとも第 52 回委員会（2017 年）において承認されることにな

る。 

委員会ではまず、Patoray氏がOIMLの内部規約を規定した重要文書であるB6の位置づけを考

慮して、独自の WG による迅速な改定作業を提案した代案 1 の採択を推奨した。Mason 氏も個人

的には代案 1 を望みつつ、B6 に沿った代案 2 にも理解を示し、迅速化を目指しながら投票規則な

ど可能な部分は B6 に従うことを提案した。一方で米国、日本、オランダは、重要文書であるから

こそ作業を急ぐべきではなく、検討のために文書案の翻訳が必要な加盟国も多いことを勘案して、

代案2の採択を強く訴えた。しかし挙手による投票の結果、53カ国が代案1を希望し、我が国を含

む7カ国が代案2を希望したため、最終的に代案1が採択された（決議2015/13）。 

3) 承認事項 
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①R87最終勧告案の承認提案と取り下げ 

TC6（包装商品）が担当する R87（包装商品の内容量）については、2004 年の現行版を改定

するための検討作業が続いていた。この過程で我が国は、新しい段階的サンプリング手法である

附属書 H の提案や 2012 年の東京における TC6 会議のホストなど、数多くの貢献を行った。委

員会の前には R87 の国際勧告案（DR）がオンライン予備投票にかけられ、我が国はコメント付

きで賛成投票した（2015年9月）。 

今回の委員会では R87（DR）が予備投票を通過することを前提に、当初はその最終国際勧告

案（FDR）への承認が求められていた。しかし委員会直前に公開された予備投票の最終結果によ

ると、オーストラリア、オーストリア、ブラジル、カナダ、ドイツ、スイス、米国が反対投票を

投じた。さらに一部には重要なコメントも含まれていたため、この予備投票は否決された。従っ

てFDRを承認するための決議案も取り下げられた。 

予備投票への反対意見の多くは、サンプリング手法におけるロットサイズ、サンプル数、許容

できる不適切な包装商品の数を定めた表2a及び表2bに対するものであった。これらの表は日本

の提案により改定されたもので、以前は1つであった表を、固定された離散的なロット数に対す

る表2a、及び広い範囲の任意のロット数に対応する表2bの2つに分割した。この変更は国によ

って大きく異なるサンプリング手法に幅広く対応するためのものであったが、一部の加盟国は２

つの表の違いが分かりにくいと指摘した。そこでTC6 は急遽、臨時のTC6 会議を 2016 年 1 月

にブラジルで開催し、DRの再提案に向けた議論を進めることとなった。 

②最終国際勧告案（FDR）の承認 

委員会では表2にNo. 1-3で示した3つの最終国際勧告案（FDR）について最終承認が求めら

れ、我が国も賛成投票を行い、これらは全て承認された（決議2015/14）。これらの最終承認の前

には、DRに対するオンラインによる予備投票が実施され、我が国も全て賛成で回答している。 

 
表4-2：第50回CIML委員会において話題に取り上げられたOIML文書 

（委員会後にオンライン承認が予定されているものも含む） 
No. 文書番号 文書名 TC/SC/PG 

（幹事国） 
予備投票（回答期

限 / 日本回答 / 
最終結果） 

第50回委員

会における決

議 
1 R 139-3 

FDR 
自動車用圧縮ガス燃料

の計量システム  
第3部：試

験報告書 
TC8 / SC7 / p4 
（オランダ） 

15.5.4 / 賛成 /  
承認 

承認 

2 R 79 
FDR 

包装商品のラベル表記に関する要

求事項 
TC6/p2（南ア） 15.6.10 / 賛成 / 

承認 
承認 

3 （新R）
FDR 

眼科医療器具－圧入

及び圧平式眼圧計 
第1-3部 TC18 / p1 

（ドイツ） 
15.6.11 / 賛成 / 

承認 
承認 

4 R 87 
FDR 

包装商品の内容量 TC6/p3（南ア） 15.9.24 / 賛成 / 
否決 

取り下げ 
TC6で審議 

5 （新D）

FDD 
法定計量での適合性評価における

測定の不確かさの役割 
TC3/SC5/p2 

（米国） 
15.10.13 / 賛成 

/ ? 
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6 （新R）
FDR 

穀物及び油脂種子の蛋白質計 TC17/SC8/p1 
（オーストラリア） 

15.11.13 / ? / ?  

7 R71 定置型貯蔵タンク：一般要求事項

(2008) 
TC8/SC1 
（ドイツ） 

改定プロジェクトの承認 

8 R85  定置型貯蔵タンクの液面測定用自動

液面計(2008) 
TC8/SC1 
（ドイツ） 

改定プロジェクトの承認 

9 （新R） 自動はかり（湾曲アーチを使用） TC9/SC2（英） プロジェクトを検討し再提案 
10 R18  線状消失式高温計(1989) TC11/SC3（露） 現行版の取扱は未決定 
11 R76  非自動はかり(2006) TC9/SC1（仏独） 現行版を改定する 
12 R111 分銅(2004) TC9/SC3（独） 現行版の取扱は未決定 

 
③最大許容誤差の不当な利用の禁止 

2014年3月にCIML運営委員会は三木第二副委員長に対して、OIML加盟国における「最大

許容誤差の不当利用防止に関するルール」の運用状況に関する調査を指示した。このルールは通

称、「同符号ルール」や「水平ルール」とも呼ばれる。この調査は、実際には産総研内のOIML TC 

8（流体量の計測）事務局が実施し、報告書が委員会資料の追補8.3.3として提出された。 

これは計量器、特にユーティリティーメーターの器差特性について、全計量範囲における器差

を MPE（最大許容誤差）の上限近くに意図的に設定することを禁じるものである。このルール

は既に日本、欧州、及びR137（ガスメーター）など一部のOIML文書に導入されているが、OIML

として統一された規定はない。一方で米国は、このルールに科学的根拠がないことを理由に反対

し、より合理的な解決策を要求した。そこでBIMLは、以下の文章(a)と(b)を今後のOIML勧告

に導入することを求める決議案を提案した。 

(a) 計器は、最大許容誤差の盲点をついてはならず、又は意図的にいずれかの当事者に有利で

あってはならず、及び／又は、 
(b) すべての誤差が同じ符号をもつときは、それらすべてが、［規定値」を超えてはならない、 
委員会ではこれらの文章の案について議論があり、そのうち定量的な規定を含む(b)の是非につ

いて各国の意見は二つに分かれた。結局合意には至らず、また時期尚早ということで、この決議

案は取り下げられた。そして引き続きTC8事務局が、文章案の改訂版について検討を続けること

となった。またこのTC8による報告書については事前にオランダよりコメントがあり、欧州制度

に関する報告の一部の間違いが指摘された。これについてもTC8事務局が修正作業を行うことに

なった。 

④TC 8/SC 1の新規プロジェクト、“定置型貯蔵タンク”の提案（R71） 

米国（Richter氏）は、R71「定置型貯蔵タンク：一般要求事項：2008年」を改定するプロジ

ェクトを提案した（表2参照）。担当する小委員会はTC8/SC1（静的体積・質量測定：ドイツ）

である。この提案は、委員会において承認された（決議2015/15）。 

⑤TC 8/SC 1の新規プロジェクト、“静的体積と質量測定”の提案（R85） 

米国（Richter氏）は、R85「定置型貯蔵タンクの液面測定用自動液面計：2008年」を改定す
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るプロジェクトを提案した（表2参照）。担当する小委員会はTC8/SC1（静的体積・質量測定：

ドイツ）である。この提案は、委員会において承認された（決議2015/16）。 

⑥TC 9/SC 2の新規プロジェクト、“自動はかり”の提案 

オランダは、R50（連続式積算自動はかり）に基にした新しい勧告「自動はかり」を作成する

プロジェクトを提案した。担当する小委員会は TC9/SC2（自動はかり：英国）である。これは

R50のようなベルトを使わず、湾曲した鉛直方向のアーチ（通路）の中を落下する試料が通路壁

に与える遠心力を検知して試料の質量を求めるという、全く新しい原理に基づいた自動はかりで

ある。この計量器は既に実用化されており、オランダでは法定計量管理の対象とすべく検討が進

められている。しかし委員会では多くの加盟国がこのような計量器の存在を知らない点、また欧

州 CECIP との事前の情報共有が不十分であった点が議論となった。結局、このプロジェクトへ

の投票は時期尚早として見送られ、オランダが計量器の詳細な説明を含む提案文書を作成し直す

こととなった。 

4) 情報事項 

①OIML文書の定期的見直し 

2015年7月にBIMLは全加盟国に対して、現行版の TC11/SC3 - R18 「線状消失式高温計：

1989年」、TC9/SC1 - R76 「非自動はかり：2006年」、及びTC9/SC3 - R111 「分銅：2004年」

の定期見直しのための意向調査への回答を依頼した。我が国はこれらの案件のうち R18 につい

ては現在のまま承認、R76とR111についてはコメント付き改定で回答した（同年9月）。 

委員会におけるDunmill氏よる報告によると、これらの調査への回答数はR18が6カ国、R76

が13 カ国、R111 が10 カ国で、OIML にとって重要な勧告が含まれることを考慮すると想定外

の少ない数であった。その結果、R18とR111については未決定となり、R76は改定することと

なった。 

②船のコンテナの計量 

Dunmill氏が ICHCA（国際荷役調整協会）のセミナーに出席した報告書をOIML機関誌（2015

年10月号）に掲載し、その記事が委員会資料の追補8.4.2として提出された。それによると IMO

（国際海事機関）は今後、船に積み込まれるコンテナ重量に対する計量証明を新たに義務づける

ことになった。しかし委員会においては報告書の紹介のみで、この案件に関する議論はなかった。 

(10) OIML証明書制度 

法定計量における証明書制度とは一般に、計量機関が実施する計量器型式への評価結果に対する証

明書（承認通知書）や型式評価報告書に関して、国際的な相互受け入れを実現するための制度を意味

する。ちなみに現時点で産総研はR117&118（燃料油メーター）とR115（電子体温計）、そして2014

年からはR49（水道メーター）を加えたカテゴリーでOIML基本証明書を発行している。MAA制度

については、R60（ロードセル）とR76（非自動はかり）のMAA証明書を発行している。 

1) 臨時作業部会の報告 

MAA制度は基本証明書制度を置き換えるべく2006年より運用が開始された新しい制度である。
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MAA 制度では証明書の発行に関与する試験機関の能力をより厳しく審査し、証明書と型式評価報

告書に対する信頼性を向上させ、その代わり相互受け入れの義務も強めている。 

しかし、かねてから 10 年を経ても基本証明書から MAA への移行が進んでいないという問題が

CIML において指摘されている。そこでここ数年、第一副委員長のSchwartz 氏を主査とする臨時

作業部会（AHWG）を構成して、新しい証明書制度への移行に向けた検討を続けている。AHWG

は2014年の3月（米国NIST）、11月（第49回委員会）、2015年の2月（パリ）、6月（ロンドン）

に WG を開催した。これらの検討の結果、新しい証明書制度（OIML-CS）のための提案書が追補

9.1として提案された。OIML-CSでは、従来の基本証明書制度とMAA制度が、それぞれ実質的に

はスキームA及びBとして残ることになる。そして今回の委員会では、今後のAHWGによる作業

の進め方について以下の二つの決議案が提案された。 

決議案2015/17 の要約： 新しいOIML-CS への移行に向けた提案（追補9.1 B）をCIML として

受け入れる。AHWGは解散し、その作業はCSPGに移行する。 

決議案 2015/18 の要約： OIML-CS のための 3 つの基本文書（基本文書 Bxx、運用規定、参加メ

ンバー規定）を作成する証明書制度プロジェクトグループ（CSPG）を組織する。そしてBxxの

最終文書案を第51回CIML委員会へ提出し、2017年1月からOIML-CSの運用を目指す。 

AHWG による提案書（追補 9.1）に対して我が国は、計量器証明書分科会における議論を経て

AHWGへコメントを提出した（2015年10月）。それらのうち重要なコメントは以下の通りであっ

た。 

①新しい4つの組織（MC、AP、BoA、TLF）による運営が提案されているが、重要案件につい

ては、依然としてCIML 委員会等の公開された会議で議論されるべきである。 

②新しい組織のメンバーの選定の手続きが不明瞭である。またメンバーについては、先進国／途

上国、発行国／受入国、地政学的地域についてバランスを考慮すべきである。 

③適切な運営のために、BIMLはOIML-CS 専属のスタッフを新たに採用すべきだ。 

④実際にはスキーム A（基本証明書相当）を B（MAA 相当）に統合することになると思われる

が、現実的ではない。むしろ第三者認定というスキームBへの現在の参加基準を緩和すべきだ。 

⑤スキームA又はBによる証明書の発行／利用において、”宣言”を要求している。しかしこれは

前者（基本証明書相当）には厳しすぎる。 

⑥R49, R60, R76のカテゴリーでは、OIML-CS が運用された後も2つのスキームAとBは併行

して残ると思われるが、前者を終了する期限又は条件が不明確である。 

⑦OIML-CS が運用された後の既存の OIML 証明書（基本・MAA）の位置づけについて検討す

べきだ。一部の製造事業者は古い証明書を修正しながら使い続けている。 

⑧新しい基本文書 Bxx の作成手続きは B6 に従うべきだ。たとえ Bxx が第 15 回総会（2016）

に間に合わなくても、加盟国に受け入れられる新しい制度を熟慮の末に設計すべきである。 

これらの我が国のコメントに対してKool 氏とSchwartz 氏はAHWG としての回答を付け加え、

我が国のコメントと共に委員会資料として公開した。この回答文書の中でAHWG は我が国のコメ
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ントの一部に理解を示し、一部には引き続き検討中であると回答したものの、(4), (5), (8)の意見に

ついては受け容れられない旨の回答を行った。また⑥については、迅速にスキームB（MAA相当）

へ移行することを目指すべきだという回答を行った。 

委員会ではAHWGの提案書に対してチェコ、CECIP、フランス、インド、スウェーデン、南ア

フリカ、チュニジア、米国から多数の意見があった。それらの内容は、発行機関や利用機関の曖昧

な定義、文書的な完成度は高いが実現性に乏しい提案内容、任意制度としての実現性への疑問、4

つの新組織の効率的な運営に対する懸念、加盟国に対する人的及び予算的な負担増への懸念、証明

書の利用状況に対する再調査の必要性、財政面から見た検討の不備、既存証明書の有効性への要望、

既存のCPR構造の継承とTC3/SC5（適合性評価）による文書作成作業の必要性（米国）といった

ものであった。我が国も改めて、B6 に基づいた時間をかけた文書作成の手続きやスキーム A から

Bへの移行期間の必要性について主張した。 

これに対してMason 氏とSchwartz 氏からは、既にOIML には証明書制度に関する人的資源が

あり電子メールやオンライン・システムも活用するので予算も含めて各国の負担増にはならない、

IEC 等の他機関では既に同様の認証制度を運用している、移行期間については既にB10（MAA 制

度）にも規定があるので導入可能である、基本文書の承認は 2016 年の総会以降でも可能なので提

案したスケジュールは状況に応じて調整可能である、といった説明があった。 

決議案2015/17と2015/18について挙手による採決が行われた結果、前者については7カ国が棄

権し、後者については3カ国が棄権し、その他の加盟国は全て賛成した。その結果、二つの決議案

が共に承認された（決議2015/17-18）。なお我が国は、これらの採決において全て棄権した。 

なお委員会の前には、BIML より CSPG への参加メンバーの募集が行われ（回答期限 10 月 20

日）、既に 9 カ国が名乗りを上げているという報告があった。これについてBIML からは、今後も

引き続きメンバーを募集するというコメントがあった。 

2) OIML証明書制度に関する報告 

委員会では BIML の証明書制度の担当者である Luis Mussio 氏が、統計的な集計結果を含めた

OIML証明書制度の現状について報告した。また同氏からは、証明書の発行機関に対する年次報告

書の提出要請、及び発行機関の連絡担当者の確認作業を実施中であるという報告もあった。 

(11) 第15回総会の準備 

1) 第15回総会に関する情報 

第15回OIML総会／第51回委員会（2016年）については、特に報告はなかった。 

2) OIML条約第13条の解釈に対する提案（連絡が取れないCIML委員） 

BIMLは第15回OIML総会における最終承認に備えて、OIML条約（B1）の第13（XIII）条、

第4段落の新たな解釈に関する決議案を提案した。その主旨として、長い期間連絡が取れないCIML

委員（国際法定計量委員）がいるため、投票における定足数（投票が成立するための最低の回答数

／出席数）がB1の規定を満たすことができず、特に3/4の定足数が必要なCIML投票（オンライ

ン及び出席）では大きな障害となっている。そこで、BIML は B1 第 13 条について、このような
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CIML委員を定足数の算定から外すという新たな3つの解釈を第15回OIML総会へ提案すること

を求めた。これらの解釈の内容は、第4章の決議2015/19の項目(a)-(c)を参照（224-225ページ）。 

しかし委員会においてはインド、オランダ、スウェーデン、米国からこれらの解釈について、定

足数の算定におけるCIML委員の除外とその委員の地位の剥奪との関係が不明確である、個人の資

格と国家の参加資格を分離すべである、これらの解釈は「解釈/interpretation」ではなく条約を実

施する「手順/procedure」と呼ぶべきである、といった指摘が続いた。 

これに対してPatoray氏とSchwartz氏は、その加盟国が分担金を払い続けている限り委員とし

ての地位の剥奪には繋がらず、単に計算上除外するに過ぎないと説明した。更に Kool 氏は、今回

の委員会でも7カ国が代理を立てないまま無断欠席しており、もしも定足数の不足により決議する

ことができなければ、参加した全てのメンバーの旅費が無駄になると窮状を訴えた。結果的にこの

決議案は、「解釈」という表現を「手順」に修正した上で、承認された（決議2015/19）。 

3) CIML委員会における承認案件への投票 

第 48 回委員会において、包装商品認証システムに関するガイド文書の作成を始めるための決議

案（2013/13）が議論の過程の採決では過半数の承認を得たにも関わらず、最終投票において80％

の賛成票を得られなかった。そこで一部の表現を変えて、この決議案が最終的に採択されたという

経緯があった。その遠因として、OIML条約の8条（VIII）は総会について例外的な過半数による

承認ルールを認めており、その考え方は既に B6 にも導入されている。しかし委員会に関する条約

の 17 条（XVII）は、このような過半数ルールを認めていない。第 48 回委員会のような事件の再

発を防止するために、BIMLは過半数ルールを委員会にも導入することを要望している。そのため

に、以下の4段階の提案が行われた。 

①特に対策は講じず、今後も状況に応じて対応する。 

②総会の指示又は決議により、委員会において過半数ルールを実質的に運用できるようにする。 

③総会決議により、条約17条の新しい解釈に関する修正文書を発行する。 

④条約を修正する。 

ただし今回の委員会のための決議案は用意されておらず、これらの提案に対する議論はなかった。 

(12) 表彰 

OIML功労賞（OIMLメダル）がベトナムとポルトガルの代表に授与された。さらに「法定計量に

対する顕著な貢献賞」がセントルシア標準局と韓国のKTCに授与された（決議2015/20）。 

(13) 今後のCIML委員会 

第51回委員会を2016年10月中旬にフランスで開催することについて合意した。開催都市につい

ては委員会の時点では決定されなかった。第52回委員会の開催地も未定である。 

(14) 決議案への最終投票 

今回の委員会中に提案された全ての決議草案について、10月22日にまとめて採択が行われた。採

決のルールは、全CIML委員の3/4以上が出席し、その4/5以上が投票し、その4/5以上が賛成投票

であることである（B1 第 17 条）。実際の採決は挙手によって実施され、その結果、全ての決議案が
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賛成多数で承認された。決議事項は4.1.6 第50回CIML委員会決議事項を参照。 

 
4.1.4 委員会の概要と主な決定事項 

(1) BIML局長の任期を、2018年末まで3年間延長する案が承認された。 

(2) BIML副局長の任期を、2020年末まで5年間延長する案が承認された。 

(3) B6「技術作業指針」の改定作業をB6によらない独自の手続きで実施することが承認された。 

(4) OIML証明書制度についてはCSPG（証明書制度プロジェクト・グループ）により改革を進め、

2017年1月の新しい制度の運用開始を目指すという決議案が承認された。 

(5) 3つの最終国際勧告案（R139-3, R79, 眼圧計）が承認された（表2）。 

(6) R71とR85を改定するための新規プロジェクトが承認された（表2）。 

(7) R87（包装商品）DRは我が国の提案に起因して予備投票にて否決され、TC6に差し戻された。 

(8) CEEMS セミナーが開催された。更に中国が議長を務める CEEMS 諮問部会の活動を OIML

として支援するための決議案が承認された。 

(9) 三木副委員長を議長とするRLMO円卓会議が開催された。 

(10) 第15回総会／第51回CIML委員会は、2016年10月にフランス（都市は未定）で開催される。 

 
4.1.5 略称の説明（アルファベット略称／日本語名／原語名） 

ACP-EU TBT Program: アフリカ・カリブ海・太平洋諸国（ACP）－欧州委員会（EU）：貿易の技

術的障害（TBT）のための計画／African, Caribbean and Pacific Group of States – European 

Union, Technical Barrier to Trade Program 
AFRIMETS: アフリカ内計量システム／Intra-Africa Metrology System 

AHWG :臨時作業部会（OIML 証明書制度）／Ad-hoc Working Group 

APLMF: アジア太平洋法定計量フォーラム／Asia-Pacific Legal Metrology Forum 

APMP: アジア太平洋計量計画／Asia-Pacific Metrology Programme 

AQSIQ: 国家品質監督検査検疫総局（中国）／General Administration of Quality Supervision, 

Inspection and Quarantine of PR China 
ARAMEL: アラブ法定計量計画／Arab Legal Metrology Program 

BIML: 国際法定計量事務局（OIML）／International Bureau of Legal Metrologty 

BIPM: 国際度量衡局／International Bureau of Weights and Measures 

CBKT: Capacity Building and Knowledge Transfer Program（BIPMの途上国支援活動） 

CECIP: 欧州はかり製造事業者協同組合／European Association for National Trade Organisations 

representing the European Manufacturers of Weighing Instruments 
CEEMS: 計量制度の整備途上にある国及び経済圏／Countries and Economies with Emerging 

Metrology Systems 
CIML: 国際法定計量委員会（OIML）／International Committee of Lagal Metrology 
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CIPM: 国際度量衡委員会／International Committee for Weights and Measures 

CIPM MRA: 計量標準の国際相互承認協定／CIPM Mutual Recognition Arrangement 

Codex: 国際食品規格委員会／Codex Alimentarius 

Cofrac: フランス認定委員会／Le Comite Francais D'Accreditation 

COOMET: 欧州・アジア国家計量標準機関協力機構／Euro-Asian Cooperation of National 

Metrological Institutions 
CPR: 参加資格審査委員会（OIML MAA制度）／Comitte on Participation Review 

CSPG: 証明書制度プロジェクト・グループ（OIML証明書制度）／Certificate System Project Group 

CTT: （法定計量における計量器の）型式への適合性／Conformity to Type 

EURAMET: 欧州国家計量標準機関協会／European Assosiation of National Metrology Institutes 

GULFMET: 湾岸計量機構／Gulf Association for Metrology 

IAF: 国際認定フォーラム／International Accreditation Forum 

ICHCA: 国際荷役調整協会／International Cargo Handling Coordination Association 

IEC: 国際電気標準会議／International Electrotechnical Commission 

ILAC: 国際試験所認定協力機構／International Laboratory Accreditation Cooperation 

IMO: 国際海事機関／International Maritime Organization 

ISO: 国際標準化機構／International Orgaziation for Standatidation 

ITC: 国際貿易センター／Iternational Trade Center 

ITU: 国際電気通信連合／Iternational Telecomminication Union 

DCMAS: 計量・認定・標準化分野における対途上国援助合同調整委員会（BIPM）／（Joint Committee 

on）Network on Metrology, Accreditation and Standardization for Developing Countries 

KCDB: 基幹比較データベース（BIPM）／BIPM key comparison database 

KTC: 韓国機械電気電子試験研究院／Korea Testing Certification 

NIST: 米国標準技術研究所／National Insitute of Standards and Technology 

NMIJ: 計量標準総合センター（日本）／National Metrology Insutitute of Japan 

NMO: 英国計量局（旧名称）／National Measurement Office 

NMRO: 英国計量規制局／National Measurement and Regulation Office 

MAA: 計量器の型式評価国際相互受入れ取決めの枠組み（OIML の証明書制度）／Mutual 

Acceptance Arrangement 
OIML: 国際法定計量機関／International Orgaziation for Legal Metrology 

OIML-CS: （MAAに代わる新しい）OIML証明書制度／OIML Certification System 

PTB: ドイツ物理工学研究所／Physikalisch Technische Bundesanstalt 

RLMO: 地域法定計量機関／Regional Legal Metrology Organization 

SADCMEL: 南部アフリカ開発共同体 法定計量協力機構／SADC Cooperation in Legal Metrology 

SIM: アメリカ全大陸計量システム／Interamerican System of Metrology 
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TC/SC/PG: 技術委員会／小委員会／プロジェクト・グループ（OIML内の委員会） 

UNECE: 国連欧州経済委員会／UN Economic Commission for Europe 

UNIDO: 国連工業開発機関／UN Industrial Development Organization  

WD, CD, DR, FDR: OIML文書の作業草案、委員会草案、国際勧告案、最終国際勧告案 

WELMEC: 欧州法定計量協力機構／European Cooperation in Legal Metrology 

WTO: 世界貿易機関／World Trade Organization 

 
4.1.6 第50回CIML委員会決議事項 

決議No. 2015/1 ［議事第1項］ 

委員会は、第49回CIML委員会の議事録を承認する。 

決議No. 2015/2 ［議事第2項］ 

委員会は、委員長が提示した報告に留意する。 

決議No. 2015/3 ［議事第3.1項］ 

委員会は、BIML 事務局長（国際法定計量事務局）による活動報告に留意する。 

決議No. 2015/4 ［議事第3.3項］ 

委員会は、OIML B 7: 2013 BIML職員規定の7.2.2、OIML B 13: 2004 BIML局長及び副局長の

選任手続の第 2 章の第 1 パラグラフ及び第 4 章の最初の黒点に留意し、BIML 副局長、Willem 

Kool氏の任期が2016年12月31日で切れることを考慮し、OIML B 13: 2004の第2章に基づ

き、さらなる予選手続きを取ることなく副局長の契約を延長するというCIML委員長の提案を考

慮し、CIML委員が出したコメントに留意し、2016年のCIML委員会において、CIMLがBIML

副局長としてのWillem Kool氏の任期を最長5年の期間について更新することを決議することへ

の期待を表明し、OIML B 13: 2004の第3章に基づいて、選考委員会を任命しないことを決議す

る。 

決議No. 2015/5 ［議事第3.4項］ 

委員会は、2016 年 1 月から始まる第二の 3 年間の任期について、BIML 局長である Stephen 

Patoray氏の契約を更新する事を決議する。 

決議No. 2015/6 ［議事第5.1項］ 

委員会は、2014年度の会計報告及びBIML局長のコメントに留意し、2014年度の会計に関する

外部監査役の承認を考慮し、 

2014 年度の会計報告を承認し、かつCIML 委員長に対し、第 15 回OIML 総会にそれらを提示

するよう指示する。 

決議No. 2015/7 ［議事第5.4項］ 

委員会は、BIML局長から提出された報告に留意し、BIMLに対し、その加盟国及び準加盟国の

未払い滞納金を回収する取組みを継続するよう促し、滞納のある加盟国に対し、できるだけ早急

に自国の状況の最新情報を知らせるよう要請する。 
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決議No. 2015/8 ［議事第6.1項］ 

委員会は、その他の国際機関と連携した開発途上国を対象とした活動についてBIMLから提供さ

れた口頭での報告に留意する... 

決議No. 2015/9 ［議事第6.2項］ 

委員会は、その決議no. 2013/9を思い返し、広範な検討を行い、提言を求め、新たな計量制度を

もつ国及び経済国の経済発展を促進することに関心を持つその他の機関との連係関係を構築する

ために、諮問部会を組織し、諮問部会の議長が行う口頭での報告に留意する………。 

決議No. 2015/10 ［議事第6.3項］ 

委員会は、計量制度の整備途上にある国々及び経済圏（CEEMS）における、法定計量機関及び

そのスタッフの能力開発を援助するのに必要な継続的な努力を認め、他機関が企画した研修や地

域活動を通して、能力開発のための活動に参加する努力を継続するよう事務局に指示し、DCMAS

（計量・認定・標準化分野における対途上国援助合同調整委員会）ネットワークの貢献に対する

援助を表明し、OIMLが直接貢献できるような新たな提案を模索しつつ、DCMASネットワーク

の構成機関、特にBIPMと連携した作業を継続することを事務局に指示し、研修教材、またもし

可能であれば、そのような業務に役立つ専門家のデータベースも含めた、能力開発に関する最新

の情報源としての OIML ホームページについて、一層の充実を事務局に指示し、「試験的研修セ

ンター」の設立、及び中華人民共和国の担当機関がこの構想を全面的に支援するという、no. 

2013/9で決議された諮問部会の提案を認め、他の加盟国がこの初めての試みの結果を吟味し、評

価した上で、同様の試みが可能であるか検討するよう促し、（加盟国の）個人が適切な技能を習得

するために、事務局に対する適切な職員の派遣を検討するよう加盟国及び準加盟国に促し、OIML

勧告がCEEMSのニーズを更に反映することを保証するため、CEEMSの要求に留意するように

TC及びSCに要請し、OIML証明書制度をCEEMSのニーズに確実に対応させるように、決議

2015/18 により設立された証明書制度プロジェクト・グループ（CSPG）に指示し、OIML技術

作業の支援のため更にホームページの機能を充実させる際に、CEEMSのニーズをより考慮でき

るよう事務局に指示し、B6 OIML技術作業指針（決議No.2015/13参照）の改訂版作成の際に、

OIML技術作業へのCEEMSの一層の関与の必要性について考慮するよう、B6の改訂プロジェ

クト・グループに指示し、TC 3/SC 6/p 1計量器販売前の適合性評価、及びTC 6/p 5包装商品認

証システムに対するシステム要件を定義するための手引き のプロジェクト世話人に対して、でき

るだけ早く結論を出すよう促し、2015年に行われた二つのセミナーで提案された、他の（OIML

の）文書を作成するというプロジェクトに対して、世話人に提案する準備をするよう加盟国に促

し、特に法定計量に対する新しいアプローチについて、新しい提案を促すため、特にOIML機関

誌及びOIMLホームページの役割について考慮するよう事務局に指示し、法定計量に対する新し

いアプローチについて吟味し、それを推進するために調査活動が果たし得る効果について留意し、

更に第 14 回総会において創設された特別基金により支援するプロジェクトを勘案する際、この

効果を考慮に入れるよう事務局長に指示し、OIML戦略（OIML B 15:2011）の目的5に関する
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活動において、CEEMSの必要性に対して特に配慮をするよう委員長、副委員長及び事務局に要

請する。 

決議No. 2015/11 ［議事第7.2項］ 

委員会は、BIPM、ILAC、IAF、及びEURAMETから提出された報告書に留意し、Andy Henson

氏（BIPM）、Laurent Vinson氏（ILAC/IAF）、Pavel Klenovský氏（EURAMET）、及びKarlheinz 

Banholzer氏（CECIP）による講演に感謝する。 

決議No. 2015/12 ［議事第7.3項］ 

委員会は、2015 年 10 月 19 日（月曜日）に開催された円卓会議における、第二副委員長である

三木幸信博士の口頭による報告に留意する。 

決議No. 2015/13 ［議事第8.2項］ 

委員会は、OIML B6:2013「技術作業指針」を改定するための新プロジェクトが、作業文書追補

8.2で提供されたプロジェクト提案「代案１」に規定されたとおりに実施されることを承認する。 

決議No. 2015/14 ［議事第8.3.2項］ 

委員会は、次の出版物草案を承認する。 

－R 139-3自動車用圧縮ガス燃料の計量システム 第3部：試験報告書の様式 

－R 79包装商品のラベル表記に関する要求事項 

－新勧告：眼科医療器具－圧入及び圧平式眼圧計 

決議No. 2015/15 ［議事第8.3.4項］ 

委員会は、TC 8/SC 1静的体積及び質量の測定 における新規プロジェクトとして、R 71定置型

貯蔵タンク－ 一般要求事項 の改訂を、今回の委員会の作業文書の追補 8.3.4 に示したプロジェ

クト提案に規定されているように実施することを承認する。 

決議No. 2015/16 ［議事第8.3.5項］ 

委員会は、TC 8/SC 1静的体積及び質量の測定 における新規プロジェクトとして、R 85 定置型

貯蔵タンクの液面測定用自動液面計 の改訂を、今回の委員会の作業文書の追補8.3.5に示したプ

ロジェクト提案に規定されているように実施することを承認する。 

決議No. 2015/17 ［議事第9.1項］ 

委員会は、その決議no. 2013/ 15、2013/ 16、2013/ 17及び2014/ 18を思い起こし、MAAの再

検討に関する特別作業部会（AHWG-MAA）の議長の報告に留意し、2015 年 7 月 7 日付の

AHWG-MAA 文書 1（今回の委員会の作業文書の補遺 9.1 の第 B 部）に収められている単一の

OIML証明書制度（OIML- CS）の原則、並びにかかる制度の構造及び組織についての提案を承

認し、AHWG-MAA の議長及びメンバーの作業について、彼らに謝意を表し、AHWG-MAA を

解散し、BIML に対し、CIML が OIML 証明書制度を承認し、OIML 証明書制度が運用可能と

なるまで、現行の基本制度及びMAA 制度を継続して運用するよう指示し、現行の基本制度及び

MAA制度の参加機関はすべて、その義務を果たすよう促す。 
決議案No. 2015/18 ［議事第9.1項］ 
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委員会は、その決議no. 2015/17を思い起こし、 

MAAのレビューに関する特別作業部会の提案を考慮し、 

単一のOIML 証明書制度（OIML-CS）のための（下記の）関連文書を作成するために、証明書

制度プロジェクト・グループ（CSPG）を設立することを決定し： 

単一のOIML証明書制度（OIML-CS）の枠組みを規定したBタイプのOIML出版物 

単一のOIML証明書制度（OIML-CS）の手続きと運用のための文書 

OIML-CS運営委員会（MC）の委員の任命プロセス 

CIML第一副委員長にCSPGの議長を務めるよう要請し、 

関係する委員に対し、CSPGに参加するか、又は代理の専門家を指名するよう要請し、 

事務局に対し、CSPGに事務的支援を提供するよう指示し、 

B タイプのOIML 出版物“OIML-CS 枠組み文書”に対する CIML における承認及び OIML 総会

における批准を条件として、CSPGに対し、提案された単一のOIML証明書制度が2017年1月

1日に有効になるよう適切な措置を講じるよう指示し、 

CSPG に対し、提案された作業要項（今回の委員会の作業文書の補遺 9.1 の第 F 部、

AHWG-MAA-Doc-5）に記載された手続きに従って作業するよう指示し、 

2016年のOIML総会において、（CIML委員会で）承認された文書が批准されることを視野に入

れた上で、CSPG に対し、枠組み文書の最終草案を 2016 年の第 51 回CIML 委員会に提出する

よう要請する。 

決議No. 2015/19 ［議事第10.2項］ 

委員会は、 

・OIML 条約第 XIII 条に則り、自国政府から委員会の委員として指名された者は、計量器関係

機関の現職の公務員又は法定計量の分野において現に公職にある者でなければならないこと

（及び）、 

・OIML 条約第XVII 条に則り、CIML 委員会での決定又は通信により委員会が採択した決議の

定足数は、CIML委員会の委員として指名された者の数の4分の3であることを考慮し、 

・委員会の委員として指名された者が、委員としての条件を引き続き満たしているかどうかが明

確でないことがあること、及び、 

・委員会の決議のための定足数を達成することがますます難しくなっていることに留意し、 

委員会としては、国際法定計量委員会の委員として指名された者がもはや同委員会の委員として

の条件を満たしていない場合、この者は、定足数を計算するための国際法定計量委員会の委員で

はなくなったという見解をとり、 

第 15 回 OIML 総会に対し、OIML 条約の第 XIII 条の第 4 パラグラフに関連する手順を、次の

ように承認するよう要請することを決議する。 

(a) 加盟国の指名された代表者が委員会の委員資格の条件をもはや満たさないことが分かり、か

つ加盟国が新たな代表者を未だ指名していない場合、この者は、もはや委員会の決定のため
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の定足数を定める際に計算に入れてはならず、 
(b) 加盟国の指名された代表者が、6か月を超える期間にわたってBIMLからのあらゆる通信に

対して応答せず、かつBIMLがその指名された代表者に連絡するための合理的に可能な試み

をすべて実施していた場合、BIMLは委員会が決定した手続きに従って、委員会におけるそ

の国の代表者の地位について加盟国に確認を求めなければならず、 
(c) 委員会が決定する妥当な期間内に、その国の代表者の委員会における地位について、（加盟

国から）確認を得ることができなかった場合、この者は、もはや委員会の決定のための定足

数を定める際に計算に入れてはならない。 
決議No. 2015/20 ［議事第12項］ 

委員会は、OIML活動への貢献に対する今年度の以下のOIML功労賞の受賞者を祝福する： 

・ベトナムのNgo Quy Viet氏、及び、 

・ポルトガルのCartaxo Reis氏 

今年度の 途上国における法定計量に対する顕著なOIML貢献賞 の受賞者を祝福する： 

・韓国機械電気電子試験研究院（KTC）所長のNam Hyuk Lim氏、及び、 

・セントルシア標準局（Saint Lucia Bureau of Standards）の計量部門 

 

 

 

－ 225 －



 

第５章 海外調査及び海外計量専門家の招へい 

5.1 欧州主要国の法定計量及び水素ディスペンサーの規制状況等に関する調査 

5.1.1 調査の背景・目的 

・国際法定計量機関（OIML）の勧告文書（R139：自動車用圧縮ガス燃料の計量システム）は、も

ともと圧縮天然ガス（CNG）を対象としたものであったが、2014 年に水素を含む全てのガスに

適用範囲を拡大した上で改定がなされた。 

・我が国においては、2014年12月に燃料電池自動車の市場導入がなされ、今後の本格的な普及の

ために必要となる水素ステーションの整備を進めているところ。 

このような中、将来的な高圧水素ガスの取引拡大を視野に、経産省、産総研、産業界等が一体と

なって、自動車用水素燃料計量器（ディスペンサー）のJIS原案策定に取り組んでいる。 

・今回の調査では、欧州における主要国であるドイツ、イギリス、オランダの国家計量機関、商用

ステーション等を訪問し、水素計量性能に関する現状及び技術基準の検討状況（欧州指令、各国

内法の検討状況を含む）の実態調査、関係者（CIML委員長／副委員長、R139幹事）とのR139

改定に向けた意見交換を行い、我が国の問題意識について理解を得るとともに、現在検討中のJIS

案の主要ポイントを反映するための関係構築を目指す。 

 
5.1.2 調査の概要 

(1) 期 間：平成27年9月27日（日）～10月3日（土） 

(2) 訪問国：ドイツ、イギリス、オランダ 

(3) 参加者 

   三浦 裕幸  経済産業省産業技術環境局計量行政室長 

   関野 武志  経済産業省産業技術環境局計量行政室室長補佐 

   谷口 淳子  経済産業省産業技術環境局計量行政室室長補佐 

   森中 泰章  国立研究開発法人産業総合研究所 計量標準総合センター 

          工学計測標準研究部門流量計試験グループ長 

   松本  毅  国立研究開発法人産業総合研究所 計量標準総合センター 

          計量標準普及センター法定計量管理室総括主幹 

西井  匠  (一社)日本ガス協会 技術開発部燃料電池・水素グループ係長 

小野  治  ㈱オーバル 取締役横浜事業所長 

大滝  勉  ㈱タツノ 研究部基礎開発グループ部長 

   櫻井  茂  日立オートモティブシステムズメジャメント㈱ 主任技師 

   小島  孔  (一社)日本計量機器工業連合会 常務理事 

(4) 訪問先 

・9/28 独：水素燃料電池機構（NOW GmbH） 

物理工学研究所（PTB）Schwarz副所長 ※CIML第一副委員長 
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・9/29 独：ベルリンーブランデンブルグ州計量検定所 

ベルリン市内 リンデ（Linde）社 水素ステーション 

・9/30 英：国家計量規制庁（NMRO）Mason局長  ※CIML委員長 

・10/1 蘭：オランダ計量研究所（NMi） 

ロッテルダム市内 エア・リキード（Air Liquide）社 水素ステーション 

・10/2 蘭：ベリスペクト（Verispect／検定機関）Teunisse氏 ※OIML TC8/SC7（R139）幹事 

(5) 訪問機関への質問事項 

 本調査を効率的かつ円滑に行うために、各訪問機関に対して事前に質問事項を送付した。質問事項

については、巻末資料 1（欧州調査及び講演会資料） 欧州資料 2 水素ディスペンサを含む法定計

量管理制度に関する日本からドイツ、英国及びオランダの国家計量機関（NMI）への質問事項を参照。 

 
5.1.3 水素・燃料電池技術機構（NOW：National Organization Hydrogen and Fuel Cell Technology） 

(1) 日 時：2015年9月28日（月） 9:30～10:15 

(2) 場 所：NOW（Fasanenstrase 5, 10623 Berlin） 

(3) 対応者：Hanno Butsch（国際交流責任者） 

(4) 組織概要 

 NOW は 2007 年に組織され、2016 年までの活動計画が決まっている。この間の予算総額は、14

億ユーロで、政府と産業界からそれぞれ半分ずつ支出している。職員数は約 20 名で、リンデ社等か

ら出向している。運輸省との協働が多い。 

(5) 内 容 

【エネルギー施策】 

・CO2削減（1990年比） 2010年：40％ → 2050年：80％削減 

・再生可能エネルギー比率 2020年：18％ → 2050年：60％ 

・輸送部門の消費エネルギー削減（2005年比） 2020年：10％ → 2050年：40％削減 

 目標達成のために、電気自動車（BEV・FCEV）が重要 

・水素利用 59％：輸送関係 21％：産業用 フォークリフトもわずかだが使用している 

【EC指令について】 

・2014年10月22日に代替燃料インフラ指令（Alternative Fuels Infrastructure Directive）を定め

た。EU（欧州連合）諸国には遵守義務がある。 

・この指令によれば、各国は、2020年までの水素ステーションの建設計画を提出する必要がある。輸

送部門で消費されるエネルギーの 10％を再生可能エネルギーに由来するものにしなければならな

い。これはバイオ燃料でもよいが、その総量は少ないと考えている。 

・この指令には、水素品質やステーション機器についての規定もある。 

・この指令は2015年9月15日に変更された。その結果、再生可能エネルギーをどれくらい使用でき

るか、またそれによりCO2削減がどれほど可能かという点についてという点について記載した。水
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素品質についても詳細に記載した。 

【ヨーロッパでの連携】 

・2013 年 9 月に非公式ではあるが、作業グループを作った。ここにはオランダ（議長）、イギリス、

フランス、スウェーデン、デンマーク、オーストリア、ドイツが参加している。また水素インフラ

整備を検討する組織であるH2-mobilityやUK H2-mobilityからも人材を提供している。 

【水素ステーションの計画】 

・ドイツ国内で、2015年までに50ヶ所、2017年までに150ヶ所、2023年までに450ヶ所を整備予

定。 

・建設許可を得るのに時間がかかる場合があり、50ヶ所の整備は、2016年までかかりそうである。 

・現状では16～17ヶ所のステーションが稼働している。 

・50ヶ所のステーションの場所は選定済みで、アウトバーンの90km毎に1ヶ所、大都市周辺に10

ヶ所という基準で決めた。これらのステーションの建設により、全てのユーザーの60％をカバーで

きることになる。 

・現時点では州毎に様々な制約があり、それを低減または廃止すべきだという要望もある。NOW は

自治体と事業者が行うべき手続きを地域ごとに整理しており、その結果を政府のためにウェブで公

開している。 

・今後のFCV（燃料電池自動車）の普及台数の推移がどうなるか分からない。当然ながら、水素ステ

ーションの数もこれによって変わる。 

・2023 年までは、政府からの補助金がある。今は 50％の補助があり、NOW が補助金の交付団体と

なっている。ただ、この補助金は単年度予算ではない。 

・2023年には国外の事業者を含めて自由競争となることを目指す。 

・建設費は、一般的な中規模仕様のステーションで、100～120万ユーロである。 

【H2-Mobilityについて】 

・エア・リキード社、ダイムラー社、リンデ（Linde）社、OMV 社、シェル社、トタル（Total）社

がメンバーである。 

・トヨタ、ホンダ、BMWといった自動車メーカーは水素ステーションにあまり関与していない。そ

の中でダイムラー社のみは、インフラ整備にも関わりを持つために参画している。 

【水素ディスペンサーの計量について】 

・訪問当日は技術専門家がいなかったので、計量性能については意見交換ができなかった。 
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NOW本部におけるButsch氏と訪問団 

 

 
5.1.4  ドイツ物理工学研究所（PTB） 

(1) 日 時：2015年9月28日（月） 13:30～17:00 

(2) 場 所：ドイツ物理工学研究所（PTB）会議室 

(3) 面談者：ドイツ物理工学研究所（PTB） 

Roman Schwartz（副所長） 

Rainer Kramer（ガスメーター） 

Sascha Mauselein（法定計量グループ） 

(4) 組織概要 

・PTBは1887年にジーメンスとヘルムホルツによってベルリンに設立された国立の研究機関で、初

期の名称はPTR（帝国物理工学研究所）であった。その後PTB は、ノーベル賞を受賞したマック

スプランクやアルベルト・アインシュタイン等の著名な研究者を輩出してきた。1953年には本部が

ブランシュヴァイクに移り、現在ではベルリン（シャルロッテンベルク、アドラースホフ）の施設

は支所となっている。 

 ・PTBは、組織上は連邦経済省の付属機関と位置づけられており、その年間予算は約1億7,000万ユ 

 ーロ（約230億円）で、外部機関からの研究資金も受け入れている。職員数は約1,850人（常勤1,300

人、非常勤 550 人）であるが、そのうち約 110 人が博士号を取得している。質量・音響、を含む

10の部門から構成されており、職員の内訳は約60％が研究職員、30％が校正職員、残り10％がコ

ンサルタント業務に従事している。 

・計量にかかる主な活動分野は、法定計量、校正、技術協力、基礎研究である。 

 ・PTBは経済省の付属機関ではあるが、政策形成過程において、例えば新たな規制を導入するときな 
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 どは、技術的な観点から様々な助言を行って経済省をサポートしている。 

・国際協力の分野では、国際機関（OIML やBIPM など）との連携に加え、二国間関係、相互認証、

途上国へのサポートに力を入れている。このうち、相互認証については、1999年時点では38カ国

であったものが、2015年には99カ国にまで拡大した。 

(5) 内 容（日本側の質問状への回答を中心に） 

①ドイツの法定計量制度（Q1関連） 

・計量制度は経済省が管轄している。 

・PTBは政府に職員を派遣しており、その職員はカウンセラーとして働いている。また、州政府も独

立した権限を持っているので、要請があれば、州政府にもアドバイスを行う。産業界からの問い合

わせに対応することもある。 

・2015年1月に新しい規定ができ、認定された民間機関でも初期検定を実施できるようになった。 

・地方自治について、以前は個別の課題について各州の検定所が政府の許可を得る必要があったが、

今後地方の権限が増し、よりフレキシブルな対応ができるようになるものと期待する。 

・水素ステーションの設立には政府の認可が必要であるが、検定方法等、細かい部分についてはまだ

検討段階であり、今後変わることもあり得る。OIML勧告（R139）の内容の国内法制化について、

法令調査委員会（Regelermittlungsausschuss）が検討している。日本が言うように、確かに現行

のR139には水素の特質を反映していない部分がある。 

②水素ディスペンサーに対する法定計量管理（Q13～15関連） 

・ドイツ国内に商用の水素ステーションは5カ所設置されているが、設置数が少ないのでまだ検定は

行っていない。PTB、NOW、州計量局検定所の三者で2年後を目途に適合性評価を実施する予定。 

・現在は法規制がないために許容されているものでも、いずれは法規制に服することになる。しか  

し、現時点では規制のための標準や基準がない。 

・具体的な検定方法、技術基準については、メーカー（リンデ）ともよく相談して、現場の意見に耳

を傾けて決めてゆきたい。 

・R139 で規定する最大許容誤差（MPE）は 1.5％。しかし、水素ディスペンサーに関してはそれよ

りも緩く、2％程度になるだろう。OIML に対して、もう少し MPE の数値を緩めるべきではない

かと働きかけたい。 

・将来、水素ディスペンサーの検定は州の検定所が実施することになるだろう。最近はドイツの制度

が改正され、一部の計量器については初期検定をメーカーが行うことも可能となった注）。 

 注）日本の指定製造事業者制度に類似。ベルリン－ブランデンブルグ州計量検定所の記述参照。 

・制度改正によって、メーカーの責任がより大きくなるため、水素ディスペンサーについてもメーカ

ー自ら技術基準を策定したいと言ってきている。PTBは、提案された技術基準が適合性を満たすか

否か検証する役割を果たす。官民で連携することにより、政策コストを抑えることができる。 

・PTBでは、一部で水素を使って流量を測定している。型式承認試験も計画しているが、人材と費用

の制約があるので、比較的低い圧力（300bar≈30MPa）に限って実施する予定である。現時点では、

－ 230 －



 

水素ステーションで必要とされる試験項目のうち、ほんの一部しか扱っていない。 

・高圧（1,000bar≈100MPa）の水素を扱う設備について、型式承認試験を実施することは難しい。

その業務に携わる常勤職員が必要になるので、メーカーと協力する方がよい。 

・水素ディスペンサーの型式承認は PTB が行う。民間でも試験できると言われているが、現状では

市場が小さいので、参入するメリットが少ない。 

・R139で扱う範囲は広いが、全ての試験をPTBで実施することはせず、重要なもの、必要なものに

絞って行う。具体的には、EMC、低圧の水素ガスや窒素ガスの流量測定に関する研究、温度計の不

確かさなど。 

・（PTBが実施しない試験についてはメーカーが測定したデータを受け入れるのか、との問いに対し）

メーカーの測定データも入手するが、一部の項目については PTB で改めて試験を実施したり、他

機関に試験を依頼するものもある。 

・（水素の計量標準は水素ガス、窒素ガスのいずれなのか、との問いに対し）一部は水素ガスで、一部

は窒素ガスを使用している。水素ステーションについては、NOW と PTB が連携して事前調査し

たものについて、2 年後に認可を与える。これらの業務については、業界最大手のリンデ社と一緒

に取り組んでいる。エア・リキード社も関心を示しているが、こちらから同社には特段コンタクト

はしていない。 

③水素ディスペンサーへの法規制の実施主体（Q16関連） 

・官公庁が法規制を行う予定。OIML R139に新たな要求事項を追加した内容に基づいて、法規を作

る可能性はある。水素への適用においては、OIML側で自主的にMPEを緩めてほしい。これはド

イツの要望だけでは無理なので、国際的に連携してOIMLへ要望すべきである。とにかく、もう少

し規制を緩和してほしい。 

・R139 は 300bar（30MPa）の圧力における運用を前提に決められたもので、水素のために必要な

1,000bar（100MPa）でも同じ規制内容とすることには無理がある。 

・（日本でも同様の指摘がなされている、この後オランダを訪問し、R139の改定を提案したい、との

発言に対し）日本がそうするのであれば、ドイツとしては応援する。 

④水素ディスペンサーの法規制の仕組み（Q17関連） 

・ドイツの型式承認制度はEUの規制と同じもの。 

 ・欧州計量器指令（MID）で規定されているモジュールB＋Dの場合、初期検定は全てメーカー側で 

 実施。後続検定は検定所が実施するが、検定の実施に当たって基準が必要。PTBではリンデ社と協

力して基準を作っており、策定した基準を用いて検定所が検定を行う。 

・水素ディスペンサーの技術基準は、できれば 2016 年までには作りたい。ただ当分の間は、強制的

ではなく任意的な規制とする予定。 

・検定には衡量法を用いているが、水素は空気よりもかなり軽いので、用いる計量器の不確かさは大

きくなる。計量器のMPEが2％だとすると、その検定に用いる基準器の誤差は0.6%以下でなけれ

ばならない。しかし、これを満たすのはたいへん難しい。 

－ 231 －



 

・（メーカーの方から「規格を作ってほしい」という要望があるのか、との問いに対し）検定所は「メ

ーカーに基準を作ってもらい、その基準に従って検査したい」と言っている。検定所は標準的な計

量器（非自動はかり、流量計等）しか検定できない。新しいタイプの特定計量器の検定基準を自ら

策定することはできない。 

・（我が国では、水素は特殊なので地方自治体が検定するのは難しいと言われているが、ドイツの状況

如何との問いに対し）ドイツではメーカーが基準を作って、それを検定所がチェックする。メーカ

ーに試験装置を借りることもある。 

・天然ガスについても、PTBとメーカーでタイアップして体積の計量方法を作成した。メーカーの協

力なしに基準は作れない。水素でも同じ方法をとることになるのではないか。 

・（水素の場合、PTBではどのような試験設備を持つのか、との問いに対し）PTBは体積の標準を持

ち、流量の測定を行うことを考えている。PTBでは新しい設備を導入するには事前の許可が必要な

ので、5～10 年後にそのような設備が導入されるかもしれない。また専任の職員も必要だが、現時

点では採用の予定はない。水素ステーションメーカーとタイアップして進めていくしかない。 

⑤脱圧量について 

・（今年 6 月に東京でワークショップが開催されたときに、ドイツでは脱圧量を実測していると聞い

たが、どのように測定しているのか、との問いに対し）実測はしておらず、ホースの中のガス量を

推定し、その分は水素ガスの測定値から差し引く。水素を充填する度に最後の圧力と温度を測って

推定している。 

・（メーターの測定値が 10、脱圧量が 1 であれば、充填量は 10－1=9 となるのか、との問いに対し）

最後にメーターの表示値から脱圧量を差し引いているわけではない。最初に差し引く分を計算して

おくので、表示値は充填が終わるまで増加し続け、9で止まる。 

・（ホースの体積は一定でも、例えば充填するタンクの容量（例えば 1kg か 5kg）によって相対的に

はかなりの差が出るのではないか、との問いに対し）圧縮天然ガス（CNG）であればそういう問題

は生じないが、水素ではいろいろと難しい問題が出てくるだろう。そのため、検定基準を作る上で

苦労している。 

・（検定の MPE について、どの程度の値を目標としているのか、との問いに対し）R139 では MPE

を1.5％としているが、この基準の達成は厳しい。そのため、水素では2%のMPEを目標にしてい

るが、あくまでも目標であって規定値ではない。現在、水素ステーションは5カ所しか設置されて

いないが、これが20～30カ所くらいに増える頃までにはMPEの値を決めたいと考えている。 

⑥日本側のプレゼン（欧州調査資料1）に係る意見交換 

P T B：計量器メーカーにとって精度等級3を満たすことは難しいが、精度等級5であればできるか

もしれない。ただし、精度等級10の必要性については疑問がある。計量器のモジュール（構

成要素）に分けた評価は難しい。やはり、全ての構成要素について検定を実施する必要があ

る。後続検定のことを考えると一括評価できる方がよい。 

調査団：日本の計量器メーカーの中には精度等級３や５であれば対応できるところもあるが、一方で
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精度等級 10 でなければ対応できないメーカーもある。参入する企業の裾野を広げる観点か

ら、我々は精度等級10を設定した。また、2015年2月には米国・カリフォルニア州を訪問

したが、同州では精度等級10を採用していた。 

P T B：米国が考える精度はそのレベルかもしれない。ドイツでは様々な計量器について検定が義務

化されており、中には欧州指令よりも厳しい基準で実施しているものもある。水素ステーシ

ョンの建設も認可制だが、そのための基準を決めるのに時間がかかっている。 

調査団：水素ステーションは日本でもまだあまり普及していないので、現時点では任意の基準として

いる。 

P T B：ドイツでは、今般バイオガスを燃料とするトラックが検定対象となった。従来、検定対象と

していなかったので、その際に検定所からは不満の声が上がった。そこで PTB とメーカー

が協力して検定基準を決めた。2020年までには全てのトラックに測定器をつけることを義務

づける予定。 

調査団：ドイツでは商取引で使用する計量器は全て規制対象となるのか。 

P T B：バイオガスなど一部除外されるものはあるが、原則としてその通り。現在、例外（規制対象

外）としているものについても、ユーザー（消費者）から検定実施への要望が出ている。 

調査団：スタンドの経営者等からは反対の声は上がらないのか？ 

P T B：反対はあるが、ごくわずかである。バイオガスに関しても、1 kWh当たり2セントの補助金

が出るので、皆この制度を導入している。 
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5.1.5 ベルリン－ブランデンブルグ州計量検定所 

（Berlin-Brandenburg State office for metrology and Verification） 

(1) 日 時：2015年9月29日（火） 13:30～17:00 

(2) 場 所：ベルリン市 

(3) 面談者：Johann Fischer（Director）ほか 

(4) 概 要 

州における検定を中心とする計量法の実施機関。なお、ベルリン州は行政区分上ベルリン市と同じ

である。 

(5) 内 容 

①水素ディスペンサーの検定に対する考え方 

現時点では、検定の実施は検討の遡上に上がっていない。その主な理由は、まだ水素ステーション

の数が少ないこと、そして検定設備を整備する費用が高いことである。水素ステーションの設置数が

200～300箇所にまで増えれば、検定の実施を考えるとのこと。 

※PTBとは温度差有。ただし、日本の自治体も同じ状況である。 

②ドイツにおける計量制度全体について 

・ドイツには、16の州があるが、13の検定所と79の支所がある。州の数と検定所の数が一致しない

のは、経済合理性の観点から、当所のようにベルリン州とブランデンブルク州で一体的に業務を行

っている場合があるからである。この検定所の検定官は約1,400名で、年間約100万件の検定を実

施している。 

・計量法の制度は、日本と類似しており、計量法の改正は、経済省が所管し、PTBが型式承認業務を

担当すると共に研究機関として技術的なサポートを提供している。改正法案は連邦議会

（Bundestag）にて審議・採決される。検定は、地方組織である州政府内の検定所が実施。ただし、

連邦制であるため、検定所は日本よりも遥かに独立性は高い。 

・検定のための計量学及び検定技能を学ぶドイツ計量アカデミー（所在地：ミュンヘン）があり、こ

の学校を卒業しないと検定官にはなれない。ドイツ計量アカデミーには技術者向けのコースとマイ

スター向けのコースがあり、前者は18ヶ月の養成講座と6ヶ月の実習、後者は12ヶ月の養成講座

と3ヶ月の実習で構成されている。入学や卒業のための試験もあり、大変厳しい。 

・2015 年の 1 月に法律改正が行われ、全ての計量器について初回検定をメーカーが自社内で出来る

ようになった。この背景には、新製品の市場投入に対する障壁を撤廃するというEU（欧州）委員

会の方針があった。しかしドイツ経済省では、自主的な初回検定が経済的には見合わない企業も多

いという事実が問題となった。すなわち、自ら初回検定を実施するためには、品質管理システムに

対する審査を受けなければならないが、その準備に費用と時間がかかるという事情がある（日本の

指定製造事業者制度及び中小企業者の状況に同じ）。したがって、現在でも多くの企業が検定所に

初回検定を依頼している。 

また、ドイツの型式承認及び検定の制度は厳しいので、EU域内で比較的基準の緩やかな国（南欧、
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旧東欧）で適合性評価を受けた計量器がそのままドイツ国内に流通することには問題があると考え

られている注） 

注）EU 法上は、EU 域内のいずれかの国で適合性評価を受けて合格したものであれば、加盟各国

は受け入れなければならないルールになっている。 

・欧州全体に言えることだが、計量法違反には直ちに罰金刑が科され、その金額は生産量に応じてい

る。ドイツ国内の実態として、事業者に対して年間約1,800件の警告がなされ、合計100万ユーロ

の罰金が科されている。ただし、訴訟になることも多く、そのため検定所をはじめとする計量行政

当局には緊張感もある。 

③個別のスキームについて 

（量目公差） 

包装商品の量目公差は、EU では±2.5％であるが、ドイツは±2.0％と厳しい値を採用。日本が消

費者保護の観点から負の公差（片側公差）しか適用していないことは知っているが、ドイツは平均

値手法を採用する観点から±の両方を含む両側公差を適用している注）。 

注）オランダ（NMi）において欧州における契約に対する基本的な考え方について説明があった。

それはすなわち、①取引（契約）において、売り手（企業）と買い手（消費者）は対等の立場にあ

るべきで、誤差による損失をどちらか一方が負担するのは不公平である、そして②公正な取引の結

果として社会全体の不公平が小さくなるべきだというものである。 

（検定の有効期間） 

規制対象となっている多くの計量器の有効期間は2年である。これは、これまでのデータ等をもと

に統計的に 2 年としている。ただし、タクシーメーターのように 1 年と短く設定しているものや、

業務用ガスメーター（5年）や家庭用ガスメーター（8年）のように長く設定しているものもある。 

（検定対象の計量器の把握） 

使用者が保有している計量器の数を把握することができなかったので、今次の法改正によって、使

用者に登録の義務を課し、検査対象の計量器を把握できるようにした。 

（販売事業者に対する規制について） 

販売事業者に対する届出制はない。ただし、型式に不適合な計量器を販売すれば罰金が科され、企

業名や製品型式等がEU内に通報されることになっている。我々は、中国製を注視しているが、通

報の対象となった計量器にはドイツ製も日本製もある。 

（自治体間の法解釈及び運用の連携について） 

州政府が独立した判断を下すことになっているが、年に1回、連邦政府及び全検定所が参加し、意

見交換及び調整を行う会議がある。最近は、法改正が行われたので 3～4 回／年と開催の頻度を多

くしている。 

④ベルリン－ブランデンブルグ州計量検定所の特徴 

・2005年5月にベルリンとブランデンブルクの統合が行われた。 

・管内の人口は約 600 万人、管内に 5 箇所の支所がある。85 人の職員で年間 6 万件の検定を実施。
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職員の構成比としては大卒約 5％、単科大卒 50％、高等専門学校（技術者）約 30％、補助的職員

約15％である。 

・予算額約8,800万ユーロに対し、検定量収入は、約7,000万ユーロである。税金の投入も行われて

いるが、検定所予算の大部分は検定手数料によって運営されている。 

・（日本では、議会の反対が多く手数料が上げられないとの質問に対し） 

→議会の反対が強いのは、ここ（ベルリン）でも同様であり、最近でも 10 年以上の期間をかけて

料金の値上げ（値上げ幅は約25～30％）を行うことができた。検定制度の重要性に対する理解と

消費者保護の観点から、取引の公平さの確保に関する啓発活動や粘り強い議会対策が必要である。 

・（指定製造の導入によって指定事業者が増えると検定収入が減るのでは？との質問に対し） 

→その心配はしていない。その理由としては、指定製造では初回検定が免除されるに過ぎず、計量

器を使用し続ける限りは後続検定が必要となる。なおかつ、初回検定よりも後続検定の検定料を

高めに設定している。 

・ベルリンにはタクシーが多く、約1万台ある。検定が終了すると型式の封印の部分に型式を示すシ

ールと封印部分に検定の有効期限（色で識別）を表示した検定証印が付される。（検定証印は全計

量器共通）（写真参照） 

 

 

ベルリン検定所検定証印 

 
・検定所の見学では、燃料油メーターの基準タンクが特徴的であった。従来型（写真左）も優れたも

のであるが、これに加えて最近導入された検定車（写真右）はガソリン、軽油、灯油、バイオ燃料

の基準タンクを搭載しており、自動的に試験を実施する機能まで有していた。この検定車について

は、人件費が半分になるという理由から予算申請が許可されたという説明もあった。 
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・この検定所のもう一つの特徴は、騒音計に関する無響室をはじめとする検定設備（日本の JQA 程

度）及び放射線の検定設備が完備されていることである。騒音計の試験設備は、ドイツ全土でこの

検定所にしかない。放射線の設備についてはドイツ全土で4箇所程度しかないため、管内以外の計

量器の検定も実施している（検定設備の見学の様子は写真を参照）。 

     
 

 

 
5.1.6 水素ステーション（ベルリン） 

(1) 日 時：2015年9月29日（火） 

(2) 場 所：ドイツ郊外Albrandswaard（水素ステーション） 

(3) 内 容 

・トタル社のガソリンステーション併設 

・設備はリンデ製（IC90）で初期（2010年）の構成（35MPaFCV&バス＋液体水素＋70MPa）から

従来型検定用基準タンク 新型検定用基準タンク 

騒音計性能試験設備 放射線機器検定設備 

－ 237 －



 

改装。 

・液体水素の状態で貯蔵し、その後ガス化して圧縮機で昇圧後、蓄圧器に蓄圧、ディスペンサーに配

管。（地下に埋設した大型の90MPa高圧蓄圧器を保有している。） 

・セルフ方式でディスペンサーは1基のスタンドのみ。 

・水素ステーションは無人であったため、併設されたガソリンスタンドの支配人に簡単な説明を依頼

した。それによると、この施設では一日あたり数台の水素自動車の充填が行われている。 

・ノズルと離脱カップリングはWEH社製、ノズル掛けは日本のものと同じ（垂直に掛けるタイプ）。 

・水素ガスの価格はガソリン価格に連動しているとのこと。（単価：9.5€／kg、目量：10g）。 
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この手前に水素ステーションを設置 

液体水素貯蔵 

IC90 

蓄圧器 
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垂直取付 
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（全体像）↓ 

 

 
2010年当時の機器構成 

 

 

IC90 

ディスペンサーへ 

太陽電池パネル

高圧電解装置

地下不凍液没式

90MPa蓄圧ﾀﾝｸ
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2010年当時（35MPaFCV&バス＋液体水素＋70MPa） 

 

 
5.1.7 英国計量規制庁（NMRO）及び英国物理学研究所（NPL） 

(1) 日 時：2015年9月30日（水） 10:00～13:30 

(2) 場 所：英国計量規制庁（NMRO）会議室 

英国物理学研究所（NPL）研究室及び水素ステーション建設場所 

(3) 面談者：英国計量規制庁（NMRO） 

Peter Mason（国際局長） 

Morayo Awosola（プロジェクトリーダー：国際担当） 

Gavin Stone（技術担当） 

Peter Edwards 
英国物理学研究所（NPL） 

 Arul Murugan（ガス＆粒子計量グループ） 

(4) 組織概要 

・NMRO（National Metrology and Regulation Office：英国計量規制庁）は、2015年4月に従前の

NMO（英国国家計量局）に規制機能を追加して組織改編され、名称も変更された。NMROはBIS

（ビジネス、イノベーション及びスキル省）の付属機関として位置づけられている。 

・NMRO の主な機能は、(i)法定計量にかかる政策・規制の策定、及び計量関係法令の執行、(ii)型式

承認、検定、校正等の計量サービスの実施、(iii)環境保護関係法令の執行の３つ。 

・法定計量におけるミッションとしては、政策構築のための担当大臣への助言、技術革新・貿易の発

展・公正な競争の確保・消費者保護等に資するようなインフラ構築が挙げられる。 

・計量に係る主な活動は、関係法令の制定・改廃、通知機関（Notified Body：欧州指令に基づいて検

査や型式承認を行う）の認定、地方政府（執行機関）との良好な関係の構築等。 

・国際的な活動として、OIMLやWELMEC（欧州法定計量協力機構）への参加を通じ、関係国、関

係機関との連携を図っている。 

(5) 内 容 

①英国の法定計量制度について 

・法規制の適用範囲が英国全土に渡るもの、及びその範囲が個別の地域（グレート・ブリテン、ウェ

－ 242 －



 

ールズ、スコットランドなど）だけに適用されるものがあるが、計量に関する規制の多くはNMRO

が所管している。 

・法令の執行に関しては主に地方政府（英国内で約200カ所）が担当しており、地方政府の検定官が

承認を受けた民間企業と協力して、検定業務を行っている。英国では全ての計量器について定期的

な検定は義務づけられていない。その代わり必要に応じて抜き取り検査を行い、何か法令違反があ

れば事業者を告発している。 

②英国の国内法の体系について 

・第一次法（英国議会の議決を経て制定されるもの）として、欧州共同体加盟法（1972年）及び計量

法（1985年）があり、計量器や包装商品、計量単位を規制している。ガスメーター、電力計、貴金

属の管理制度については個別法により規制している。 

・NMRO では第一次法の下位にある第二次法のたたき台を策定し、内部での検討、利害関係者との

協議、規制影響評価（RIA）等のプロセスを経て、法制化を進めている。ただこのようなプロセス

には時間がかかることに加え、大臣は新しい規制の導入には積極的ではない。 

・EU 法の規則（Regulations）、指令（Directives)、決定（Decisions）の違いは次の通り。「規則」

は加盟国の法令を統一するために定められるもので、全てのEU加盟国に直接適用され、加盟国の

国内法に優先して適用される。一方、「指令」は、加盟国間の規制内容の調整を目的としており、

加盟国には指令が官報で公示された後、一定期間のうちにその内容を国内法に反映させることが求

められている。近年は、従来であれば「指令」として規定されていたものでも、「規則」として規

定される傾向にある。「決定」は、単に個別案件に対するEU委員会の政策を述べたものである。 

③MIDとNAWIDについて 

・非自動はかりに係る欧州指令（NAWID）、及び欧州計量器指令（MID）では、必須となる技術的要

件を定めている。 

 ・MIDは欧州の単一市場において適用されるもので、10つのカテゴリーの計量器（注）が規制対象とな 

 っている。ただし各加盟国においてこれら全てのカテゴリーが規制されているわけではなく、加盟

国は自国で規制対象とする計量器を選ぶことができる。 

 （注）水道メーター、ガスメーター、電力計、熱量計、燃料油メーター、自動はかり、実量器、寸

法測定器、タクシーメーター（運輸当局所管）、排ガス分析計（運輸当局所管）。 

 ・MIDでは主に、市販され、取引に使用される計量器を規制対象としている。計量器ごとに必須要件、 

 適合性評価を満たすことが必要。 

・MID には、「現在使用中の計量器」に関する管理は含まれていない。このような管理のための制度

については、各国で条件を決めることができる（即ち国によって変わりうる）。例えば、英国では

定期的な検査や後続検定は義務づけられていないが、ドイツでは定期的に検定を実施しているとい

った違いがみられる。 

・MID の必須要求事項の多くは OIML 勧告に整合している。WELMEC の HP では OIML 勧告と

MIDの比較を行った結果を掲載している。 
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 ・適合性評価に関しては、メーカーの自己適合宣言を認めている。但し、自己宣言を行うに当たって、 

 第三者認証を取得する必要がある。 

・市場監視（market surveillance）については、個々のEU加盟国の責任で実施しているが、加盟国

間で連携のための協議を重ねている。EU では、新しい製品が流通する段階における監視に重点が

置かれるようになってきている。 

④水素に関する法定計量について 

・液体水素についてはEU法で規制、気体（ガス状）の場合は英国国内法で規制している。 

⑤日本側のプレゼンに関するメイソン氏（CIML委員長）のコメント 

・（三浦室長による R139 の改訂を提案するに到った背景についての説明を受けて）「R139 は、高圧

水素の計量にも対応したものになっているのか？」との問題意識はある。一方で、将来の自動車用

燃料の中で何が主流になるのか分かるまでは、規制をかけるべきではないという思いもある。数年

前に LPG について議論したときには、まだ市場規模が十分ではなかったので、その時点では規制

対象とする必要はないという結論に達した。 

・もしR139 を改定することで、より水素の計量に適合した勧告になるのであれば、その改定作業に

は関心がある。というのは、我々（英国）もR139 の改定の可能性について検討しているという背

景がある。 

・（森中グループ長からのプレゼン終了後）OIML の勧告文書は 5 年ごとに見直しを行っており、現

行のR139は2014年に改定されたばかりなので、通常ならば次回の見直しは2019年である。CIML

委員長の立場として申し上げれば、勧告文書の改定は原則としてOIMLで規定されたスケジュール

に則って実施されるべきである。しかし、もし新しい技術が開発され、その技術が勧告文書の迅速

な改定作業を必要とするものであるなら、わざわざ5年も待つ必要はない。 

・R139 の新たな改訂作業に向けた第一段階としては、TC8/SC7（R139 を担当）の事務局（オラン

ダ）が勧告の改定を行う用意があるか否かを見極めることが重要だ。OIML B6（技術作業指針）の

規定では、TC/SC事務局を担う加盟国に新たなプロジェクトを遂行するするリソースがない場合で

も、他の OIML 加盟国が世話人（convener）となって新たなプロジェクトを開始することができ

る。 

・一方、英国の立場としては、原則論ではあるが、R139 がアップデートされ、最新の市場動向や技

術に見合う内容になってほしいと考えている。たとえ英国国内法に個別の計量器（水素ディスペン

サー）に対する規制がなくても、R139を引用して評価することは可能である。 

・日本から改定の提案があった3項目（精度等級、モジュール評価、脱圧ロスの補正）の中では、モ

ジュール評価に関心がある。 

 ・精度等級については、その取扱いは国家間のトラブルにもなるので慎重にすべきである。もしR139 

 が改定されることになった場合、ここで提案された精度等級が前例となり、それ以降に策定又は改

定されるOIML文書の内容に影響を与えることを考慮し、もう少し検討すべきである。 

・脱圧量の補正に関しては、NMROの他、NPLの専門家にも少し意見を聞いてみたい。 
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 ・NMROとしては、R139の改定作業を支援したいと思う。今後普及が見込まれる機器について 

 OIMLにおいて議論が行われる場合は、通常、積極的な立場をとっている。 

・本日のところは、現行のR139 について改定が必要な項目があることを認識したということでよい

と思う。CIML委員長として、急速に技術が進む分野を勧告文書等に反映していくことは重要と考

えている。R139改定のプロジェクトを早く開始し、完了させていただきたい。 

⑥その他の指摘事項 

・脱圧量の補正について、ホースを燃料電池自動車から外す際、なぜ脱圧しなければならないのか？

ホースの中に水素をとどめておけないのか？そもそもなぜ「脱圧量」が発生するのか？他の燃料で

あれば蒸発によるロスが出るが、それは回収可能である。【Peter Edwards氏】 

・精度等級について、通常のOIML文書では「1, 2, 5…」となるが、日本提案は「1, 3, 5…」と等級

３が設定されており、新しいアプローチである。【Gavin Stone氏】 

(6) ラボツアー（NPL） 

 ・水素に関する部分をメインに、ラボツアーを実施した。NPLとしては、水素流量の計測技術につい 

 てはあまり関心が無いらしく、タンクに入った気体を計量する衡量法の設備のみ保有していた。む

しろ NPL が関心を持っていたのは水素の品質で、水素に不純物があると燃料電池の発電能力が低

下し、その耐久性も落ちるため、そのメカニズムなどを研究していた。 

 ・現在、NPLの敷地内に水素ステーションを作っている途中で、数ヶ月後には完成するという説明が 

 あった。 
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5.1.8 オランダ国家計量局（NMi Certin） 

(1) 日 時：2015年10月1日（木） 10:00～15:00 

(2) 場 所：オランダ国家計量局（NMi）会議室 

(3) 面談者：オランダ国家計量局 

George Teunisse（Metrology Standards Expert, R139幹事） 

Marc Schmidt（Approvals Expert, Lead Assessor, WELMEC WG10 事務局） 

Wim Volmer （Senior Product Manager Oil & Gas） 

米国国立標準技術研究所（NIST）（注） 

Ralph Richter（Senior Engineer, International Legal Metrology） 

 
(4) 組織概要 

・NMi は 100％民営。NMi Certin （型式承認を中心に担当。以下、「NMi」という。）、NMi ベリ

スペクト （検査・検定・市場調査を実施）、VSL（国家計量標準を供給）の3つの組織から構成さ

れている。 

・NMiの主な業務は、①法定計量、②遊技機に対する規制、③試験、認証、検定、校正、④通知機関

及び（証明書）発行機関（オランダ、EU、OIML）としての業務。 

・本部（ドルトレヒト）のほか、英国、イタリア、日本、トルコ、カナダに海外事務所を有する。ま

た、ロッテルダムにある関連機関であるNMi Euroloopでは、ガスメーターと液体流量計の試験と

校正を行っている。 

・職員数は約130名。 

(5) 内 容 

①MID（欧州計量器指令）について 

・2006年10月30日に、欧州域内の貿易障壁の低減や制度調和を目的としてMIDが施行された。 

・MID の規制対象は、計量器が市場に供給され使用が開始されるまでの過程である。具体的に MID

は、水道メーター、ガスメーター、電力量計、積算熱量計、水以外の液体用動的計量システム（燃

料油メーター）、自動はかり、タクシーメーター、実量器、寸法測定機、排ガス分析計の10種類の

計量器を規制している。 

・計量器の必須要求事項（基本要件、気象環境、機械的環境、電磁環境等などの使用条件、再現性、

耐久性、データ処理等）への適合性評価は、「モジュール」（A～H1）により実施される。メーカー

は通知機関に対し、どのモジュールを選択するかを申告するとともに、関連文書を提出する。 

・MIDでは、OIMLの試験方法に適合していることをもって、MIDの要求事項を満たしているもの

と見なす。燃料油メーターを例に挙げれば、OIML 国際勧告の R117-1 に則って試験を行い、その

基準を満たしていれば、MIDの必須要求事項及びMI-005（MIDの燃料油メーターに係る附属書）

を満たしていることを意味する。 

②後続検定について 

（注）当初は予定されていなかったが、R117 に関する打合せのため、同時期にNMi を訪問していたこと

から、意見交換に同席。 
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 ・後続検定の実施については、MIDでは規定されておらず、各国の判断に委ねられている。具体例を 

 挙げれば、オランダでは後続検定は義務ではなく、任意となっているが、ベルギーでは 1～2 年毎

に後続検定を義務づけているといった違いがある。 

・（後続検定の対象となる計量器をどのように決めているのか、との質問に対し）任意なのでメーカー

からの要望により行っている。後続検定は、計量器の不具合によってメーカー側に生じるリスクを

最小化する働きがある。一方、立入検査の場で検査官からの指摘を受けて計量器を修理した場合、

あるいは消費者からの苦情により計量器の不具合が見つかって修理をした場合については、後続検

定の受検が義務づけられている。 

・後続検定は認定を受けた企業（recognized tester）の職員が実施し、検定に合格すれば証明書を発

行している。 

③日本側プレゼンに対するコメント 

【R139の改定について】 

・日本が提案しようとしているのは、新たな国際勧告の策定なのか、それとも現行のR139 の改定な

のか？（R139 の改定を提案したいと回答したところ）興味深い提案内容なので、先に進めるべき

だと思う。オランダはR139の幹事に過ぎないので、最終的に決定する立場にはないか、OIMLの

ルールではいずれかの加盟国が提案し、CIMLで承認されれば、新規プロジェクトを開始すること

ができるはずだ。 

・R139は元々圧縮天然ガス（CNG）を使用した自動車用の計量システムを対象に作られたものだっ

たが、直近の改定で対象とするガスが「全ての圧縮ガス」に拡大されたため、水素も対象範囲に追

加された。 

・現行のR139 を改定する案と、水素ディスペンサーに関する新規勧告文書を作成する案があるが、

その選択は今後の水素ステーションの普及状況による。 

・（Schmidt 氏の意見として）オランダの場合は、現在 CNG ステーションは 130 カ所設置されてい

るのに対し、水素ステーションは2カ所しかなく、正直なところ、あまり関心は無い。一方、日本

は現行の40カ所から2025年には1,000カ所に増やすと言っている。日本だけでこれだけの数の水

素ステーションを作り、将来的に普及も見込めるのであれば、他にも関心を持つ国はあるかもしれ

ない。 

【脱圧量の補正】 

・脱圧量の補正について、売り手（事業者）と買い手（消費者）の間で商取引が発生している取引ポ

イント（transfer point）はどこになるのか？ 

・（正確には自動車の水素燃料タンクの注入口にある閉止弁が取引ポイントとなるが、日本では消費者

保護の観点からディスペンサーのノズルの先を取引ポイントに設定している旨を説明したところ）

欧州の契約法においては、売り手と買い手は対等な関係にあり、一方（事業者）だけが損をすると

いう考え方は馴染みにくい。OIML では、精度等級 2 は＋1.5％～－1.5％までの誤差を許容するこ

とを意味する。日本のように片側（マイナス）公差だけにすると、今後水素ディスペンサーの性能
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が向上した場合、メーカー側には苦しいのではないか。平均値を取って規制するという方法もあり

得るのではないか。 

・個人的な見解だが、R139への提案として、MPEに関しては水素ディスペンサー本体に起因する誤

差とホースに起因する誤差とを分けて、「1.5％＋3％」と書くことを勧める。R139の改定を提案す

る際には、ホース内の内容量が変動するために測定値に余分な不確かさが生じ、そのために計量シ

ステム全体としては追加分のMPE（3％）を考慮する必要があると説明して議論を展開すればよい。 

→日本側より、水素ガスの計量について現在の技術水準ではR139が定めるMPE（±1.5％）を満

足するのは極めて困難であると伝えた。更に計量システム全体で 4.5％の MPE に相当する大き

な誤差を生じる要因としては、ホース部分だけではなく、低温での測定、及び測定時の圧力や温

度の急激な変化も考えられると説明した。 

【精度等級について】 

・なぜ精度等級 10 を設定しているのか？水素ディスペンサーの開発が進み、計量器の誤差が少なく

なれば、ホースに起因する誤差はいずれゼロになる。計量性能について、例えば＋8％の誤差があ

っても計量器が技術基準を満たすと見なされるような制度が作られてしまうならば、それはメーカ

ーの健全な育成という観点から見て良い環境とは言えない。 

→日本側より、水素ディスペンサーはまだ開発段階にあり、精度等級の３級や５級の機器を製造で

きるメーカーもある一方で、精度等級 10 の機器しか製造できないメーカーもある。ディスペン

サーの普及を図るために当面は複数の精度等級を設けるが、将来的には精度等級 10 は削除する

予定であると説明した。 

 ・現時点で精度等級の3級や5級の機器を製造できるメーカーがあるのなら、10級の機器しか製造で 

 きないメーカーに敢えて許可を下ろす必要はなく、むしろそのようなメーカーには水素ディスペン

サーを販売さるべきではない。 

→日本側より、①現段階では計量性能が足かせとなって水素ディスペンサーの普及が進まないこと

を懸念するために暫定的に精度等級 10 を提案したこと、そして②産業育成のために高い目標値

（MPE 2～3％）を設定し、性能の高い計量器に対するユーザーのニーズに応えるメーカー間の

競争を促す環境を整備することが長期的な方針であると説明した。 

【水素エネルギー利用を推進する理由について】 

・日本が最近になってFCVや水素エネルギーの普及に精力的に取り組んでいる理由は何か？ アメリ

カが数年前にカリフォルニア州（サクラメント）に水素ステーションを建設した当時は、水素燃料

の価格は化石燃料の3倍程度だったが、日本としては経済的なハードルはクリアした（採算が取れ

るようになった）ということか？それともCO2排出量削減のためといった環境面での要因によるも

のか？ 

→日本側より、東日本大震災以降、原子力発電所の稼働を停止し、国内のエネルギー需要の殆どを

化石燃料により賄っている状況にあるところ、非化石燃料の割合を増やすというエネルギー政策

の観点、及び地球温暖化問題への対応の観点（CO2排出量削減）から水素エネルギー利用を推進
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している旨を説明した。 

 ・水を水素と酸素に分解するには電力が必要ではないか。サクラメントの水素ステーションの場合は、 

 水を電気分解するためのエネルギー源として大型のソーラーパネルを設置していたが、その電力を

得るために化石燃料を使うのでは意味がない。日本の場合はどうか？ 

→日本側より、現在、水素の殆どを天然ガスの水蒸気改質によって製造していること、水素は様々

な方法で製造できるため、日本のように天然資源に乏しい国にとって、エネルギー安全保障の点

からも推進するメリットが大きいことを説明。 

(6) ラボツアー 

・NMi による OIML 証明書発行のための型式評価試験に用いられる設備を見学した。これらは基本

的に、NMIJの設備と同等であった。流量関係でNMIJと異なっていた点は、ガスメーターの試験

において、建物内であっても実際のガスで試験することが出来たこと。また同じ実験室で、非自動

はかりやロードセルの試験も実施していたことである。その他、賭博機器（電動式のルーレットな

ど）の評価試験もしていた。 

 ・NMiでは、水素に関する試験設備は保有していなかった。現状では蘭に水素ステーションは2箇所 

 しかなく、燃料電池自動車が大幅に普及するとは考えられなかったため、NMiは現時点でそのよう

な設備は必要無いと判断したと考えられる。 

 
 

 
5.1.9 水素ステーション（ロッテルダム） 

(1) 日 時：2015年10月1日（木） 

(2) 場 所：Green Kruisweg 397 

(3) 面談者：Maxime DUPONT, Director, Operation 

Guy de Reals, Director, Strategy & RCS Dpty 

Julie FLYNN, H2 Energy Technical manager  
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(4) 内 容 

・エア・リキード社の水素ステーション（単独）でセルフ形式。水素の購入にはエア・リキードのカ

ードを使う。 

・エア・リキード社は全世界で70箇所を持っている。その内15箇所が商用である。 

・当該ステーションは2014年9月より運用を開始。 

・水素ディスペンサーは1台だが、3ノズル・ホースの構成。（充填は1ノズルのみ） 

 ノズルは①トラック・バス用（35MPa）、②FCV用（35MPa）、③FCV用（70MPa）の３種類。 

 水素ガスの予備冷却機能（プレクール）は③FCV用（70MPa）のみに装備。 

・ドイツ～フランス間に 1,000km の工業用パイプラインが整備されており、その内の水素ラインか

ら供給されたガスをCOフィルタ（吸着タイプで一定使用量毎に交換）に通した上で圧縮機に取り

込んでいる。水素ガス中に含まれるCOとN2 を常時監視することで、他の不純ガスの残留率も推

定して品質を管理している。 

・流量計はレオニック製で設備側（蓄圧器後）に1個設置されており、流量計を通過させた後にガス

を３系統に分離している。 

・熱交換器も設備側にあり、保冷材が巻かれていた。 

・遮断弁はTESCOM製、圧力計はBEKA製であった。 

・充填初期に均圧を与えるための充塡や脱圧時に計量値の表示は変わらない。流量制御は空気圧駆動

のレギュレータ（制御器）による。遮断弁はホース近傍にあり、脱圧量は少ないと予想される。 

・ディスペンサーの隣には TOKHEIM 製の外設機（制御・表示装置）が設置されており、その表示

器は液晶表示を用いていた。表示内容は①金額、②充填量（kg：小数点以下 2 桁）、及び③単価  

（9.998€／kg）であった。単価は日本円で約 1,350 円となり、日本での相場である約 1,000 円/kg

に比べると少し高い設定となっている。 

・オランダでは、ディスペンサーから１ｍの離隔距離があれば非防爆対応の機器の設置が可能である

（日本では0.6m）。 

・ディスペンサーの筐体は壁にはめ込むような構造となっている。ノズルは正面板に取り付けられて

おり、筐体内部のリトラクタにより引き出せるようになっている。 

・ノズル掛けは日本のものと同じであるが、取り付け部は垂直ではなく、傾斜が付けられており、操

作し易かった。 

・ディスペンサーの表示器はグラフィックタイプの液晶表示で、大きさは7 inch程度。表示内容は充

填圧力（bar）と充填量（kg：小数点以下2桁）であった。 

・当該ステーションでは毎年末に充填テストを行って、衡量法により充填量の精度を確認している。

精度の実績としては、35 MPaは2％以下。70 MPaは3～5％とのこと。 

・オランダにおける水素ステーションの設置を許可する法律や調査等にはどのようなものがあるか、

との質問に対して、①安全調査、②防爆、③環境影響調査との回答があった。なお、計量器の試験

はメーカーで実施するものが殆どであり、現場では実際の運用体制のみの確認で終わる。 
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・以上のことから、水素ステーションの建設に関してはドイツよりオランダの方が容易な状況にある

と思われる。 

・ステーション内部の写真撮影は禁止されていたが、目視による観察では設備の構成は以下の図のと

おり。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

  

圧縮機仕様 

ﾒｰｶ：Fofer 

方式 2段式 

 1 段目（45～50MPa） 

 2 段目（95MPa） 

TypeⅠ 

TypeⅡ 

フィルタ 

（CO除去） 

H2パイプライン 

 

1000L 

1000L 

中圧用 

50L×8 本 

50L×8 本 

高圧用 

 

FM 

 

 

＊1 

＊1 

 
REG 

ﾄﾗｯｸ・ﾊﾞｽ（35MPa） 

 

 

 

FCV（70MPa） 

 

 

 
REG 熱交換器 

 
 

 

FCV（35MPa） 

 

筐体 

（壁後ろ側） 

 

筐体 

（壁前側） 

 

ノズル 

脱圧 
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パイプライン引込み場 
 

圧縮機 
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外設機 

ノズル掛け 

バス用ノズル 

 

ﾃﾞｨｽﾍﾟﾝｻｰ表示部 

充填完で 744.48bar指示 

－ 253 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

レシート 充填口 

  
壁付ディスペンサー 現代 水素タクシー 
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5.1.10 ベリスペクト（Verispect）及びオランダ国家計量研究所（VSL：Netherlands’ National 

Metrology Institute） 

(1) 訪問日：2015年10月2日（金）午後 

(2) 所在地：デルフト 

(3) 訪問者：経産省 関野・谷口、産総研 松本、計工連 小島 

※列車の人身事故のため、途中で運行が2時間以上止まり、そのためメンバーの一部のみがデルフ

トを訪問した。また、予定時間を大幅に遅れての到着だったので、当初予定を変更し、R139 改

定の提案に焦点を絞り意見交換した。 

(4) 面談者：George Teunisse（TC8/SC7（R139）幹事）ほか 

(5) 概 要 

両機関は計量法に基づく機関として位置付けられている。ベリスペクトは、監督機関として検定、

立入検査、これらの基準の策定等を実施。VSLは国家計量標準機関として、計量単位の確立、物理標

準の維持・開発、校正、物理標準に関する諮問機関の運営等を実施。 

※オランダには、計量制度における地方自治体による監督（又は地方検定機関）はなく、ベリスペ

クトが計量管理を実施。検定の有効期間も存在しない。 

※なお、ベリスペクトは、訪問当時民営化されていたが、同機関が担当していた業務のうち、検定・

検査業務が2016年1月より政府機関である電気通信庁（Agentschap Telecom）へ移行すること

になったとのこと。 

(6) 内 容 

①R139改定に関する打ち合わせ 

背景として、ベリスペクトに先だって 9 月 28-30 日に訪問した独及び英の計量機関からは、R139

の改定作業を再開するという日本の提案について支持が得られている。10月1日に訪問した蘭NMi

においては、Mr．Marc Schmidt(R139専門家)、及びNMiを訪問していた米NIST のMr. Raplh 

Richter（OIML TC8/SC3事務局員）とR139の改定作業の必要性について技術的観点から議論し

た結果、その必要性について合意が得られた。そこでベリスペクトにおいては、R139 の改定の議

論を出来るだけ早く開始するための方策についてMr. George Teunisseにアドバイスを求めた。主

な質疑は次のとおりであった。 

（経産省）R文書の発行までは時間がかかることから、日本としては可能な限り早く議論を始めたい

と考えている。Mason委員長からもできる限り早く始めるべきだという意見があった。R139の改定

作業はどのように提案したらよいか。 

（蘭）提案方法には、1) R139 の改定、及び 2) 新規R 文書の提案、の 2 つが考えられるが、次の 2

つの理由から2)新規提案の方がよいと考える。1)の案について、R139は2014年に改定されたばかり

であることから、１年足らずで改定作業を再スタートさせることに対して関係国が難色を示す可能性

がある注１）。R139の改定作業には水素に関心のない国も参加していることから、このような国は改定

作業の再開に反対する可能性がある。一方、2)の新規提案については、水素に関心のある国のみが参
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加することから新規プロジェクトが承認されやすく、審議もしやすい。 

注１）OIMLにおける勧告文書の見直し又は改定作業は原則として5年に一度実施されている。R139

については、2014年版の発行に伴い関係国が国内法の改正を行ったばかり（又は準備中）であること

が予想される。また、R139 の改定作業が水素に関係のない記述にまで影響を与えることを懸念する

国から反対意見が出ることも予想される。 

（経産省）既にCIML委員会は今月（10月）に迫っているが、今から提案は可能か。 

（蘭）第50回CIML委員会の議題登録は8月上旬が締切りであったので、今年の委員会には間に合

わない。もし時間に余裕があれば、事前に所定の様式を作成して事務局（BIML）に提出するととも

に、委員会前日（10月18日）の運営委員会で日本のCIML委員（産総研・三木理事）から提案内容

について内諾を得てもらえれば、委員会の場で採り上げることは可能であったはずだ。しかしながら、

委員会の開催が迫っているため、委員会の場では情報提供にとどめ、後日（約３ヶ月後）全CIML委

員によるオンライン投票注２）を実施するという手続を採った方がよい。オンライン投票は、委員会で

の採決よりも採択の条件が厳しいが、委員会で十分に情報提供し主要国の内諾を得ておけば、大丈夫

ではないか。新規提案の場合、文書を作成するプロジェクトの世話人は、我 （々TC8/SC7事務局）で

はなく日本が担当すべきではないか。OIMLのルール（B6）では、事務局とは別の国が各プロジェク

トを担当することも認められている。その場合、TC8/SC7事務局の立場から、蘭は日本をサポートす

る。 

注２）OIML条約（B1）によると、オンライン（通信）による投票では、回答した加盟国全ての賛成

が必要であるのに対し、OIML総会やCIML委員会では8割の賛成で採択される。一方で技術作業指

針（B6:2013）の 5.4.4 では、新しいプロジェクトの提案は手段を問わず過半数の賛成で承認される

と規定されている。万が一否決されても翌年のCIML委員会に再度提案することも可能。 

ただ新規提案といっても、「その内容はR139をベースにしており、水素固有の技術的改定ポイントを

新たに書き加えたものである。」と説明すれば、関係国からの賛同が得やすいと考える。新規提案のた

めの文書は詳細である必要はなく、1 枚の簡単なもので十分（OIML で規定された新規提案票の説明

を受けた）。 

（経産省）昨日のNMiにおける意見交換でMr. Schmidtは、蘭に水素ステーションは2台しかない

ので、蘭としては関心がないと言っていたが。 

（Teunisse 氏）それは現在の話で、2～3 年後には燃料電池自動車が増えて確実に必要性が高まると

考える。オンライン投票にしても三木理事が運営委員会で発言することは重要。本日出席できなかっ

たが、私からも蘭のCIML委員（Ms. Spronssen）には日本を支援するよう伝える。 

（経産省）本日は非常に有益なアドバイスをありがとうございました。大変感謝している。本日のア

ドバイスを三木理事、三浦室長にも伝え、早急に日本側の対応を検討する。初めてのことなので新規

提案の案ができたらBIMLに提出する前にメールにて送付させて頂きたい。 

（Teunisse氏）了解。 

※以下は参考資料であり、一部は訪問した機関から提供された資料の抜粋である。 
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②オランダにおける計量制度について 

○オランダの計量法を維持し施行する責任は経済省（Ministry of Economic Affairs）にある。法律の

制定や改正をするときは、政府は、ベリスペクトや NMi を主要メンバーとして参画させて行う。

現在の計量法は2006年に制定されたものだが、MID（欧州計量機器指令／2014/32/EU）への適合

に伴って大きく改正された。 

○規制の対象としている計量器は、MIDやNAWID（非自動はかり）指令を基礎としているが規制の

対象は、計量器の流通量等によって決定している。 

 ・MIDに適合した計量器はガスメーター、電気メーター、自動はかり、タクシーメーターなどである。 

・非自動はかりの計量管理制度については、NAWID指令に適合している。 

 ・MIDの対象ではあるがオランダでは規制対象となっていない計量器としては、水道メーター、積算 

 熱量計（間もなく規制の対象となる予定）、排ガス分析器などがある。ただしこれらの計量器も、

CEマーク制度には適合する必要がある。 

・他の欧州指令を基礎としている計量器としては、アルコール比重計、アルコール呼気検知器及び穀

物質量の標準器がある。 

・計量器の流通量等によってオランダ独自の規制を行っているものは、据付貯蔵タンク、液体レベル

ゲージ、ガソリン・石油混合ディスペンサー、圧縮天然ガス（間もなく施行予定）、移動中の車両

の自動計量装置（施行はまだ）がある。 

○オランダの計量法で規定された適合性評価の方法としては、型式承認を含む適合性評価、市場監視

制度、立入検査制度がある。 

○いわゆる検定の有効期間というのはなく、定期的な検定制度もない。再検定は一般的には要求され

た場合や、修理のために封印を外した場合に行われる。 

○タクシーメーターや安全上の計量器には検定の有効期間があるが、これは計量法の範疇にはない。 

○検定は、十分な能力のある民間機関を指定して行う。 

○いくつかの認定を受けた民間機関が校正の範囲に応じて校正業務を行っている。 

○オランダでは、計量業務の認定にあたって VSL が維持する国家物理標準へのトレーサビリティが

求められる。校正の手法は、その計量器に対する法規制の有無には関係ない。 

○適合性評価にあたって校正証明書を活用する場合、整合化された国際規格や規範的文書を参照して

いる。測定の不確かさに対する基準は計量器によって異なる。 

③VSLの活動について 

○VSLで現在力を入れているのは、LNG（液化天然ガス）計量器のための計量標準である。LNGは

オランダでは新市場として広がりをみせており、例え、不確かさ 1％であっても１隻のタンカーで

は500万ユーロもの損失になる。このような費用に基づく評価は、計量標準の必要性を政府に理解

させるためには有効である。 

○LNGについては、現在、3段階のアプローチで計量標準の開発を進めている。すなわち、第1段階

(25 m3/hr)→第2段階（100～200/400 m3/hr）→第3段階（400～4,000 m3/hr）であり、現在は第
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2段階を開発中である。 

○オランダではLNG車の普及は伸びている。 

○水素ガスの標準の開発については、照会はあるが、まだ着手していない。 

○体積標準の校正施設の見学を行った（写真参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
体積標準校正設備 

 

 
ベリスペクト＆VSLにおけるMr. George Teunisseと調査団 

 

 
【所感】 産業技術総合研究所 森中 泰章 

欧州における水素ディスペンサーの計量に関する規制等について調査した。 

昨年度の米国における高圧水素ガス等の計量取引・法規制に係わる調査では、カリフォルニア州が、
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水素ステーション及び FCV への補助金だけでなく、水素ディスペンサー等の規格及びプロトコル作

成にまで出資し、FCVの販売から規制までの総体としてFCVの普及を促進させようとしていた。し

かし欧州ではそこまで水素にこだわっておらず、FCVが普及するのを見極めた上で対応しようと考え

ていた。今回、日本から水素ディスペンサーの技術基準の説明を行った。特に大きな反対をされた訳

では無いが、NIST のラルフ氏から、水素燃料よりガソリン燃料の方が安価であるにもかかわらず、

どうして日本は水素にこだわるのかと聞かれた。日本としてはエネルギー安全保障の店からも水素を

推進メリットが大きいと考えていると説明したが、それは日本固有の問題では無いか、とコメントさ

れた。その場にいた NMi の方も同様な事を考えていたと思われ、とても印象深かった。OIML にお

いて、水素ディスペンサーの技術勧告の作成を実現させるためには、十分熟慮した上での対応が必要

と思った。 

最後に、本調査に参加された計量行政室、製造メーカー及び関係者の皆様に、感謝致します。あり

がとうございました。 

 

 
【所感】 国立研究開発法人産業技術総合研究所 松本 毅 

 国際法定計量担当者としての立場では、本調査の本題である水素ディスペンサーに対する計量管理

と同じくらい、各国のNMI（国家計量機関）や計量制度の一端を垣間見ることができたことは幸いで

あった。最終日に電車が不通となった際には、予定通りベリスペクトを訪問すべきか否か迷ったが、

やはり行って良かったと思う。お陰様で大変実りある議論をすることができた。 

 事前の心配にもかかわらず、訪問した機関の訪問団への対応は良好であった。特にベルリン計量検

定所の話では、外国からの見学を受け入れることは珍しいそうである。たとえインターネットが発達

した時代であっても、やはり面会した意見交換や打ち合わせは重要であると改めて感じた。NMiを非

公式に訪れていたRichter 氏からも、日本からは見えない部分で加盟国相互の打ち合わせが行われて

いることを実感した。 

多くの訪問先について、(一社)日本計量機器工業連合会が通訳を1名ずつ現地で手配した。その他の

面でも同工業会のスタッフは、事前準備も含めた当調査出張の円滑な遂行を効果的に支援した。参加

者の一人として、同連合会の支援体制に感謝する。 

 なおベリスペクト からの補足情報によると、民間機関である同機関が担当していた検定・検査業務

の一部が、2016年1月より政府機関である電気通信庁（Agentschap Telecom）へ移行した。その背

景には、やはり法定計量業務は公的機関が担当するのが適当であるという政府の判断があったらしい。

そのため、Teunisse氏を含む一部の職員の勤務地も、アメルスフォールトにある電気通信庁の施設へ

変更された。 
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【所感】 一般社団法人日本ガス協会 西井 匠 

ドイツ・イギリス・オランダにおける法定計量について知ることができ、有益な調査であったと実

感している。訪問した3ヶ国は、ともに多くの機器や分野について法定計量が行われているが、中で

もドイツが最も広く行われているようである。法定計量に基づく検定等にはコストがかかり、製品や

サービスの価格にも反映されることになるが、それでも法定計量が広く行われる背景には、国民性も

あるのではないかと推察する。 

今回の調査の主目的であるFCV用の水素計量については、どの国も本格的な取組みは始まってい

ないと感じた。FCVがまだ市販されていないことが最大の理由と思われるが、課題認識は持っており、

取組みが始まりつつあるという状況であった。ディスペンサーの技術開発を行っている人の話が聞け

なかったのは残念であるが、各国の計量研究所の話からは、ディスペンサー自体が技術開発途上で性

能や仕様が確立できていないこと、計量検定器は技術・コストの面で整備が難しいこと等が伺え、制

度確立までに課題が多いことが分かった。 

マイナス公差等、JISや民間自主ガイドラインにはない考え方についても意見を聞くことができ点

も有益であった。日米欧の国家プロジェクトに係る意見交換（International Work Shop on Hydrogen）

も毎年開かれており、今後も技術面・制度面のいずれについても情報共有を続け、適切な水素計量技

術・制度に向けた国際的な協力が重要と考える。 

 

 
【所感】 株式会社オーバル 小野 治 

今回の調査では、ドイツのNOW、PTB、ベルリン計量協会、イギリスのNMRO、オランダのNMi

等、短期間で水素ステーションに関係する機関や計量行政機関を訪問することができました。また、

実際に稼働している水素ステーションの見学は2箇所のみでしたが、オランダのステーション見学で

は、我々のために説明者が3名も来られ、中にはわざわざフランスから来られた方もおられ、非常に

有り難いと感じました。 

OIML R139関係では、日本の考え方や取り組みに対して、各国の関係者から一定の理解が得られ、

今後の改定に向けて協力関係を築く第一歩にはなったと思います。国別では、ドイツの取り組みがEU

内では一番進んでいると思われ、2年以内に検定制度を立ち上げようとしています。オランダはR139

の幹事国ではありますが、水素関係はほとんど実績がなく、CNGとの違いについての認識が少なく、

今回の訪問で少し理解が進んだと思われます。イギリスは自動車燃料としての水素に対して少し懐疑

的で、どの燃料が一番良いか見極めるまで規制はしないとの考えのようです。 

水素ステーション建設は各国共各種規制があり、それらをクリアしないと建設できないということ

であり、国や関係機関から補助金は出るものの、現段階で設置数が急激に増えることはなさそうです。

今回見学したステーションでは、前述のオランダのステーションが昨年9月に開所したとのことです

が、水素の供給がパイプラインからという説明に少し驚きました。EU内には、フランス、ベルギー、

オランダ、ドイツを結ぶ1000kmにも及ぶ水素ガスパイプラインがあるそうです。このようなガスパ
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イプラインは、水素の他にも窒素と炭酸ガスのラインがあるそうです。また、このステーションでは

たまたまタクシーが充填に訪れましたが、1 日に 2 回充填するそうです。そして充填はセルフです。

各国共セルフ充填が標準になっているようです。 

今回の調査は日程的には少しタイトでしたが、そのお陰で効率的な調査ができたと思います。微力

ではありますが、これからの水素社会の到来に少しでも貢献したいと思います。最後に、本調査に参

加させて頂きましたことをお礼申し上げると共に、関係者の方々に感謝申し上げます。 

 

 
【所感】㈱タツノ 大滝 勉 

欧州における水素主要国の自動車用圧縮ガス燃料の計量供給に係る規制とその動向について調査

し主要国の計量当局と協議した。FCVとそのインフラを推進する側、とりわけ水素を扱う現場に近い

関係者で熱心に取り組まれている一方で、周囲では比較的冷静な目で水素の進展を見ているように感

じた。その取り組みは、カリフォルニアにおけるゼロエミッションビークルへの 100％シフトを目指

す姿勢とは異なり、自動車用の新エネルギーとしての位置付けであり、どのエネルギーがいつ頃普及

するのか、どれが本命なのか、その選択肢の一つとして、水素にも取り組んでいるというように思う。

FCV も ST もまだ少ないが、一方で、運用方式がセルフであったり、個人所有の車であったりして、

実際の商用に近い実証が行われているとも見られた。 

ドイツ、イギリス、オランダの順で回ったが、水素の取り組みもこの順と見られる。そのオランダ

では、運用されている 2 カ所の水素 ST 内の一つを見られたが、メーカー主導で新しい 2014 後期オ

ープンのせいか、内容的にも水素パイプラインから直接引くなど仕様も本格的であり、また、現代の

水素タクシーが走っているなど、ドイツに見劣りしないものがあって、オランダなりの水素への取り

組みがそこにはあった。 

FCVと水素供給の核となるSTの普及に向けた取り組みの中で、先ずは水素を安全に充填にするこ

とを先決にしている。また、燃料電池に使用する水素の品質に制約があり、品質をチェックし一定レ

ベルを維持する研究が急務とされている。このような中で、今回の調査した圧縮水素燃料の計量につ

いては、取り組みが後回しになっているようで、当然水素計量法の整備はまだ先で、計量精度といっ

た実力、計量の実態そのもの調査が不十分と思われる。どのような要素が水素の計量に影響するのか、

改善すべき点はどこにあるのか、研究はこれからといったところであり、計量精度への影響の大きい

脱圧量についても、その認識は低かった。今回は、3 か国の計量当局に加えアメリカの計量担当者と

も協議できた。その結果、日本の水素計量への取り組み、例えば脱圧量の扱い等に一定の理解をいた

だき、賛同が得られたのが大きな収穫であったと思う。 

圧縮水素の計量が CNG に比べて、特別難しいものとの認識はないようで、水素は CNG の延長線

上で扱えるとの考えで、それがOIML R139に文言だけで水素を組み入れた発想であったと想像され

る。しかしながら、実際に水素計量を研究していると、その精度の向上は容易ではなく、R139 の±

1.5％というMPEは容易に達成できないものであることが、関係者の間に理解されてきている。そも
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そも、精度を試験する検査装置にはMPEの1／3の不確かさを要求されるが、これに相当する±0.5％

を試験装置で達成するのは容易でない、というのが現時点での各国の認識であり、±1.5％精度の計量

機が存在したとしても、正しく評価できないのが欧米各国の現状であると考える。 

水素元年の欧米の調査において、日本の水素計量のレベルが先端を走っていると実感できた。これ

を維持発展させることが我々の責務であると考えている。最後になりましたが、本調査事業に参画さ

せていただいたことを御礼申し上げます、ありがとうございました。 

 

 
【所感】 日立オートモティブシステムズメジャメント㈱ 櫻井 茂 

・ヨーロッパにおける水素開発について、ドイツ、イギリス、オランダの関係機関を訪問し、調査、

意見交換したが各国の状況と反応は以下。 

＜ドイツ＞ 

・ドイツでは国の補助金整備が手厚く他国に先駆け水素インフラの普及が進んでいると感じた。 

・また、国民性からか計量に関しては厳格な考えを持っている、検定等はヨーロッパの検定より更に

厳しい基準を設けていることからも想像できる。 

・水素の検定については、2年以内（2017年）に導入する計画があるとのこと。 

・日本の提案した精度等級の区分けについて、区分けが多いと感じているようであった。 

区分けについては米国も同じように4つの区分で運用している旨、伝えると苦笑いしていた。 

しかしながら、日本の提案する論点3つ（①脱圧ロス②精度等級③モジュール化）については一定

の理解が得られたと感じた。 

＜イギリス＞ 

・イギリスは普及が十分進まなければ規制を掛ける必要はないとの考え。 

水素普及に向けた国レベルのプログラムが無いことが十分普及が進まない要因の一つである。 

鶏と卵の議論になるが、これまで発展した産業の普及初期においては国からの補助金等、一定のサ

ポートが果たす役割は大きいため、これからの政府との取り組みに期待したい。 

・日本の提案する論点については、中立的な立場での発言であったが、否定的な意見は述べられてい

なかったので、論点に対する議論は可能と感じた。 

＜オランダ＞ 

 ・オランダは水素ステーション数こそドイツには及ばないが、NMiでの議論にある通り水素普及に関 

 して前向きな姿勢が感じられた。 

 ・最終日ベリスペクトでのミーティングでは、日本提案について、R139 を改定する方法の他、日本

がホスト国となり新たに水素として基準を作ったら良いのではとの意見があったとのこと。 

これは、次回のR139 改定は通常で 2019 年であることもあるが、議長国として思うところがあるの

では、と感じた。 
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【所感】 一般社団法人日本計量機器工業連合会 小島 孔 

この度、水素計量システムに関する欧州調査に参加して、現地から感じたことをまとめる。 

はじめに、欧州における水素利用については実用実験の段階で、本格的な実用化にはもう少し時間

がかかると感じた。しかし、実用化のインフラ整備では、ドイツ PTB において計量標準の整備と充

填システムの性能評価のために実証実験が、流量関連研究室において研究活動が行われていた。英国

NPLでは、水素の高純度化、燃料電池の効率化などの実用研究が行われ、また、研究所敷地内に水素

燃料SSを設置し、水素燃料電池車に係わる実証実験を予定していた。 

しかし、現在実証水素ステーションの設置数も少ない上、営業日は隔日程度であることから、燃料

電池車が一般道路を走りまわるは、ずっと先のようだ。欧州での ECO 自動車開発は、ディーゼルエ

ンジン車が主流となっており、次世代自動車のエネルギーとしても水素ではなく電気に重点があるよ

うだ。 

我が国の水素燃料 SS 等に対する保安法は大変厳しいが、欧州では計量器による水素充填はドライ

バーが行うことを前提にシステム開発されており、事実、訪問した2カ所の実証ステーションは無人

で運営されていた。我が国の厳しい運用からすると考えられないほどおおらかであった。 

一方、一般消費者向けに水素の販売を行うことについては、計量取引の正確さを保証するため、規

制を実施すべきとの考えで、型式承認と検定実施の準備を進めていた。具体的には、ドイツが2年後

の計量規制の実施に向け準備していた。 

ドイツ、英国、オランダの国家計量研究機関の法定計量分野への取り組みが、多くの研究者を巻き

込みながら取り組んでいることに驚く。欧州計量指令をはじめとする域内統一法規で規制が実施され

るため、各機関では、指令の実施に抜かりのない体制で臨んでいるモノと推察する。 

 
＜総括＞ 

水素エネルギーの普及については、経済産業省、産業総合技術研究所、産業界が一体となってJIS

化に取組み具体的な方向性を示している日本が米国、欧州に先んじていると言える。ステーション

設置数についても政府のシナリオを達成すべく、各企業で努力がなされている。 

今回の欧州調査で感じたことは、水素利用のための技術はこれまでの CNG のものとは違うこと

は理解するが、訪問対象国の全てにおいて、具体的にどのようなことが課題となっているのか、は

っきり明示できていないのではないかと感じた。そこで今回の訪問により日本からの提案を示すこ

とができた訳で、水素普及へ取組む日本の姿勢を十分にアピールすることができたと考える。 

その一方で、せっかく日本から提案を明示したのであるから、これが尻すぼみとならないよう、

継続した議論の場を設ける必要があると感じた。 

今回の調査で関係者（OIML 委員、R139 幹事）との R139 改定に向けた意見交換を行い、日本

の問題意識について一定の理解を得ることができた。 

今後は、来年に予定しているJIS化制定に向けた作業を進めると共に、現在検討中のJIS案の主

要ポイントをOIML勧告へ反映するための更なる国際関係の構築を目指していく所存である。 
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5.2 海外計量専門家の招へい及び講演会の開催 

本事業の一環として、法定計量に関する課題を抽出し、国際勧告・文書等の案が策定される背景、

技術内容、諸外国の法定計量制度の実態及び動向等を調査把握するため、海外機関から計量関係専門

家を招へいして講演会を開催してきているが、今回はインドネシアから法定計量の専門家を招へいし

た。 

 
1. 目的 

平成 27 年度の国際法定計量調査研究委員会の招へい事業として、インドネシア共和国の国家計量

局（Directorate of Metrology／DoM）及び計量人材開発センター（Development Centre of 

Metrological Human Resources／DCoMHR）から法定計量専門家を招へいし、同国における法定計

量制度及び計量法、実施体制等に関する講演を行った。 

インドネシアの人口は約2億5千万人（世界第4位）で、アジアの中でも工業化が進んでおり、今

後さらに計量計測器産業の市場拡大が見込まれる。同国の法定計量制度を把握することで、我が国計

量計測機メーカーや輸入事業者の同国の計量行政に対する理解が深まり、法規制に適切に対応してい

くことが可能となる。 

 
2. 講演会開催 

 期間：2015年12月17日（木）14時～17時 

 会場：アジュール竹芝 

 演題：インドネシアの法定計量制度に関する講演会 

 講師：Mr. Hari Prawoko 

国際法定計量委員会（CIML）委員、インドネシア商務省 国家計量局局長  

Mr. Rifyan Syahputra Nasution 
インドネシア商務省 計量人材開発センター 民間育成サブ・セクション長 

聴講者：57名（関係機関、研究所、計量計測器メーカー） 

 
3. 講演会概要 

(1) 「インドネシアにおける法定計量」Mr. Hari Prawoko 

（講演の概要） 

インドネシアにおいて法定計量とは、「計量単位、方法、計量機器、真なる計量結果を基に公益を

守ることを目的とした法に基づく技術的要件や規制に係わるものを維持する学問」と定義されている。 

法定計量に関しては、1981年に制定された法律No.2によって規定されている。これに基づき、法

定計量は政府が行うと規定されている。法定計量に係わる活動として、①計量器、包装商品及び SI

単位に係わる部分の監視及び出版、②計量器、包装商品及び SI 単位に関する管理・監督、調査及び

法の執行、③法定計量における基準器のトレーサビリティ、④型式承認、⑤計量機器の検定の5項目

－ 264 －



が規定されている。 

1) 計量器の検定 

法定計量の対象となる計量器は、公益、ビジネス、取引、給与の決定、最終製品、法律及び規制

の執行に直接的又は間接的に係わるような計量器である。現在、商務省規則 No.8（2010 年）によ

って規制の対象となる計量器の型式として、14型式が対象となっている。その内訳を見ると、取引

に使用される 12 型式、84 種類の計量器、医療分野で使用される 1 型式、2 種類の計量器、環境分

野で使用される1型式、2種類の計量器となっている。 

法定計量制度の下で、計量器として管理されているものは累計で6,850万個ある。内訳としては、

電力量計4,470万個、水道メーター1,150万個、天びん及び分銅780万個、その他450万個となっ

ている。 

2) インドネシアの法定計量制度を支える組織 

国家計量局の組織の概要としては、本部に加えてトレーサビリティに対応する部門、型式承認と

検定及び再検定に対応する部門、そして法定計量の標準化に対応するセンターが4つある。 

また、インドネシアには日本の県に相当する行政単位として「州（Provinces）」があり、州の中

に地方検定所が 52 カ所、更に小さな行政単位として「特定市／特定地域（City／District）」があ

り、ここにも9カ所の地方検定所がある。 

国家計量局はインドネシア商務省標準化消費者保護総局の下部組織であり、法定計量を司ってい

る。計量法に基づくインドネシアの法定計量制度は、1923年、オランダによる植民地下において始

まった。この計量法は1981年に改訂され、現在の法律No.2になった。 

国家計量局の機能として、①法定計量に係る国家政策の策定、②法定計量に使われる国家規格・

基準の維持、国家質量標準（K46）の維持、③型式承認、検定及び再検定、市場調査等の法定計量

に係る活動の管理・監督がある。 

インドネシアの各地域に存在する国家計量局の地方事務所を、巻末資料の地図に示す。 

3) 法定計量基準器のトレーサビリティ 

インドネシアの法定計量制度で用いられる基準器に対するトレーサビリティは、国家計量局が管

轄している。そのために同局が所管する実験室は、質量、長さ、容量、温度、力及び圧力、電気、

健康及び環境の7つである。これらの実験室は、既にISO/IEC17025に基づいた認定を受けている。 
国家計量局の他に、中央政府に属する4つの法定計量地方事務所があるが、これらの事務所も実

質的には国家計量局の管轄下に入っている。 

4) 型式承認 

1981年の法律No.2の第17条では計量器の製造及び修理には商務省の許可が必要であり、第18

条では計量器の輸入について商務省の許可を取得する必要があると規定されている。2004 年商務 

省規則No.637では、輸入許可の申請は税関を介さなくても良いという規定になっていたが、2012

年に改正された商務省規則No.74では、輸入許可の申請は、全て税関を介さなくてはならなくなり、

INSW（単一窓口：Indonesia National Single Window）を通じて行うこととなった。 

－ 265 －



計量検定所の下には、流量計、水道メーター、ガスメーター、長さ及びオリフィス板、非自動は

かりの試験施設がある。水道メーター及び非自動はかりの試験施設は、ISO/IEC17025に基づいて

認定を受けている。 

2009年以降の型式承認証明書の発行件数を見ると、2015年には輸入計量器に係る型式承認証明

書の発行件数が大幅に伸びていることがわかる。 

資料の15枚目には、2015年に型式承認を取得した輸入計量器の一覧を示した。右側には製造事

業者の国籍を記載している。 

資料の 16 枚目は、輸入計量器に係る型式承認の取得手続を示したものである。輸入事業者は

UPPKと呼ばれる窓口に申請をしなければならない。提出された申請書類は、計量器・計量標準部

（Subdirectorate of measuring instruments and standard）で処理される。全ての文書が揃って

いれば、局長が署名をし、型式承認証明書が発行される。 

5) 市場調査 

市場調査の一例として、ガソリン用燃料油メーターのポンプに関する調査について記載した。調

査期間は 2015 年 6 月～7 月、調査対象となったガソリンスタンドの数は 105、調べたノズルの数

が 512 で、そのうち MPE（最大許容誤差）の対象となるものが何本あったかという調査結果が記

載されている。 

市場調査の2つ目の例は、包装商品に関するものである。この調査は、ASEAN諸国間での合意

に基づいて実施されたもので、9 つの優先商品（調理用油、米、砂糖、コーヒー、牛乳、紅茶、即

席めん、醤油及び果汁飲料）を対象としている。2015年の5月から6月にかけて、包装商品36ブ

ランドに関して調査を実施し、サンプリングによりデータを収集した。 

法定計量で管理される計量器の例として、巻尺、タクシーメーター、天秤はかり、分銅、体積、

流量計（超音波流量計も含む）、家庭用ガスメーター、水道メーター、タンクローリー、貯蔵タン

ク、メータープルーバー、血圧計、電力量計があげられる。 

定期的に調査を行っている包装商品は、主に質量で内容量を表示することが決められている。こ

れ以外に、体積、固形量、寸法、数、個数、長さで内容量が決められている包装商品もある。 

 
（質疑応答） 

Q. 1923 年にオランダによる計量法が施行された後、1981 年 2 月に改定があり、それ以降は 2015

年まで計量法の改定はなかったのか。 

A. これは 1981 年から随分経過した古い法律である。2015 年になって法律改定に取り組み始めた。

法定計量だけでなく、科学や産業計測も包括した計量制度全体のための法律を考えている。これか

ら議会に提出・上程し、2016年に議会で審議される予定である。計量制度に対して別々のシステム

があるという状態は避けたい。ただ、この政策を理解することは難しく、インドネシア国民にもな

かなか理解していただけない。 

Q. 水道メーターの試験について ISO/IEC17025を適用すると書いてあるが、たとえそれに違反して
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も 100 万インドネシア・ルピア（日本円で 1 万円）の罰金に過ぎない（計量法第 2 条罰則規定）。

この程度の罰則で法律が遵守されるのか。 

A. ご指摘のように、100 万インドネシア・ルピアという罰金の額は、現在の経済レベルを考えると

低い。一部の者は、計量で不正を行っても大したことではないと思っている。今般の法律改正によ

り、罰金額の上限を100万ルピアから1億ルピアに引き上げる予定である。 

Q. 市場調査で燃料油メーターの調査したところ、512 ノズル中、40 ノズル（8％）がエラーになっ

ているが、これは故障によるものなのか、不正によるものなのか。 

A. エラーの主な原因は、①フィルターの掃除不足による吸引口の部分の汚れ、②燃料自体が低品質

であること、③検定官の不正確な校正によるもの、の3点であるが、そのうち低品質の燃料による

ものが多くを占めることが分かってきた。石油タンクからガソリンスタンドまでの距離がおよそ

50kmであり、この間の輸送状態が良くないことも考えられる。 

Q. 検定の有効期間は何年か。 

A. 調査は年に2回、定期的な検定は年に1回である。 

Q. 1981年法律No.2にいう type approvalと商務省規則No.74でいう type permit は同じものか。 

A. type approvalと type permitは同じものを指している。型式認証が取れたときに認明書を発行す

るので、それが言わばpermit（許可）という形になる。 

Q. 商務省規則 No.74 では、輸入者ごとに型式認可を取得しなければならないと規定されているが、

すでに承認を受けた型式の計量器を輸入するのであれば、輸入事業者ごとに別々に型式承認を取得

する必要はなく、1度取得すればそれでよいのではないか。 

A. 型式承認と輸入の関係であるが、型式承認を取得したらそれはその製品のライフタイム（寿命）

が続くので、同じ製品に関して再度型式承認を取得する必要はない。輸入事業者が1社で、同じ事

業者が継続して輸入している場合はそのようになるが、輸入事業者が複数の場合は、それぞれの輸

入業者ごとに型式承認を取得する必要がある。常々伝えていることであるが、輸入事業者は1社に

すべきであると考えている。複数輸入事業者がいる場合に、全員を平等に扱う必要があり、後から

きた輸入事業者も型式承認を取得することが必要となる。なおかつ、型式承認を取得する場合に、

1件目の申請を行う輸入事業者が一番大変であり、2件目、3件目、4件目に申請する輸入事業者の

場合は試験もやらなくてよい、申請をすれば取得できるということで楽になってしまうのは好まし

くないと考える。輸入事業者を全て平等に扱いたいと考えているためであり、輸入事業者を1つの

製品について1社に絞っていただければ、このようなことは生じない。 

Q. はかりについては、非自動はかり（NAWI）だけでなく、自動はかり（AWI）も対象であるか。 

A. AWIも型式承認が必要である（対象となっている）。 

Q. 製鉄メーカーのNAWIとして使う台はかりも型式承認が必要なのか。 

A. 台ばかりも型式承認を取得していただく必要がある。 

Q. 産総研でR76のモジュールで合格したものを供給して納入することで、相互認証としてそういっ

た書類を添付して手続きする方法はあるか。 
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A. インドネシアは日本との間で相互承認は行っておらず、また、その他の国とも相互認証は行って

いない。しかしながら、例えば、その製品が産総研（AIST）や国際法定計量機関から認証を受けて

いるのであれば、認証を受けた際の関係書類を提出していただけると、インドネシアで全ての試験

を行うのではなく、必要なポイントに絞って、例えば性能（パフォーマンス）、エラー、環境要因

のインパクト等の特定の項目のみ試験を行い認証する、ということも可能と考える。 

Q. 既にインドネシアにある設備を前提とすると、現地において何らかの試験を受けることになるの

か。 

A. 計量器の最初のサンプルに関しては、試験を受けて型式承認を取得するという形になる。 

Q. 資料の 4 枚目に、規制対象となる計量器として、12 型式・84 種類の計量器があると記載されて

いるが、12の型式とはどのようなもので、84種類の計量器はどのように分類されているのか。 

A. 12 型式のカテゴリーは、寸法（長さ）によるもの、ボリューム（従来型の容積）、グラスボリュ

ーム、標準型の計量器、（貯蔵）タンク、重量を計るもの（（圧）力を加えて計る）、水分計、ダイ

ナミックフローメーター、ガスメーター、電力量計等となっている。 

Q. 型式承認の技術基準に関しては、OIMLの基準とイコールなのか、それともインドネシア独自に

決められた基準なのか。 

A. OIMLをできるだけ適用できるようにしている。パラメーターの中には試験設備がないために適

用できないものもあるが、できる限り適用しようとしている。 

Q. 型式承認を申請してから承認が取得できるまでの期間はどのくらいか。 

A. 型式承認は主に 2 つのプロセスから構成されている。1 つ目のプロセスは、計量器の実際の試験

に係る部分である。試験に要する期間は、計量器の種類によって異なる。例えば、燃料油ディスペ

ンサー等に関しては、長いもので 3 か月くらい、その後、2 つ目のプロセスとして事務的な手続き

（書類の審査）があるが、長くても約3日である。 

 
(2) 「計量人材開発センターについて」Mr. Rifyan Syahputra Nasution 

（講演の概要） 

 インドネシアの計量人材開発センター（（Development Centre of Metrological Human Resources

／DCoMHR,以下、開発センターという）は、2012年までは計量トレーニングセンター（Metrology 

Training Center／MTC）と呼ばれていた。名称変更はあったが、認証に係わる検定官をトレーニン

グするという開発センターが果たす役割は変わっていない。名称変更を行った理由は、学校教育（計

量アカデミーにおける学位取得プログラム）、研究プログラムといった新しいプログラムを開発セン 

ターに導入したためである。 

1) 開発センターの果たす任務・及び機能 

①計量人材開発プログラムの策定・推進 

プログラムとしては実務教育（non formal education）、学校教育（formal education）の両方が

ある。実務教育は、検定に携わる人材の育成を目的としたもので、このプログラムのシラバスやカ
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リキュラムは、実際に計量人材育成プログラムの職務定義書の要件に合わせて策定されている。学

校教育は、2016 年に発足を予定している計量アカデミー（Metrology academy）において実施す

る。 

②計量人材育成の普及活動 

インドネシアの中で計量制度が十分に普及していない地域があり、ポスター、Fax、Website 等

様々な手段を用いて、計量人材の育成プログラムを周知するための活動を行っている。地方自治体

を直接訪問して、経済における計量の重要性についての普及・啓蒙活動も行っている。 

また、人材育成プログラムの策定、普及活動とは別に、計量人材開発センターでの研修を行って

いる。受講者の役職等によるが、4～5ヶ月間の研修を用意している。計量に携わる人はこれらの研

修を履修する義務がある。この4～5ヶ月間の研修を終了した人向けに、1週間の知識・技能向上の

ための研修もある。 

③新規かつ高度な計量技術の開発（NMIJを参考とした） 

2016年に計量アカデミーの発足を予定しているが、現在は州立大学と提携して計量学の学位取得

プログラムを提供している。 

 実務教育に関しては、ISO17024をベースに能力別の研修を行う。研修を提供する者は、ISO9001

の認証や、ラボによっては ISO17025の認証を受けているところもある。講師は全て商務省から認

定を受けた者であることが必要。実務教育の場として、研修施設及びラボを有している。 

2) 計量人材の育成のための教育 

①計量に携わる人材 

インドネシアでは計量に携わる人材は、検定官（verification officer）、実験の助手（laboratory 

assistant）、検査官（inspector）及び法定計量執行官（legal metrology enforcement officer）の4

種類である。それぞれの役割であるが、検定官は日本と同様で検定を実施し、認定マークに係わる

部分の仕事を行っている。実験の助手は、スタンダードの維持、定期的な認証の確認がある。検査

官は、現場での検査実施、認証マーク及び包装商品の検査を行う。法定計量執行官は計量に係る不

正行為の有無について、調査を担当する。 

②研修プログラムの種類 

検定官に関しては、上級レベル、中級レベルの2種類の研修プログラムがある。これは、検定官

の職務規程書に則ったカリキュラム構成になっている。上級レベルと中級レベルでは、求められる

知識及び技能のレベルが異なる。検定を実施できる計量器に関して違いがある。実験助手に関して

も、職務規程書に則った形で上級レベル及び中級レベルの2種類の研修がある。検査官と法定計測

計量執行官についての研修は1種類のみである。 

検定官、実験助手、検査官のそれぞれの研修に関しては、人材育成開発センターの研修施設で実

施する。しかし、法定計量執行官の研修は、警察の所有する施設で実施する。 

③研修期間 

研修期間は、検定官向けプログラムは5ヶ月、検査官向けは4ヶ月、法定計量執行官向けは2ヶ
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月である。法定計量執行官になるためには、検査官の資格も必要であるため、検査官向けの研修（4

ヶ月）と合わせると6ヶ月間となる。 

検定官向けの研修を例に挙げると、５ヶ月間の研修を修了すると、検定官はそれぞれの地域にあ

る検定事務所でインターンとして勤務する。インターンとしての勤務終了後、再び人材開発センタ

ーに戻り、実務能力が身についたかどうかの試験を受ける。この試験に合格すると、検定官として

の研修を修了したことになる。検定官になった後は、技能、知識の改善・向上のため1週間の訓練

コースがある。 

④上級レベル検定官向けの研修プログラム（例示） 

研修修了に必要な時間数は 800 時間。講義時間は午前 8 時～午後 5 時まで、1 日 10 時限で構成

されており、中間・期末の試験がある。 

講義科目は、一般的な計量の知識、計量法（1981年の法律）、計量管理（認証上の処理方法及び

現場での検証）、外国語（フランス語）、試験機（例:硬さ試験機）の使用方法、寸法測定装置の検定

（ノギス、マイクロ・メーター等長さを計測）、質量・重量に係る検定（分銅・非自動はかり）、静

的体積測定の検定（トラックタンク等）、動的体積測定の検定（家庭用水道メーター、燃料油メー

ター）、力・圧力の計量器の検定（血圧計、圧力計）、電力量計の検定、ラボの管理（ISO17025 及

びインドネシア独自の規程）、測定の不確かさ（標準分銅、標準メジャーに焦点をあてている）等、

多岐にわたる。座学の終了後に現地研修（その地域の検定所を訪問し、更に実務経験を積む）があ

り、最後に1枚程度の文章を書き、発表する。 

上級レベルの検定官になるためには、少なくとも大学で数学、科学、エンジニアリングの学位を

取得していることが必要である。 

⑤中級レベルの検定官の教育プログラム 

扱う計量器の種類が上級コースより少なく、研修員に求められるのは、準学位（associate degree）

を取得していることである。このコース終了後、その地域の検定所でインターンとして勤務し、そ

の後、人材開発センターに戻り、実務能力が身についているかの試験を受験する。能力に係わる認

証は ISO17024をベースに行っている。能力に係わる基準・規格、研修施設は持っているが、認証

機関は有していない。 

実務能力の試験は、現在は人材開発センターのみでの実施となっているが、将来的には地域の検

定所でも試験が受験できるようにしていきたい。 

⑥評価者（Assessor） 

現在、評価者の数は50人を超えている。評価者になるためには、計量に関して10年以上の経験

が必要である。 

⑦能力認証のための認証プロセス 

受験前に、自分たちは能力があるという自己宣言をした上で試験を受ける。能力試験は筆記試験

と実務試験がある。試験を実施した結果、受験者が検定官になれるか評価を行う。受験者が能力が

あるかどうかは評価者からの推奨及び提出された書類の内容で決定される。能力テストは、公的な
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試験であり、正規の調査、実際の計量器に係る試験、性能試験から構成される。能力試験を合格し

た人間が、最終的には検定官となれる仕組みである。 

⑧職業訓練プログラム（1週間） 

実際に検定員として認定を受けた後、1週間のプログラムが用意されており、具体的なテーマや、

計量機器に関して知識及び技能の向上を目的としたプログラムである。例えば、上から3つ目の給

油装置に係わるものに関しては、5 ヶ月の研修時には、メカニカル及びマニュアルの校正について

学ぶが、実際はエレクトロニック（電子的）な校正も実地ではあるので、1 週間のプログラムで勉

強することが可能である。8 番目の電力量計についても以前はマニュアルのメーターがあったが、

現在企業はスタティックパワーメーターであったり、エレクトロニックパワーメーターに移行して

いるので、その内容についてもこのプログラムで訓練することができる。 

⑨国家計量局、アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）教育プログラム 

2010年6月にNAWIの教育コース、2011年6月に米の水分測定のトレーサビリティについての

教育コース（国立研究開発法人産業技術総合研究所の松本氏が講師を務めた）、2012年2月に包装

商品、2013年8月はNAWI計量台検定についてのPTB－ASEAN教育コースが開催された。 

⑩計量人材開発センターの施設 

計量人材開発センターでは、講義用の教室、実技で使用する設備、NAWIの計量台のほか、図書

館（3,000冊を超える蔵書を所有）、総合クリニック、ラボ及び屋外にある貯蔵タンク（実技の研修

に使用）等の施設を所有している。実技で使用する計量器としては、質量計、電力量計、時間計、

家庭用水道メーター及び産業用水道メーター、温度計、圧力計及び血圧計の校正、水分計、機械技

術、計装及び物理、計量燃料ポンプ（旧式の燃料ポンプから、最新式の電子校正が行えるものまで）

を有しており、長さのラボもある。標準分銅に関しては、この研修で実技を行う場合の標準分銅の

校正をするため、ISO17025の認証を受けている。 

 計量管理に係わる部分では、再検定のシュミレーションラボもある。言語及びコンピューターの

ラボ、ガスメーターのラボ、タクシーメーターのラボも有している。 

 
（質疑応答） 

Q. フォーマルエデュケーションについて、興味深かく拝聴した。ディプロマなので大学卒業と同じ

資格を開発センターで出せるという意味か。大学と連携しているのか、単独で学位が出せるのか。 

A. 今の段階では 4 つの州立大学を連携して準学位（associate degree）を発行している。しかしな

がら、2016年に計量アカデミーが立ち上がって以降は、我々単体でこの資格を研修修了者に授与す

ることになる。 

Q. 講師の陣容について伺いたい。評価者（assessor）は現在50名、その資格としては10年以上計

量に従事していることが必要との紹介があったが、これらのカリキュラムを何人の講師で担ってい

るのか。また、2016 年から単体の機関としてアソシエート・ディプロマを発行するとの話だが、

2016年からの講師も引き続き大学と連携して大学の講師を遠洋するのか自前の講師なのか。 
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A. 現在 29 名の講師がいる。講師になるためには、①大学の修士号、②上級検定官向けの研修（5

ヶ月）を修了、③商務省が実施しているトレーナーになるための研修の受講が必要となる。2016

年以降は、州立大学との連携ではなく、計量アカデミーが単独で学位を授与するため、目下、計量

アカデミーの講師となる人材を探しているところ。計量アカデミーの講師については、基本的には

計量人材開発センターを巣立った者が就任することを考えている。 

 しかしながら、インドネシアでは２つのポジションを同時に兼ねるということができないので、

計量人材開発センターの講師でありつづけるか、あるいは人材開発センターを退職して計量アカデ

ミーの講師になるかを選ばなければならない。 

Q. 計量人材開発センターは、非常に優れた育成センターであると感心した。地方政府（local 

government）の計量人材を育成されると思うが、研修の費用（training fee）は、地方政府が負担

するのか。 

A. 人材開発センターは商務省の下部機関であるため、ここで実施される研修に必要となる費用は

100％商務省から助成されている。 

Q. 上級レベルの検定官とか、中級レベルの検定官とあるが、これによって扱える計量器の権限の範

囲が異なるのか。同様に上級の実験助手と中級レベルの実験助手とあるが、レベルによって扱える

品目や権限が異なるのか。 

A. 上級レベルであるか中級レベルであるかの検定官の仕事の違いであるが、まず、職務記述書（job 

description）が異なる。扱える測定機器のクラスが異なる。例えば、標準型の分銅に関して、上級

検定官は、S2、中級検定官は N クラスと呼ばれるものを使うことになる。実験助手は、上級でも

中級でも標準型の分銅を扱うことでは違いはないが、国家基準に照らしたものを扱うのか、地域の

検定所からの分銅を扱うのかで上級と中級の違いが生じる。 

Q. 4 つ資格及び上級と中級入れると 6 つの資格に分かれるが、これらの資格は国家資格ではないの

か。おそらく地方政府の計量公務員を対象としているのであれば、特段国家資格としているわけで

はなく、その方達が身につけるべきスキルを研修しているということか。 

 日本で検定に係わる計量公務員の方は、ジョブ・ローテーションで 3～5 年でポジションが変わ

り、3 年後には計量とは全く異なる仕事している場合があるが、インドネシアでこのような資格を

取得した方達は、一生この仕事をされるのか、ジョブ・ローテーションで異なる仕事をされるのか。 

A. インドネシアにおいて計量関係の仕事をするためには、人材開発センターでの研修を受けて修了

しなければならないことになっている。 

 インドネシアではジョブ・ポジション（職務）に関する新たな規制があり、1 度職務に配置され

た後はこれを変えることはできないとなっている。実際に公務員として人材を採用する場合には、

その応募の中に、募集しているのは何のポジションなのかが明確に記載されており、検定員なのか、

実験助手なのか、検査官なのか、法定計量執行官なのかが明確に記載されている。なぜならば、一

度仕事に就かれると、結果的にはそれを変えてはならないので、採用時にはそれを明確にすること

になっている。 

－ 272 －



Q. 検定・検査を行うには充分な教育であると感じた。受ける側もある程度の検定・検査の知識がな

いと成り立たないと考えるが、検定・検査を受ける側（事業者）の教育は人材開発センターが行っ

ているのか、それとも地方政府が直接ガソリンスタンド等に行って経営者等に説明をしているのか。 

A. テレビコマーシャルのような形で計量器に関する通知をしている。ガソリンスタンドの給油機の

話であるが、どういう形でテストが行われるかはガソリンスタンドのオーナーは知っている。 

 その給油機の場合もどこまでのエラーが上限であって、これ以上のエラーが出ると許されないこ

とは給油機のオーナーも知っているので、規定の標準タンクで行っている。一定の理解は検定を受

ける側にもある。「プルタミナ（PT. Pertamina）」という国営の石油会社も人材開発センターの研

修プログラムを支援しているが、プルタミナからは許されるエラーは 0.5％であり、MPE は 0.3％

であるとしている。 

 

 
※講演会資料は、巻末に掲載した。 
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水素エネルギー利用に備えた日本の現状及び将来計画

政府は、FCV（燃料電池自動車）の市場が、HRS（水素供給ステーション）ネットワ
ークの支援を受けて拡大することを期待している。HRSは再生可能エネルギーを
利用しており、それはCO2排出量の削減にも貢献する。  

過去の経緯:  
2002年2月 HRSの実証的な運用を開始
2014年7月 HRSの商業的な営業を開始
2014年12月 一般市場向けのFVC（トヨタ、ミライ）が市場投入された

将来の計画:  
FY 2015  政府は、４つの主要都市において100のHRSを設置するロードマッ

プ（将来計画）をもっている。
FY 2025  産業界はFCVとHRSについて、持続可能な市場を実現するための

計画を作成している（1000箇所のHRSと2百万台のFCV）。

1 

新しいOIML R139

自動車用圧縮ガス燃料の計量システム  

に対する日本からの提案

経済産業省(METI) 

産業技術総合研究所(NMIJ) 

2015年9月
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水素ディスペンサに必要であり、
R139（2014）に追加すべき技術要求事項

概要

1. 脱圧ロスの補正:
水素の損失は消費者保護のために考慮されるべきである。

2. 新しいMPEの精度等級の追加:  
性能の緩やかな進歩に対する適応への要求。

3. モジュール手法の追加:  
部品製造メーカーのために必要とされる。

3 

2012年までのOIML TC 8/SC 7 におけるR139改
定のための活動

2012年のTC 8/SC 7 会議において、SC 加盟国は水素を対象範囲に入れること
について合意し、それはR139 (2014)に導入された。

一般的に、この勧告で扱っている測定システムは自動車、小型船舶及び航
空機に圧縮天然ガス、水素、バイオガス、混合ガス、又はその他圧縮ガス
燃料を補給することを意図している。

この改訂過程において、日本は水素ディスペンサのための技術要求事項を取り入
れることを提案した。そしてその一部は受け入れられた。

2012年以降、日本は水素ディスペンサのためのR&D（研究開発）を更に推進した
。 これらの最近の成果については、OIML加盟国に共有し、かつR139の新しい改
定作業を開始するのに十分であることに気がついた。
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水素ディスペンサに必要であり、R139（2014）に追加すべき技術要
求事項 #2/3

2.新しいMPEの精度等級の追加

ディスペンサの性能が先端技術に応じて緩やかに向上するにつれて、関連する技
術的な規制は段階的に実施されるべきである。それ故、このような緩やかな進歩を
許容するために、３つの低い精度等級を追加すべきである。

* R 139 (2014) において規定された完成したシステムに対するMPE

表１：R 139に追加すべき精度等級

精度等級 MPE 使用中MPE 目量

2 1.5 %* 2 % 0.001 – 0.005 kg
3 2 % 3 % 0.005 – 0.01 kg
5 4 % 5 % 0.01 – 0.02 kg

10 8 % 10 % 0.01 – 0.05 kg

5 

水素ディスペンサに必要であり、R139（2014）に追加すべき技
術要求事項 #1/3
1.脱圧ロスの補正

供給過程の最後には、既に上流の流量計で測定されているにもかか
わらず、ある程度の水素ガスがホース内に残る。この水素は最終的に
は脱圧され大気へ放出されるので、消費者にとって「脱圧ロス」と呼ば
れる損失を生じる。  

CNGの場合と違って充填圧力が70 Mpa以上と高いために、このロス
(20-50 g) を無視することはできない。故にこの損失は、測定された水
素の全量から補正されなくてはならない。  

日本では、損失量はホースの内容積に基づいて推定される。
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OIML R 139 (2014) 改定への提案 #1/2
水素ディスペンサのために必要な技術要求事項の要約

1. 脱圧ロスの補正:  
補正のための方法は、水素損失量の推測と直接測定の両方の手法に対
応する必要がある。

2. 新しいMPEの精度等級の追加（表１参照）:  
実用化の初期におけるディスペンサの不十分な性能に対応するため、３
つの低い精度等級を追加すべきである。しかしこれらの等級が追加され
ても、長期目標としては最高等級（1.5% MPE）を追求すべきである。等
級の選択は、各国に委ねられるべきである。

3. モジュール手法の追加:
モジュールに分かれた試験方法が許されるべきである。この手法は、部
品製造メーカーが水素ディスペンサの新しい市場に参入することを促進
する（NAWIの場合と同様）。

7 

水素ディスペンサに必要であり、R139（2014）に追加す
べき技術要求事項 #3/3

3.モジュール手法の追加

モジュール手法のための誤差配分係数の例
流量計  + ホース  + 表示器他  + 接続部  ≤ ディスペンサ全体    

0.72 0.52 0 0.52 1 
付記: モジュール手法はOIML R76 でNAWIに対して用いられている。 誤差配分係数はディスペンサの組み立て事業者が決定する。

各モジュールの試験

ロードセル

表示器

完成したNAWIの試験

完成した機器

モジュール手法によるNAWIの
適合性評価

(OIML R76-1 Annex F)

典型的な誤差配
分係数

ロードセル

表示器

接続部

(OIML R76-1 Annex C, D)

NMIJ  

NAWIの例
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どうもありがとうござ
いました。 

9 

OIML R 139 (2014) 改定への提案 #2/2

FCVの実用化段階において予期される技術的な貿易障壁を避けるた
めに、水素ディスペンサに適用可能な国際的技術基準が必要とされ

ている。

ISO/TC 197 (水素技術) は、これまで水素の安全と品質について議
論をしてきた。

OIML TC 8/SC 7 に対しては、水素ディスペンサの計量性能と共に

法定計量における信頼性確保のため、新しい国際勧告の作成作業を
行うことが期待されている。

日本はOIML R 139 の改訂を提案し、そして我々のR&Dの成果を加
盟国と共有することを通して、この作業に貢献してゆきたい。  
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Questionnaire to NMIs 

Questionnaire concerning Legal Metrological Control Systems including 

Hydrogen Dispensers from Japan to the National Metrology Institutes (NMIs) of 

Germany, United Kingdom and Netherland 

11 September, 2015 

水素ディスペンサを含む法定計量管理制度に関する 

日本からドイツ、英国及びオランダの国家計量機関（NMI）への質問事項 

Provided by the delegates from METI (Ministry of Economy, Trade and Industry),  

NMIJ (National Metrology Institute of Japan) and JMIF (Japan Measuring Instruments Federation)  

経済産業省、産業技術総合研究所、日本計量機器工業連合会から構成される訪問団により作成 

We deeply appreciate your acceptance of our visit. 

このたびは我々の訪問を受け入れて頂けたことに、深く感謝する。 

The purpose of our visit is to investigate utilizing hydrogen energy and legal metrology control system for 
hydrogen dispensers, or such plans in the future in your country. In Japan, such measuring instruments are not 
under legal metrological control. If FCV (Fuel Cell Vehicle) is used widely, however, there is a possibility that 
such measuring instruments will be an important social infrastructure for industrial activities as well as daily 
life in the near future.  

この調査は主に貴国における水素エネルギー利用及び水素ディスペンサに対する法定計量管理制度、ま

たは将来の計画について調査することを目的としている。このような計量器は、日本ではまだ法定計量制度

において管理されていない。しかしながら、もし近い将来、FCV（水素自動車）の普及が進むことになれば、

このような計量器は社会生活や産業活動にとって重要な社会インフラになることが予想される。 

Taking this opportunity, we would also like to exchange our views on metrological control to measuring 
instruments based on European Directives including MID (Measuring Instruments Directive) and NAWID 
(Non-Automatic Weighing Instruments Directive).  

さらに我々はこの機会を利用して、貴国の計量専門家と共に、MID や NAWID を含む欧州指令に基づい

た計量器に対する管理制度に関する意見交換を行いたいとも考えている。 

In order to facilitate a fruitful discussion during our visit, we provide the following questions. We would 
appreciate it if you could answer them in a written form. Some questions are regarding policies in metrology. 
Others require thorough understanding of technology, and several questions may be under discussion. If you 
feel difficult to answer some questions, please leave them blank and explain them orally when we visit. 

訪問中の有意義な意見交換に資するため、質問事項を以下に添付する。これらの事項について、文書で回

答して頂ければ幸いである。ただしこれらの質問には、計量政策に関わるもの、技術的に詳細な質問、いま

だ検討途中の案件に関わる事項も入っている。もし一部の質問に答えるのが難しいと思われる場合、そのま

ま空白にして我々が貴所を訪問した際に口頭で回答していただきたい。 

Although we do not expect a reply at the time of visit, we are also interested in the following matters in your 
country or Europe. 

・More details of verification system (initial/subsequent) and measurement standards in legal metrology 

・Market surveillance 
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・Notified bodies (NBs) 

Please inform us your counterpart for further communication so that we would be able to ask more questions 
later by email. Also, if there are some written materials/websites, please inform us. 

なお訪問時の回答は期待しないが、我々は貴国又は欧州の以下の事項にも関心がある。 

・検定制度（初期検定／後続検定）及び法定計量における標準器に関する更なる詳細 

・市場監視 

・通知機関  

更なる情報交換のために後日メールで質問できるように、あなたの国のカウンターパートを教えてほしい。ま

た、既存の資料又はホームページがあれば教えていただきたい。 

1 Questions regarding legal metrological systems 
法定計量制度に関する質問事項 

1.1 Measurement law and metrological systems 計量法及び計量制度 

Q1. Which governmental office is mainly responsible for revising measurement law and designing the 
metrological system? Does NMI cooperate for these tasks?  
計量法の改定及び計量制度の設計については、主にどの政府機関が担当しているのか？ 国家計

量機関（NMI）もこのような作業に協力しているのか？ 

Q2. What are the roles of the local government and the regional verification offices in the metrological 
system? In addition, please explain their relations to the central government and NMI.  
計量制度における地方自治体や地方検定機関の役割は？また中央政府や NMI との関係は？ 

Q3. In the type evaluation system, which bodies are responsible of testing authorities and issuing 
authorities? Do NBs (notified bodies) have some responsibilities?  
型式評価制度における試験機関と発行機関は？ 一部は通知機関（NB）も担当しているのか？ 

1.2 Categories of measuring instruments under legal metrological control  
法規制の対象となる計量器の種類と規制内容 

Q4. Are categories of measuring instruments under regulations same as those specified by MID and 
NAWID? Are there any other measuring instruments regulated in your country? If “yes”, what are 
they?  
規制される計量器の対象範囲は MID 及び NAWID による範囲と同じか？ これ以外に国内で独自

に規制される計量器があるか？ もしある場合には、どのようなものがあるか？ 

Q5. In addition to the requirements in MID and NAWID, do you have your own regulations/specifications 
to measuring instruments? If “yes”, are the regulations/specifications available on the web?  
MID と NAWID に加えて、計量器に対する独自の規制／規格があるか。もしある場合、それらの規

制／規格はホームページにおいて公開されているか？ 

1.3 Verification system 検定制度 

Q6. Are the categories of measuring instruments subject to verification same with those specified in MID 
or NAWID? Are there any categories subject to verification outside MID and NAWID?  
検定対象となる計量器カテゴリーは MID 又は NAWID で規定されたものと同じか？MID & NAWID
以外で検定対象となるカテゴリーはあるか？ 

Q7. Which body is responsible for initial and subsequent verification? Are there private designated 
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verification bodies? Is a notified body (NB) responsible for a part of verification work? 
初回及び後続検定の担当機関は？民間の指定検定機関はあるか？ 一部の検定業務は通知機関

（NB）が担当しているのか？ 

Q8. Regarding the modules of MID/NAWID for conformity assessment, which module is used most 
commonly? i.e., B+D (type evaluation + self-control of quality and inspection) and B+C (type 
evaluation + self-declaration of conformity). 
適合性評価のための MID/NAWID のモジュールについて、どの形式が多く使われているか？例え

ば B+D（型式評価＋品質・検査の自己管理）や B+C（型式評価＋型式適合の自己宣言）など。 

Q9. Is subsequent verification/inspection required periodically? If “yes”, how long is the period for major 
measuring instruments (NAWI, fuel dispensers and utility meters)? In addition, what factors are 
considered when you decide the period? 
検定／検査の周期的な実施は義務づけられているか？ Yes の場合、主要な計量器（NAWI、燃料

油メーター、ユーティリティーメーター）に対する周期は？ また、その周期はどのような考え方で決

定しているか？ 

1.4 Measurement standards for the usage in legal metrology 法定計量用途の標準器 

Q10. Does only NMI calibrate measurement standards used for legal metrology? Or, do private calibration 
laboratories also provide such standards?  
法定計量用途にいられる標準器の校正は、NMI のみが実施するのか？ または民間の校正機関も

またこのような標準を供給するのか？ 

Q11. Are there any criteria between the MPE (maximum permissive error) of measuring instrument and 
uncertainty of calibration? i.e., uncertainty should be 1/3 of MPE.  
校正証明書を活用する場合、計量器の MPE と校正不確かさとの間に何らかの基準があるか？例え

ば不確かさが MPE の 1/3 など。 

Q12. Are calibration intervals specified for standards used in legal metrology? If “yes”, how is it specified?   
法定計量用途の標準器について、校正周期は規定されているか？ ある場合、その周期をどのよう

に定めるのか？ 

2 Utilization of hydrogen energy 水素エネルギー利用 

2.1 Legal metrological control on hydrogen dispensers  
水素ディスペンサへの法定計量管理 

Q13. Do you supply hydrogen to FCV (Fuel Cell Vehicle) as transaction including fee collection?  
貴国では、料金徴収を伴う商取引として FCV（水素自動車）への水素供給を行っているか？ 

Q14. Do you have (or are you planning) a legal metrological control system or regulations (i.e., safety) on 
hydrogen dispensers? If you have or you are planning, please answer the questions Q15-17. 
貴国は水素ディスペンサに対する法定計量管理制度または規制（例：安全性）があるか（又は計画し

ているか）？ 存在するか又は計画している場合、Q15-17 の質問に回答してほしい。 

Q15. Please inform the schedule of practical implementation of the system or regulations.  
制度又は規制の具体的実施のスケジュールを教えて欲しい。 

Q16. Which government agency and/or implementing body are responsible for regulating hydrogen 
dispensers?  
水素ディスペンサへの法規制に対する責任官庁／実施機関は？ 

Q17. How do you (plan to) regulate hydrogen dispensers? (i.e., within the conventional framework of “type 
approval + verification” or by means of self-declaration by the manufacturers)  
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水素ディスペンサをどのように規制している（するつもり）か？（例えば、通常の「型式承認＋検定」の

仕組みか、製造事業者の自己宣言なのか？） 

Q18. Is there a possibility in which hydrogen dispensers would be included in the categories controlled 
under MID in the near future? Do you have any perspectives about schedule of implementation and/or 
technical requirements to be included into MID? 
水素ディスペンサが近い将来 MID の対象計量器となる可能性はあるか？ MID への導入のスケジ

ュールや導入される技術基準について、何か見通しがあるか？ 

Q19. Are measuring instruments which are not directly under the legal metrology control required to 
conform to any technical standards? If so, what regulations are there? (We ask this question because 
we do not intend to control hydrogen dispensers immediately under the legal metrological system of 
Japan.)  
法定計量制度によって直接管理されていない計量器についても、何らかの技術基準への適合が求

められているか？ その場合、どのような規制があるか？（日本では、水素ディスペンサを直ちに規

制の対象とすることは予定していないので質問する） 

2.2 Metrological and technical standards for hydrogen dispensers 
水素ディスペンサのための計量技術基準について 

Q20. Are there mandatory or voluntary technical standards/regulations for hydrogen dispensers? (i.e., EN or 
other standards) 
水素ディスペンサのための強制又は任意の技術的な規格／規制があるか？（例えば EN 他の規格） 

Q21. Do you have a plan to apply OIML R 139 to type approval and verification of hydrogen dispensers as 
a technical standard?  
水素ディスペンサの型式承認や検定の技術基準として、OIML R 139 を適用する計画があるか? 

Q22. Have you established (or are you planning to establish) a national primary standard of flowrate (or 
mass/volume) for hydrogen? 
水素ガスの流量（又は質量/体積）のための国家標準は確立されているか（又は確立が計画されてい

るか）？ 

Q23. Do you use hydrogen for the measurement standard and/or testing dispensers? Do you allow using 
substitute gas such as nitrogen?  
計量標準やディスペンサの試験に水素を使っているか？窒素などの代替ガスを認めているか？（水

素ステーションへの質問と重複） 

Q24. Which method do you utilize to evaluate the instrumental error: (1) gravimetric method, (2) 
comparison method with master meter or (3) PVT (pressure, volume, and temperature) method?  
器差の評価では、(1) 質量法、(2) マスターメーターによる比較法、(3) PVT 法のいずれの方法を利

用しているか？ （水素ステーションへの質問と重複） 
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Berlin, Germany | September 28th, 2015

Dr. Hanno Butsch |  Head of International Co-operation
NOW GmbH National Organisation Hydrogen and Fuel Cell Technology

Hydrogen in Transportation

Political Climate and Energy Targets for Germany1

2 

• Reducing GHG across all sectors (1990 baseline):
40% by 2010  80% by 2050

• Share of renewable energies of the gross final 
energy consumption:
18% by 2020  60% by 2050

• The share of renewable energies for the electric 
power supply:
40-45% by 2025  55-60% by 2035

• Reducing primary energy consumption: 
20% by 2020  50% by 2050. 

• Increase of Energy productivity: 
2.1% per year compared to final energy consumption. 

• Decrease of electricity consumption (baseline 2008):
10% by 2020  25% by 2050

• Compared to 2008, heat demand in buildings is to be 
reduced by 20% by 2020, while primary energy demand 
is to fall by 80% by 2050. 

－ 286 －

欧州資料３



ドイツの気候・エネルギーに関する政治的目標1

2 

• あらゆる部門での温室効果ガス（GHG） の低減（1990
年基準）:
2010年までに40 %     2050年までに80 %

• 最終エネルギー総消費量に占める再生可能エネルギー
の割合:
2020年までに18 %  2050年までに60 %

• 電力供給に占める再生可能エネルギーの割合:
2025年までに40-45 % 2035年までに50-60 %

• 一次エネルギー消費量の低減:  
2020年までに20 %  2050年までに50 %  

• エネルギー生産性の向上:  
最終エネルギー消費量対比で年間2.1%

• 電気消費量の低減（2008年度基準）:
2020年までに10 %  2050年までに25 %

• 2008年対比で，建物内での熱需要は，2020年までに
20 %低減すること。一方，一次エネルギー需要は，
2050年までに80 %低下すると見られる。

ドイツ，ベルリン市 | 2015年9月28日

Hanno Butsch博士 |  NOW GmBH国立水素・燃料電池技術機構 国際協力長

運輸における水素
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Political Framework for the Transport Sector

• Share of transport in final energy consumption nearly 30%
• Tripling of energy consumption in transport since 1960, even 

five-fold increase in road traffic

• Goals of  the German Energy Concept (2010) for  Transport:
− about   -10 % until 2020 of energy consumption
− about   -40 % until 2050 of energy consumption (vs. 2005)

The Mobility and Fuels Strategy of the German Government2
outlines the way how to achieve these objectives.

Electrification of the drive train (BEV’s and FCEV’s) is an 
key issue to reach the targets!
Targets only achievable with PtG-H2 and PtG-Methane.
Further increase of RE then planned.
Large scale storage for Hydrogen is inevitable.

3 

The National Innovation Programme 
Hydrogen and Fuel Cell Technology (NIP)

4 

€ 1,4 billion
2007-2016   

+ € 700 million
Co-payment from industry

€ 500 million
for demonstration

+    € 200 million
      for R&D

• Preparing hydrogen & fuel cell 
markets

• Focus on R&D combined with 
everyday demonstration

• Hydrogen & fuel cells driven by 
applications and markets: 
transport, stationary energy 
supply, special markets   

Politics Industry
BMVBS / BMWi / BMBF / BMU
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国家技術革新プログラム
水素・燃料電池技術 (NIP)

4 

14億ユーロ
2007年～2016年   

+ 7億ユーロ
産業界の一部負担

5億ユーロ
実証

+    2億ユーロ
      研究開発

• 水素＆燃料電池市場の整備

• 日常的実証と組み合わせた研究
開発への重点的取組み

• 適用分野と市場によって推進さ
れる水素＆燃料電池: 輸送，静止
エネルギー供給，特殊市場   

政治 産業

BMVBS / BMWi / BMBF / BMU

輸送部門に対する政治的枠組み

• 最終エネルギー消費量における輸送の割合はほぼ30 %である

• 1960年からエネルギー消費量は3倍となっており，道路交通量は5倍
もの増加を示している

• 輸送に関するドイツのエネルギー概念（2010年）：

− 2020年までに，エネルギー消費量をおよそ10 %低減

− 2050年までに，エネルギー消費量をおよそ40 %低減（対2005年）

ドイツ政府のモビリティ・燃料戦略2 は，これらの目標の達成方法をま
とめている。

動力伝達装置（BEV（バッテリー式電気自動車）及びFCEV（燃料電池
電気自動車）は， 目標達成のための重要な検討事項である! 

目標は，PtG-H2及びPtG-メタンを利用することでしか達成できない

再生可能エネルギーを2010年の計画時よりさらに増加させる

水素の大規模貯蔵が不可避である

3 
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National Innovation Programme for Hydrogen
and Fuel Cell Technology (NIP)

6 

NIP Anwendungssektoren (BMVi-Mittel)
Programmbereich Budget 

(Tsd.€)
Förderung 

(Tsd.€)
in Diskussion 

(Tsd. €)
Bewilligt, UIA, 

Antrag in 
Bearbeitung bei PtJ, 

Projekt übergeben
(Tsd.€)

Verkehr 603.790 289.086 10.507 278.580
H2-Produktion 27.927 14.219 800 13.419
Stationär Industrie 65.349 35.409 4.350 31.059
Hausenergie 129.953 67.739 11.795 55.944
Spezielle Märkte 128.393 61.501 9.027 52.474
Querschnittsthemen 23.143 12.141 402 11.739
Innovative Antriebe 15.439 7.411 7.411
Gesamtsumme 993.995 487.507 36.881 450.626

59%

3%
7%

14%

13%
2%2%

Verkehr

H2-Produktion

Stationär Industrie

Hausenergie

Spezielle Märkte

Querschnittsthemen

Innovative Antriebe

Status Anzahl 
 Einzel

vorhaben Förderung t€

Projekt beendet
                      

97
                                     

189   
                             

199.450   

laufende Projekte
                      

72
                                     

181   
                             

229.551   

Projekt in 
Vorbereitung

                      
13

                                       
31

                               
21.625   

Summe 
                    

182   
                                     

401   
                             

450.626   
laufende Projekte: unverbindl. Inaussichst.,bewilligt
Projekt in Vorbereitung: Projekt übergeben, Antrag in Bearbeitung
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NIP Programm - Why hydrogen?

5 
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水素・燃料電池技術の
国家技術革新プログラム (NIP)

6 

NIP Anwendungssektoren (BMVi-Mittel)
Programmbereich Budget 

(Tsd.€)
Förderung 

(Tsd.€)
in Diskussion 

(Tsd. €)
Bewilligt, UIA, 

Antrag in 
Bearbeitung bei PtJ, 

Projekt übergeben
(Tsd.€)

Verkehr 603.790 289.086 10.507 278.580
H2-Produktion 27.927 14.219 800 13.419
Stationär Industrie 65.349 35.409 4.350 31.059
Hausenergie 129.953 67.739 11.795 55.944
Spezielle Märkte 128.393 61.501 9.027 52.474
Querschnittsthemen 23.143 12.141 402 11.739
Innovative Antriebe 15.439 7.411 7.411
Gesamtsumme 993.995 487.507 36.881 450.626

59%

3%
7%

14%

13%
2%2%

Verkehr

H2-Produktion

Stationär Industrie

Hausenergie

Spezielle Märkte

Querschnittsthemen

Innovative Antriebe

Status Anzahl 
 Einzel

vorhaben Förderung t€

Projekt beendet
                      

97
                                     

189   
                             

199.450   

laufende Projekte
                      

72
                                     

181   
                             

229.551   

Projekt in 
Vorbereitung

                      
13

                                       
31

                               
21.625   

Summe 
                    

182   
                                     

401   
                             

450.626   
laufende Projekte: unverbindl. Inaussichst.,bewilligt
Projekt in Vorbereitung: Projekt übergeben, Antrag in Bearbeitung
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NIPプログラム – なぜ水素なのか? 

5 
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DIRECTIVES OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 
THE COUNCIL

8 

‘Under the directive, each member state has two years to draw up an 
alternative fuel deployment strategy and send it to the Commission. These 
strategies or "national policy frameworks" will set out the country's national 
targets for putting in place new recharge and refuelling points for the different 
types of "clean fuel", such as electricity, hydrogen and natural gas, as well as 
relevant supporting actions.’

15th September 2015: Directive 2015/1513 for the amendment of Directives 98/70/EC (FQD) and 2009/28/EC (RED)

[…] require suppliers of fuel or energy to reduce by at least 6 % by 31 
December 2020 the life cycle greenhouse gas emissions per unit of energy 
of fuels used in the Union by road vehicles, non-road mobile machinery, 
agricultural and forestry tractors and recreational craft when not at sea. […] 

22th October 2014:  Alternative Fuels Infrastructure Directive (2014/94/EU)

RED:

FQD:

[…] the share of energy from renewable sources in all forms of transport in 
2020 is at least 10 % […]

“renewable liquid and gaseous transport fuels of non-biological origin” means 
liquid or gaseous fuels other than biofuels whose energy content comes from 
renewable energy sources other than biomass, and which are used in 
transport;”

Fuel Cell Vehicles (cars and busses) and
Hydrogen Stations

7 
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欧州議会及び閣僚委員会指令

8 

‘本指令に基づき，各加盟国は，2年間で代替燃料配備戦略を作成し，それを欧
州委員会に送付する。これらの戦略，すなわち“国の政策的枠組み”が，電気，
水素・天然ガスなどの各種“クリーン燃料”のための新たな充電・燃料補給ポイ
ント及び関連支援活動を整備するための各国の国家的目標を設定することに
なる。’ 

2015年9月15日: 指令98/70/EC(FQD)及び2009/28/EC(RED)を修正するための指令 2015/1513

[…] 燃料やエネルギーの供給業者に対し，路上走行車両，車両以外の移動機
械，農業・林業用トラクター及び海上以外でのリクリエーション用船舶が欧
州連合内で使用する燃料のエネルギー単位毎のライフサイクル温室効果ガス
排出量を20年12月31日までに，少なくとも6 %削減することを求め […] 

2014年10月22日: 代替燃料のインフラ整備に関する指令 (2014/94/EU)

再生可能エネギー指
令( RED):

燃料品質指令
(FQD): 

[…] 2020年には，あらゆる輸送形態における再生可能資源からのエネルギー
の割合は，少なくとも10 %であり[…]

“非生物再起源の再生可能な輸送用液体・ガス燃料” とは，バイオマス以外の

再生可能エネルギー源からエネルギー量を得ているバイオ燃料以外の液体燃
料又はガス燃料で，輸送に利用されるものを意味する”

燃料電池車両（乗用車及びバス）及び水素ステーション

7 
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1. Dialog Meeting GSG

10

Bring all relevant stakeholders on one 
table.

Question:
How to align and to finance a 

European wide HRS roll-out?
Create a common European picture.

~30 representatives from

 Industry initiatives (e.g. H2 Mobility)
 Funding programs (FCH-JU, TEN-T)
 GSG Members

The Government Support Group
Since September 2013

9 

• Informal group of  currently 7 EU member 
states on ministerial level. 
(NL (Chair),UK, F, SWE, DK, AUT, GER)

• Exchange national and international (EU) 
developments in the field of sustainable 
mobility and alternative fuels for transport.

• Establishing a dialogue between 
governments, industry and financing 
institutions ( e.g. 1. Dialogue Meeting in 
Berlin)

• Aligning National Policy Frameworks 
(NPF) as they are requested in the CPT 
(e.g. non-discriminatory access)
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1. Dialog Meeting（討論会） GSG

10

すべての利害関係者が参集

問題:
欧州全体でのHRS（水素供給ステーション）

の大規模展開をどのように調整し，資金調達
するのか？

欧州の共通概念を作る

~次の各分野からの30名の代表者

産業イニシアチブ（例えば，H2モビリティ）

資金援助プログラム(FCH-JU, TEN-T)
 GSGメンバー

政府支援グループ
2013年9月以降

9 

• 現在EU加盟国のうち7か国が閣僚レベルで
参加している非公式部会
(NL (議長),UK, F, SWE, DK, AUT, GER)

• 輸送に関する持続可能なモビリティ及び代
替燃料の分野における国内及び国際的（
EU）開発

• 政府，産業及び金融機関の間での対話の確
立(例えば，1. ベルリンでのDialogue 
Meeting（討論会）) 

• CPTにおいて求められている国の政策枠組
みの調整 (例えば，非差別的アクセス) 
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Phased approach to a profitable commercial 
infrastructure ramp-up

12

R&D and 
demonstration 

Commercial ramp-up Market preparation and validation 

Goals ▪ HRS technology up 
and running  

▪ Costs significantly 
reduced 

▪ Proof of HRS, FCEV technology, 
and H2 supply chain 

▪ Customer acceptance of FCEVs 

▪ Attractive business case for next 
phase 

▪ Scaled nationwide HRS 
network to enable FCEV 
mass take-up 

▪ Profitable, high-growth 
business 

▪ Since 2006  

▪               / 

▪ For the next 5 - 10 years  

▪                  and               / 

▪ Around 2020 

▪                and free market 

When? 
Who? 

Timeline HRS infrastructure build-up H2-
Mobility including 50 HRS Program

11

Until 2015: 
- 50 HRS are securely financed 

by NIP.

2015 - 2017:
- Build-up of a preliminary 

overcapacity of HRS as basis 
for an independent market 
development by H2 Mobility

- Build up is not related to 
(certified) FCEV numbers

2017 - 2023: 
- Roll-out of HRS network will 

depend on (certified) FCEV 
numbers (internal H2-Mobility 
allocation key)

Infrastructure build-
up independent of 
FCEV‘s

Infrastructure build-up
dependent of FCEV‘s

Free market development
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採算性のある商業インフラが成長するまでの段階的
アプローチ

12

研究開発及び実証 商業的強化  市場の整備及び検証 

目標 ▪ HRS技術の立上げと
運用  

▪ 大幅なコスト削減 

▪ HRS, FCEV技術及びH2 サプライ
チェーンの立証 

▪ 顧客によるFCEVへの支持 

▪ 次段階に向けた魅力的なビジネス
事例 

▪ 多数のFCEVの利用を可能
にするためのHRSネット
ワークの全国展開 

▪ 採算性のある高成長ビジ
ネス 

▪ 2006年以降  

▪               / 

▪ 今後5～10年間  

▪                 及び              / 

▪ 2020年前後 

▪                及び自由市場 

いつ? 
誰が? 

50か所のHRS（水素供給ステーション）プログラ
ムを含むHRSインフラ強化予定

11

2015年まで: 
- NIPによる50か所の HRSへの

確実な資金提供

2015 - 2017:
- H2モビリティによる独立した

市場開発の根拠として，HRS
を暫定的に設備過剰まで増加

- 増加は（認定された）FCEV
の台数には無関係

2017 - 2023: 
- HRSネットワークの大規模展

開は，（認定された）FCEV
の台数によって決まる(国内
H2モビリティ割当てキー) 

FCEVに依存しない
インフラ強化

FCEVに依存するイン
フラ強化

自由な市場開発
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H2-Mobility action plan until 2023

14

Air Liquide, Daimler, Linde, OMV, Shell and 
Total agree on an action plan for the construction 
of a hydrogen refueling network in Germany.

Targets:

 400 HRS until 2023 ( 100 HRS until 2017).
 350 mio. € investment.
 Max. 90 km distance between two HRS at 

the motorway.
 10 HRS in each metropolitan area.

Dr. Klaus Bonhoff |  Managing Director (Chair)

50 HRS Program

13
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2023年までのH2-モビリティ・アクションプラン

14

Air Liquide, Daimler, Linde, OMV, Shell及び
Totalは，ドイツ国内での水素供給ステーション
のアクションプランで合意している。

目標:

 2023年までに400か所の HRS (2017年まで
に100か所のHRS)

 3.5億ユーロの投資

 高速道路では，2か所のHRS間の最長距離
は90 kmとする

 各大都市エリアには10か所のHRS

Dr. Klaus Bonhoff |  Managing Director (Chair)

50 HRS プログラム

13
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Hydrogen Production from Renewable Energies
stabilizing the grid in the power sector and
providing a renewable fuel to the transportation sector

16

Scenario for the development of an EU HRS 
infrastructure

15

10

50 100 400

2 – 4 10 20

~5 ~5 40

9 30 70

10 30 40

2015 2018 > 2020
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再生可能エネルギーからの水素生産
電力部門のグリッドの安定化及び運輸部門への再生可能燃料の供給

16

EUのHRSインフラ開発のシナリオ

15

10

50 100 400

2 – 4 10 20

~5 ~5 40

9 30 70

10 30 40

2015 2018 > 2020
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Dr. Hannn Butsch
Head of Internationa Co-operation

NOW GmbH
National Organisation Hydrogen and 
Fuel Cell Technology

Fasanenstraße 5
10623 Berlin

www.now-gmbh.de

Thank you very much!
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Dr. Hannn Butsch
Head of Internationa Co-operation
（国際協力長）

NOW GmbH
National Organisation Hydrogen and 
Fuel Cell Technology
（国立水素・燃料電池技術機構）

Fasanenstraße 5
10623 Berlin

www.now-gmbh.de

ご静聴ありがとうございました! 
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ドイツ物理工学研究所 
  
… ドイツ国家計量標準機関 
 
 
 
へ ようこそ！ 

 

ドイツの国家計量標準機関であるPhysikalisch-
Technische Bundesanstalt（ドイツ物理工学研究

所）は，科学技術の最高連邦当局であり，ドイツ

連邦経済協力開発省の管轄下にある。

 

基礎定数 

 計 量 

計量：

・ 正しい測定の学問と適用

・ 国家標準を用いたSIへの計量結果の

  トレーサビリティ

･ 不確かさの検定を用いた計量結果の確定

 

PTB：
・ 国家計量標準機関（NMI）
・ ドイツ連邦経済技術省（BMWi）
・ 1.7億ユーロの予算とサードパーティによる資金提供

・ 約1300名の常勤職員及び110名の博士課程の学生

  を含む550名の非常勤職員

･ 年間600本の科学論文
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沿 革 （一部） 

1887年 Werner von Seiments及びHermann von 
Helmholtzにより Physikalisch-Technische
Reichsanstalt（PTR）設立
  
 … 世界初の国家計量機関

科学における重要なできごと（一部）

・ 熱輻射の法則に関する精密な実験

  Planck‘s Law（プランクの法則）→ 1911年，Willy Wien
  がノーベル賞を受賞

・ Hans Geigerによるα及びβ粒子の計数器

・ Ida Tacke及びWalter Noddakによるレニウム元素の発見

・ 素粒子物理学の合致法の開発→ 1954年，Walther 
     Botheがノーベル賞を受賞

・ セシウム原子時計の開発

・ Klaus von Klitzingと共同で量子ホール抵抗を初めて測定

PTBのKuratorium （諮問委員会）

・ 科学及び経済界での指導的地位にある25名の名誉会員

・ PTBに関係のある重要な問題でのPTBと省の支援

  ⇒ 現在の業務の恒久的評価

  ⇒ 戦略的助言

・ PTB諮問委員会の中のノーベル賞受賞者

  ウィルヘルム・コンラッド・レントゲン，フィリップ・レーナルト，ウィリー・ヴィーン，

  マックス・フォン・ラウエ，マックス・プランク，フリッツ・ハーバー，ヴァルター・

  ネルンスト，アルベルト・アインシュタイン， ジェイムズ・フランク，グスタフ・ヘルツ，

  ワルサー・ホーテ，クラウス・フォン・クリッツィング，テオドール・ヘンシュ

  
  在職中： クラウス・フォン・クリッツィング，テオドール・ヘンシュ，

        ヴォルフガング・ケターレ
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PTB所在地

ブラウンシュワイク 

ベルリン，シャルロッテンブルグ 

BESSY IIにあるMLS・PTB研究所
ベルリン，アドラースホフ

PTB組織図 

     運営委員会    運営スタッフ 報道情報室 

力学及び音響学 

電気 

化学物理学及び防
爆 

光学 

科学技術横断業務 

精密工学 

電離放射線 

温度及びシンクロトロ
ン放射 

医学物理学及び計量情
報技術 

行政サービス 

認定委員会 

PTBにおける
QUEST-機関 
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PTBの特徴とは？

PTBは，一般的な政府機関ではない
 ・ 60 %: 研究 / 開発
 ・ 30 %: 校正 / サービス
 ・ 10 %: コンサルティング / 機関間協力

  

PTBは，一般的な研究機関ではない
 ・ 合法的命令－ドイツ国内における計量の統一性を
   確実なものとする
 ・ PTBの固有の義務の一部として求められる最先端の
   研究
 ・ 多くの業務は，法律によって定められている
 

 
PTBは、ドイツの科学技術インフラの主要部分を構成している。
 

社会の計量  法定業務 

23の法律及び指令に

より，特別の業務が
PTBに与えられている

次に関する計量器の型
式承認 

単位の実現 

…商取引 
 

…公的取引 
 

…交通規制 

…放射線
防護 

…環境保護 
 

検定法 

連邦選
挙法 

自動投票機の
型式承認 

賭博機の型式 
承認 

単位及び 
時刻法 

産業条例 

医療機器法 

原子
力法 

有害品の
輸送に対
する規制 

装置安全
性法 

武器法 

労働者保護
及び環境保
護規制 

医療機器の
信頼性 

放射線防護 
 

安全な輸送 
 

防爆 
 

民間銃器 
 

防音 
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活動分野 

法定計量の各側面 
検定当局の支援 計量の基本的研究 

国内規格の改善 

技術協力 
計量関連問題におけるドイツの国際的 
代表 

年間数千件の校正 
産業界との協力プロジェクト 

計量の基礎  2つの事例

キログラム：

・ 1 mgから5000 kgまでの質量スケールの国内
  原器からの偏差（urel = 6・10-9）
  
・ 原子基準によるキログラムの再定義のための
  方法の研究及び開発

秒：

・ 最新世代の原子時計

・ 測定の不確かさ：< 10-15（0.03 µs/年）

・ 未来に向けた“光学時計”の開発

－ 313 －



－ 314 －



単位の普及 

直接的普及…
  
PTBの時刻の普及：
  
・ モデムサービス
  1日当たり1200アクセス
  
・ インターネット情報サービス（ntp）
  1日当たり3億アクセス
  
・ 長波ラジオ局
  ドイツ及び欧州で何億もの視聴
  者数
 

単位の普及 

…又は倍数器の利用 
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単位の普及 

検定及び校正 

産業界向けの校正： 
    認定校正試験所 

検定： 
     連邦検定当局 

ドイツにおける法定計量   PTBの役割

型式承認 
適合審査及び 
認定 

上市 
（検定） 

使用 

・ 検定当局及び通知機関の基準の標準器を校正することにより国家標準器への
  トレーサビリティを示す

・ 23のドイツの法律及び規則に従った型式承認及び認定
  （例：検定法，民間銃器に関する法律）

・ 連邦各省，検定当局及び通知機関の指導

・ 製造事業者に検定法及びMIDを理解させるための指導

・ 各国際機関との協力－OIML, WELMEC
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技術革新    技術移転，協力

何のために？

PTBとドイツの産業界との確固たる協力により経済成
長を支えること

どのような方法で？

・ 2010年に，PTBは，約120件の特許を保有及び特許
 申請並びに50件のライセンス契約を保留していた。
・ 経済界及び地域社会の提携企業・団体との100を超

える合同研究プロジェクト
・ 中小企業（SME）を支援するための政府援助による

プロジェクト：ZIM，MNPQ

例

Etalon AG: 特許取得済みのレーザーを利用
して部品及び座標測定機の精密測定を行う
PTBのスピンオフ企業

PTBが開発し，mivnion
GmbHにライセンスを付与
したレーザー診断による
リューマチの早期発見

指導及び支援

 
直接的な政策支援
・ BMWi：単位・時刻法，法定計量
・ BMUB：放射線防護委員会
・ BMI：自動投票機，住民の集中警告
・ BMZ：技術協力プロジェクト
   … 連邦の9つの省庁への総合的指導

標準化
・ 219の国内標準化委員会での協力
・ 303の国際標準化委員会での協力
   （及び313のその他の国際委員会）

その他
・ 認定のための技術専門家及び審査官（DAkkS）
・ 産業界との協力－提携を通じて，また直接的に
・ 社会のあらゆる方面からの質問
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国際協力

計量の整合化および貿易障壁の撤廃 

・ 世界的計量

  計量機関との協力，国際比較

  CIPM-MRA，OIML-MAA，WTO-TBT

・ 大規模プロジェクト
  例：EMRP/EMPIR，ガリレオ

・ 各種国際委員会での協同 
  活動 
  メートル条約，法定計量， 
  標準化機関 
 

・ 技術協力
  開発途上国及び準発展途上国の支援
  （81か国で40のプロジェクト）

国際的受入れ

“測定すれば－どこでも受入れられる”→ 貿易障壁の削減 

CIPM相互承認取決め MRA
  
・ 38か国により1999年に締結
・ 2015年：55の加盟国及び40の準加盟国，並びに
  4つの国際機関から99名が調印
・ 1か国に1つの調整当局－ドイツではPTB 
・ 1か国に複数の指名機関（DI）が可能－BAM，UBA，
  BVL 
・ 測定結果の国際的受入れのための最低要件
  
OIML相互受入れ取決め MAA
  
・ 計量器の2つのカテゴリー（はかり，ロードセル）に
  ついて2006年に締結
・ 2015年：計量器の3つのカテゴリーについて21名が
  調印（水道メーターを追加）
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技術革新・研究のための欧州計量プログラム 

 

・ 欧州の計量機関の協力の支援

・ 技術革新，標準化及び能力強化の推進

・ 根拠：EC条約第169条（リスボン条約第185条）

・ PTBと提携機関とのプロジェクトは，2020年まで，ECから6億
  ユーロの資金援助を受ける

  ー 健康

  ー エネルギー

  ー 環境

  ー 産業

  ー 新技術（ナノ科学，セキュリティなど）

  ー スペシャルトピック（例：SI基本単位，バイオテクノロジー）

  

ご静聴ありがとうございました！ 
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法定計量 

  

於ベルリン・ブランデンブルグ州検定所 
 
  

ヨハン・フィッシャー 
 

法定計量の共通目的 

 
測定精度及び測定の安定性を保証する 
  
⇒ 測定可能な物品又はサービスを入手する際，消費者を保護するために 
 
⇒ 商取引において，公正な貿易を保護するために 
 
⇒ 公的処置，すなわち，交通監視において（速度検出器，呼気分析計） 
 
⇒ 公益性のある測定を実施する際，すなわち放射線防護 
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欧州及びドイツの法域 

EU規則
市場サーベイランス

EU指令
非自動はかり

計量器
包装商品，医薬品

度量衡法 
単位・時刻法 
薬用装置法 

国家規則 
度量衡規則 

包装商品規則 
度量衡料金規則 

測定規定 

整合規格
（ISO/IEC，EN，CEN / 
CENELEC）
規準文書
（OIML勧告）

規定決定委員会
規格（DIN，ISO/IEN，EN）
規準文書（OIML）
PTB要件
WLEMECガイド

修理事業所規定 
試験手順 
計量トレーサビリティ 
品質管理システム 

取引で使用される計量器 

燃料計量分配装置

（ドイツ国内で年間15万台を検定）

非自動はかり

（ドイツ国内で年間31万台を検定）
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道路交通で使用される計量器 

交通監視
速度検出器
（ドイツ国内で年間8千台を検定）

タクシーメーター
（ドイツ国内で年間6万3千台を検定）
 

国内の組織面での体制 

連邦議会 連邦議会 

 
連邦経済エネルギー省 

 

物理工学研究所（PTB）

最高連邦当局（16）

州責任当局（13）

 
国立法定計量委員会 

 

 
ドイツ計量アカデミー 

 

 
規定決定委員会 

 

民間企業 

事業者団体 
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ドイツの16の連邦の州責任当局
 

⇒ 13の州検定当局

⇒ 79の地方検定事務所

⇒ 1400名の職員

⇒ 年間百万件の検定

⇒ 予算：8千8百万ユーロ

⇒ 手数料収益：7千万ユーロ
 
 

ベルリン・ブランデンブルグ州の地方 
検定事務所 

⇒ 住民数： 6百万人

⇒ 面積： 30.370 km2

⇒ 5つの地方検定事務所

⇒ 85名の職員

⇒ 年間6万件の検定

⇒ 予算：620万ユーロ

⇒ 手数料収益：510万ユーロ
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ベルリン・ブランデンブルグ州検定所 
 

 
⇒ 2005年5月1日の議会合意により設立されたベルリン及び
   ブランデンブルグ州の共通州立事務所

⇒ 職員の訓練
5 % 大学学位

50 % 応用化学大学による有資格技術者
30 % 州認定の専門技術者又は修士
15 % 支援スタッフ

⇒ 州立事務所及びドイツ計量アカデミー（DAM）での監督者訓練
－ 技術者には18か月 / DAMで6か月
－ 修士には12か月 / DAMで3か月

 
 

法的業務及び権限 

⇒ 後続検定

⇒ 使用中の計量器の現場サーベイランス

⇒ 新規計量器の適合性審査機関（法規制を受ける国営機関）

⇒ EC適合審査性機関（2009/23/EC及び2004/22/EC）

⇒ 新規計量器の上市に関するEC市場サーベイランス（2009/23/EC及び  
2004/22/EC）

⇒ 包装商品のチェック

⇒ ガスメーター，電力量計，水道メーター及びヒートメーターの州の認定検査当局を
   通じた監督

⇒ 医学研究所における品質管理の監督

⇒ 違反の確定及び処罰
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ガスメーター，水道メーター，電力量計及
びヒートメーターを用いる消費量の測定 

 
⇒ 州の認定検査当局を通じた監督

⇒ 年間部品検定数：
  － 電力量計1千万台
  － ガスメーター2千2百万台
  － 水道メーター9千3百万台
  － 熱メーター2千3百万台

⇒ 監督を行うための試験装置及び
  権限を有する
 
 

包装商品のチェック 
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実内容量に対する要件 

１．実内容量は，平均で，公称量より少なくてはならない（平均値要件）

２．許容負誤差（表内）より大きな負誤差をもつ包装商品の割合は，包装商品のバッチに
対して十分に小さくなければならない。
Tu1
“十分に小さい”とは，１つのバッチ内の包装商品の2,5 %（ドイツ：2 %）を超えない
割合であれば不良品があってもよいということを意味する。

３．（表に）示された許容負誤差の2倍より大きな負誤差をもつ包装商品がないこと
Tu2

  
§ 22 FPV（No 2.4附属書176/211/ECCに準拠する）

 

医学研究所における品質管理の監督 
 

⇒ 病院及び特殊医療
  業務に750の医学

研究所

⇒ 年間監督プログラム

⇒ 40 %の追加チェック
  が求められている
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制裁措置 

 
⇒ 予防執行の方針

⇒ 軽度の違反には，警告が与えられる（最高額75ユーロ）

⇒ 行政罰（最高額5万ユーロ）

⇒ 不足包装商品の罰金は，超過利潤額に基づいて，追加額が見積もられる
   ことがある

⇒ 紛争時，その事案は司法裁判所に送致される

⇒ ドイツでは，年間の警告数1,800件及び罰金刑4千件
 
 

DIN EN ISO/IEC 17025: 2005（及び
DIN EN ISO/IEC 17065: 2004）に則っ
た品質保証制度

 
⇒ ベルリン・ブランデンブルグ経済省の監督下で
  自ら宣言する適合性

⇒ 適合審査の欧州委員会通知機関 NB 0106
   － EC検定 2009/23/EC
   － モジュールA1，F，F1 2003/22/EC

⇒ ドイツの国家認定機関（DAkks）による音響測定器
  の認定
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タンクローリーの石油体積計量 
装置の試験装置 

 
⇒ ステンレス鋼容器
   200 リットル
   1000リットル

⇒ 測定の不確かさ
   0,10 % 
 

計量トレーサビリティ 

 
⇒ PTBでは，参照標準及び実用標準は，国家標準にトレーサブルである

⇒ 校正証明書及び検査証明書は，OTB，他の州の検定央局又はドイツ国家認定
  機関の試験所から発行される

⇒ 一般要件及び技術要件，検査間隔，使用された装置及び標準の階層スキーム
は，検定手順の中で定められ，検定総会で承認される

⇒ 試験所間比較によりチェックされる
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ご清聴ありがとうございました。 
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UK: National level 

United Kingdom of Great Britain and Northern 
Ireland 

Great Britain consists of England, Scotland and 
Wales 

Devolved administrations – certain activities 
Weights and Measures legislation 

 EU: reserved for UK 
National: reserved for GB and devolved for NI 

 

Legal Metrology System in UK 
 

 

Peter Mason 
Director, International 

National Measurement and 
Regulation Office 
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英国：国内レベル 

グレートブリテン及び北アイルランド

連合王国

英国はイングランド、スコットランド及びウェールズ
から成る

分離地域の行政機関－特定行政活動

度量衡法
 EU: 英国が留保

国内：GBが留保及び北アイルランドに権限委譲

英国における法定計量制度 
 

 

Peter Mason
国立計量規制局

局長
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NMRO 

Executive Agency of the Department of Business Innovation and Skills 
Roles: Regulatory policy (including certain Statutory functions), 
Enforcement (Environmental legislation), Certification Services 
Regulatory policy responsibility for 

Weights and Measures:  
Instruments,  
Packaged goods, and 
Units of Measurement 

 Hallmarking 

UK: Local level  
(Weights and Measures Authority) 

England, Scotland and Wales (202) 
County, Borough, City and Island Councils 

Surrey County Council 
London Borough of Richmond 
Edinburgh City Council 
Orkney Island Council 

Northern Ireland 
Devolved Administration 

 

Note: Each Authority has a Chief Inspector of W&M responsible for local 
enforcement including inspection and verification 
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NMRO

Department of Business Innovation and Skills（ビジネス・イノベーショ
ン・技能省）の執行機関

役割：規制政策（特定の法定機能）、執行（環境法令）、認証サービス      

次に対する規制政策責任

度量衡：  
計器、  
包装商品及び

測定単位

品質保証

英国: 地方レベル
(Weights and Measures Authority（取引基準局）)

イングランド、スコットランド及びウェールズ (202)
カウンティ（州）、バラ（特別区）、シティ（市）及び
アイランド（島）各議会

サリー州議会
リッチモンド・ロンドン特別区
エジンバラ市議会
オークニー島議会

北アイルランド
分離地域行政機関

備考：各当局には、検査及び検定を含め地方の執行責任を担うW&Mの調
査責任者がいる。
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NMRO 
(Regulatory responsibility) 

Secondary Legislation (Developing Regulations/Orders): 
Policy responsibility 

Ministerial agreement 
Legal drafting 
Approval by Government Committees 

Consultation with Stakeholders 
Regulatory Impact Assessment 

No change/Codes of Practice/legislation 
• Simplification/better regulation 

Effect on micro-businesses and small/medium businesses 
Government response 

Legislative changes 
Ministerial approval/agreement 
Laying before/debating in Houses of Parliament 
Parliamentary Scrutiny - Joint Committee on Statutory Instruments 

 

NMRO 
(Regulatory responsibility) 

Primary Legislation (GB/UK Acts of Parliament): 
European Communities Act 1972 

Measuring Instruments 
Package Goods/Units of Measurement  

Weights and Measures Act 1985 
Measuring Instruments 
Package Goods  

Gas Act 1986 
Gas meters 

Electricity Act 1989 
Electricity meters 

Hallmarking Act 1973 
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NMRO
(規制当局の責任)

委任立法（規則／命令の作成）: 
政策責任

閣僚合意
法の立案
政府委員会による承認

利害関係者との相談
規制影響分析

変更無し／実施規則／法令
• 簡素化／より良い規則

零細企業及び中小企業への影響
政府の対応

法律の変更
閣僚承認／合意
議会への提出／議論
議会による監視・調査－合同規則委員会

 

NMRO 
(規制当局の責任) 

議会立法（GB/UK議会法）: 
European Communities Act 1972（欧州共同体加盟法1972）

計量器
包装商品／測定単位

Weights and Measures Act 1985（度量衡法 1985）
計量器
包装商品

Gas Act 1986（ガス法1986）
ガスメーター

Electricity Act 1989（電気法1989）
電力量計

Hallmarking Act 1973（品質保証法1973）
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Local W&M Authorities 
Responsibility for enforcement 

Inspection 
Risk based (not periodic) 
Issue compliance notices   

Verification (including subsequent verification) 
Duty to perform or arrange  
Except EU initial verification: Notified Body responsibility 

Obliteration (disqualification) 
Prosecution of offences  

Separate prosecution authority in Scotland 
Limited to Local Authority area 

Except as a Notified Body (EU initial verification) 
 

 

NMRO 
(Instrument Regulations) 

Statute Instrument/Main title eg Weights and Measures 
Specific title eg The Weighing Equipment (Non-automatic Weighing 
Machines) Regulations 2000 
Citation, comment & revocation 
Interpretation/Application 
Purposes for use for trade 
Materials, principles of construction & marking 
Manner of erection & use for trade 
Testing/Inspection 
Prescribed limits of error 
Passing as fit for use for trade 
Stamping/obliteration of stamps 
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地方のW&M当局
施行責任

検査
リスクに基づく（非定期）
適合性通知の発行

検定（後続検定を含む）
実施又は準備の義務  
EU初期検定は除外：通知機関の責任

抹消（不認定）
違反の訴追  

スコットランドにおける分離訴追当局

地方当局地域に限定
通知機関としては除外 （EU初期検定）

 
 

NMRO
(計器規則)

法令証書／度量衡など主たる表題
はかり（非自動はかり）規則2000など個別の表題
引用、見解 及び 撤回
解釈／適用
貿易への使用目的
材料、構成＆マーキングの原則
組立方法＆貿易への使用
試験／検査
規定の誤差限界
貿易への使用に適合するため合格
刻印／刻印の抹消
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New approach Metrology Directives 

Essential  technical requirements  

 Use of mandated (harmonised) technical standards (NAWI/MID) 

OIML Normative documents (MID) 

 Flexible approach to verification 

 Mandatory 
National legislation repealed for new instruments 

 

Note: Directives on NAWI (90/384/EEC) [(Consolidated 2009/23/EC)] and 
MID (2004/22/EC)  

 

European Legislation 
Regulations 

Implemented directly  
eg Regulation on Accreditation and Market Surveillance: (EC) 
765/2008 

Directives  
Implemented nationally  

eg NAWI Directive: 90/384/EEC (Consolidated 2009/23/EC) and 
MID: 2004/22/EC 

Decisions 
Policy statement  

eg Common Framework Modules Decision: (EC) 768/2008  

 

－ 352 －



ニューアプローチ計量指令 

必須技術要件

義務づけられた（整合）技術規格 (NAWI/MID)の使用

OIML規準文書 (MID)

検定に対するフレキシブルなアプローチ

義務
新規計器に対する国内法の撤廃

備考：NAWI指令 (90/384/EEC) [(合本版2009/23/EC)] 及び MID 
(2004/22/EC) 

 

欧州の法令 
規則

直接実施される
例：Regulation on Accreditation and Market Surveillance
（認定及び市場監サーベイランス規則）: (EC) 765/2008

指令  
国家的に施行される

例：NAWI 指令: 90/384/EEC (合本版2009/23/EC)及びMID: 
2004/22/EC

決定
政策綱領  

例：Common Framework Modules Decision（共通枠組み
モジュール決議）: (EC) 768/2008 
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MID 
(Main provisions) 

Single market Directive 

10 Instrument categories 

Optionality  
Member States choose prescription categories. 

Member States choose areas of legal control 

Placing on the market/Putting into use 

Essential requirements 

Conformity assessment 

 

NAWI 
(Main provisions) 

Single market Directive 
All NAWI both legal and non-legal control 
Mandatory 

Non-legal control: Very basic requirements 
Legal control: Full requirements 

Legal Control 
Defined areas of control: wider than use for trade 
Placing on the market/Putting into use 
Essential requirements 
Conformity assessment: limited scope 
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MID
(主な規定)

単一市場指令

10の計器カテゴリ

任意
加盟国が規定カテゴリを選択する。

加盟国が法的規制分野を選択する

上市／使用開始

必須要件

適合性審査

 

NAWI
(主な規定) 

単一市場指令

法規制対象及び対象外のNAWI（非自動はかり）  
義務

法律外の規制：極めて基本的な要件

法的規制：全要件

法的規制
定められた規制分野：貿易での使用より広範囲

上市／使用開始

必須要件

適合性審査：限定的適用範囲
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MID: Extent of Control 

Placing on to the market and putting into use 

Post market control 
Market surveillance 

Designation and control of Notified Bodies 

Safeguard clause actions 

No EU in-service control 
National in-service control provided 

Potentially different requirement in each member states eg no 
periodic re-verification in UK 

  

MID: Instrument categories 

Water meters 

Gas meters 

Electricity meters  

Heat meters 

Liquids other than water 

Automatic weighing 
instruments  

 

 

 

• Taximeters * 
• Material measures 

– Length measures 
– Capacity serving measures 

(CSMs) 

• Dimensional measuring 
instruments  

• Exhaust gas analysers* 
 

* Responsibility of Department for 
Transport 
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MID: 規制範囲

上市及び使用開始

市場規制後
市場サーベイランス

通知機関の指名及び規制

緊急輸入制限条項措置

EUには供用中規制はない
国家の供用中規制が規定されている

各加盟国で異なる要件の可能性 例えば英国の定期的再検定

  

MID: 計器カテゴリ

水道メーター

ガスメーター

電力量計  
ヒートメーター

水以外の液体

自動はかり

• タクシーメーター * 
• 実量器

– 測長器

– 計量カップ (CSM)
• 寸法測定器  
• 排気ガス分析計* 

* 運輸省の責任
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MID: Presumption of Conformity 
 

Direct to essential requirements 
Use of other standards/documents 

Compliance not assured 

Compliance: technical standards 
European harmonised standards 

Compliance: OIML Recommendations  
OIML Normative Documents ie those parts of the Recommendation 

which give presumption. 

 

 

MID: Essential requirements 
(General & Instrument Specific) 

Basis: OIML recommendations 
Environment: climatic, mechanical, EMC 

Characteristics: reproducibility, repeatability, 
discrimination, durability, reliability, suitability, 

protection against corruption  
Accuracy classes and MPEs 

Conformity Assessment 
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MID: 適合性の推定 
 

必須要件に直接的
その他規格／文書の使用

準拠性は保証されない

準拠性: 技術規格
欧州の整合規格

準拠性： OIML勧告

OIML規準文書、すなわち、推定を与える勧告の一部。

 

 

MID: 必須要件
(一般 及び 計器固有)

基盤： OIML勧告

環境： 気候、機械、EMC
特性： 責任、繰返し性、差別化、

耐久性、信頼性、適合性、

汚損の防護

精度等級及びMPE（最大許容誤差）

適合性審査
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MID: Normative Documents 

Presumption of Conformity 
OIML Normative Documents 

Approval/revoked through Measuring Instruments Committee 
References published in Official Journal of EU 
Latest 2006/C 269/01, 2009/C 268/01, 2011/C 33/01 and 33/02, and 
2013/C 109/01 and 109/02 
All categories/types instruments covered other than electricity 
meters and material measures of length 

WELMEC guides 
Support Normative Documents 

 

MID: Harmonised Standards 

Presumption of Conformity 
Harmonised Standards 

Developed by the European Standards Organisations under a 
mandate from the EU Commission: 

Water meters,  
Gas maters,  
Electricity meters, and  
Heat meters 

References published in Official Journal of EU 

Latest: 2012/C 218/08 
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MID: 規準文書

適合性の推定

OIML 規準文書
計量器委員会を通じて承認／取り消し

EUの官報の中で発表された基準

最新版 2006/C 269/01、2009/C 268/01、2011/C 33/01及び
33/02、並びに2013/C 109/01及び109/02
電力量計及び長さの実量器以外の全カテゴリ／タイプの計器を
対象とする

WELMECガイド
規準文書を裏付ける

 

MID: 整合規格

適合性の推定

整合規格
EU委員会からの命令に基づき欧州標準機関が作成: 

水道メーター、  
ガスメーター、  
電力量計、及び  
ヒートメーター

EUの官報で発表された基準

最新版: 2012/C 218/08
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NAWI and MID 
(Market surveillance) 

Member state  
Government Department with Policy Responsibility 

Check against essential requirements and conformity 
assessment procedures 

Liaison between member States 

Safeguard clause 
Withdraw, prohibit or restrict instrument types on the market 

Proactive rather than reactive 
Regulation on Accreditation and Market Surveillance (EC) 765/2008 

WELMEC guides 

 

MID: Conformity assessment 

Classes A to H1 

Manufacturer’s declaration to full QA 

Third party to self-verification through QA 

Type or design examination   

Specified in MI-Annexes 

Manufacturer’s choice 
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NAWI及びMID
(市場サーベイランス)

加盟国  
政策責任を担う政府機関

必須要件及び適合性審査手順に照らしたチェック

加盟国間の連絡

緊急輸入制限条項
市場に出ている計器型式の撤収、禁止又は制限

事後対策よりは事前対策
認定及び市場サーベイランスに関する規則 (EC) 765/2008
WELMECガイド

 

MID: 適合性審査

クラスAからH1まで

製造事業者の完全なQA宣言

QAを通じた自己検定に対するサードパーティ

型式又は設計審査

MI附属書の中で定められている

製造事業者の選択
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NAWI and MID 
(Notified Bodies) 

Conformity assessment tasks 
Designation by the member States 

Responsibility of the Regulator 
Some 50+ organisations designated by NMRO 

Compliance criteria 
Commission Database 

NANDO web-site 

Not dependent on regulatory control (MID) 
Member States can appointed Notified Bodies across all instrument 
types 
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NAWI及びMID
(通知機関) 

適合性審査業務

加盟国による指名
規制機関の責任

およそ50を超える機関がNMROの指名を受けている

準拠性基準

委員会データベース
NANDOウェブサイト

取締管理（MID）から独立している
加盟国は，すべての計器のタイプにわたり通知機関を指名すること
ができる

 

－ 365 －



2 

Program 
1. Introduction of NMi 
2. Legal metrology 
3. MID structure 
4. Measuring Systems under MID 
5. Type approval 
6. First verification 
7. Re-verification 

 
 
 
 

MID and legislation 

 
Marc Schmidt 

NMi Certin B.V. 
1 October 2015 

－ 366 －
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プログラム 
 
1. Nmiの紹介

2. 法定計量

3. MIDの構成

4. MIDに基づく計量システム

5. 型式承認

6. 初期検定

7. 再検定

MID（欧州計量器指令）と法令

ヤード 

インチ 

 茶さじ カップ パイント 
クオート ガロン 

オンス ポンド 

Marc Schmidt 
（マーク・シュミット）
NMi Certin B.V.
2015年10月1日
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NMi 

• Legal metrology and Gaming 

• Testing, certification,  
verification and calibration 

• Notified Body and Issuing Authority  
(national, EU, OIML) 

• Turnover 12,5 million Euro 
 100% Market 

• ~ 130 employees 

• Located in Dordrecht,                          
UK (Wales), Italy, Japan,                 
Turkey, Canada 

Introduction  

• Approvals Expert at NMi Certin 
• Lead Assessor Oil&Gas 
• Secretary of WELMEC WG10  
• Technical expert OIML R 81, R 117 and R 139 

1-10-2015 

3 
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・ 法定計量及びゲーム 
 
・ 試験、認証、検定及び校正 
 
・ 通知機関及び発行機関
  （国内、EU、OIML）

・ 売上高1250万ユーロ
  市場売上高 100 %
 
・ 従業員数 130名以下

・ 所在地：ドルドレヒト、英国
  （ウェールズ）、イタリア、日本、
  トルコ、カナダ

紹   介 

・ NMi Certinにおける承認の専門家
・ 石油＆ガス主任審査官
・ WELMEC WG10幹事
・ OIML R 81、R 117及びR 139技術専門家
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NMi Euroloop 

NMi activities 
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NMiの活動
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8 

But….. 
at 30 October 2006 the situation in 
Europe has changed: 
 

MID has come into force! 
 
 
 
 
 
One EC type-examination certificate can 
be used for whole Europe! 

Europe before 30 Oct. 2006 
Problems manufacturers: 
- every country has its own requirements; 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

- specific requirements of utilities. 

 

1-10-2015 

7 
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しかし…. 

2006年10月30日に，欧州の状況は一変
した： 

    MIDが発効！

1つのEC型式審査証明書を欧州全域で使用
することができる！

2006年10月30日以前の欧州

製造事業者の問題：
-  どの国にも、その国独自の要件がある

-  用役供給施設の特定要件
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10 

Details on Instruments 

• Harmonized standards published in 
the Official Journal (OJ) 
 
 

• Normative Documents (OIML) 
 
 

• Opinion Notified Body 
(Welmec) 

9 

Purpose MID 

• Lowering barriers to trade 
• European harmonisation 
• Technology independant 
• More market effects 

 
 
 

• So, "New Approach" Directive 
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計器についての詳細事項 

・ 官報（OJ）で発表される整合規格

・ 規準文書（OIML）

・ 意見通知機関（Welmec）

MIDの目的

 
・ 貿易障壁の低減 
 
・ 欧州の統一化 
 
・ 技術からの独立性 
 
・ さらなる市場効果 

・ そこで生まれたのが“ニューアプローチ” 
  指令である 
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12 

Conformity Modules (1) 
 

B 
Type Examination by NB 

 

A 
DoC 

 
 

Internal 
Productio
n Control 

 

(A1) 

 

C 
DoC to 
TYPE 

 
QA 

Internal 
Productio
n Control 

 

(C1) 

 

D 
DoC to 
TYPE 

 
QA 

Productio
n Process 

 

(D1) 

 

E 
DoC to 
TYPE 

 
QA 

Product 
Inspectio

n & 
testing 

 

(E1) 

 

F 
DoC to 
TYPE 

 
Product 

Verificati
on by NB 

 

(F1) 

 

G 
DoC 

 
 

Unit 
Verificati
on by NB 

 

H 
DoC 

 
 

Full QA 
Control 

 
 

(H1) 

11 

Scope MID  

• "PLACING ON THE MARKET" 
• "PUTTING INTO USE" 
• Not for instruments currently in-use 

 
• Essential requirements + 
• Specific instrument specific 

requirements 
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適合性モジュール（1）

通知機関（NB）による型式審査

DoC（適
合宣言）

型式に対
するDoC

型式に対
するDoC

型式に対
するDoC

型式に対
するDoC

DoC（適
合宣言）

DoC（適
合宣言）

内部生産
管理 

 

QA（品質
保証）

内部生産
管理

 

QA
生産工程

 

QA
製品検査
＆試験

 
 

NBによる
製品検定

 
 

NBによる

ユニット検
定

 

全体的
QA管理

MIDの範囲

・ “上市” 
 
・ “使用の開始” 
 
・ 使用中の計器は除外 
 
  
・ 必須要件 ＋ 
 
・ 特定計器の特定要件 
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14 

Measuring instruments (1) 

13 

Conformity Modules (2) 
Annex Description 

- A / 
A1 

Declaration of Conformity based on internal 
production control (plus product testing by a Notified 
Body) 

- B Type Examination 

B C / C1 Declaration of Conformity to type based on internal 
production control (plus product testing by a Notified 
Body) 

(B) D / 
D1 

Declaration of Conformity (to type) based on Quality 
Assurance of the production process 

(B) E / E1 Declaration of Conformity (to type) based on Quality 
Assurance of final product Inspection and testing 

(B) F / F1 Declaration of Conformity (to type) based on Product 
Verification 

- G Declaration of Conformity based on Unit Verification 

- H / 
H1 

Declaration of Conformity based on full Quality 
Assurance (plus Design Examination) 
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計量器（1）

附属書 内容 

内部生産管理（及び通知機関による製品試験）に基づく適合宣言 
 
 

型式審査 

内部生産管理（及び通知機関による製品試験）に基づく型式に対する適
合宣言 
 

生産工程の品質保証に基づく（型式に対する）適合宣言 
 

最終製品検査及び試験の品質保証に基づく（型式に対する）適合宣言 
 

製品検定に基づく（型式に対する）適合宣言 
 

ユニット検定に基づく適合宣言 

全体的な品質保証（及び設計審査）に基づく適合宣言 
 

適合性モジュール（2）

－ 379 －



16 

Route to Conformity 

Module B: 
Type examination 

Module F: 
 

Verification  
 

by NB  
 
 

Module D: 
 

QA:  
 

production  
process 

(NB – ISO9001) 

Start 

EU market 

Yearly audit  
by NB  

On QA system  
and  
VO´s 

15 

Measuring instruments (2) 

Instrument Annex Modules 

Water meters MI-001 B+F, B+D, H1 

Gas meters MI-002 B+F, B+D, H1 

kWh meters MI-003 B+F, B+D, H1 

Heat meters MI-004 B+F, B+D, H1 

Liquid meters MI-005 B+F, B+D, H1, G 

Automatic 
weighing 

MI-006 B+F, B+D, H1, G 
(B+E, D1,F1) 

Taximeters MI-007 B+F, B+D, H1 

Material 
measures 

MI-008 A1, F1, D1, E1, B+E, 
B+D,H 

Dimensional MI-009 B+F, B+D, H1, G 
(F1, D1, E1, B+E ,H) 

Exhaust gas MI-010 B+F, B+D, H1 
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適合性への道筋 

開 始 

モジュールB：
型式審査

モジュールF：

NBによる

検定

モジュールD：

QA

生産工程
（NB -

ISO9001）

QAシステム
及びVOに基

づく

NBによる
年1回の監査

EU市場

計量器（2）

計器 附属書 モジュール 

水道メーター 

ガスメーター 

kWhメーター

ヒートメーター 

液体計量器 

自動はかり 
 

タクシーメーター 

実量器 
 

寸法 

排ガス 
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Type approval (Module B) 

17 

MID Essential Requirements 

• Definitions 
• Climatic, Mechanical, 

Electromagnetic Environments 
• Other factors (electrical, 

humidity) 
• Reproducibility, …, Suitability 
• Protection against corruption 
• Inscriptions 
• Indications 
• Data processing 
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型式承認（モジュールB）

MIDの必須要件

・ 定義

・ 気候環境、機械環境、電磁環境

・ その他要因（電気、湿度）

・ 再現性、… 適性

・ 汚損に対する防護

・ 刻印

・ 指示

・ データ処理
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Normative documents (2/2) 

Advantages when choosing OIML test reports 
as well: 

- international acceptation outside Europe; 
- obliged at some countries (e.g. Asia); 
- relatively easy to add. 

 
If a Measuring System fulfils the requirements 
of the OIML R 117 document... 
 
 the essential MID requirements + 
Instrument specific annex MI-005 
requirements are fulfilled. 

Normative documents (1/2) 

OIML R 117-1, “Dynamic measuring systems for 
liquids other than water” [2007] 

Status: 
• R 117-1 (2007): requirements 
• R 117-2 (2014): test procedures 
• R 117-3 (2014): test report format 
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規準文書（2/2）

OIML試験報告書も選択する際の利点：
- 欧州以外での国際的受入れ
- 国によっては義務化されている（例えば，アジア）
- 比較的追加しやすい

計量システムがOIML R 117文書の要件を満たし
ている場合....

→ MIDの必須要件 ＋
計器固有の附属書MI-005の要件が満たされてい
る。
 

規準文書（1/2）

OIML R 117-1、“水以外の液体用動的計量
システム”[ 2007 ]
 
状況：
・ R 117-1 (2007)：要件
・ R 117-2 (2014)：試験手順
・ R 117-3 (2014)：試験報告書様式
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Knowledge after OIML R117-1 
requirements 

Knowledge after positive ending of test plan: 
 

- accuracy of the meter within MID 
requirements; 

- the meter has a long term reliability; 
- the meters accuracy is not affected by possible 

installation disturbances; 
- the meter can withstand lots of external effects 

(mechanical, wheather, EMC); 
- the software is correct protected; 
- communication will not affect the accuracy. 

OIML R117-1 

Several topics to test: 
- metrological performance (accuracy) 
- How to deal with (elimination of) air  
- MPE flowcomputer and calculators 
- Marking and sealing 
- software 
- communications 
- EMC 
- Climate 
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OIML R 117-1の要件後の知見
 
試験計画が肯定的に終了した後の知見

- MID要件内の計器の精度

- 計器は、長期的信頼性をもつ

- 計器の精度は、据付けによる妨害の影響を受けない

- 計器は、多くの外部的影響（機械的，天候，EMC）

- ソフトウェアは正しく保護される

- 通信は、精度に影響を与えない
 

次を試験するためのいくつかの論題：

- 計量性能（精度）

- 空気（の除去）の処理方法

- MPEフローコンピュータ及び計算機

- マーキング及び封印

- ソフトウェア

- 通信

- EMC
- 気候
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EC type-examination certificate 

Output of type approval process 

The output of the type approval process can be: 
 
For a part of a system (meter or electronics) 
- a WELMEC 7.2 software test report; 
- an OIML R 117 test report 
- an Evaluation Certificate or Parts Certificate; 

 
For a complete measuring system: 
- An EC type-examination certificate (MID 

Module B approval) 
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EC型式審査証明書
EC型式審査証明書

                          番号Txxxx第0版
プロジェクト番号xxxxxxx
ページ1の1     

発行： NMi Certin B.V.
オランダの指定・通知機関
計量器が指令2004/22/ECの適用条件を満たすことを立証した後に
指令2004/22/ECの第9条に記載された適合性モジュールに
関する業務を実施する

製造事業者： 名称
国，市，住所

計量器： スキッド上の中断不能・中断可能計量システム
型式 ：型式

測定対象 ：オイル及びオイル製品
精度等級 ：x，x
環境等級 ：Mx / Ex
温度範囲 液体 ：-xx˚C / +xx˚C
温度範囲 周囲 ：-xx˚C / +xx˚C
Qmin - Qmax ：xx - xxx L/min
最小測定量 ：記述の§1.2を参照

その他特性は，附属書に記載されている：
－ 明細Txxxxx第0版
－ 文書フォルダ Txxxxx-1

有効期限 発行日＋10年

型式承認プロセスの成果 

型式承認プロセスは、次のような成果につながる：

システムの一部の場合（計器又は電子機器）

- WELMEC 7.2ソフトウェア試験報告書

- OIML R 117試験報告書

- 評価証明書又は部品証明書

完全な計量システムの場合：

- EC型式審査証明書（MIDモジュールB承認）
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Evaluation certificate 

EC type-examination certificate 
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評価証明書
評価証明書 
 
番号Txxxx第0版
プロジェクト番号xxxxxxx
ページ1の1

発行： NMi Certin B.V

準拠： - WELMECガイド8.8 “MIDに基づく計量器のモジュラー評価の任意制度の一般管理的側面”
                         - OIML R117-1 2007年(E)版“水以外の液体用動的計量システム”
                          - OIML R81 1998年(E)版“定温液体用体積計と計量システム”

生産者 社名
国
市
住所

計量器 測定センサ（コリオリセンサ）、計量器の一部と使用することを意図したもの
型式 ：型式
測定対象 ：液化石油並びにxxx mPa.sからxxx mPa.sまでの粘度の関連製品，流動食及び

                                                     液状化学製品
Qmin - Qmax ：明細のパラグラフ1.2を参照
最小測定量 ：明細のパラグラフ1.2を参照
精度等級 ：0,3
環境等級 ：M2 / E2
温度範囲 液体 ：-5˚C / +35˚C
温度範囲 周囲 ：-25˚C / +55˚C

その他特性及び試験結果は、附属書に記載されている：
－ 明細TCxxxxx第0版
－ 文書フォルダ TCxxxxx-1

EC型式審査証明書
明細 

番号Txxxx第0版
プロジェクト番号xxxxxxx
ページ1の1

1     計量システムについての一般情報 
        この計量システムのすべての特性は、記載の有無にかかわらず、法令に抵触 
         してはならない。 

1.1  必須部分 

製造事業者 型式 評価証明書 所見

xxxxx xxxx TCxxxx

xxxxx xxxx TCxxxx

xxxxx xxxx TCxxxx

測定トランスデューサ

電子計算／指示装置（フローコンピュータ）

空気分離器
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First verification 

What should be done during a first verification. 
 
Independent of Module D or F 
 
Verify the following: 
- Legal approval documents; 
- Internal manufacturer documents/procedures; 
- Design evaluation; 
- necessary test equipment; 
- test methods to be applied. 

Evaluation certificate 
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初期検定

初期検定では、なにを行うことが望ましいのか

モジュールD又はFから独立している

次を検定する：
- 法的な承認文書
- 製造事業者の内部文書／手順
- 設計評価
- 必要な試験装置
- 適用すべき試験方法
 

評価証明書
1.    計量トランスデューサについての一般情報
   この計量システムのすべての特性は、記載の有無にかかわらず、法令に抵触してはならない。

    この評価証明書は、WELMECガイド8.8に記載された計量器の構成部品に適用された任意の
    モジュラーアプローチの肯定的結果である。
    完全な計量システムは、EC型式審査証明書で取り扱わなければならない。

1.1  必須部分

1.2  必須特性
1.2.1 フロー特性
    計器は，次のフロー特性をもつ：
1.2.2 ソフトウェア使用（WELMECガイド7.2を参照）：
    ・ ソフトウェア タイプP
    ・ リスク等級
    ・ 拡張子S、拡張子L、D及びTは適用不可。

1.3  必須形状
1.3.1 銘板
    主銘板は、少なくとも、十分に判読可能な次の情報を記載している。
     -  評価証明書番号 xxxx
            -  製造事業者の名称又は商号
            -  機種番号
            -  製造番号及び製造年度

2  封印

2.1 測定センサ
2.2 測定電子機器

3  適合審査の条件
        -  他関係者は、この評価証明書を生産者の許可書と一緒であれば使用してよい：

4       試験報告書
        実施した試験の概要は、試験報告書の中に記載されている：
        -  No. NMi－xxxxxxx －01 NMi Certin B.V.発行
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30 

Manufacturer’s responsibilities 

• Conformity with MID 
• Affixing CE-mark 
• Affixing "M“ + year (Metrology 

Mark) 
• Issue Declaration of Conformity 

M 15 0122 

CE mark Metrology mark Notified body no. 

29 

Specific aspects 

• After production each meter has to be 
verified 

• Each system put on the market has to be 
verified 

• Manufacturer is responsible 
• Quality system of the manufacturer is basis 
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製造事業者の責任

・ MIDへの適合性

・ CEマークの貼付

・ “M”+ 年度（計量標識）の貼付

・ 適合宣言書の発行

CEマーク   計量標識   通知機関番号

特定の側面

・ 生産後、各計器は検定を受けなければならない

・ 上市される各システムは、検定を受けなければならない

・ 製造業者には責任がある

・ 製造事業者の品質システムが基盤である

－ 395 －



Re-verification 

Re-verification 
• MID finishes after first verification 
• Upto national legislation 
• In NL companies can be recognised 

tester 

31 
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再検定

認定試験者 

認定：7575

計量法第11条に示される認定を付与するためにオランダによって指

定され、通知を受けたNMi Certin B.V.は、計量法第7条パラグラフa，
b及びcの要件を審査後、次に対して、宣言を行う

社名 
住所 
オランダ 
  
適合審査の特定業務を実施するための認定書 

液体計量システム
業務範囲は、この認定書の附属書1に記載され、動作及び管理手順
は、附属書に明記されている。

認定は、当初、dに対して付与される。

この認定は、この認定書の内容に変更がないことを条件として
無条件で有効である

NMi Certin B.V. ，指定機関
日付

C.  Oosterman
認定委員会委員長

再検定

・ MIDは、初期検定後に終了する

・ 国内法令に依る

・ オランダの企業は、試験者として認定を
  受けることができる
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Re-verification 

Re-verification 
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再検定
2ページの2

認定書番号に対する附属書1：7575
発効日：日付

権限

１．計量法第7条、c：使用状況に関し、無傷の指標及び封印が付いた計量器は、計量器
  の所有者又は使用者の要請により、修理及び／又は調整してよく、その場合は、
  計量器の使用状況が変わっていないことを保証しなければならない。この目的で、
  専用の最初から付属されていた交換部品を使用してもよい。その後は、適合性を
  実証する必要はない。計量器が、法定要件を満たす場合は、その計量器には、この
  附属書に記載する義務的封印及び指標が提供される。

２．計量法第7条、a：無傷の指標が付いた計量器は、修理、調整又は変更してよいが、
  その後、EC型式審査（許可）証明書又はEC設計検査証明書に引き続き一致している
  ことを保証しなければならない。
  一致しているとの判断を受けた後、計量器には、この附属書に記載する指標及び
  義務的封印を提供しなければならない。EC設計検査の許可書又は証明書は、この
  附属書の概要リストに記載されている。

３．計量法第7条、b：指標が損傷した計量器は、その損傷した指標について、その
  計量器に対し、以前に指標が提供されたことを実証することができる。
  以前に提供された指標であるとの判断を受けた後、計量器には、損傷した指標と
  同等の指標を提供しなければならない。
  EC設計検査の許可書又は証明書は、この附属書の概要リストに記載されている。

条件

１．この認定書に記述されたデータなどのデータの部分的変更は、指定機関の書面に
  よる事前の承認を必要とする。
  認定に関わる記録、報告書、文書及びその他の確定データは、指定機関による
  検査のためにいつでも利用することができ、指定機関が求めた場合、写しを提供
  しなければならない。

再検定

2ページの1
認定書番号に対する附属書1：7575

発効日：日付

指標及び承認証印から存続している記号： 

指 標 承認証印
（xx = 現年度の最後の2つの数字）

概要リスト 認定関連計量器： 

計量器：液体計量システム 

製造事業者 

社名 

型式 

バンカリングシステム 

許可番号 

認定関係者： 

計量器：液体計量システム 

検定担当者 1 

検定担当者 2 

権 限 

管理責任者 

品質スーパーバイザ 

品質保証管理者代理 
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Questions? 

35 
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真の価値 

試 験 

認 証 

校 正 

訓 練 

質 問 ？ 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

Publication and observation on measuring instrument, pre-packaged goods and SI units. 

Supervision on measuring instrument, pre-packaged goods and SI units, investigation and law 
enforcement..

Traceability of Legal Metrology Standards 

Type approval 

Verification of measuring instrument 

1 

2 

3 

4 

5 LE
G

A
L 

M
ET

RO
LO

G
Y 

A
CT

IV
IT

IE
S 

Legal Metrology :  
Metrology that maintains measurement units, methods, and measuring 
instrument, related to technical requirements and regulation based on Law
aiming to protect public interest on the truth of measurement result.  

Law :
Law No. 2/1981 on Legal Metrology

LEGAL METROLOGY SYSTEM IN INDONESIA 

Authority :
Government

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

LEGAL METROLOGY 
IN INDONESIA 

By Director of Metrology 

At the JMIF Workshop - Jepang 

December 2015 

－ 402 －

講演会資料１



The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

測定機器、包装商品及びSI単位の発行と監視測 

測定機器、包装商品及びSI単位の監視、審査並びに法的処置

法定計量規格のトレーサビリティ 

型式承認 

測定機器の検定 

1 

2 

3 

4 

5 

法
定

計
量

活
動

 

法定計量：  
法定計量は、技術的要件及び測定結果の真実について公益保護を目的とする法
律に基づいた規範に関連して、測定単位、方法及び測定機器を維持する  

法律 : 
法定計量に関する法律No. 2/1981

インドネシアに於ける法定計量体系 

権限者 : 
政府

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

インドネシアに於ける 
法定計量 

計量局長官 

於： JMIF Workshop - Jepang 

2015年12月 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

 Based on Government Ordinance No.2/1985, measuring instruments subject to legal metrology 
are measuring instrument that directly or indirectly used for determining the result of 
measurement of : 

- public interest 
- bussines 
- transaction 
- salary determination 
- end products of a manufacturer 
- enforcement of law and regulations 

 
 There are 14 types of measuring instrument regulated by the Ministry of Trade regulation No 

8/2010, which are : 
- 12 types with 84 measuring instruments used for trade 
- 1 types with 2 measuring instruments used for medical 
- 1 types with 2 measuring instruments used for environment 

 
 Total number of measuring instrument 68,5 millions unit : 

 Meter kWh  : 44,7 millions unit 
 Water meter : 11,5 millions unit 
 Balance and weights  : 7,8 millios unit 
 Others  : 4,5 millions unit 

MEASURING INSTRUMENT 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

VERIFICATION OF 
 MEASURING INSTRUMENTS 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

 政令No.2/1985に基づいて、法定計量対象となる測定機器は、次の測定結果を決
定するために直接的に又は間接的に使用される測定機器である： 

• 公益 
• 事業 
• 商取引 
• 給与決定 
• 製造業者の最終製品 
• 法律および規制の執行 

 
 商業省規則No. 8/2010によって規制される測定機器には14種の型式があり、それ

らは次の通りである： 
• 取引に使用する測定器84種で12型式 
• 医療に使用する測定機器2種で1型式 
• 環境に使用する測定機器2種で1 型式 

 
 測定機器の総数： 68.5 百万台、その内訳は： 

 電力量計（kWh）： 44.7 百万台 
 水道メーター： 11.5 百万台 
 はかり及び分銅： 7.8 百万台 
 その他： 4.5 百万台 

測定機器 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

測定機器の検定 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

DIRECTORATE OF METROLOGY 

 Directorate of metrology is government 
institution that is responsible for legal 
metrology activities, under the Directorate 
General of Standardization and Consumer 
Protection, Ministry of Trade. 

 Directorate of Metrology’s function are : 
– to set up the national policies in legal metrology; 
– to maintain the the national standard used for legal metrology and national 

standard of mass (K46); 
– to supervise the legal metrological control (e.g. type approval, re/verification, 

market survailence). 

 Legal metrology activities in Indonesia 
started since 1923 under Ijk Ordonantie 
(Weight and Measure Law), which had 
been revised in 1981 into the Law No. 2 on 
Legal of Metrology. 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

LEGAL METROLOGY OFFICES 
 Directorate of Metrology 

• Sub Directorate : 5 

• Unit for traceability of  Standard : 1 

• Unit for type approval testing and re/verification : 1 

• Legal metrology standardization center : 4 

 Regional Verification Offices (Provinces) : 52 

 Regional Verification Offices (City/District) : 9 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

計量局 

 計量局は、商業省の標準化及び消費者保
護局長の下で法定計量に責任を持つ政府
機関である。 

 計量局の機能は： 
– 法定計量における国家方針を設定すること； 
– 法定計量に使用する国家規格と国家質量原器（K46）を維持すること； 
– 法定計量管理（例えば、型式承認、再／検定、市場監視）を監督すること、 

 インドネシアにおける法定計量の活動は、 
Ijk Ordonantie （度量衡法）、これは1981年
に法定計量についての法律No. 2に改定さ
れている、の下で1923年に始まった。 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

法定計量事務所 
 国家計量局 

• 部門： 5 

• 規格トレーサビリティユニット： 1 

• 型式承認及び再検定ユニット： 1 

• 法定計量標準化センター： 4 

 地方検定所（州）： 52 

 地方検定所（市／地区）： 9 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

TRACEABILITY OF 
LEGAL METROLOGY STANDARDS

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

LEGAL METROLOGY OFFICES 
AT THE LOCAL GOVERNMENT 

SUMATERA 

14 + 1 = 15 

KALIMANTAN 

6 

SULAWESI 

5 

JAWA 

20+ 8 = 28 

BALI , NTB, & NTT 

3 

MALUKU & PAPUA 

4 

Province 
Offices 

52 

City/ 
District Offices 

9 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

法定計量原器の
トレーサビリティ

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

法定計量事務所 
地方政府に於いて 

スマトラ 

14 + 1 = 15 

カリマンタン 

6 

スラウェシ 

5 

ジャワ 

20+ 8 = 28 

バリ、 NTB、 NTT 

3 

マルク & パプア 

4 

州事務所 

52 

市/ 
地区事務所 

9 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

LEGAL METROLOGY REGIONAL OFFICES 
( BELONG TO THE CENTRAL GOVERNMENT ) 

C1

C2

C3 C4

 BSML Regional I
at Medan  BSML Regional III

at Banjarmasin

 BSML Regional II
at Jogyakarta

 BSML Regional IV
at Makassar

 Directorate of Metrology 
at Bandung

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

Center of National Measurement Standards 

LABORATORIES : 
1.Massa 
2.Length 
3.Volume  
4.Temperature  
5.Force and Pressure  
6.Electricity  
7.Health and Environment 

Accredited 
ISO/IEC 17025 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

法定計量地方事務所 
（中央政府に属する） 

C1

C2

C3 C4

 BSML地方 I 
メダン市  BSML 地方 III

バンジャーマシン市

 BSML地方II
ジョグジャカルタ市

 BSML地方IV
マカッサール市

 計量局、バンデュング市

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

国家計測標準センター

研究所： 
1.質量 
2.長さ 
3.体積  
4.温度  
5.力及び圧力  
6.電気  
7.健康及び環境 

ISO/IEC 17025 
認定 

－ 411 －



The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

Regulation of Type Approval 
LAW No. 2  

Year 1981 

Article 17 

Repairing and Production of 
Measuring Instrument must 

obtain permission from Minister 

Article 18 

Importation of Measuring 
Instrument must obtain 

permission from Minister 

Ministry of Trade Regulation 
No. 251 Year 1999 

Ministry of Trade Regulation 
No. 637 Year 2004 

Ministry of Trade Regulation 
No. 74 Year 2012 

REVISION
 a requirement of 

customs 
 Connected with INSW 

(Feb 2015) 

NO a requirement of 
customs 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

TYPE APPROVAL
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

型式承認の規定 
法律 No. 2  

1981年 

第17条 

測定機器の修理及び製
造には大臣から許可を
入手しなければならない 

第18条 

測定機器の輸入には、
大臣から許可を入手しな

ければならない 

商務省規則 
No. 251 1999年 

商務省規則 
No. 637 2004年 

商務省規則 
No. 74 2012年 

改訂

税関の要求 
 INSWと関連（2015年2

月） 

税関の要求に対してNO 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

型式承認
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Center of Measuring Instruments Verification

Service Activities 

Testing Verification

Testing Facilities 

1. flow meter 
2. water meter 
3. Gas Meter 
4. Length and orifice plate 
5. NAWI 

Notes : 
Testing facilities for water meter and NAWI accredited ISO/IEC 
17025 
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測定機器の型式承認 

輸入 国産 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

     測定機器検定センター

サービス活動 

試験 検定

試験施設 

1. 流量計 
2. 水道メーター 
3. ガスメーター 
4. 長さ及びオリフィスプレート 
5. NAWI（非自動計量器） 

注 : 
水道イメーター及びNAWI用試験施設は、ISO/IERC 17025認証済み 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

1. Electronic Weighing 
Instrument 

2. Electronic Weighing 
Instrument Indicator 

3. Spring Scale 
4. Filling Instrument 
5. Automatic Belt Weighers 
6. Totalizing Hopper Weighers 
7. Catch weighers & Check 

weighers 
8. In-motion road vehicle 

weighing instruments 
9. Automatic rail weighbridges 
10. Compressed gaseous fuel 

measuring systems for 
vehicles 

11. Water Meter 
12. Water Meter Prepaid 
13. Electricity Meter 
14. Electricity Meter Prepaid 
15. Taxi Meter 

 
 

16. Liquid Flowmeter 
17. Ultrasonic Liquid Flowmeter 
18. Mass Flowmeter 
19. Magnetic Flow Meter 
20. Vortex Flowmeter 
21. Diaphragm Gas Meter 
22. Ultrasonic Gas Flowmeter 
23. Turbine Gas Meter 
24. Vortex Gas Meter 
25. Rotary Gas Meter 
26. Electronic Volume Corrector 
27. Fuel Dispenser 
28. LPG Dispenser 
29. Depth Tape / UTI 
30. Measuring Tape 
31. Level gauge 
32. Radar Tank Gauging 
33. Counter Meter 
34. Prover Tank 
35. Prover Meter 

 
 
 

 

Type Approval in 2015 

1. China 
2. Germany 
3. Japan 
4. USA 
5. Taiwan 
6. France 
7. South Korea 
8. United Kingdom 
9. Switzerland 
10. Vietnam 
11. Italy 
12. India 
13. Poland 
14. Netherlands 
15. Slovakia 
16. Canada 
17. New Zealand 
18. Argentina 
19. Malaysia 
20. Sweden 
21. Australia 
22. Turkey 

Measuring Instruments 
Country of Manufacturer 
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 型式承認の業務プロセス 

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

1. 電子計量装置 
2. 電子計量装置指示器 
3. ばねはかり 
4. 計量充填機 
5. 自動ベルトスケール 
6. 自動ホッパースケール 
7. 自動捕捉式はかり＆& 自動

重量選別機 
8. ノンストップトラックメーター 
9. 自動貨車掛け 
10. 車両用圧縮ガス燃料計量シ

ステム 
11. 水道メーター 
12. 前払い水道メーター 
13. 電力量計 
14. 前払い電力量計 
15. タクシーメーター 
16. 液体流量計 
 

17. 超音波液体流量計 
18. 質量流量計 
19. 電磁流量計 
20. 過流流量計 
21. ダイアフラムガスメーター 
22. 超音波ガス流量計 
23. タービンガスメーター 
24. 過流ガスメーター 
25. ロータリーガスメーター 
26. 電子体積補正器 
27. ガソリン等計量器 
28. LPG計量器機 
29. 測深テープ/ UTI 
30. 巻き尺 
31. レベルゲージ 
32. レーダータンクゲージ 
33. 計数計 
34. 試験用タンク 
35. 試験用メーター 

2015年度の型式承認 

1. 中国 
2. ドイツ 
3. 日本 
4. 米国 
5. 台湾 
6. フランス 
7. 韓国 
8. 英国 
9. スイス 
10. ベトナム 
11. イタリア 
12. インド 
13. ポーランド 
14. オランダ 
15. スロバキア 
16. カナダ 
17. ニュージーランド 
18. アルゼンチン 
19. マレーシア 
20. スウェーデン 
21. オーストラリア 
22. トルコ 

測定機器 原産国 
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SUPERVISION OF MEASURING INSTRUMENTS  
IN FUEL PUMP STATION 

 Supervision of Measuring Instruments in fuel pump stations is conducted to observe   
   the performance of fuel dispenser and assure that the error of measurement during   
   fuel delivery to consumers is within maximum permissible error 
 There were 105 Fuel Pump stations supervised in June until July 2015 with a total of    
   512 nozzles  

SUPERVISION Of MEASURING INSTRUMENTS 
IN FUEL PUMP STATION  

JUNE - JULY 2015 

No Kota 

Number of Station 
Number 

of 
Nozzzle 

Error 
MPE 
(%) 

Remarks Pasti 
Pas 

Non 
Pasti 
Pas 

Foreign Total 
Min 
(%) 

Max 
(%) 

Average 
(%) 

1 Kabupaten Sijunjung  8 0 0 8 70 -1.00 0.18 -0.31 ± 0,5 17 nozzle out of MPE 
2 Kota Batam 6 1 0 7 31 -0.48 1.00 -0.7 ± 0,5 14 nozzle out of MPE 
3 Kabupaten Karawang 4 0 0 4 9 -0.40 0.33 -0.12 ± 0,5   
4 Kabupaten Cirebon 5 0 0 5 16 -0.48 -0.02 -0.15 ± 0,5   
5 Kota Tasikmalaya 4 0 0 4 13 -0.29 0.07 -0.11 ± 0,5   
6 Kabupaten Ciamis 3 0 0 3 6 -0.28 0.14 -0.13 ± 0,5   
7 Kota Surabaya 15 0 0 15 92 -0.38 0.20 -0.04 ± 0,5   
8 Kota Mataram 8 0 0 8 68 -0.48 1.05 -0.14 ± 0,5 1 nozzle out of MPE 
9 Kabupaten Tanah Bumbu 6 2 0 8 69 -0.97 0.27 -0.23 ± 0,5 5 nozzle out of MPE 

10 Kabupaten Maros 3 2 0 5 21 -0.54 0.28 -0.19 ± 0,5 1 nozzle out of MPE 
11 Kota Makassar 7 1 0 8 30 -0.64 0.22 -0.16 ± 0,5 1 nozzle out of MPE 
12 Kabupaten Pare-pare 3 3 0 6 18 -0.27 0.23 -0.1 ± 0,5   
13 Kabupaten Takalar 3 1 0 4 11 -0.17 -0.01 -0.07 ± 0,5   
14 Kabupaten Gowa 6 1 0 7 20 -0.35 0.27 -0.14 ± 0,5   
15 Kabupaten Pangkep 3 2 0 5 14 -2.40 0.21 -0.23 ± 0,5 1 nozzle out of MPE 
16 Kabupaten Barru 2 6 0 8 24 -0.48 0.29 -0.1 ± 0,5   

Total 86 19 0 105 512 -0.6 0.29 -0.18 ± 0,5   

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

MARKET SURVEILLANCE
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給油所における燃料計量機の監視 

 給油所における計量機の監視は、給油機性能を監視し、消費者への燃料

配出中の測定誤差が最大許容誤差以内であることを確保するために行われ
る。 
全部で512ノズルあるうち、2015年7月までの 6月中に監視したのが105給油
所であった。  

ガソリンスタンドに於ける明瞭装置の監視 

6月 – 7月、2015年 

No Kota 

スタンド数 

ノズル数 

誤差 
MPE 
(%) 

備考 Pasti 
Pas 

Non 
Pasti 
Pas 

外国 合計 
Min 
(%) 

Max 
(%) 

平均（%） 

1 Kabupaten Sijunjung  8 0 0 8 70 -1.00 0.18 -0.31 ± 0,5 MPE範囲外17ノズル 
2 Kota Batam 6 1 0 7 31 -0.48 1.00 -0.7 ± 0,5 MPE範囲外14ノズル 
3 Kabupaten Karawang 4 0 0 4 9 -0.40 0.33 -0.12 ± 0,5   
4 Kabupaten Cirebon 5 0 0 5 16 -0.48 -0.02 -0.15 ± 0,5   
5 Kota Tasikmalaya 4 0 0 4 13 -0.29 0.07 -0.11 ± 0,5   
6 Kabupaten Ciamis 3 0 0 3 6 -0.28 0.14 -0.13 ± 0,5   
7 Kota Surabaya 15 0 0 15 92 -0.38 0.20 -0.04 ± 0,5   
8 Kota Mataram 8 0 0 8 68 -0.48 1.05 -0.14 ± 0,5 MPE範囲外1ノズル 
9 Kabupaten Tanah Bumbu 6 2 0 8 69 -0.97 0.27 -0.23 ± 0,5 MPE範囲外5ノズル 

10 Kabupaten Maros 3 2 0 5 21 -0.54 0.28 -0.19 ± 0,5 MPE範囲外1ノズル 
11 Kota Makassar 7 1 0 8 30 -0.64 0.22 -0.16 ± 0,5 MPE範囲外１ノズル 
12 Kabupaten Pare-pare 3 3 0 6 18 -0.27 0.23 -0.1 ± 0,5   
13 Kabupaten Takalar 3 1 0 4 11 -0.17 -0.01 -0.07 ± 0,5   
14 Kabupaten Gowa 6 1 0 7 20 -0.35 0.27 -0.14 ± 0,5   
15 Kabupaten Pangkep 3 2 0 5 14 -2.40 0.21 -0.23 ± 0,5 MPE範囲外1ノズル 
16 Kabupaten Barru 2 6 0 8 24 -0.48 0.29 -0.1 ± 0,5   

Total 86 19 0 105 512 -0.6 0.29 -0.18 ± 0,5   

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

市場監視
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MEASURING INSTRUMENTS  

Depth Tape Meter Taxi Balance NAWI Weights

Contain Flow Meter USM Gas MeterI Water Meter

Truck Tank Tank Meter Prover Blood 
Pressure

Meter kWh

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

• Supervision of prepackaged  goods is performed to assure the 
conformity of labeling and quantity to the requirements specified in 
national regulation for 9 priority commodities based on agreement 
between ASEAN countries. Those commodities are  cooking oil , rice , 
sugar , coffee , milk , tea , instant noodles , soy sauce and fruit drinks.  

• 36 brands of prepackaged goods were observed between May and 
June 2015 in several regions . The data is collected using sampling 
method 

SUPERVISION OF PREPACKAGED GOODS 

SUPERVISION OF PREPACKAGED GOODS DISTRIBUTION 

MAY - JUNE 2015 

No Region 

Conformity of Labeling 
Conformity of 

Quantity  

Product 
Name 

Name of 
Manufacture

r 

Address of 
Manufacturer 

Quantity 
Label 

Unit Symbol 
Height Of 
Letter And 

Figure Accepted Rejected 

YES NO YES NO *) YES NO YES NO YES NO YES NO 

1 Denpasar 9 0 9 0 9 0 8 1 7 2 5 4 6 3 

2 Malang 9 0 9 0 9 0 7 2 9 0 2 7 5 4 

3 Tegal 9 0 8 1 8 1 7 2 6 3 3 6 8 1 

4 Batam 9 0 8 1 6 3 3 6 8 1 4 5 6 3 

Total 36 0 34 2 32 4 25 11 30 6 14 22 25 11 

Percentage (%) 100 0 94 6 89 11 69 31 83 17 39 61 69 31 

NOTE: 

*) Name Of  Manufacturer is Not Available 
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測定機器  

測深テープ タクシーメーター はかり
NAWI

（非自動計量器） 分銅

容器 流量計 USM ガスメーター 水道メーター

タンク車 タンク メーター
試験装置

血圧 電力量計

The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

• 包装商品の監視は、そのバレル付けと量がＡＳＥＡＮ諸国間の合意
に基づいた9種の優先商品に対して国内規則に規定した要件に準

拠していることを確認するために実施する。これらの商品は、食用油
、米、砂糖、コーヒー、牛乳、茶、インスタントコーヒー、醤油、果実飲
料である。 

• 2015年5月から6月の間に、いくつかの地域で包装商品36ブランドを
監視した。 そのデータは、サンプリング方法を使って収集した。 

包装商品の監視 

包装商品の監視 

5月 – 6月、2015年 

No 地域 

ラベルの適合性 量の適合性  

製品名 製造者名 製造者住所 量ラベル 単位記号 
文字及び数字

の高さ 
合格 不合格 

YES NO YES NO *) YES NO YES NO YES NO YES NO 

1 Denpasar 9 0 9 0 9 0 8 1 7 2 5 4 6 3 

2 Malang 9 0 9 0 9 0 7 2 9 0 2 7 5 4 

3 Tegal 9 0 8 1 8 1 7 2 6 3 3 6 8 1 

4 Batam 9 0 8 1 6 3 3 6 8 1 4 5 6 3 

合計 36 0 34 2 32 4 25 11 30 6 14 22 25 11 

パーセント (%) 100 0 94 6 89 11 69 31 83 17 39 61 69 31 

NOTE: 

*) Name Of  Manufacturer is Not Available 
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Pre-packaged goods : 

Certain goods or commodities that are inserted imto a close packing, and to use those goods or 
commodities by breaking the packaging and seal of the packaging which are stated and determined 
on the label before the goods are distributed, sold, offered of showed. 

Pre-packaged goods on 
drained weight

Pre-packaged goods on 
volume

Pre-packaged goods on 
weight

Pre-packaged goods on 
length

Pre-packaged goods on 
dimension

Pre-packaged goods on 
piece

PRE-PACKAGED GOODS 
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The Ministry of Trade of the Republic of Indonesia 

包装商品： 

ある種の商品又は産物は包装に充填して密封され、その包装及び包装の封かんを壊してその
商品又は産物を使用することが、その商品の流通、販売、提供前に決定していて、その旨ラベル
に記載している商品又は産物 

乾燥質量に基づいて
包装した商品

体積に基づいて
包装した商品

質量に基づいて
包装した商品

長さに基づいて
包装した商品

寸法に基づいて
包装した商品

個数に基づいて
包装した商品

包装商品 
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Program 

• Formal Education 
(Metrology Diploma) 

•Competence Based 
Training 

•Certification based on 
ISO 17024 

Training 
Provider  

• ISO 9001 
• ISO 17025 
•Certified Trainer 

Facilities •Training Facilities 
• Laboratories 

Preparation of programs and 
promotion of Metrology Human 
Resource Development 

Competency development of 
Metrology Human Resource 

Development  of novel and 
sophisticated Metrological 
Technology 

Task and Function  

1 

2 

3 

DEVELOPMENT CENTRE OF METROLOGICAL HUMAN RESOURCES 

 
  Tokyo ,  December  17th  2015 
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プログラム 

•学校教育 
 （計測学学位） 
•能力ベースの教育 
• ISO 17024に基づいた
認証 

トレーニング
提供者  

• ISO 9001 
• ISO 17025 
•公認トレーナー 

施設 
•教育施設 
•実験室 

計測の人的資源開発プログラム
作成及び促進 

計測の人的資源の能力開発 

新奇かつ高度な計測技術の開発 

任務及び機能  

1 

2 

3 

商業 

計測の人的資源開発センター 

 
 2015年12月8日、東京 

 

商 業 省 

目覚ましい 
インドネシア 
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Competence 
Based Training 

( 5 month) 

In Job Training 
program ( 1 week) 

periodically to 
improve and 

maintain 
competencies 

Laboratory Assistant 

Legal Metrology 
Enforcement Officer 

Verification Officer 

                Inspector 

NO TYPE OF TRAINING 

1 Advanced Level Verification Officer 

2 Intermediate Level Verification Officer 

3 Advanced Level Laboratory Assistant 

4 Intermediate Level  Laboratory Assistant 

5 Inspector  

6 Legal Metrology Enforcement Officer 

Laboratory Assistant 

Legal Metrology 
Enforcement Officer 

Verification Officer 

                Inspector 
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能力ベースの
教育 

（５か月間） 

職業訓練プログラ
ム（1週間）の中で

定期的に能力向上
と維持を行う 

実験助手 

法定計測執行官 

検証官 

          検査官 

NO 教育の種類 

1 上級レベル検証官 

2 中級レベル検証官 

3 上級実験助手 

4 中級レベル実験助手 

5 検査官  

6 法定計測執行官 

実験助手 

法定計測執行官 

検証官 

検査官 
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Num Code Subject Hours 
Lesso

n 
1 PNT - 01 General Knowledge on Legal Metrology 30 
2 PNT - 02 The Law of Legal Metrology 30 
3 PNT - 03 Metrological Administration 30 
4 PNT - 04 Foreign Language (French) 40 
5 PNT - 05 Mechanical Technology 20 
6 PNT - 06 Verification of Dimensional Measuring 

Instruments and Equipment 
80 

7 PNT - 07 Verification of Mass and Weighing 
Instruments and Equipment 

100 

8 PNT - 08 Verification of Static Volume Measuring 
Instruments and Equipment 

100 

9 PNT - 09 Verification of Dynamic Volume 
Measuring Instruments and Equipment 

60 

10 PNT - 10 Verification of Electrical Measuring 
Instruments and Equipment 

40 

11 PNT - 11 Measurement Standards and 
Laboratory Management 

60 

12 SL Field Study 30 
13 TA Final Project 30 

TOTAL HOURS LESSON 650 

Intermediate Level Verification Officer 

Num Code Subject Hours 
Lesson 

1 PNA - 01 General Knowledge on Legal Metrology 30 
2 PNA - 02 The Law of Legal Metrology 30 
3 PNA - 03 Metrological Administration 30 
4 PNA - 04 Foreign Language (French) 40 
5 PNA - 05 Mechanical Technology 20 
6 PNA - 06 Verification of Dimensional Measuring 

Instruments and Equipment 
100 

7 PNA - 07 Verification of Mass and Weighing 
Instruments and Equipment 

120 

8 PNA - 08 
Verification of Static Volume 
Measuring Instruments and Equipment 

120 

9 PNA - 09 
Verification of Dynamic Volume 
Measuring Instruments and Equipment 

100 

10 PNA - 10 
Verification of Force and Pressure 
Measuring Instruments and Equipment 

20 

11 PNA - 11 Verification of Electrical Measuring 
Instruments and Equipment  

40 

12 PNA - 12 Measurement Standards and 
Laboratory Management 

60 

13 PNA - 13 Measurement Uncertainty 30 
14 SL Field Study 30 
15 TA Final Project 30 

TOTAL HOURS LESSON 800 

Advanced Level Verification Officer 
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No. コード テーマ 授業時間 

1 PNT – 01 法定計測についての一般知識 30 

2 PNT - 02 法定計測法 30 

3 PNT - 03 計測管理 30 

4 PNT - 04 外国語（フランス語） 40 

5 PNT - 05 機械技術 20 

6 PNT - 06 寸法測定機器及び装置検証 80 

7 PNT - 07 質量及び重量測定機器及び装置の検証 100 

8 PNT - 08 静的容量測定機器及び装置に検証 100 

9 PNT - 09 動的容量測定機器及び装置の検証 60 

10 PNT - 10 電気測定機器及び装置の検証 40 

11 PNT - 11 測定基準及び研究所運営 60 

12 SL 現地調査 30 

13 TA 最終課題 30 

合計授業時間 650 

中級レベル検証官 

No. コード テーマ 授業時間 

1 PNA - 01 法定計測についての一般知識 30 
2 PNA - 02 法定計測法 30 
3 PNA - 03 計測管理 30 
4 PNA - 04 外国語（フランス語） 40 
5 PNA - 05 機械技術 20 
6 PNA - 06 寸法測定機器及び装置の検証 100 

7 PNA - 07 質量及び重量測定機器及び装置の検証 120 

8 PNA - 08 静的容量測定機器及び装置の検証 120 

9 PNA - 09 動的容量測定機器及び装置の検証 100 

10 PNA - 10 
力及び圧力測定機器及び装置の検証 20 

11 PNA - 11 電気測定機器及び装置の検証 40 

12 PNA - 12 測定基準及び研究所運営 60 

13 PNA - 13 測定の不確かさ 30 
14 SL 現地調査 30 
15 TA 最終課題 30 

合計授業時間 800 

上級レベル検証官 
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START 

Information 
competency 

testing 

Registration 

PRE-INTERVIEW / 
ASSESSMENT 

FULFILL 

Competency 
Testing 

RECOMMENDATIONS 

DECISION AND 
NOTICE 

CLARIFIC
ATION 

COMPE
TENT? 

Registered FINISH 

SUBMISSION OF 
COMPETENCY TEST 

APPLICATION  

NO 

YES 
NO 

YES 

Goal: measuring the 
competencies and 
professionalism of legal 
metrology human resources for 
recognition of independent 
agencies so it can be recognized 
both nationally and 
internationally 

 

Certification 
Program  
based on 
ISO 17024 

Competence 
Standard 
(SKKNI) 

Training 
Institution 

Certification 
Bodies 

Competence 
Test Place 

Assesor 

Certification 
Process 
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スタート 

情報能力試験 

登録 

事前面接／評価 

実行 

能力試験 

推薦 

決定及び通知 説明 

優秀？ 

登録 終了 

能力試験 
申請書提出  

NO 

YES 
NO 

YES 

目標: 国内及び国際的の

双方において認知される
ように、独立機関の承認を
得るための法定計測人的
資源の能力及び専門的技
術を評価すること 

 

ISO 17024に 
基づいた検証 
プログラム 

能力基準 
（SKKNI） 

養成学校 

検証機関 

能力試験場 

査定人 

検証過程 
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NO TRAINING COURSE DATE PARTICIPANS 

1 Training Course on Verification  
of NAWI Weight bridge 

June 2010 Thailand, Malaysia, 
China, Mongolia, 
Vietnam, Singapura, 
Philipina , Australia and 
Indonesian regional 
metrologi 

2 APLMF training course on 
Traceability In Rice Moisture 
measurement 
 

June 2011 Vietnam, Laos, Kamboja, 
Malaysia and Indonesia 
Regional Metrology 

3 Prepackaged Product Training February 2012 Metrology Corporation 
Malaysia 

4 PTB-ASEAN Training Course on 
Verification Of NAWI Weigh 
bridge 

Agustus 2013 Country of ASEAN 
members 

NO Type of In Job Training Program 

1 Operational Management of Metrology 

2 Uncertainty Measurement 

3 Fuel Dispenser 

4 Temperature 

5 Orifice Gas Meter 

6 Automatic Tank Gauging 

7 ISO 17025 

8 Electricity Meter 

9 Automatic Weighing instrument 

10 Flowmeter 

11 Weighing Instruments Technician 

12 Electricity Meter Technician 
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No. 教育コース 期日 参加国 

1 NAWI計量台検定についての教
育コース 

2010年6月 タイランド、マレーシア、
中国、モンゴル、ヴェトナ
ム、シンガポール、フィリ
ピン、オーストラリア及び
インドネシア地域計測 

2 米の水分測定のトレーサビリ
ティについてのAPLMF教育コー
ス 

2011年6月 ヴェトナム、ラオス、カン
ボジア、マレーシア及び 
インドネシア地域計測 

3 事前包装製品教育 2012年2月 計測公社マレーシア 

4 NAWI計量台検定についての 
PTB-ASEAN教育コース 

2013年8月 ASEAN 加盟諸国 

No. 職業訓練プログラムの種類 

1 計測学の運用管理 

2 不確かさ測定 

3 燃料計量機 

4 温度 

5 オリフィスガス計量器 

6 自動タンク計量 

7 ISO 17025 

8 電力量計 

9 自動計量装置 

10 流量計 

11 計量装置技術者 

12 電力量計技術者 
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To support formal education & competence based training program 

To support formal education & competence based training program 

－ 434 －



学校教育及び能力ベース教育プログラムを支援するために 

学校教育及び能力ベース教育プログラムを支援するため 
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LABORATORIES TO SUPPORT FORMAL 
EDUCATION & COMPETENCE BASED 

PROGRAM 

LABORATORIES TO SUPPORT FORMAL 
EDUCATION & COMPETENCE BASED 

PROGRAM 
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学校教育及び能力ベースプログラムを
支援する実験室 

水量計 
実験室 

水分計 
実験室 

計装及び 
物理実験室 

機械技術 
実験室 

温度及び 
圧力 

実験室 

実験室 

学校教育及び能力ベースプログラムを
支援する実験室 

家庭用 
水道計実験室 

電気及び時間 
実験室 

長さ実験室 

質量実験室 

計量燃料ポンプ 
設置 
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THANK YOU 

Directorate Of Metrology 
Ministry of Trade Republic of 

Indonesia 

Development Centre of 
Metrological Human Resources 

Ministry of Trade Republic of 
Indonesia 

http://ppsdmk.kemendag.go.id  http://ditjenspk.kemendag.go.id/en/
direktorat-metrologi 

LABORATORIES TO SUPPORT FORMAL 
EDUCATION & COMPETENCE BASED 

PROGRAM 

Language and 
Computer 
Laboratory 
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ありがとうございました 

計測局 
商業省 

インドネシア共和国 

計測人的資源開発センター 
商業省 

インドネシア共和国 

http://ppsdmk.kemendag.go.id  http://ditjenspk.kemendag.go.id/en/
direktorat-metrologi 

商業省 

学校教育及び能力ベースプログラムを
支援する実験室 

Language and 
Computer 
Laboratory 

事前検証 
シミュレーション 

実験室 

タクシーメーター 
実験室 

言語及び 
コンピューター 

実験室 

工業用メーター
ガス実験室 

実験室 
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巻末資料２ （会議記録） 





平成２７年度第１回国際法定計量調査研究委員会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年７月８日（月）１４時～１６時１５分 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 三木委員長（産業技術総合研究所） 田中委員（前国際度量衡委員会） 

三浦委員（経済産業省計量行政室） 石川委員（経済産業省計量行政室） 
谷口委員（経済産業省計量行政室） 臼田委員（産業技術総合研究所） 
高辻委員（産業技術総合研究所） 日置委員（産業技術総合研究所） 
小谷野委員（産業技術総合研究所） 根本委員（産業技術総合研究所） 
上田委員（産業技術総合研究所） 三倉委員（産業技術総合研究所）   
堀内委員（産業技術総合研究所） 福田委員（産業技術総合研究所） 
森中委員（産業技術総合研究所） 松本委員（産業技術総合研究所）  
太田委員(代)東田氏（製品評価技術基盤機構） 
後藤委員（日本電気計器検定所） 山田委員（日本電気計器検定所）  
坂野委員（日本電気計器検定所） 片桐委員（日本品質保証機構） 
龍野委員（タツノ） 政委員（アンリツ産機システム） 
田中委員(代)関根氏（田中衡機工業所） 大岩委員（日本ガスメーター工業会） 
河住委員（日本計量振興協会） 吉原委員（日本電気計測器工業会） 
林委員（日本分析機器工業会） 堀井委員（日本計量機器工業連合会） 

オブザーバー： 
関野氏、渡辺氏、大木氏、西川氏、品川氏（経済産業省計量行政室）  
齋藤氏 荒木氏（資源エネルギー庁電力市場整備課） 
福崎氏（産業技術総合研究所） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上 ４１名 
 
開会にあたり、計工連 堀井専務理事、本事業委託元である経済産業省 三浦計量行政室長からあ

いさつが行われた。 
 
１．委員長について 
 堀井専務理事より、昨年度に引き続き、国立研究開発法人 産業技術総合研究所 理事 三木幸信氏

に委員長をお願いしたい旨、提案が行われ、満場一致でこれを承認した。引き続き、三木委員長か

ら就任のあいさつが行われ、以下のとおり議事を進めた。 
 
２．各作業委員会委員長並びに分科会主査について 
事務局から資料 1 に基づき、今年度設置した 10 の作業委員会及び 18 の分科会の構成、並びに各

作業委員長、主査についての説明が行われ、これを了承した。 
続いて、事務局から今年度新たに本委員会委員に就任した方の紹介が行われた後、出席委員から自
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己紹介があった。 
 
３．平成 27 年度事業について 
事務局より、資料 2 及び 3 に基づき本事業の目的、実施方法及び平成 27 年度事業活動計画（案） 

について説明が行われ、これを承認した。 
 この中で、幹事国から送付される勧告案等への日本意見の反映に加えて、我が国の技術基準等を

OIML 勧告案へ積極的に提案していく方向性が確認された。 
 
４．事業の進捗状況について 
 事務局から資料 4 に基づき作業委員会、分科会の開催状況及び国際勧告案・文書案に対する回答

状況が説明され、これを了承した。 
（主な意見等） 
・R79「包装商品のラベル表示への要求事項」の基本的な位置づけについて、ラベルそのものへの

要求事項なのか、ラベルに記載する内容への要求事項なのかという質問があり、後者であること

が確認された。また日本が R79（DR）に提出したコメントについて質問があり、編集的なコメ

ントである旨回答が行われた。 
・R61「充てん用自動はかり」については、2015 年 3 月に第 4 次委員会草案（4CD）への検討依

頼があったが取り下げとなり、その後第 1 次作業草案（WD1）と名称を改めた上で検討依頼が届

いた。 
・国際会議が例年より少ないように感じるので、OIML ホームページだけでなく、PG 等の活動ペ

ージも注視する。 
・事業の進捗状況については、次回以降論点を整理した資料を追加提出する。 
 
５．第 50 回国際法定計量委員会（CIML）について 
松本委員から、資料 5 に基づき 10 月 19 日～22 日にフランス・アルカションで開催される第 50

回国際法定計量委員会（CIML）について、スケジュール、日本からの出席予定者、議案等の概要

が説明された。 
また、現在、OIML 基本証明制度、及び MAA（型式評価の国際相互受入れ取決め）制度の見直

しが進められており、新しい証明書制度（OIML-CS）のための基本文書の草案を作成中である。

将来的には、この新しい基本文書が既存のB3 及びB10 に置き換わることが予想される旨の報告が

行われた。 
（主な意見等） 
・B6「OIML 技術作業指針」の改訂いついて、一部の関係者で検討を行うか意向調査が届いてい  

る。 
・第 50 回 CIML において、国際法定計量事務局（BIML）事務局長のパトレイ氏が再任（任期 5
年）される予定である。 

 
６．海外調査・専門家招へい事業について 
 事務局より、資料 6 に基づき次の海外調査及び専門家招へい案について説明が行われ、検討の結

果、これを了承した。 
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（１）海外調査について 
目的：OIML R139 を担当するTC8/SC7 の幹事国であるオランダを訪問し、R139 改訂の提案に

向けたディスカッションを行い、我が国の提案内容について理解を得るとともに、ドイツをは

じめ、水素ステーションの普及が進む欧州地域を訪問し、計量規制の実態、計量器の技術基準

の整備状況等の調査を行う。 
併せて、計量取引に係る法規制及び法定計量制度（型式評価、検定・検査等）への民間活用、

とりわけ通知機関（Notified Body）に係る調査を行う。 
訪問国：ドイツ、オランダ、イギリス 
訪問場所：ドイツ：国立物理学研究所（PTB）、水素ステーション 
     オランダ：計量研究所（NMi） 
     イギリス：国立技術研究所（NEL）、水素ステーション 
スケジュール：9 月 27 日（日）～10 月 3 日（土） 
調査団構成員：経済産業省、産業技術総合研究所、ユーザー、メーカー、事務局 

（主な意見等） 
・オランダの水素ステーションの普及状況について 
水素ステーションの設置数としては少ないが、オランダは R139 を所管する TC8/SC7 の幹事国

であり、意見交換を行う予定である。 
・ドイツの水素ステーションの普及状況について 

2012年 6月にはドイツ政府と民間が共同で 2015 年までに50ヶ所の水素ステーションを整備す

ることを発表している。 
・イギリスの水素ステーションの普及状況について 

NEDO の水素白書によると、水素ステーション数は、2015 ～ 2020 年には 65 ヶ所を必要とし

ているとあるが、実際の数の把握はこれからとなる。 
・2015 年 6 月 26 日の CNG・水素エネルギー分科会では、北欧も候補にあがったが、技術はドイ

ツの PTB が中心であると思われること、OIML の会議への参加もほとんどないことから対象国

から外した経緯がある。 
・計量取引に係る法規制及び法定計量制度については事前に情報収集を行い、訪問国の選定を行う

べきである。 
・2016 年 4 月 20 日から欧州計量器指令（MID）及び非自動はかり指令（NAWID）等の８つの欧

州指令が変更される予定であり、併せて通知機関（Notified Body）についても変更が行われると

の情報がある。 
 
（２）海外専門家の招へい 
目的：人口が 2 億 4,000 万人を超え、アジアの中でも工業化が進み、ASEAN において中心的な

役割を果たすインドネシアから法定計量の専門家を招へいし講演会を開催する。また、同国で

は 2015 年 2 月に計量器の型式承認制度等の変更が行われたので、この内容についても情報交

換を行う。 
対象国：インドネシア 
対象機関：計量局（DoM）、計量人材センター（MTC） 
スケジュール：2015 年 12 月上旬 
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（主な意見等） 
・2015 年 12 月にASEAN の市場統合が予定されているが、計量器の型式承認制度等の変更はそれ

を見据えてのことか。 
・講演会については、一部の関係者のみならず、計量関係者に広く周知することが重要である。 
 
７．第 22 回APLMF 総会について 
 松本委員から、資料 7 に基づき 10 月 28 日～30 日（暫定／今後正式なアナウンスがある予定）

に米国・ハワイ州で開催される第 22 回アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）総会について、

スケジュール、参加経済圏、予想される審議案件（研修活動、次期議長と事務局、第 23 回総会、

農産物の品質計測に関するWG）等の説明がされた。2016 年の第 23 回総会は日本開催となる可能

性が高い。 
（主な意見等） 
・現在、議長国は中国であるが、総会後にニュージーランドに移る予定である。 
・総会の規模について：出席者は 60 人規模である。 
・1997 年（つくば）で開催時の運営について： 
産総研つくば中央の大会議室で総会を行い、ホテルはつくば近郊の５つのホテルに分けて宿泊し、

会場までは産総研がバスを提供した。 
・2016 年夏に日本（横浜）で大流量の研修が行われる予定である。 
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平成２７年度第２回国際法定計量調査研究委員会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年１１月１１日（水）１３時３０分～１６時３０分 
場 所 アルカディア市ヶ谷 
出席者 三木委員長（産業技術総合研究所） 田中委員（前国際度量衡委員会） 

三浦委員（経済産業省計量行政室） 石川委員（経済産業省計量行政室） 
谷口委員（経済産業省計量行政室） 高辻委員（産業技術総合研究所）  
日置委員（産業技術総合研究所） 小谷野委員（産業技術総合研究所） 
根本委員（産業技術総合研究所） 上田委員（産業技術総合研究所）  
三倉委員（産業技術総合研究所） 堀内委員（産業技術総合研究所）  
福田委員（産業技術総合研究所） 森中委員（産業技術総合研究所） 
松本委員（産業技術総合研究所） 太田委員（製品評価技術基盤機構） 
戸谷委員（東京都計量検定所） 後藤委員（日本電気計器検定所） 
山田委員（日本電気計器検定所） 坂野委員（日本電気計器検定所） 
青山委員（日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会） 
龍野委員（代）金森氏（タツノ）  
政委員（代）松岡氏（アンリツインフィビス） 
大岩委員（日本ガスメーター工業会） 河住委員（日本計量振興協会） 
吉原委員（日本電気計測器工業会）林委員（日本分析機器工業会）   
堀井委員（日本計量機器工業連合会） 

オブザーバー： 
関野氏、中田氏、西川氏（経済産業省計量行政室）  
伊藤氏 荒木氏（資源エネルギー庁電力市場整備課） 
福崎氏（産業技術総合研究所） 
大滝氏（タツノ） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上 ３９名 
 
開会にあたり、三木委員長からあいさつが行われた後、以下のとおり議事が進められた。 

 
１．第 50 回国際法定計量委員会（CIML）出席報告ついて 
 松本委員から資料 1 に基づき 2015 年 10 月 19 日～22 日にフランス・アルカションで開催された

第 50 回国際法定計量委員会（CIML）の概要が次のとおり報告された。その後、会議に出席された

三木委員長、高辻委員、小谷野委員並びに谷口委員から補足説明があり、これを了承した。 
＜主な概要＞ 
 ・三木委員長が議長を務めるRLMO（地域法定計量機関）円卓会議には、11 か国から 22 名が参加 
 した。 
・BIML 局長 Patoray 氏の任期更新：2011 年に就任した Patoray 氏は 2015 年末で 5 年の任期を
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迎える。昨年のCIML 委員会において、任期を延長すること自体については既に合意を得ており、

今回は延長する年数が焦点となった。OIML条約によると本来、5年までは延長できるが、Patoray
氏本人が 3 年の延長を希望し、承認された。 

・BIML 副局長であるKool 氏の 5 年間の任期更新が承認された。 
・OIML 翻訳センターは、本来、フランス語を英語に翻訳するために立ち上げられたが、最近は文

書が主に英語が作成されているため、分担金残額が余っていた。本年 6 月にBIML から寄付をし

た各国に対して、残額を「使いきるのか、返金するか、預かり金とするか」という選択肢につい

て問い合わせがあり、日本は「預かり金を来年度の加盟国分担金から減額するという条件で預か

り金として処理したい」と回答した。委員会では Patoray 氏が各国の回答結果について報告し、

今後余剰金を使い切った時点でCIML に会計報告を行い、その後は分担金の追加募集を行わない

と説明した（翻訳センターの廃止を意味する）。 
・加盟国の未払い滞納金状況について、一部の国の未払い状況について報告があり、滞納金の催促

が行われた。 
・他の国際機関と連携した BIML の活動ついて、BIML は最近アフリカの地域計量機関である

AFRIMET との連携を熱心に行っているという報告があった。 
・途上国諮問部会 

2013 年の委員会において、中国の提案により新しい途上国諮問部会（CEEMS）が設立された。

今回の委員会では、OIML としての CEEMS に対する支援について、事前の予告なしに詳細な

決議案が提案され承認された。CIML 委員会では通常、決議案が前もって配付されていることを

考えると、この承認手続きは異例なものであった。この決議には、中国において国際研修センタ

ーを設立するという記載もあった。これについて中国の参加者に確認したところ、これは仮想的

なものであるので費用はかからないという説明があった。 
・他機関との協力関係（リエゾン） 

欧州はかり連合（CECIP）から計工連との連携について報告があった。また、三木委員長が

CIML 第二副委員長として、RLMO 円卓会議の報告を行った。 
・B6「技術作業指針」改定のための新しいプロジェクト・グループの提案 

2013 年の第 48 回委員会において、毎年 B6 を改訂するという状況は好ましくないという理由

から、その改訂作業を一時凍結するという決定が行われた。その後、2015 年 3 月の CIML 運営

委員会においてB6 改訂の必要性について提案があり、B6 改訂のためのプロジェクト・グループ

を立ち上げることとなった。この改定作業のための手続きについては、代案１及び代案２が提案

されている。これらのうち代案１は B6 改訂作業を B6 の手続きに従わない迅速なスケジュール

で行うもので、2016 年の総会における新しい B6 の最終承認を目指している。代案 2 は、B6 の

手続きに沿ったスケジュールで改定作業を行うもので、新しい B6 の発行は早くても 2017 年と

なる。採決においては、米国や日本など 7 カ国が代案 2 を希望したが、結果的に代案 1 が採択さ

れた。 
・承認事項：OIML 勧告案の最終承認が行われるセッションである。 
①R139-3「自動車用圧縮天然ガス燃料の計量システム 第 3 部：試験報告書の様式」、R79「包

装商品のラベル表記に関する要求事項」、（新規）「眼圧医療器具－圧入及び圧平式眼圧計」の

最終国際勧告案が承認された。 
②R87「包装商品の内容量」の国際勧告案は、9 月にオンラインで行われた CIML 予備投票にお

－ 448 －



いて否決された。ちなみに OIML では、最終投票の３ヶ月前に CIML 予備投票を行うのがル

ールとなっている。R87 の改定作業において日本は、許容される不適切な包装商品の数を規定

した表 2 を二つに分けて、統計的により完全、かつより広い範囲に適用した表にすることを提

案した。しかし、それについて一部の国からは分かりにくいという指摘があり、予備投票にお

ける否決に繋がった。したがって、委員会において当初予定されていたR87 の最終国際勧告案

に対する承認作業も取り下げられた。この勧告案はTC6 に差し戻され、近いうちに臨時のTC6
会議を行うこととなった。 

③R85「定置型貯蔵タンクの液面測定用自動液面計」については、既存文書の改訂作業の開始が

提案され、承認された。 
④既存文書の定期見直しについては、R18「線状消失式高温計：1989 年」、R76「非自動はかり：

2006 年」、R111「分銅：2004 年」が俎上に上がり、R76 については改訂が決定し、R18 及び

R111 については、投票数が少なかったため未決定となった。 
・最大許容誤差の不当な利用の禁止 

これは、約 2 年前に運営委員会（PC）から三木委員長が依頼を受けた案件である。流量に関す

る計量器に関して検定時の器差試験を通常は 3 点で行うが、それが同じ符号を持っている場合は

そのうちの 1 点は最大許容誤差（MPE）の半分以下でなければならないというルールが存在する。

これは意図的に器差を上限近くに設定する悪質な例を防ぐためのルールで、これまで、各国、各

地域でばらばらに運用されていたが、OIML として基本方針を作成することになった。当初は流

量計が主な対象であったという理由から、TC8 事務局（産総研）が事前調査を行い、この委員会

の資料として報告された。それに基づき、当初、BIML は以下の規定（a）と（b）を今後のOIML
勧告に導入するという決議案を提案したが、審議の結果、時期尚早ということで引き続き議論を

続けることとなった。 
（ａ）計器は、最大許容誤差の盲点をついてはならず、又は意図的にいずれかの当事者に有利で

あってはならず、及び／又は、 
（ｂ）すべての誤差が同じ符号をもつときは、それらすべてが「規定値」を超えてはならない。 

 ・オランダは自動はかりに関する新しい国際勧告を作成する新規プロジェクトを提案した。これは、 
 試料を落下させる途中に設置した湾曲したガイド部分に試料が与えるわずかな力を検知して質量

をはかる新しいタイプの自動はかりで、既にオランダでは実用化されている。ただ本件について

は事前の関係国への説明が不十分であったので、時期尚早ということで決議案が取り下げられた。 
 ・証明書制度： 基本証明書制度からMAA制度への移行が進まないことを主な理由として、ここ数 
 年、BIML は証明書制度の大幅な改訂を提案している。新しい制度はOIML CS と呼ばれている

が、そのためにシュワルツ氏を委員長とした AHWG（臨時作業委員会）において議論が行われ

ている。日本は事前に証明書分科会で検討を行い、8 つのコメントをAHWG に提出した。ただ、

その半分は認められたが、重要なコメントについては十分に受け入れられていない状況である。

本件も B6 改定作業と似た構図にあり、日本と米国は証明書制度が重要な制度であることを考慮

し、B6 の手続きに従い、時間をかけて議論すべきであると主張した。しかし BIML は改革を急

いでおり、2016 年の CIML 委員会で OIML-CS のための基本文書を承認し、2017 年から

OIML-CS の運用を開始させるための決議案を提出し、賛成多数で承認された（日本、米国は棄

権）。 
・来年の総会に向けて OIML 条約に関する決議案が可決された。それは連絡のとれない CIML 委
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員が、会議の定足数を満たす上で障害となっているという問題を解決するためのものであった。

BIML は、連絡を取るための充分な努力した上で、このような委員を定足数の計算から除外する

ことを提案し、最終的に承認されたた。 
・これ以外にも、総会と委員会において採決のルールが異なるという点について議題が提案された

が、決議にはいたらず、情報提供にとどまった。 
・船のコンテナの計量について 

IMO（国際海事機関）は、船に積み込まれるコンテナの重量に対する計量証明を新たに義務づけ

ることとなった。ただ実質的な議論は無く、情報提供に留まった。 
（主な意見） 
・R87 については、特に統計的手法について日本の貢献度は高いが、各国の理解が十分に得られて

いない。今後の対処方針として、来年早々予定されているTC6 国際会議に専門家を派遣する。ま

た各国のコメントを分析して、TC6 会議の外での非公式な交渉も行う。この他にも産総研、分科

会及び関係者と連携して対応を考えたい。 
・途上国支援については、10 年単位の長い期間を見据えて支援を行う必要がある。 
・工業会では、産業振興面からOIML 活動の支援を行っている。ただ会員企業からは、各国の法制

度の最新情報が分からないという意見が多い。11 月末に日中定期計量協議会、12 月初めに日韓

中計量測定協力セミナーを開催するので、その中で、各国における計量規制の対比表を作ること

を提案する。そのような情報は日本製品の輸出、及び外国製品の輸入の際に貴重な参考になると

思われる。また JICA 研修において、産総研と計工連は過去 30 年に渡り、途上国の研修生 400
名以上を受け入れてきた。ちなみに昨年度と今年度の JICA 事業では、インドの研修生を受け入

れている。 
・分析機器の多くについては法定計量規制がないので状況が少し異なると思うが、近年アジアを訪

問して感じることとしては、購入した計測機器のメンテナンスが十分に行われていないという問

題がある。そこで、購入した分析機器のフォローアップのための仕組みを作ろうと考えている。 
 
２．海外調査（欧州）報告について 
谷口委員から資料 2 に基づき平成 27 年 9 月 27 日（日）～10 月 3 日（土）に実施された欧州主

要国の法定計量及び水素ディスペンサーの規制状況等に関する調査について報告が行われた。その

後、調査に参加した三浦行政室長、関野室長補佐、森中氏、松本氏、大滝氏、小島氏から補足説明

があり、これを了承した。 
（主な成果）  
・今回の調査を実施した背景を申し上げると、我が国においては、燃料電池自動車の市場投入、水

素ステーションの設置数の増加に伴い、将来的な高圧水素ガスの取引拡大を視野に、経産省、産

総研、産業界等が自動車用水素ディスペンサーの JIS 原案策定を進めているところ。 
・一方、現行の国際法定計量機関（OIML）の勧告文書（R139：自動車用圧縮ガス燃料の計量シス

テム）では、水素ガスも適用対象とされているが、もともと圧縮天然ガス（CNG）を対象として

策定された文書であるため、必ずしも水素ガスの特性を踏まえた内容とはなっていない。 
・このため、先般、欧州主要国（独・英・蘭）の国家計量局や水素ステーション等を訪問し、水素

計量性能に関する現状及び技術基準の検討状況の実態を調査するとともに、関係者（OIML 委  

員、R139 幹事）とR139 改訂に向けた意見交換を行った。 
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・訪問国であるドイツ、英国、オランダにおいて、高圧水素ガスの計量システムについて、脱圧ロ

ス、精度等級、モジュール評価について説明をしたところ、日本からの提案を支持するとの回答

を得られた。 
 ・訪問国の中では、ドイツが技術面からも水素ステーションの普及面（設置数）からも進んでいた。 
 ドイツは、既に現行の R139 の問題点を認識しているものの、ドイツ１カ国では勧告文書を改訂

するのは難しいため、日本の提案を支持したいとのコメントであった。 
・英国国家計量規制局（NMRO）のメイソン氏からは OIML 委員長として、研究開発促進の観点

からできるだけ早くこのプロジェクトを進めるべきであるとのコメントがあった。 
 ・オランダ国家計量局（NMi）では、別件で来蘭していた米国NIST代表も交えて意見交換を行い、 
 現行のR139 について、改訂が必要であるとの認識で一致した。また、翌日、Verispect を訪問し

た際、R139 の幹事から、以下の具体的な提案があった。 
・アプローチとしては、現行の R139 の改訂、②圧縮高圧水素ガスに係る新規提案、の 2 つの方法

がある。 
・現行の R139 は昨年改訂されたばかりであり、それから 1 年余りで次の改定作業を開始すること

に対し、関係国から難色を示される可能性もあることから、オランダとしては、R139 をベース

に水素の特有の技術を記載した新規提案を勧める。 
・10 月 20 日からのCIML まであまり日数もないため、委員会の場では情報提供に留め、後日あら

ためて新規提案を行い、それから3ヶ月後に電子投票の手続きを行った方が良い。承認されれば、

TC8/SC7 の下に高圧水素ガスの計量システムに係るプロジェクト・グループを新たに立ち上げる。

プロジェクト・グループのコンビナーは日本が務めることとなる。 
・水素ディスペンサーの規制状況については、英国、蘭からは、水素ステーションの建設箇所が少

ないことから、規制対象にする予定はない旨の回答があった。ドイツは、PTB から水素ステーシ

ョンの建設箇所が一定数に達することを前提に、2 年後を目処に水素ディスペンサーを法規制の

対象とする予定であるとの説明があった。 
（CIML 委員会での根回し、今後のスケジュール） 
・今回の欧州調査での主要国（独・英・蘭（・米））との意見交換、及び帰国後の国内関係者との調

整状況を踏まえ、10 月の CIML 委員会の場では新規プロジェクト提案に関するアナウンスは行

わなかったものの、引き続き、提案に向けて主要国と緊密に連携を図りたい旨を伝えるとともに、

他国の関心の有無を聴取した。 
・今後のスケジュールについては、11 月以降、OIML への提案に向けた準備を進め、仮に 2016 年

夏頃に日本からOIML に対し、高圧水素の計量システムに係る新規プロジェクトを提案したとし

て、提案から 3 ヶ月後に新規プロジェクトに対する投票で承認されれば、日本が事務局となり、

TC8/SC7 の下に新たにプロジェクトグループを立ち上げる運びとなる。 
（ドイツ及びオランダにおける水素ステーション訪問について） 
・大滝氏 CNG メーター・水素エネルギー分科会主査）から資料 2 の後半部分を基に、ドイツ及び

オランダにおける水素ステーションの説明が行われた。 
 
３．招へい事業の計画について 
事務局から資料 3 に基づき、平成 27 年 12 月 6 日（日）～11 日（金）に予定されている招へい

事業計画の説明が行われた（その後、招へいは同月 13-18 日に延期された）。今回はインドネシア
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から次の 2 名を招へいして、インドネシアの法定計量制度に関する講演会を開催予定である。 
Mr. Hari Prawoko,  

Director, Directorate of Metrology（DoM ／インドネシア計量局・所長／CIML 委員） 
Mr. Rifyan Syahputra Nasution,  

Development Centre of Metrological Human Resources／DCoMHR 
（インドネシア計量人材開発センター） 

 
４．第 22 回アジア太平洋地域法定計量フォーラム（APMLF）総会報告について 
松本委員から資料 4 に基づき 2015 年 10 月 27 日（火）～30（金）にハワイ（米国）で開催され

たAPLMF の概要報告が行われた。その後、会議に出席された三浦行政室長、谷口氏、高辻氏、小

谷野氏から補足説明が行われ、これを了承した。 
APLMF では、研修事業が大きな比重を占めており、特に最近の研修事業はドイツ PTB による

MEDEA プロジェクトと密接に連携している。 
・議長・事務局の交代について 

APLMF 議長と事務局については、中国 AQSIQ は、2007 年 10 月に日本から議長と事務局を

引き継いだ。第 21 回総会（2014 年）においてニュージーランドMBIE（産業・イノベーション・

労働省 消費者保護局）が議長と事務所を引き受けることが承認され、今回の総会の直後に引き継

ぎの行事が行われた。新議長は、ニュージーランドCIML 委員でもあるO’Brien 氏である。 
・次回総会について 

第 23 回 APLMF 総会については、日本代表である三浦裕幸氏（計量行政室長）が 2016 年  

10-11 月の期間に東京で開催することを提案し、承認された。 
（主な意見） 
・MEDEA プロジェクトは 2 年後に終了予定であるが、本プロジェクトが終了してもドイツによる

別のプロジェクトが立ち上がることが考えられる。 
・ドイツの途上国支援の後には、中国が台頭してくることも想定される。 
 
５．事業の進捗状況報告について 
（１）各作業委員会及び分科会の進捗状況について 

事務局から資料 5-1～3 に基づき各作業委員会及び分科会の開催状況及び検討された案件の

論点について説明が行われた。 
（２）OIML TC8（液体量の計測）の活動について 

松本委員から資料 6 に基づきOIML TC8（液体量の計測）の活動について説明が行われた。

2014 年 1 月に既存文書の定期見直しに関する意向調査の結果を受けて、R119「水以外の液体

用計量システムを試験するための基準体積管」改定のための作業草案の作成を進めている。本

草案の作成過程では、他のR 文書と異なる基準器のための国際勧告としての特殊な用途と文書

構造に対する配慮が必要である。また、体積計作業委員会を通した国内機関・企業による協力

体制の構築もお願いしたい。 
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平成２７年度第３回国際法定計量調査研究委員会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２８年３月１５日（火）１３時３０分～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 三木委員長（産業技術総合研究所） 田中委員（前国際度量衡委員会） 

三浦委員（経済産業省計量行政室） 谷口委員（経済産業省計量行政室） 
齋藤委員（産業技術総合研究所） 根本委員（産業技術総合研究所）  
上田委員（産業技術総合研究所） 三倉委員（産業技術総合研究所）  
堀内委員（産業技術総合研究所） 福田委員（産業技術総合研究所） 
森中委員（産業技術総合研究所） 松本委員（産業技術総合研究所） 
太田委員（製品評価技術基盤機構） 後藤委員（日本電気計器検定所） 
山田委員（日本電気計器検定所） 坂野委員（日本電気計器検定所） 
片桐委員（日本品質保証機構） 
青山委員（日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会） 
龍野委員（代）金森氏（タツノ） 田中委員（代）関根氏 
政委員（代）松岡氏（アンリツインフィビス） 
大岩委員（日本ガスメーター工業会） 榊原委員（日本タクシーメーター工業会） 
河住委員（日本計量振興協会） 堀井委員（日本計量機器工業連合会） 

オブザーバー： 
関野氏、中田氏、大木氏、西川氏（経済産業省計量行政室）  
伊藤氏 資源エネルギー庁電力市場整備課） 
福崎氏（産業技術総合研究所） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上 ３５名 
 
開会にあたり、三木委員長からあいさつが行われた後、以下のとおり議事が進められた。 

 
１．各作業委員会・分科会の活動報告ついて 

資料 1 に基づき、作業委員会委員長、分科会主査又は事務局から、今年度の各作業委員会・分

科会の開催状況、審議事項、主な論点、日本からの提出コメント等を含めた活動報告が行われ、

これを了承した。 
 
２．海外計量専門家の招へいの報告について 

資料 2 を基に、2015 年 12 月に実施した「インドネシアの計量専門家招へい」について、事務

局から報告が行われ、これを了承した。 
 
３．国際会議報告について 

資料 3 を基に、2016 年 1 月 27 日～28 日にブラジル（リオデジャネイロ）で開催された TC6
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（包装商品）関係者調整会議に出席した松本委員から、標記会議の結果概要について報告が行わ

れ、これを了承した。 
 
４．平成 27 年度調査研究報告書の取りまとめについて 

事務局から、資料 1 から資料 9 までの配付資料、欧州調査関連資料及びインドネシアの計量専

門家による講演会資料等を合わせて、平成 27 年度法定計量国際化機関勧告審議調査報告書の取

りまとめを行う旨説明が行われ、これを了承した。 
 
閉会にあたり、本事業の委託元である経済産業省 三浦計量行政室長、受託団体である計工連 堀

井専務理事からあいさつが行われ、委員会を終了した。 
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平成２７年度第１回OIML 不確かさ分科会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年９月１日（火）１４時～１５時３０分 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 三倉主査（産業技術総合研究所）  西川委員（経済産業省計量行政室） 

田中委員（産業技術総合研究所）  長野委員（産業技術総合研究所） 
井上委員（産業技術総合研究所）  中村委員（東京都計量検定所） 
長澤委員（日本電気計器検定所）  高尾委員（日本品質保証機構） 
オブザーバー 谷口氏（経済産業省計量行政室） 
       松本氏、越智氏（産業技術総合研究所） 
事務局（那須、鈴木、田口） 

以上 １４名 
 
議  事 
開会にあたり三倉主査からあいさつ及び出席者から自己紹介が行われた。 
続いて、三倉主査から以下のとおり議事が進められた。 

 
１．過去の審議経過について 
三倉主査より、1CD（2009 年）及び 2CD（2014 年）の審議経過の概要が説明された。 

 
２．2CD の日本意見に対する幹事国コメントについて 
 三倉主査より、昨年 6 月に提出した 2CD の日本意見に対する幹事国のコメントについて次のと

おり説明が行われた。 
・概ね日本意見が今回のDD（国際文書案）へ盛り込まれている。 
例えば、OIML R において過去の経験値などから暗示的に既に不確かさが考慮されてMPE が決

定されている場合に、測定の不確かさの二重計算が起こらないようにすることや、検定の現場で

都度不確かさを算出するのではなくOIML R を作成、改定する場合に幹事国や研究所などが不確

かさの推定をする等が明確化された。 
・2CD は、P メンバー13 ヶ国の賛成（反対 2 ヶ国）で承認された。 
 
３．法定計量での適合性評価における不確かさの役割（DD）について 
委員から提出されたコメントを基に検討が行われ、次のとおりコメントを提出することにした。 

（１）目次 
3.5 のMPEs をMaximum Permissible Errors(MPEs)に修正する。 
7 のMaximum Permissible Errors(MPEs)を、MPEs に修正する。 

（２）2.a 
TUR Test Uncertainty Ration のRation をRatio に修正する。 

（３）3.5 
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in 8→in Clause 8 に修正する。 
（４）5.3.6 

MPEUI を、“MPUEI”に修正する。 
（５）5.1、5.2、5.3.3 
図 3 と図 4 の縦軸の説明文を図 2 の縦軸説明文”probability density that the measured value of 

the error of indication corresponds to the ‘true’ value of the error of indication”に合わせて

修正する。横軸の説明文は図の意味を考慮し修正が望ましい。（JCGM106 が参考になると思われる） 
（６）附属書G 
・G.4 式ルート内の第 3 項について      に修正する。 
・G.16 式ルート内の第 2 項について  に修正する。 
・G.17 式ルート内の第 3 項について  に修正する。 
・附属書群で使用されている略語、変数などの一覧がある方が読者には理解が容易になる（例え

ば、附属書G の”UmCP”, ”UmCL” など） 
（７）コメント以外の要望事項 
この文書の技術的内容、構成について、国際勧告（R）を作成する上で有用なものになっている

と思われる。また、我々が継続して懸念を表明しているこの文書の使用に際する注意点についても

適用範囲などから十分に書き込まれたことを理解した。その上で、今後のこの文書の使用にあたり、

文書作成とは別の作業になるが、OIML 幹事国及びコンビナー、並びに TC/SC メンバーを対象と

した研修会などを開催すれば、この文書の広報普及につながるものと思われる。 
 
 三倉主査がコメント案を取りまとめ、事務局から委員に確認を取った後、松本氏に英文コメント

を作成いただくこととした。 
 
４．投票について 
 上記のコメントを付けて「賛成」投票することにした。 
 
（主な意見） 
・今回は CIML 予備投票の段階（締切 10 月 13 日）で、その 3 ヶ月後には本投票にかけられる見

込み。その際、8 割の賛成投票で承認される。従って 10 月に開催される CIML 委員会に諮られ

ることはない。 
・この文書はD 文書で、R 文書へ対する横断的な文書という位置付けであり拘束力はない。合否判

定の必要な法定計量器に対しこの文書をどう扱っていけばよいか、各国とも悩んでいる。 
・図 2 の横軸はG-106 とも異なっており、気になる。図 2、3 の縦軸は違いますか？横軸も確認し

てください、と意見だけを提出するどうか。 
・普及活動として、R 文書作成者（TC・SC・PG 幹事国）に対し、この D 文書の使い方をレクチ

ャーするセミナーを開催して欲しいと要望したい。 
・以前はBIML（国際法定計量事務局）が幹事国向けの研修を開催していたが、最近はあまり行わ

れていない。幹事国に対する研修、教育は必要である。 
 ・このD文書は、不確かさについて共有リスクや合否判定など細部にわたってしっかり解説してい 
 る良い文書だと評価できる。他にこのような文書はあまり見かけない。 

22
Ji ff →+
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平成２７年度第１回包装商品分科会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年９月４日（金）１４時～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 小谷野主査（産業技術総合研究所） 

谷口委員、品川委員（経済産業省計量行政室）  
田中委員（産業技術総合研究所） 大谷委員（産業技術総合研究所） 
松本委員（産業技術総合研究所） 浅川委員（東京都計量検定所） 
渕上委員（日本主婦連合会） 
鎌田委員（日本冷凍食品検査協会） 
金井委員（金井計量管理事務所） 吉野委員（大丸松坂屋百貨店） 
髙橋委員（明治） 倉野委員（日本計量振興協会） 
玉井委員（イシダ） 山下委員（大和製衡） 
オブザーバー 渡邊氏、越智氏（産業技術総合研究所） 
事務局（那須、鈴木、田口） 

以上 ２０名 
 

議  事 
開会にあたり小谷野主査からあいさつ及び出席者から自己紹介が行われた。 
続いて、小谷野主査から以下のとおり議事が進められた。 

 
１．R87「包装商品の内容量」国際勧告案（DR）について 
委員から提出されたコメントを基に検討を行い、次のコメント付けて賛成投票を行うこととした。 

・2.1.9 Prepackage Note 1（包装商品 備考 1） 
「この文書では、包装商品には、一定の公称量を表示した包装が含まれる」とあるがどういう

意味か？（適用範囲で既に事前に決めた一定の公称量のラベルを付けた包装商品について規定

する旨の記載がある 
・4.3.1 Test of average requirement（平均要件試験） 

e ave//S＋ SCF ≤  0  e ave /S＋SCF < 0 に変更する。 
（理由）一般的に判定基準として下限を表す場合、その数値を含まない場合が多いため整合性を取

る。例えばマイナス公差は、その数値未満が不合格となる。この場合 0 未満が不合格になるとで

きないか。 
・4.5 Sampling characteristics （サンプリングの特性） 

4.5.1 と 4.5.2 のサンプリングの違いについて説明文を記載する。 
・4.5.1 Sampling using the lot size determined at the time of inspection 
（検査時に決定したロットサイズを用いるサンプリング） 

Table 2a - Sampling plans for lot sizes determined at the time of inspection 
（表 2a 検査時に決定したロットサイズのサンプリング計画） 
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表 2a を以下のように修正する。 
（理由） 
ロットサイズが 19 以下になると，2.5%の T1 誤差を持つ場合，19*0.025=0.475 となり四捨五入

すると 0 となる。よって，許容 T1 誤差数は 0 である。 
4.4.3 で 100000 以上のロットは認められていないので、最大値を 100000 とした。 

 

 

 
・4.5.2 Sampling plans for lot sizes with discreet numbers 
項及び表 2b の表題に誤記があるので修正する。 
4.5.2 Sampling plans for lot sizes with discreet numbers 
  ⇒Sampling plans for lot sizes with discrete numbers 
Table 2b - Sampling plans for lot sizes with discreet numbers 
  ⇒Sampling plans for lot sizes with discrete numbers 

   
（主な意見） 
・松本委員より配布資料を基にスイスの DR へのコメント（表 2a と表 2b を統合する案）の紹介

があり、田中委員より本コメントへの対応案の説明が行われた。スイスの提案している表は、統

計的に間違いであるので、2 つの表はそのまま残すことを提案し、4.5 （サンプリングの特性）

項で表 2a と 2b の使い分け（選定）について理解しやすい付記を提案することとした。 
・仮訳について 
 委員から仮訳について正確な和訳の要望及び R87「包装商品の内容量」が発行された場合の

翻訳の予定について確認があった。事務局より、単位、数式の記号等の単純な誤記には注意した

いこと、一方で仮訳は包装商品の専門家による翻訳でないので、その点に関してはご留意いただ

きたい旨、また、本事業は OIML の国際勧告案等の審議を行う事業であるため、翻訳について

は審議案件に限っているとの説明が行われた。 
・2.1.9 包装商品 

包装商品の定義が記載されているが、包装商品の定義は重要と考えるので、計量行政室発行の

「計量法関係法令の解釈運用について」を参考に具体例を記載してはどうか（例：瓶詰、缶詰等）。 

1 2 3 4

Minimum Maximum

100% inspection 0

20 32 100% inspection 1

33 47 32 1

48 59 34 1
60 99 50 2
100 179 64 3
180 599 83 4
600 100000 98 5

Number of prepackages
allowed with T1 error

Inspection lot size , N Sample size, n

Under 19
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→小谷野主査より、あまり細かな記載をするとその文言に縛られることになるので、このままで

いいのではないか、本勧告案も起案から長い期間検討が行われており、DR という文書ステー

ジであるので、提出する意見は、編集上の意見を中心としたい旨の発言があった。 
・附属書 D3 冷凍果実及び野菜 

冷凍果実及び野菜の計量方法は、包装材の周りに付着した氷を取り除き、中身を出して計量す

る方法のようである。一般的に冷凍野菜などは、袋状のプラスチック容器に包装されていること

が多く、簡単に袋を開封し中身を取り出せる。また、この方法だと、包装材についた氷を解凍す

る際に製品にも影響があることも考えられるため、ただ単に包装材から中身を取り出し、計量す

ると言うように簡単な表現にしてはどうか。 
D.3.2 の手順は包装材に氷が付着している場合と条件を加えるか、省略する。 
→細かい表現であるが、WELMEC の記載を引用している箇所であるため、意見提出はしないこ

ととなった。 
（今後のスケジュールについて） 

DR が承認されれば、本年の CIML 会議で最終勧告案（FDR）が承認され、発行至る見込みで

ある。 
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平成２７年度第２回包装商品分科会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２８年２月２４日（水）１４時～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 小谷野主査（産業技術総合研究所） 

渡辺委員、谷口委員、品川委員（経済産業省計量行政室）  
田中委員（産業技術総合研究所）     
松本委員（産業技術総合研究所） 浅川委員（東京都計量検定所） 
土橋委員（日本缶詰びん詰レトルト食品協会） 
渕上委員（日本主婦連合会） 
青山委員（日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会） 
鎌田委員（日本冷凍食品検査協会） 
金井委員（金井計量管理事務所） 吉野委員（大丸松坂屋百貨店） 
髙橋委員（明治） 倉野委員（日本計量振興協会） 
松岡委員（アンリツインフィビス） 
玉井委員（イシダ） 山下委員（大和製衡） 
オブザーバー 越智氏（産業技術総合研究所） 
事務局（那須、鈴木、田口） 

以上 ２２名 
 

議  事 
開会にあたり小谷野主査から挨拶が行われた後、以下のとおり議事が進められた。 
 

１．OIML TC6 包装商品 関係者調整会議（ブラジル、リオデジャネイロ）報告について 
松本委員及び田中委員から配付資料を基に以下の説明が行われた。 

（１）開催期間：2016 年 1 月 27 日（水）～28 日（木） 
（２）開催場所：ブラジル（リオデジャネイロ）、ブラジル計量協会 
（３）日本からの出席者：谷口 淳子（経済産業省）、松本 毅（産業技術総合研究所） 
（４）主な概要 
①今回の関係者調整会議開催の経緯・目的 
・主として松本委員から以下の説明が行われた。 
・R87（2004 年版）発行後、2007 年に発表された論文において、R87 に記載されているサンプ

リング手法が統計的な正確性を欠いていると指摘されたことが契機となり、2008 年以降統計的

な正確性を向上させるべく、改訂作業が開始され、現在に到っている。 
・今回の会議は、INMETRO（ブラジル国家計量・標準・産業品質局）がホスト機関となり、南

アフリカの TC 6 事務局の運営のもとに、リオデジャネイロ市内において開催された。この会

議は通常とは異なり対象がR 87 のみに絞られているため、この文書を担当するTC 6 内のプロ

ジェクト・グループ p3 単独の会議という位置づけとなっている。更にその目的が 2015 年 9

－ 460 －



月のCIML 予備投票で否決されたR 87 国際勧告案（DR）の再検討に特化されていたため、「関

係者調整会議／reconciliation meeting」と呼ばれた。 
・CIML 予備投票における否決の主な原因は、R 87 のDR に含まれる表２が二つに分離されたこ

とが原因であった。 
・DR の表２は包装商品に対するサンプリング試験において必要とされるパラメーター、即ち最

小サンプルサイズ（n）、許容できる T1 誤差をもつ包装商品の最大数（AC）、試料補正係数

（SCF）を、検査対象となる包装商品ロットに含まれる商品の数（N）について規定したもの

である。元々は一つであった表が 2014 年のTC 6 会議における日本の提案により、R87 の CD4
（第 4 次委員会草案）において表 2a（範囲指定された N で表示）と表 2b（離散的な N で
表示）に分離された。この提案は、国によって大きく異なるロット数の範囲に対応するためで

あった。しかし、これら二つの表の違いが分かりにくく、混乱を来すことになるという指摘が

スイス、ブラジル等７カ国から出ていた。 
②関係者調整会議の結果概要 
・松本委員から以下の説明が行われた。 
・本調整会議において、今回の委員会で我が国代表は表 2b のみを残すことを提案し、全会一致

で認められた。この表について我が国は、DR に掲載されているものを少し修正した新たな表

2b を提案した。更に日本の提案に基づき、N = 20-1500 の範囲の全てについてパラメーターを

規定した詳細な表を新しい附属書として追加することになった。 
・日本から、附属書に掲載する詳細表については、TC6 に参加している他国の統計専門家による

チェックを経た上で、修正版のDR に反映させる作業を行う旨を依頼し、了承を得た。 
・R87（DR）に関して、予備投票時に寄せられた各国コメントの内容を確認し、修正版DR 案に

反映させる作業を行った。 
・今後の進め方に関し、ブラジル及び日本から、幹事国である南アフリカに対し、今回の会議は

一部の関係者による意見調整にとどまるため、改めて正式にTC6 参加国を招集して会議を開催

し、関係者の合意を得るべきではないかと提案した。これに対し、国際法定計量事務局（BIML）
局長 Patray 氏は、今年 10 月のCIML で R87 の改訂案が承認されるためには、4 月中旬まで

に修正版のDR 案を提示する必要があり、再度会議を開催する時間的余裕がないので、今後は

メール審議・投票により作業を進めたいとの回答があった。 
（分科会委員からの主な意見） 
・日本では抜き取り検査をする場合、一般的には検査ロットサイズの決定には 1 時間あたりの生産

数を「1 分の個数×60」という計算式から求め、それに応じたロットサイズを得るので、端数は

出ない（検査員はロット数を決めることができる）。諸外国は 1 時間当りで端数が出るというが、

本当に諸外国の現場では１時間単位で検査ロット数をカウントし設定しているのか。学術的なこ

とをいかに現場に合うようにするかが大事である。 
→TC6 は学術会議ではなく、現場の要望にそった勧告案を作成することを考えているが、一部の国

（日本やスイスなど）が統計的な観点からコメントを出しているというのが実態だ。 
③今後の対応（数値の四捨五入（丸め）について） 
・続いて田中委員から会議後の課題について説明が行われた。 
・丸め法を決定しないとサンプリング計画表が作成できないので、まず丸め法を決定する。四捨

五入をいつ行うのかということが、サンプリング計画に影響する。ブラジルはT1 誤差商品数、
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T2 誤差商品数それぞれについて丸めを行うべきである、との意見である。日本は、T1＋T2 誤

差商品数、T2 誤差商品数それぞれについて丸めを行うべきで、T1 誤差商品数は、（T1＋T2
誤差商品数）-（T2 誤差商品数数）によって求めるべき、という意見である。 

・この結果意味するのは、T1 の丸め誤差が最小（ブラジル）か、T1＋T2 の丸め誤差が最小（日

本）を使うか、ということである。日本の立場としては、R87 では 4.3.2 の記述がある「2.5％、

9 %の T1+T2 誤差を含む商品数」、という規定を一番に考えた（つまり、T1 誤差商品数につ

いての規定はない）ため、このような丸め方を推す。一方で、専門家としては単に丸め方の決

めの問題であり、本質的な議論ではないと考えるので、ブラジル案に変更することに異議はな

い。 
・ブラジルが提案した丸めの方法を行った結果のサンプリング計画についても確認し、全てのロ

ットサイズで値が合っていることを確認した。 
・スイスは独自の丸め方法に基づいて異なるサンプリング手法を推しているが、スイス案ではサ

ンプリング計画を構築できないことを確認した。 
（分科会委員からの主な意見） 
 ・実際に使用する場合を考えると、用語は「ロット数」ではなく「ロットサイズ」を使うべきある。 
 （ロット数では、ロットが何個存在する、という意味にも取り得る。1 ロットの大きさを示す用

語としては「ロットサイズ」のほうが誤解を招きにくい。） 
・日本の宿題が多いように思うが、このような作業はブラジルもやっているのか。 
→ブラジルも日本案（計算）の確認を行っている。 
・平均してどちらのサンプルサイズが少なくなるのかを考えて、手法を決める人も出てくるのでは

ないか。 
 TC6 包装商品 関係者調整会議の報告及び今後の対応について了承された。 
 
２．新ガイド文書「包装商品認証システムに対するシステム要件を定義するための手引き / GCOP」
第 2 次委員会草案(CD2)について 
小谷野主査から本ガイドは、以前は勧告（R）または文書（D）の案として策定を進めていたが、

多くの国が反対したため、ガイド文書の作成に変更となった。これは途上国等の認証システムに不

慣れな国のためのガイドである旨の説明が行われた後、以下の議論が行われた。 
（分科会委員からの主な意見） 
・日本語仮訳について、OIML での議論を国内の関係者に紹介する観点から、正確な和訳を希望す

る。 
・検討・審議している案だけでなく、重要な勧告（R79）等の翻訳を希望する。 
→本事業は、OIML の国際勧告文書案を検討する事業であり、改訂中の文書について短期間で内容

を検討し、意見をまとめる必要があることから、原文（英語）の参考として日本語仮訳を作成し

ている。本事業において、発行後の国際勧告文書の翻訳まで手当てするのは難しい。 
・本ガイドの内容がよく分からなかったため、意見を出そうにも出せなかった。附属書B で各種認

証スキームが例示されているが、このスキームで実際に行えるのか疑問である。 
・3.5 項に本ガイド文書で対象となる生産システムについて定義されている。しかし検査のための

認証システムなら分かるが、充てんを行う生産ラインまでも範囲に入れるように読めるので、こ

れでは対象範囲が広過ぎるのではないか。 
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 ・今後、日本はこの文書で提案される認証システムをどう取り扱うのか。他国の認証機関が認証し、 
 マークを添付したものが日本に入ってきたときにどう対応するのか。 
・制度及び考え方（発想）は良いと思う。一方で、この制度を取り入れるか否かについては各国の

事情に任されており、矛盾を感じる。 
・OIML の案件で、計量器等のハードに関する文書は加盟国内でも利用されているが、ソフトでも

ある制度については、なかなか整合がとれない。 
・関係者等への影響が大きいので、受入れは各国の事情によるのではないか。 
・量目制度で国際整合を得るのは難しい。 
・本ガイドを作成している国々は認証システムの難しさについて分かっているが、一方で ASEAN
諸国の中で認証システムを作成する動きがあり、その場合は、途上国が本ガイドを盲目的に取り

入れることが懸念される。そのために、ある程度は有用性のある文書にしてく必要がある。 
・「コメント付き賛成」と「コメント付き反対」の違いは何か。 
→「コメント付き賛成」の場合は、提出したコメントの反映は幹事国の一任となるので、意見反映

を強く望む場合は「コメント付き反対」で投票した方が良い。 
以上の議論に基づき、新ガイド文書「包装商品認証システムに対するシステム要件を定義するた

めの手引き / GCOP」第 2 次委員会草案（CD2）について「コメント付き賛成」で投票することに

なった。 
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平成２７年度第１回計量器証明書分科会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年９月７日（月）１５時～１７時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 上田主査（産業技術総合研究所） 谷口委員（経済産業省計量行政室） 

岸本委員（産業技術総合研究所） 三倉委員（産業技術総合研究所） 
福田委員（産業技術総合研究所） 松本委員（産業技術総合研究所） 
片桐委員（日本品質保証機構） 手塚委員（日本電気計器検定所） 
佐藤委員（愛知時計電機） 田尻委員（イシダ） 
大滝委員（タツノ） 
事務局（小島、鈴木、那須、田口） 

以上 １５名 
 
議  事 
上田主査からあいさつが行われた後、出席者から自己紹介が行われた。 
続いて、上田主査から議事が進められた。 

 
１．分科会の開催目的について 
上田主査から、10 月にフランスで開催される第 50 回 CIML 委員会（国際法定計量委員会）にお

いて、「9.1 OIML 証明書制度－特別作業部会の報告」が議題に挙げられており、かつ、大きな制度

改訂であることから、日本も意見をまとめ、CIML 委員会へ提出することを目的としている旨、説

明された。 
 
２．MAA 制度改革の経緯と新しいOIML-CS（Certificate System）の概要について 
「9.1」の審議にあたって、松本委員からMAA 制度及び過去の審議経過について、資料 5 を基に

次の説明が行われた。 
（１）型式証明書制度とは 
（２）OIML 証明書制度の概要 
（３）MAA 制度改革の経緯 
（４）新しい証明書制度OIML-CS 
（５）第 50 回CIML 委員会（2015 年 10 月）における提案 
（６）証明書分科会における議論のポイント 
 
＜主な要点＞ 
・AHWG（MAA 制度改革のための臨時作業部会）から、新しいCSPG（証明書制度プロジェクト

グループ）の設立と合意事項への承認が求められている。 
・AHWG から基本証明書制度とMAA 制度を統合した新しい証明書制度（OIML-CS） 
への移行が提案された。 
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・OIML-CS は任意の制度である。 
・MAA 制度のカテゴリーに対応した 3 つのCPR（参加資格審査委員会）は消滅しOIML-CS に吸

収される。 
・OIML-CS において基本証明書制度と MAA 制度はそれぞれ「スキーム A」、「スキーム B」と名

前を変えて実質的に残る。 
・発行機関に対する要件への適合性評価の手法が「スキームA」では“自己宣言”に対し、「スキー

ムB」では“第三者認証”が求められている。 
・しかし将来的にスキームB（MAA 相当）に移行することが推奨されている。 
・OIML-CS における管理組織としてBoA（上告理事会）、MC（運営委員会）、AP（諮問委員会）、

TLF（試験機関フォーラム）の設置が提案されている。また、MC、AP、TLF にそれぞれ事務長

が置かれる。 
・MC は CIML 委員から推薦される最小限の構成（12 名）である。メンバー構成のバランスは配

慮される。 
・B 文書の基本原則に基づき、OIML-CS のための新しい基本文書（Bxx）のたたき台となる作業

草案が提案されている。それは既存のB3（計量器のOIML 型式承認のためのOIML 基本証明書

制度）、B10（型式評価国際相互受入れ取決めの枠組み）を置き換えることになる。 
 ・新しい基本文書（Bxx）を 2016 年秋のCIML委員会／OIML総会で承認し、2017 年 1 月から新 
 しいOIML-CS の運用を開始するというスケジュールが提案されている。 
 
３．コメントについて 
 資料４の委員からのコメントを基に検討を行い、次のとおりコメントをまとめることとした。 
（１）決議 2015/xb は賛成するが、Bxx は B6（B6-1 OIML 刊行物作成のために機構及び手続き、

B6-2 OIML 刊行物の起草及び提示のための手引き）の規定に従うべきではないか。 
（２）MC 委員の選出は地域バランスを考慮して欲しい。 
（３ ）証明書収入の会計処理の透明性を確保すべきである。（今までの証明書手数料を何に使ってい 
   るのか、まで聞くかどうか。） 
（４）公平性を保つためにもMC とAP の事務長は別にすべきである。 
（５）資料 5 の「6 証明書分科会における議論のポイント」から適宜意見を抽出する。 
 
 以上について、上田主査が 1 週間程度でコメントをまとめ、委員に確認を得た後、9/25 頃までに

コメントを確定することとした。 
 CIML 委員会の前に、委員会出席予定者による対処方針会議が開催されることから、そこへコメ

ントを提示することとした。 
 また、当分科会として、決議案 2015/xa 及び決議案 2015/xb の賛否の判断については、三木CIML
副委員長へ一任することとした。 
 
（主な意見） 
・CPR は今後どうなるのか。 
 ・APに移行すると考えられる。実際の審査はAPである。APで審議したものをMCが承認する流 
 れではないか。現行のCPR は 2 年に 1 回審査を行っている。 
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・MC と現行の TC（技術委員会）の関係はどうなるのか？新しい制度では TC3／SC5＜適合性評

価（証明書制度）を担当＞の役割がどこにもない。なぜこのようなことになったのか。 
・検討の主体をTC3／SC5 からCSPG へと移行させようとしている。なぜTC3／SC5 において議

論を行わなかったのか。目的はTC3／SC5 幹事国である米国を外す思惑があるのではないか。 
・MC と AP はどう違うのか。MC の構成員からアジア圏が除外される恐れがある。 
・MC の構成員が 12 名限定はおかしい。欧州主導になる恐れがある。 
・CPR では本来、発行型の参加を希望する機関（ラボ）の評価報告書の可否を審査するだけなのだ

が、TC3／SC5 が開催されないため、本来そこで行うべきディスカッションまでCPR で行って

いる。 
・CPR には米国のCIML 委員であるアーリック氏が参加しているので、MAA 制度改革の動きを知

らない訳ではない。現行のCPR にはMAA 発行国、利用国の両方が出席できる権限があるが、

新しい制度ではMC は 12 名に限定されてしまう。 
・12 名の選定については地域割りを考慮してもらいたい。 
・前回のCPR 会議に出席した際、発展途上国からは分かりやすい制度に統一して欲しいという声

があった。基本証明書もMAA 証明書もよく理解していない国が多いかも知れない。発展途上国

は証明書なら何でも受け入れるという国と、一切受け入れないという国まで様々であるのが実情

である。 
・文書や制度設計はTC で行うことにすべきである。さらに広く公開された制度にすべきである。 
・TC 主導の議論であれば、その傘下のPG メンバーは議論に参加できるが、今のAHWG におけ

る進め方は閉鎖的である。 
・すでに 1970 年代から証明書制度改革の動きはあったがなかなか進まなかった。 

AHWG が発足してから日本は参加していない。 
・TC3／SC5 幹事国が米国であることを欧州は気に入らない。米国が制度改革に乗り気ではないか

らである。改革の動きは米国外しと言えるだろう。 
・Bxx 文書を来年のCIML 委員会において承認を取り付けるスケジュールには無理がある。TC3
／SC5 として制度改革に対する問題提起をしてこなかった米国にも責任はあるだろう。 

・B3 に対し、ISO 17025 への適合性を求められることになったことはCIML 委員にも報告されて

いる。 
・「1.原則 16」において発行当局が試験報告書の受入れを宣言するとあるが、何を意味するのか不

明である。 
・事実上スキーム B へと強制されていくことが明白な内容なのに、スキームA を残しておく意味は

あるのか。 
・現行のB3 ではDoMC（相互信頼宣言書）に署名しMAA 証明書を発行すると言いっ放しの側面

がある。新しい制度は考え方が全然違う。 
・水道メーターでは基本証明書を持っていると受入国は配慮してくれるが、実際はそこで新たに型

式承認を取り直さなければならない。 
・発展途上国は基本証明書でもMAA 証明書どちらでも良いと考えている。 
・ますます、スキームA とスキーム B の差が分かりにくくなっている。 
・日本で発行した基本証明書について、インドは「本当に日本が発行したのか」と産総研に問い合

わせてくる。しかしブラジルでは一切証明書は受け付ない。 
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・はかりの例を挙げると、オランダとは二国間の相互承認を結んでいるが、相互承認をしていない

ニュージーランドからのMAA 証明書を拒否できない。 
・MAA 証明書は型式承認を確認せずに受入れが可能となるのか。 
・はかり全体の 2 割程がMAA 証明書であるが、産総研で受け入れている。 
・MAA 制度が立ち上がる際、日本は推進派だった。 
・MAA の活用について業界関係者にヒアリングをしたのか。 
・機種毎に確認した。反対のある機種は推進しなかった。現時点ではR49（水道メーター）、R60
（ロードセル）、R76（非自動はかり）のみで活用されている。なお、自動車等給油メーターは英

国と二国間の相互承認を結んでおり、MAA の対象外となっている。 
・基本証明書はこのまま移行できるのか。 
・それは断定できない。スキームB に統合されるかも知れない。 
・既存の基本証明書はいつまで有効か。軽微変更があった場合の対応も気になる。 
・大事なポイントなので現行B3 と新B3 の手続きの確認をし、当然既存の基本証明書はそのまま認

められると信じている、と質問するかどうか。 
・新しい制度の枠組みはよくできているが、TC3／SC5 との関係はどうなるか。 
・改正案では MAA だけ受け入れたいと考えても基本証明書も受入れざるを得ない場合が出てくる。

スキームA とスキームB は明確に分けるべきではないか。 
・昨年のAHWG ではもう少し緩い制度の印象であったが、その後の議論で厳しくなった印象を受け

る。 
・R46（電力量計）では基本証明書発行が無いが、それは世界的にOIML より ISO／IEC が重視さ

れているからか。 
・電力量計は、世界的に IEC（欧州）寄り、ANSI（米国）寄りに二分化されている。 

R46 は 10 年かけて 2012 年に発行されたが、基準は IEC より厳しい。R46 に基づく試験を中国、

オランダが行うようであるが、今後R46 を採用する国が増えるかどうかは分からない。 
・現行、CPR 委員はCIML 委員の指名によって選任されており定数はない。ただし現実は 10 名程

度である。これを念頭にMC の定数を 12 名にしたのかも知れない。 
・MAA の普及が進まないのは第三者認証に費用がかかるからではないのか。基本証明書とMAA の

中間のような制度が望ましいのではないか。 
・例えば、基本証明書（自己認証）にMC やAP の認証を付けるようなことにするかどうか。 
・そのようなスキームを作ったとしても人が足りないので現実的に対応できないだろう。 
現状CPR 委員も仕事量が増えつつあり、どう対応するか悩ましい。 

・MC、AP、TLF では事務長を置くことになっており、BIML（国際法定計量事務局）事務局長の

Patoray 氏が兼任するようなイメージとなっている。運営委員会であるMC と諮問委員会である

AP の事務長を兼ねることは運営上中立性を損なうので望ましくないと意見を出すべきではない

か。 
・本来はBIML（国際法定計量事務局）の人員を増員して対応すべき問題である。同一人物がいく

つも兼ねるべきではない。 
・BIML は加盟国の会費の収支を明らかにしているが、証明書収入について明らかにしていない。

そこは開示を求めたい。 
・日本は恐らくCSPG 発足メンバーとして入るので、そこで意見を言える。 
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1 

平成２７年度第１回OIML CNG メーター・水素エネルギー分科会記録（案） 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年６月２６日（金）１４時～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 大滝主査（タツノ） 

森中体積計作業委員会委員長（産業技術総合研究所） 
関野委員、三浦委員、西川委員（経済産業省計量行政室） 
森岡委員、伊藤委員、島田委員（産業技術総合研究所） 
西井委員（日本ガス協会） 高本委員（東京計装） 
関係者：松本氏（産業技術総合研究所） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上１５名 
 
議  事 
大滝主査からあいさつが行われた後、続いて出席者から自己紹介が行われた。事務局から配付資

料の確認が行われた後、大滝主査の進行で次のとおり議事が進められた。 
 
１．海外調査について 

事務局から配付資料を基に海外調査の調査概要について説明が行われ、以下のとおり検討が行

われた。 
（１）訪問国（都市）及び機関について 
・ドイツは水素ステーションの普及が欧州の中で一番進んでいると思われる。都市についてはベ

ルリンを訪問する。ちなみに、フランクフルト、デュッセルドルフでも水素ステーションが稼

働している。ミュンヘンでは燃料電池バスが走っているが、液化水素を使用している可能性も

ある。 
・ドイツ PTB は標準機関であるが、各パートナーシップにも参加しており、ドイツ以外の欧州

の情報も入手が可能と思われる。特に北欧各国も水素ステーションの普及が進められているが、

ドイツがスタンダリゼーションに係わっている。なお、PTB はベルリンとブラウンシュヴァイ

クに研究施設があり、水素の研究はブラウンシュヴァイクにあると思われる。しかしながら、

水素ステーションがベルリンにあることもあり、ベルリンを訪問し、PTB の関係者にヒアリン

グを行う。 
・米国カリフォルニア州を調査したときは既に水素ディスペンサーに対する法規制が始まってい

たことから、州の行政機関にも訪問をしたが、欧州各国についてはまだ、そのような情報は入

っていない。従ってPTB を訪問することで必要な情報が得られると思われる。 
・先般横浜で開催されたワークショップではドイツ水素燃料電池機構（NOW）という日本の

NEDO にあたる機関が紹介を行っていた。また、実証プロジェクトとして Clean Energy 
Partnership（CEP）が実施されている。 

・OIML 調査としては、今後の各国の規制の動向を調べる必要がある。欧州ではOIML のほかに
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MID（欧州計量器指令）があるが、ディレクティブの改正が 2016 年 4 月に行われるとの情報

があり、確認が必要である。 
・R139 の改訂提案にあたってはオランダ、ドイツの訪問は必須であり、CIML での発言力を考

慮すると英国やフランスが考えられるが、北欧諸国は会議にも出ない可能性がある。以上の検

討の結果、英国を追加することにした。 
・英国の気体流量についての研究機関はNEL であるが、法定計量はNMO である。 

 
（２）スケジュール及び調査団構成員について 
・訪問スケジュールについてはオランダNMi のチュニス氏をはじめ、面談者の都合もあるので、

いくつか候補を挙げて早めに打診を行う。併せて CIML が 10 月 18 日の週に開催されること

から、訪問団の構成によっては前の週に調査を行う提案も行われた。 
・経済産業省、産業技術総合研究所については別予算で 1 名以上が参加する。 
・ユーザーについてはディスペンサーを使う側として調査に参加したい旨の発言が行われた。 
・メーカーについては予算上 2 名とし、自費による参加も可とする。 

 
（３）ヒアリング内容について 
 ・別紙 3 の質問事項に加え、脱圧ロスの考え方についてヒアリングを行う。事前の調査では、ド

イツでは脱圧ロスを実測し、差し引くとされている。 
 ・CNG 及びLNG ディスペンサーに関する質問項目については、訪問前の事前打診では記載を残

しておくこととし、現地では余裕があれば伺うこととする。 
 ・我が国の水素ディスペンサーに係る情報についても事前に資料を作成し、情報提供を行う。 
 
（４）法定計量制度における民間活用（Notified body）に係る調査について 
 事務局及び三浦委員から法定計量制度における民間活用（Notified body）に係る調査について

説明が行われ、調査にあたり、訪問機関及び質問事項等について今後検討を行う旨の発言があっ

た。 
  
２．CNG メーターに係る紹介について 
（１）APLMF における法定計量研修の開催について 
 産総研 松本氏からアジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）における法定計量研修の開

催について紹介が行われ、この中で、CNG 燃料メーターについて、PTB の予算支援を受け、9
月 7～11 日にマレーシアで実施される旨の紹介が行われた。 

（２）天然ガスの防爆ゾーン検討会について 
 事務局及び西井委員から日本ガス協会が運営する CNG の防爆基準に係る規格作成について説

明が行われた。 
 この中で、水素ディスペンサーについては JPEC（石油エネルギー技術センター）において自

主基準が制定されており、CNG においても、計工連団体規格（JMIF 014：圧縮天然ガス自動車

用燃料計量システム）に本検討内容を追記・改訂を行い、基準を制定していただきたいとの依頼

を受けている旨の紹介が行われた。 
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平成２７年度第２回OIML CNG メーター・水素エネルギー分科会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２８年３月１日（火）１４時～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 大滝主査（タツノ） 

森中体積計作業委員会委員長（産業技術総合研究所） 
関野委員、谷口委員、西川委員（経済産業省計量行政室） 
伊藤委員（産業技術総合研究所） 
西井委員（日本ガス協会） 高本委員（東京計装） 
櫻井委員（日立オートモティブシステムズメジャメント）） 
関係者：松本氏（産業技術総合研究所） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上１４名 
 
議  事 
大滝主査からあいさつが行われた後、事務局から配付資料の確認が行われた。 
続いて大滝主査の進行で次のとおり議事が進められた。 

 
１．海外調査結果について 
担当委員及び事務局から、報告書案となる配付資料 2-1 を基に、昨年 9 月 28 日から 10 月 3 日に

かけて行われた欧州海外調査結果について、訪問先ごとに報告が行われた。 
第 5 章 海外調査 
5.1 欧州主要国の法定計量及び水素ディスペンサーの規制状況等に関する調査 
5.1.1 調査の背景・目的（事務局） 
5.1.2 調査の概要（事務局） 
5.1.3 水素・燃料電池技術機構（西井委員） 
5.1.4 ドイツ物理工学研究所（森中体積計作業委員会委員長） 
5.1.5 ベルリン-ブランデンブルグ州計量検定所（関野委員） 
5.1.6 水素ステーション（ベルリン）（櫻井委員） 
5.1.7 英国計量規制庁（森中体積計作業委員会委員長） 
5.1.8 オランダ国家計量局（森中体積計作業委員会委員長） 
5.1.9 水素ステーション（ロッテルダム）（櫻井委員） 
5.1.10 ベリスペクト及びオランダ国家計量研究所（関野委員） 

  
検討の結果、追記、用語の補足及び修正、書式の統一について意見が出たことから、これを反映

することとし、担当委員は 3 月 3 日までに事務局宛修正原稿を提出することとした。 
本報告書案について承認し、3 月 15 日に行われる第 3 回国際法定計量調査研究委員会に諮ること

とした。 
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２．今後の方向性について 
関野委員から、平成 28 年度のOIML 活動について以下のとおり紹介が行われた。 

・本海外調査結果を踏まえ、水素計量性能における技術基準について国際提案活動を予算化して、

本格的に行うこととした。 
・予算テーマは、1 月の日本工業標準調査会で正式に採択が決定し、現在公募を実施しているとこ

ろである。 
・主要関係国への訪問、国際会議の日本への招致等に関する具体的計画、体制面等については、委

託事業者が決定次第、本分科会委員の皆様に具体的にご相談させて頂くことになるので更なる協

力をいただきたい。 
 
３．圧縮天然ガス自動車用燃料計量システムの JIS 化について 
事務局から平成 28 年度から 29 年度にかけて、圧縮天然ガス自動車用燃料計量システムの JIS 化

を進める予定であることについて紹介が行われ、JIS の整備にあたってはOIML R139 との整合が

必須であることから、本分科会委員に対して協力の要請が行われた。 
 
４．その他 
西井委員から、水素計量についてOIML 提案を行うとのことであるが、この分科会を分けて検討

するのか、との質問があった。 
これに対し、関野委員から、来年度の体制は、委託事業者が決定次第検討することになるが、水

素は精力的な検討が必要になるので恐らく分けて検討することになるであろう、との回答があった。 
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平成２７年度第１回OIML 質量計作業委員会記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年１０月１５日（木）１４時～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 福田質量計作業委員会委員長（産業技術総合研究所） 

西川委員（経済産業省計量行政室） 
薊委員、大谷委員、長野委員、松本委員（産業技術総合研究所） 
高田委員（東京都計量検定所）        
松岡委員（アンリツインフィビス） 田尻委員（イシダ） 
石井委員（エー・アンド・デイ） 瀬川委員（クボタ） 
内藤委員（新光電子） 長谷川委員（大和製衡） 
オブザーバー 谷口氏（経済産業省） 
       高橋氏（産業技術総合研究所） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上１９名 
議  事 
開会にあたり福田委員長からあいさつが行われた。今年度は既に R61-3「自動はかり 第 3 部：

試験報告書の様式」第 1 次作業草案（1WD）、R129「荷物の多次元寸法システム」第 1 次委員会

草案（1CD）、R76「非自動はかり」及びR111「精度等級 E1, E2, F1, F2, M1, M1-2, M2, M2-3 
及び M3 の分銅」定期見直しの 4 件についてメール審議を行っている。R76 及びR111 について、

日本は改正で回答したが、各国の投票結果により改正作業が始まるようであれば、改めて検討を行

うこととする。 
引続き、経済産業省 谷口氏からあいさつ、自己紹介が行われた後、以下のとおり議事が進められ

た。 
R61-1「充てん用自動はかり 第１部：計量・技術要件―試験」、R61-2「充てん用自動はかり 第

2 部：試験手順」、「充てん用自動はかり 第 3 部：試験報告書の様式」第 1 次作業草案（1WD）

への日本意見反映について 
大谷委員から資料 1-1～1-3 を基に、1WD で提出した日本意見の２WD への反映状況の説明が行

われた。R61-1２WD には１WD で提出した日本意見もほぼ採用されており、文章も読みやすくな

っている。R61-3 は、31 出したコメントのうち、3 箇所を除いて反映されている。 
２．R61-1「充てん用自動はかり 第１部：計量・技術要件―試験」、R61-2「充てん用自動はか

り 第 2 部：試験手順」、「充てん用自動はかり 第 3 部：試験報告書の様式」第 2 次作業草案（2 
WD）への日本意見反映について 
事前に提出された委員からの意見について検討した結果、以下の意見を提出準備することとなっ

た。 
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（１）R61-1 
№ ページ 項番号/

項目名 
意見の

種類 
コメント 提案（コメントの理由） 

1 5 3.1.3  一般 fill (F) を mass of the fills に修正 19 頁 4.2 文書では value of 
mass of the fills (3.1.3) と表現

されており、用語統一をする。 
2 11 3.3.11 

Figure 
1 

技術 「 Digital data (e.g. speed, 
position)」を、「Digital data」ま

たは「Digital data (count)」に変更

する。 

speed や position の data では

ない。 

3 11 3.3.11 
Table1 

一般 「 load cel   (3.3.11.1) 」を、

「digital load cell   (3.3.11.1)」に

変更する。 

「 analog load cell  
(3.3.11.1)」との見合い 

4 11 3.3.11  

Figure 
1 

一般 「 Mechanical electrical 
connecting elements」を、「Load 
receptor, Load-transmitting 
device」に変更する。 

「3.3.11.7」の表記に合わす。 

5 12 3.3.11 
Table1 

編集 analogue data processing device 
→  analog data processing 
device 

「analog」の表記に統一す

る。 ･･･ ［他の例］ analog 
load cell 

6 12 3.3.11.2 
3.3.11.3 

編集 analogue-to-digital conversion 
→ analog-to-digital conversion 

同上 

7 12 3.3.11.3 編集 analogue data processing device 
→  analog data processing 
device 

同上 

8  3.3.11 
3.3.11.6 
3.4.1 
3.5.13 
B.1.1 a) 

編集 analogue → analog 同上 

9 12 3.3.11.1 
3.3.11.2  

一般 analog-to-digital と 
analogue-to-digital  が混在して

いるので整合すべです。 

用語統一 

10 20 4.3.3 一般 記載の R61-2､9.2.6、R61-2､9.2.7 
が 本文のR61-2 には 9.2.6、9.2.7
が存在しない。 

編集ミス 

11 21 4.5.1.2 編集 「 The examples in OIML 
R61-2,Annex A.2 and show how 
to ･･･」の「and」を削除する。 

「and」はミスプリントと思わ

れる。 
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12 22 
 

4.8 編集 R61-2 10.3.1 と整合する。  

13 27-28 5.8.3.2 
自動ゼ

ロ設定

装置 

一般 5.8.4 に倣って箇条書きにした方が

良い。 
→英文表記の問題であるので、産総

研国際室で修正案を作成する。 

分かりやすくするため。 

14       ①1 段落目に、"as part of every 
automatic weighing "と" after a 
programmable time interval"のど

ちらか一方のみとの表現を加えた

方が良い。 
②3 段落目から"or to set this 
device to operate at time 
intervals"を削除した方が良い。→

英文表記の問題であるので、産総研

国際室で修正案を作成する。 

①,②1 段落目の下記文章は、両

方同時に選ぶことが可能とな

っている。 
 "as part of every automatic 
weighing cycle, or after a 
programmable time interval" 
 
しかし、3 段落目の下記文章で

は、前者を選択時は後者を選択

できない。 
" it shall not be possible to 
disable this device or to set 
this device to operate at time 
intervals" 
 
従って、1 段落目は、「どちら

か一方のみ」との表現を加え

て、3段落目から "or to set this 
device to operate at time 
intervals"を削除することで、

文章を整理したほうが分かり

やすくなるため。 
15       3段落目の" it shall not be possible 

to disable this device or to set this 
device to operate at time 
intervals"は、「自動運転開始後に

おいては不可能である」ということ

を明記した方が良い。 

④3 段落目の下記文章では、自

動運転開始前においてもユー

ザーは風袋引き装置を無効化

したり、風袋のタイミングを選

択したりできない印象を与え

る。" it shall not be possible to 
disable this device or to set 
this device to operate at time 
intervals"従って、非運転時に

"as part of every automatic 
weighing " と " after a 
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programmable time interval"
の切り替えや自動ゼロ設定装

置の無効化が可能であること

を明確にするため。 
16 28-29 5.8.5.3 

自動風

袋引き

装置 

一般 5.8.4 に倣って箇条書きにした方が

良い。→英文表記の問題であるの

で、産総研国際室で修正案を作成す

る。 

①見やすくするため。 

17       ①1 段落目に、"as part of every 
automatic weighing "と" after a 
programmable time interval"のど

ちらか一方のみとの表現を加えた

方が良い。②3 段落目から"or to set 
this device to operate at time 
intervals"を削除した方が良い。→

英文表記の問題であるので、産総研

国際室で修正案を作成する。 

①,②1 段落目の下記文章は、両

方同時に選ぶことが可能とな

っている。 "as part of every 
automatic weighing cycle, or 
after a programmable time 
interval"しかし、3 段落目の下

記文章では、前者を選択時は後

者を選択できない。" it shall 
not be possible to disable this 
device or to set this device to 
operate at time intervals"従っ

て、1 段落目は、「どちらか一

方のみ」との表現を加えて、3
段落目から  "or to set this 
device to operate at time 
intervals"を削除することで、

文章を整理したほうが分かり

やすくなるため。 
18       3段落目の" it shall not be possible 

to disable this device or to set this 
device to operate at time 
intervals"は、「自動運転開始後に

おいては不可能である」ということ

を明記した方が良い。 

3 段落目の下記文章では、自動

運転開始前においてもユーザ

ーは風袋引き装置を無効化し

たり、風袋のタイミングを選択

したりできない印象を与える。 
" it shall not be possible to 
disable this device or to set 
this device to operate at time 
intervals" 
 
従って、非運転時に"as part of 
every automatic weighing "と
" after a programmable time 
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interval"の切り替えや風袋引

き装置の無効化が可能である

ことを明確にするため。 

19 34 6 一般 AFGIs を AGFＩ に修正 単語の修正 

20 34 6.1 一般 AFGIs を The AGFI に修正 単語の修正 

21 34 6.2 一般 AFGIs を The AGFI に修正 単語の修正 

22 34 6.4: 一般 AFGI を AGFI に修正 タイプミス 

23 35 6.8 一般 AFGI を AGFI に修正 タイプミス 

24 37 8.1 編集 「8.1」の下から 2 行目「include 
assessments under items (a) to 
(d) above.」を、「 ･･･ 1) to 4) 
above.」に変更する。 
または、他の項番と同様に、「 ･･･ 

a) to d) above.」に変更する。 ･･･ 

この場合は、「1) type evaluation」
を、「a) type evaluation」に変更

する。以下、2)→b)， 3)→c)， 4)
→d) と変更する。 

ミスプリントと思われる。 

25 37 8.1 一般 (a) to (d) above を (1) to (4) above 
に修正 

タイプミス 
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（２）R61-2 
№ ページ 項番号/

項目名 
意見の

種類 
コメント 提案（コメントの理由） 

1 2 Content
s 

編集 8章及び9章の目次が本文と一致し

ていない。 
  

2 8 7.6.1 一般 本文には、8.2.4、8.2.5 に該当する

箇条がない。 
編集ミス 

3 8 7.6.2.1 一般 AFGIs を AGFI に修正 タイプミス 

4 9 7.7 一般 AＦGI を AGFI に修正 タイプミス 

5 10 8.2.1 一般 R61.1 を R61-1 に修正 タイプミス 

6 14 9.1 一般 R61-1 には、8.2.5 の箇条がない タイプミス 

7 16 9.2.3.2 編集 Note:  ･･･ at the load in 
question. 

「 . （ピリオド）」が抜けてい

る。 
8 18 10.1.1 

Table 2 
技術 「Span stability」の誤差配分が、

「Electronic indicator ＝ 1」と

なっているが、「Load cell」に対

しても誤差配分が必要ではないか。 

 

9 18 10.1.1 
Table 2 

技術 上記で「Load cell」に誤差配分す

る場合、 
「Load cell」が「Digital load cell」
の場合は、誤差配分を変える必要が

ある。また、「Digital load cell」
の場合は、「Electronic indicator」
への誤差配分は「0」になる。 

 

10 34 10.3.1 技術 CH 湿度試験に 55℃が含まれてい

るが、必要なのか？ 
（本コメントについては、高橋氏が

再度コメントを作成することとな

った） 

55℃は削除する。 

11 42 10.3.5.2 
Table 
14b 

技術 「 Test level 」 の 「 Frequency 
range」が「(26) 80 - 3000」に改訂

されているが、「(26) 80 - 2000」
に戻すべきである。 
（本コメントには、瀬川委員が再度

コメントを作成することとなった） 

1) 2.5GHz帯の電波を想定した

ものと思われるが、2.5GHz 帯

の電波は、電力が小さい値に規

制されているので、想定の対象

にする必要はないと思われる。 
2) R60 、 R76 等 で も

「2000MHz」である。 ･･･ ［確

認をお願いします。：］ OIML
では、R60、R76 等においても、
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「3000MHz」への改正を検討

中（審議中）なのですか。 

12 46 
 
64 

10.3.7.2 
Table 
16B 
B.1 

編集 analogue → analog 「R61-1」と同様に、「analog」
の表記に統一する。 

13 48,49 10.3.9 
10.3.10 

技術 本コメントは質問である。 
車両搭載バッテリーに関する試験

が今回更に追加されたが、充てん用

自動はかりにこれら（10.3.9 及び

10.3.10）の試験は必要なのか？ 

追加した根拠を教えて欲しい。 

14 52 11 
Table 
21 
Test 
procedu
re in 
brief: 

技術 下から 6 行目： the measuring 
instrument → the AFGI 

他所の表記に合わす。 

15 64 B.1 一般 15 行 目  a best (or better) 
casefrom the family. を        a 
best (or better) case from the 
family. に修正 

タイプミス（スペースを入れ

る） 

16 67 D 技術 example 3: と し て selective 
combination weigher  の追加を

希望する。 
（本コメントについては、E.3 に記

載の内容で理解できるか、確認をす

る。理解できる場合は、意見を提出

しない） 

Selective  combination 
weigher の example があれ

ば、規定の理解が容易になるた

め 

17 68 E: 一般 3 行目 ･･given in this Annex and 
available in the WELMEC Guide 
2.8[33] を ･･given in this Annex. 
(refer to WELMEC Guide 2.8[33]) 
に修正  
（本コメントについては、委員会後

に関係者で確認し、提出することと

なった。日本は、従来より他のドキ

ュメントにおいても特定地域の規

OIML 文書に特定地域の規定

を記載する時は参考として括

弧書きが好ましい。 
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定についての記載は望ましくない

と意見を提出しているため） 

18 76 E.3.1 編集 1 行目「The following table is 
shows the absolute ・・・」の「is」
を削除する。 

ミスプイントと思われる。 

 
（３）61-3 
№ ページ 項番号/

項目名 
意見の

種類 
コメント 提案（コメントの理由） 

1 4 下段の

ページ 
一般 下段のページ表記で R61-2 を

R61-3 に修正 
タイプミス 

2 5 2 行目 一般 2 行目 「an automatic gravimetric 
filling instrument 」を R61-1、
R61-2 と同様に AGFI に統一す

る。（他の箇所も同様） 

R61-1，R61-2 の用語に統一 

3 5 7 行目 一般 7 行目 the requirements of Part 1 
を the requirements of R61-1 に
修正 

用語の統一 

4 7   一般 Application No. を  Application 
No. に修正 

タイプミス 

5 7 フッダ

部 
一般 フッタ部の (1) のフォントが異な

っている 
フォント、文字サイズの統一 

6 8   一般 Evaluation perio を Evaluation 
period に修正  

タイプミス 

7 10   一般 Application no. を  Application 
No. に修正 （他の様式も同様） 
Serial No と整合する。 

表現の統一 

8 12   一般 Serial no. を Serial No. に修正。  
Type no.も同様 

表現の統一 

9 13   一般 load cells EMC protection options 
を load cells and EMC protection 
options 修正 

and を挿入 

10 14～
15 

  一般 表の罫線がずれている。 修正要 

11 21 4.1.1 一般 Static temperature（20℃）を 
Temperature with static load に
修正  

22 頁 4.1.2 の表現に統一 
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12 21   一般 Remarks の 四 角 の 中 の

Maximum value of  Ec/mpe(1) の
フォントが異なる（他の箇所も同

様） 

Ec/mpe(1) のフォントの統一 

13 26 4.2 編集 記入する表に一段分の追加が必要。 5℃の測定をした場合、記入欄

の一段分が不足するため。 
14 39   一般 フッタ部のフォントが異なってい

る 
フォント、文字サイズの統一 

15 78   一般 25、26 の番号欄の罫線が不要 罫線の修正 

16 79   一般 33 ～ 37 の左端、右端の罫線の種

類が間違っている。 
罫線の修正 

17 79   一般 39、40 の番号欄の罫線が不要 罫線の修正 

18 80   一般 48 ～ 52 の番号欄の罫線が不要 
（他の箇所 84 頁、85 頁、86 頁、

90 頁、91 頁、92 頁も同様） 

罫線の修正 

 
３．その他 
委員から事務局に対してR76「非自動はかり」（特定計量器）の案件は、OIML 質量計作業委員

会だけでなく、JIS の委員等にも周知を希望するとの要望があった。 
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平成２７年度第１回OIML 質量計用ロードセル分科会議記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２８年１月２２日（金）１４時～１５時３０分 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 廣瀬質量計用ロードセル分科会主査（大和製衡） 

西川委員（経済産業省） 
福田質量計作業委員会委員長（産業技術総合研究所） 
神長委員、孫委員、長野委員（産業技術総合研究所） 
田尻委員（イシダ） 三昌委員（エー・アンド・デイ） 
栗田委員（クボタ） 冨高委員（JFE アドバンテック） 
岡本委員（新光電子）          
室橋委員（ミネベア） 
オブザーバー：谷口氏（経済産業省計量行政室） 
       松本氏（産業技術総合研究所） 
事務局（田口） 

以上１５名 
 
議  事 
開会にあたり広瀬主査からあいさつ、自己紹介が行われた後、議事が進められた。 

１．R60「ロードセルの規定 第 1 部：計量・技術要件 第 2 部：計量管理及び性能試験」第 4 次

委員会草案（4CD）について 
神長委員より R60「ロードセルの規定」第 3 次委員会草案の日本意見の反映状況について、25

件の日本コメントのうち、6.7.2.6 のスパンの安定性以外は受け入れられているとの説明があった。 
 その後、事前に提出された意見を基に検討が行われた結果、以下の意見を提出することとなった。 
（全般） 
（１）全般的に以下の点を考慮して、変更を加えて欲しい。 
①英語は native でない国が分かりやすい表現となっているか 
②同じ意味を示す表現は、統一されているか 
（理由）表現の違いがあると、その違いに意味があるのか等を含めて確認する必要があり、英語

を母国語としない担当者にとっては負担である。 
（２）CD を配布する際は、前CD からの変更理由がわかるコメントつきのPDF データを送付し

て欲しい（3CD を配布した際のように）。 
（理由）変更を加えた場所は赤字で分かるが、何故変更したのかが分からない。どの国のコメン

トを受けて変更したのか等、情報を追加した状態のデータを欲しい。 
（３）各国のコメントに対する事務局の回答については、PDF データだけでなく、excel データ

で送ってほしい。 
（理由）上記に関連し、国ごとのコメントは事務局回答を見ればわかるが、同じ項目について、

どのような意見があるかを確認するのに手間がかかるため。 
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（技術に関する意見） 
（１）スパン安定性試験において、湿度試験（CH）を含める件について、3CD に対する日本コ

メントを再提示する。 
（２）p.57 8.10.7.11 スパンの安定性 
スパン安定性試験 昨年のコメントを繰り返すが、加湿試験前後のスパン安定性試験の項目

は R60 に適さない。  
（理由）スパン安定性試験は計量器の評価方法である R76 で定められた方法であり、同じ基準

を計量器の構成要素を取り出しての評価方法である R60 に適用するべきではない。 
本件については、廣瀬主査と栗田委員で文案を作成することとなった。 

（主な議論） 
・幹事国からは、「CH の試験もするように」と言われているので、仕方ないと思ったが他の委員

の方はどうか。日本としては、別にやってもいいのではないか。試験を行うと試験機が痛むから

できないという意味か。 
・MAA ピアアセスメントでフランスが来日した際に、CH 後のスパンの安定性試験を何故しない

のかと言われた（ヨーロッパでは通常行っている。フランスは室内に試験設備があるのではない

か。取り外し誤差はないのか）。本件はロードセルの取り外し取り付けの誤差が大きい。（追記

願う） 
・負荷をかけてる関係で温槽上部に穴があいているが、冬場は結露するため業務停止になりかねず

問題である。 
・事務局コメントを見ると、事務局は日本コメントの意味を理解していないと思われる。3CD とコ

ピペで出しても幹事国の反応は同じと思われるので、意見の出し方（書きぶり）は検討したい。 
・負荷を掛けるための間隙等がある状態の温槽で、チャート通りの温度、湿度が実現できているの

かは疑問がある。 
・現在の規定では 28 日間でやることになっており、測定の間隔についても、CH 試験は 12 日で前

後あわせると 14 日かかるが、現在の規定では半日から 10 日となっている。 
・アナログ部分も含めて試験が実施されるにも関わらず、スパン安定性試験の許容誤差は 0.5v であ

り、繰り返し性の許容誤差よりも小さい。従って、試験設備によってはロードセルの取り付け取

り外しが含まれるCH 試験については、「スパン安定性試験に含まなければならない」の表現か

ら「スパン安定試験に含むのが望ましいが、必須ではない」の表現に変更すべきである。（例外

規定の追加） 
・AD 変換、モジュール評価のようにいかないか。 
電気回路のユニットを有する部分だけ湿度の影響を受けるのか試験するのであれば、ユニットで

確認できれば、試験はできないか。 
・基盤、匡体の密封性を考えると難しいのではないか。 
 ・温槽の穴をふさげばできるので、やりようはあるが、その場合、試験期間が 1 か月間かかるので、 
 現在は申請が少ないのでいいが、（R60 改定発行等で）多くなった場合交通整理が必要となる。 
 ・8.8.3.2 にて負荷時間が達成されない場合の例外事項が追加されたことがある。例外を入れてもら 
 う形の方が幹事国に日本意見を受けいれてもらいやすいのではないか。 
・スパン安定性と湿度試験は別の内容ではないか。そこを弱めればいいのではないか。 
・クラス A は適用されないとあるが、何故か？理由をご教示いただきたい。クラス A は CH がな
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くても良い。その理由が不確かさの要因が多いからなら、誤差要因の理由付けで shall をmay に

変えてもらうことも可能ではないか。 
・非自動と同じで 1 級はやらなくて良い。 
・ヨーロッパはとりはずしてやっていないのではないか。違う観点からの意見提出が必要である。 
（編集上の意見） 
（１）p.3 2.3Figure 1：R76-1:2006 の Figure1 下のテーブルを追記して欲しい。 
尚、digital loadcell の場合、Data Processing (scaling）を実施するが、質量の単位ではない場

合が多いので、(in mass unit）は必須ではないことを明記して欲しい。 
（理由）Australia のコメントに関連し、理解しやすいように table 追加に賛成。 
尚、p4 の 3.1.5.1～3.1.5.3 の定義が追加されているので、其々が table のどれに相当するかを記

載した方が分かりやすい。  
（２）p.3 3 用語 Terminology に複数の用語が追加されているが、用語の順序を以下のどちらかを

基準に変更することを提案する。 
 ①R76-1:2006 の順序に合わせる 
  T1. General definitions 
  T2. Construction of instrument 
  T3. Metrological characteristics of an instrument 
  … 
 ②VIML の順序に合わせる。 
  0. Basic terms 
  1. Metrology and its legal aspects 
  2. Legal metrology activities 
  …  
（理由）規格使用者の理解を助けるため。 
※追加された"durability"が terminology の一番最初に来る理由が理解できない。規則性をもっ

た変更を希望する。 
（３）p.3 3 用語 

Terminology に複数の用語が追加されているが、草案で使用していない用語については削除する。

また規格内でその類義語を使用している場合は、Terminology の用語に修正する。

【本規格内で使用していない用語】

3.1.2. durability test [VIML 5.22]
3.1.3. inspection by sampling [VIML 2.18]
3.1.10. preliminary examination [VIML 2.10]
3.1.13. sensitivity of a measuring system [VIM 4.12]
3.1.14. test program [VIML 5.20]
3.1.17. verification by sampling [VIML 2.11]
3.1.18. verification of a measuring instrument [VIML 2.09]
3.7.13. measurement repeatability [VIM 2.21]
3.7.17. resolution of a displaying device [VIM 4.15]

【規格内で類義語を使用しているので、Terminology の用語に修正すべき用語】
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3.7.7. hysteresis error→規格内では"hysteresis"で使用しており、"error"は不要。

3.7.9. load cell intrinsic error
 →"load cell"を付けるなら、3.7.3 等の"intrinsic error"は変更すべきである。

5.3 に記載の以下の文言は、3.7.11 に移動すべきである。

Note: The term “measurement error” in this Recommendation 
refers to load cell measurement errors.

3.7.12. measured quantity value [VIM 2.10)]
→本文中で"measured quantity"の表現は"measured quantity value"に修正する。

    例：3.7.11
3.8.5. reference operating condition [VIM 4.11]
→ "reference condition"とするか、他の文中の"reference conditon"を修正する。

（理由）混乱を避けるため。  
（４）p.4  3.1.5.1 電子回路を装備していないロードセル～3.1.5.3 

①"digital load cell"を"electronic load cell"の一つとして 3.1.5.3 で定義するのであれば、

"analog load cell"を"non-electronic load cell"の一つとして、定義に加える。 
（理由）"analog load cell"と"digital load cell"は両方とも一般的に使用されており、"digital load 
cell"を追加するのであれば、同様に追加した方がバランスが良い。 
②"load cell equipped with electronics"のままで良いと考えるが、変更するのであれば、他の箇

所で"load cell equipped with electronics"の表現を用いている箇所は、同時に変更する。 
 例えば、ｐ22 の 5.7 "Requirement for load cells equipped with electronics"を修正。 
（理由）混乱を避けるため  
（５）p.8 他 3.5 範囲、容量及び出力の用語 

Range, capacity and output terms 3CD に対する日本コメントの再提示。 
測定範囲、最大容量、出力項目を規定する用語について、提案の基礎となる考え方を、以下に要

約する。 
①範囲／容量を表す E (Emin, Emax) 及び D (Dmin, Dmax)という記号の使用について著しい

混乱がある。我々は、まずロードセルの能力に基づいて製造事業者によって E が決定され、E
に基づいて実際の試験や使用のために D が決定されるべきだと信じている。 
②D の範囲は Figure 3 のルールに基づいて、E の範囲と同じか、またはより狭くなくてはなら

ない。なぜなら、D の範囲は試験機関の能力、並びに実際の使用条件によって制限されるからで

ある。型式承認のための試験は、理想的には E の全範囲について行われるべきである。しかし

一部の試験機関は全範囲をカバーできる試験能力を持っていないことがある。このような場合の

ために R60(3CD)は、そのルール Figure 3 に基づいた、より狭い範囲における代替的な試験を

認めている。 
③重要なパラメーター（MPE, v, n）を含む型式承認／検定のための要求事項は、製造事業者が

規定する「E」に基づいて定義されるべきで、試験能力に影響される「D」に基づくべきではな

い。もしこの考え方が守られないならば、特に MPE に比例関係にある v といった重要なパラメ

ーターを含むロードセルの仕様は、試験能力によって影響を受けることにもなり得る。我々は、

製造事業者が規定した仕様が（たとえ間接的であっても）試験機関の能力によって影響を受けて

はならないと信じる。 
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（理由） 
3CD に対する日本コメントに対し、修正が一貫性をもってなされていないため。 
4CD に対する具体的な指摘は、次項以降に示す。 
（６）p.8 3.5.2 ロードセル測定範囲：以下のように表現を変更。 

range of values of the measured quantity for which the result of measurement is not 
affected by an error exceeding the maximum permissible error (MPE) (see 3.7.10). 
Note: 
Load cell measuring range is the range between the maximum load of the measuring 
range Dmax and minimum load of the measuring range Dmin 
Load cell measuring range = (Dmax – Dmin) 
（理由） 
重要なパラメーター（MPE, v, n）を含む型式承認／検定のための要求事項は、製造事業者が

規定する「E」に基づいて定義されるべきで、試験能力に影響される「D」に基づくべきでは

ないため。 
（７）p.9 3.5.8 ロードセル検定目量の最大数 (nLC)：以下のように表現を変更。 

maximum number of load cell verification intervals into which the load cell maximum 
measuring range may be divided for which the result of measurement will not be affected by 
an error exceeding the MPE (see 3.7.10). 
（理由）同上。nLC への変更は R76 と合わせるという点で同意。  

（８）p.9 3.5.10 最小死荷重出力戻り：以下のように表現を変更。 
observed difference of load cell output, expressed in units of mass at the minimum dead load 
(Emin)of the measuring range (Dmin), measured before and after application of a load of Dmax 
Emax. 
（理由）同上。DR の定義は、Emin/Emax に基づいて定義されるべきである。 

（９）p.9 3.5.11 最小ロードセル検定目量(vmin)：以下のように表現を変更。 
smallest load cell verification interval into which the load cell measuring maximum 
measuring range DR (Dmax –Dmin) (Emax-Emin）can be divided. 
（理由）同上。vmin の定義は、Emin/Emax に基づいて定義されるべきである。 

（１０）p.10 3.5.14 相対的最小死荷重出力戻り又は Z 
用語について、R60(2000)から変更しない。すなわち、relative DR or Z 

また、定義については以下のように表現を変更。 
ratio of the load cell maximum measuring range, to two times the minimum dead load 
output return, DR. 
（理由）用語名については、3.5.10 で DR を定義しているので、従来通りで良い。定義について

は、前述のコメントに同じ。 
（１１）p.10 3.5.15 相対的最小ロードセル検定目量又は Y 

用語について、R60(2000)から変更しない。すなわち、relative vmin or Y 
（理由）用語名については、3.5.11 で vmin を定義しているので、従来通りで良い。（この項の

定義については、日本の主張が取り入れれてている。） 
（１２）p.11 3.7.2 誤差配分 
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用語を変更しているが、変更する場合は同用語を全て置換する。※5.3.2 他多数 
（理由）混乱を避けるため。 

（１３）p.11, 18 Figure 3, 5.2.1, 5.2.2：以下の表記を削除。 
Load Cell Measuring Range DR 
（理由）ここで、D／E の表現は紛らわしい。左の表現に統一するため。尚、a)、b)は追加され

ているが、同じ内容が 5.2.1 及び 5.2.2 で示されているため、どちらか一方のみで良い。 
（１４）p.11 Figure 3：DR の文字が残ったままなので削除する。 
（１５）p.11 Figure 3：Figure 2.が消されて欠番となっているので、図の番号を繰り上げ、Firure 

3.を Figure 2.に変更する。 
（１６）p.10 3.6 特定の定義の説明図：上記に伴い文中の Figure 3 を Figure 2 に書き換える。 
（１７）p.14 3.9 略記：もっと広範囲に載せる。例）R76-1：2006 の T.9。 
（理由）記載されているのが少ないが、何故これだけが選ばれているか、基準が不明なため。 

（１８）p.14 3.9 略記 R76-1:2006 の”T.8 Index of terms defined”と同様の項を R60 にも追加

する。 
（理由）各用語が他のどの項で使用されているかが明示されれば、上記のような誤りなどを防ぐ

とともに混乱を生じにくいため。 
（１９）p.15 5.1.2 ロードセルの検定目量の最大数：以下のように表現を変更。 

The maximum number of load cell verification intervals, nLC, into which the load cell 
maximum measuring range can be divided in a measuring system shall be within the limits 
presented in Table 1. 
（理由）3.5.8 のコメントに同じ。 

（２０）p.17 Figure 4.：Figure 3.を Figure 2.に変更したので、この図の番号も繰り上げる。Firure 
4.を Figure 3.に変更する。 

（２１）p.16 5.1.5. f）：上記に伴い文中の Figure 4 を Figure 3 に書き換える 。 
（２２）p.17 5.1.7 ：多重分類 上記同様、文中の Figure 4 を Figure 3 に書き換える 。 
（２３）p.20 5.5.1 ：クリープ 以下のように修正。（2 箇所） 

Example: (pLC declared by manufacturer = 0.75 0.7) 
（理由）下の式と一致しないため。 

（２４）p.32 8.4 同一型式内ロードセルの選択 
図の番号が抜けている。Figure 4. Examples of Load Cell Design Shapes 

（２５）p.59  8.11 試験シーケンス 
文中に Figure 35.とあるが誤記と考えられる。Firure 35.を Figure 5.に変更する。 

 
Ｒ60-1＆2（4CD）については「コメント付反対」で投票することになった。 
なお、投票内容については、この後の関係者での確認等により変更になる場合もある旨の了承を得

た。 
 
２．R60-3「ロードセルの規定 第 3 部：試験報告書の様式」作業草案（WD）について 
事前に提出された意見を基に検討を行った結果、次の意見を提出することとなった。 
（１）p.6 2.1.5.8. DR の計算式に誤りがある。Emin は不要。 

－ 486 －



（２）p.9 Fugure1 誤差曲線のサンプルが記載されているが，適切でない例が記載されている。適

切なサンプルに置き換えるべきである。 
（理由）誤差計算を行う場合，基準温度（２０℃）に於いて，試験荷重 75%点が誤差ゼロとなるよ

う f 係数を求める。このサンプルでは，試験荷重の 50%で計算されている。 
（３）p.10 他 本文にて"MPE"データシートでは "mpe"（10 ページ以降全て）となっている。 
（理由）本文が大文字となっているので，データシートも大文字で揃える。 
（４）p.50 Table 6.3  "Test load"'の欄で，"0"が記入されているが，最下行の"0" の位置が一段ず

れている。 （*印と同じ行） 
（５）p.50 Table 6.3 予備負荷は，1 回目のみ負荷する。データシートでは毎回負荷するような記

入欄となっている。記入不要部はハッチング等を付ける。（旧シートの様に） 
（６）p.52 Table 6.4 上記と同じ。 
（７）p.56 以降 6.8 以降：データシートで，どこに予備負荷 Dmin,Dmax のデータを書くべき判

らないシートがある。 コメント等を付けて判りやすくする。AnnexC のTechnical Data 等では，

記入例が多く記載されている。データシートに於いても，この様な記載例を入れて欲しい。 
（８）p.10 2.4 本文にて"nmax" が "nLC" と変更されているので，データシートでも合わせて

変更する。他のページにも該当箇所が多くある。 
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平成２７年度第１回OIML 呼気試験機分科会議記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２７年６月９日（火）１４時～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 上原主査（化学物質評価研究機構） 

井原環境・分析計量器作業委員会委員長（産業技術総合研究所） 
三浦委員（経済産業省） 
下坂委員、戸田委員、松本委員（産業技術総合研究所） 
久保田委員（日本品質保証機構） 
渡邉委員（光明理化学工業） 

オブザーバー  
越智氏（産業技術総合研究所） 
永田氏（東海電子） 瓜田氏（フィガロ技研） 
松尾氏（アルコール検知器協議会） 
事務局（小島、那須、鈴木、田口） 

以上１６名 
 
議  事 
上原主査からあいさつ、出席者による自己紹介が行われた後、以下のとおり議事が進められた。 

１．R126「証拠用アルコール呼気試験機」第一次作業草案（WD1）について 
事前に配信された同作業草案への意見一覧を基に議論が行われ、以下の意見を幹事国に回答する

こととなった。 
（１）勧告案全体への意見 
①1WDと元のR126の項目番号が混在している。我々のコメントは1WDの番号を基にしている。

次の草案では、一貫性のある番号づけが採用されることを望む。 
②「analyzers/analysers」の綴りを統一すべきである。表紙とページヘッダーでは「analysers」
が用いられ、1WD の他の箇所では「analyzers」となっている。 

（２）技術的な意見 
①3.2.9 保守モード（maintenance mode）, 6.2 測定範囲（measuring range）, 7.1.2 不正使用

に対する保護（Protection against fraud） 
 計量の性能や機能の保護に対する基本理念が一貫していないように見える。3.2.9 項は、メン

テナンスモードにて計量パラメータの修正が可能であると規定している。6.2 項は、メンテナ

ンスモードではマスキング（目隠し）機能を作動させないと記述している。しかしこの機能は

3.2.9 では触れられていない。7.1.2 は機器の意図的な誤操作に対する基本理念を述べている。

計量パラメータの修正は権限を付与された者のみに限られ、一般ユーザーには許可しないこと

を望む。 
 マスキング機能についても 3.2.9 で定義されるべきである。さらに 7.1.2 に、メンテナンスモ

ードの使用は権限を付与された者（検定官及びメーカーの担当者）のみに限定されることを明
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記するための文章を加えるべきである。 
②6.8.1 ゼロドリフト 
 明確化のために、1WD で削除された「11.4.1 で定義された」という参照を復活させること

を要求する。項番号を修正した上で、「11.3.2 で定義された」という参照を復活する。 
③6.10 定格動作条件についての最小要件 
 「最小要求事項」というタイトルの用語は不明確である。表の項目では、j が不明確である。

「5ppm」という値により、どのような範囲が規定されるのか。5ppm の根拠は、何か。「メタ

ン等価」という用語は具体的に何を意味するのか。 
 タイトルの「定格動作条件」で十分なのではないか。範囲についてはSI 単位を使って例えば、

「5 µ mol/mol 以下」の様に表現することを提案する。「メタン等価」については説明していた

だきたい。 
④7.1.8 上部気道内のアルコール（Alcohol in the upper respiratory tract Annex B 上部気道内

のアルコールの検知例（examples of detection)） 
上部気道のアルコール検知機能は任意とすべきである。この項は、「参考」として提供され

ている附属書 B と整合化させるべきである。 
「shall／べきである」を「may／してもよい」に修正する。 

⑤11.2.1 試験試料送出装置 
試験サンプル供給装置及びガス分析計に関して、トレーサビリティーを含む技術要求事項が

不明確であるように見える。この装置が目的の濃度の試験ガスを妥当な不確かさの範囲内で正

しく供給することを、科学的な手法を用いて裏付けるべきである（修正案を提案できない）。

これは、このプロジェクトグループが解決すべき長期的かつ重要な課題である。 
⑥11.2.1.1 試験ガスの特性基準値（Characteristic reference values …）,11.2.1.2 試験装置の能

力（Capability of the testing apparatus）,11.2.1.3 試験装置の型式（Type of testing 
Apparatus）,11.3.3 呼吸プロフィール（Breath profile）,Annex C (breath profile) 標準ガス

を供給する装置に対する以下の要求事項には、一貫性が無いように見える。 
11.2.1.1 項は一定の流量と濃度で供給される標準ガスへの要件を定めている。  
11.2.1.2 項は、一定のプロファイル（11.2.1.1）と変化するプロファイル（11.3.3）のガスを

供給する両方の装置について述べている。  
11.2.1.3 項は、装置がタイプ 1（一定プロファイル）かタイプ 2（11.3.3 への参照を含む変

化するプロファイル）のどちらかであると規定している。また完全な試験には、両方のタイプ

が必要であるとも規定している。 
11.3.3 は流量及び濃度の二つのプロファイルについて述べている。 
上記の要約から、我々は以下の３点が明確化されるべきだと考える。 

１．タイプ 1 又は 2 の装置への要求事項には一貫性がない。11.2.1.2 では両方が要求されてい

る。しかし 11.2.1.3 項は、片方又は両方を選んでよいと述べている。 
２．「プロファイル」の意味が不明確である。それは次の 3 つの意味のうちどれを指すのか。 

(1)流量のプロファイル、(2)濃度のプロファイル、(3)流量と濃度の両方のプロファイル。11.3.3
項は、11.2.1.2 及び 11.2.1.3 項から参照されているが、両方のタイプを含んでいる。 

３．流量又は濃度のプロファイルに対する具体的で技術的な規格が不明確である。11.3.3 も附

属書 C もこのような規格を提供していない。 
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上記の点に起因して、最低限どのような装置が必要とされるのか分かりにくい。タイプ 1 と

2 の両方に適合した試験装置を用意することは、製造事業者や地域法定計量機関に新たな負担

を生じさせることになる。タイプ２が要求されると仮定した場合、適正な試験装置を設計する

ためにはプロファイルの詳細な規格が必要である。 
タイプ 1 又は 2 に基づく試験装置の採用については、更に一貫性のある記述が必要である。

地域機関がタイプ1と2のどちらか一つのタイプのみを選ぶという基本理念が維持されること

を要求する。より一般的には、R126 が試験装置に適用できる最低の基本要件を提案し、地域

機関がその中から適切なものを選ぶべきである。 
もし SC7 がタイプ２の装置を必要とすると決定するならば、プロファイルに対する詳細な規

格を、できれば附属書C に追加すべきである。更に用語「プロファイル」の意味を明確化すべ

きである。 
（３）編集上の意見 
①この文書の表題は「証拠用呼気アルコール分析計」である。しかしながら少し違った名称、「呼

気アルコール分析計」がヘッダーも含め文書の多くの箇所で使われている。計器の名称に一貫

性が必要である。加えて 3.3 節において、「EBA」は「証拠用呼気アルコール分析計」の略語

であるべきだ。ヘッダーや章タイトルを除き、現在の長い名称、「証拠用呼気アルコール分析

計」又は「呼気アルコール分析計」をこの略称（EBA）で置き換えてもよい。 
②11.2.1.1 Characteristic reference values … （呼気）注入の持続時間が 5 s ± 0.5 s (4.5 から 

5.5 s)と規定されているが、7.1.6（排出条件）の最小排気持続時間（5s）と整合化していない。

この時間を、例えば 6 s ± 0.5 s に延長する。 
③11.2.1.3 
以下の引用で、何を一定（下線あり）にすべきかが不明である。濃度だけが一定であればよい

のか。この「一定」は不要ではないか。 
④11.5.3 
現行のR126(2012)の p.31 の内容が抜けている。 
  R 126 (2012) p.31 の以下の内容を 1WD に追加する：「呼気中の流量変動の影響」の中の

「第二の試験」、「d）呼気中のプラトー継続時間の影響」及び「e）呼吸フロー中の中断の影

響」。 
 
２．国際会議出席（オランダ・デルフト）について 

2015 年 6 月 30 日～7 月 1 日にオランダ・デルフトで開催されるTC17/SC7 の会議に日本からは

出席しないこととなった。なお、三浦委員から国際会議に出席しないと、情報を入手するのが難し

い場合もあるとの発言があった。 
 
３．その他 
アルコール検知器協議会 松尾氏より、配布資料を基に同協議会が 2015 年 4 月 8 日に発足し、

活動を開始した旨の報告が行われた。 

－ 490 －



平成２７年度第２回OIML 呼気試験機分科会議記録 
 

（一社）日本計量機器工業連合会 
 
日 時 平成２８年１月２１日（木）１３時４５分～１６時 
場 所 グランドヒル市ヶ谷 
出席者 上原主査（化学物質評価研究機構） 

谷口委員（経済産業省） 
下坂委員 戸田委員 松本委員（産業技術総合研究所） 
久保田委員（日本品質保証機構） 
渡邉委員（光明理化学工業） 望月委員（タニタ） 
杉本委員（東海電子） 

オブザーバー 
坂田氏（東海電子） 瓜田氏（フィガロ技研） 
事務局（鈴木、田口） 

以上 １３名 
 
議  事 
上原主査からあいさつが行われた後、以下のとおり議事が進められた。谷口委員からこれまで本

分科会からTC17/SC7 の会議への出席はなかったので、初めての出席という意味でも、２月の国際

会議では十分に情報収集を行っていただきたいという発言があった。 
R126「証拠用アルコール呼気試験機」第一次委員会草案（1CD）について 
事前に配信された同作業草案への意見一覧を基に議論が行われた。1CD への回答期限が 4 月 6

日に延期となったので、2 月 23 日（火）～24 日（水）にドイツ物理工学研究所（PTB／ドイツ・

ベルリン）で開催されるTC17/SC7 国際会議での状況を踏まえて、意見を幹事国に回答することと

なった。第１次作業草案（1WD）へ提出した意見の反映状況も考慮した上で、CD1 へ提出する日

本意見の原案は以下のとおりとすることを確認した。 
（１）General and 3.3 (editorial) 

呼気試験機の名称について、多くの部分では、「Evidential breath alcohol analyzers 」の略

称であるEBA に統一されている。しかしヘッダーや表紙の記述、および 3.3 節には、下記の

通り「Evidential breath analyzers 」の表記が残っている。従って、全て「Evidential breath 
alcohol analyzers」とする。 
2 ページ；"Evidential breath analyzers" 
15 ページ；3.3 節EBA Evidential breath analyzer 

（２）7.1.8 Alcohol in the upper respiratory tract Annex B (examples of detection) 
幹事国からは、これは必須の機能だと回答されている。1CD では、「2.適用範囲」における特

別な機能の例として、国家当局の中には「上部気道中のアルコールの存在を検出すること」を

求めるところがある、とされている。しかしこの機能については、国家当局が上部気道中アル

コールの自動検知を必要としない場合でも必ず動作させるのか、又は動作の有無を選択すれば

よいのか、その意図が明確ではない。更にその機能は装備して、運用は各国に任せるとも解釈
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できる。この項目の規定によって試験機の設計が変わるので、確認をする必要がある。 
（３）13.4.2 初期検定に用いられる試験ガス 

草案では、次の通り規定されている。「個々の試験に応じて，乾性ガス又は湿性ガスを用いな

ければならない。湿性ガスの場合，試験ガス源は，???の要件（草案には”the requirement of ???”
と記載してある）に適合しなければならない。乾性ガスの場合，実際の気圧を考慮しなければな

らない。」。しかし何の要件に適合しなければならないのか不明確である。日本として意見を

用意する必要がある。 
（４）11.2.1.1 Characteristic reference values … 11.2.1.2 Capability of the testing apparatus, 

and 11.2.1.3 Type of testing apparatus 11.3.3 Breath profile Annex C (breath profile) 
呼吸プロファイルの記載については、1WD から変更はない。しかし、濃度応答と流量過渡特

性の明示を求めたい。また試験装置については、一定のプロファイル及び変化するプロファイ

ルの両方の試験ガスを送出できる機能があればよいのか、確認したい。 
（５）11.2.1.3 Type of testing apparatus (editorial) 

表現に変更はない。流量に関することと考えられるが、より具体的に明記することを求めるべ

きではないか。幹事国が意識しているのは、「一定濃度、一定流量・・・」であると考えられ

る。 
（分科会委員からの主な意見） 
・Introduction（序言）のwork safety（労働安全）について 
序言にある「労働安全」とはどのような概念なのか分かりにくい。1)一般的な職場の労働・安

全・衛生という観点（view of occupational health and safety)を指すのか？又は 2）安全に強

い関わりをもつ業界（輸送業界等)の労働安全を指すのか？ この点についてアメリカでは法令

がある。企業向けなのか、輸送業界向けなのか確認をしたい。 
→長く検討が続いている文書では、事務局があえて曖昧な表現を使う場合がある。つまり色々

な国の状況を加味できるように、各国が自由に解釈しやすいように表現しているのではない

か。また一般に、序言より、対象範囲（Scope）の内容の方が拘束力が強いので、注意が必

要である（本件については、国際会議において口頭で質問しても良いと思われる）。 
・4.6 の shall（国家標準までトレーサブルでなければならない）は強すぎるのではないか。 
・Masking について 
余談ではあるが、アルコール検知器協議会ではマスキングで意見が２つに分かれている。国際

的にも分かれていると思われる。 
・6.8.1 Zero drift 
文言が改訂されていない。 
再度言っても受け入れられないので、この項目はこのままとする。 

・11.2.1 ガス発生装置について、ドライガスではトレーサビリティーを明確にしやすいが、ウ

ェットガスでは難しい。どのようにトレーサビリティーをとって試験ガスの信頼性を担保する

のか。ただこの勧告は、試験ガスやガス発生装置を評価するための文書ではない。 
→TC17/SC7 では、2012 年頃に標準ガスの件でだいぶ議論が行われたらしい。 
11.2.1.1 
装置の中では必要になってくる事項なので、会議の流れを確認する。 
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